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プルコワ パ オウ ニジェール 
～ニジェールに出来ない事は何もない！～ 

 
Vol.1 2004 年 6 月号 

 
みんなの学校プロジェクト、ニジェールより 

西アフリカサハラ砂漠の南に位置するニジェールは、国

民の 60％が一日１ドル以下で生活している世界で最も貧

しい国のひとつです。現在初等教育就学率は41.7％（基礎

教育・識字省年間統計2002-3 年）。すべての子どもたちに

教育をという目標を達成すべく、基礎教育・識字省は「教

育開発10カ年計画（PDDE 2003-2012）」を策定し、2003

年5月には世銀のファースト・トラック・イニシアチブ

対象国となりました。「就学機会の拡大」「教育の質向上」

「教育行政官の能力強化」を柱とするこの計画に基づき、

現在教育関係者をはじめ国内外のパートナーが一丸と

なり動き始めています。 

 

 

教室が足りない場合、保護者の協力で建てられる茅葺
かやぶき

教室で勉強する子ども達。 

 

学校さえあれば、子どもは学校に来る？ 

就学率向上を阻害している要因は多岐にわたりますが、

絶対的な教室数・学校数の不足が大きな一因とされていま

す。しかし、学校や教室が足りていれさえすれば、子ど

も達は学校に来るのでしょうか？ 

ニジェールの場合、答えはノーのようです。 

人々は、植民地時代にフランスによってもたらされた

公教育に対し、よいイメージを持っていませんでした。 

中等教育への進学率 13％、農業従事者が国民の 80％を

占めるという現状にもかかわらず、学校は 1960 年の独

立後も特に中学校へ進学しない大多数の児童にとって、

有効な教育を提供してくれる場とはなりませんでした。 

学校は誰のもの？ 

 

地域の人々はこう答えます。 「地域に在るけれども、

私たちのものではない。国のものだ。」と。 

学校は地域から隔離されてしまい、間には見えないけ

れど厚い壁があるようです。 

 

地域に在る学校から、地域みんなの学校へ 

本プロジェクトの略称は、 

Ecole Pour Tous (エコル・プー・トウス) 

フランス語でみんなの学校という意味です。 

プロジェクトの目的は、10カ年計画の中で将来的に

すべての学校に設置が義務付けられている学校運営

委員会（学校側と住民側の合同委員会）を核に、この

見えない壁を取りのぞくことです。 

国は学校運営委員会に教育資材の分配や契約教員

の雇用等ある程度の権限を持たせ、学校にかかる様々

な活動を実施していく過程で親の教育や学校への関

心を高め、学校と地域社会との良好な関係を構築する

ことを期待しています。 

プロジェクトでは、学校によって解決すべき課題、そ

の優先順位は様々であると考え、各学校で学校運営委員

会が中心になって行う一連の活動（問題分析から、学校

計画の策定、実施、モニタリング･評価等）を支援して

います。また、プロジェクト終了後こそが大切であると

いう考えから、同委員会を将来的にサポートする役割を

持つ地方教育行政官の能力強化にも力を入れています。 

 

 

保護者会の選挙に集まった住民たち。 
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ニジェールの人でさえ、あきらめていたこと 

ニジェールの成人識字率は約20％。成人のほとんどが学

校になじみがなく教育を受けた経験がないこともあって、

学校や教育にあまり関心を持っていません。そんな親たち

に学校や教育の大切さをわかってもらうのは大変なことだ、

とこれまで多くの人があきらめていました。 

プロジェクトが1月に開始し、約5ヶ月。 

実は、すでにプロジェクトサイトの多くの学校で変化が

見られ、以下のような報告がされています。 

これまで学校のために会議を開いても 10 数名だった参

加者が、250 名になった。計画実現に向けて分担金を呼び

かけたところ計画以上の額が集まった。母親達が女子就学

促進チームを結成し、一軒一軒啓発巡回している。 

子ども達の安全を守るために学校の塀を完成させた学校、

校庭に木陰を作るべく植林をした学校、ゴミ捨て場と化し

ていた学校周辺を大掃除した学校・・・とれも地域住民の

協力のもと行われたようです。 

地域の人々を動かしたものは何でしょう？ 

次号ではその秘密に迫ります。 

 

編集後記 

雨季に入りました。 渇ききった大地は雨をあっという

間に吸い込み、翌日にはぐんと背が伸びた緑が美しいです。

マンゴがおいしい季節でもあります。待望のニュースレタ

ー発行、HPも近日公開予定です。今後ともどうぞよろしく

お願いいたします。 

発行元：ニジェールみんなの学校プロジェクト 

E-mail: Ichida.Yoko@jica.go.jp 
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ニジェール住民参画型学校運営改善計画～みんなの学校プロジェクト～ 通信 

 

プルコワ パ オウ ニジェール 

～ニジェールに出来ない事は何もない！～ 

 
Vol.2 2004 年 7 月号 

 

みんなの学校プロジェクト、ロゴです 

          

「みんなの学校」と題した絵画コンクールに集まっ

た子ども達の作品から着想を得、このロゴは作成され

ました。プロジェクトの頭文字Ecole Pour Tous を

デザインしたものです。 

子どもたちの理想の学校には、井戸や水飲み場など

の水場があり、木や学校菜園など緑があふれていまし

た。EとPは、それぞれ水の青と植物の緑。マルチカ

ラーで彩られたＴの文字はアフリカの女性の色とり

どりの衣装、地域の人々をあらわしています。Ｔの形

は、両手のひらで下から支えているようにも見えませ

んか？「地域みんなの手で、学校を支えていこう」と

いうプロジェクトの願いが込められています。よく見

ると、Ｔの縦棒の色はニジェールの国旗。地域住民を

サポートするのは国の役目である事、またこのプロジ

ェクトが国の教育政策の一環として国とがっちり組

んで実施されている事を表しています。 

 

地域の人々を動かしたものは？ 

プロジェクトが開始してから約半年経った今、

研修を実施した 171 校中ほとんどの学校で、地域住民

の協力のもと、学校計画に基づく活動が実施されていま

す。地域の人々を動かしたものは何でしょう？ 

それは、地域の人々の中で起こった学校に対する意識

の変化であるといえるでしょう。学校への固定観念が崩

れたのです。地域の人々はこれまで、学校は自分たちの

ものではないと思っていました。学校は国が持ってきた

ものであり、学校に関するすべてのことは国が面倒を見

てくれると考えていました。 

しかし一連の活動を通して、教育や学校の大切さを

再確認すると共に、学校は自分たちの子どものための

ものであること、すなわち自分たちの責任下にあるこ

とに気づき始めました。そうであるならば、これ以上

国に任せきりで待ってばかりなのはやめよう、自分た

ち自らの手で何か出できることから始めよう、という

考えに至ったのです。 

 

鍵は、学校運営委員会 

どうして短期間で意識の変化が起こり得たのか？ 

その鍵は学校運営委員会（学校側と住民側の合同委

員会）という新しい組織にありました。 

国は、教育資材の分配や契約教員の雇用等ある程度

の権限を委譲することを主な目的とし、すべての学校

への設置を決定しました。これまで、学校にかかるす

べての事が学校側（ほとんどが中央の教育行政）によ

って決定され実施されていたため、住民にとっては不

透明で、それが学校への不信感を助長する原因となっ

ていました。学校運営委員会が決定権を持てば、住民

の代表を通して自分たちの意見やニーズを反映させ

る事が可能になります。 

しかしこれまで、学校運営委員会設置にともなう関

係者の能力、意識改善のための研修はほとんど行われ

てきませんでした。権限委譲には、受けて側の受容能

力が必要です。そこで、プロジェクトではまず、多く

の保護者の意見を反映した効率的な組織を作るため、

2回の研修を行いました。 

 

      

          

 

 

選挙のシュミレーショ

ン（第1回目研修） 

寸劇（女子が学校に

行けるよう頑固な村

長を説得する話）を

熱心に見る参加者 

（第2回目研修） 
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「自分たち自身で学校のために何かしたい」と思い、 

「自分たちにも何かできるのではないか」と感じた。 

最初の研修は、タウア県内実験校全171校の校長

先生を対象に、学校運営委員会の基盤となる保護者

会役員の民主的な選出の重要性について行われま

した。多くの学校に保護者会が存在しますが、ほとん

どの場合が名ばかりで、機能していませんでした。会

長は、代々村の権力者がやっている。地域住民の代表

であるはずの役員は、みんなの意見を反映していな

い。読み書きのできない人が書記や会計の役職に付

いている。こういった例は少なくありません。 

この研修後、多くの学校で選挙が行われ、民主的な

保護者会が誕生しました。この選挙はその過程で、そ

れまで「自分とは関係ない」と考えていた保護者会の

意味と役員の役割や、地域住民みんなの意見を反映し

てくれる人を選ぶことの重要性について学んでもら

うことができました。 

次の研修は、各学校から選出された学校運営委員

会役員を対象に、主に学校計画の立案について行わ

れました。学校計画とは、住民総会での合意のもと、

学校における問題点を優先度や解決策の実施可能性

によって整理し、選んだ活動からなる年間計画です。 

この研修や学校計画の実施も、問題を自分たちで考

え、実施する過程で、より学校を身近なものにするこ

とができたと思われます。 

 

学校のトイレ、半分完成。 

          
 

 

 

無償資金協力ソフトコンポーネントとの連携 

 プロジェクトが比較的に早い時期から活動を開始で

きたのは、プロジェクトと同じくタウア県に先行して

介入していた無償資金協力の小学校建設ソフトコン

ポーネント（以下、ソフコン）との連携によるところ

が大きいのです。 

 ソフコンは、西アフリカでは近年小学校建設に付随

して行われています。本来の目的は、建設されたも

のを維持管理できるようソフト面での支援をする

ことです。ここニジェールでは、維持管理のノウハ

ウを教える以前の段階、住民が「学校は自分たちの

ものである」という意識を持つことが重要であると

の考えから、ソフコンの目的が決められました。本

プロジェクトの目的と、方向性が同じでした。 

ニジェールでは、すでに教育分野での青年海外協力

隊の実績があること、ソフコンを含めた小学校建設も

計画されていたことから、本プロジェクト立案の段階

から他スキームとの連携（プログラムアプローチ）を

意識していました。検討の結果、プロジェクトサイト

を無償資金協力と重ねることに決定。ソフトコンポー

ネントの成果を活かすことにより、プロジェクトでさ

らに汎用性の高いモデルに発展させることが可能にな

ると考えました。また反対に、協力期間が最長1年と

限定されているソフコンが去った後のフォローも可能

になります。 

現時点での連携による利点 

・ 研修モジュール・マニュアルは完成度の高いもの 

  が作成されていたため、ベースとして使用する 

ことが可能であった。 

・ 民主的な選出の重要性、活動例等、ソフコンの経 

験から学ぶ事が多くあった。 

・ ソフコンサイト（プロジェクトサイトの一部）に   

は、すでにソフコンの活動を通して能力強化され

たカウンターパートや教員がおり、特に研修等の

場面でキーパーソンとなっている。 

 

プロジェクトでは、3 月末より青年海外協力隊シニ

ア隊員をメンバーに迎えました。過去及び現教育分野

協力隊員の経験をプロジェクトにフィードバックする

事、また現隊員をサポートすること等、今後の活躍が

期待されます。 

 

編集後記 

雨が降った翌日は、大人も子どもも、みんな畑に出

かけます。学校も、もぬけの殻です。雨季なのに、今

年は雨がなかなか降りません。ここ、タウアではもう

1 ヶ月以上。そこで特別に、雨乞いのための合同お祈

りの招集がかかりました。平日・勤務時間内にもかか

わらず、みんなモスケ（イスラム教寺院）に向かいま

した。・・・すると、その日の夜雨が。この一件で、イ

スラム教人口が増えたとか増えないとかの噂はともあ

れ、アフリカの奥の深さを再認識したのでした。 

発行元：ニジェールみんなの学校プロジェクト 

E-mail: Ichida.Yoko@jica.go.jp 

    Onoue.Kimikazu@jica.go.jp 

各教室に飲料水用の

水がめ設置 
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ニジェール住民参画型学校運営改善計画(“みんなの学校”プロジェクト) 

2004年8月・9月号 Vol.3 

Projet “Ecole Pour Tous” 

二ヶ国語教育の効果 
公立小学校では多くの児童
たちがフランス語の授業に戸
惑い、ついていけなくなるの
に対して、1,2年目をまず現地
語で始め、3年目からフランス
語授業に切り替えることで学
習効率が上がる。 

住民参加型学校運営に関する知識の習得と

COGES担当官の運営指導能力の向上を目的とし

て、9月4日から13日の10日間、ニジェールの西隣の

国ブルキナファソに行ってきました。参加者は、本プ

ロジェクトのカウンターパートであるタウア県の各視学

官事務所のCOGES（学校運営委員会）担当者8名、

基礎教育省COGES推進局と計画局から各1名、プロ

ジェクトコンサルタント2名、そして日本人関係者3名

（専門家2名、シニア隊員1名）、計16名の大移動でした。研修内容は、ブルキナ基礎教

育省との意見交換、住民参加型学校運営プロジェクトの視察、そして団内研修から構成

されました。 

 

なぜ、ブルキナファソへ？ 

ブルキナファソでは、“コミュニティースクール”と呼ばれる、公立ではないノンフォーマ

ルの各種学校が存在します。そこでは、ユニセフをはじめ様々な援助団体の協力の下、

住民参加型による学校運営の試みが長年、行われています。今回の視察ではノン

フォーマル小学校、孤児のための職業訓練学校、幼稚園、そして二ヶ国語教育（まず小

学校1,2年目でその地域の現地語を学び、3年目以降に公用語であるフランス語を学

ぶ）やAPP教育に取り組むNGOの活動現場などを訪問して、地元の関係者や住民と意

見交換を行い、彼らの学校運営に対する取り組みについて学びました。 

 

“みんなの学校”づくりのために大切なこととは？ 

 ニジェールで本プロジェクトが強化の対象としているCOGESは公立小学校の学校

運営委員会ですが、視察先のノンフォーマルコミュニティースクールでは長年、地元住

民によって学校運営がなされており、住民参加型学校運営という点ではニジェールの

COGESと同様のコンセプトであり、学ぶべきものがたくさんありました。例えば、学校運営

に関する透明性の確保、教員や講師など地域に根付いた人材の活用、保護者会などの

地域のグループによる生産収益活動、コミュニティーリーダーの学校教育に対する理解

と行動力、住民に対する継続的な啓発活動、などなど。学校に対する地元住民の信頼

を獲得し、学校運営、学校活動に住民を巻き込む、“みんなの学校”にするための様々

な努力がなされていることが研修参加者の印象に残ったようでした。 

 

APP（生産実習活動）の取り組み 

APPについても、視察先のコミュニティースクールでは、住民によってAPPの活動内容

が決められており、地域のニーズや特色に合った活動が行われていました。孤児のため

の教育・訓練センターでは、女性グループと一緒に石鹸作りをしたり、長期休暇を利用し

て男子児童対象のバイク整備研修をしたり、学校終了後に活かせる内容を選択していま

今月号のハイライト: 

 

●特集：「ブルキナファソに行って

きました！」 

～ブルキナファソ研修報告～ 

●開発援助世界の常識への挑

戦 

●COGESの全国展開について 

 

 

研修参加メンバー一同 

ブルキナファソに行ってきました！ 

ちょこっと用語解説 

 

※COGES（学校運営委員会） 
学校運営への住民参加を促進

するために創設された委員会

で住民の代表と教員とで構成さ

れる。 
 
※APP（生産実習活動） 
児童一人一人が自分たちを取

り巻く地域社会を理解し、卒業

後の生活に役立てられる技術・

知識を身につけることを目的と

した教科。 
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基礎教育省での意見交換の場では担当
者と熱い議論をかわし、予定時間を数時
間オーバー。 

した。住民の声を反映させた学校活動は、地域住民と学校の信頼関係を生み、より継

続的・効果的な学校運営につながるということが確認できました。また、NGOの協力で

行われていた教員研修は、理論と実習を組み合わせたプログラムになっていまし

た。特に実習は、いくつかの活動の中から各地域・学校のニーズに合った活動を教員

自身が選択できるように構成されていました。各実習に対しての手引書も工夫されて

おり、参考にすべき点がたくさんありました。 

 

団内研修～シュミレーション 

今回の研修では、参加者に住民参加型学校運営の実際の成功例を見てもら

い、その刺激が消える前に、実際の学校運営指導演習をメンバー内で行うとい

う方法をとりました。視察先の事例を見て、「よかったね、すばらしいね」で

終わり、後に何も起こらない研修にならないための工夫です。当初から土日の

休みも設定しておらず、研修参加者たちは愚痴をこぼしつつも、視察で得た知

識を、団内研修ですぐ応用するなど、日ごろない高いモチベーションで研修に

取り組んでいました。団内研修では、「実際にすぐ使える」シミュレーション

方式で行いました。この方式の利点は、参加者の研修への参加がより深まり、

注意力も増すことです。シュミレーションのテーマは「COGESメンバーの民主

的選挙」、「学校活動計画の策定」、「就学率向上のための啓発」で、実際に

彼ら自身がニジェールに戻って学校教員や住民に対して実施する研修のテーマ

です。また、教員管理、財務管理の手法、APP計画作りなどについても議論が
交わされました。このように視察と室内研修の組み合わせは、相乗効果を生

み、大変効果的でした。 

 

まとめ 

ブルキナファソはニジェールと国状も歴史にも様々な共通点があり、その隣

国でより身近な事例を目の当たりにして、自分たちにも出来るということが実

感できたことは、参加者に大きなプラスとなりました。さらには、現在、自分

たちが関わっているCOGESという地方分権化政策においては、あきらかにブル

キナフォアソより先んじていることが明らかになり、自信も付けることもでき

ました。研修内容と研修生のモチベーションの高さとシミュレーションの完成

度から、この研修の最大の目的である「ブルキナファソで行われているすぐれ

た教育分野住民参加型プロジェクトから住民参加型学校運営手法を学び、

COGES担当官の運営指導技術を向上させること」達成できたと思います。この

ようにニジェールで初めてCOGES担当官が、COGESに関する運営指導員として養

成されているという事実は、今後ニジェール政府がCOGES政策を自ら推進して

いく上で大きな意味をもっています。また、この研修には中央省庁におけるニ

ジェールのCOGES政策の責任者が参加しており、すべての研修において、この

責任者の意見を取り入れることにより、本プロジェクトの内容がさらに、ニ

ジェールのCOGES政策のパイロット役としての重要性を増すことになりまし

た。 

つづき～ブルキナファソに行ってきました！～ 
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夏休みの間に行われる教員研修で
は先生たちが自ら三角定規などの教
材作りに取り組んでいる。 

住民に対する啓発の寸劇では、マラブー
（宗教指導者）も登場し、コーランの一節
を引き合いに出しながら、学校教育の重
要性を訴える。 
そのほか、住民になじみの薄いフランス
語の単語を避け、できるだけ現地の言葉
で説明することの大切さについて、メン
バーからコメントが出ました。 

保護者や学校運営関係者との意見
交換のようす 
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 開発援助関係の人たちと話しをしていると、「近代的な選挙の導入は、伝統的な村落構造を破壊す

る」、「住民参加には時間がかかる」とか、よく耳にします。この「常識」からみると、本プロジェ

クトの実施計画は少し無理があるように思われるかもしれません。 

 

 

 本プロジェクトはニジェールのCOGES（学校運営委員会）政策を支援することを計画の大きな柱と

しています。そして、このCOGES政策では何千もの民主的で機能するCOGES事務局を選出する必要が

あり、さらにこの事務局を通して短時間で学校運営への住民参加を図らなければなりません。した

がって、本プロジェクトでは、計画を始めるにあたって、開発援助世界の「常識」を疑ってかかるこ

とから始めました。確かにニジェールの農村のような非識字率が高く、伝統的な社会構造が出来上

がっているところにいきなり、近代的な選挙を持ち込むことは、争いを巻き起こす危険があります。

ではどうするのか、その争いを未然に防ぐ措置を取ればいいのではないかとプロジェクトスタッフは

考えました。具体的には、選挙を準備する校長に、選挙を行う前の村長や村の権力者、すでにある保

護者会役員への根回しの具体的なやり方を教える実際の場面を想定したシミュレーションを研修の中

に組み込み、選挙がスムーズな形で行われるようにしました。結果は、選挙を予定していた171校すべ

てで、問題なく選挙が行われました。 

 

 

 その次の問題点は、短時間にどうやって学校運営への住民参加を図るかということです。本プロ

ジェクトが導入した学校活動計画は、PCMを単純化したものです。果たして住民の教育レベルが高い

国で住民参加に有効なPCMのロジックが、非識字率80％以上のニジェールの農村地域住民に理解され

るのか、それは大きな挑戦でした。解決策としてプロジェクトで考えたのは、どうやってフランス語

で説明された学校活動計画の意義やその策定過程を非識字者に説明するかということです。そこで、

学校活動計画で使われる用語を厳密に現地語に置き換えるために、経験豊富な啓蒙員に多くの時間を

かけてもらい、研修を現地語で行うシミュレーションをしてもらいました。この結果、現地語であい

まいになりそうな部分や、現地語に翻訳が難しい言葉の説明がうまくできるようになりました。この

研修には多くの非識字者が参加しましたが、研修後のアンケートでも研修内容は分かりやすいと好評

でした。結果として研修を行った171校に対し、学校活動計画策定のための住民集会が数多く開かれ、

井戸の建設、校舎の改修、植林など、学校の教育環境を改善するための活動計画が平均3～4立案、実

施され、その実施予算は15万CFA以上（約3万円・・・現地契約教員の4か月分の給与に相当）に及び

ました。この成果は、ニジェールの基礎教育省にも認められ、本プロジェクトの方式で、他県でも研

修が行われます。 

 

 

 ニジェールのCOGES政策では、今後、住民に学校運営の責任をより

持たせるために、住民による教員や学校運営費の管理に関する権限を

委譲します。これは、先進諸国や南米では成功した例もありますが、

アフリカでは一般的に就学率、識字率が低く、実施が難しいといわれ

ていた政策です。今後、プロジェクトでは、この政策のパイロット役

として、「常識」に挑戦します。 

開発援助世界の「常識」への挑戦 
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COGES対象校171校及び、タウア県内

で今年度新たに追加指定される約

200校に対するフォローもブルキナ

研修でパワーアップしたCOGES担当

官を通じて行っていきます。9月28

日、30日にはパイロット地区を含め

た3つの地区でCOGES選挙研修を行い

ました（詳細は次号で報告しま

す）。 

 また10月から5ヶ月間、啓発活動

分野の短期専門家が着任し、様々な

啓発ツールの開発を行う予定です。 

 ニジェールの小学校では10月から

新学期が始まります。それに合わせ

て、プロジェクトでも盛りだくさん

の活動が予定されています。 

 プロジェクトではいよいよパイ

ロット校20校に対する支援が始ま

り、これら20校についてはこれまで

の民主的選挙研修、学校活動計画研

修、APP計画研修に加えて、教員管

理や財務管理の研修およびきめ細か

なフォローアップなどCOGESによる

学校運営を重点的に支援していきま

す。一方、これまで研修を実施した

全国的に動き出すCOGES 

プロジェクト今後の動き 
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編 集 後 記 
 

本プロジェクトが展開してい

るタウア県は、ニジェールの比

較的北部にあるため、乾季は、

岩や砂漠のモノトーンの世界が

広がっています。それが、6月半
ばから始まる雨季には、一雨ご

とに緑が増え始め、本格的に雨

が降る8月になると、緑一色の世
界に変わります。草木がない茶

褐色の世界が、生命力の溢れる 

 

 

緑の世界に変わる季節は、すべ

ての生命に力を与えます。7月ま
で様々な活動で少し疲れ気味

だったプロジェクトスタッフ

も、この生命の季節に力を得

て、10月から新たなスタートを
切ります。その活動の模様は次

号でご報告しますので、ご期待

下さい。 

 

 

プロジェクト通信 

“みんなの学校”だより 

発行日：2004年10月1日 
編集・発行： 

ニジェール 

住民参画型学校運営改善計画 

（“みんなの学校”プロジェクト） 
Projet “Ecole Pour Tous” 
B.P.165 Tahoua, NIGER 
TEL/FAX: +227-610571 

E-mail: eptjica@intnet.ne 

タウア県内の171校のCOGES指定校

を対象にして2004年1月に始まった

本プロジェクトはCOGESメンバーの

民主的選挙、学校活動計画の策定・

実施においてすでに予想を超えた成

果をあげており、本プロジェクトの成り

行きは常に中央の基礎教育省や他

の援助ドナーから脚光を浴びていま

す。本プロジェクトの成果を踏まえ

て、政府は隣県のマラディ県で同様

のCOGESに対する研修をユニセフの

協力の下で開始しました。これらの研

修では本プロジェクトが作成した研修

マニュアルが採用され、研修講師とし

て、本プロジェクトのパートナーである

現地NGOのONENのスタッフが派遣さ

れました。国が定めた計画では今後、

COGES指定校を毎年1000校ずつ、

2005年までに3000校まで増やすこと

になっています。それに伴い、政府は

今後、他の県でも同様のCOGES支援

を計画しており、各国のドナーの参入

計画され始めています。これら、ニ

ジェールにおけるCOGES政策の道先

案内人として、本プロジェクトの果たす

役割はますます重要になってきていま

す。 

“みんなの学校”プロジェクト 

10・11・月の主な予定 
 

☞10月1日：チーム1会議 
 
☞10月12日：短期専門家（IEC）着
任 
 
☞10月中旬・下旬：COGES選挙
実施フォローアップ 
 
☞10月21,22日：,本邦研修参加者
帰国報告会、APPワークショップ 
 
☞11月1日：チーム1会議 
 
☞11月上旬：学校活動計画作り
研修及びフォローアップ 
 
☞11月中旬：教員管理マニュアル
作成ワークショップ、パイロット校
対象参加型ベースライン調査 
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  ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (“みんなの学校”プロジェクト） 
  

2004年11月30日発行 

みんなの学校だより vol.4                                 Octobre — Novembre 2004        1              

新しいCOGESが誕生しました！ 

今号のハイライト :  
 

● 新しいCOGES誕生！ 
● APPワークショップ実施 
● COGES設置状況 
● プロジェクトスタッフ紹介 

２００４年１０月～１１月                                                       Vol.4 

日に日に力をつけていくCOGES担当官たち 

堂々たる研修ぶりで指導力を発揮 

プロジェクトでは、９月末に新

しくCOGES校に指定された７７の小学

校の校長に対してCOGES事務局メン

バー選出のための研修を行いました。

研修後、研修を受けた校長が各学校に

帰り、まず民主的な保護者会メンバー

選出のための選挙を組織し、選挙を行

い、１４名の事務局員を選出しまし

た。選 出 さ れ た 委 員 は、３ 名 を

COGES事務局への代表として選び、

この３名の他に、母親会から1名、教

師から1名と校長が加わり、６名によ

るCOGES事務局が誕生しました。 

 

COGES事務局の特徴は、その過半

数を保護者会と母親会から選ぶことに

あります。これは、学校運営により多

く保護者や母親の意見を取り入れるた

めです。しかし、法令では、民主的な

COGESの選出を規定していますが、

その事務局の中核になる保護者会事務

局の民主的な選出には触れていませ

ん。プロジェクトでは、この保護者会

の選挙こそ重要であると考え、

COGES事務局設置の前に、保護者会

選挙を行うことにしまし

た。この考えには、他の

ドナーも、ニジェールの

基礎教育省内部でも、農

村部における非識字率の

高さや、形式的に存在す

る村の権力者になる保護

者会からの抵抗などを理

由に否定的な意見もあり

ました。しかし、今年前

半に選挙を行った１７１校

では、いくつかの例外を

除いては、問題なく選挙

が実施されました。 

 

プロジェクトがこの選挙を様々な

反対意見にも関わらず行った目的

は、保護者会をその役職ごとの適正

を明らかにした上で選出し、機能す

る保護者会、COGES事務局を生み

出すことでした。この選挙が行われ

る前の保護者会は、その事務局長も

村の有力者が選挙もなく選ばれてい

る場合が多く、書記係は字が読め

ず、会計係も計算が出来いような例

もあり、機能していませんでした。

また保護者会、事務局が保護者から

お金を集める場合でも、その使途が

あきらかにされず、運営が不透明な

場合も多くあったようです。このよ

うな不正に対し、今回の保護者会選

挙をきっかけとして、村の権力者か

らなる保護者会事務局が、保護者に

より共益費使途不明を糾弾され、選

挙では、古い権力者の保護者会委員

が敗れ、新しい委員が選出された学

校がありました（P3に詳細）。ま

た、男性優位のニジェールでは起こ

りにくい女性保護者会会長が誕生し

た保護者会もありました。このよう

に劇的なことが起こらなかった学校

でも、選挙をきっかけとして、多く

の保護者が、保護者会や学校の存在

やその意義を再認識しはじめまし

た。このことは、この選挙に引き続

き、行われた学校活動計画への積極

的な多くの保護者の参加という形で

証明され、民主的で機能的なCOGES

事務局を創設するというプロジェク

ト の 目 的 は 達 成 さ れ ま し た 。  

プロジェクトが行ったこの保護者

会選挙の意義が認められ、新しく

COGESの研修を行おうとしている他

のドナーも、この選挙を取り入れる

ようになりました。ニジェールの基

礎教育省もその導入を検討していま

す。（H） 

タウアコミューンのCOGES代表者ら。参加型ワーク

ショップにも積極的に発言や議論が飛び交い、ラマダ

ン中にも関わらず充実の2日間。 

（コジェス＝学校運営委員会） 
活動
報告
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活動報告 

ニジェール初！  

APPワークショップ開催 

ワークショップは、

第一日目に APPの現
状・体験談等をそれぞれ参加者に

自由に話し合ってもらい、二日目

にそれを基にテーマを設定し、二

つのグループに分かれ今後のAPP
の充実のために意見・提案をする

という形式を取りました。参加者

の役職層が幅広いことが、当ワーク

ショップにどのように影響するか不安

でしたが、当日はそれぞれの立場から

現状・体験談が豊富に出され、意見交

換・情報交換の場としてとても有効で

した。その中でも、APPを実際に行
なった教員による経験談は、具体的な

ものが多く今後の活動の参考となる意

見が数多く出されました。いくつかご

紹介しましょう。 

 

●APPは、先生よりも児童生徒が主体
となって、責任を児童に与えた上で

行なうと効果的。 

●他のプロジェクトの活動も参考にな

る面が多いので見学等を行ない、

活動していくほうがよい。 

●現在のAPP教科は内容が幅広く定義
が不明確であるため、APP実施の有
無は、教員の意欲・やる気に左右

されている。 

●保護者に対して、APP実施の意義に
ついて十分説明を行えば、協力を

得られないことはない！ 

●APPの活動に対しても、通知表に反

炸裂するワークショップ 
議題は「継続可能なAPP活動はどのよう
な目的でどのように行われるべきか？」 

 

2004年10月21日～22日の2日間

にかけて、APPに関わるワークショッ
プを開催しました。本プロジェクト

は、住民の学校への参画を促す1つの
ツールとしてAPP(生産実習活動）教科
の充実を挙げています。現在までに

APP活動計画研修、APP活動のモニタリ
ング、巡回、ニジェール人関係者3名
の本邦研修への派遣の活動を実施して

きました。今回のワークショップは、

これらの活動の中から浮かび上がって

きたAPPの問題点・改善点を踏まえ、
中央及び現場レベルにおけるAPP担当
者、指導者、指導経験者に集まってい

ただき、それぞれの立場からニジェー

ル国におけるAPP現状、問題点及びAPP

プロジェクトに欠かせない賑やかムードメーカー 

斉藤由紀子シニア隊員 APP担当 
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ユニークなAPP活動を紹介 

児童と保護者と先生が協力し合って 

  ピーナッツ収穫 

  この小学校では、校長先生や地域住民が一

体となってユニークなAPPが次々と展開していま

す。今年6月13日には夏休み前に学校祭を企画して、児童による催しものの

発表をしたり、児童による運動会（足を袋にいれて走るゲームなど）が行わ

れるほか、みんなでピーナッツの種まきをするなど大盛況でした。そして、10

月20日には、6月に植えたピーナッツの収穫が行われました。この畑は保

護者から学校のために提供されており、収穫は児童と保護者、そして地域

住民の男も女も大勢集い分担作業をして、たったの数時間で大量のピー

ナッツを袋詰めにしたのでした。大人の肩ぐらいもある７～８

袋のピーナッツは、今後学校のAPP授業で「出荷するための

手順や出荷する時期を延ばして値が上がる頃に売る方法な

どを勉強する」とのこと。校長は「子どもたちが苦労して育てた

ピーナッツの収穫金を教室の修復や、児童のノート代として還

元できる」と。ピーナッツ栽培の次に今考えているのは、ホロ

ホロ鳥の繁殖技術をAPPで児童と一緒にやることだそうだ。     
      APPはアイディア次第！ 

コンニ郡 カウラアラハッサン小学校 

の可能性について意見

を出して議論すること

で、今後のパイロット

校（コンニ郡）での継

続・実現可能なAPP活
動の参考にすることを

主な目的としました。 
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「旧保護者会長」と「新保護者会会長（＝新COGES代表）」   

          の間で選挙無効の議論起こる 

学ん
だ事
 

映させないまでも、何らかの評価

をすべきである。評価を行うこと

で、教員の達成感にもつながる。 

●時間割の中で、APP教科の時間は30
分間とされているが、実習を伴う

場合は時間割内で時間の調整をし

た方が実用的。 

 

また、参加者から当プロジェクト

への提案として、「地域住民の経験者

を巻き込んだAPP活動の実施」「児
童・教員・住民に対するAPP活動の啓
発運動（展示会・討論会・写真展

等）」「研修の実施」という大枠を決

定する内容に留まりました。しかしな

がら、今後の活動への方向性が明確に

なったことは、大きな収穫でした。 

 

一方、その小学校の校長は、公正

な手順を踏んで64人の当学区の住

民が投票し、そして新COGES代表

が選出されたと主張した。また、

「小学校の元保護者会代表といえ

ども、彼には学校に通っている子

供がいるわけではなく、十数年そ

の学校の保護者会代表をしてい

た。この学校の保護者らは、旧保

護者会長のこれまでの行いに対し

不信感があると言っている。」とい

うのだ。 

 

ここで学ぶべきことが多くあっ

た。実際このようなケースはこれ

から幾らかあるかもしれないが、

それをどうやって乗り越え、問題

解決ための議論と行動を起こすこ

とを、我々プロジェクトスタッフ

だけでなく、COGES担当官や視学

官が学んだということだ。 

 

数時間に及ぶ議論ののち、再選挙

を行うことを両者納得の上、学区

の住民にアナウンスすることにし

た。すると、事の重大さを受け止

新COGES代表と旧保護者会長を交えてタウアコミュー
ン視学官事務所で話し合い。 （向かって右から旧保

護者会長（白ターバン）、新COGES代表、LC、COGES担
当官） 

活動報告（つづき） 
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めた200名近くにも及ぶ大勢の住民

が学校に集い、これまで議論されて

こなかった保護者会長の役割、

COGESの役割について皆で議論し

はじめたのだ。中には「学校に政治

を持ち込むべきでない」という意見

が活発に飛び交い、住民が行う学校

運営について住民自身が再認識する

場となったのであった。COGES担

当官も今回の事件を「難しかった」

といい、また「結果的には、これで

よかった。今まで無関心だった住民

が、学校運営に対する関心を増し

た」とポジティブな意見を述べた。 

 

その一週間後、前回の選挙投票者64

名の倍以上の投票者数により、再度

立候補者を募り、COGES代表者選

出の選挙が行われた。結果、旧保護

者会長は住民からの支持を得ること

なく、新COGES代表（前選挙で選

出された者）が正式に再選された。

この一連の出来事は、COGES代表

の民主的選出の意義を見出した教訓

であった。 

10 月 28 日、タ ウ ア コ ミ ュ ー ン
COGES担当官が突然プロジェクトオ

フィスにやってきて、「大変なことに

なってしまった。すぐ視学官事務所に

きてくれないか。」というのだ。問題

はというと、タウア市内の小学校で

COGES代表が選挙で選出されたのだ

が、保護者会代表だった者が選挙結果

を不服として、選挙は無効だったこと

をタウア県知事に直訴しに行ったの

だった。蓋を開けてみると、旧保護者

会長は県知事の政党員で、県知事が選

挙の無効に同意したから自分がCOGES

代表になるのが当然であるという主張

なのであった。 

 

今回のワークショップ開催は、い

ろいろな立場でAPPに関わる人々と一
同に会し、同じテーマについての話

し合いが出来たことが、今後の活動

における意見統一を図る上でも、と

ても有意義だったと実感していま

す。これらの結果に基づき、現在、

第一回目のAPP教員研修を計画中で
す。この研修では、APPの意義や効果
を具体的に説明し、「APPを実際に実
践してみよう！試してみよう！」と

先生方が自ら意欲を持ってもらえる

ような内容にしたいと考えていま

す。12月中旬の実施に向け、試行錯
誤中です。 

        乞うご期待！ 
 

ちょこっと用語解説 

 

※COGES（学校運営委員会） 

学校運営への住民参加を促進す

るために創設された委員会で住

民の代表と教員とで構成され

る。 

 

※APP（生産実習活動） 

児童一人一人が自分たちを取り

巻く地域社会を理解し、卒業後

の生活に役立てられる技術・知

識を身につけることを目的とし

た教科。 
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とぴっくす 

アバラック郡  
33校 
(9 ＋24) チンタ郡 

36校
(14＋22) 

イレラ郡 

43校
(22＋21) 

タウア郡 

108校
(26＋82)  

タウア市 

47校
(13＋34) 

コニ郡 

41校 
(23＋18) 

マダウア郡 

41校 
(22＋19) 

ブザ郡 

42校 
(22＋20) 

ケイタ郡 

58校 
(20＋38) 

タウア県 

４４９校 

(171,278) 

タウア県のGOGES校の設置状況(2004-2005) 

本プロジェクトが実施されているニ

ジェールを始め、近隣国であるブルキナ、

マリなどには、他ドナーやNGOや行って

いる学校運営に関する住民参加促進を

目的としたプロジェクトが多数あり、その中

には大きな資機材の投入をしないで、住

民の努力による校舎建設やその他学校

環境の改善などで優れた具体的な成果を

上げている例もあります。本プロジェクトで

もその手法の一部を学んでいます。しか

し、それらのプロジェクトの手法や成果

は、他の地域や国家レベルへの応用が

出来ない場合が多いようです。その理由

は、それらのプロジェクトのほとんどは、コ

ミュニティーに対する直接的な資機材の

投入が少ないとしても、多大なモニタリン

グの労力とリカレントコストを払って援助効

果を上げているからです。具体的な例で

は、プロジェクトが雇用し、訓練したモニタ

リング専門の人材を複数、村に常駐させ、

あるいは地方行政官をモニタリング使う場

合でも、特別な移動手段と、正規の給与

以外の多大な報酬を与え、モニタリングを

充実し、このモニタリングにより住民のモ

チベーションを維持し、成果を上げている

のです。このような方法は、人的、財的リ

ソースの限られた国においては応用でき

ず、普及モデルを提出することは出来ま

せん。  

本案件パイロット校は20校なのに 

プロジェクト対象校が300校以上ある理由  

※赤字は2004年10月に追
加設置されたCOGESの数 
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「みんなの学校」プロ

ジェクトは、ニジェール政府から、パ

イロットプロジェクトの役割も期待さ

れています。この観点から、プロジェ

クトは、今年度、前半のパイロット校

を決定するために前年度のCOGES校

171校の支援を通し、限られた地方

行政官のみでのCOGESモニタリン

グ、管理の困難さを痛感し、本来予

定されているパイロット20校のみで

の経験では、将来的にニジェール全

国に応用できるCOGESモニタリン
グシステムを提示できないと判断し

ま し た。そ こ で、タ ウ ア 県 の

COGES171校（今学期はさらに150

校程度）に対するモニタリングを行

う9名のCOGES担当官の支援を継続

することとし、将来的にニジェール

７０００に及ぶすべての小学校に設

置されるCOGESを、全国の45名の

COGES担当官とそれを統括する9名
の県教育事務所COGES担当官のみ

でモニタリング、管理できるシステ

ムの構築を目指すこととしました。

さらに、本プロジェクトでは、現在

の活動が普及モデルとなるよう、で

きるだけ、研修の内容を合理化し、

研修日数を減らし、COGES担当官

を研修の講師として養成し、活動

コストの削減を図っています。ま

た少数の人数でCOGES情報管理が

できるよう、情報管理プログラム

を作成し、最近すべての視学官事

務所に導入されたコンピューター

を使い、情報管理システムの確立

を行います。今後の本プロジェク

トにおけるパイロット校とCOGES

対象校の関係は、パイロット校実

証された活動を、対象校で普及モ

デルになるよう改良し、実施して

いくということになります。具体

的には、で今後COGES(住民)に委

譲される権利、例えば学校運営費

や契約教員の雇用管理などについ

てのCOGESの能力強化やシステム

作りなどを行い、その研修やシス

テムを普及モデルとして改良し、

実際に他のCOGES対象校に普及し

ていきます。 （H） 

COGES政策のパイロットとしての「みんなの学校プロジェクト」  
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プロジェクトサイト タウア県のCOGES担当官9名＋司令塔 

#

#

#

#

#

#

#

#

KONNI

ILLELA

TAHOUA

KEITA

MADAOUA

BOUZA

TCHINTABARADEN

ABALAK

E

14°30

15°00

14°00

15°30

16°00

16°30

4°00 4°30 5°00 5°30 6°00 6°30

23 km / cm

6040200

REPUBLIQUE DU NIGER

REGION DE TAHOUA

チンタ郡 

ブザ郡 

コンニ郡 

マダウア郡 

タウア市 

イレラ郡 

ケイタ郡 

とぴっくす （つづき） 

笑顔が素敵
なプロジェ

クトの仲間
を紹介しま

す！！ 

問題解決の名手、

いつもダンディー

なアワイスさん 

広大な土地を颯爽と

駆け巡るイブラヒム

さん。只今トアレグ

語（タマシェク）の

特訓中。 

COGESの研修を担当

しはじめてからめっき

り貫禄がでてきたモハ

メドさん。58もの学

校を巡回！劇では婦人

役が大得意。 
僻地のガタガタ道

をものともせず駆

け巡る頼もしいハ

ミドゥさん 

泣く子も黙る我らの

ヒーロー、アリドゥカ

さん 

高いところに手が届く

我らのお助けマン、心

優しいハルナさん 

本プロジェクトサイトのCOGES

担当官、芯が強くちょっとやそっ

とじゃ転ばないサリフさん 

タウアでは次々とCOGESが新設され、巡回監督業務も急ピッチ！

プロジェクトをがっちりと支えてくれる我らのヒーロー達です。 
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アバラック郡 

2005年に向けて一言！ 
  

  原専門家               

 「Power to the COGES!  Power to the People!  Future to the Children!!」 
         ( COGESにパワーを！ 人々にパワーを！ 子供たちに未来を！! )             
 

  尾上専門家        齋藤シニア隊員      藤田短期専門家 

 「いちクリック入魂！」「朝から晩までAPP！」「年末年始も啓発活動！」。。。と、個性的な4人です。 

タウア郡 

日本研修帰りで益々

軌道に乗って学校を

巡るアリさん 

ロールプレイをさせる

とジョークもピカイ

チ、ラクダも使いこな

すアティクヌさん。 

タウア県中央COGES司令塔 

全タウア県COGESを総

括するザカリアさん。自ら

村を巡回し住民と真剣に

向き合う真摯な姿勢が皆

の厚い信頼を得ている。 

 
ただいま参加型ベースライン調査実施中！ 

プロジェクトのパイロット校２１校に対する参

加型ベースライン調査が１１月中旬から開始さ

れます。今回のベースライン調査は、各学校の

COGES事務局メンバーが主体となって実施する

参加型の調査です。参加型で行う理由は、プロ

ジェクト関係者が学校運営における現状を知る

こと以上に、COGES及びコミュニティーが学校

活動計画を策定するにあたって、まず彼ら

自身が学校を取り巻く現状を把握しておく

必要があるからです。１１月４日にCOGES

事務局メンバーを対象にした参加型調査の

研修を行い、１１月下旬にかけて、調査を

実施します。調査の結果は、次号にて報告

予定です。（O.K） 
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プロジェクト・ロゴマーク 

小学生コンテスト 優勝者発表！！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この作品を書いてくれたのは、マダウア郡のアガ

デスタウア小学校5年生（CM1）のウセイナさんで

す。たくさんの応募の中から見事一位得票で選ばれ

ました。コンセプトは「知識を表す目、そして地域

住民みんなで支える学校」だそうです。 

●編集後記● 

また変えますか！？っと突っ込みを入れられそうですが、

今回から紙面をガランと変えてしまいました。本プロジェクト
に参加してはや一ヶ月、普及戦略の短期専門家として2005年
3月迄お世話になります藤田です。どうぞ宜しくお願いしま
す。 
  何を普及するのかと申しますと、まず一つ目のタスクとし
て、プロジェクトサイトで現に着々と進行中のCOGES機能の
充実化・継続化支援とそのフォローアップ政策の広報です。今
後全国展開するCOGES新設にむけ、お手本となる本プロジェ
クトの支援体制や研修内容、成果の広報に努めます。そして第
２のタスクとして、プロジェクトサイトのCOGES担当官が
COGES機能を活発化且つ継続化するための啓発活動の能力向
上です。第３のタスクとして、COGES自身が地域住民と協力
して、地域の学齢児童を持つ保護者に対して就学促進のための
啓発活動を支援することです。現況は、、、COGESが設置さ
れて間もない地域ばかりなので無理もないのですが、就学促進
のための啓発活動をやったことがないとのことでした。「子供
を学校へ連れて行こう」というメッセージだけでは人の行動の
変容に影響を与えることは到底無理だし、これまでの失敗例を
見れば一目瞭然。人の行動に変化をもたらす普及戦略とは一体 
どんなものか？ 次号に戦略を紹介します！乞うご期待。 
           （不休に普及の短期専門かの藤田） 

プロジェクト カレンダー 

2004年10月～11月 
 ☞10月1日：チーム1会議 
 ☞10月12日：短期専門家（普及戦略）着任 
 ☞10月中旬・下旬：COGES選挙実施フォローアップ 
 ☞☞10月21,22日：本邦研修参加者帰国報告会、 
             APPワークショップ 
 ☞11月1日：チーム1会議 
 ☞11月上旬：学校活動計画作り研修及びフォローアップ 
 ☞11月中旬：教員管理マニュアル作成ワークショップ、 
    パイロット校対象参加型ベースライン調査 

2004年12月～2005年1月 
   ☞12月7日：チーム１会議 
   ☞12月8日：バイク保守点検講習 
   ☞12月9日～：COGES代表選挙研修 
   ☞1月3日：チーム１会議 
   ☞1月4日～5日：啓発活動研修 
   ☞1月14日：プロジェクト合同調整委員会  
   ☞1月24日：住民による契約教員管理研修 

※ 次号には、この

ロゴ・マークの

作者のウセイナ

さんにも登場し

てもらいます！ 

 みんなの学校プロジェクトホームページ 

 http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0 
みんなの学校プロジェクト  
宛先：Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 
電話：＋２２７－ ６１０－５７１  
FAX:＋２２７－ ６１０－５７１ ※地方都市のタウアは、首都ニアメ市から６００ｋｍ 車で約7時間 
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裏話・・・実は、教育省のCOGES担当官から

「COGES政策のロゴマークの制作に協

力してくれないか」との相談がありまし

た。そこまで我々のプロジェクトがでて

きてしまっていいのか、と思いつつも、

だったらチャンス、広報担当としては、

やらないわけがございません。我々プロ

ジェクトのロゴとCOGESロゴに類似性

を持たせようと思案中です。次号、ロゴ

マークの裏話の続きをお知らせします。 

9月にブルキナファソ研修から帰ってき
てからも休む暇もなく、COGES新設校の

代表者選出ための選挙研修と選挙の実

施、APPワークショップ開催、COGES

学校計画研修を3郡で実施、契約教員管理

ワークショップ、そして学校計画のフォ

ローアップなどなど。COGES担当官たち

も毎日のように農村の学校を巡回し、

ラマダン中にもかかわらず誰一人ダウ

ンすることなく、プロジェクトの進捗

状況も順調そのものです。・・・とは

いえ、学校のストライキは依然と続

き、いつになったら新学期が開始され

るのかはアッラーの神のみぞ知る。

11月16日のニジェール大統領選挙、

ラマダン明けのお祭りなども重なり業

務予定の変更も余

儀なくされました

が、それでもズン

ズン突き進む我ら

「みんなの学校プ

ロジェクト」。2005年も目前、来年も

皆様のご支援よろしくお願いいたしま

す。 

     プロジェクトメンバー一同 

新入り短期専門家のひとこと 

10月～11月もいろんな事がありました・・・ 

※ 上記の作品をもとに

このようなロゴが完

成しました。 

新ロゴです！ 
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みんなの学校だより vol.5 
 
 

  ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (“みんなの学校”プロジェクト） 
  

    2005年1月25日発行 
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プロジェクト開始後 一年経過！ 

今号のハイライト :  
 

●学校活動計画の本当の役割 

●住民による住民のための啓発活動 

   ２００４年１2月～２００５年１月                                                  Vol.5 

本プロジェクトは、開始され

てから、2005年1月1日でちょうど1年

が経過しました。この間、プロジェク

トが支援したCOGES（学校運営委員

会）強化を対象とした研修が延べ65日

間行われ、これらの研修にタウア県

329校の校長及びCOGES委員1719名が参

加しました。また、プロジェクトは

COGES支援体制の一環として、COGES連

絡会議を12回、視学官会議を1回、

COGES担当官能力改善研修を3回、ブル

キナファソ参加型手法研修をCOGES関

係者（COGES監督官、COGES担当官）に

対して10日間実施しました。プロジェ

クトの成果としては、すべてのプロ

ジェクト対象校において、COGES委員

が民主的に選出されたこと、COGES学

校活動計画が作成、実施され、多くの

コミュニティーの資源が動員されたこ

と、COGES担当官のモニタリング能

力、研修講師としての能力が改善され

たこと、研修のために作成した研修マ

ニュアルが、ニジェールの正式な

COGESマニュアルのベースとなってい

ることなどが挙げられます。この他、

APPセミナーを開催し、今後のプロ

ジェクトとしてのAPP活動の指針を明

確化した他、住民参加型啓発活動研修

も2004年度に導入されたCOGES選定校

において行い、今後の新しい啓発活動

の方向性を切り開きました。 

 

この一年の活動を通し、ニジェー

ルの農村コミュニティーは、学校活動

計画の実施とその資源の動員で大きな

力を見せ、行政側にニジェールの住民

にも学校運営に関して大きなイニシ

アチブと力があるということを気づ

かせました。これは、プロジェクト

がなし得た一つの成果です。 

 

また、COGES担当官は、多くのモ

ニタリングや研修を通し、自分たち

が本当にCOGESを支えているという

自覚と自信を持ち始めました。これ

も、プロジェクトにとって一つの成

果です。しかし、プロジェクトに

とってもっとも大きな成果は、多く

のCOGESの代表が、「学校のこと

は、自分たちに出来ることがわかっ

た」と語り始めたことです。COGES

や保護者、地域住民が「自分にも達

成できる」という自信を付け始めて

いることこそ、プロジェクトがなし

得たもっとも大きな成果でした。 

  

そして、自身をつけた住民が見せ

た力は、プロジェクトを実施する側

に、非識字率が高い、政府が動かな

い、学校が始まらない、住民が貧し

すぎるなど、プロジェクトの遅れを

説明する時によく使われる理由が、

実は、自らの努力と工夫が不足して

いることへの言い訳に過ぎないこと

を教えてくれました。ニジェールの

住民に感謝したい気持ちです。 

巻頭言  

みんなの学校プロジェクトスタッフ一同、新年満面の笑み。「ラマダン、ストライキ、砂嵐、大統領選挙、

どんな障害物もかかってこい！」 チームワーク抜群の私達には前進あるのみ！（撮影：藤田短専） 
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 今後、本プロジェクトが目指すこ

と、それは、COGESがその与えられた

役割を果たし、今後機能し、ニ

ジェールの教育状況を改善する牽引

力となるために、COGESに本当の力を

与えることです。現在まで、プロ

ジェクトが支援するCOGESが成し遂げ

たことは、多くの住民のイニシアチ

ブを引き出し、学校運営への住民参

加を促すきっかけを作ったことで

す。そのイニシアチブを継続させ、

大きな力に変えていくためには、

COGESの機能を制度的にも人的にも強

化する必要があります。人的能力強

化は、研修などの働きかけで可能で

すが、制度的な強化は、行政の強い

介入なしでは行えません。 

 

 今、行政は、COGESがその目標であ

る自立的な学校運営を行うために、

教材の補助金の管理、契約教員の管

理、教科書の管理、教員の出欠の管

理などの権限をCOGESに与える必要が

あります。この権限の委譲について

は、ニジェール政府自身が、発布し

た法令の中で、明確に規定していま

す。問題は、この権限の委譲に筋道

もスケジュールも決定されていない

ことです。 

 

 なぜ、決定されないのか、そ

れは、COGES政策を推進し、さま

ざまな要素を調整すべきCOGES推

進室が機能していないからで

す。なぜ、機能していないの

か、それは、COGES推進室に調整

する実質的な権限がなく、様々

な権限を持った組織が、COGES推

進室の構想とは別々に動いてい

るからです。具体的な例とし

て、教材教具を買うためのCOGES

への補助金の例が挙げられま

す。教材教具の補助金は、COGES

校の生徒数分、財務研修が終わった

COGESに対し、出来れば、学期初めに

支出されるべきなのですが、実際に

は、補助金の総額は、生徒数や学校

数とは関係なく決められ、支出され

る時期も財務省の都合により、延期

されています。財務研修に関して

は、世銀のプロジェクトから支出さ

れますが、研修費用の請求から支出

までの手続きが煩雑で、この手続き

が数ヶ月かかる場合もあります。し

たがって、財務研修はいつまでたっ

ても行われないし、行われても、補

助金はいつまでたっても支払われま

せん。結果として支払われると告知

され、銀行口座も開き、補助金を待

ち続けている住民は、しだいにやる

気をなくしていきます。 

このような行政の問題に対し、

プロジェクトが出来ることは何か。

まず、COGES（住民）に力をつけ、そ

れを行政側に示すことです。つま

り、COGESが推進されないのは、住民

側の問題ではなく、行政側の問題で

あることを明確に気づかせることで

す。第二に、行政側の問題点を明確

にし、それを行政側だけでなく、住

民や政府に影響力のあるドナーに示

し、一丸となり、行政側を動かして

いくことです。 

 

今後もプロジェクトは、COGES
（住民）の能力向上を支援し、その

力に後押しされながら、活動を展開

していきます。 

写真・・・学校活動計画で校庭に67本植林した他、校舎を2クラ
ス増設したマデタ村の小学校。この他、2004年はタウア県の
COGES設置校全校において、一校あたり平均３つの活動を実
現し、想像以上の住民のポテンシャルの高さを示した。 

ベースライン調査結果 只今集計・分析中！ 次号にて紹介します。 

 2004年末にプロジェクトサイトの２２のCOGES選定校にて実施されたベース
ライン調査の分析を只今行っています。 

 COGES委員が自らの村を対象にアンケート＆インタビューをした「参加型
ベースライン調査」に加え、全22校で丸一日費やして行われた住民総動員の
就学地図や季節カレンダーの作成など、計１０日間、炎天下の中みんな頑張

り抜きました。右の写真はCOGES委員を中心として、就学地図を書いている風
景です。「子供を就学させている家、そうでない家」を書き込むのですが、これ

をきっかけに、就学の問題のみならず、ニジェールの教育や学校の現状と問

題を住民が口々に語り、多くの貴重な議論を生む事が出来ました。 
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 プロジェクト・ロゴマーク 小学生コンテスト  

 優勝者のウセイナさん ＆ 原チーフ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ウセイナさんの作品

をもとにこのような

ロゴが完成しました 

みんなの学校プロジェクトロゴ 

たくさんの応募の中から見事一位得票で選ばれました。 

コンセプトは「知識を表す目、そして地域住民みんなで支える学

校」だそうです。本プロジェクトの原チーフアドバイザーより表彰

式が行われました。（ウセイナさんの後ろにいらっしゃるのはウセ

イナさんの小学校の校長先生、とても誇らしげ。） 

 実は、昨年末に、ニジェールの基礎教育省のCOGES監督官から「COGES政策の

ロゴマークの制作に協力してくれないか」との相談がありました。そこまで本プロ

ジェクトがやってしまっていいのか、と思いつつもやらないわけがございません。本

プロジェクトのロゴとCOGESロゴに類似性を持たせるため、そして何よりも、プロ

ジェクトのロゴマークを作ってくれたウセイナさんの意思を国の政策にも反映させる

ため、左図のロゴを基礎教育省に推薦し、採用されるに至りました。 

２００３年から導入されたCOGES政策を全国に認知され、普

及すれば普及するほど、我がプロジェクトの認知度も上がる、

という相乗効果を目指した我がプロジェクトの広報戦略です。 

＜プロジェクトの広報戦略＞ 

追加ロゴ情報 「基礎教育省の政策ロゴまで作ってしまうのか！？」 

「みんなの学校プロジェクトを見ずしてODAを語る無かれ！」 
                と言い残して帰られた業務監査団の来訪がありました。 

プロジェクトサイト校にて就学促進の啓発演劇を

鑑賞される監査団一行と笹館ニジェールJICA首
席駐在員 

 2004年12月14日～15日、島田監事がタウア県の本プロジェクトのサ

イトを訪れられました。 分刻みのスケジュールの中、プロジェクト事務

所にて監査業務、タウア県警察面談に加え、本プロジェクトのサイト小

学校を実際に視察され、COGES委員らみずから活動成果の報告を受

けました。 コンニ郡のカオラアラハッサン小学校では、COGES委員ら

が住民と共に思案した生産実習活動教科（APP）の小規模牧畜やピー

ナッツ生産の成果を視されるほか、住民と児童が一緒に行う啓発演劇

を鑑賞されました。 ニジェールの村落住民のポテンシャルの高さから

COGES政策に対する多くの可能性を認められ、また、住民を中心とし

た持続可能な本プロジェクトの趣旨に大変共感されたご様子でした。

最後に、「このプロジェクトはODA事業の見本だ！」とおっしゃってくれ

た事が印象的です。 島田監事、私達はまだまだ頑張ります！ 
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 上の写真は、Touba Baggawa 

(トゥバ・バガワ)という学校を訪れた

時に写したものである。この学校は、

ニジェール県タウア郡にあり、プロ

ジェクト事務所があるタウア市から50

ｋｍ程度離れたところにある。タウア

県は、サハラ砂漠に近く、特にこの学

校がある地域は、荒涼とした岩と砂の

世界が続いている。この学校を訪れた

のは、去年の6月で、強い風が吹き、

砂嵐がひどい日であった。事務所を出

てから1時間ほど走ったところで、単

調な岩と砂の風景の中に突然、藁葺き

の建物が現れた。それが、この学校で

あった。学校の中に入ると子供たちが

バンコ（土を固めたもの）の椅子と机

で勉強をしていた。 

 

 この村には、学校がなかった。村の

住民は自分たちの子どもに教育を受け

させたかった。そこで、藁葺きで、校

舎を作り、基礎教育省に請願し、教師

を送ってもらった。しかし、教室に

は、椅子や机がない。ノートがない。

基礎教育省には、それらを学校に供給

する余裕がなかった。この時、本プロ

ジェクトが行った学校活動計画の研修

をこの学校のCOGES委員が受講した。

研修を受けた

メンバーは、

住民集会を開

き、なにが学

校にとって必

要なのかを議

論し、教材と

椅子と机を買

うという計画

を立てた。そ

してお金を出

し合い、ノー

トの代わりに

生徒ひとりひ

とりに小さな

黒板を買った。しかし、椅子と机を買

うお金がたりない。二人用の椅子と机

は、一組２万５千CFA（日本円で約５

千円）もする。とても20組も買えな

い。 

 

 そこで、知恵を出し合い、みんなで

協力してバンコの椅子と机を作った。

そして、学校が始まった。しかし、こ

の学校を訪問した日のように風が強い

と、藁葺きの教室は風や砂を防げず、

目も開いていられない。そこで、また

計画を作り、藁葺き教室の周りに風除

けの囲いをした。しかし、せっかく

作った学校も、今度は、教員（契約教

員）が休みがちで、授業が行われな

い。そこで、住民は教員が休む原因を

考えた。その結果、教員が学校を休む

理由は、教員の給与の支払いが何ヶ月

も遅れていて、教員が困窮しているこ

とが理由であることがわかった。解決

策として、住民は食物などを持ち寄

り、教員を援助することにした。この

援助に応え、教員は、近隣校の教員が

3ヶ月もストライキをしているのに、

休むこともなく、学期末まで授業を

行った。 

 

 Touba Baggawaでは、住民が自ら学

校を作り、様々な困難を自分たちの力

で乗り越えて、子どもたちに教育の機

会を創り出した。これは、「みんなの

学校プロジェクト」が昨年支援した

171校の学校活動計画の一つの事例

であるが、171校すべてで学校活動

計画がThouba Baggqwaのように大き

な成果を生んだわけではない。  

 

 それは、それぞれの村や学校に異

なった背景がある上、住民の力で解

決できる問題は限られているからで

ある。しかし、多くの学校で、学校

計画の立案、実施において、驚くよ

うなイニシアチブが見られた。例え

ば、タウア県のブザ郡のTama小学校

の例がある。この地域は、もともと

土地が痩せていて、農作物が出来

ず、ほとんどの成人男子が出稼ぎに

行ってしまう。したがって、学校の

保護者会は、ほとんど収入のない母

親で構成されており、学校活動計画

を作りたくともその財源が集まらな

い。そこで、母親たちが話し合い、

出稼ぎに行っている父親たちに学校

活動計画実施のための送金依頼の手

紙を書いた。その結果、80CFA（約

13万円）の資金が集まり、そのお金

で、Tama校児童すべての教材を購入

した。 

 

 学校活動計画は、学校の問題分析

→解決策→優先順位→計画立案→実

施→評価というすべての段階で住民

参加を促すように作られている。し

かし、昨年、プロジェクトが支援し

た学校で見られた住民参加やイニシ

アチブのすべてを学校活動計画が創

り出した訳ではない。学校活動計画

は、すでに潜在的に存在している住

民の教育に対する需要やイニシアチ

ブを引き出し、具体化し、実現する

役目を果たしたにすぎない。 

 

 ニジェールの農村には、目に見え

ないが、太く、強い、教育に対する

需要が地下水のように流れていて、

学校活動計画は、この地下水をくみ

上げる井戸の役目を果たす。この地

下水が限りなく豊富なので、学校活

動計画の可能性は無限に広がってい

る。 

この写真をよくみてください。 
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 「住民による住民のための啓発活動」 

 就学促進の効果的な啓発活動

とは、啓発キャンペーンなどによる

働きかけのほかに、「内なる変革」

つまり、「学校をよくしよう」とい

う住民による主体的な取り組みと平

行に行われなければならない。その

ためには、それぞれのターゲットへ

の効果的なアプローチを明確にし、

個々の現実問題に対しての解決策と

戦略がCOGESを中心とした住民によっ

て洗練されることが重要なのであ

る。 

 

 従来の、中央からの巡回型啓発活

動のような「外からの働き」だけで

は人的・時間的にも制限があり、ま

た、費用も加わり、啓発活動は持続

しない。また、従来行われてきた外

部者による啓発活動は、「外部から

のメッセージ」でしかなく、真の

ターゲットに到達しなかった。しか

し、住民によって洗練された解決策

は、住民によって生み出された「啓

発メッセージ」となり、さらに説得

力を増して、コミュニティ内へ発信

される。コミュニティ内部から発信

されるメッセージであれば耳を傾け

る地域住民も多い。外部者の声には

影響を受けないが、隣人の言ってい

ることには真実味をもって話を聞こ

うとするのは人間の自然な慣習であ

り、これは、コミュニケーションの

元来の目的である「行動の変容」に

最も影響を与える「クチコミ」のち

からなのである。 

 

 ニジェールでは従来、全ての学校

問題や低就学問題が「住民の意識が

低いから」とか「啓発の働きかけが

少ないから」とひとくくりに片付け

られてきた節がある。しかし、就学

促進の障壁となる問題は、学校教育

に対する「親の間違った考え＝無

知」によるものだけではなく、「就

学登録が毎年なされていない」、

「校舎、先生の不足」や「現実

の生活とかけ離れている教育内

容」といった、学校側（行政

側）の問題にかかる要因も多い

ことが、ベースライン調査で明

らかになった。参加型問題分析

手法で、初めて住民が声に出し

た「学校の現実」は、貧困の問

題、女児早婚などの文化風習の

問題、水汲みなどの子供の労

働、先生の不定着、イスラム教

育のみ採用、と多岐に渡ってい

た。これらの現実の問題に対して「教

育・識字の重要性」の訴えが主である

従来の啓発活動では限界がある。そこ

で本プロジェクトは、住民が考えるそ

れぞれの現実問題に対してより一層説

得力をもった住民による啓発活動を要

すると考えたのである。 

 

 昨年から本プロジェクトが実施し始

めた啓発技術の研修では、就学の障壁

になるコミュニティの問題を自らで把

握し→分析→解決策を各コミュニティ

のニーズに合わせて考えていく過程を

重視し、従来の「学校教育の重要性の

みの普及活動」の弱点を補う、「就学

を促進するための住民参加の問題解決

手法」を取り入れた。この手法は、解

決策を自分達で生み出していくことに

よって農民の「メッセージ力（＝説得

力）」を向上させることを成功に導い

た。これは、住民の就学促進啓発活動

に対するオーナーシップを高め、今後

直面するであろう学校に纏わるいかな

る問題に対処できる力をつけたことに

なる。 

 

 また、啓発技術の研修では「人中心

アプローチ（People  ̶  Centered  -

Approach）」という絵の利用法を採用

した。絵から読み取れる問題を予め設

定せず、住民のリアリティを引き出す

教材利用法である。文字の読み書きが

出来ない住民達の発言が画然と増し、

我々研修を実施する側が考えもしな

かった住民の

アイディアを

引き出すこと

となった。 

 

 「入学登録が全6歳児にいきわたら

ない」「校舎建物の不足」「学校教

育内容の不透明」といった問題は、

住民は「政府のせいだ」とこれまで

言いつづけてきた。しかし啓発技術

研修で仕掛けた「人中心アプロー

チ」によって、COGESメンバーたちは

議論に議論を重ね、ついに「COGESの

住民への働きかけによって、コミュ

ニティ内で解決策を生む事ができ

る」という議論に持ち込んだ。この

研修を通じてCOGESのメンバー達は、

就学の障壁となる問題を認識、分析

し、対処策を策定し、より効果的な啓

発活動の戦略を練りはじめている。 

 

 本プロジェクトでは、啓発技術研

修モジュールに加え、非識字者にも

利用できる学校改善と就学促進のた

めの啓発活動の研修マニュアルも作

成した。 

 

啓発活動に関しての活動報告は、次

号に続く・・・ 

絵を利用した「人中心アプローチ」は、途上国で効

果が認められ普及されつつある。発言できなかっ

た弱者の声を引き出す効果がある手法である。 

参加者自ら問題分析

と解決策案の提示 

地域住民による問題分析により立案され実証される住民参加の啓発活動は、

その持続性と集中性から、マスメディア戦略以上に効果的である 

201



 

●編集後記● 

プロジェクト カレンダー 

 みんなの学校プロジェクトホームページ（改訂中） 

 http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0 
みんなの学校プロジェクト  
宛先：Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 
電話：＋２２７－ ６１０－５７１  
FAX:＋２２７－ ６１０－５７１ ※地方都市のタウアは、首都ニアメ市から６００ｋｍ 車で約7時間 

  6           Décembre 2004  — Janvier 2005                                                                                            みんなの学校だより vol.5     

 今ニジェールは冬。普段は余りの暑さで

毛穴は全開でしたので、この肌に十℃台の

気温は激寒なのです。それに加え「ハル

マッタン」という砂嵐シーズンに突入、現

地スタッフは皆ターバン姿、我々日本人ス

タッフはセーター姿にマスク着用です。そ

れにしても感心したのがタウア県の

COGES委員達。砂嵐がゴーゴー吹き荒れ

る中、学校活動計画の研修に集合時間前に

キチンと集合しているではありません

か。アフリカン・タイム（＝１時間は

遅れる）とは無縁の研修プログラムが

次々と取り勧められております。 

 これでもか、これでもか、と突き進

む本プロジェクトのスケジュールです

が、スタッフ業務は深夜に及ぶ事もあ

ります。コンニのプロジェクト事務所

は常に合宿状態。濃いコーヒーを飲ん

でエンドレスの議論が

続きます。 

 

 年末年始にかけて、

カレンダーやパンフレットの広報ツール

が完成、配布を開始しました。広報担当

としてホッとするのは未だ早い、任期中

のタスクはマダマダあるのです。 

 あぁぁ、やるっきゃない。。。（F） 

ニジェールは今、冬の季節。本当に寒いのです。 

本プロジェクトの合同調整委員会 
ニジェール基礎教育省大臣も出席されました 

2005年1月14日  

ニジェール教育基礎省にて合同調整委員会 
 

左後より・・・同省広報官、斉藤シニア隊員、ローカルコンサルタント、タウ

ア県COGES監督官、同省COGES政策官長、タウア県教育局長、SG補佐官、
ローカルコンサルタント、井手企画調査員、同省企画官、尾上専門家、左

前より・・・JICA事務所秘書、SG（同省次官）、笹館所長、原専門家  
撮影・・・撮影時には滅多に微笑まないニジェール人を絶対笑顔に変えて

みせる藤田短期専門家 

2004年12月～2005年1月 
   ☞12月7日：チーム１会議 
   ☞12月8日：バイク保守点検講習 
   ☞12月9日～：COGES代表選挙研修 
   ☞1月3日～４日：チーム１会議 
              啓発技法研修（対象COGES担当官） 
   ☞1月6日～7日：学校活動計画及び啓発技法研修 
                             （対象COGES委員） チンタ、アバラック 
 ☞1月8日～9日：学校活動計画及び啓発技法研修 
                             （対象COGES委員）ブザ、イレラ 
 ☞1月10日：APPマニュアル作成アトリエ 
 ☞1月11日：ドナー会議（契約教員問題） 
   ☞1月14日：プロジェクト合同調整委員会  
   ☞1月24～25日：住民による契約教員管理研修 （コンニ） 
 ☞1月29～30日：APP教員研修（コンニ） 

2005年2月～3月 
 ☞2月1～14日：学校プロジェクト要請開始 
 ☞2月15日:学校プロジェクト要請締め切り 
 ☞2月5日：チーム１会議 
  ☞2月6日～：啓発活動コンテスト開始（トーナメント） 
 ☞2月10日～：学校活動計画フォローアップ開始 
 ☞2月16～18日：学校プロジェクト選考 
 ☞2月19日：啓発活動コンテスト決勝 
 ☞3月1日：チーム１会議 
 ☞3月2日～：学校プロジェクト調査開始 
 ☞3月5日：藤田短期専門家帰国 

本誌  「みんなの学校だより」に関する皆様のご意見・ご感想を是非きかせてください！ 
お問い合わせ大歓迎！ご連絡先はこちらです →  Rosedesaha@aol.com  或いは Onoue.Kimikazu@jica.go.jp 

  2005年1月14日、この日は本プロジェクトにとってとても大切な

行事である「合同調整委員会」が行われた。ニジェール国基礎教育

省大臣ハマニ氏、笹館JICAニジェール首席駐在員、ハミス同省次官

らに対し、本プロジェクトのチーフ原専門家から、「ニ」国の教育の

現状、COGES政策の歴史、プロジェクトの概要、活動内容と成果等の

報告が行われた。原専門家は、地域住民のイニシアティブを奨励し

続け、住民に意思決定の力を与えることを促進する意義を強調し、

2004年には171サイト校全てで実際に学校活動計画が実現した成果を

発表した。住民達が誇らしげにCOGES政策がもたらした学校の変化を

自ら語るビデオ上映（7分）の効果も加わり、列席された皆が本プロ

ジェクトの邁進する進捗状況を再確認することが出来た。 
 

  閉会の辞で、同省大臣は「私は、あなた達がタウア県で行って

いるプロジェクトの素晴らしい活動とその成果を賞賛し、敬意を表

します。この活動を一刻も早くニジェール国内の他県へ広めて欲し

い。あなた方の活動が邁進するために基礎教育省大臣課からも全面

的に協力したい。私はあなた方のプロジェクトの活動をニジェール

国内の他の地域へ展開することを正式に要請します。どうかこの活

動を継続させて下さい。（原文直訳）」と述べられた。 
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            2005年3月1日発行 
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今号のお品書き :  
 

●住民主体の啓発キャンペーン 

●APP研修実施 

●教育の地方分権化 

●短期専門家専デビュー戦 

●キーパーソン・インタビュー 

   2005年２月                                                            Vol.6 

♪ 私たちは、あなたに伝えたいことがあります。 

♪ 女性だって、生きるために教育を受けることが必要なのです。 

♪ 女子の就学率が低いのは、女性が弱いからです。 

♪ この世に、私達に、もう無知は必要ありません。 

♪ 私たちを学校へ連れて行くこと、 

     それが、お母さん、お父さんに私たちが伝えたいことです。 

♪ 時がたち、学校へ行けなかった子どもたちが可哀相だと気付くのです。 

♪ 私たちはあなたたちの後ろで泣いています。 

     お願いします、学校へ行かせて、と。 

♪ ニジェールは私たちの国。私たちはニジェールの子ども。 

♪ 私たち子どもは立ち上がり、学校へ連れて行ってと叫んでいるのです。 

♪ ねえ、先生も私たちの声に耳を傾けてください。 

♪ ニジェールは私たちの国。そして私たちはニジェールの子ども。 

♪ ねえ、お願い、私たちをあなたの手で、私たちに教育を与えてください。 

♪ お願いします。私たちを学校に入れてください。 

左の歌を歌ったサルナワ中央小学校の児童たち 

こ れは、２月１９日、サルナワ市にて、本プロジェクトのパイロット校

のＣＯＧＥＳと住民・教員・児童が集い、

住民が主体となった「ＣＯＧＥＳ対抗演劇

合唱コンテスト」の中で、サルナワ中央

小学校の女子児童が現地語（ハウサ語）

で歌ってくれた歌詞の日本語訳です。翻

訳なので伝わらない部分もあるかもしれ

ませんが、学校に行きたくとも行けない

女子児童の切ない気持ちを表現してい

ます。 

 

この歌は、住民（児童）が、自分たちで自

分たちの教育の問題を考え、その問題を

村の人たちに伝えるために作った歌で

す。だからこそ、その村の「お父さん、お

母さん」の心へもっとも届く歌となりまし

た。そして、その歌詞が稚拙でも、同じ状

況に置かれている女子児童やその親が

ニジェールのどこの村にもたくさんいると

いう意味で、どこの村でも女子就学促進

のための啓発の歌となり、どんなプロが

作った歌より女子児童就学促進の有効な

武器となり得るでしょう。 

 

この「ＣＯＧＥＳ対抗演劇合唱コンテスト」

は、１１月末に実施した啓発技術研修の

成果を見るという意味で企画したもので

す。ただ盛り上がるだけでなく、ＣＯＧＥＳ

と住民がいかに学校の現実問題と向き

合った啓発メッセージを発するか、という

期待もありました。コンテストは、予選トー

ナメントと決勝を別に行いました。予選

トーナメントの演劇部門参加は１０校、歌

部門の参加は６校で、それぞれ３校ずつ

が決勝戦へ進みました。予選トーナメント

で惜しくも敗退したチームの作品も、どれ

も素晴らしいものばかりでしたので、決勝

戦の後で選考外作品として披露してもら

いました。予選トーナメントで敗退したサ

ルナワ中央小学校の児童演劇が予選

後、さらに力をつけていて、アニメーション

で演じた劇が、優勝チームよりも審査員

や観客に反響があったのには驚きまし

た。コンテストは、争いごとを嫌うニ

ジェール人気質には合わない部分もあ

るかと心配しましたが、自分達の活動の

成果を披露し合える機会としての競争

は、ＣＯＧＥＳの活性化へ大きく貢献する

と実感したイベントでした。 

            （次ページへつづく） 

住民主体の啓発キャンペーン 

児童によるコメディ演劇では、学校に娘を送ることを

拒む家族の心と行動の移り変わりを表現しました 
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啓発キャンペーン 

 

このコンテストでは、審査基準を設け

て、その基準をトーナメン開始前に各

ＣＯＧＥＳに伝えることにしました。審査

基準は衣装や小道具などの準備を含

めた演出、コメディを含め観客に対す

る魅了性、台詞とストーリーのなかの

啓発メッセージの説得力、コミュニティ

が認識する学校の現実問題が分析さ

れて解決策と共に提示されているか、

などです。特に最後の基準は、ＣＯＧＥ

Ｓ対象の啓発技術研修の内容がどれ

ほど反映されているか計る基準でもあ

りました。審査員となった視学官事務

所の人達は、演劇が実演されている最

中も黙々と劇中に提示されたテーマや

問題、メッセージをメモしていました。 

 

 

モザゲ小学校ＣＯＧＥＳと住民

が披露した演劇の粗筋を紹介し

ます。 
 

村長が就学適齢期の子どもを学校へ

連れて行くように、漁民、農民、遊牧民

を含めた全ての住民に対して行った訴

えに対して、農民の男と漁民の男だけ

はあらわに抵抗し続けた。農民の男の

夫人も同様に、娘を学校へ行くのを嫌

がった。漁民の男は、「魚を一匹でも多

くとる技術を身につけることこそが尊重

すべき自分達の伝統であり、学校へ行

くよりも大切なことがある」といい続け

た。ある日、村長がむらの農業協同組

合を設立するために人々を招集した。子

どもを就学させることを嫌がった農民の男

は、農協の代表にと名乗り出て、周囲も賛

成した。ところが、農協代表になっても文

字の読み書きも計算もできず、サインも書

くことの出来ない自分を悔やむようになっ

た。いつも村の学校の先生のところへ字を

読んでもらうなど助けてもらっている自分

が恥ずかしくなり、子どもを学校に行かせ

るべきだと考えるようになった。この考えを

他に広げようと思い立ったこの男は、ま

ず、漁民の男を説得に出かけ、議論を重

ねて、漁民を納得させた。さらに、もっとも

頑固に子どもの就学に反対する遊牧民の

ところへ出かけていき、苦労しつつ、説得

に成功した。 

 

そのほかの演劇では、伝統祈祷師に騙さ

れた男が痛い目にあって悔やむコメディも

のや、学校の問題をいつも政府のせい

にしてきた村で、住民同士で学校を改

善しているＣＯＧＥＳの話など様々な内

容がありましたが、どれも村長の声が

影響力あるものであることが印象的で

した。 

 

児童たちが披露したコメディ劇も大うけ

で、伝統指導者（マラブー）役を演じた

児童などは衣装も大人のものを着て演

じ、顔に綿の髭を着けて登場。大衆の

前で、女子児童も堂々と婦人役を演じ

ていました。プロの喜劇役者に劣らない

名演技でした。 

 

基礎教育省のＣＯＧＥＳ推進室室長、広

報官、タウア県のＣＯＧＥＳ担当官、コン

ニ視学官事務所長、教育主事、コンニ

市長やサルナワ市長、他の教育関連ド

ナーなどの招待者の他、たくさんの村

民が、このコンテストの観客となりまし

た。 コンテストでは、順位を付けました

が、本当の優勝者は、多くの観客の前

で堂々と自作の演劇や合唱を披露した

ＣＯＧＥＳ委員や住民、先生や児童たち

など、すべての参加者であったと思い

ます。 今後、このような啓発キャン

ペーンが、演劇コンテストに限らずどの

ようなものであっても、住民がイニシア

チブをとり、主体的に生まれれば、その

啓発活動は、どんな機関が行う政策広

報よりも効果的なものとなると思いま

す。 

衣装や小道具も全て住民らで持ち寄り、本気

で勝負に挑んだ住民たち 

２００５年３月現在 

タウア県ＣＯＧＥＳ設置状況 

#

#

#

#

#

#

#

#

KONNI

ILLELA

TAHOUA

KEITA

MADAOUA

BOUZA

TCHINTABARADEN

ABALAK

E

14°30

15°00

14°00

15°30

16°00

16°30

4°00 4°30 5°00 5°30 6°00 6°30

23 km / cm

6040200

REPUBLIQUE DU NIGER

REGION DE TAHOUA

タウアコミューン 

４７ 

 タウア県基礎教育局 
計４４９ 

タウア県 

タウア 

１０８ 
イレラ 

４３ 

ブザ 

４２ 

ケイタ 

５８ 

マダウア 

４１ 
コンニ 

４１ 

 

ニジェール 

タウア 

アバラック 

３３ 

※COGES（学校運営委員会） 
学校運営への住民参加を促進する

ために創設された委員会で住民の

代表と教員とで構成される。 

チンタ 

３６ 
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地方分権化 

我流用語解説 

最 近、このニュースレターも一般の読者が増えてきて、使われている用

語がわかりにくいという意見も頂いていま

す。そこで、少し任は重いですが、プロ

ジェクトの責任者である筆者が、わかりに

くい用語をきるだけわかりやすく説明する

ことにしました。読者の中には専門家の方

もいらっしゃると思いますので、間違いが

あれば、ご指摘ください。 
 
今回のテーマは、教育の地方分権化で

す。この言葉は、このニュースレターでも

よく登場します。意味としては、文字通り、

様々な権限を中央から地方(自治体、学
校)に移すことです。ただ、地方分権化政
策を意味する概念、あるいは、用語は、地

方分散化、民営化、チャータースクール、

自律学校、学校の自主運営などたくさん

あります。これらをまとめて地方分権政策

と呼ぶこともありますが、やはり定義は少

しずつ異なっています。 
 
この定義の難しい教育分野の地方分権

化ですが、「流行」していて、多くの開発途

上国でも行われています。ある日、筆者

は、ＵＮＥＳＣＯで、西アフリカの教育分野

の地方分権化政策を専門に研究をしてい

る人に、単刀直入な質問をしました。 

 

Ｑ：西アフリカにおいて教育分野の地方分

権化は有効な政策ですか、そしてうまく

いっているのですか。 
 

Ａ：調査を行った西アフリカ諸国（マリ、セ

ネガル、ベナン、ギニア）の教育分野の地

方分権化政策は、いろいろな困難にぶつ

かっています。その理由は、ひとつには、

この政策が、政府の財政事情や、外国の

圧力によって行われている政策で、地方

自治体や住民の意見が反映されていない

からです。 また、政策の策定に当たっ

て、政策実施者の実施能力や、その国の

経済、社会、文化状況や考慮されず、策

定されています。 したがって、権限を中

央から、地方あるいは学校に移す際に、

関係者に政策自体が理解されていなかっ

たり、実施する人の能力が足りなかったり

ことが原因で、政策実施以前よりも、教科

書やノートが学校に届かなかったり、お金

が教育省の地方事務所に届かなかった

り、かえってひどい状態になっている場合

もあります。 

 

Ｑ：では、この政策はうまくいかないのです

か。 
 

Ａ：そうとも言えません。調査の過程で、不

十分な情報や政策の実施にもかかわら

ず、政策実施により、親の子どもの教育を

改善するための大きな貢献やイニシアチ

ブをたくさんみることが出来ました。そし

て、地方の教育省の役人や親や住民は権

限が移されることには肯定的な考え方をし

ています。 

 

Ｑ：ではどうすればいいと思いますか 
 

Ａ：政府が地方や親や住民の意見やイニ

シアチブを取り入れた大幅な政策の改善

をし、その改善を、行政制度や行政に関わ

る人の中に浸透させる努力をしなければ

なりません。だから改革のための政府の

強い意思が必要です。 
 
筆者もこの一年の活動を通し、この研究者

とニジェールの教育分野の地方分権化政

策について同様の感想を持っています。ま

ず、なにより驚いたのは、ニジェール政府

のこの政策に対するはっきりした定義や、

予測がまったくなかったことです。プロジェ

クトが始まったとき、地方分権化政策が開

始から１年も経っていましたが、政策の定

義をドナーと基礎教育省が話しあっていま

した。具体的な施策についていろいろな人

に聞いて回りましたが、説明できる人はひ

とりもいませんでした。そして、政策実施も

進んではいませんでした。 
 

しかし、この政策に希望がないかというと、

そうは思っていません。ＵＮＥＳＣＯの研究

者が言ったように、いやそれ以上に、この

一年のプロジェクトの活動を通し、ニジェー

ルの親の子どもに教育に対する貢献に出

会い、住民の学校をよくするための驚くよ

うなイニシアチブを見て、ニジェールの地

方分権化政策にも未来はあると思いまし

た。もちろん、その未来は、政府が、住

民や地方の声を取り入れた地方分権化

政策を作りあげていくことが前提です

し、そしてそれは、ニジェール自身が解

決しなければならないことです。しかし、

プロジェクトは政府の強い施策を待って

いるべきなのでしょうか。それともなにか

この政策成功のためにお手伝いするべ

きなのでしょうか。 

 

筆者は、プロジェクトが、住民が力を持

ち、その声を政策に影響できるような、し

かも、全国に普及できるようなモデルや

その普及の道筋を作って、みんなに見

せてあげることがニジェールにとって一

番役立つことだと考えています。幸いに

も、これまでのこのプロジェクトの活動

は、ニジェールで最初にＣＯＧＥＳ政策を

実施したと評価され、住民からの大きな

反響と貢献という成果を上げたためか、

プロジェクトを取り巻く関係者だけではな

く、政府関係者にも影響力を持ち始めま

した。政府関係者も、実際の成功例なし

では、政策の実施も改善も自信を持って

行えないので、成功例を必要としていま

す。だからこそ、これからも、プロジェクト

は、ニジェールの地方分権化政策の成

功のために、住民の声を政府に届ける

ことができるようなモデルを作っていきた

いと考えています。 
 

最後になりましたが、この項のテーマで

あるニジェールの教育分野の地方分権

化の定義については、残念ながら、ま

だ、明確な解答はないというのが、筆者

の結論です。ただ、今後、その定義を、

政府と住民が共に作り上げていくという

ことだけを申し上げて、この項を終わり

にしたいと思います。 
 

        チーフアドバイザー 

               原 雅裕 

教育の地方分権化って何？ 
～ニジェールの場合～ 

学校運営委員会（COGES)の必要性や各村で抱える問題
について意見交換をしているCOGES担当官と住民たち 
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ＡＰＰ教員研修 

APP教員研修 実施！ 

本題のＡＰＰ教員研修に関して触れる前

に、まずＡＰＰの概要についてご説明したい

と思います。 

 

APP（生産実習活動）とは？  
 

生産実習活動（以下APP）は、1987年に新

しく成立した教育に関する「新プログラム」

の一環で、従来型の理論中心の教育から

地域の実情を反映した生産活動を学校カリ

キュラムに組み込み、児童一人一人が自

分たちを取り巻く地域社会を理解し、卒業

後の生活に役立てられる技術・知識を身に

つけることを目的とした教科です。毎週各

学年の時間割に1.5時間組み込まれている

APPは、主に5つの分野に分けられます。 

 

１．特色のある手工業の習得  

  （裁縫・ 編み物・カゴ製品等） 

２．農業と飼育を融合させた活動及び 

  養魚業（肥料作り等） 

３．家庭経済（家計）の理解 

  （料理・かまど・衛生教育） 

４．社会文化的な活動及びスポーツ 

  活動（伝統的な踊り・歌・劇） 

５．科学技術的な分野の手ほどき 

  （修理技術・リサイクル等） 

 

 

APPの問題点は？ 
 

教師は、これら５つの分野から学校独自の

活動を選択し行うことができるのですが、残

念ながら現在までうまく機能しているとはい

えません。INDRAP（国立教育研究所）APP

担当が作成した報告書では、その原因とし

て以下の４点をあげています。 

 

 ☆ APPの活動道具や経費（学校菜園の

種代等）が確保できない。 

  ☆  教員に対するAPP指導研修不足によ

り、教員にノウハウがない。 

  ☆  保護者・教員ともにAPPの重要性に対

する理解が不足している。 

  ☆  APP教科の項目が児童の成績表に無

い為、教員の評価につながらず教員のモチ

ベーションが低い。 
 

なぜAPP研修？  
 

昨年10月21・22日の二日間にわたり、

「APPワークショップ」を開催しました。

APPの問題について様々なレベルの基

礎教育省APP関係者が、それぞれの立

場からAPP現状、問題点及び可能性に

ついて議論することで、継続・実現可能

なAPP実施のための目標、戦略を提示

することが目的でした。このワークショッ

プの話し合いの中で、多くあげられてい

たのが、「APP教科を、教える側である

教員が十分にAPPを理解していない」と

いうことでした（詳細は、4号）。このワー

クショップで挙げられたアドバイスを参

考に、「APP教科とは？」「APP教科の目

標とは？」を話し合う教員研修を開催す

ることにしました。 

 

APP研修 
 

1月29、30日の二日間に渡り、プロジェ

クトのパイロット校22校のすべての教員

（75名）に対し実施しました。この研修内

容は、①児童発達心理の基礎的な知識

の習得、②基礎教育省の指導要領に明

記されているAPP目標及び学校が果た

す役割の再確認、③本来の目標に沿っ

たAPP授業を展開・計画する簡易指導

案の作成法の習得です。 

 

①児童発達心理学 

APP教科は、児童一人ひとりがある課

題について考え、創造しながら、体験

を通し仲間と協力しながら行う教科で

す。したがって、教員は学年毎に合っ

た授業内容を組み立てることが必要で

す。そこで、児童の発達心理学を発達

段階ごとにもう一度見直し、子どもの

成長段階ごとの特徴を参加者とともに

話し合いの場をもちました。 

 

②指導要領の見直し 

指導要領に明記されているAPP目標

は、漠然としていてわかりにくいため、

8つの目標を一つずつ分析し、説明を

加え目標の統一を図りました。 

また、APP教科内容・実施効果につい

ても参加者一同意見の統一を図りまし

た。 

 

③APP授業の指導案づくり 

APP活動は、地域の特色に合ったも

の、住民のニーズに合ったものを選定

することで、低コストで実施でき、継続

して行える可能性があります。COGES

児童の発達段階に合わせた授業内容をグループ毎に分かれて検討している教員たち 
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（学校運営委員会）が立案した活動計

画の事例を参考にするなどして、地域

性やニーズを考慮したAPP授業を展開

する効果を説明した上で、授業を行う

上での手引きとなる指導案作りの紹介

を行いました。 

 

今回の研修の目的は、児童発達心理

学を見直しながら、APP教科との関連

性に気づき、教員が各学校及び児童の

発達段階に合ったAPP活動を計画する

技術を身につけることでした。参加者

が約80人に上り、互いに意見交換す

る機会がもてるかどうか？予定されて

いる内容がすべて終了できるかどう

か？不安もありました。しかしながら、

研修形態をグループディスカッション

にしたり、グループ毎に課題を振り分

けたことで、人数が多かったにもかか

わらず、十分な話し合いや活発な議

論ができ、参加者一人ひとりの意見

がそれぞれの場面で生かされていま

APP内容について意見交換をする教員たち（グループワーク） 

 APP教員研修（2日間）プログラム 

＜第1日目＞ 
8：00～13：30 
児童発達心理学 

 （1）心理学とは？子どもとは？ 
 （2）環境と児童の知覚的発達 
 （3）知覚の発達とは？ 
 （4）学校が児童に及ぼす影響 
 

13：30～14：30 
昼食及びお祈りの時間 

 

14：30～17：30 
APPの概要及び現状 
 （1）ニジェールにおけるAPPの 
   成り立ちと歴史 

 （2）指導要綱のAPP目標の分析 
 （3）APP内容の見直しとその重要 
   性・有用性 

＜第2日目＞ 
8：00～10：30 
APP内容の見直し 
（グループに分かれてのワーク

ショップ） 

 

11：00～13：00 
学校は誰のもの？ 

（1）ニジェール教育方針10ヵ年計 
  画について 

（2）教員・児童・地域の役割につ 
  いて 

 

13：00～14：30 
昼食及びお祈りの時間 

 

14：30～17：30 
（1）COGES活動計画書とAPP活動 
  計画の相関性 

（2）APP授業の進め方と指導案の 
  作り方 

 

カウンターパートとともに議論し合う青年海外協力隊員

（槻田V、原田V、橋詰V、中田V） 
 

ＡＰＰ教員研修（つづき） 

した。参加者の感想の中で、「今まで、

APP教科についてよく理解できていな

かったが、今回の研修でわかりました。も

う一度、学校環境を見直し、学校で継続

可能なAPP活動を計画してみようと思い

ます。」、「毎月新しい活動を考えて実施

しなければならないと思っていましたが、

違うのですね。1年生から6年生までの継

続的な活動をじっくり行っていくことが必

要なのですね。」などの意見が出されたこ

とは、この研修が、今までのAPP教科に

対する誤った認識を修正し、先生方に

とって実現可能な無理のないAPP実現へ

の一歩につながったのではないかと感じ

ています。 

 

また研修では、コニ郡視学官事務所所長

及び指導主事（3名）及びタウア市教員養

成学校APP担当教員（2名）が、研修の進

行をアシストして下さいました。彼らと協

力してこの研修を実施したことで、今後も

各学校の巡回指導を協力して行うことに

なりました。 

各学校のAPP活動計画でどんなアイデア

が生まれるかとても楽しみです。いよい

よ、新たなAPP活動が始まります。現在、

教員たちは、各学校の特性に合ったAPP

活動を計画中です。 

 
  研修中は、協力隊員らのカウンター

パートが積極的に意見を出し、他の参加

者の意欲を掻き立ててくれ、また、休憩時

間も講師の方々に質問を投げかけるなど

高いモチベーションを示していました。 

  今後は、今回の研修内容をもとにそれ

ぞれの任地で、実現・継続可能なＡＰＰ活

動を試行予定です。定期的に小学校分科

会を企画し、情報交換しながら先生方も子

ども達も楽しめるＡＰＰ活動を協力隊員と

共に目指したいと思います。 

青年海外協力隊員（小学校教諭）も参加しました！ 

  ニジェールでは、現在まで約１０名
の青年海外協力隊員・小学校教諭がそ

れぞれの地域で活動を行ってきました。

彼らの要請内容の１つにも、「ＡＰＰの充

実」が含まれているのですが、今までＡ

ＰＰ教科について深く知る機会がもてな

いまま各々の活動をしていました。  

  現在プロジェクトで、ＡＰＰ充実を目

的としたシニア隊員が派遣されていま

す。それを期に、協力隊員とＡＰＰ活動

の情報交換をしながら、活動を進められ

たらと考えています。 

  その初めての活動として、昨年の１２

月上旬に現在活動中の隊員（４名）と共

に小学校分科会を開き、「ＡＰＰ教科の

目的は何か？」をテーマに３日間にわ

たって、基礎教育省で出されている指

導要領を基に話し合いました。そして、

分科会メンバーの隊員も今回のＡＰＰ研

修にカウンターパートと共に参加するこ

とが決定しました。（この分科会で話し

合った内容の多くが、今回のＡＰＰ教員

研修内容に生かされています。） 
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●プロジェクトスタッフからひとこと● 

プロジェクト カレンダー 

 みんなの学校プロジェクトホームページ（改訂中） 

 http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0 
みんなの学校プロジェクト  
宛先：Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 
電話：＋２２７－ ６１０－５７１  
FAX:＋２２７－ ６１０－５７１ ※地方都市のタウアは、首都ニアメ市から６００ｋｍ 車で約7時間 
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 2月下旬に入り、朝晩の冷え込みが和ら

ぎ、埃もさほど気にならなくなりました。

砂埃で町中が茶色かった日々が、うそのよ

うです。現に、月光仮面のようにぐるぐる

ターバンを巻いて、バイクに乗っている人

の数が減ってきました。 

 それにかわって、暑さが到来！日に日に

温度が上がっているのを、肌で感じます。

ニジェール人に、「今日は、暑いね～」と

声をかけると「暑さが始まったよ、よ

かった～寒い季節が過ぎて！」と答え

る人の多いこと。私たちにとっては、

拷問とも言えるあのうだるような暑さ

をニジェール人が待ち望んでいると

は・・・。飲んでも飲んでものどが渇

き、滝 の よ う に 流 れ る 汗 と 共 に

200km～300km離れた村々を巡回す

る毎日が始まります。 

 先日、休暇から戻った専門

家より頂いたサロンパスが現

地スタッフの間で大流行！毎日のバイク

での巡回は、腰・肩に負担が来るようで

す。早速、ぺたりっ！「ミントの香りが

いいにおい！」と、満足げな顔がなんと

も言えずかわいらしい。 

 これからが、勝負！さぁ～て、今日も

一日頑張ろう！（S） 

サロンパスは、ミントの香り？？ 

2005年2月 
 ☞1月24～25日：住民による契約教員管理研修 （コンニ） 
 ☞1月29～30日：APP教員研修（コンニ） 
 ☞2月1～14日：学校プロジェクト要請開始 
 ☞2月15日:学校プロジェクト要請締め切り 
 ☞2月5日：チーム１会議 
  ☞2月11日～：啓発活動コンテスト開始（トーナメント） 
 ☞2月10日～：学校活動計画フォローアップ開始 
 ☞2月16～18日：学校プロジェクト選考 
 ☞2月19日：啓発活動コンテスト決勝 
 ☞2月22日～：APP研修フォローアップ開始 
 ☞2月28日：第一回APP会議（コンニ） 

2005年3月  

 ☞3月1日：ＣＯＧＥＳ担当官連絡会議 
 ☞3月2日～：学校プロジェクト調査開始 
 ☞3月5日：藤田短期専門家帰国 

本誌「みんなの学校だより」に関する皆様のご意見・ご感想を是非きかせてください！ 
お問い合わせ大歓迎！ご連絡先はこちらです →  Rosedesaha@aol.com  或いは Onoue.Kimikazu@jica.go.jp 
 プロジェクトの紹介パンフレット（ＰＤＦファイル）も電子メールでお送りすることができます。ご興味あるかたは上記までご一報下さいませ。 

第一回  
プロジェクト開始一年経過した今 
  タウア県基礎教育識字局局長に聞きました。 

キーパーソン・インタビュー 

プロジェクトを陰で支え

てくれるとても頼りにな

るオスマン局長。 

Q) プロジェクト開始から一年が経過しました。今までのプロジェ
クト活動に対しての感想をお聞かせください。 

 私がこうして話す機会を与えてくれてありがとう。COGESを通し
て、学校で抱える本当の問題を浮き彫りにしてくれたと思いま

す。そして、住民自身もその問題を目の当たりにし、解決しなけ

ればならないという危機感を持ち始めました。この一年で、地域

住民と学校が問題解決に積極的に取り組み始めました。とても、

画期的なことだとうれしく思っています。 

Q) 今後のプロジェクトの更なる飛躍のための提案があれば是
非お願いします。 

 現在までのプロジェクトの活動は、主に各郡のCOGES担当官と
共に情報交換を計り、連携して進めているようですが、各郡の視

学官事務所長との間でも情報交換をする必要があると思いま

す。COGESは、学校を取り巻く地域みんなの委員会です。学校を
管轄している視学官事務所とのつながりも必要だと考えます。 

Q) 本プロジェクトの合同行政委員会に出席頂きましたが、その感想
をお聞かせください。 

 プロジェクトの活動に対し、教育大臣がとても賞賛・激励のお言葉を

かけてくださいました。住民が住民の力で積極的に動き始めた事実に

驚きの声を上げ、今までのプロジェクトの活動とそこに関わる私たち

の努力を褒め称えて下さいました。私もプロジェクトに関わる一員とし

て、とても誇りに思います。 

Q) 基礎教育大臣のお言葉（本プロジェクトの活動全国展開を正式
要請されたこと）をお聞きになってどう思われましたか？ 

 大臣のおっしゃったお言葉をお借りしてそのまま、私もプロジェクト

に対し、激励の言葉として伝えたいと思います。プロジェクトがタウア

県で行ってきた活動は、他の地方でも実現可能であると確信してい

ます。他の県の中でも、特に問題を抱えている地域（2・3県）を対象

に活動を広げ、その問題解決の手助けをしてほしいと思います。今

後の更なる活躍を期待しています。 

「COGESにパワーを！人々にパワーを！子どもたちに未来を！」 

次号の「みんなの学校だより」は、 

「ベースライン調査結果」 

「ラジオ放送」 

「我流用語説明」 

   についてお届けします。 
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今号のハイライト :  
 

●学校プロジェクト始まる 

●ＣＯＧＥＳのラジオ番組 

●我流用語解説 

   2005年３月                                                               Vol.7 

学校プロジェクトで供与された穀物の納品検査 

「学校プロジェクト」とは 
 みんなの学校プロジェクトでは、3月末まで

に7つの「学校プロジェクト」を開始します。「学

校プロジェクト」は、すでに、多くの国で行わ

れている教育改善の試みです。様々なコンセ

プトで行われている「学校プロジェクト」です

が、子どもの学習環境、教育の質の改善等を

目的とした学校単位で学校が主体となって行

われる事業で、学校側から申請された企画

に、政府や援助機関が審査し、資金を提供す

るのが基本的な形です。 

 

 ニジェールに先行する例では、南米チリの

「学校プロジェクト」があります。チリの場合

は、教育の質の改善のために設けられた学

校向けの、世界銀行が拠出した基金を使った

「学校プロジェクト」でした。内容は教員が学

校の状況を分析し、学校のニーズに見合った

学校プロジェクト始まる 
COGESのもうひとつの可能性 

学校プロジェクトで供与された穀物脱穀機 

教育の質改善を目的とした案件の企画書

を作成し、州の教育評議会に提出します。

提出された案件は、評議会で検討され、予

め決められた基準に達していれば、基金拠

出が決定されます。アフリカでもセネガルな

どで「学校プロジェト」を行っている例があり

ます。 

  

 ニジェールの場合は「教育開発10ヵ年計

画」の中でCOGESの一つの役割としてその

導入が予定されていましたが、現在は、フ

ランスの支援を受けたNGOが、支援を行っ

ている例があるだけです。このNGOが支援

する「学校プロジェクト」のコンセプトも、上

記チリの例によく似ていて、「教育の質を改

善」を目的とした学校単位の案件に資金を

拠出しています。具体的な例では、供与さ

れた資金をAPP（生産実習活動）を行うた

めの女子の洋裁用ミシンや糸の購買や、

講師の謝礼に当てている学校があります。

その他の例では、文房具、教科書を購買し

ている学校もありました。それぞれ、「教育

の質の改善」に貢献する活動ではあります

が、「教育の質の一部の短期的な改善」で

ある観は歪めません。つまり、行われる活

動が、教育の質の総合的で長期的な改善

に結びついていないように思われます。 

 

 みんなの学校プロジェクトでは、県教育事

務所長やCOGES監督官、担当官と相談

し、「学校プロジェクト」にこれらの事例とは

少し違ったコンセプトを導入することにしま

した。 

 

「みんなの学校プロジェクト」の

場合 
 ニジェールの場合、教育開発がすべての

面で遅れていて、学校に関わる問題を解

決するためには、ひとつの解決策では足り

ません。例えば、学校の衛生保健の改善を

考えてみましょう。ニジェールの学校では、

衛生教育は行われておらず、トイレも、安

全な飲料水もなく、学校の回りに医療機関

がない場合がほとんどです。これらの学校

の衛生保健の総合的な改善を目指す場

合、トイレの建設とトイレの使い方を始めと

した児童、教員への衛生教育、清掃の奨

励、ゴミ箱の設置、学校救急箱の設置、さ

らに安全な飲み水の供給も含まれた総合

的な計画が長期間行われる必要がありま

す。そこで、みんなの学校プロジェクトが支

援する「学校プロジェクト」は、学校の問題

において、住民がもっとも重要だと考える

分野の総合的な改善を目的とすることに

し、さらに、活動が持続的であるために、活

動の運営資金を作り出す、なんらかの資金

創出システムを付け加えることも条件とし

ました。 

 

学校活動計画と学校プロジェクト 
「学校プロジェクト」の立案には、学校活動

計画の方法論を応用されています。みんな

の学校プロジェクトの対象校では、研修を

受けたCOGES委員がすでに学校改善のた

めの学校活動計画を立案し、実施していま

す。学校活動計画は、保護者、住民が自

分たちの学校がもつ問題を挙げ、それに対

注）本稿では、「学校プロジェクト」と「みん

なの学校プロジェクト」という二つの単語が

出てきます。紛らわしいですが、二つは異な

るものです。JICAの技術協力プロジェクトと

して実施している当プロジェクトを「みんな

の学校プロジェクト」、今回、「みんなの学校

プロジェクト」が支援する学校レベルでのプ

ロジェクトを「学校プロジェクト」と表記し

ています。 
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つづき～学校プロジェクト始まる 

についても、すぐれた結果を残している一昨

年、COGES校となった171校に対し、「学校プ

ロジェクト」の募集を行いました。募集に当

たっては、まず、「学校プロジェクト」のコンセ

プトや立案書の書き方説明したマニュアルを

を作成しました。そして、このマニュアルの内

容をCOGES担当官に説明し、担当官がマ

ニュアルを対象校に配布しながら、プロジェク

ト作成のための指導を行いました。その結

果、受付締切日までに68の「学校プロジェク

ト」が集まりました。実際には、COGES担当官

の勘違いで、締め切りに間に合わなかった応

募も多くあり、100程度の学校がプロジェクト

を作成しましたことになります。 

 

応募プロジェクトの選考過程 
 選考は、県教育事務所長、COGES監督

官、プロジェクトコンサルタント、チーフアドバ

イザーからなる選考委員会で行いました。選

考の基準は、プロジェクトの妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性の5項目評

価を採用しました。それぞれの項目を5点満

点で採点し、審査員の得点を総合して、点数

の高い順から20位を選び、さらに、収入創出

活動の面を精査し、7校を選考しました。選考

されたプロジェクトを内容から分類すると、学

校の保健、衛生の改善３校、女子の就学改

善1校、成績の改善１校、出席率改善1校、

APP活動1校となりました。収入創出活動別

に分けると、穀物脱穀機３校、穀物販売４校

です。（今回選考された7つの学校プロジェク

トの概要は最終ページに掲載しています。） 

 収入創出活動については、プロジェクト自

立発展性の面から、特に重要なため、選考委

員会委員自身が、現地調査を行い、その収

入創出の可能性を確認しました。例えば、穀

物販売は、まず、その学校のある村の人口を

調べ、購買需要、商業ベースの店の数等も

調べます。調査の結果、その穀物販売の需

要が多く、商売として成り立つと判断された場

合、さらに、穀物販売の運営管理システムを

チェックします。そのすべての条件を満たした

学校のみが選ばれました。 

 

COGES、もう一つの可能性 
これから、その選ばれた学校に穀物や、穀

物脱穀機が納入され、プロジェクトが始まりま

す。COGESが本当に機能するためには、国

からの権限委譲が必要です。しかし、国の援

助がなくても住民が学校の問題を根本的に

解決できる可能性があるかもしれません。そ

の、一つの答えが、この最初の７つの「学校

プロジェクト」で出るかもしれません。その経

過は、ニュースレターでも随時ご報告します。 

する解決策を考え、その中から自己資金で賄

える活動を選び、実施するものです。実際

に、問題分析、解決策の抽出の時点で、さま

ざまな解決策が挙げられます。上述した衛生

保健の問題でも、解決策としてトイレの建設、

掃除の奨励、安全な水の供給、学校救急箱

設置など重要な解決策はすでに挙げられて

いました。しかし、「自己資金で賄える活動を

選ぶ」ため、実際には、出来る活動が限られ

る場合がほとんどでした。それぞれ、効果は

ありますが、上述のNGOが実施している「学

校プロジェクト」と同じように、活動が、問題の

根本的な解決に結びつかないことが多いの

です。そこで、みんなの学校プロジェクトが支

援する「学校プロジェクト」では、学校活動計

画を発展させ、学校の問題を分析して、住民

がもっとも重要だと考える分野の総合的な解

決を目指し、必要であれば、解決策となる複

数の活動を同時に実施し、その活動の財源

の一部は収入創出活動で創出し、活動の持

続性を確保するように工夫しました。そして、

みんなの学校プロジェクトは、各学校（各

COGES）の自己資金の限界を超えた収入創

出活動の原資となる資金提供を行います。 

 

学校プロジェクトの募集 
 以上のようなコンセプトで、すでに、2度の

学校活動計画実施の実績があり、問題分析

 学校活動計画 学校プロジェクト 

問題解決のためのア

プローチ 

個別対処方式 

対処療法（単発）的、短期的 

プロジェクト方式 

包括（総合）的、長期的 

活動主体 COGES COGES 

活動資金・資源 住民の自己負担 住民の自己負担・収入創出活動で得られる資金 

みんなの学校プロジェ

クトによる支援 

COGES委員に対する研修 収入創出活動を行うための原資を援助 

モニタリング 主にCOGES担当官による巡回指導 COGES担当官及びプロジェクトスタッフによる巡回指導 

トイレ設置 

清掃活動 

学校救急箱の設置 

保健衛生教育 

安全な飲み水供給整備 

学
校
の
保
健
衛
生
の
向
上 

学校プロジェクトの例 

活動1 

活動2 

活動3 

活動4 

活動5 

学校活動計画と学校プロジェクトの比較 
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啓発活動 

収録本番前の

ミーティング

では、「自分

の村の人達に

今夜自分がラ

ジオに出るこ

とを宣伝して

きた」と大張

り切りのＣＯＧＥＳ委員たち。収録中、しゃ

べりだしたら止まらないのが困った点です。 

 COGESがしゃべる ラジオ番組 
 ＣＯＧＥＳがしゃべるラジオ番組とは、学校活動計画の進捗状況

などをCOGES委員が議論する番組です。これは、ＣＯＧＥＳ間（地

域や小学校間）の情報交換と情報共有を目的とし、また、ＣＯＧＥ

Ｓによる内発的な啓発活動にも繋がることをも意図しています。１

回３０分の放送で４万セーファー（約８０００円）のコストがかかりま

すが、これはプロジェクトが支払っています。しかし、普段ならいつ

も交通費や人件費を期待するニジェール人ですが、今回参加した

COGES委員は、何一つ報酬なしでも自主的に「ラジオで自分達の

活動を発表したい」と進んで集まってくれました。 

 

  放送を始める前の週から、ラジオ局の協力により無料で何度も

番組宣伝をしてもらいました。放送の時間帯は、夜の９時。これ

は、ＣＯＧＥＳが選んだ時間帯、村で一番聴かれる「ＢＢＣハウサ

ニュース」のすぐ後の時間帯です。以前、コミュニケーションソース調

査をした際に、どうせ聴率調査をするなら、ＣＯＧＥＳ委員に良い放

送時間を選んでもらった方が、彼らが責任持ってクチコミ宣伝してく

れるだろう、というプロジェクトの企画意図があったのです。 

 

  参加したのは、コンニ郡のプロジェクトパイロット校の３つのＣＯＧ

ＥＳから２人ずつ。ディスクジョッキーはＣＯＧＥＳ担当官のサリフさ

ん。普段は研修のときなど一人で延々としゃべりまくるサリフさんな

のに、今回は初の試みで緊張してしまったせいか、ラジオ局のプロ

のしゃべり手にヘルプを求めてばかり。なんとか番組の導入部分の

「ＣＯＧＥＳとは何か」を説明して、ＣＯＧＥＳ設置校の児童が歌う音楽

をかけてスタートしました。 

  ここではその番組の一部をご紹介します。 

・・・ON AIR ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
質問１ 

校長の言っていることに付け加えていいですか。えっ

と、私がダンマケリのＣＯＧＥＳの代表です。校長が

しゃべった３つの活動のほかにも色々と計画がありま

す。あと２つの学校活動をしたいのです。まず学校に塀

を作ることです。たくさんの家畜が学校エリア内を横切

ることが多く、以前からどうにかならないかと考えてい

たのです。ほかにもあります。井戸を作りたいと考えて

います。学校の横に井戸を作ると、児童が水を飲める。

そして水があると畑だってできます。 

ＣＯＧＥＳ担当官 ： 

 「学校活動計画であなた達が実現した学校改善のための活動、そして、直面した問題などを教えてください。」 

私はダン・マケリ小学校の校長でＣＯＧＥＳ委員で

す。今年度の我々が計画した学校活動は３つあり、

そのうち２つが既に実現しました。3つ目は実行中で
す。どれも重要な活動なのですが、まず始めの活動

は、校舎の増設でした。藁葺き校舎というのは風嵐

や雨でよく崩れてしまうのですが、今年は頑丈に補

強しました。それから校舎の扉を修理しました。実

は今まで扉がなかったため泥棒が入って教室の中の

ものがよく盗まれたりしていました。でも、これで

もう盗まれなくて大丈夫です。そして３つ目の活動

は、トイレの設置です。これは現在実行中で、進捗

具合は５割といったところです。このほかにも、学

校を改善するための計画したいことがまだまだある

のですが、保護者や住民からお金を集めることが大変
なのです。 

収録中のＣＯＧＥＳ担当官（一番左）とＣＯＧＥＳ委員ら 
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つづき～しゃべるCOGES 

質問２ 

質問３ 

  自身満々に自分達が行った学校活動を発表する機会が、Ｃ

ＯＧＥＳには必要だったのだ、と思わされた企画でした。ＣＯＧＥ

Ｓ間の情報交換としてラジオが果たす役割は多大ですが、遠

方のＣＯＧＥＳが互いに刺激しあい、「あ、あっちでもやってる

な。私達も頑張らなきゃな。」といったモチベーション効果も今

後期待できます。「自分の学校にいつまでたっても先生を配置

してくれない」などという政府に対する不満だって言ってもらっ

てもいいと思います。ただ、このラジオ放送がただの不満発散

や自慢大会にならないためにも、学校を改善するうえで直面し

た問題や自分達に不足していることなども今後もっと議論でき

る場にしていこうと思います。また、しゃべりだしたら止まらない

のが、今後のＣＯＧＥＳがしゃべるラジオ放送の改善すべき課題で

す。 

 

  放送日の次の日に、昨年にＣＯＧＥＳが設置された学校がある

地域住民から、「自分たちのほかにも活躍しているＣＯＧＥＳがあっ

たとは知らなかったよ」との声がありました。今回使った地域の民営

ラジオ局は５０ｋｍ四方の到達距離でしたが、そのなかに点在する

ＣＯＧＥＳ校は５０校あまり。今後さらに増えるＣＯＧＥＳ設置校が互

いに励ましあい、刺激しあい、時には討論し、議論しあう、そんな身

近かな「ＣＯＧＥＳがしゃべるラジオ放送」を続けていければとプロ

ジェクトは考えています。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

私はビンギレ小学校の校長です。変化についてですね・・・。低就学の問題はコ

ミュニティみんなが知っていました。けれど何もしないでいました。しかし、今ま

でにない数の児童を登録することができたことが、ＣＯＧＥＳによる変化だと思い

ます。 

 以前は、先生だけが就学促進の活動をしていたのです。学校に行かない児童の親

を村長のところに集めて説得したり、親のもとへ訪問したりしていましたが、今は

ＣＯＧＥＳも動きます。そうしたら保護者が自ら子供を学校へつれてくるのです。

ＣＯＧＥＳが啓発したお陰です。集金率も良くなりましたしね。 

ＣＯＧＥＳ担当官  

 「ＣＯＧＥＳが設置され、そして、今説明してもらったような学校活動計画を実行して、

その後、あなたたちの学校、そしてそれを取り巻く環境にどんな変化がありましたか？」 

私はギダン・カジ小学校のＣＯＧＥＳの代表です。本当に大きな変化ですよ。今、１７

９名の児童がいます。１年生は６９名です。一クラスにしては多すぎる児童なのです。

それでも親が続けて子供を学校に送り続けます。しかしＣＯＥＧＳが出来てから変化が

ありました。 

 そのほかの変化というのは、これまでは先生が入学登録を全て仕切っていたのが、今

は親が児童を登録するために進んで学校に来るということです。児童が増えて学校に継

続して通い続けることはよいことなのですが、ここでの問題は先生が足りないことで

す。変化については、まだあります。若者や親達が自分が学校に行かなかったことを悔

やんでいるということです。そんな大人達が今、夜間の識字教室を進んで開いて参加す

るようになったのです。 

ＣＯＧＥＳ担当官 ： 

 「さて続けましょう。ＣＯＥＧＳの皆さん、まだ言いたい事はありますか？」 

はい。ギダン・カジ小学校の校長です。私が言いたい事は、保護者に対し

て啓発をすることの重要性です。年齢に達した子供に対して、男女の差な

くみんな学校に入れること。世界をみても、わかるでしょう。発展してい

る国というのはみんな教育が充実しています。教育がきちんとしている国

が前進するのです。ニジェールではイスラムが多い。イスラムは教育を尊

重しています。だからイスラム教である我々は教育をもっと重視するべき

なのです。 
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我流用語解説 No.２ 

 またまた、用語解説で登場です。今回の

テーマは、このニュースレターでもっとも多く

登場するCOGESです。COGESは、フランス語

のComité  de Gestion  des  Établissements 

Scolaireの略で、このプロジェクトでは、学校

運営委員会と訳しています。実は、この

COGESが、前回ご説明したニジェールの教

育地方分権化の具体的施策なのです。で

は、COGESとはいったどのような組織で、ど

んな役割があり、このプロジェクトとどんな関

係があるのでしょうか。 

 

COGESの役割 
 COGESは、2001年にニジェールが教育開

発10ヵ年計画でその創出を定めた学校の行

政組織で、保護者会代表3名、母親会代表1

名、教師代表1名と校長の6名から構成されま

す。この組織の目的は、学校をどのように運

営していくかを決め、実際に運営していくこと

です。そのために国はCOGESに、教科書の

管理、文具の購買、教員の出欠管理、契約

教員の管理、学校を建てる位置の決定、学

校に関する問題の対処などの役割を与えま

した。その他に、学校の内部規定を定め、学

校に行っていない子どもが学校へ行けるよう

に親への啓発活動も行うこともその役割とし

て与えました。 

 

COGESのモデル 
 COGESはとても画期的な政策に見えます

が、実は、モデルがあります。それは、南米

や中米で行われている試みで、主に世界銀

行が資金援助をしています。例えば、エルサ

ルバドルのACE（コミュニティ教育協会）の例

があります。この組織は、教師と親から構成

されていて、中央政府から直接受け取った予

算で、教材や学校施設に限らず教員の採

用、給料の支払いに及ぶまですべての管理

をします。ACEが組織されると、その地元の

銀行口座に教育省より直接学校管理予算が

振り込まれます。その予算の範囲内で、ACE

は学校運営を任されています。したがって、

ACEによる教員の管理も真剣なものがあり、

場合によっては、ACEによって解雇する場合

もあり、教員は、欠席が少なく、教育熱心であ

り、児童の成績でも他の学校に比べ、いい結

果が出ているそうです。 

  

 COGESは、このエルサルバドルのACEにと

てもよく似ています。似ている理由は、世界銀

行が、ニジェール政府に、その導入を強く推

感じています。これら の学校の問題をいかに

解決して、親が学校に子どもを送りたくなるた

めにはどうすればいいのか。その問いに対

し、住民自身が学校を運営できるようにすれ

ばいいとプロジェクトでは、考えました。これ

が、プロジェクトの出発点です。実はこの出発

点に、COGESの目標と重なる部分が沢山あっ

たのです。それで、プロジェクトはこのCOGES

の政策を支援することにしました。 

 

COGES政策のもう一つの役割 
 しかし、前号に説明したように、COGESは国

の地方分権化の政策です。したがって、学校

運営への住民参加を促進する以外にも目的

があります。それは、例えば、国に義務教育を

受けさせるだけの予算がなくなったから、住民

にもその一部を負担させるという財政的な目

的や、もう教員の国による一括管理が難しい

から住民に管理させよという行政的な目的が

あります。このように、国や住民の様々な役割

や目的が入り混じっているから、COGESはそ

の重要性はわかっても理解しにくい、説明しに

くい組織なのかもしれません。 

 

COGESの定義 
 説明が長くなりましたが、筆者は、COGES

を、学校の様々な問題を解決し、学校が住民

にとって必要な教育を行う「みんなの学校」に

するための組織と定義します。 

 

 プロジェクトは、そんなCOGESになるように

支援していきます。 

 

 

 

       プロジェクトチーフアドバイザー      

                    原 雅裕 

 

COGES（コジェス）って何？  

薦したという経緯があるからです。世界銀行

は、中米で成功した例をニジェールに導入し

たかったのです。結果として、反対もなく、その

政策は実施されることになりました。しかし、そ

の導入にあたり、中米とニジェールの経済、文

化を初めとする様々な背景の違いがどの程度

考慮されていたかどうかは疑問です。 

 

 このように外部のイニシアチブで導入された

COGESなので、ニジェールの基礎教育省内部

でも、その意味がよく理解されていなかったの

は無理もないことです。基礎教育省のCOGES

の責任者に会った時、エルサルバドルを始め

他の国の例を知りませんでした。もし、COGES

に先例があるなら、その教訓を知り、そこから

出発すればいいと思うのですが、基礎教育省

は、最初にいきなりCOGESを240校に「設置」

ました。設置といっても、COGESに関する情報

提供、財務管理の研修などをほとんど行わ

ず、文房具購買の補助金をCOGESに支給し

ました。その結果、文房具がまったく購入され

なかったり、会計処理がされていなかったり、

経費の使用が不透明だったりするという問題

が起こりました。 

 

 その後、COGESは、2000まで「設置」校が増

えましたが、ニジェールのCOGES政策が進展

しているとは言えません。ニジェールが

COGESのために行ったのは、COGES担当官

（地方行政官で、COGESのモニタリング等を

行う役目）に対する財務研修と学校活動計画

の研修だけです。COGES委員にはまったくな

んの働きかけもしていません。これでは、

COGESが機能する訳がありません。エルサル

バドルで成果を出したといわれている教員の

管理や、運営資金の管理などの権限委譲な

ど、まだ遠い先のようです。 

 

COGESとプロジェクトの関係 
 このように国の政策としては、問題も多い

COGESですが、プロジェクトとはいったどのよ

うな関係があるのでしょう。 

ニジェールの人々のほとんどは、字が読めた

り、計算が出来たりすることの重要性はわ

かっています。しかし、教育が重要だと感じて

いても、現在の学校の状態には満足していま

せん。学校に子どもを送りたくとも、教室が不

足し、教員がおらず、児童の募集も毎年は行

われません。教員が居て、教室があっても、教

員のストライキで、授業が行われません。授

業の内容も現実の生活からはかけ離れたと
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 プロジェクトのあるタウアから首都のニアメ

は車で約7時間、途中、まったく人の住んでい

ない地域がある。ときどき、そんな場所に休憩

のために車を止める。車から出たとたん、静

寂の世界が広がっている。その静寂の世界に

入ると、急に、われに帰る。普段は、プロジェ

クトは活動が忙しく、ニジェールの田舎に住ん

でいるのに、静かな生活と縁がないからかもし

れない。われに帰ると、風の音が聞こえてく

る。 

 風の音を聞いていてある人の言葉を思い出

した。それは、モーリシャスという島国で就学

率100％を短期間で達成したこと有名な元教

育大臣のUNESCOでの講演の最後を締めく

くった言葉だ。「いままで、いろいろと教育政策

の成功のために必要なことをお話してきま

したが、私自身がもっとも大事にしている

ことは、人の話しを直接聞くことです。教

員、校長、教育省の役人、親すべての人

の話を他のひとを通さず聞いていました。

小学校一年生にも、先生方に教室の外に

出てもらい、彼らの話を直接聞きました。

この聞いた話の中に、教育政策を成功に

導く鍵がありました。」 

 このプロジェクトは、最終的に学校の環

境改善を目指しているのに、プロジェクト

スタッフが会って話しているのは、教員や

親がほとんどである。児童が何を考えて、

どのような授業を受けているか、恥ずかし

い話、ほとんど知らない。灼熱の3月、学

風の音を聞きながら 

 
 
2005年3月～4月  

 ☞3月2日：COGES担当者会議 
   ☞3月2～３日：プロジェクト訪問 
            （セネガル地域支援事務所員） 
 ☞3月3日～：学校プロジェクト調査開始 
 ☞3月5日：藤田短期専門家帰国 
   ☞3月10日 学校プロジェクト審査終了： 
   ☞3月12日～学校プロジェクト供与機材配布開始 
   ☞3月13日：COGES連合研修1回目 
   ☞3月26日：COGES連合研修2回目 

 みんなの学校プロジェクトホームページ（改訂中） 

 http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0 

本誌「みんなの学校だより」に関する皆様のご意見・

ご感想を是非きかせてください！ 

            

校を巡回していても、本当に暑いだろうなと想像し

ながら、授業を受けている児童が溢れている教室

の前を通りすぎる。今度、時間を作って、教室で一

緒に児童と授業を受けて、一日過ごすことにしよ

う。ふと、そう決心した。（H） 

 小学校名 Grado-sud Charingue Tabotaki Tama Modjia Touba-
Bagawa Agueye 

視学官事務所 
Keita Keita Bouza Bouza Ilella Tahoua de-

partement 
Tahoua depar-
tement 

児童数（女子児童

数）2005年 
351（120） 128（52） 263（45） 444（144） 288（114） 89（34）  337(88） 

村の人口 1533人  1546人 5300人 7312人  6000人 570人 900人 

プロジェクト名 
学校保健改善

計画 

女子の就学促

進、学校保健 

学校保健改善

計画 

APP（裁縫） 女子児童出席

率改善計画 

成績向上計画 女子の就学の

促進 

プロジェクト内容 

清掃の促進、

学校救急箱の

設置と衛生教

育 

清掃の促進、学

校救急箱の設

置、衛生教育、

女子の就学促進 

学校救急箱の

設置と清掃の

奨励、衛生教

育 

洋裁の工房の

運営とコミュ

ニティーと学

校の交流 

 母親に対す

る啓発、援助

による女子児

童の出席率の

改善 

契約教員援

助、保護者へ

の成績の通

知、教科書、

文房具の購買 

母親会による

啓発活動、穀

物脱穀機導入

による母親の

労働の軽減 

プロジェクト開始 2005年3月 2005年3月 2005年3月 2005年3月 2005年3月 2005年3月 2005年3月 

プロジェクト実施

者 

COGES、教
師 

COGES、教
師、母親会 

COGES、教
師 

COGES、教
師 

COGES、教
師 

COGES、教
師 

COGES、教
師、母親会 

収入創出活動 穀物脱穀 穀物脱穀 穀物販売 穀物販売 穀物販売 穀物販売 穀物脱穀 

EPT支援 
穀物脱穀機。

操作研修 

穀物脱穀機。操

作研修 

穀物（ミレッ

ト、ソルゴ） 

穀物（ミレッ

ト、ソルゴ、

米他） 

穀物（ミレッ

ト、ソルゴ） 

穀物（ミレッ

ト） 

穀物脱穀機。

操作研修 

 支援額（FCFA）  940,000  940,000  695,000  1,592,500  1,116,250 565,０00  940,000 

今回選ばれた学校プロジェクトの概要 

つづき～学校プロジェクト始まる 
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   2005年５月                                                              Vol.8 

今月号のハイライト :  
 

●ニジェールのCOGES政策 

●APP活動報告 

●我流用語解説 

●ベースライン調査結果報告 

ニジェールのCOGES政策の転換 
 

ニジェールのCOGES政策は、この4月に

大きな転換がありました。その経緯は以下

の通りです。世界銀行のミッションが3月末よ

り4月にかけて「教育開発10ヵ年計画」を支

援している世界銀行の｢基礎教育開発支援

プロジェクト｣の進捗状況の評価を目的にニ

ジェールに2週間滞在し、結果として、

COGES政策の進捗の遅れが指摘されまし

た。ニジェール側はその対応策の提出を求

められ、早期のニジェール全小学校への

COGES設置案を提案しました。内容は、 

 

１．ニジェールの全小学校へのCOGESの設

置 

２．COGES 委員に対する、教科書管理       

と財務管理についての能力改善 

３．すべてCOGES担当官への移動手段の供 

  与 

 

というものです。 

 この案は、すべてのドナーとの共通認識を

得て決定された、毎年1000校ずつCOGESを

増やしていくという今までのニジェールの

COGESの推進案を破棄したものです。な

ぜ、ニジェールは、このような急激で少し乱

暴な政策転換を行ったのでしょうか。実は、

教育開発10ヵ年計画の中で、教科書の配布

管理をCOGESが行うことが予定されており、

その配布予定の教科書がすでにニジェール

に到着しました。教科書の配布先としての

COGESを早急に設置しなければならいない

という事情があり、解決策として、この案が

採用されました。 

 政策の転換について、ニジェール側がド

ナーと協議をしなかったのですが、他ドナー

の大きな反対もありませんでした。その理由

は、教科書の配布の遅れは、教育の質の改

善に深刻な影響を与えているということと、

いままでまったく進展がなかったCOGES政

策が、多少問題であっても、進展することの

メリットは大きいという認識があったためと思

われます。 

 

みんなの学校プロジェクトの対応 
 

 これまでの、みんなの学校プロジェクトの

活動方針は、ニジェールのCOGESが毎年

1000ずつ増え、そのタウア県分のCOGESの

設置を支援し、COGES委員の能力強化を通

した学校運営への住民参加を促進するとい

う構図を前提として組み立てられていまし

た。主な活動は、１）民主的なCOGES委員選

出支援、２)COGES委員に対する地方分権

化政策に対応する能力改善、３）COGES担

当官の能力強化と移動手段の供与による

COGESモニタリングシステムの確立です。そ

して、これらの活動を通して、学校運営への

住民参加を促し、学校単位で、校長や教師

に加え、親や地域住民に、学校の予算、人

事に関する意思決定の責任を任せること

で、参加者が主体となりより効果的な学習環

境を作り出し、地域に根ざした学校の実現を

目指しています。これら、本プロジェクトが採

用した学校運営への住民参加の方法論は、

ニジェール政府から高く評価され、この方法

論による援助を他の地域に拡大してほしい

という教育大臣からの直接の要請も受けて

います。 

 しかし、今回のCOGESの政策転換は、本

プロジェクトの経験から重要と思われる機能

的なCOGES設置のためのプロセスをほとん

ど省略しています。例えば、COGES委員の

民主的選出は行われません。これでは、新

しいCOGESは、住民の声を反映した組織で

はない可能性が高くなります。また、COGES

委員の能力改善を行わず、住民参加を促す

仕組みも作らないため、COGESの機能性に

疑問が多く残ります。つまり、新しく設置され

たCOGESは、学校運営委員会という名前の

み組織で、本プロジェクトの対象校と比較す

ると機能しないCOGESと言わざるを得ませ
ん。この政策が実施された後、タウア県の場

合、機能するCOGES（みんなの学校プロジェ
クの対象校）と機能しないCOGESが同時に
存在することになるのです。 

この状況に対し、プロジェクトでは、新しい

COGES政策の実施に合わせて、タウア県の

すべての小学校に対し、COGES委員の民主

的な選出を援助することにしました。さらに、

現在すすめているCOGESのグループ化

（COGES連合の設置、我流用語解説参照）

をタウア全県に対して行い、このCOGES連

合の内部自主研修によって、機能しない
COGESのレベルの引き上げ、タウア県内の

COGES間の差をなくす努力を行います。こ

れにより、タウアのすべての学校に民主的で

機能的なCOGESがうまれ、住民の潜在的な

能力を組織化すれば、COGESがタウア県教

育レベルの全般の改善へ大きな貢献をなす

ことが可能になるはずです。 

 

今回のCOGES政策の転換も一見、プロ

ジェクトにとってマイナスに見えますが、プロ

ジェクトは、それをプラスに転換していきま

す。 

 

                        

 

 

  

COGESCOGES、全国全ての小学校に設置へ、全国全ての小学校に設置へ  
2005年4月、ニジェールのCOGES政策に大きな変化がありました。どのような経緯で政策転換
が決定され、今後のCOGES、そしてプロジェクトの行方にどのような影響が及ぼされるのでしょ
うか? プロジェクトの対応策も含めて考察します。 
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APP活動報告 

 児童主体の活動へ 「APPクラブ」スタート！ 

 APPは、学校カリキュラムの中の1つの教科ですが、現在のとこ
ろニジェールでは、十分機能している学校は多くありません。そこ

で今年1月末、改めてAPPについて見直し、実現可能なAPP授業

を実施することを目的に、コニ郡サルナワ地区25校の教員85名を

対象に、児童心理学とAPPの目標等を含めたAPP研修を行いまし

た。（ニーズレターVOL.6参照） 

  今年度は、教員のストライキがあり、4ヶ月遅れで学校がスター

トしたにもかかわらず、研修を受けた学校では、積極的にAPPを

導入し児童とともに学校環境改善や児童の未来のために独自の

活動を展開しています。また、APP研修を受けていない地域のいく

つかの学校でも、APPの必要性を理解し、校長を中心に試行錯誤

しながら、APP活動を実践しています。 

  これらの学校を巡回する中で、特に活発にAPP活動が機能し

ている学校に共通して見られる工夫がいくつかありました。それ

は、児童に責任を持たせていること。時間割を調整し、無理のな

い時間配分にアレンジしていること。地域の人たち（COGES)と活

動内容を話し合い、互いに協力して活動を行っていることです。 

  そこで、APP活動に関わる児童、校長、地域住民の話合いのも

と、「APPクラブ」を開始することにしました。この「APPクラブ」の特

徴は、何種類かのクラブから児童自身が好きなクラブを選び、児

童が主体となり、それぞれの活動を実施することです。教員は、彼ら

の自主性を尊重し、住民と協力してその活動を指導したり、サポートし

ます。彼らに選択権を与ることで、活動意欲と責任感を培い、APPを

継続的な活動とすることが最大の目的です。 

  「APPクラブ」に賛同し、実践しようとしている学校が次々に出て
きた今、いよいよ新APPがスタートします！ 

①児童自身が活動を選択できるため、活動に取り組む意欲・責任感

の向上につながる。 

②従来型のクラス単位の活動から全学年で時間帯を決定し実施する

ため、校長・教員が協力して計画を立て実施しやすい。 

③学年混合型により児童から児童への縦割り指導が可能である。 

④集団行動を通して、集団の一員としての自覚を深め、連帯感・責任

感を持って自主的に行動できるようになる。 

⑤クラブ長・副クラブ長を児童中心に選出し児童主体で活動を行う

ため、教員の負担を軽減できる。 

⑥COGESとの話し合いで活動を決定するため、活動によっては、人

的及び資金的な協力が可能である。 

・・・ ホットアップ APP！・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

元祖「APPクラブ」小学校紹介 

APPクラブのヒントをくれた学校です 

 今 実際に行われているAPP活動を 

     齋藤シニアがお伝えします! 

私たちのタジャエ小学校は、１クラス36名（3年生）の

小さな学校です。女子児童12名は、食器のふた作りを婦

人会の女性に教えていただいています。週に4回、放課

後に30分間です。習い始めた当初は、先生がいないと何

もできない状態でしたが、基本を覚えた今では、小物入

れや壁掛けなども作れるようになりました。上手に作れ

るようになったので、機会があったら市場でこれらを

売って、学校建設の資金にしたいと考えています。男子

児童24名は、ラクダのミルク用フィルター作りを

COGESの代表と一緒に行っています。 

ケイタ郡タジェエ小学校 「伝統食器の蓋づくり」

僕たちの学校は、植林をしています。COGES活動計

画で苗木を購入しました。全校児童がグループにな

り、各苗木を責任を持って育てています。COGESが

今年学校の周りに塀を作ってくれたので、動物の被害

もないし安心して苗木を育てられています。自分たち

の苗木が一番早く大きくなってほしいので、毎日欠か

さず水を与えています。6年生のグループの苗は、な

んだか大きいように思います。グループの誰かが肥料

を与えたようです。僕たちもヤギや羊の糞を集めて肥

料を与えようと思っています。僕たちは4年生、でも

6年生に負けないぞ！ 
イレラ郡タジャエセダンテ小学校 全校児童による「植林活動」 

＜APPクラブの効果とは？＞ 
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つづき～APP 

イレラ郡バダギシリ小学校「刺繍」（5・6年女子希望者対象）及び全クラスによる「教室補修作業」 

 土壁の教室は、雨季になると

豪雨のために土台が削れてきま

す。それを保護するために石を

集めてこのように積む作業がニ

ジェールではとても大事なこと

です。以前は、保護者や用務員

が行っていましたが、授業で詳

しく説明し、児童自身で行うこ

とで教室を大事にする心を育て

ようと考えました。（教員のコメント） 

ケイタ郡ケルグレス小学校 「ゴザ作り」 

3年生1クラスの小学校。女子児童7名対象。 
男子児童１７名は、縄網作りをしています。 

チンタ郡バガエトゥドゥ小学校 「学校菜園」 

世界食料機構の援助で学校給食が導入されてい

る。 

APPクラブ学校紹介 

～ブザ郡 タマ小学校の場合～ 

     調理クラブ ミレット柵作りクラ   合唱・文化クラブ 

  タマ小学校は、教員・児童・住民の意見を聞き可能な限り活動

を取り入れました。出来るだけ時間割の中で活動が行えるよう、

毎週金曜日の午後2時間をAPPの時間に設定しました。低学年
は、創造性を培えるよう全員「図工クラブ」とし、各クラスで絵を描

いたり、切り絵をしたり、ねんど遊びをしています。クラブ活動は

学年が混合なので、児童から児童への指導が自然に行われてお

り、とても効率的だと感じています。このクラブを始めてから、子ど

もたちに責任感が出てきたように思います。そして、とても積極的

になりました。今後の変化も楽しみに見守りたいと思います。（校長
のコメント） 

玉葱小屋屋根作りクラブ サッカークラブ 図工クラブ 

 レンガ造りクラブ 

 ねんど細工クラブ 

  合唱クラブ 

 スポーツクラブ    裁縫クラブ 

～コニ郡  ツァルナゴンマ小学校の場合～ 

  ツァルナゴンマ学校では、まず

住民会議を開き、どんなクラブが

この学校に適しているか相談をす

ることから始めました。毎週火曜

日と金曜日の放課後、約1時間半
行っています。児童自身が自由に

活動を選べるためか、APPの日
は、児童の欠席数が減っていま

す。先生の他、地域の人たちも講

師として参加してくれ助かってい

ます。学期末には、発表会を開く

予定です。    （校長のコメント） 

ちょこっと用語解説 

※APPとは（生産実習活動） 
 児童1人1人が自分たちを取り巻く地域社会を理解し、卒業後の
生活に役立てられる技術・知識を身につけることを目的とした教科 

 砂漠地帯にある学校です。

この地域では、牧畜が盛んで

すが、我が校では新しい技術

の習得のため学校菜園を試み

ています。この活動に半信半

疑だった保護者ですが、児童

が真剣に積極的に取り組んで

いる様子を見て、今では協力

的になりました。収穫した野

菜は、半分を給食の材料に、

残りは市場で売り、その売り

上げで畑に動物の被害を防ぐ

塀を作りました。（教員のコメント） 
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我流用語解説 

 この我流用語解説も3回目となりました。
1回目と2回目は、それぞれ、COGESと教育

の地方分権化についてお話してきました。

今回はCOGES連合です。この用語も前回と

前々回の用語解説と深く関わっています。

COGES連合は、その名前が示すとおり、

COGESをグループ化するものです。現在、

みんなの学校プロジェクトは、このグループ

化を支援しています。しかし、なぜ、COGES

をグループ化する必要があるのでしょう。な

ぜ、どこで、どのように、いつ・・・その解説

が今回のテーマです。 

 

COGES連合の目的 
 

 COGES連合は、新しいニジェールの地方

分権化政策によって生まれたもっとも小さい

行政単位「コミューン」ごとに、COGESをグ

ループ化するものです。このCOGESのグ

ループ化は、ニジェール基礎教育省発布の

法令により、公認された政策で、目的は

様々散らばるCOGESをグループ化すること

によって、行政との交渉窓口とすることされ

ています。 

 プロジェクトでは、この公式な目的の他に

異なる期待をこめ、COGES連合結成を支援

することにしました。 

 もともと、COGES政策は教育に関する重

要な意思決定権を、国や州から学校レベル

に委託することで教育実践を改善すること

を目指す地方分権化政策に基づく改革案で

す。学校単位で、校長や教師に加え、親や

地域住民に、学校の予算、人事に関する意

思決定の責任を任せることで、参加者が主

体となりより効果的な学習環境を作り出す

ことを目指しています。この学校主導型経

営が成功すれば、現行の公立教育の枠の

中で、地域に根ざした学校の実現し、学校

統治の民主化、資源の効率的活用、アカン

タビリティーの向上、教師の権限拡大、地域

の価値観の重視、教育プログラムの改善な

どの効果があると言われています(注）。    

 しかし、ここで問題なのは、権限が委譲さ

れる側の能力です。もし、能力が十分でな

ければ、学校主導型経営は機能しません。

ニジェールの場合、現在はまだ権限の受け

取り手であるCOGES委員の能力が十分改

善されていない時点で、1ページの報告でも

触れたように、COGESに権限を委託しようと

しています。これでは、COGESやCOGESを

取り巻く地方住民や教師がその委託された

権限をうまく運用していけません。つまり、

今の状況では、COGESは機能しないことに

なります。どのようにすれば、COGES委員

の能力を改善し、機能するCOGESを作るこ

とができるのでしょうか。 

 ニジェール政府は、すべての学校にいっ

ぺんにCOGESを設置することを決定したた

め、現在、6000の能力改善を行っていない

COGESが誕生しました。COGES委員の数

は約36000人です。能力改善のための研修

を行うには、研修しなければならない人数

が多すぎ、研修費用も莫大なものとなりま

す。仮に研修を行えたとしても、全国に56人

しかいないCOGES担当官でどうやってモニ

タリングを行うのでしょう。もっとも効率的で

経済的 な 方法は、COGES 連 合 内 で、

COGES委員の能力改善を自主研修、モニ

タリングで行うことです。 

 そこで、プロジェクトは、COGES連合を自

主向上組織と位置づけ、COGESが自ら、研

修やモニタリングが出来る能力を与えようと

しました。しかし、実際に組織されたCOGES

連合は、プロジェクトの期待を越え、自ら

が、自らの教育の問題を解決するための目

標を設定し、各COGESが生み出した住民の

教育改善に対するイニシアチブを汲み上

げ、それを改革の大きなうねりとする組織ま

で成長しようとしています。 

 

今後のCOGES連合の活動 
 

 最初にCOGES連合となったブザコミュー

ンはCOGES連合の最初の活動として、女子

の就学改善の目標を掲げました。これは、

ブザ全体がニジェールでも就学率が低く、

特に最も就学率の男女格差がある郡だか

らです。目標の達成は以下のプロセスを踏

みます。まず、COGES連合全体として決め

た「女子の就学改善」とい う目標を各

COGESに示します。その目標達成のため各

COGESは女子の就学の問題分析を行い、

活動計画を設定し、実施します。たとえば、

教室自体が足りないことが問題なら、仮説

教室を設定し、トイレがないことが問題な

ら、トイレを建設します。親への啓発活動が

必要なら、啓発活動を行います。さらに、各

COGESの能力を超えた、教員の不足など

の問題があれば、COGES連合が連合内の

教員の必要数をあらかじめ取りまとめ、連

合が基礎教育省との交渉窓口となり、教員

の派遣を促します。 

 プロジェクトは、このブザCOGES連合のイ

ニシアチブを支援し、教員養成などの県教

育委員会との橋渡しや、各COGESの啓発

活動と同時期にラジオなどマルチメディアに

よる啓発活動を展開することを決めました。

さらに、現在、COGES連合を結成中の７つ

のコミューンに関しても、就学の問題をその

活動目標とするCOGES連合が多ければ、

プロジェクトは、この各COGES連合の活動

を支援して、タウア県全体の女子就学キャ

ンペーンとして展開していこうと考えていま

す。 

 このキャンペーンは、ブザコミューン

COGES連合の例で説明したような低就学

の様々な原因に包括的な対策を行うこと

で、大きな効果が望めます。キャンペーンの

目標指標は、前年度に比較し今年の小学

校への入学者数の50％アップ、女子の就学

者数の100％アップというような具体的な数

字で示します。これはCOGES連合の活動の

成果が、目に見える形で示すためです。成

果を具体的に示すことは、国やドナーから

の評価を期待するためだけではなく、

COGES連合やその連合を支える住民の大

きな自信となるのです。その自信がより大き

な力を生みます。 

 もしこのキャンペーンが成功すれば、住民

が主体となった世界でももっとも効果的なの

就学キャンペーンのひとつとなるでしょう。 

 

COGES連合の定義 
 

 最後になりましたが、COGES連合の定義

は、そのままずばり、「住民参加型学校運営

の未来を担う組織」と定義してこの項を終わ

りたいと思います。 

 

 プロジェクトチーフアドバイザー 

           原 雅裕 

 

 

 

 
（注）吉良直 「学校主導の米国公教育改革：アカ

ウンタビリティと公共性の視点から」（淑徳大学国

際コミュニケーション学部学会機関誌Vol.5 No.1 

2001年1月）          

COGES連合って何？  

 ～その概要と未来～ 
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ることは、学校教育に対し否定的で子どもを学校に送りたがらない

親がいる一方で、大半の親は子どもに学校教育を受けさせることの

重要性を理解し、子どもに学校教育を受けさせたいと思っていると

いうことです。そして子どもに学校教育を受けさせたいにもかかわら

ず、貧困など家庭の事情、そしてとりわけ先に述べたように入学制

限や学校閉鎖など学校の運営管理体制の不備によって止むを得

ず子どもが学校に行けない状況にあるといえます。 
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ベースライン調査結果 

なぜ、子どもたちは学校に行けないのか? 
～参加型ベースライン調査の分析結果から～ 

昨年11月にコニ郡サルナワコミューンのパイロット校21校を対象

にして実施した「参加型ベースライン調査」の結果がまとまりました

ので、本稿ではその一部をご紹介します。 

今回の調査はパイロット地区における学校教育、学校運営にか

かる現状を把握し、プロジェクトの成果を測るための基礎情報とする

という目的に加え、COGES委員が実際に調査者となり、地域の現

状、問題点を把握し、住民との間でそれらを共有することで、今後彼

らが主体となって、コミュニティのニーズに基づいた学校活動計画を

実施していくための一助とすることを目的として実施しました。本調

査実施にあたってはCOGES委員に対する研修を行い、保護者や地

域住民に対する質問票による聞き取り調査、更に住民集会を開催し

て学校就学地図や季節カレンダー、グループ討論など参加型形式

の調査を実施しました。 

 

なぜ、子どもたちは学校へ行けない? 
ニジェールの子供の小学校への就学率は50%（2003年）と、世界

の国々の中でも最低レベルにあります。では、子どもたちの就学を

阻む原因には、一体どのようなものがあるのでしょうか？ パイロッ

ト地区の住民のうち、子どもを学校に行かせていない親320人に質

問したところ、図1のような結果が出ました。 

まず、「学校に行く価値、有用性を認めない」という回答は全体の

15%でした。この回答には「学校は重要だと思わない」、「学校へ行き

卒業しても職にありつけないから」、「子どもが不良になるから」と

いったものも含まれ、学校教育そのものに否定的あるいは疑問を持

つ親の割合を示しています。 

「入学登録の不備、年齢規定などの入学制限」を理由に挙げた親

は全体の33%で、この回答には「入学登録が毎年行なわれていな

い」、「子どもの年齢が既に規定の年齢を超えていて入学できな

い」、「児童の収容能力が十分でなく入学が制限される」、といった回

答が含まれています。 

「学校が無い、先生がいない」ことを理由に挙げた親は全体の9%

で、「学校が無い」という回答には、建物が無いということのほかに、

ストライキや、先生が赴任してもすぐに村を出て行き、授業が行なわ

れない、など教員の不在で学校が閉鎖され、授業が行なわれない、

という意味も含まれています。上記の入学制限とあわせてこれらの

回答は、学校の運営管理、行政の体制不備によって子どもの就学

が阻害されていることを意味し、全体の回答に占める比率も合計し

て42%と他の理由に比して高い数値になっています。これら学校の運

営管理体制の不備は、住民の学校や行政に対する不満、不信感を

高める原因になっているといえます。 

「貧困、労働など家庭の事情」を理由に挙げた親は25%で、「家

事、水汲み、畑仕事などの労働への従事」のほか、「女子の早婚」、

「海外への出稼ぎ」、などの理由が含まれます。 

「その他」の理由を挙げる親は19％で、「コーラン学校に通ってい

るから」、「子どもたちが望まないから」、「神がお望みでないから」、

といった回答がありました。 

次に、「自分の子どもを学校に行かせたいか」、という質問に対

し、図2のとおり242人（83％）が「はい」と回答しています。子どもを学

校に行かせていない親の約8割が自分の子どもを学校に行かせた

いと思っているのです。上記2つの質問に対する回答結果から言え

図2

Q :子ど もを 学校に通わせたいですか?

（有効回答数：293人）

はい

83 %

いいえ

17 %

（次ページへつづく） 

図1

Q:なぜ、あなたの子どもは学校に行かないのです

か?

（有効回答数：272人）

入学登録の

不備、年齢規

定な どの入学

制限 ;  3 3 %学校が無い 、

先生がいな

い ;  9 %

貧困、労働な

ど家庭の事

情 ;  2 5 %

そ の他 ;  1 8 %
学校に行く価

値、有用性を

認めな い ;

1 5 %
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学校への住民参加度、意識は? 
 
みんなの学校プロジェクトは、学校運営への住民の参加を通じて、

学校を取り巻く様々な問題を解決して、学校運営を改善していくことを

目標としています。その意味で、地域住民の学校運営への参加度、

参加に対する高い意識が成功への鍵となります。活動の主役となる

地域住民のプロジェクト開始時における学校運営への参加に対する

意識はどのようなものでしょうか? 

「あなたは学校の問題を改善するために貢献できますか?」という問

いに対して、保護者351人中、「喜んで貢献する」と答えた人は219人

で全体の63％、「貢献する」、「要請があれば貢献する」を合わせると、

322人で全体の92%でした（図3）。能動的であれ受動的であれ、学校

の為に何かしら貢献したいと思っている保護者の割合は非常に多い

ことを示しています。 

貢献したいと思う人が多くても実際の貢献度、参加度はどの程度

なのでしょうか? 「昨年度、学校に対して協力活動を行いましたか?」

（図4）という問いに対しては、276人（78％）が「はい」と回答し、その内

容として、わらぶき教室の設置や学用品の購入のための労働や資金

の提供などが挙げられました。昨年度、保護者による学校への資金

提供が行なわれたのはパイロット校中15校で、その15校の合計額は

714,400Fcfaで、一校あたり平均47,626Fcfa（日本円で約1万円）でし

た。COGES以前にも学校活動への住民の参加があったことが分かり

ます。これらの結果だけで住民の参加が多いのか少ないのかと判断

することは難しいですが、昨年までの住民参加度がどの程度のもの

だったのかを住民による資金提供額で今年度の結果と比較すると、

今年度は、全てのパイロット校の住民が提供した金額は合計で

3,898,185Fcfa、一校当たり平均162,424Fcfaと、昨年度にそれに比べ

約3.4倍でした。 

最後に、地域住民の学校に対するオーナーシップ意識を見るため

に「学校は誰のものですか?」という質問をしました（図5）。回答者671

人中「私たち」「コミュニティー」「保護者、親」「国家と私たち」を合わせ

て339人（51%）、「国家」「大統領」のものと答えた人は212人（32%）、そ

の他合わせて120人（18%）でした。言い換えると、パイロット校におい

て活動開始時点で「学校はみんなのもの」という意識を持っている人

の割合、つまり“みんなの学校度”は51%でした。今後も引き続き住民

の参加を通じて、コミュニティーに根付いた学校づくりが進められ、“み

んなの学校度”が100％に近づけるよう期待したいところです。 

つづき～ベースライン調査

図3

Q : あなたは学校の問題を改善する ために

何か貢献できますか?

はい 、喜んで

6 3 %はい

1 1 %

はい 、要請が

あれば

1 8 %

い いえ

0 %

分からな い 、

無回答

8 %

図4

Q :昨年度、学校に対して協力活動を行い

ましたか？

はい

78 %

いいえ

11 %

無回答、分

からない、

意味不明

11 %

学校就学地図作成の様子（ギダンカディ小学校） 
COGES委員が中心となり住民とともに就学、未就学世
帯をチェックしていく。地図作成を通じて子どもの就学
だけでなく様々な村の情報が収集された。 

図5

Q:  学校は誰のものですか?

(有効回答数：671人）

私たち

19%

コ ミュニ

ティー、村

人

20 %

保護者、親

6%
国家と私た

ち

6%

大統領

1%

学校に関心

を持つ人

1%

設立者

1%

分からな

い、その他

11 %

プロジェクト

4 %

国家

31%

（次ページへつづく） 
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 4月、5月は、一年中ほとんど暑いニ
ジェールのもっとも暑い時期です。だか

ら、少し涼しくなる夜は、外で過ごす時

間が増えて、そんな時は夜空を見上げな

がら時を過ごします。この時期は、砂嵐

を運んでくるハルマッタン（偏西風）が

終わり、空気が澄んでいて、星がよく見

えます。スターダストという表現がぴっ

たりの光景です。ここに住む人たちも、

昔から、たくさんの星たちを毎日眺めて

いたらしく、星にまつわる昔話を多く残

しています。昔話といえば、最近「キリ

ク」というアフリカの昔話から題材を

とったアニメーション映画をみました。

この映画は、生まれたての男の子が、村

に災難をもたらし、大人の男もかなわな

い魔女に知恵と勇気で立ち向かい、最後

に魔女を倒し、村に平和をもたらすとい

うお話です。単純な話しですが、魔女が

意地悪いのは、背中に抜けない棘がさ

さっていて痛いからで、それが魔力の源

泉だとか、たくさんの寓話的な部分があ

り、面白いお話でした。特に面白かった

のは、主人公が子どもで、大人たちが出

来ないことを、やり遂げるというところ

です。アフリカでは、一般的に、大人の

特に男社会で、女性と子どもの地位は低

く、実際の生活では、子どもが主人公と

なることはほとんどありません。しか

し、昔話は、実話ではなく、人々の夢を

語ったものが多いから、「キリク」も、自

分の夢や未来を子どもに託した大人の希

望を表現したものなのかもしれません。も

しそうならばアフリカにも子どもたちが主

体性を与える活動が盛んになる素地はある

はずです。実は、ニジェールにも「キリ

ク」に似たお話があります。だからここで

も、きっと子どもたちも大人と一緒に自分

たちの意見を言い、授業の中心となり、学

校の運営まで参加する、そんな学校作りも

可能なはずです。こんな学校作がプロジェ

クトでもできたら、その映画を見ながら思

いました。 

 

そして、そんな高い目標も、簡単に実現で

きる、そう思わせるほど、今夜は星が近く

に見えました。（H) 

キリク 

プロジェクト カレンダー 

2005年５月～６月  

☞5月２日：COGES担当者会議 
☞5月３日：COGES連合講師研修（対象COGES担当官） 
☞5月10～21日：第1回目COGES連合研修（イレラ44校、コニ25
校、マダウア22校、タウアC 29 校、アバラック18校、チンタ21校）  
☞5月31日：月例APP会議 
☞6月1日：COGES担当者会議 
☞6月2日：COGES連合モニタリング研修（COGES担当官対象）、 
       学校プロジェクト会議 
☞6月7～18日：第2回目COGES連合研修（イレラ44校、コニ25校、  
マダウア22校、タウアC 29 校、アバラック18校、チンタ21校）  
☞6月11日：パイロット校対象APP経験シェアリングセミナー 

調査の意義 

 
今回の調査ではパイロット校のCOGES委員が調査者となって質問

票に沿って地域住民に対し調査を行い、その上でさらに学校地図、

季節カレンダー、社会組織図、グループ討論、などの参加型村落調

査手法（PRA）を活用した調査を実施しました。子どもの非就学の原

因など一つのテーマを様々な角度、手法によって捉えることで質問

票による定量的データだけでは汲み取れない定性的データを収集

すること、また、学校を取り巻くデータを収集するにあたっても広く地

域住民の社会、生活、文化を捉え、その中での学校の位置づけや

関係性を探ることで、本質的な問題把握を試みることが目的でした。 

例えば質問票のみでは把握できなかった情報として次のようなも

のがありました。小学校には通っていなくとも大半の子どもたちが

コーラン学校（村でコーランを教えている寺子屋のようなもの）に通っ

ていること。小学校とコーラン学校と両方かけもちで通っている子ど

もも少なからずいて、かけもちの子どもたちはそうでない子どもに比

べて成績が優秀であるということ。村の中に水源がないところほど、

子どもの就学率や住民の学校に対する意識が低いこと。不作の年

の児童の出席率が悪いこと。農閑期になると成人男性の7,8割が近

隣国へ出稼ぎに出ること、などなど。。。また、村の中における就学・

非就学家庭の割合などが地図上でビジュアルに示されたことで、

COGES委員や住民自身も初めてその実状が分かり、その場で就

学促進に向けての議論に発展したところもありました。このように

今回の調査は参加者すべての人にとって貴重な学びの機会とな

り、学校における様々な問題の意識化、共有化が促され、その後

のCOGESによる啓発活動計画や学校活動計画策定の一助となり

ました。 

 

 みんなの学校プロジェクトホームページ（改訂中） 

 http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0 

本誌「みんなの学校だより」に関する皆様の

ご意見・ご感想をお聞かせください！ 

～ 編集・発行 ～ 
 

ニジェール住民参画型学校運営改善計画 
（みんなの学校プロジェクト）  

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－ ６１０－５７１ 
E-mail：Rosedesaha@aol.com  または Onoue.Kimikazu@jica.go.jp   
 

つづき～ベースライン調査 

 みんなの学校プロジェクトでは、

来年度の入学時期に合わせて8

月、9月にタウア県内のCOGESに

よる女子の就学向上キャンペーン

を実施する予定です。現在、キャ

ンペーン戦略を策定中ですが、今

回のベースライン調査の結果分析

を踏まえ、効果的な戦略をCOGES

とともに考えていきたいと思いま

す。 
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「COGESは村のルネッサンス」 

この言葉は、プロジェクト中間評価におけ

る裨益者調査で、調査団長である横関JICA

国際協力専門員の「COGESが設置されて、

変化がありましたか。」という問いに対するあ

る中年の女性の回答でした。彼女はこう続け

ました。「COGESが来ることによって村が変

わりました。学校に人々が集うようになりまし

た。」横関団長がインタビューしたのは、ニ

ジェールタウア州コニ県にあるカオラアラサン

という村の母親会のメンバーでした。彼女た

ちは学校に行ったことがなく、字も読めません

でした。今は識字教室に通っています。「字が

読めるようになってなにかよかったことはあり

ましたか。」という団長の問いに、別の女性が

「無知の闇が開け、世界が明るくなりまし

た。」と答えました。あまりに深い答えに、団

長もプロジェクトスタッフも一瞬唖然とし、次の

瞬間とても感動していました。もしかすると、

彼女たちの答えの中に、このプロジェクトの

意義がすべて詰まっているのかもしれませ

ん。 

 

プロジェクトの中間評価は、7月12日から22

日の11日間に渡って行われました。日程は、

大臣を始めとした教育省関係者への表敬訪

問、COGES推進室長、COGES監督官、担当

官へのインタビュー、裨益者インタビュー、調

査結果分析、教育省との協議と合同調整委

員会での調査結果発表とその結果に基づい

「COGESは村のルネッサンス!!」 

た今後のプロジェクトの方向性についての

ミニッツの署名、ドナー会合における調査

結果発表と続く、非常に中身の濃い調査で

した。特にハイライトは3日間に渡って行わ

れたモニタリング支援体制を支える地方行

政官と裨益者インタビューでした。 

COGES監督官やCOGES担当官は、

COGESのモニタリングを支えていく人たち

であり、最初こそ研修や会合を行ってその

能力強化に努めま したが、現在は、

COGESモニタリングのすべてを彼らだけで

取り仕切っています。果たしてどのくらいの

COGESの意義やその役割に対して理解が

深まったのか、COGES担当官がどのくらい

自分の仕事に自覚を持っているのかプロ

ジェクトとしても知りたいことでした。質問に

対する答えは正確で、時には質問者の誤

解を説明してあげているというほどの理解

力を示しました。彼らの答えには、1年半の

活動による自信からか、自分たちが

COGESを支えているという自覚が感じられ

ました。 

裨益者インタビューは、合計８つの小学

校を訪問し、それぞれ、校長、COGESメン

バー、保護者会、母親会メンバー、村民、

生徒グループに分かれ行われました。この

インタビューは、対象校が増え、COGESの

活動のほとんどをCOGES担当官による巡

回報告書、報告会、学校活動計画の結果

などだけでしか知ることができなくなったプ

ロジェクトスタッフにとって、COGESが本当

に機能しているのか、その一部でも知りえ

る機会となりました。インタビューを聞きな

がら改めて感じたことは、上述した女性の

言葉に象徴されるように、COGESは村や

学校が住民の力で変わっていく起爆剤とな

りえるということでした。プロジェクトが行っ

たことは、主に、保護者会、COGES役員の

民主的な選挙と住民参加型の学校活動計

画作成、実施研修です。しかも、これらの

導入のために行った研修は、前者が1校当

たり校長に対して1日、後者が1校当たり

COGES役員3名に対して2日間です。あと

は、地方行政官がモニタリングを行ってい

るだけです。プロジェクトとしては最低限の

投入しかしていません。この少ない投入に対

して、多くの成果が上がっていることは、この

中間評価でも確認されました。（次ページの

中間評価概要を参照） 

最近、この結果に対して、「どうして多くの

成果が上がったのか？」、「本当にそうなの

か？」という率直な質問を受けることが多くな

りました。当然の疑問だと思われます。そん

な場合、すべては住民の中にあったとお答え

しています。つまり、住民には民主的な選挙

を受け入れるだけの素地や能力があり、学校

活動計画を必要とする学校への希望や需

要、そしてそれを実施する能力と意欲があっ

たということです。地方行政官にも自覚や能

力が初めからあったのです。間違いなく成果

のすべてはニジェールの人々自身が上げて

います。もし、このプロジェクトが、住民が達

成した成果に少しでも役立ったとしたら、それ

は、すべての活動を、住民や地方行政官に

は能力や意欲がすでにあるということを前提

とした戦略のもと実施したからでしょう。 

 

最後に、この評価に協力してくれたニ

ジェールの中央・地方行政官、COGES委員

や住民、児童、保護者の方々、また、プロジェ

クトを出来るだけ客観的に評価するために、

真摯にしかも精力的に強行日程をこなし、プ

ロジェクトに人々の生の声を聞く機会を与え

ていただいた中間評価団関係者に感謝しま

す。 

 

中間評価終わる、果たして、COGESは機能しているのか 

今号のハイライト :  

●中間評価特集 

●「みんなの学校デー」 

●COGES連合就学キャン  
  ペーン 

●我流用語解説「APPって何」 

ミニッツ署名を終えて、関係者記念撮影 
（基礎教育・識字省にて） 

調査団員によるCOGES委員へのインタビュー
（サルナワサントル小学校にて） 
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中間評価特集 

中間評価結果概要 

期待される成果及びプロジェクト目標の達成状況 
 
成果１．パイロット校の住民が学校に対してプロジェクト開始前より肯
定的な考えを持つ 
プロジェクト開始前には、多くの父母は学校が政府によってもたら

され、政府によって運営されるものとみなしており、従来の学校のあり

方について不満をもっていたけれども、自ら学校の状況改善のために

積極的に学校運営に関わることは稀でした。しかしながら、COGESが

導入されたことで学校が住民のものであるというオーナーシップ意識

に目覚め、積極的に活動に参加するようになりました。また、学校が

より身近なものになったと感じる人も増えてきました。（次頁コラム記

事参照） 

 

成果２．パイロット校において地域住民による学校運営への参画が増
大する 
地域住民の意識の変化に伴い、具体的に学校運営に関わる人々

も増えました。例えば、パイロット校において、学校運営にかかる住民

集会への参加者は以前に比べ約7倍に増えました。また、学校運営

改善のために行なう諸活動の住民による資金調達額は以前の5.5倍

に増えました。また、住民が学校改善のために提供するものはお金だ

けではありません。教室の設置や修復にかかる労働や資材の提供も

ありました。 

 

成果3．パイロット校においてCOGESの運営モデルが確立する 
 機能するCOGESを設立するために、プロジェクトでは研修を行な

い、COGES委員を民主的に選出することを勧めています。すべての対

象校においてこれら委員は住民集会を経て民主的に選出されました。

また、COGESが中心となって学校活動計画を策定し、そのうち、90.4％

の活動が実施され、学校に関する様々な改善がみられました。それら

の活動は、インフラの整備、校内安全、保健衛生、環境整備、学習効

率向上支援、就学向上のための啓発活動、APP、COGES機能強化、

の分野で実施されました。 

 

成果４．タウア州においてCOGESの支援体制モデルが確立する 
 各学校のCOGESをモニタリング支援するための行政システムとして、

タウア州の9つの視学官事務所に配属するCOGES担当官9名及び、州

レベルでCOGES担当官を統括する1名のCOGES監督官の能力が研修

や毎月の月例会議を通じて強化されました。各COGES担当官は

COGES関連研修の講師としての能力を身につけているほか、各

COGESを巡回しモニタリングし、それを月例会議の場で報告、意見交

換を行なうことで、COGESの活動についての経験と知識が蓄積されて

います。また、州全体で9名のみのCOGES担当官の業務を軽減するた

めに、COGESをグループ化しCOGES連合を結成することで、支援体制

が強化されています。 

 
プロジェクト目標．タウア州のCOGES対象校において、地域住民のニー
ズを反映した住民参画型学校運営が行われる 
 タウア州のプロジェクト対象校（329校）のうち、83%（273校）の学校が

学校活動計画の中で計画された活動のうち、70%以上の活動について

実施しており、プロジェクト目標の指標は達成されました。 

評価項目 結果 コメント 

妥当性 非常に高い 教育開発10ヵ年計画（PDDE2003～2012）における目標の一つとして、初等教育の就学率の向上がある。本プロジェ

クトは、住民参加による学校運営を通じて学校に対する不信感を改善することを実現した。また政府のCOGES実施

方針は当プロジェクトが実践したアプローチ・方法に基づくものであり、本プロジェクトで作成した学校活動計画マ

ニュアルはUNICEFが支援する他州での活動にも活用されている。こうしたことから、本プロジェクトは政府の基本政

策と整合性があり、国のニーズに合致するものであるといえる。他方、日本側の妥当性としては、教育はニジェール

国におけるJICAの優先セクターであり、またODA政策としてBasic Education for Growth Initiative (BEGIN)が あり、

住民参加の促進が含まれていることから、日本の政策とも整合性があるといえる。 

有効性 大変良い プロジェクト対象校（2005年3月31日時点：329校）において、プロジェクト目標は既に達成しており、またほとんどの

成果も達成していることから有効性があったと判断される。特に促進要因としては、住民の学校運営に対する動機

の高さと、教育へのニーズが高かったことがあげられる。 

効率性 よい 活動は適切かつ効率的に行われている。本プロジェクトは、無償資金協力によって実施された「ニジェール国ドッソ

県、タウア県小学校建設計画」のソフトコンポーネントCOSAGEでの経験を有効に取り入れている。また地方行政官

によるモニタリングシステムを確立した。さらにNGOへの積極的な業務委託を行い研修の深化を図っている。こうし

たことにより、様々な面において効率化が実現している。日本側、ニジェール側双方の投入の質、量、タイミングは

いずれも適切であった。 

インパクト 大きい 本プロジェクトはCOGES政策の推進と実施において、多大な影響を及ぼしている。活性化したCOGESの活動は、対

象校における就学率上昇の大きな要因と考えられ、近々上位目標は達成されると考えられる。そして、本プロジェク

トが用いたCOGES活性化のアプローチと手法は、政府のCOGES政策にも貢献している。政府が作成したCOGES研

修マニュアルは本プロジェクトが開発したマニュアルに基づいている。以上により多大なインパクトがあったといえ

る。 

自立発展性 高い COGESを通じてコミュニティーと学校との間の信頼関係が築き上げられ、住民からの積極的な資金、労力、物品面

での学校への貢献も実現している。COGES監督官、担当官のキャパシティディベロップメント（CD）も行われ、モニタ

リング体制も構築されている。以上により自立発展性はあると言うことができる。そして、NGOの積極的な活用は

NGOのキャパシティディベロップメントとなり、プロジェクト終了後もプロジェクト成果の他州への普及・発展に貢献す

ると期待される。ただし、政府のCOGES政策の一貫性と、COGESへの適切な予算配賦が必要であり、また、さらな

るプロジェクトの支援もCOGESの活性化には必要といえる。 

評価五項目に沿った評価結果 

今回の中間評価調査の結果、期待される成果及びプロジェクト目標は現時点で既に達成されたと判断され、残りの実施期間でさらに活動を拡

大していくことが決まりました。本稿では中間評価調査団による現地報告書をもとに中間評価の結果概要をお伝えします。 
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「裨益者の声」 
 

今回の中間評価現地調査では計8校のCOGES委員、保護者、児童へのインタビューが行なわれました。その中で出てきた学校や

COGESの活動に対する住民、児童の声をご紹介します。 

 

Q:COGESが出来て何が変わりましたか? 

「保護者会だけのときは共益費が集まらず、自分たちで出来る活動は限られていた。COGESが出来てからは共益費が集まるように

なった。その理由はCOGESの運営に透明性があるから。またCOGESを通じて学校で何が起こっているのか住民が理解するように

なったから。」（COGES委員、ビルビス小学校） 

「以前は親が学校にほとんど来なかったが、今は頻繁に授業や会合に参加するために学校に来るようになった。」（児童、カオラ・アル

ハッサン小学校） 

「COGESによって学校の囲いが作られたり、トイレが作られたりして、清潔になった。」（児童、ナダラ小学校） 

 

Q:学校のことをどう思っていますか? 

「以前は学校のことを良く知らなかったし、反感、不信感を持っていました。学校は悪いことを子どもたちに教え、害になるものだと思っ

ていました。COGESの啓発活動によって、今は学校のことをもっと理解するようになり、子どもへの教育のために学校が必要なもので

あると考えるようになりました。」（児童の母親、ナダラ小学校） 

「教育を受けてこそ国を発展させることが出来る。もし、自分が学校に行くことが出来た

なら自分の人生はもっと良いものになっていただろう。」（児童の母親、ナダラ小学校） 

 

Q:読み書きが出来ると何が変わりますか？ 

「どんな職業であれ、読み書きが出来ることでより良い仕事、生活が出来るようになる。

無知でいるとだまされたり、いろんなところで損をする。」（児童の母親、カオラアルハッ

サン小学校） 

「COGESなどの委員会の活動を容易にしてくれる。私は会計を担当しているが、読み書

きが得意でないので、学校に通う子どもに教えてもらうこともある。また、外国に出稼ぎ

に出て行った家族からの手紙が理解できるようになることは嬉しいこと。お金がいくら送

金されているかもしっかり分かるからね。」（児童の母親、ビンゲレ小学校） 

中間評価特集 

中間評価結果概要～つづき 

プロジェクトの効果発現に貢献し

た要因 
 開始後1年半という短期間でプロジェクトがこ

れらの成果を達成することが出来た要因とし

て、次のことが考えられます。 

 

（１）汎用性と費用対効果の追及した参加型ア

プローチ 住民の教育に対する高いニーズと

学校運営への住民の参加意識は非常に高く、

本プロジェクトで導入した汎用性と費用対効果

にすぐれた学校運営住民参加アプローチが、

これらの住民のニーズと意識をうまく引き出

し、具体的な活動へと結びつけることに成功し

ました。 

（２）先行プロジェクトの活用 

本プロジェクトに先立って実施された無償のソ

フトコンポーネントCOSAGEが事実上現在の

COGESモデルのパイロットプロジェクトとして

の役割を果たしており、本プロジェクトはその

経験を十分に活用することが出来ました。 

（３）地方行政官への効果的ななキャパシティー

デベロップメントとモニタリング体制の構築 地

方の教育行政官であるCOGES担当官が研修

の講師として養成され、研修は参加者の理解

を促進するため、極力簡略化し、現地の言葉

で分かりやすい内容になるように工夫しまし

た。研修後のモニタリングについてはCOGES

担当官が担い、月例会議の場でその報告、意

見交換がなされ、彼らの能力強化が図られて

います。このように地方教育行政官を中心に

据えたCOGESの支援体制が構築されました。 

 

今後の課題及び活動方針 
（１）行政、ドナーへの働きかけ 

COGESに関する政府のこれまでの政策は首

尾一貫しているとはいえず、どのようにして機

能するCOGESを全国の小学校に普及し、どの

ような体制で維持、モニタリングしていくのかと

いった具体的なビジョンを未だ提示できていま

せん。また、ドナーの意向に影響を受けやす

く、長期的なビジョンなしに目先の利害のみを

追求した安易な政策決定が目に付きます。今

後は、政府が確固とした方針を策定し、それ

に基づいた磐石な政策を遂行するために、各

国のドナーとの協調もはかり、政府に働きか

けていく必要があります。 

（２）COGESの自立化 

 天候の不順などにより貧困の状況が現在よ

り悪化した場合、住民参加を基にした学校運

営が困難を生じる可能性はあります。プロジェ

クトの対象校では、これまでCOGESの活動資

金はすべて住民自身による拠出金のみで行

なっていますが、多くの地域で住民の大多数

が絶対的貧困レベルに属しており、これら住

民の負担は必ずしも容易なものではありませ

ん。COGESによる収入創出活動、あるいは政

府からの補助金など、住民参加をますます活

発にしていくためには資金調達手段及びその

能力の向上が継続性の観点からも必要に

なってくると思われます。 

（３）COGES連合の設立によるモニタリング体

制の確立 

 本年4月のCOGES政策の変更（全国すべて

の小学校に対するCOGESの一斉設置）に伴

い、プロジェクトは今後、タウア州内の他ド

ナーの介入地域を除くすべての小学校を対象

校とすることになりました。これに伴い、プロ

ジェクト目標をはじめ、PDMが改訂されること

になりました。タウア州のほとんどの小学校が

対象校となったことで、モニタリング体制も含

めた州レベルでのCOGES普及モデルを強化、

確立することが次なる目標となります。課題は

増加したCOGESのモニタリング体制ですが、

タウア州で9名しかいないCOGES担当官が

1300を超える全ての小学校を直接モニタリン

グすることは不可能です。そこで、プロジェクト

が今年度から導入を進めている「COGES連合

（行政の最小単位であるコミューン毎に20～

30のCOGESがグループ化した組織）」がモニ

タリング体制を補完する役割を担うことが期待

されています。今後のCOGESの活動が継続

する上での鍵を握っているのがまさにCOGES

連合であると言えるでしょう。今後のプロジェク

ト活動はこのCOGES連合の結成とその機能

強化に重点を置いていきます。 
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 数字で見る、これまでの活動と成果 

COGES学校活動計画実績 

研修実施実績 

中間評価特集 

住民による分担金拠出（パイロット校24校のデータ） 

住民総会開催数及び参加者数（パイロット校24校のデータ） 

入学登録者数（プロジェクト対象校中325校のデータ） 

 

2003年度 2004年度 
2005年度 
（2005年6
月末現在） 

COGES選挙研修 
対象学校数 

参加者数 

1参加者あたり研修費用 

 

171校 
171名 

7000Fcfa 

 

158校 
158名 

7000Fcfa 

 

976校 
976名 

2000Fcfa  

COGES学校活動計画研修 
対象学校数 

参加者数 

1参加者あたり研修費用 

 
171校 
513名 

7000Fcfa 

 
158校 
474名 

7000Fcfa 

 

 

̶̶̶ 

COGES財務研修 
対象校数 

参加者数 

1参加者あたり研修費用 

 

 

̶̶̶ 

 

 

171校 
342校 

7000Fcfa 

 

 

̶̶̶ 

 

COGES連合研修 
コミューン数/対象校 

参加者数 

1参加者あたり研修費用 

 

 

̶̶̶ 

 

 

1/26校 
78名 

4000Fcfa 

 

6/159校 
433名 

4000Fcfa 
 

APP研修 
対象校数 

参加者 

 

̶̶̶ 

 
25校 
85名 

 

̶̶̶ 

合計 

 

1305校 
1305名 

 
329校 
987名 

 

171校 
342名 

 

7/185校 
511名 

 

25校 
85名 

 COGES以前 
（03-04年度） 

COGES以後 
（04-05年度） 増加倍率 

住民による分担金を

徴収した学校数 
15校 24校 1.6倍 

1校あたり平均拠出
金額 

29,767Fcfa 3,898,185Fcfa 5.5倍 

 COGES以前 
（03-04年度） 

COGES以後 
（04-05年度） 増加倍率 

1校あたり平均住民
総会回数 

0.4回 3.3回 8.25倍 

住民総会参加者数 850人 
（推定） 

6874人 8.1倍 

 03-04年度 04-05年度 増加率 

入学登録者数 61,108人 67,453人 9.41% 

男子 38,931人 42,501人 8.4% 

女子 22,177人 24,952人 11.1% 

138

93

35

344

420

99

285

181

0 100 200 300 400 500

APP

環境

COGES機能強化

保健･衛生

インフラ整備

就学促進啓発活動

学習効率の向上

校内安全

04-05年度学校活動計画カテゴリー別活動

 全COGES担当官 
〔9名） 

COGES担当官 
一人あたり平均 

巡回学校数 1505校 167校 

月平均巡回学校数 188校 21校 

巡回日数 765日 85日 

月平均巡回日数 96日 11日 

バイク走行距離 77,155km 8,573km 

月平均バイク走行距離 9,644km 1,072km 

ガソリン代 1,997,863Fcfa  221,985km 

月平均ガソリン代 249,733Fcfa 27,748km 

COGES担当官巡回記録（2005年11月～6月） 

 03-04年度 
（対象校171校） 

04-05年度 
（対象校329校中325校） 

学校活動計画総数/ 
1校あたり平均計画数 

617活動/ 
3.61活動 

1,765活動/ 
5.43活動 

実施総数/ 
1校あたり平均実施数 

575活動 
3.36活動 

1,595活動/ 
4.91活動 

実施率 93.19% 90.37% 

学校活動計画予算総額/ 
1校あたり予算総額/ 

1児童あたり予算総額 

 
26,414,028Fcfa/ 

196,126Fcfa/ 
－ 

98,919,811Fcfa/ 
304,369Fcfa/ 

1466Fcfa 

実施総額/ 
1校あたり実施総額/ 

1児童あたり実施額 

77,862,435Fcfa/ 
154,468Fcfa/ 

－ 

77,862,435Fcfa/ 
239,577Fcfa/ 

1,154Fcfa 

資金投入率 76.67% 78.71% 
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イベント報告 

こ の詩が静かなメロディーの音楽とともに10歳の女の子によっ
て詠われると、静まりかえった会場からは、すすり泣きの声

が聞こえてきました。この日多くの人の心を打ったこの詩は、トゥ

ドゥニにというタウア州の田舎の村にある女の子が、学期末に行わ

れる「学校祭」で演じたもので、女子就学促進のために、COGES

が企画し、教員と児童が一緒に作りました。すばらしい詩なので、

「みんなの学校デー」で、多くの人々の前で披露してもらうことに

しました。 

 「みんなの学校デー」は、タウア州で行われている住民の力に

よって行なわれているCOGESの活動や、APPで児童たちによって

行われているすばらしい活動を、全国の人々に知ってもらうために

企画しました。 

 

  7月21日（木）ニアメで行われた「みんなの学校デー」には、

人口社会活動大臣、基礎教育識字省関係者（教育大臣秘書、基礎教

育総局長、COGES推進室長など）、教育関係NGO、外国ドナー

関係者などが招待され、隊員を含むJICA関係者を合わせ、約100

名が集まりました。児童たちの発表のほか、JICA教育分野協力隊

員活動紹介、プロジェクト活動紹介ビデオ、パネル・写真の展示と

盛りだくさんの内容で、約4時間に渡るこれらの紹介は、あっとい

う間に過ぎてゆきました。 

 

  JICAニジェール駐在員事務所笹館所長によるJICA教育分野協

力（協力隊員の活動など）の紹介の後、原プロジェクトリーダーが

会場をアッと驚かせた現地語（ハウサ語）を交えての挨拶、続けて

各COGESのダイナミックな活動の様子、プロジェクトの活動と成

果をまとめたビデオの上映が行われました。 ビデオの内容は、民

主的な選挙によってもたらされた住民の意識の変化や行動がインタ

ビューを通して紹介され、またCOGES活動によって改善された学

私は、みんなに訴えたい。 
お父さん、お母さんに言いたい。 
あなたたちは、学校は男の子の行く所だと言った。 
あなたたちは、私を学校に行かせなかった。 
なぜ、私をこんなに早く結婚させたの。 
あなたたちは、私から勉強する機会を奪った。 
私も国にために、社会のために働きたかったのに。 
今、私は無知の世界にいる。 
でも、私の妹たちを、学校に入れてあげて。 
彼女たちに勉強させる機会を与えて。 
先生たちは、この国の教育のために。 
看護師さんは、病気で苦しんでいる人たちのために。 
法律家は、平等な権利のために。 
知識人は、この国の発展のために。 
大人たちは、子どもたちの未来のために。 
教育を受けることは、 
すべての問題の解決の出発点なのだから・・ 

「みんなの学校デー」  

校環境の変化を現地の生の声と子どもたちの笑顔とともに上映

されました。 

   

 児童による劇「タマ村の歴史とその由来」では、子どもたち

の迫力ある演技・表現力とユーモアで、会場から笑みがこぼ

れ、詩の発表「村の女の子の主張」では、村で学校に行けない

子どもの現状をリアルに表現しており、強烈なメッセージで会

場の招待者の涙をさそっていました。このように児童による演

劇や詩の発表、そして会場に展示されたAPPによる児童の作品

に、多くの賞賛の声が聞かれました。 

 

  これらの様子は、テレビ・ラジオにて全国で上映され、地

方のプロジェクト関係者にも今回の模様が届けられました。 

    

   基礎教育総局長は、「プロジェクトの内容がとても分か

りやすかった。これらの活動を是非他のドナーやNGOに紹介し

たい。ビデオ・パネル展示・写真によって、活動の様子が一目

で把握できました。また、児童によるAPP活動発表も画期的な

発想であり、ニジェールの歴史や文化を尊重・伝承しようとい

う取り組みがすばらしい。今回出席できなかった教育省関係者

に是非この内容を紹介したい。」と、この日の内容を絶賛する

お言葉を頂きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト活動紹介イベント 
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COGES連合 

持っているということがわかりました。驚いたのは、教育開発のた

めの住民による様々なイニシアチブがすでに発揮されていたという

ことです。タウアの学校におけるもうひとつの大きな問題は、契約

教員の問題です。この問題にもすでに取り組もうとしている連合が

ありました。契約教員の問題は深刻で、その原因は待遇の悪さ（給

与の低さ）、養成期間や短さやその内容の不十分さからくる教員と

しての質、モラルの低さです。契約教員の授業は面白くなく、欠席

も多く、コミュニティーは不満を持っており、学校不振の大きな原因

になっています。この問題に関し、ある連合では、契約教員に対す

る研修を自ら組織することをその活動計画の中で提案していたの

です。もちろん、COGES役員の中には必ず校長が入っているため

に可能な計画ですが、この大きな問題を自分自身で解決しようと

するイニシアチブには驚かされました。 

 

  プロジェクトは、活動計画の中で、すべてのCOGES連合がその

計画の最初にあげている就学促進計画を支援することにしまいし

た。なぜなら、この計画を成功に導くためには、教育の地方行政の

支援が必要だからです。教員の配置は、行政側の意思に係ってい

ます。せっかく、COGESが就学を促進して、その児童のための仮

説教室を作っても教員が配置されなければ、なんの意味もありま

せん。そこで、プロジェクトは、行政側を巻き込んだ就学キャンペー

ンを行うことにしました。このキャンペーンが成功し、実際に多くの

子どもたちが新入生と登録された時、行政側もCOGES連合の実力

を知り、COGES連合自身も自分たちが自分たちの子どもたちの未

来に大きな役割を果たせることを肌で感じることが出来るでしょう。

その意味でもプロジェクトはこのキャンペーンに対し、全力を挙げ

て支援します。 

 

  COGES連合は、教育のための住民組織という枠を超えて、村

の問題を解決するための住民組織に発展する可能性を持ってい

ます。現在、タウア県は去年の不作が影響して、食料が不足し、多

くの村で、多くの子どもが飢え、死に直面しています、。今年は雨

が順調なので、あと2ヶ月持ちこたえられれば、飢えに犠牲になる

子どもいないはずです。プロジェクトもCOGESも「子どもに未来を」

という標語を掲げながら、今の状況に対し手をこまねいて静観して

いるだけです｡ COGES連合が発展すれば、将来的に食料安全供

給のネットワークを作ることも可能になってくるでしょう。一日でも早

い成長を祈って、プロジェクトは全力でCOGES連合を支援します。 

 

 

この6月で、タウアに7つのCOGES連合が結成されました。連合内

の学校数は、151校です。連合の結成のために、プロジェクトは2回

の研修（会合）を行いました。この研修はそのほとんどの内容を参加

者自体が自主的に考えるという試験的なものでした。住民参加研修

にした理由は、COGES連合自体その結成がCOGES政策では予定さ

れていますが、その構成は意義、行政的地位等は規定されていな

いためと、COGES連合をできるだけ住民の意向を取り入れた組織に

するためです。最初、研修の導入として、ニジェールの村の学校の

問題を図解した絵を見せて、それらの問題がいったいどのレベルに

属する問題か考えてもらいました。つまり、様々な問題がそれぞれ、

村や学校レベルで解決できる問題なのかそれとも県レベルなのか

州レベルなのかそれとも国なのかを明確しましたのです。明確にす

ることによって、自分たちだけで解決できることがたくさんあるという

ことがわかると同時にもっと多くの力を結集しなければならないとい

うことも解ってきて、COGES連合が本当に必要だと参加者みんなが

感じるようになりました。その後、COGES連合の意義や役割、その

組織の構成などは、参加者が考えます。1回目の研修の終わりに

は、参加者が考えたCOGES連合が出来上がっています。参加者は

各COGESの代表ですから、各村、学校に話し合った内容を持ち帰

り、本当にCOGES連合に参加するかどうかを村の住民集会によって

決定し、第1回目の研修で決められたCOGES連合の規定についても

話し合います。COGES連合へ参加が村民の総意で可決された学校

は、第2回目の研修に参加し、COGES連合の規定についての各

COGESで話し合った内容によってコメントを受け、最終的な規定を

作成した上で、COGES連合事務局の選挙を行って、事務局を選出

し、COGES連合が結成されます。この研修を通して確認できたこと

は、参加者の意識や意欲の高さでした。出来上がったCOGES連合

の規定は、プロジェクトの想定したレベルを超え非常にレベルの高

いものでした。 

 

結成されたCOGES連合の最初の仕事は、ニジェールの地方行政

の最終単位であるコミューンにその結成を届け出て、正式な組織と

して認定してもらうことです。それから、COGES連合としての活動計

画を作成します。この活動計画は、連合単位でしか解決できない問

題を分析し、その解決策を計画化したものです。一番多かった計画

は、就学促進でした。これは、世界で教育開発が最も遅れているニ

ジェールでも就学率の低い、特に男女格差が大きいタウア州では、

まず最初に解決しなければならないことですが、住民も同じ認識を

COGES連合の結成と就学促進キャンペーン 
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我流用語解説 

  今回の用語解説は、少し、COGESの直接

関係する用語を離れてAPPの解説です。 

 

APPの日本語の訳は、生産実習活動で

す。ニジェールでは正式な学校での教科で、

時間割では週1.5時間が振り分けられていま

す。ニジェールだけでなく、多くのアフリカ諸国

でも実施されているこの教科は、1987年に新

しく成立した教育に関する「新プログラム」の

一環で導入されました。定義は、「従来型の理

論中心の教育から地域の実情を反映した生

産活動を学校カリキュラムに組み込み、児童

一人一人が自分たちを取り巻く地域社会を理

解し、卒業後の生活に役立てられる技術・知

識を身につけること」とされています。 

 しかし、ニジェールではその導入のため多く

の努力がなされてきたにもかかわらず、盛ん

にはなりませんでした。ニジェールだけではな

く、他のほとんどの国でもAPPは成功していま

せん。なぜなのでしょう。その理由ついては、

ニュースレター第6号でも触れていますが、プ

ロジェクトの1年半の活動で、その理由がさら

にはっきりとしていました。要するに、他の教

科に比べて優先順位が低いため、その促進

のための政策もないし、国が予算も付けてい

ないのです。したがって、現在のAPPの置か

れている状況は、多くの教員にとっては、カリ

キュラムに組み入れられてはいるものの試験

科目ではなく、重要性は低い、実施したくても

やり方はわからない、やり方がわかっても教

材も教材を買うお金もないというところです。 

    

こんな状況の中、果たしてAPPは成功し、

プロジェクトがAPPに期待する「魅力的な学校

作り」に貢献できるのでしょうか。また一時教

科が盛んになっても果たしてそれが継続する

でしょうか。APPは教員だけが頑張ればうまく

行くのでしょうか。 

 

プロジェクトが考えた解決策とは、教員や

保護者やコミュニティーのみんなが必要だと

思い、児童が楽しいと感じるAPPを作ることで

す。この解決策を見つけるきっかけは、APP

クラブにありました。APPクラブを始めてから

クラブがある日には授業に欠席しがちな生徒

も学校にくるようになり、クラブの時には児童

に笑顔がありました。教員は子どもが夢中に

なる教え方にやりがいを感じ初めました。保

護者や住民の人たちは、自分たちクラブで教

えていることの教員として呼ばれ、興味を持

ち、自分の子どもたちの将来に役立つことだ

と思うようになりました。結果として、子どもは

APPクラブの日を心待ちにするようになり、教

員は自分の教え方に自信を持ち、住民は教

材購買などにお金を出すようになりました。 

 

 実はAPPにはもうひとつ重要な役割があり

ます。それは、村の文化の継承です。先日首

都ニアメで行った「みんなの学校DAY」で、タ

ウア州ブザ県にあるTamaという小学校の

APPクラブのメンバーが演じた劇は、村の誕

生の由来をテーマにしたものでした(下記コラ

ム参照）。この劇は村の長老がAPPクラブの

メンバーに語った古い村の伝承を元にして作

られたもので、それを見た多くのニジェール

の教育関係者に感銘を与えました。その理

由は劇自体の完成度が高かったこともあり

ますが、それよりも、ニジェールの学校教育

でその必要が叫ばれながら無視さえ続けて

きたものが、その劇の中にあったからです。

それは、自国や地域の伝統や文化を伝える

という教育の形で、ここで演じられた劇はま

さにそれお具現化したものだったのです。 

 

 10月からプロジェクトでは、子どもの主体

性を引き出す指導法などを中心とした教員

研修、住民にAPPの意義と参加の重要性を

強調するCOGES委員研修を同時に行い、

APPクラブの中に新しいAPPの形を模索し

ます。 

 

 最後になりましたが、APPの定義は、みん

なが満足し、楽しみ、自己の文化を再認識

できる活動と定義してこの章を終わりたいと

思います。 

  

プロジェクトチーフアドバイザー 

       原 雅裕 

APPって何？  

 ～その新しい形～ 

ぼくたち、私たちの村 タマ村の歴史 

～タマ村は、どうしてタマ？～ 
(ブザ郡タマ小学校 文化クラブより) 

＜第一章＞ 
 むか～し、むかしのことだった。たった1つの井戸しか無い小
さな村があった。村人は、大切な水をこの1つの井戸から供給し

ていたのだが、いつの日からかその井戸の側に、恐ろしいライオ

ンが住み着くようになった。村の女たちが井戸の側に近づくと、

そのライオンは、恐ろしいうなり声を上げ人々を怖がらせた。 

 大切な水を確保できず困っている村人たちの様子を見て、村中

の狩人たちがここぞとばかりに立ち上がった。そして、すさまじ

い格闘の末、狩人たちの勇気ある

行動によってライオンは仕留めら

れ、村人たちは、自由に井戸を使

えるようになった。 

 

＜第二章＞ 
 水を確保できるようになったこ

の村は、もう1つ問題があった。

 a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a 

村の土地である。その村の土地は、やせていてごつごつした石

（タマと呼ばれる石）で覆われていた。～この石が、タマ村の名

前の由来である～ 

恐ろしいライオンは仕留めたものの、大事な食べ物が無

い・・・。そこで、村の長老たちは考えた。 

 「この石で覆われた土地を開拓して農業を始めよう！」と。 

 村人たちは立ち上がり、みんなで力を合わせ毎日、毎日、土地

を耕した。村の住民により、みるみる土地は豊かになり、十分な

穀物・野菜を供給できるようになった。村は少しずつ大きくなっ

ていった。 

 

＜第三章＞ 
 村が、大きくなるにしたがっ

て、住民の中には、他の国へ出稼

ぎに行きだすものが出始めた。一

年に一度男たちは村に帰ってき

て、家族に十分なお金とお土産を

持ってきた。しかしながら、同時

にいろいろな病気も。 

(次頁へつづく） 
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●編集後記● 

 先日、タウアの小学校の教室の後ろで

授業を見ていたら、窓のそとばかりを眺めて

いる子がいた。見つかって怒られなければ

いいがと瞬間的に思った。そう思ったのは、

実は自分が小学校のころ、外ばかり見てい

てよく廊下に立たされたからだ。大人になる

につれ処世術を覚え、人がいるとぼうっとし

ていることを気づかれないようになったが、

本質は変わっていない。一人で、タウアから

ニアメに向かう7時間の車の中では、眠って

いるか、ぼ外をんやり見ている。しかし、外

を見ているからといって、景色を見ている訳

でも、一つのことを考えるのでもない。ぼん

やり何かを考えている。そんな時、そう100

回に一回くらい、とてもいい考えが浮かぶ。

今はプロジェクトの問題解決策のことが多

い。 

 10年くらい前、アフリカの様々な国に行

き、その国にあるほとんどの援助機関やプ

ロジェクトを回っていたことがある。その頃、

フランス語圏アフリカで同じような仕事をし

ている同国人が居らず、ホテルや省庁で会

うのは、世銀とかDACとかGTZに雇われた

コンサルタントと呼ばれる人が多かった。特

に、世銀のコンサルタントは、機敏で、言葉

が出来、すぐに大臣とか要人と会い、一晩

で分厚い報告書を書いていた。比較する人

間がこういう人たちなので、いつもものすご

い劣等感に悩まされていた。どうしたら追い

つけるのだろうといつも考えていた。しかし、

その内、そういう人たちが中心になって作っ

たプロジェクトに感心できるプロジェクトが少

ないということに気づいた。その理由は、あ

るいは、このような人たちが現場に行く機会

がなく、人々の声が聞こえていないからかも

しれないと思った。しかし、案件立案者が現

場に行く機会が少ないのは当然だし、現在

ほとんどの案件は住民の声を反映すべく、

その立案に参加型手法を使っている。しか

し、ほとんどの案件立案が参加型手法を

使っている現在、その手法だけではいい案

件にかならずしも繋がらないということはわ

かっている。それでは、なにが問題なのだろ

う。 

 ある日、ある人と話してそれがわかった。

その人は、上述の問題は案件立案者に想像

力と創造力が欠けているのだよと言った。彼

の言う想像力とは、1日1ドル以下の生活をし

ているひとが国民の50％と知ったとき、その

国の状況をまざまざと想像できる力であり、

最貧国のニジェールで、学校をよくするため

に住民が5万円相当分の資源を動員したと

聞いたときに、それがどのくらいすごいこと

か、想像出来きることである。あるいは、数

少ない機会しかない現場で、聞いたり、見た

りしたことで、本質を見抜く力と言ってもい

い。創造力とは、現場の情報と、援助の潮流

や国の政策などを総合的に判断し、もっとも

費用対効果の高いアプローチを創造する力

だ。この創造力は、一見、進んでいるように

見える援助業界にたくさんある常識や固定

観念に囚われない、自由な発想と、柔軟な

思考が必要である。あの人たちが作った案件

は、恐らく、自分が属する組織が気に入るよう

に作られた案件だったのだ。そう気が付いた

時、専門書を閉じ、ひたすら夢想して、想像力

を磨くことにした。もちろんこれは、自分が怠惰

なことの言い訳だが、案件立案実施者にとっ

て、この二つの力が欠けていることは致命的な

欠陥と言っていい。自分に適正があるかわか

らない。 

 先日、上述した5万円を住民が動員した話を

引いて、ニジェールの教育分野に大きな影響

を持つドナーの案件担当者にニジェールの住

民の能力を否定的に見て作られた案件のアプ

ローチの改善を迫った。彼の答えは、自分は

経済学者だから、アプローチの効率性を数字

で明確に示さない限り納得は出来ないと言っ

た。それならば、次回会うときは、ニジェール住

民の教育への想いを、数字として、圧倒的な成

果とともに示そうと心に誓った。（H) 

夢想癖 

プロジェクト カレンダー 

2005年8月～9月  

☞8月１日：月例COGES担当官会議 
☞8月2日：COGES連合会議、タウア視学官事務所長会議 
☞8月8～12日：プロジェクト事務所夏休み 
☞9月3日：月例COGES担当官会議 
☞9月4日：COGES連合会議 
☞9月3～8日：JICA基礎教育支援紹介ビデオ撮影 
☞9月7～16日：JICA特定テーマ評価「住民参加」調査 
☞9月中旬～下旬：COGES女子就学向上キャンペーン 
 

 

家族の大黒柱である男たちが、出稼ぎに行くことは、村の女性に

とって喜ばしいことではなかった。なぜなら、子どもの教育をす

べて抱え込まなければならなかったし、家事にも忙しかった。 

そんな状況をすこしでも改善しようと村の女性たちはいろいろな

ことを考えた。 

 女性グループを作って、家事の負担を軽減したり、子どものお

守りを協力したりした。 

 現在では、「女性の地位向上のためのグループ」・「女性の識

字教育のためのグループ」等々多くのグループが活動している。 

 

 タマの村は、動き出している。タマ、タマ、タマ・・・・。 

 これが、私たちの村。誇り高き私たちの村。 

終わり 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－６１０－５７１ 
E-mail：Rosedesaha@aol.com   

または Onoue.Kimikazu@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページが 

リニューアルしました!! 
（http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0） 

 
「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームページか

らダウンロードできます。新しいホームページにはフォトギャ

ラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

～タマ村の歴史～ 
（前頁からのつづき） 
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みんなの学校だより 
vol.１０ 

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
  

2005年11月15日発行 

   2005年９～12月                                                       Vol.10 

在プロジェクトでは、タウア州の32コミューン

（注１）で、COGES連合(注１）設置研修と1034校

に対する学校活動計画研修（注2）を同時に実

施しています。プロジェクトがすでに設立して

いる7つのCOGES連合に、今回設立される32

のCOGES連合を加えるとプロジェクト支援地

域はタウア州全土に広がりました（注3）。研修

は経済的で効果的な巡回、キャンピング方式

で行うため、研修班が村に泊り込む日数も多

くなります。そこで、研修班（車4台、NGO要員

4名、支援要員2名）を2班に分けましたが、そ

れでも3ヶ月の亘るマラソン研修となりました。

この研修は、規模も大きいのですが、その意

義も多岐にわたります。その意義を以下整理

します。 

 

COGES連合設置、学校活動研修の意義 

１．プロジェクト直接、間接裨益者の増大 

プロジェクトの前半の活動で証明されたよう

に、COGES(注4）委員の民主的な選出を行い、

学校活動研修（注5）を受け、学校活動計画を

実施した学校では、住民の教育への意識が

高まり、住民の学校運営への参加が活発化

し、学校の環境、教育へのアクセス、質が目

に見えて改善します。今回の連合設置と同時

に行う学校活動研修の対象１034校は、すで

に民主的なCOGES委員の選出を終えおり、

今回の学校活動研修を受けた後、COGESが

「機能」しはじめます。これらの学校に、プロ

ジェクト旧対象校を加えると、タウアのほとん

どすべての学校に「機能」するCOGESが設置

されたことになり、その活動成果の恩恵を受

タウア全州にCOGES連合設置 

ける児童は20万人を越えます。さらに、間

接的な裨益者である保護者および地域住

民は180万人に上ることになります。 

２．州レベルでのCOGESモニタリングシス

テムの確立。 

COGES政策の大きな問題点の一つは、地

方行政官であるCOGES担当官が一人で平

均200以上の担当COGESを直接巡回して

モニタリングができるかという点でした。こ

の問題に対し、プロジェクトではCOGES連

合の内部自主モニタリングとCOGES担当

官の連携という解決策を提案していまし

た。今回、この提案をタウア州全土で実現

することにより、世銀等が疑問視していた

COGESモニタリング体制の確立の可能性

を示しました。 

３．全国普及モデルとしての「みんなの学

校」モデルの実証 

民主的な住民組織の設立＋住民参加によ

る学校改善計画の実施＋地方行政官によ

るモニタリングという本プロジェクトが開発

したCOGES設立、活性化モデルが、1300

校において機能することによって、その速

さ、単純さ、効果、持続性が実証され、全

国普及モデルとしての有効性が証明されま

す。（プロジェクト解説参照）                    

４．住民主体の教育開発の可能性の提示 
教育の地方分権化政策では、どの程度の

権限が住民に移譲されるか、住民側の能

力がどの程度改善されるかが重要です。し

かし、それ以上に、住民の教育開発に対す

る意向が行政側にどの程度反映されるか

がさらに重要です。COGES連合は、今後、

住民の声を代表して、政府に届け、政策に

本当に住民の意向を反映させ、住民主体

の教育開発を実現出来る組織となる大き

な可能性を持っています。 

５．住民組織としてのCOGESの有効性 

COGESはタウアの農村にあって、唯一の

民主的で機能する住民組織である場合が

多く、COGESが主導する活動の村民への

影響力は、今回の就学キャンペーン（小学

校入学者数が前年度の3倍となる）でも実

証されました。COGESを教育分野のおける

住民組織という視点だけでなく、村の中の唯

一の住民組織ととらえ、マルチセクターな村

落開発の基本組織として利用することも可能

です。 

 

今後の問題点 

COGES連合が多くの意義を持っていることは

確かですが、設置されはじめてから日も浅い

ことから問題もあります。 

第１の問題点は政策的な立場です。COGES

連合は、正式にその結成がCOGES政策の中

で予定されていまいしたが、行政的にその地

位が確定している訳ではありません。教育開

発10ヵ年計画の実施評価組織にはCOGES代

表、COGES連合の参加は認められていませ

ん。今後COGES連合の内容を充実していくと

ともに、その地位の確立のため行政に働きか

けていく必要があります。         

第２の問題点は、COGES連合が機能化で

す。COGES連合が機能するために運営費が

必要です。COGES連合への政府からの補助

金等が期待できない現状では、連合内の各

COGESがお金を出し合う必要があり、実際に

現在は各COGESの負担金でCOGES連合の

運営費がまかなわれています。しかし各

COGESの財源には限度があり、プロジェクト

は、COGES連合の運営費を捻出する収入創

出活動の導入支援を用意しています。 

 

COGES連合が名実共に、COGESを通した住

民の声を反映した教育改革の主役になるよう

にプロジェクトは応援していきます。 
 

（注１）コミューンとは、ニジェールの地方分権化改革の一

環で、創設された最小の地方行政単位です。 

（注２）COGES連合は、COGESをグループ化した組織です

が、詳しくはニュースレターVol8の我流用語解説「COGES

連合って何」 をご参照ください。ニュースターのパックナン

バーはプロジェクトHPで見れます。 

（注３)アイルランドのNGOの支援地域にある２ミューン、Eu

のプロジェクトの支援地域にある２コミューンを除く 

（注４）COGESについては、ニュースレターVol7. 我流用語

解説「COGESって何」をご参照ください。 

（注５） 学校活動計画は、住民が参加して作成、実施する

学校の環境を改善するための活動計画です。詳しくはニ

ユースレターVol,5「学校活動計画の本当の役割」をご覧く

ださい。 

 

学校活動計画研修も同時に実施、その５つの意義とは 

今号のハイライト :  

●COGES連合設置 
●プロジェクト解説「みんなの

学校モデル」とは 

●COGES政策の今後 
●APPクラブ研修 
●教員、COGESセミナー 

研修参加者のためのマットレスを運ぶ車両 
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プロジェクト解説 

「みんなの学校」モデルとは 

現在、多くの途上国において「万人のため

の教育」を達成するために、初等教育システ

ムの改善充実に向けた取り組みがなされてい

ます。その取り組みの中で地域住民の参加に

よる学校運営の改善向上は一つの大きな柱と

して、多くの国で政策として取り入れられてい

ます。これは国家が「万人のための教育」を提

供するだけの“体力”と“能力”（つまり、国家予

算と行政能力）を備えておらず、その不足を地

方行政や地域住民の力で補い、かつ地域社

会のニーズにあった学校教育を提供するとい

う目的が背景としてあります。しかしながら、ど

のように学校運営に住民の参加を促し、機能

させていくのか、具体的な戦略、枠組みにつ

いて明確な方針が定まっていない場合が多い

ようです。ニジェールにおいても「教育開発

10ヵ年計画（2003-2012）」の中で。COGES（学

校運営委員会）の設置による学校運営の分権

化、住民参加の促進が明記されているもの

の、その具体的戦略、枠組みは当初明らかで

はありませんでした。みんなの学校プロジェク

トは、具体性に欠ける、いわば「絵に書いた

餅」であったニジェールのCOGES政策に対し、

具体的に目に見える成果とともに機能する

COGESのモデルを示しました。その結果、現

在そのモデルがほぼそのまま政府の政策とし

て採用されています。これまで本ニューズレ

ターにて断片的に紹介してきたその内容につ

いて、今回一つのモデルとして整理し「みんな

の学校モデル」としてご紹介したいと思いま

す。 

  

機能するCOGESに必要な3つの要素 

機能するCOGESを作り出すために必要な

要素として、（１）民主選挙、（２）学校活動計

画、（３）研修・モニタリング、の3つが挙げられ

ます。いずれも「みんなの学校モデル」に不可

欠なコンポーネントなので、それらの特徴を以

下に説明します。 

 

（１）民主選挙 

「みんなの学校モデル」を特徴づける最も重

要な要素はCOGES委員のうち住民の代表を

民主的な選挙で選ぶということです。COGES

委員は校長1名、教員代表１名、保護者会代

表3名、母親会代表1名、児童代表1名からな

りますが、その保護者会代表、母親会代表を

選挙によって選びます。COGESの構成員を住

民が選挙で民主的に選ぶことによって、多く

の保護者、住民にとって自由に意見ができ、

参加しやすい環境が作られ、学校運営には

住民のニーズが反映されます。また、民主選

挙の実施はやる気と能力のある人材がイニ

シアティブをとって活躍できる機会を提供し、

さらに、組織の透明性やアカウンタビリティー

も高めます。当初、ニジェールの伝統的な村

落社会で民主的な選挙が本当に実施可能な

のか危惧を抱く関係者も多かったのですが、

プロジェクトの経験から、ほとんどのコミュニ

ティーでそれが受け入れられ、機能すること

が分かりました。コミュニティーの中にはほと

んど住民の支持なく保護者会を牛耳っていた

“抵抗勢力”が存在するところもありました

が、関係者の粘り強い努力で選挙は実現し、

その抵抗勢力は一掃されました。この一連の

過程で広く住民自身が学校運営により関心を

示すようになるようになりました。（みんなの

学校だよりVol.4参照） 

このように民主選挙の実施は学校運営に

不可欠な“機能する”組織をもたらす重要な

要素といえます。 

 

（２）学校活動計画 

民主選挙で選ばれた代表によって、機能

するCOGESの体制が整っても、活動の道筋、

枠組みが無ければ具体的にどういう活動をど

のように行えばいいのかわからないのが普

通です。この活動の道筋・枠組みを示すもの

が学校活動計画です。まず、計画の策定に

当たっては、COGESが中心となって住民集

会などの場で学校が抱える問題の分析を

行います。数ある問題、課題のうち、その深

刻さ、緊急性、コミュニティー自身で解決可

能か、など様々な条件を考慮しながら、解

決策や優先順位を定め、年間学校活動計

画として策定します。この活動計画の実施

予算は、コミュニティーの自己資源でまかな

われます。つまり、プロジェクトからの資金

や物品機材の投入はゼロだということで

す・。コミュニティーの自己資源を使うという

ことに対し、当初、大半の住民が絶対的貧

困にあるニジェールの村落でその可能性を

疑問視する関係者もいました。しかし、本

ニューズレターでも多々ご紹介してように、

学校活動計画の実施において、関係者の

予想を大きく上回る住民の参加と数多くの

具体的な成果が示されました。多額の資金

をつぎ込んで実施する活動は、目に見える

大きな成果が上がるかもしれませんが、外

部から多大な資金や機材供与は、裨益者

の依存心を高かめる上、投入が多ければ

多いほどモニタリングの手間がかかるなど

将来的に普及型モデルとして成り立ちにく

いと考えられます。学校活動計画の成果は

地味かもしれませんが、逆に地味でもすぐ

に成果が見えることで自分たちだけでもで

きるという自信につながり、新たな展開へと

可能性が広がります。 

 

（３）研修・モニタリング 

上記、COGES設置の為の選挙及び学校

活動計画の策定実施には、まず研修を行な

い、それぞれの研修を受けた校長、COGES

委員が各学校で活動を行います。しかし初

めから、各COGESが自立的な活動の実施

を行うことは困難であり、外部者によるモニ

タリングが不可欠です。「みんなの学校モデ

ル」では、その研修の講師とモニタリングを

既存の行政機構、つまり県レベルの視学官

事務所に一名ずつ配属されているCOGES

担当官が実施するようしました。研修内容

は単純で簡略であり、また全てのCOGES担

当官は教員経験者であるため、短期間の

養成で研修の講師として十分な能力を身に

つけることが出来ました。モニタリングにつ

いてはCOGES担当官がバイクで各COGES

を巡回して実施します。タウア州内9名の

「みんなの学校」モデルとは 

 みんなの学校プロジェクトが提案する 

 あたらしい住民参加型学校運営の形 
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COGES担当官は毎月一回月例会議を開催

し、お互いのモニタリングについて報告、意

見交換を行い、モニタリングなど能力の向

上に努めています。さらに、研修の講師とモ

ニタリングの両方を同じCOGES担当官が担

当することで研修とモニタリングの内容の双

方向のフィードバックが容易になります。こ

のように研修・モニタリング能力強化を中心

とした行政のCOGES支援体制強化を行なう

ことでプロジェクト終了後のCOGESの活動

の継続性を図っています。 

しかしながら、国のCOGES指定校の数が

限定されていた昨年までは、この各県一名

のCOGES担当官でモニタリングを行なうこ

とが可能でしたが、今年4月から一挙に全て

の小学校にCOGESが設置されることにな

り、このCOGES担当官だけでは全ての

COGESのモニタリングは不可能になりまし

た。そこで、各COGESを行政の最小単位で

あるコミューン毎にCOGES連合としてグ

ループ化し、連合が事務局を選挙で選出し

て、自主的にモニタリングを行ない、COGES

担当官の任務を補完する体制作りに取り組

んでおり、既に昨年度から他に先駆けて設

置した7つのCOGES連合では、やる気と能

力を兼ね備えた人材が事務局メンバーとし

てCOGES担当官をしのぐほどの活躍してい

ます。 

今後、機能するCOGES連合が出揃い、

行政とCOGES連合との補完的なモニタリン

グ体制が整えば、「みんなの学校モデル」が

州レベルで成り立ち、普及モデルとしての完

成度が高まるといえます。 

 

「みんなの学校モデル」から得られる成果 

「みんなの学校モデル」から得られる成

果、つまり機能するCOGESがもたらす成果

は実に様々で、教育機会と質の向上に貢献

するというだけでなく、そのインパクトも含め

ると教育分野というセクターを越えて影響力

をもつ可能性を秘めています。これまでの

プロジェクトの経験から得られた成果につい

て以下の4点にまとめます。 

 

（１）教育機会及び質の向上 

昨年までの対象校においてCOGESは、学

校活動計画の実施を通して、以下のような

子どもの教育機会の向上及び教育の質の

改善向上に貢献できることを証明しました。 

《教育機会の向上》 

-COGESによる就学促進を目的とした

啓発活動の実施による親やコミュニ

ティーの学校教育に対する意識向上、

児童入学登録率の向上、特に女子就

学の啓発活動 

-教室の増設 

-教員への便宜供与等による教員の

確保 

《教育の質の改善・向上》 

-校内安全の確保（塀の設置、清掃活

動、警備員の雇用） 

-インフラの整備（教室の修復、増設、

机・椅子等の機材購入または製作） 

-保健衛生環境の整備（飲み水の供

給、清掃活動、薬箱設置、植林） 

-学習効果の向上（教科書・教材の購

入および支給、夜間学習グループ支

援、COGESによる成績管理、教員へ

の便宜供与、成績優秀児の表彰な

ど） 

-地域社会のニーズに応じた教科の

導入（生産実習活動支援、クラブ活動

支援、修学旅行） 

 

また、7ページの記事で紹介しているよう

に、ニジェールでは教員（とりわけ契約教

員）の待遇、教員の養成及びモニタリング体

制の不備によって、欠席や不在、授業放棄

など教員の勤務態度がとても望ましいとい

える状況ではありません。このような状況に

対して保護者やコミュニティーが関わり、学

校に来る機会が増えることによって、教員

の勤務態度にも変化が現れるなど、コミュニ

ティーが学校運営に関わることで中央行政

だけでは対処し切れなかった様々な問題の

解決に効果を発揮することが実証されまし

た。 

 

（２）コミュニティーと学校の関係改善 

これまでの小学校は国家によって「村に

設立された学校」でしたが、COGESが設置

されることで、より住民に身近な存在になり

「村の学校」、「コミュニティーの学校」として

認められ、住民のオーナシップが高まりまし

た。COGESの設置以前にも保護者会という

組織は存在していましたが、形だけのもの

であったり、教員（校長）と対立するなど、学

校運営に積極的に関われる組織ではありま

せんでした。教員は国家から任命派遣さ

れ、コミュニティーと良好な関係を築くことが

出来ず、孤立するものも少なくありませんで

した。しかし、COGESが設置されることで教

員・学校と保護者とのコミュニケーションが

促進され、同じ土俵で同じ目標に向かって

活動することでお互いの距離が縮まり、

様々な方面でプラスに作用するようになりま

した。 

 

（３）住民参加の促進 

「みんなの学校モデル」によってCOGES

が成立することで、保護者や住民の活動へ

の参加は格段に高まります。例えば、学校

活動計画の実施を通じて、昨年度の対象校

（329校中データ提出があった325校）では平

均して1校あたり239,577Fcfa（日本円で約5

万円）の住民による拠出金が集められまし

た。もちろん、お金による貢献だけでなく、労

働や資材の提供もありました。COGESの設

置前と後の比較調査を行なった24校につい

て述べると、住民による学校への拠出金は

1校あたり29,767Fcfa（日本円で約6600円）

から162,424Fcfa（日本円で約36,000円）へと

約5.4倍に増えました。また、住民集会が開

催される回数も1校あたり平均0.4回から3.3

回に、集会に参加する住民の数も1校あた

り35人から284人に増えました。このように

短期間で住民の参加が得られた背景には、

もともと住民の子どもの教育に対する関心

の高さと国家によって提供される学校の現

状に対する不満があったことが挙げられま

す。子どもの教育に対する関心の高さと学

校の現状に対する不満の大きさも以前は

きっかけが無かった為に行動にまでは至ら

なかったと思われます。そして、「みんなの

学校モデル」によって成立した機能する

COGESがそのきっかけもたらし、住民の思

いをうまく行動、参加に引き出すことに成功

したといえます。言い換えるとCOGESは住

民がまさに待ち望んでいた組織であったの

です。 

 

（４）セクターを越えたコミュニティーの活性

化 

民主的に選出され、問題の分析から解決

に向けたCOGESの一連の活動を通じて、住

民は学校や子どもの教育だけでなく、コミュ

ニティー全体の問題にまで関心を広げると

ころも出ています。例えば啓発活動の結

果、教育の重要性を理解した親たちが自主

的にグループを作り識字教室に通い始めた

り、水資源が不足し、子どもたちも水汲み労

働に時間を取られ、就学が阻害されている

プロジェクト解説つづき 

 単純、簡単 

 実用性 

 迅速 

 5ページに続く 
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PDDE共同評価ミッション 

COGES政策の今後 

2005年10月12日～１4日にニジェール教育開発10ヵ年計画（PDDE）の
合同評価が行われた。この合同評価では、基礎教育・識字省がPDDE

のそれぞれの構成要素ごとに去年の年間目標とその達成状況を発

表し、その発表に対してドナー等教育開発のパートナーが質問、コメ

ントするという形で進められた。今回は、COGESについての2004･

2005年の評価と2005/2006年の目標を検討する。 

 

１．2004/2005年のCOGES政策の評価 

１）2004/2005年度の目標 

－国家、州、県、それぞれにCOGES担当の行政官の配置 

－COGES推進室のすべてのメンバーに対する管理研修の実施 

－基礎教育・識字省におけるCOGESのヴィジョンの公式化の促進 

－全国の学校に対するCOGESの設置と最低限の情報（教科書管理  

  の運営、の伝達 

－COGESの促進についてのドナー介入地図の作成 

－ドナー支援地域以外のCOGES補助のための新しいアクターの特定 

－COGESへの補助金 

－参加型組織の支援 

－モニタリング 

2）2004/2005年度の目標達成度 

基礎教育・識字省の報告によれば、上記目標のほとんど100％達成し

たことしている。 

3）コメント 

この評価には問題が多い。例えば、目標４のCOGESの設置につい

て、100％達成とするのは、問題である。基礎教育・識字省が行ったの

は、各州基礎教育・識字事務所に、COGESを各学校に設置せよと通

達を出し、COGESの規定を定めた文章を配布したに過ぎない。した

がって、ほとんどのCOGES委員は村の有力者が名目的に、COGES

委員として名前を連ねている。タウアで行ったような民主的な選挙を

経なければ、住民を代表し、住民の教育の声を反映でき、住民の力を

動員できる組織はできない。現実と評価の間に乖離があり、今後、こ

のような乖離をどう次年度計画で埋めていくのかが、問題である。そ

の次年度目標を概観する。 

 

２．2005/2006年の目標と行動計画 

1）2006年の目標 

 －引き続き新しく設立された学校にCOGESを設置する 

 －学校活動計画の作成、実施、モニタリングの研修をメンバーに行   

  う 

 －引き続きCOGES連合を結成する 

 －IECキャンペーンを行う 

 －COGES内の情報交換会を組織する。 

 

2）2006年 行動計画 

－IEC：COGESの教育開発における役割の重要さの広報 

－COGES連合：COGES連合の設置は、COGES（少なくとも年間学  

校活動計画を実施している学校）の地域で行われる。このCOGES

連合は、内部規定と規定を保持しなければならない。そして地方

行政府に正式にその地位の認定を求めなければならない。

COGES監督官とCOGES担当官がこれらの活動を指導する。新設

校のCOGES :に、選挙に引き続き、COGESを設置することを組織

的に行う。この活動は、COGESの役割、民主的な選挙の組織など

の研修によって構成され、この活動はCOGES監督官とCOGES担当

官によって行われる。 

 －新しく設立された学校に関しては、選挙により、COGESを設置す

る。この活動は、COGESの役割に関する研修と民主的な選挙の組

織化の研修を、COGES担当官とCOGES監督官によって受ける。 

－すべてのCOGESは学校活動計画の作成、実施、モニタリングの研

修を行う。研修はコミューン、教育区の中心地で、COGES監督官と

COGES担当官によって行われる。 

－年間2回、機能しているCOGES間の経験シャアリングセミナーを開

催する。 

－COGESドナー介入地図の改定する 

－モニタリング： 

第1段階：学校レベルでは、COGES自身によるモニタリングを行

う。 

第２段階：COGES担当官はCOGES連合が存在するところは、

COGES連合に対し、ないところに対しては、COGESに対し、直接

COGESのモニタリングを行う。 

第3段階：州基礎教育・識字事務所レベル、毎月1回、COGES監

督官は、すべてCOGES担当官と会議を持ち、月の活動について

の報告を受け、困難な点について議論を行う。 

3）コメント 

この部分に取り上げられているCOGES設置に関し、COGESの役割と

COGES委員の民主的な選挙を義務化している部分、COGES連合の設

置及びその方法、COGES委員がすべて学校活動研修を受けること、

COGES監督官とCOGES担当官によるモニタリング体制とその方法な

ど、すべて過去、現在プロジェクトが実施し、その成果を基礎教育・識

字省に示してきたことである。これが、正式にこの文章により、基礎教

育・識字省の方針となったことを示している。また、今年度、プロジェクト

が予定している活動のすべてが、COGES政策の2006年の目標の達成

に貢献することになる。 

 

３．COGESの新しい方向性への示唆 

今回の報告の中には、様々なCOGESの新しい方向性への示唆が述

べられていることは注目に値する。以下、新しいCOGESの方向性を述

べた部分について触れる。 

 

1）学校運営全体予算 

  これは、文房具などの従来の補助金の部分で述べられていることで

あるが、要するに、あらゆる収入や補助金、投資などをすべて学校

活動計画の中に組み込みことを提案している。 この試みはより住

民の学校運営への関与を深めるために行われるとされている。その

理由として、財務の権限の住民への移譲なしに、コミュニティーの学

校運営の責任化と住民参加はありえないということが挙げられてい

る。 

2）補助金のコンセプトの改善 

 上記、全体予算に貢献するために、補助金を現在までの「文房具の

購買」から、COGESの申請による使用先を限定しない補助金へ変更

するとしている。 

 

3）COGES支援基金の創出 

。教育開発10計画共同評価ミッション報告から 
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PDDE共同評価ミッション報告 

つづき 

財源の不足を補うために、ドナーのコモンバ

スケットとしてのCOGES共同基金を創出す

ることが提案された。 

4）PDDEの住民参加組織（州教育協議会、県

教育協議会）とCOGESの関係の強化 

  PDDEでは、計画への住民参加の組織とし

て州教育協議会、県教育協議会が挙げら

れているが、実際にはあまり機能していな

い。特に、委員として実態のない保護者会

代表などが入っているためである。今後、

COGESとの関係性を深めるべきであるとい

う意見が述べられている。 

4）コメント 

以上の提案を要約すると、補助金のコンセ

プトの改善からCOGESに対する全体的な予

算の供与、ドナーのCOGES基金創出は、明

らかに教育の地方分権化の住民主体の学

校運営の考え方をより推し進めたものであ

る。この考え方は、プロジェクトとしては歓迎

すべきものであり、プロジェクト開始当初か

ら、COGES推進室へのプロジェクトの経験

と様々な地方分権化に関する情報の提供

が好結果を生んだと評価できる。しかしなが

ら、基礎教育・識字省が提案する地方分権

化の最終目的地に向う道筋にあいまいな部

分があり、現在のままで、この方向性が推し

進められることは、COGES政策の失敗を招

く可能性があり、注意を要する。プロジェクト

側が基礎教育・識字省側には何度も強調し

てきたことは、COGES政策の成功には学校

運営に関する中央からCOGESへの権限の

移譲が必要であり、同時に、受け取り側の

COGESの条件が揃い、能力が十分に開発

されていなければならないということであ

る。基礎教育・識字省側は、権限を移譲す

るための基準を満たした学校のリストを作る

ことを提案しているが、その基準をどう決め

るかが大きな問題となる。現在まで、プロ

ジェクトがCOGESの基礎を作るものとして

絶対的に必要と考える民主的な選挙の重

要性の認識が低すぎるなど、評価や分析が

不足している。今後プロジェクト側からの提

言や、経験の共有などを進めていく必要が

ある。 

 

プロジェクト解説 つづき 

民主選挙によるCOGES委員の選出 

既存の行政組織を活用した研修・モニタリング 

学校活動計画の策定、実施 

 
  機能する     

   COGES 

セクターを越えたコミュニティー活性化へ

 住民参加の促進 

コミュニティーと学校の関係改善 

教育の機会・質の向上 

ことから、村落内での水資源開発に取り組み

はじめたり、COGES資金を確保する為に収入

創出活動に取り組み始めたり、とCOGESを

きっかけにして、自主的に新たな問題への取

り組みを始めるところもあります。つまり、

COGESが機能する学校は子どもたちだけの

学び舎だけでなく大人たち、コミュニティーの

学び舎としても機能する、まさに「みんなの学

校」として地域社会に貢献する可能性を示し

ています。 

 

４．汎用モデルとしての特徴 

「みんなの学校モデル」は初めから汎用性を

意識したモデルで時間と費用と手間がかから

ない、それでいて成果がすぐに出る工夫がな

されています。例えば、研修の内容について

はその特徴として、 

-単純、簡略な内容、 

-理論、概念論を極力避け、シュミレーショ

ンを多く取り入れた参加型、実践的内容 

-現地語や絵を活用した非識字者でも分か

りやすい内容 

 

みんなの学校プロジェクトは来年１月で開

始から２年が経ちます。プロジェクトに先立っ

て実施された無償小学校建設のソフトコン

ポーネントCOSAGEの時代を含めてもこの「み

んなの学校モデル」はこの２年半という短い時

間で開発、検証されてきたものです。したがっ

て、持続性という観点をはじめ、COGES連合

の機能実証など、まだ検証、改善の余地もあ

りますが、現段階においてもその効率性、有

効性の高さから普及モデルとして十分考慮に

値するものです。事実、冒頭で述べたとおり、

ニジェールの基礎教育・識字省はこのモデル

を評価しCOGES政策として採用しています。

ニジェールという地域的特異性も考慮に入れ

る必要もありますが、西アフリカの周辺国をは

じめ、同様の政策に取り組んでいる国々にお

いてもこのモデルから多くのヒントが得られる

と思われます。 

 

 

 

-1日で終わる短期間の研修 

などが挙げられます。高度で手間のかかる理

論や手法ではなく、住民に出来ることを基本

にしているため、住民にとっては負担がかから

ず受入やすく、簡単に成果につながります。短

期間でかつ講師も行政官が行なえるので研

修費用も安く、一度に多くの対象者へ研修を

実施することが可能です。また予算や時間な

ど条件が揃えば、広範囲にわたって普及する

こともできます。実際、今年4月にCOGESが全

国すべての小学校に設置されることに決定さ

れた際に、プロジェクトの対象地域であるタウ

ア州では、民主選挙を通じたCOGESの設置

が不可欠であるとの判断から、「みんなの学

校モデル」によるCOGES設置を支援しました。

結果、他ドナーの対象校を除くタウア州のほ

ぼすべての学校（1,034校）がプロジェクトの対

象校となり、「みんなの学校モデル」に沿った

COGES活動の実施に向け動き出しています。

（これら新規対象校では現在学校活動計画研

修を実施中です。）したがって、このモデルの

全国普及に向けて現在タウア州で州レベルで

の運用段階に入っているのです。 
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APP活動報告 

APPクラブ導入の理由 

昨年度プロジェクトは、パイロット校25校

の教員を対象にAPP研修を実施しました。こ

の研修後、各学校で独自のAPPが実施され、

いくつかの学校では試験的に「APPクラブ」

が行なわれました。6月末に実施した経験

シェアリングセミナーの中で、APPクラブ試

験校から、①児童が主体的に行動するよう

になった、②欠席がちだった児童がAPPクラ

ブがある日は進んで学校に登校するように

なった、等の報告がなされました。 

 これら予想以上の「APPクラブ」の成果

に、他校からも「APPクラブ」導入の要望が

出され、それらの要望に応え、プロジェク

トは今年度から本格的に「APPクラブ」の設

置に取り組むことにしました。手始めに、

今年度は現25対象校に加え、ブザ県の40校

で「APPクラブ」を設置します。 

  

APPクラブの効果  

 「APPクラブ」の実施は教育面で以下のよ

うな３つの効果が期待できます。 

１.児童が自身で活動を選ぶことにより児童 

  の自主性を育むことができる。 

2.児童に活動の運営を任せることで児童の     

 責任感を養うことができる。 

3.異学年混合型で児童をグループ化するこ 

 とで児童から児童への指導が可能にな  

 る。 

つまり、「APPクラブ」は児童自身が仲間と

共に楽しみながら、自発性、自立性、協調

性を培うことができる教育活動なのです。 

 しかし、教育面以外にも「APPクラブ」に

は大きな効果があります。それは、クラブ

活動の最初の選択から、COGESを通し住民を

巻き込み、住民の要望も取り入れ、住民と

教員が一緒に児童の活動を支援する住民参

加型の活動だということです。住民が参加

することにより、APP活動は、より地域の

ニーズを取り入れた、しかも住民の支援に

より永続化できる活動となります。「APPク

ラブ」はいままでのAPP活動の失敗の原因を

分析した上、現在までのプロジェクトに経

験を加味した「みんなの学校」が提案する

新しい形のAPPなのです。 

以下、今回の研修の模様をご紹介します。 

 

～APPクラブ研修～  

 10月30日(日)ブザ県ブザコミューンの40

校の校長、COGES代表計80名、11月12日

（土)コニ県サルナワコミューンの25校54

名の計134名に対し、「APPクラブ」設置研

修を行いました。研修参加者は、APPの新

しい取り組みである「APPクラブ」に大い

に関心を持ち、活発な意見交換が行われま

した。研修では、児童をグループにして活

動する効果や意義、クラブ設置の順序、ク

ラブ活動決定における児童の意思尊重の重

要性などを分かりやすく説明しました。ま

た「APPクラブ」の中心は児童であり、教

員や保護者はあくまでも助言役であり、支

援者として接することが望ましいことを強

調しました。 

研修の最後には、前年度試験的に「APPク

ラブ」を行なったタマ小学校（ブザ県）、

サルナワ中央小学校（コニ県）が実際の活

動（手芸・針金細工・文化劇等）を紹介

し、参加者にクラブ活動の様子をイメージ

してもらいました。この活動紹介は、参加

者にとっても刺激になったようで、各クラ

ブの担当講師に対して、多くの質問がなさ

れました。 

 
～ブザの場合～ 

40学校の参加者（校長、保護者）の中に

は、APPについての知識が無く、研修講師

がAPPの基本的な内容を1つ1つ説明しなけ

ればならない場面がありました。しかし、

その質問を基に講師を交えた参加者同士の

話し合いで、今まで持っていたAPPに対す

る誤解や疑問が取り除かれていきました。

そして、研修の終わりには、参加者から

「APPによって、村の活性化につながる可

能性がある。そして、子どもたちに責任を

与えることで、活動に積極的に取り組む意

欲が生まれるし、活動の継続にもつなが縄編みクラブのデモンストレーション 
    （コニ県サルナワ中央小学校） 

用語解説 

※APPとは（生産実習活動） 
 児童1人1人が自分たちを取り巻く地域社会
を理解し、卒業後の生活に役立てられる技術・

知識を身につけることを目的とした教科 
「APPクラブ」に関しては、ニュースレターVol.8

「児童主体の活動へ APPクラブスタート」 

Vol.9 我流用語解説「APPって何？」 

の記事を参照ください。 

る。是非、試してみましょう。」と新し

いAPPの取り組みに向けて意欲的な感想

が聞かれました。 

 

～コニの場合～ 

 コニの研修では、昨年からの各学校で

APP活動の経験があるため、「APPクラ

ブ」に対する意見や質問もより具体的で

した。実施過程の注意点や児童の教育面

の効果については、特に活発に話し合わ

れました。中でも「APPクラブ」による

児童の意欲、自立心向上、協調性を高め

る「児童から児童に対する指導」、APP活

動への住民参加に対して興味が集まりま

した。 

 「児童の絶えず向上しようとする心」

を尊重し、住民と共に行う「APPクラ

ブ」に対して参加者全員が新たな可能性

を感じているようでした。  

 

 今後は、基礎教育省に配属されている

APP担当責任者及び指導主事と情報交換を

密にし、APPクラブ活動のモニタリング体

制を模索していきます。 

 

「APPクラブ」を通して、地域の特色を生

かし、地域の歴史や伝承に誇りをもった

創造性豊かな児童の育成に貢献できるAPP

が広がってるよう、プロジェクトでは支

援を行います。 

    

APPクラブ研修  
～昨年の対象校25校にブザ県40校が 

新たに加わり、合計65校でAPPクラブが始まりま

APPクラブでの活動を披露する生徒たち 
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COGES、契約教員 

本をそれぞれの学校に持ち帰り、学校の事情を加味し、実行可能

な契約書を作り、教員とCOGESが署名をすることになります。 

 

契約教員とコミュニティーの契約 

以下は、全体で作った契約書の見本の内容です。 

 

ー学校に関するすべての活動において、保護者と契約教員の参 

  加を強化する。この強化のために協定を作成する 

ー小学校のすべての生徒の勉学を監督し、学習の成果を改善す

るため協力する。この枠組みで特に児童の成績を改善するた

め、特に6年生への進学試験合格率や、他の進級試験の合格率

を改善するために、補修授業を組織する。 

ー就学全体、特に女子の就学を促進する。 

  

教員、コミュニティー関係改善セミナーは、教員にとって、

COGESにとっても自分重要な問題を真正面から捉えたテーマだっ

たので、会合は熱気を含み、真剣に進められました。両者が合意

した契約内容は、現在のニジェールの小学校の現状から見れば画

期的なものだと思います。しかし、問題は、両者が合意が守れるか

どうかです。プロジェクトは、今学期の両者の関係を注意して見守

りたいと思います。 

  

 

 

 

10月に開かれた基礎教育・識字省とドナーによる「教育開発10ヵ

年計画（PDDE）の合同評価」の中で、契約教員の質についての問題

が議論され、その改善の必要性が大きく取り上げられました。今や、

契約教員の問題は、ニジェールの教育の質の改善において一番大

きな問題と言えます。 

 

契約教員問題とは 

 契約教員は、教員不足を解消するために、近年導入された制度で

す。教員の採用を契約ベースにすることで、その給与水準を低く抑

え、採用数を増加させることを目的としています。この契約教員が毎

年3000人程度採用され、ニジェールの教育機会の拡大に貢献して

いますが、問題も指摘されています。例えば、契約教員は、学校を

欠席しがちである。あるいは、教え方が下手で、授業に熱心ではな

い。これらの問題は、その拙速な養成による教員としての質の低さ

や、劣悪な労働環境、低賃金、給料遅配などによる労働意欲の低さ

が原因だといわれています。「働かない」契約教員に対して地域住

民は不信感を募らせ、住民と教員の関係が悪化し、それが、さらに

教員に孤立感を与えるという悪循環に陥っています。 

 

契約教員とコミュニティー関係改善セミナー 

 契約教員の労働意欲の低さの原因として挙げられた給与の低さや

遅配などは、国に属する問題ですが、契約教員の管理がCOGESの

役割と規定されていることもあり、事態の改善に何か貢献できない

かプロジェクトは模索してきました。現在までのプロジェクト活動の中

で、住民が教員の苦境を理解し、住居や食べ物を提供し、教員が住

民の支援に応えて、授業を休まず熱心に行っている例がありまし

た。そうした村の多くは、住民が学校やその運営に関心を持ってい

て、児童の成績は他の村の児童の平均以上であると報告されてい

ます。これらの経験にヒントを得て、今回、このセミナーを企画するこ

とにしました。セミナーの企画は、去年よりあったのですが、計画実

現には1年以上かかりました。上で述べたように、COGESには契約

教員管理という役割があり、COGESに対する研修の形を取ろうかと

考えました。しかし、COGESが契約教員を採用したり、契約教員と契

約したりすることは、国家が決定することであり、パイロットプロジェ

クトとして先走ることには危険性がありすぎる上、契約教員の反発も

予想されます。そこで、今回は、教員とコミュニティー関係改善を目

的としたセミナーを開くことで、COGESレベルでの解決策を提示する

ことにしました。 

 

セミナーの内容 

以下、セミナーがどのように行われたかを説明します。今回の対

象は、すでにCOGES連合を設置した7コミューンです。最初に、ブザ

県ブザコミューンで10月28日（土）にセミナーが開催されました。対象

は、ブザコミューン内の学校40校の契約教員120名と各COGESから

2名ずつ80名です。午前中は、教員とCOGESがグループに分かれま

す。、講師は、現在の教育改革の内容と、その教育改革の中での契

約教員とCOGESの役割がどのようなものであるを説明しました。そ

の後、現在の教育現場での問題特に、契約教員の問題について討

議し、その討議の中で出された問題の解決策をそれぞれ提案しても

らった後、その解決策が国、州、県、学校・コミュニティーのどのレベ

ルに属する問題なのかを分類しました。ここまでで午前中のセッショ

ンは終了です。午後は、教員とCOGES委員が一同に会し、それぞ

れ、学校、コミュニティーレベルに属する問題を提示し、一緒にでき

る解決策を模索しました。解決策が見つかり、その解決策を実行す

るための契約書の見本を全体で作成しました。研修後、契約書の見

契約教員、コミュニティー関係改善セミナー 

午後の合同セッションで、COGES側から契約教員側を写す 

同じ午後のセッション、COGES側を写す 
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●編集後記● 

 知人が、世界の辺境に住んでいると哀れ

んで、時々ビデオやDVDを送ってくれる。前

回、送られてきたのが、「世界の中心で愛を

叫ぶ」であった。とてもヒットした映画らしい

ので、いまさら筋を紹介するまでもないが、

映画の最後の方に出てくる風景を見て、と

ても親しみを覚えた。この風景は、この映画

で「世界の中心」とされているオーストラリア

のウルルという地方の映像だった。砂や茶

褐色の大地のところどころに潅木や茂み、

あるいは岩山か砂丘があるだけの風景。な

ぜこの風景に親しみを感じたのか、考える

までもなかった。それは、私が毎日みている

タウアの風景そのものだったからだ。もし、

ウルルが世界の中心なら、ここも世界の中

心でもいいはずだ、と一瞬思った。しかし、

知り合いがタウアを世界の辺境だと思うの

も無理もない。最近の日本に流れたニ

ジェールのニュースと言えば、飢餓に瀕す

る子どもたちの映像や、すこしマイナーだが

人間開発指数のランク付けで、ニジェール

が最下位に落ちたとか、コレラが発生し、死

者が出たとか、あまり芳しいものがない。住

んでいて、実際はどうか。飢餓も現場から見

ていると報道されている状況とは少し違うの

だが、子どもの栄養失調は慢性的にある

し、人々は貧しい。専門の教育分野を見れ

ば、学校に行けない子どもは全体の半数以

上。この割合は、女の子の方が更に高い。

学校に行けないのは、貧しさから子どもが

労働力として、農作業や家の手伝をしなけ

ればならないからだ。学校に行ける状態で

も、学校自体がなかったり、学校に先生がい

なかったりして入学できない。運よく学校に

行けても、教室はわらぶきで埃や風が吹き

抜けるし、机、椅子、教科書、ノート、鉛筆が

ない、先生が授業にこない、来てもやる気が

ない。子どもは学習意欲をなくし、学校を去

る。 

 基礎教育・識字省やドナーは、このような

状況を長期計画による物資の投入や組織の

改変で改善しようとしている。しかし、上から

の改革だけで、ニジェールの教育状況を変

えられるのだろうか。実際に、このプロジェク

トを行っていて感じるのは、子どもたちが学

校に行きたいという切実な気持ちや、親が子

どもの幸せを願い教育を受けさせたいという

想いだ。この想いや気持ちは中央が考えて

いるより強い。しかし、それが中央に届いて

いない。プロジェクトはこれらの気持ちや想

いを、COGESを通し、329校で住民自身が行

う教育改善行動として具現化した。この事実

は中央にも相当のインパクトを与えた。しか

し、まだ十分ではなさそうである。だから、タ

ウアのすべての学校のCOGESを機能させる

ための研修とCOGESのグループ化を同時に

進め、住民による教育開発を広い範囲で実

現し、住民の力を内外に示そうとしている。 

今回の研修の対象校は1034校。この活

動のために村に泊り込む日数は、3ヶ月の間

に60日。しかも断食月が間に入っている。プ

ロジェクトスタッフもCOGES担当官は出払

い、くたくたに疲れている。そんな姿を見てい

ると、この程度の規模のプロジェクトには、無

理な活動だったのかもしれないとも思う。しか

し、スタッフやCOGES担当官のモチベーション

は落ちてこない。それは、彼ら自身がCOGES

の来ることを待ち望む人々の期待を直接感じ

ているからだ。タウアにあるCOGESは人々の

教育に対する要望や需要を正確に代弁できる

組織である。人々はCOGESが村に来る日を

待っている。COGESは村の唯一の民主的な住

民組織であり、村の人々の学校に対する意識

を変え、その変化が実際に学校の改善の行動

として現れる。それだけではなく、村自体の発

展へ結びつく可能性さえ持っている。この民主

的な住民組織がタウアの全部の学校に出来た

時、タウアの教育は確実に変わる。タウアの

人々自身が変えていくに違いない。 

 

「世界の中心…」という映画の中で、主人公

は、恋人と生前に一緒に行こうと誓い、恋人が

薄命のため守れなかった約束を果たすために

ウルルの地に行き、恋人の遺灰を、心の叫び

とともに風に舞わせた。 

 

今、タウアでは、住民による住民のための

教育開発という火がともった。だから、プロジェ

クトは、ニジェールの多くの人に見えるように、

この火をタウアの小高い丘に松明として掲げよ

う。ここでは、少し、高いところに上れば、視界

をさえぎるものはない。夜、月がなければ、小

さな光も、どんなに遠くからでも見えるから。

（H) 

タウアは世界の中心？ 

プロジェクト カレンダー 

2005年１１月～2006年１月  
☞11月１日月例COGES担当官会議 
☞11月～12月：教員コミュニティーセミナー（1400名） 
☞11月～12月：COGES連合設置研修(1034 校） 
 
☞12月１3日：ザンデール月例COGES担当官会議 
☞12月10日：「アフリカの教育シンポジウム」（東京） 
☞12月20日 タウア月例COGES会議、COGES連合  
         会議 
☞1月初旬：JICA人間の安全保障ビデオ撮影 
☞1月１日：月例COGES担当官会議 
☞１月10日：COGES連合タウア大会 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－６１０－５７１ 
E-mail：Rosedesaha@aol.com   

または Onoue.Kimikazu@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートが加わりました。 
（http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0） 

マンスリーリポートでみんなの学校の活動をリアルタイムで

知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。新しいホームページにはフォト

ギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

編集後記 

 a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  p  a  p  

ウルルと瓜二つのタウアの風景 
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みんなの学校だより vol.１１ 

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
  

2006年2月12日発行 

   2005年2月                                                              Vol.11 

 あけましておめでとうございます。と申し上げ

るには、少し遅すぎる「みんなの学校だより 

Vol.11」の発行となりましたが、これが、本年最

初の皆様へのご挨拶となります。どうぞ、今年

もよろしくお願いします。そして、プロジェクトス

タッフ一同、皆様のご多幸をお祈りします。 

 

2005年のプロジェクトの活動と成果 
 さて、200５年を振り返ると、本当に多くの活

動を行いました。活動を箇条書きにすると以

下のようになります。 

－COGES監督官、担当官による月例会議の

開催（12回） 

－APPワークショップ（参加者：基礎教育省カ

リキュラム局長他計40名） 

－プロジェクト第2回合同調整委員会の開催

（参加者：基礎教育・識字省大臣他計20名） 

－APP教員研修（コニ県サルナワ地区25校、

75教員対象） 

－学校プロジェクトマニュアルの作成 

－学校プロジェクトの実施（対象：8プロジェク

ト、収入創出活動＋教育改善活動） 

－就学促進啓発活動コンクールの実施（対

象：25校） 

－COGES連合設置研修（研修対象者：7コ

ミューン、対象151校×COGES委員3名＝

453名） 

－APP経験シェアリングセミナー（コニ県サル

ナワ地区25校対象、参加者50名） 

－プロジェクト中間評価（実施者：横関JICA国

際協力専門員他、10日間） 

－第3回合同調整委員会（参加者：基礎教育・

識字省大臣他） 

－中間評価発表ドナー会議の実施 

－みんなの学校デーの実施（プロジェクト紹介

イベント、300名招待） 

－JICA-NGOテーマ別評価「住民参加」（実施

者：JICA職員、NGO等10日間） 

ーJICAの基礎教育ビデオのためのプロジェク

ト撮影（5日間） 

－ザンデール州へのパイロット活動の開始、

選挙研修、学校活動研修、対象60校） 

－APPクラブ設置研修（コニ県サルナワ地区

28校、ブザ県ブザ地区40校、COGES代表

及び校長計135名対象） 

2005年の活動と今後の方向性 

－COGES連合設置研修（研修対象者：タウア

州32コミューン、1038校×COGES委員2名

＝2076名） 

－学校活動計画研修の実施（研修対象者：

1038校×COGES委員2名＝2076名） 

－教員、コミュニティー相互理解セミナーの実

施（参加者：7コミューン、教員700名、

COGES300名） 

これらの活動を通してもっとも大きな成果は、

COGES普及モデルとしてみんなの学校モデ

ルが基礎教育・識字省、ドナーに認知され、全

COGESへの普及の動きが出てきたことです。 

 

みんなの学校モデルの成功の鍵 
  最近、「プロジェクトの成功の鍵は」、「多く

の成果を出した秘密は」、「みんなの学校モデ

ルは他の国でも、他の分野でも通用しますか」

と聞かれることが多くなりました。正直にまだ、

成功というのには程遠いと思われますが、短

時間で、しかも多くの学校で、学校改善のため

の活動が住民により自主的に、自分たちの資

源を使って行われ始めたということは事実で

す。その理由については、前号（Vol.10)の

ニュースレターの中で、「みんなの学校モデ

ル」として紹介したアプローチに鍵があり、そ

の記事を是非読んでいただきたいと思いま

す。今回は、なぜこのモデルに行き着いたか

ということをお話したいと思います。その記事

の繰り返しになりますが、みんなの学校モデ

ルとは、「民主選挙」、「学校活動計画」、「地

方行政官によるモニタリング」の３つの要素か

ら構成されます。一見、当たり前のような活動

ですし、特別なものはないように見受けられま

す。しかし、例えば、「民主選挙」ですが、住民

組織として住民の求心力を持つために、不可

欠なプロセスなのですが、他のプロジェクト

は、「民主選挙」を農村に持ち込むことは伝統

的な社会構造に摩擦と混乱をもたらすと、本

格的に選挙を奨励している例は稀でした。本

プロジェクトの「民主選挙」導入に関しても、援

助関係者の間では懐疑的な意見が主流でし

た。しかし、プロジェクトでは、それらの懐疑的

な意見を押し切って「民主選挙」を導入し、ほ

ぼすべての村で問題なく「民主選挙」が行わ

れ、COGESに人々の声が集まるようになり、

COGESの基礎を作るのに成功しました。実は

この思い切った導入にこそ、みんなの学校モ

デルの考え方を解く鍵があります。 

 

みんなの学校モデルの考え方 
  プロジェクトは、「人はみな同じだ」と考えて

います。もちろん、場所により国により文化、

環境、経済発展の程度など違いますが、人間

の基本的な能力、感情は同じであり、人間に

とって普遍的な価値を持つ活動は、どんなとこ

ろでも実施可能であると考えている訳です。こ

の考え方を上述の「民主選挙」に当てはめる

と、ニジェールの農村において、字が読めない

人が多くても、影響力が強い村長が居て保守

的であったとしても、民主主義という普遍的価

値を持つ活動の実施は可能であるという結論

に行き着くわけです。したがって、周りが懐疑

的であっても、プロジェクトは「民主選挙」の成

功にはまったく疑っていませんでした。ただ、

「出来る」ということが前提にあっても、それを

「出来る」ようにするためには調査や経験から

得た様々な工夫が必要ですし、プロジェクトで

はその工夫には最大限の努力と労力を集中

しました。 

現在の結果は、この考え方の正当性を証

明しています。そして、「みんなの学校モデル」

は、ニジェールの他地域でも、他国でも通用

し、タウアと同じような成果を得ることの可能

性があることも示しています。またこのモデル

は構造が単純な分、教育だけでなく他の開発

分野にも応用が可能です。実際に他ドナーに

よるこのモデルの他地域への普及が行われ

ていますし、他分野への応用も実証段階に

入っています。ただ、それらの試みがすべて

成功するかどうかの判断をするにはまだ早す

ぎます。それは、モデルはモデルに過ぎず、モ

デルを踏まえて現実に活動を具現化するに

は、実施者の能力、力量による部分が大きい

からです。 

 プロジェクトとしては、現在の活動を広い範

囲で実施し、より多くの人にこのモデルによる

成果を裨益してもらうとともに、モデルの完成

度を高め、様々な現実への対応事例をより広

く、外部に発信していることに努めていきま

す。 

みんなの学校モデルは、どこまで通用するのか 

今号のハイライト :  

●2005年の活動と方向性 
●プロジェクト解説 

●収入創出活動 

●APP 
●砂漠の町のCOGES訪問記 
●みんなの学校デキゴトロジー 
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プロジェクト解説 

 開発援助の世界では、近年、途上国政府の

イニシアティブと援助機関どうしの協調を基に

した、セクターワイドアプローチやプログラム

支援、財政支援といったよりマクロなレベルで

の取り組みが主流になりつつあるようです。

これは従来、プロジェクトタイプの援助がその

受入政府によって整合性のある計画に基づく

のではなくドナーの意向により乱立し、その

援助効果についても過投資、過投入など持

続性に疑問が呈されることが多いという反省

から来る帰結であるといえます。これらの取り

組みの意義については否定の余地はないも

のの、よりマクロな視点への強調、傾注のあ

まり、ミクロな施策(つまりプロジェクトタイプの

援助)が軽視され、あるいは不要論といった

類で論じられることもあることは残念なことで

す。より包括的な枠組みの中で個々のプロ

ジェクトがより戦略的に整合性をもって存在

し、国家の、あるいはセクターの開発目標に

効果的に貢献していくことが理想的なあるべ

き形であると思います。この項では、今般、み

んなの学校プロジェクトによって開発、確立さ

れた、機能するCOGESのモデル＝“みんなの

学校モデル”、の全国展開へむけた中央政府

やドナーとの連携の取り組みというニジェー

ルの現場で経験していることを踏まえて、身

近の事例として紹介するとともに、より効果的

なプロジェクトとプログラム支援のあるべき形

について考察してみたいと思います。 

 

世銀とプログラム支援 

まず、上述のように近年主流となりつつあ

るドナーによるプログラム支援の形態がどの

ようなものなのかをニジェールで最も影響力

を持つドナーである世界銀行（以下世銀）の

アプローチを一例として概観してみたいと思

います。世銀は過去10年間、その途上国支

援に対するアプローチを従来のものからかな

り大きく転換させてきています。この転換の転

機になったのは８０年代に実施された国家の

マクロ経済運営に重点を置いた構造調整プ

ログラムに対する国際的な批判・批難だとい

われています。これらの批判、批難とは、構

造調整プログラムによって、途上国の国家財

政を健全化するために公共支出を切り詰め

た結果、教育や保健医療などの社会サービ

スの提供が停滞し、貧困層の拡大や貧困度

の深刻化を促した、といったものに代表され

ます。その後、世銀はこれらの批判、批難を

踏まえて、もっと貧困削減に焦点を絞り、教

育や保健医療などの人間開発分野の取り組

みを含めた、より包括的なアプローチにその

支援をシフトさせています。それはいわゆる

被援助国が策定するPRSP（貧困削減戦略

ペーパー）に対する支援に代表されます。こ

のPRSPは世銀からの資金援助や重債務国

の債務取り消しのための条件にもなっている

もので、途上国関係者の中には「形を変えた

構造調整政策だ」と批判する人もいますが、

このPRSPを通じた支援にみられる世銀の新

しいアプローチはこれまでのイメージとは大き

く転換しています。その主な特徴は、 

-途上国自身によるオーナーシップの重視と

各国の特異性に配慮した国別アプローチ 

-様々な開発の要素を考慮に入れた長期的

かつ包括的アプローチ 

-様々な利害関係者を巻き込んだ参加型プロ

セスと援助パートナー間の連携と協調 

-成果の重視と適切な目標、指標の設定 

などが挙げられます。PRSPは「貧困削減戦

略ペーパー」という名称のとおり、途上国の

貧困削減を大命題に掲げた国家の開発戦略

を示すもので、経済成長に主眼を置いた従来

の「国家開発○ヶ年年計画」といった類の開

発プランに取って代わるもの、あるいはより上

位の開発プランとして位置づけられるもので

す。そして通常このPRSPの下に、各主要セク

ターについて開発プランが存在します。ニ

ジェールの教育セクターの場合、「教育開発１

０ヵ年計画（PDDE：2003～2012）」が計画、実

施されています。世銀はこのPDDEに沿った

形でプログラム支援を行なっているのです

が、その中の一つが「基礎教育支援プログラ

ム（PADEB）」と 呼 ばれ る も の で す。こ の

PADEBは基礎教育・識字省が主体となって

計画したものを世銀が評価し予算を付けると

いう形の援助であり、上述のような、途上国

政府のオーナーシップの重視、パートナー間

の連携、成果重視など、新しい世銀の姿勢が

強く反映されています。  

 このPADEBはPDDEの掲げる目標の達成に

最も影響力を持つプログラムの一つであるこ

とは誰もが認めるところですが、プロジェクト

の現場から眺めていると、様々な問題点が見

えてくるのも事実です。例えば、各種研修な

どが現場の体制や意向を無視した強引なや

り方で実施され、どうみても「実施した」という

事実が重要で、そういった数値目標の達成の

み主眼に置かれているといった印象をぬぐえ

ない、といったことや、あるいは地方の視学

官事務所の行政官に車輌やバイクなどの機

材が供与されても、ガソリン代やメンテナンス

費用等が確保されていない（これについては

中央の予算では確保されているといわれて

いるが、何らかの理由で地方の事務所までそ

のお金が下りてこない）ことなど、が挙げられ

ます。途上国政府のオーナーシップやイニシ

アティブの重視は確かに大事なことではある

けれども、このように中央の役人が策定する

計画は、得てして末端の現場の意向や実情

とはかけ離れている場合が多く、また、その

計画を執行する行政の体制や能力について

も限界があり、支援を行なう側はいかに提示

された計画が現実的で、それを実行する行政

体制や能力が十分備わっているかどうかを

見極めることが求められます。また計画が認

められ、実行に移される段階では入念なモニ

タリングも不可欠です。しかしながら、いわゆ

るアカウンタビリティーと透明性の確保のた

めに必要とされるこういった（理想的には第3

者による）モニタリングや評価も、手間隙がか

かるといった理由でなおざりにされているの

が現実です。 

   

みんなの学校モデルの全国展開に向けた動

き 

みんなの学校プロジェクトはこれまで、ニ

ジェールの教育開発10カ年計画（PDDE）の

柱の一つであるCOGES政策に資することを

目的にスタートして、これまでにプロジェクトで

実証されたモデル、アプローチは、基礎教育・

識字省からも大いに評価を得ており、実際に

国のCOGESに関するガイドラインは、ほぼプ

ロジェクトの経験に基づいて作成されていま

す。しかしながら、このガイドラインはCOGES

やそれに関連する行政官、その他アクターの

機能や役割などあるべきCOGESのモデルに

ついて、記されているだけで、このモデルを具

体的にどのように全国に広めていくかといっ

たスケーリングアップの為の普及戦略がない

ため、みんなの学校モデルの全国展開は具

体的に動きが止まっていました。このモデル

を全国展開するためには当然のことながらそ

れなりの予算が必要なのですが、世界最貧

国といわれているニジェールの国家予算の

みでこの新しい取り組みを実施していくことは

不可能です。そこで当然のことながらドナー

の支援が必要になるのですが、具体的には

前述のPDDEに関してプログラム支援を行な

い、大きな影響力を持つ世銀の支援を頼りに

するというのが現実的な戦略です。そこでプ

ロジェクトで中間評価の結果を踏まえて、昨

年7月あたりから主に世銀を中心とした教育

分野のドナーに対してもプロジェクトの成果を

アピールし、モデルの有効性とその全国展開

プロジェクト成果の更なる広がりを求めて 

～プロジェクトとプログラムの連携を探る～ 

（次ページへ続く） 
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の必要性について理解を求めてきました。そして今年初め、東京の

JICA本部においても世銀の幹部とJICAと間でコミュニティー開発案件

の連携についての協議が行なわれ、その連携案件の候補としてみん

なの学校プロジェクトが選ばれ、現場だけでなく東京・ワシントンという

上意でも連携に向けての動きがありました。これはプロジェクトにとっ

てはまたとない後押しです。 

 

 さて、みんなの学校モデルの有効性とその全国展開の意義につい

ては現在では基礎教育・識字省、ドナー間でもほぼ認めるところと

なっているといえますが、その全国展開に向けた具体的な戦略、計画

作りについては、今まさに着手され始めたところです。やはり中央の

役人が作る計画は現場の現状や意向からかけ離れたものが多く、無

駄なものが多いだけでなく、現場に混乱をもたらす可能性もあるこ

とは前述の事例のとおりです。世銀の支援は、途上国政府のイニ

シアティブを重視しており、いかにこの場合、基礎教育・識字省が

現実的かつ効果的な計画を提示できるかにかかっているといえま

す。一方でプロジェクトは開始当初から面への広がりを意識してプ

ロジェクトの構成を練ってきており、それがまさに現実に起ころうと

している現在、絵に描いた餅ではなく、プロジェクトの経験、実績に

基づいた現実的で実体のともなったCOGES全国普及計画作りに

向けて、プロジェクトは積極的に支援していく必要があると考えて

います。 

 

プロジェクト解説～前頁からつづき 

プロジェクトでは、収入創出活動のことをAGRと呼んでいる。これは、

フランス語のActivité de génératrice de revenueの略である。プロジェ

クトでは、最近この言葉を毎日のように耳にする。その理由は、現在

COGES連合事務局のためのAGRを試みているからである。COGES

連合とは、各COGESをコミューン毎にグループ化したものであり、

COGES担当官の替わりに各COGESをモニタリングしたり、研修を行っ

たり、各COGESの能力を超えた問題の解決に取り組んだり、COGES

の未来を担う鍵となる組織である。ところが、このCOGES連合事務局

にはお金がない。国からの補助金は当てにならず、各COGESからの

分担金も集まらない。これに対し、それぞれのCOGESは活動計画実

施で多くの資金を動員できた。それは、COGESの活動には透明性が

あったからだ。つまり、COGESの学校活動計画では、すべての住民が

学校の問題を自分たちで考え、解決策を探し、活動を計画し、実施し

た。そして自分たちで実施した活動の結果が見えた。だからこそ、み

んがが喜んでお金や労働力を出した。しかし、COGES連合事務局

は、この透明性を確保するのが難しい。まず、COGES事務局と各

COGESを取り巻くコミュニティーの距離が離れていることだ。この距離

とは物理的な距離と心理的な距離の両方を意味する。実際に、チンタ

コミューンなど、事務局のある町から一番遠いCOGESのある村まで、

150キロも砂漠の道なき道を走破しなければたどり着かず、物理的に

遠い。また電話はなく、コミュニティーラジオの電波も届かず、通信の

手段が少なく、COGES事務局と各COGESのコミュニケーションが取り

にくい。したがって、COGES連合が何をやって、どのように自分と関係

があり、どのようなメリットを自分たちにもたらしてくれるかもわかりにく

い。つまり心理的距離も遠いということである。それでは、これらの距

離を縮めるにはどうしたらいいのか。COGES連合の会議を開催した

り、COGES連合事務局から連絡のための人を各COGESへ巡回させ

たらどうか。しかし、会議を開くにも、事務局から各COGESを巡回する

にもお金がかかる。つまり、先立つものはお金なのである。そこで、プ

ロジェクトは事務局の運営費を捻出するためのAGRを導入することに

した。 

  

 収入創出活動を始めるに当たって、他の例を調査した。本プロジェ

クトでも行っている穀物販売、あるいは穀物銀行、穀物製粉他、本当

に沢山の例があった。しかし、これらの例で得た教訓は、ほとんどす

べてのAGRは、人々の能力強化や女性の労働の削減と結びつけてお

り、ビジネスとして利益の追求を行っている例はほとんどなく、そして

ほとんどが、他プロジェクトが宣伝するようにはうまくいってないことが

わかった。つまり、普通の会社が行うようなマーケッティングも、販売

戦略もなく、ビジネスの世界から言えば素人の商売で、ほとんと、現実

社会では通用しない。これでは、困るのである。だから、COGES連合が

提出してくるAGRの提案書はすべてつき返した。つき返した上で、プロ

ジェクトとして徹底的なマーケティングを行った。実際に市場や商店を

訪ね、その商売がどのようになりたっているか、どかから仕入れて、仕

入れねはいくらか、一日どのくらいの売り上げがあり、儲けはいくらくら

いになるのか、難しい点はなにかなどを訪ねて回った。結論的には、当

たり前のことだが、簡単な商売などないということであった。例えば、穀

物販売には、穀物の値の動きを予想する必要があり、そのためには、

各地、各市場の値段の動き、その都市の作柄、あるいは政府の補助政

策など多くの情報が必要である。タウアの成功している大商人たちは、

自分の一族や固有の情報ネットワークをニジェール各地、あるいは外

国まで持っていて、常に情報を得た上で、商売をしている。電話のな

い、チンタの商人たちでさえ、衛星電話を手放さず、常に連絡を取り

合っている。町の単なる氷、飲み物販売屋さんでさえ、成功している店

とそうでない店には大きな違いがある。基本的には飲み物販売には、

冷凍庫しか必要ない。だから、立地条件さえよければ、成功しそうだ

が、実際はそうではない。立地で勝負できるのは、市場の立つ日の週

に一日だけで、後の日はたいした売り上げはない。ある経営者は、その

町の周りの村の市場が立つ日に、人をその市場に派遣し、アイスボック

スを持たせて販売させるという積極的な経営をしていた。ニジェールで

は、市場の日は村によって違うので、ほとんど毎日市場はどこかであ

り、毎日売り上げを上げることが出来るのだ。このように、みんの学校

プロジェクトが導入しようとしているAGRは、各COGES連合が経営者マ

インドを持たない限り成功しないという結論となった。 

 

 そこで、プロジェクトでは、様々な工夫をすることとした。例えば、AGR

に関し管理委員会や実施委員会は必要である。ただ、その委員会が出

来てもAGRが成功するとは限らない、そこで、その委員会の中に出来る

だけ、COGES連合の事務局委員でしかも成功している商人を入れるこ

とにした。あるいはそういう人材が居ない場合、商人を顧問とし、そのア

ドバイスを常に受けれるような体制構築を図っている。その他の例は省

略するが、プロジェクトとしては、各COGES連合への技術支援は惜しま

ないつもりである。そしてこれらプロジェクトからのAGRの支援は供与で

はなく貸与とし、返却金は、当初プロジェクトで管理し、将来的には

COGES連合を州レベルで統合した組織の事務局管理のCOGES資金と

し、さらなるAGRあるいは、各COGESのマイクロクレジットとして成長さ

せていきたいと考えている。もちろんそれは先の構想ではあり、現在

は、7つのCOGES連合のAGRの成功のために全力を尽くす。 

収入創出活動 

COGES連合の収入創出活動 
COGESの自立発展性をもとめて 
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APP活動報告 

私は、みんなの学校プロジェクトのAPP担当

として2年前の3月に赴任しました。来月任期を

終え、帰国します。今回はこの2年間の活動に

ついて振り返ってみたいと思います。 

 

APP（生産実習活動）教科は、ニジェール国

だけではなく、多くのアフリカ諸国で学校カリ

キュラムとして組み込まれています。ニジェール

では、1987年に新しく成立した教育に関する「新

プログラム」の一環で導入され、その定義は、

「従来型の理論中心の教育から地域の実情を

反映した生産活動を通して、児童一人ひとりが

自分たちを取り巻く地域社会を理解し、卒業後

の生活に役立てられる技術・知識を身につける

こと」とされています。しかしながら、現在まで

APPが機能している学校は、多いとはいえませ

ん。その原因として、様々な問題が挙げられま

す。教員のAPPについての知識不足、材料費

の不足、また、基礎教育・識字省自体もAPPの

重要性を重視していないことも大きな要因で

す。このような現状の下、機能するAPPの実現

に向け試行錯誤が始まりました。 

 ブルキナファソ視察やニジェール国内のNGO

視察、また、実際の活動経験を通して、何故今

までAPPが機能しなかったかということに教員

自身が気づき、APPの新しい形のヒントを見つ

けることができました。 

 

  APP活動としてまず行なったことは、ブルキ

ナファソでのスタディーツアーでした。ここでは、

様々な形のAPPを実際に見ることができまし

た。そして基礎教育・識字省におけるAPPワー

クショップを行い、今までのAPPが何故上手くい

かなかったか、という理由を考えました。そこで

明らかになったのは、3つのAPP促進を阻んで

いる問題点です。1つ目は、基本的なAPPにつ

いての知識を教員が理解していないこと。2つ目

は、高額な材料費のかかる活動が多いこと。3

つ目は、地域に即した活動を選択していないこ

とでした。そこで、2005年1月、コニ県サルナワ

地区のパイロット校25校、教員全員計75名に

対し、APP研修を行い、それぞれの学校で実

現可能なAPPを実践してみることにしました。

そして、活動が一段落した、昨年6月、そのパイ

ロット校で経験シェアリングセミナーを開催し、

APP実施上の成果や問題点を話し合いまし

た。そこでは、多くの改善点等が挙げられまし

た。一番多かった意見は、APPの成功には、地

域の人たちの理解と参画が必要であるというも

のでした。さらに、他の地域の多くの学校を巡

回したところ、APPが上手く行っている学校に

はいくつかの共通点がありました。それが、以

下の4点です。 

   ①APP活動に地域の人たちが積極的に参 

   画している。 

  ②指導者がAPPの利点を理解し、地域に 

 APPについての啓発活動を独自で行って 

 いる。 

③教員・児童・地域住民にとって身近で役立 

 つ活動を選択している。 

④児童をグループ化し、責任を与えている。 

これらの共通点には、APPへの地域住民、

教員の参加のほか、児童の主体性の尊重の

側面があります。共通点を総合し、地域社会が

求めるAPPを、地域の人たちや教員、児童み

んなの賛同のもとで、3者が一緒になって行な

う新しいAPPがないか模索し、行き着いたのが

「APPクラブ」です。このクラブの特徴は、従来

型の学校内で行なう児童、教員のみの活動で

はなく、地域の人たちを巻き込み、活動の決定

や運営等も地域住民（COGES）と共に行なうこ

とです。活動も児童・教員・保護者から責任者

を決め、その責任者を中心として行います。 

 

このAPPクラブを設置する為に、2005年10

月、11月に渡って、コニ県サルナワ地区28校と

ブザ県ブザ地区40校、合計68校にてAPPクラ

ブ研修が実施されました。モニタリングを担当

する各県の指導主事からは、すでに多くの学

校でクラブが設置され、早いところではすでに

定期的な活動が開始されているとの報告があ

りました。ブザ県ブザ地区は40校中32校で、コ

ニ県サルナワ地区では、28校中25校でクラブ

が設置されています。まだ、設置されていない

いくつかの学校は、現在COGESを中心に住民

集会を通してAPP啓発活動を行なっています。

私は、定期的に巡回活動を指導主事と共に

行っていますが、校庭で子どもたちがグループ

になり、地域の人たちと共に活動している姿

は、今までの学校では見られなかった光景で

す。それらのクラブで教員は、補助となり地域

の人が主に講師として活躍しています。スポー
  裁縫クラブ（男女混合グループ） 
         （コニ県ギダン・バワ小学校） 

ツクラブでは、児童の責任者が指揮をとって

活動している姿も見受けられました。児童の

真剣な眼差しと、時折見せる笑顔がとても印

象的でした。 

 

APPクラブの今後の課題 

現在上述の68校にて、APPクラブが試験

的に設置され、地域の参画によって活発で

魅力的な学校生活の実現に向けた取り組み

が行なわれています。少しずつですが、学校

に変化が見られてきた今、改善していかなけ

ればならないいくつかの課題が見えてきまし

た。それは、 

①  APPの機能化 

②  指導主事を中心としたモリタニングシス

テムの構築 

③  APPクラブが児童・教員・住民に与える

効果の実証 

の3点です。 

 

APPクラブが、上手く機能化するには、

COGESを通した住民の参画が一番の鍵で

あり、住民集会によるAPPクラブの活動への

同意が不可欠です。現在のAPPクラブの構

造は、少し複雑すぎて住民にわかりにくいの

で、それを単純化して、住民にわかりやすく

することが必要です。また、各学校のフォ

ローアップにおいて、中心となる指導主事が

どのような点に注意して効率よくAPPクラブ

についてアドバイスしていくかが重要になっ

てきます。巡回時に指導主事自身が個々の

イニシアチブによって、各学校に適した助言

が出来るようになることも、今後のAPPクラブ

の重要な鍵となるでしょう。さらに、APPクラ

ブを行なうことによって、学校全体にどのよう

な効果があるかも実証していく必要がありま

す。児童・教員・住民が楽しんでいるか、意

欲的に出来る活動かどうかが永続的なAPP

の要因であると考えています。これらの課題

を一つ一つクリアにし、機能するAPPを実現

していきたいと思います。 

 

ニジェールに赴任したのは2004年3月下

旬、雪深い青森から出てきた私は、50度近

いうだるような暑さに気を失いそうになったこ

とを覚えています。あれからもうすぐ2年が経

とうとしています。日々、APPとは何か、機能

するAPPとは？を掘り下げて考える毎日でし

た。  

 「朝から晩までAPP」を考え続け早2年。ま

だまだ、奥が深いAPPです。 

 

   APP担当 シニア隊員 齋藤 由紀子 

   APP活動総括と今後の見通し 
             ～2年間の活動を終えて～ 
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巡回報告 

たちに、COGESの活動や住民の反応、住民集会の回数などについて

聞きました。さすがに遊牧民のトアレグやプルの人たちの村では、

COGESの活動以前に水、食糧の問題などで、村自体が移動してしまっ

たりする場合があることが語られました。このような問題は3校ほどから

上げられたのですが、その内の一校で、住民が活動計画で自前の食

糧を供出し、自主給食を行っている学校があることがわかりました。こ

の地域で、UNICEFが寄宿舎を作り、WFPが3食の給食を出して初めて

子どもたちの就学を実現していたという事実を考えれば、驚くべき事実

でした。UNICEFやWFPの援助する学校には、このような自主的な住民

の力は見られません。是非、この2つの組織にこの学校のことを教えて

あげたいと思いました。 

  

 COGES連合の会議では、組織としての透明性の維持とその活動の永

続化のための収入創出活動について話し合われました。透明性のある

組織を作ることは本当に困難です。COGES場合、住民の身近にあり、

様々な会議も活動もすべての人が参加するので、透明性を維持するこ

とは可能ですが、COGES連合は少し大きな組織です。ともすると

COGES連合と住民の距離が遠くなります。そこで、どうすれば、COGES

連合が住民に身近になるかを討議してもらうことにしました。COGES連

合の基礎にあるのは、各COGESと住民の活力です。その活力を

COGES連合が吸い上げることができれば、きっとCOGESは下からニ

ジェールの社会を変えていくような大きな力を発揮するかもしれませ

ん。それを予感させるような熱心が討議が繰り広げられました。 

 

 今年の元旦は、こうして砂漠の町チンタで迎えました、地平線のかな

たに広がる砂丘の間から見えた初日の出は、地平線いっぱいに広がる

透明な朝焼けともなっていました。その朝焼けに向ってお祈りするたち

のする人たちと共に、厳粛な気持ちで、COGESとCOGES連合の成長を

祈りました。 

 

 

 

 

 

 チンタ県は、プロジェクトの開始当初から、プロジェクトの対象校が
あり、巡回に来てほしいという要望がありましたが、治安上の問題

で、現在まで、いけませんでした。今回は、武装兵士6名をつけるこ

とを条件に、巡回の許可を取り、日程が空いている大晦日と元旦に

かけて出かけました。 

 

 チンタ県の県庁所在地チンタは、タウアから来たに165キロ北上し

たところにあります。タウア市はちょうと半乾燥地域と乾燥地域の境

界に位置していますが、チンタは完全に乾燥地域にあります。実際

にタウア市からチンタまでの行程で、半乾燥から乾燥地帯への風景

の移り変わりを見ることができます。チンタに近づくとあきらかに、潅

木も少なくなり、サボテンのような草のみの生える地域になります。

ほとんど集落がなく、道でたまに見かける人たちも、顔立ちがアラブ

系のトアレグか、顔に傷をつけているプル族の人たちが多くなりま

す。道が悪いのでタウア市からチンタまで距離はたいしたことはない

のですが、車で3時間以上かかります。 

 チンタはジェール政府によって、1964年にこの地域の行政の町とし

て人工的に作られました。町の創設当初は官庁の出先機関しかな

く、人がほとんど住んでいないという状態だったようです。その後、人

が住み始め市場が出来ると、北部にある隣国アルジェリアやニ

ジェールの南部から送られている品物の交易の町として発達しまし

た。しかし、80年代のトアレグの反乱により、少し寂れたようです。こ

の反乱には様々な理由付けがなされていいますが、基本的には北

部地域の他の地域と比べた開発の遅れや経済的格差が大きな原

因でした。反乱軍とニジェール政府との和平合意後、反乱軍兵士の

政府軍への統合と北部地域のへの大規模な援助が開始され、しだ

いにこの町にも住民が戻ってくるようになりました。現在、この地域

では散発的な車の強奪を目的とした事件が散見されますが、一般

的に平和を取り戻しています。 

 町にはいると、ニジェールの南部にある町とは明らかに違っている

ることがわかりました。町は自然発達したわけではないので、初め

から区画整理されており、道が広く、各家もほぼ同じ敷地にありま

す。市場は、アルジェリアやモーリタニアの砂漠の町の市場の雰囲

気があります。商品にはアルジェリアから運ばれてきた商品が多く、

市場に流れている音楽もアラブ風です。市場の商人も、行きかう人

もアラブ系の人が多く見受けられました。 

 

 チンタに到着してすぐ、学校を回り、COGESの学校活動計画の実

施の様子を見ました。まったくプロジェクトスタッフが来ることがなく、

視察も始めての学校ですから、COGESがうまく行っているのか心配

でした。もしかすると、今回プロジェクトを撮影されたディレクターが

始めの試写で自分の作品を見るとここんな感じがするのかもしれな

いと思いました。視察したすべての学校のCOGESと住民は、複数の

バンコ教室の建設、文房具の購入、水がめ、学校菜園等の多くの活

動を自分たちの資金と労働力だけを使い実施していました。結束力

の弱いと言われた砂漠の町チンタにあるCOGESの活動の成果を

喜々として見せて回るCOGES連合の役員を見ているうちに、「本当

にこんなに全部うまくいっているの」、「うまくいっている学校だけ見

せているだろう」という気持ちになり、プロジェクトを視察した人がとよ

く言外に同様の感想をもたれる理由がよくわかりました。結局、チン

タにある全学校を回りましたが、本当に住民の力に驚くばかりでし

た。それでも、きっとうまく行っていない学校があるはずだと思い、次

の日のCOGES連合会議に集まってきている25 のCOGES委員の人

砂漠の町のCOGES訪問記 
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プロジェクト カレンダー 

2006年2月～2006年3月  
☞2月3～10日：コミュニティー保育園保育士研修 
☞2月15日：APP月例会議 
☞2月16日：タウア州COGES担当官会議 
☞2月上旬：COGES連合（39）巡回モニタリング 
☞2月上旬：学校プロジェクト巡回モニタリング 
☞2月下旬：ザンデールCOGES担当官会議 
☞2月９、10日：JICAアフリカ域内教育ワークショップ参加（於：ケニア） 
☞3月7日：中澤専門家（業務調整/能力強化）着任 
☞3月上旬：COGES連合AGR会議 
☞3月上旬：学校プロジェクト経験シェアリング会議 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－６１０－５７１ 
E-mail：Rosedesaha@aol.com   

または Onoue.Kimikazu@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートが加わりました。 
（http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0） 

マンスリーリポートでみんなの学校の活動をリアルタイムで

知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。新しいホームページにはフォト

ギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

セネガル発のニジェール経由のブルキナ航空、いままでのアフリカ

移動中の様々な飛行機にまつわるいやな思い出が頭の中を駆け

巡った。しかし、予約の確認は再三再四行い、さらに前日にも旅行

会社に念を押しておいたから大丈夫だと無理やり落ち着かせ、

COGES担当官たちの帰りを待った。14:20分、お祈りを終え、談笑しな
がら、一行が戻ってきた。その時、旅行代理店の担当の人が、少し

固い笑顔で、早く搭乗手続きを始めるように言いにきた。自分の悪

い予感を打ち消すように、みんなをせきたてて、搭乗窓口に向った。

旅行代理店の人は、特別にわれわれのために、ひとつカウンターを

確保してくてていた。しかし、それが最悪の結果を招くとは誰も予想

できなかった。 この窓口の他に3つの窓口が開いていたのだが、窓
口の係官の手続きがいつもより早い、なにか、競争しているようだ。

しかし、この窓口では、COGES担当官たちがのんびりと航空券や身
分証明書を出しているので動きが遅い。われわれプロジェクトスタッ

フは列の最後尾に並び、手続きが無事完了することを祈るような気

持ちで待っていた。やっとプロジェクトスタッフの番がやってきて、

ほっとした瞬間、カウンター内の係官の顔が曇った。そばに居る旅

行代理店の人の顔が青くなったような気がした。係官いわく「飛行機

の席は満席になりました。」「セネガルから20名予約より多い人が
乗ってきてしまいました。」4人は顔を見合わせた。よくあることなの
である。ただ、すべてを取り仕切っている4名が一緒に行けないとす
ると、ブルキナについてから、飛行機も始めてで、ホテルの場所も知

らないCOGES担当官たちはどうなってしまうのか。 
              以下 次号につづく 

 

 

みんなの学校デキゴトロジー 

ブルキナスタディーツアー その１ 

どんなプロジェクトでも、それを動かしているのは人である。プロ

ジェクトスタッフ、カウンターパート、校長、教員、生徒、人と人との

接触があれば、そこに、「ドラマ」や「事件」が起こるのは必然であ

る。このコラムでは、みんなの学校プロジェクトをめぐる人間的な

様々な「デキゴトロジー」をご紹介する。第1回目は、ブルキナ研修
にまつわるお話である。 

 

 あれは忘れもしない、2004年9月4日のニアメ空港でのことだっ
た。その日、プロジェクトが企画した「ブルキナースタディーツアー」

参加のために、タウアからCOGES監督官1名、担当官9名、プロジェ
クトスタッフ4名、ニアメからCOGES推進局長1名が、ニアメ発15:00
発ブルキナ航空に乗るるために集合した。その頃まだ、時間に

ルーズだったプロジェクト関係者に、もし集合時間に遅れたら置い

ていくと脅しをかけた成果か、私を含めた日本人スタッフが飛行機

の出発3時間前に空港に着いたときにはすでに全員が空港ロビー
に勢ぞろいしていた。飛行機に乗ったことがない人たちがほとんど

なので、緊張しているのだが、緊張を表にだしたくないような不思

議な表情をしていた。しかも、恐ろしく派手なブウブウとターバンを

巻いていた。これは、盛装なのだが、タウアの人は赤やピンクの花

柄とか男の人の衣装としてはとても派手な装いをする。したがっ

て、この集団には、空港に入ったとたんすぐわかるような異様な雰

囲気があった。私たちが着いたことに安心したのか、彼らは余裕を

取り戻し、にぎやかな談笑になった。プロジェクトスタッフも全員が

揃っていることに安心し、スケジュール、段取りの打ち合わせを始

めた。気が付く時刻とは、搭乗手続き開始の14:00になっていた。
周りは、この飛行機の乗客らしき人たちで溢れていた。ところが、

われらがCOGES担当官たちが消えていた。14:00というのは、お祈り
の時間であった。 

 

 悪い予感がした。 

  

 イスラムでは、日に5回のお祈りは義務であるが、旅行中はしなく
ても許される。だから今回は1回だけお休みにしてもらおうと思って
いたが、言うのを忘れた。お祈りは15分くらいですむのだが、それ
が、搭乗手続きの時間と重なり、COGES担当官たちが居ない間に、
どんどん他の乗客たちが、手続きを開始している。 

  

 悪寒が走った。 
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●編集後記● 

 人は、完全に忘れていたことを想いだすこ

とがある。記憶は何の脈絡もなく、時と場所

を選ばず、音楽、映像、言葉、感触、味など

さまざまなきっかけで、突然、よみがえってく

る。よみがえった記憶には様々な感情を、時

には痛みまで伴うこともある。 

 

それは、東京で行われた「アフリカ教育、子

どもたちの未来を考えよう」というシンポジウ

ム」に呼んでいただいて、他のパネリストの

人たちとアフリカの子どもたちや教育につい

ての話をしていた時のことだった。司会者の

方から、「アフリカの子どもと日本の子どもど

ちらが幸せか」というテーマが与えられ、パ

ネリストがそれぞれの立場から回答していっ

た。隣に座っていた元専門家で現在は小学

校教諭の方が、「アフリカの生徒の目は、日

本の生徒の目より輝いていました。」と答え

られた。その瞬間、多くの参加者の方が目の

前に座っていられるにも関わらず、時間と空

間が飛んだ。 

私は南アフリカのソエトという町のある小

学校にいた。1979年、交換留学生としてリベ

リアの大学で勉強していた年だった。研究

テーマは、南アフリカのアパルトヘイト。白人

と有色人種を、教育、職業、居住区からセッ

クス、結婚にいたるまで、あらゆる面で区別

する社会的に制度化された差別政策で、世

界的に悪名高く、しかもその時まだ健在だっ

た。有名な分だけ、研究書はたくさんあり、

差別政策を心理学的に分析したものから、

経済的な構造から説明したものまで多様

だった。今思えば学生にとっては重過ぎる

テーマだったのかもしれない。はっきり言って

よくわからなかった。どうしても実際に見たく

て、休暇を利用して同じ留学生であった南ア

フリカの友人を訪ねることにした。訪れた南

アフリカには暗いイメージしか残っていない。

バス、電車から、公園、トイレに至るまで、公

共の乗り物や施設はすべて、白人と有色人

種と別になっており、レストランまで「White 

Only」という札がかかっていた。近代的な首

都、ヨハネスブルクですれ違う黒人は、下を

向きうなだれているように見えた。盛りあがっ

た黒人による反アパルトヘイト運動が、過激

な弾圧によって制圧され、その指導者は獄

中で拷問死したという事件の直後だったせ

いもあるかもしれない。友人はヨハネスブル

クに通う黒人労働者（下級労働）の住居地で

あるソエトに住んでいた。巨大なスラムを想

像していた私には、コンクリートやレンガ造り

の家が整然と立ち並ぶ街並みは意外だっ

た。しかし、一端内部に入ると、昼間から酒

気を撒き散らした男たちがたむろし、マリファ

ナの匂いがたちこめ、喧嘩が絶えず、売春

婦が立ち並び、一瞬の快楽を求める人たち

が徘徊するソドムのような地帯が多くあっ

た。友人の知り合いのジャーナリスト、反政

府活動家、一般市民たちなど多くの人たちと

話す機会があった。様々な話をしたが、ほとん

どの人に共通だったのが、この国の未来につ

いて予想が暗いものだったことだ。すべての人

が閉塞感を持っていた時期だったのかもしれ

ない。私自身もとても絶望的な気持ちになって

いた。加えて、小数白人が大多数の黒人を支

配するために完備した巨大な秘密警察網は、

頻繁にソエトに通う政治とは関係ない私まで、

不審人物としたらしく、尾行をつけるようになっ

た。しかたなく暗然たる気持ちのまま南アフリカ

を去ることを決心した。そんなある日、通りか

かったソエトの小学校の教室をふと覗いてみ

た。教室では、先生が生徒に静かに話しをして

いた。何を話しているのか知りたくて、先生の

許可を得て、しばらく、授業の様子を見てい

た。先生はその時勉強することの大事さについ

て話していた。勉強することが、黒人にとって

職種を制限されているため、直接個人的利益

に繋がらないその当時の南アフリカで、どんな

話をするのか興味があった。先生は学ぶ楽し

さや、知識を得ることによって広がる世界につ

いて具体的な例を引いて話していた。広い視

野を持つことの大切さも語っていた。聞いてい

る生徒の目は輝いていた。それを見た時、私

は少し救われたような気がした。もしかすると

南アフリカにも明るい未来があるのかもしれな

いと思った。それから15年たった1994年4月、

南アフリカで全人種を含む総選挙が行われ、

マンデラ政権が誕生した。そのニュースは南ア

フリカの動向から離れてしまっていた私にとっ

て衝撃的だった。磐石とも思われた南アフリカ

の白人政権が自由選挙を認め、しかも、成立し

たマンデラ政権は、自分たちが多くの血を流し

たにも関わらず、復讐的な政策は一切採らず、

平和的に権力の移譲が完了した。それは人類

がなしえたひとつの偉業だと思えた。その時、

あの輝く目を持った子どもたちも20半ばを過ぎ

ていたはずである。彼らが中心となってこれら

の動きを支えていたような気がしてならない。 

 

記憶が連鎖は、これだけで終わらなかった。一

瞬で、場面が反転した。 

 

それは、南アフリカでの劇的な政権交代から間

もない頃,マダガスカルの首都アンタナナリボの

短いトンネルの中での出来事だった。その頃、

私は、駆け出しの企画調査員で、マダガスカル

開発政策について調査を行っていた。開発政

策といっても守備範囲が広い。開発分野すべ

てを調べるということなので、回る省庁は農

業、環境、保健、教育、工業など多い上、援助

動向も調査対象なので、ドナーもすべて訪問し

ていた。今思えば、とてもいい勉強になった

が、その時は必死で、毎日、次の日訪問する

省庁に関連する政策文章を読み、帰ってくると

その内容を夜遅くまでまとめるという日々が

一ヶ月半の滞在中休みなく続いた。そんなに働

いても能力不足のために、時間が足りない、約

束の場所まで行く車の中でもずっと資料を読ん

でいた。その朝、ホテルを出て車の中でいつもの

ように下を向き焦り気味で余裕なく資料に目を通

していた。車が止まって動かない。ふと視線を感

じ、目を上げた。そこは、アーケードのような短い

トンネルだった。車の外をみると女の子、乗用車

に座っている私とちょうど同じ目線だったので、10

歳だったろうか、じっと私を見つめていた。いや見

つめていなかった。彼女は私を見ていたわけで

はなかった。彼女は何も見ていなかった。こちら

を向いていただけだった。しかし、私はその子の

瞳から目をそらせなくなった。その瞳の中に感情

というものを見出せなかったからだ。同年代の子

どもの瞳の中には、好奇心、喜怒哀楽など豊か

な感情があるものだ、少なくとも嫌悪感ぐあらい

あってもいい。しかし、彼女の瞳にあったものは、

年老いた親が子どもを失った時に見せる絶望、

それ以上に底なしの深い、あえて言えば虚無で

あった。それは私にとって驚愕であった。世の中

の価値は相対的で絶対的な悪と決め付けられる

ものは少ないが、その時私は、これは絶対に間

違っていると思った。このような瞳をもつ子どもを

作ってしまう、親も社会も政府も絶対に間違って

いる。どんな理由を付けようが、この世界のあり

方は間違っているにちがいない、と思った。あの

子の瞳は抗議することさえ出来ない者が、社会

につきつけた刃であった。あの頃、資料や統計の

中でその国のことをわかろうとしていた。しかし、

果たして回りのことを見ていたのだろうか。見て

いたとしても、それは光景に過ぎなかった。資料

や統計が役に立たないわけではない。しかし、そ

れは道具にすぎず、本質的な部分は別にある。 

 

 幸福かどうかはあくまで主観的な問題だとする

と、先の見えない袋小路のような社会の中でも、

希望を持たせることが出来る教師にめぐりあった

子どもたちは、幸せだったのかもしれない。しか

し、誰からも振り向かれることなく、路上に立ち尽

くすあの子は間違いなく不幸である。だから、ど

んなに厳しい状況であっても、輝く目を持った子

どもたちを作りだせる学校やそれをとりまく、教

師、コミュニティーは、明日に続く、希望がもてる

社会を創る可能性を持っている。 

 、 

 人は、時間がたてば、辛すぎることや悲しいこと

は忘れていく。それは、自己防衛の本能のなせる

業なのかもしれない。今回、マダガスカルの少女

のことを思い出したとき、突きつけられていた刃

は社会にではなく自分に対してであったことが

はっきりわかった。突然、よみがえってくる記憶

は、人には忘れてはならないことがあるということ

を教えてくれているのかもしれない。（H) 

 

記憶 
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今回はトップページから地味なタイトルです

みません。しかしながら、この地味なタイトル

にある「COGES連合の機能強化」は、今後の

ニジェールのCOGES政策の行方を左右すると

いってよいほど、とても重要な意味をもってい

ます。プロジェクトが呈示している「機能する

COGESのモデル」についても機能するCOGES

連合が実現することで、より完成度と実現性

が高まるため、先のタウアでのPDDE合同評

価調査（2ページに関連記事）においても、調

査団のCOGES連合に対する期待と関心が示

され、プロジェクトの取り組みと行方にも注目

が集まっています。ということで、これまでの

COGES連合に対する取り組みの状況と課題

及び、今後の展望についてまとめてみました。 

 

COGES連合とは 

まずはおさらいですが、COGES連合とは各

学校のCOGESをコミューン（ニジェールの最小

行政単位）毎にグループ化した組織で、その

存在意義はまず各学校のCOGES活動のモニ

タリングを行ない、機能するCOGESの維持強

化を確保することです。なぜCOGES連合のよ

うに自主的にグループ化した組織にモニタリン

グの役割を課すのかというと、それはタウア州

にいる9名のCOGES担当官のみでは全ての

COGES（タウア州で約1400校）のモニタリン

グ・指導が不可能だからです。さらにはこれ以

上の行政官を増やす余裕が国家予算にはな

いからです。このCOGES連合は基礎教育・識

字省の当初のCOGESに関する法令、ガイドラ

イン等にはこの点における具体的戦略が全く

抜けていました。そこでみんなの学校プロジェ

クトが試行的にCOGES連合でもってその抜け

た穴を埋める試みを始めたのです。これに

よってCOGES担当官はCOGES連合のモニタ

リングを行ない、COGES連合はCOGESをモニ

タリングするというシステムが出来るというわ

けです。COGESのモニタリング機能以外にも

各COGESレベルではなし得ない課題や問題

についてコミューンで団結して取り組むという

役割などがあります。COGES連合は昨年6月

に先行して設立された7つを含め、現在までに

タウア州で39のCOGES連合が設立されてい

ます。 

COGES連合の機能強化 

これまでの活動と成果 

さて、これまでのCOGES連合の活動の成

果をまとめると、昨年9月に７COGES連合で行

なった就学促進キャンペーンでは学年度開始

時に入学登録率が平均して約2倍に増加する

など、関係者の予想以上の成果を残しまし

た。入学希望児童数があまりにも多すぎて、

教室や教員の確保が追いつかないという状況

になるほどでしたが、COGESやCOGES連合を

中心として、コミュニティーの参加による地域

に根付いた啓発活動の効果、とりわけCOGES

とCOGES連合の実力を実証したという点では

大いに評価に値すると思われます。また、この

ほかにも契約教員とコミュニティーの関係改善

にかかるセミナーや新規赴任の校長に対する

COGES研修の実施など連合が主体となった

多くの活動が行われました。その可能性と潜

在性の大きさを示しました。昨年度のこれらの

活動を実施したのは先行して設立された７つ

のCOGES連合で、大半のCOGES連合は昨年

12月に設立されたばかりで現在ようやく4ヶ月

が過ぎたところという状況で、本格的な活動は

これからです。 

 

問題点 

前述のCOGES連合の最も重要な役割であ

るCOGES活動の恒常的なモニタリング機能に

ついてはまだまだ課題が多いようです。大半

のCOGES連合が設立後間もないということで

事務局機能が未熟であることは否めません。

その根本的な原因として、COGES連合の地理

的な制約要因が考えられます。COGES連合も

COGES同様、民主的な組織で連合メンバー

の総会が最高の意思決定機関として活動の

重要事項を協議決定することになっています

が、連合の構成メンバーである各COGESの代

表は、お互いが地理的に離れたところに居住

しているため、会合を行なうにしてもメンバー

の集合が容易ではない場合が多いことが分

かってきました。メンバーが頻繁に顔を合わせ

ることが出来ないということは、情報が迅速に

行き渡らないだけでなく、メンバー間の結束

力、モティベーションややる気の低下、更には

活動の資金源となる分担金の回収率の低下、

などの原因となる可能性もあります。このよう

にCOGES連合運営の基本部分に支障がある

と、連合の活動全体の発展が阻害される恐れ

もあるため、この問題に対する対処法を

COGES連合関係者やCOGES担当官と協議し

ています。コミューンの中心村で毎週市場が

開催される日や金曜日の礼拝日を選んで実

施するなど、人が集まりやすい機会を捉えて

連合の会議も実施するという現実的な解決策

などが提案されています。いかに外部からの

投入を抑えた持続可能なシステムが可能であ

るか、創造力や視点の豊かさといったことが

解決策を見出す上で重要になってきます。 

その他、実験的に7つのCOGES連合に対し

て支援を行なっている収入創出活動も開始し

て約1ヶ月が経ちましたが、課題の多い滑り出

しとなりました。氷や清涼飲料の販売（6連合）

と玉ねぎの投機取引（1連合）がその活動内容

ですが、前者の方は予想を大きく下回る売上

で事務局による運営能力や連合メンバーの意

識及び地域社会の参加と協力が十分ではな

いようです。今後はより専門的な指導とモニタ

リングが必要になってくるとともに、連合による

収入創出活動の一般化に向けた実現可能性

について検討を行なっていきたいと思います。 

 

今後の課題 

 COGESに比べてCOGES連合の活動につい

てはまだまだ実験的要素が強く、その概念が

実際に現場で適用可能かどうか、モデルとし

て汎用性が確保できるかどうか、を今後はよ

り注意深く見極めながら今後の活動を組み立

て、実施していかねばなりません。少なくとも

COGESの活動の恒常的なモニタリング機能

の確保と強化は必須条件です。COGESレベ

ルについて言えば、今や政府やドナー関係者

を含め、誰もがみんなの学校モデルの実証に

よってその有用性を認めるところとなりました

が、COGES連合の機能化については、冒頭

に述べたとおり、関係者がその進展状況には

注目しているところで、これから具体的な形で

説得力のある成果を出さなければなりませ

ん。これからも一層ニジェール人関係者ととも

に一つの目標に向かって進んでいきます。 

～現状と今後の見通し～ 

今号のハイライト :  

●COGES連合の機能強化 
●教育開発10ヵ年計画合同評
価現地調査 

●SBM（学校自立運営）として
のCOGES 
●コミュニティー幼稚園開始 
●中澤専門家・斎藤短期専門 

家の抱負 

245



 2 

みんなの学校だより Vol.1２                                                   1 Mai 2006 

 PDDE 

ニジェールの教育開発を推し進めるために、

基礎教育・識字省が作成し、ドナーが承認し

た教育開発10ヵ年計画（PDDE:2003年～2012

年)の第1フェーズ4年間が2006年末で終了し

ます。このため、毎年行っている、基礎教育・

識字省、ドナーの合同評価を拡大し、今回は

全国8州中6州への現地調査も行いました。そ

の調査団がタウアにもやってきました。果たし

て、この調査は、ニジェールの教育開発に、そ

してプロジェクトの今後にどんな影響を与える

のでしょうか。 

 

調査団と調査の概要 

タウア現地調査は、4月10～15日の6日間に

わたり、基礎教育総局長、大臣秘書室2

名、世銀2名（本部西アフリカ担当、ニ

ジェール事務所教育担当）フランス、EU、

JICA、オックスファム各1名の参加を得て

行われました。調査内容は、COGESを通し

た地方分権化、行政運営（県レベル)、教

員養成研修、現職教員研修などの項目につ

き、各関係者からの聞き取りと現地視察な

どの方法により実施されました。聞き取り

調査対象は、州基礎教育・識字事務所、各

部署責任者、視学官事務所、教員養成校運

営関係者、生徒などで、視察では、アバ

ラック県、イレラ県、ケイタ県の複数の学

校で、校長、教員、COGES委員、住民、生

徒などとのグループインタビューが行われ

ました。その他、ノンフォーマル教育部門

では、ノンフォーマル視学官事務所、識字

センターなどの訪問が行われました。調査

団は調査の効率を上げるために、調査団を

2つに分け、それぞれのグループが異なっ

た調査を行い、調査終了後の情報を交換し

合いました。 

 

調査結果 

調査終了後、4月14日午後8時から県教育関

係者を集め、調査の概要と結果についての

発表がありました。内容は以下の通りで

す。 

〇COGESを通した地方分権化 

－COGES設置、研修、COGES連合に関して重

要な進展が見られる。課題としては、プ

ロジェクト後の効果の永続化のための戦

略を策定することである。 

－COGESの支援(モニタリング)組織、効果

を生む能力開発については検討が必要で

あり、能力開発については、女子就学促

進のための啓発研修、補修授業などの研

修などが考えられる。 

－COGES連合については、支援委員会の設

立など、さらなる検討が必要である。 

〇行政運営 

－組織機構、各役職の業務内容について

の規定、新しい役職の創設、その定義

等に、州基礎教育・識字事務所の努力

は認められるが、その方法が参加型で

あるかわ疑わしい。 

－4半期ごとの活動計画の策定が開始され

たが、策定は進んでいない。 

問題としては, 

 △基礎教育・識字事務所内の各役職の 

仕事の内容の規定が不適当 

 △就学率に影響を与える都市部、農村

部の教員の厳密な管理の不在 

 △財務管理の不在（モニタリングは困

難） 

〇教員養成研修 

－教員養成研修は非常に深刻な問題を抱

えていることが、すべての評価関係者

の間で共有された。 

－教員養成研修の問題点については、積

極的で活動的な解決策模索のための検

討が行われている。 

〇現職研修 

－現職研修は、非常に活動的で肯定的で

あるが、横断的な問題についてのCAPED

の議事進行に弱点が見られる。 

〇教員養成校 

－教員養成校は生徒の入学時の学習レベ

ルが低いことを前提として養成計画を

策定すべきである。 

－教員養成校の遊牧地域出身の生徒のフ

ランス語能力が低いことを認識すべき

である。 

 

調査結果の意義 

現地調査は、PDDEの評価を補強するもの 

として、事前に各調査団共通の質問表を

用意し、その質問表に沿って回答を得

て、各調査団の調査結果を取りまとめる

手はずでしたが、準備が悪く、調査表の

内容について事前に合意を得ることが出

来ず、第項目ごとに各調査団が独自に質

問を行い、その印象をまとめる程度の調

査となりました。実際、タウアの調査結

果は、現地で活動する者にとっては当た

り前の事実の確認にすぎませんでした

が、普段、デスクから離れることのな

い、ドナーや基礎教育・識字省上層部が

現場の現実を自分の目で確かめたこと

は、非常に有意義であり、その結果が、

PDDEの新しいフェーズに活かされること

を祈りたいと思います。 

 

プロジェクトにとっての意義 

プロジェクトに関して言えば、タウアに

おけるCOGESの活動、COGES連合などの組

織、COGES関係行政官のパーフォーマン

スなどを調査団に知らしめることが出来

たという意味では、非常に意義があった

と思われます。特に、調査2日目には、

アポイントなしでの学校訪問が行われ、

それらの学校でのCOGESの活動とその効

果が確認されたことは、調査団員に深い

印象を残したことは間違いないありませ

ん。COGES担当官への世銀代表者からの

質問などは、完全にタウアCOGESモデル

の普及を前提としたものでした。世銀が

6つある調査地域から特にタウアを選

び、2名もその調査団に送り込んできた

大きな理由の一つが、タウアのCOGESを

見るためであることは、疑う余地もな

く、そしてその視察の結果が今後の

COGESの進展に大きな影響を与えること

も間違いありません。世銀がCOGESタウ

アモデルを認めれば、その普及に弾みが

つきます。 

今後は、プロジェクトとしては、モデル

の普及に力を注ぐと共に、そのモデルが

普及される際の形態についての技術支

援、あるいは提案などに力を注いでいく

必要があるのかもしれません。特に行わ

なければならないのは、現在プロジェク

トが行っているCOGES連合の機能化の完

成とその知見を現在のモデルに付け加え

たモデルを完成させることです。 

  

、 

 

 

 

教育開発10ヵ年計画合同評価現地調査 

 その結果と意義 

住民にインタビューする合同調査団 
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 プロジェクト解説 

 現在のプロジェクト目標は、中間評価後変更

され、「COGES（学校運営委員会）を通じた住

民参加型学校運営モデルが強化される」と

なっている。変更前の目標は「地域住民の

ニーズを反映した住民参加型学校運営が行

われる」であった。この2つのPDMの関連性自

体は、プロジェクト前期で確立したモデルを、

プロジェクト後半で強化するということなので

比較的わかりやすいが、この目標の中にある

「住民参加型学校運営」が一体何を意味する

のか、また、それが、学校教育にどういうイン

パクトを与えるのか、どういう形でそのインパ

クトが現れるのかが明確ではない。そのた

め、よくプロジェクトのPDMがわかりにくいと言

われる。勿論、プロジェクトの具体的な活動に

沿って、上記疑問に回答することは出来る。し

かし、これはあくまでプロジェクトの解釈で、一

般的な答えにはなっていない。この不明確さ

はどこから来ているか。実はそれは、プロジェ

クトが支援しているCOGES政策、言い換えれ

ばSBM（School-based management）という地

方分権化政策自体の持つ曖昧さから由来して

いる。本稿では、このSBM政策を文献等で検

討しながら、COGES政策や今後のプロジェクト

のあり方を検討する。 

 

SBM（School based management）の定義 

教育の地方分権化政策は、以下の3つに分類

できる。(注１） 

１．「権力分散化政策」（deconcentration）： 

中央政府が独占していた教育の計画、管理、

財源、資源の収集及び割当て並びに運営に

関する意思決定権を中央政府の地方事務所

に委任する。 

２．「地方分権化政策」（decentralization）： 

上述の決定権を州政府や市町村等の地方自

治体や選挙で選ばれた地方機関に委任す

る。 

３．「民営化政策」（privatization）： 

上述の決定権を私立学校等の非政府団体や

親やコミュニティーに委任する。 

 

SBMはこの分類では、「民営化政策」に属する

政策である。SBMを定義すると「中央政府によ

り決められた到達目標、政策、カリキュラム、

基準、説明責任の枠組み内で、学校運営に関

する重要事項の決定権限と責任を学校レベ

ルに体系的に分権化する。」（注２）ということに

なる。しかし、実際に行われているSBMはとて

もこの定義でまとめることはできない。それ

は、SBMが異なった環境、予算、理由、方法で

行われているからである。さらに、政策実施者

が拠りどころとする考え方や価値観も様々で

ある上、“学校”や“運営”といったより基本的

な概念でさえ、異なっている。唯一SBMを実

施してい国々において共通しているのは、学

校レベルでの権限と責任の増加が見られる

点である。 

 

SBMの導入の背景 

地方分権化政策としてのSBMを多くの政府が

導入している背景には、以下の理由が考えら

れる。(注３） 

１．教育支出のコストシェアリング 

教育支出の増大にともなう財政難のためのコ

ミュニティーや親の教育負担の共有する 

２．教育計画・運営の効率化 

中央集権的非効率な教育計画・運営を解消

する 

３．教育効果のアカウンタビリティーの向上 

コミュニティーや親の教育ニーズを反映し、教

育効果に関する結果責任の要求の容易にす

る 

上記SBMの導入の理由の強弱により、各政

府が実施するSBMの実施形態が異なってく

る。さらに、それぞれの政府がもつ政治的な

意図が付け加えられる。したがって、「左翼政

権においては、SBMがコミュニティーのエンパ

ワーメントや職業技術の強化に関する方向性

を持ち、右翼政権のSBMは、自由と多様性を

求める傾向がある。」（注4）とも言われる。 

 

SBMの分類 

学校レベルへどのような権限の委譲するかに

よってSBMの形態は、異なってくる。委譲する

権限を分類すると以下のようになる。(注5） 

知識: 学習内容の決定権 

技術: 学習方法、教授方法の決定権 

権力: 決定権 

資材: 教材、教具の決定権  

人員：人的資源の決定権 

スケジュール: 学習スケジュールの決定権 

財務: 学校に供与された財的資源の使用目   

    的決定権 

これらの権限の委譲のうち、現在行われて

いるSBMでもっとも顕著な例は、学校レベル

への予算の分権化である。学校レベルへ多

額のシステム予算を分散化しようとする側

の論点によると、多様な生徒の学習ニーズ

は各校独特であり、そのニーズを満たし得

るすべての種類の資源の組み合わせもま

た、各校で独特なものになる。したがって、

教員の雇用、備品、教科書、補助金などの

量や金額の調整を、中央で決定するのは非

効率であるということになる。国によっては、

公教育に掛かる国家予算の90％に関する

執行決定権を学校レベルに分権化している

ところもある。 

 

SBMの実践 

SBMは、10年以上、2500以上の学校で導入

されているイギリスを始め、オーストラリア

のビクトリア州、カナダ、アメリカなどで既に

制度化され、行われてきた。先進国だけで

はなく、発展途上国においても、南米などで

は、世界銀行の奨励により、SBMを多くの

国で実施してきた。アジアでも、SBMの改革

を掲げている国は非常に多い。アフリカ諸

国に関しては、世銀の推奨により地方分権

化政策を打ち出している国は多いが、SBM

の形を取っている国は多くはない。どちらか

というと、「権力分散化政策」、「地方分権化

政策」とSBMの要素が混在して行われてい

る場合が多い。 

オーストラリアのビクトリア州の場合、上記

権限のすべてを学校レベルに委譲したとい

うことで、SBMがもっとも進んでいる試みと

捉えられている。（次号でケーススタディー

として検証する）  

 

SBMの効果、成果 

非常に注目されているSBMであるが、果た

してSBMは何をもたらしたのだろうか。SBM

の効果として確認できることは、「SBMの背

景」の項で説明した教育予算の政府と住民

のコストシェアリング、効率的な教育計画の

立案、教育効果のアカウンタビリティーの向

上である。これらの点については、ビクトリ

ア州のように、体系的に権限の委譲と関係

者への能力改善が行われれば、効果が得

られると推論できる。しかし、どの政府に

とっても興味がある学習の向上にSBMが効

果があるのだろうか。実は、政府の期待に

反し、現在まで、SBMと学習効果の因果関

係について、証明されている例は稀である。

SBM(学校自立運営）としてのCOGES 

プロジェクト支援の可能性と方向性 

アバラック県でのCOGES総会の様子 
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 プロジェクト解説 
その理由は、それを証明すべきデーターベー

スが存在しないか、貧弱な場合がほとんど

だったからである。しかし、最近の研究で、

SBMが学習の向上に明確な効果を示したとの

報告もある。ここで、インドネシアの例を紹介

する。（注6） 

 

インドネシアの3県79校でUNSCO、UNICEFに

よって支援された「こどもたちのための学習コ

ミュニティー作り（Creating Learning Commui-

ties for Children）」(注7）というプロジェクトが行

われた。プロジェクトの構成要素は、以下の通

りである。 

１．79のそれぞれの学校に小規模の予算を供

与する 

２．指導法とカリキュラムへの新しいアプロー

チに関する教員養成プログラムを実施する 

３．学校を支援するよう保護者を促すコミュニ

ティー開発プログラムを実施する 

４．Active Joyful Effective Learning(注8） 

 

(このプロジェクトでは、開始より12ヶ月後に

は、出席率と試験成績において劇的な改善が

みられた。上記４つの活動のうち、SBMの要

素としては、1と3の財務権限の委譲と、保護

者、コミュニティーへのエンパワーメントが挙

げられる。それに、２．３の活動、つまり、教員

の教授法研修と実践を組み合わせたことが、

学習成果の向上に結びついたと分析できる。

またラテンアメリカの教育の質研究所の報告

によると、ラテンアメリカ7カ国に関する研究結

果（注9)でも、質の高い学校運営と効果的な教

授技術により学習の成果が改善されたと分析

されている。 

 

中央集権化とSBMの問題点 

多くの国でSBM導入を表明しながら、実際に

遅々として政策が進まない場合がある。なぜ

か。それは、「制御、統一、効率性を志向する

“中央集権化”と、自由、差異性、即応性を志

向する“地方分権化”は緊張関係にある」(注7）

ためであり、SBMを導入は政府や教育システ

ムの指導者のイニシアチブである一方、中央

の職員は大抵、この変化に対して抵抗する。

それは、権力、権限、責任、影響力を喪失す

ると考え、実際にそうなるからである。つまり、

地方分権化政策を導入している政府内部、あ

るいは、教育省内部は一枚岩ではなく、つね

に、抵抗勢力があり、政策が政府の意図した

方向性に沿って進まない場合もありうるという

ことである。アフリカ諸国などの現状を見ると、

世銀などの奨励により、SBMの政策を打ち出

し、権限と責任の受け取り手である「学校運営

委員会」などの組織は作ったものの、政府内

部での調整が出来ず、権限分散化政策と混

在するような制度となっている国が多いのは、

上のような事情があると推測される。 

 

SMBとしてのCOGES政策の現状と課題 

ニジェールのCOGES政策をSBMの観点から

検討する。ニジェールの場合、他のアフリカ諸

国と同様に世銀の推奨を受けてSBMを指向す

る地方分権化政策の導入を図り、委譲すべ

き、権限の受け取り手となる学校運営委員会

（COGES）を中心とした制度を導入した。法令

では、学校運営委員会の役割として、多くの

以下のような内容を規定している。 

－児童と教員の精勤さについての管理とモニ 

タリングを行う 

－就学、特に女子の就学促進活動の企画準 

備を行う 

－保護者、教員、児童他、様々な学校の関係

者間の調整を図り学校内での平安と平穏

を保障する 

－児童の勉学と生活の環境や学習の質の改

善を目指した活動に参加する 

－学校活動計画の作成、実施・モニタリング・

評価を行う 

－学校の教科書、学用品の受け入れ管理を

行う 

－学校のインフラ、備品の維持管理を行う 

－学校給食用の食糧の管理運営を行う 

－特別カリキュラムの作成に参加する 

－教員自主研修（CAPED）組織に参加する 

－学校の保健衛生の改善に参加する 

－学校環境の浄化と安全確保を行う 

 

この規定を権限と責任という面で分析する

と、権限ついては、資機材:（教科書、学用品

の受け入れ管理、学校給食用の食糧の管理

運営） しか触れられていない。SBMの政策と

して見た場合、多くの責任委譲が予定されて

いるが、権限委譲はほとんど予定されていな

いことがわかる。他のSBMでもっとも特徴的

である財務の権限委譲が予定されていない。

世銀などは、COGESへの教科書直接配布を

強く推奨し、実施にいたったが、他の権限に

ついても権力の委譲に積極的である。しか

し、ニジェールがビクトリア州のような全面的

なSBMの方向に向うのか、中途半端なままの

SBMに終始するのかは明らかではない。それ

は、政府、あるいは基礎教育・識字省内部で

のSBM推進に対する抵抗が根強いからであ

る。 

 

COGESとプロジェクトの今後 

前項で明らかにしたように、ニジェールの

COGES政策の行方は非常に不透明である。

その不透明な行方を方向性を示し、その戦略

についての実現に向けた方策を、その成果に

よって示してきたのは本プロジェクトであり、

それ自体は評価に値する。しかし、本プロジェ

クトが明らかにし、実証してきたことは、住民

が自ら教育に対するニーズに沿って、学校に

関する改善活動を行った時のエネルギー、実

行力であり、実力である。そしてプロジェクト

が支援するタウアの1330のCOGESが成し遂

げている成果は、政府やドナーを住民が主体

となった教育開発の方向性に動かしている。

しかしながら、オーストラリアのビクトリア州の

ようなSBMの特徴を最大限に生かした制度を

作り上げるためには、政府がSBMを正しく理

解し、イニシアチブを取り、政府内部への多く

の啓発活動を行い、能力改善を行っていく必

要がある。それには、多くの時間と努力が

必要である。プロジェクトが出来ることは、

住民の教育開発におけるより広い範囲で、

より深い成果を積み重ね、政府が権限委譲

をしやすい土台を形作っていくことである。 

しかし、ここで注意しなければならないの

は、ニジェールがより多くの権限を学校レベ

ルに委譲するSBMの方向性に向ったとして

も、それですべてが解決するわけではない

という点である。それは、SBM自体が学校

改善のすべての希望を叶える「万能薬」で

はないからである。この政策は、他の様々

な政策や能力開発と組み合わされてはじめ

て、教育開発において大きな役割を演じる

ことができるのである。 

したがって、プロジェクトとしても、今後、イン

ドネシアの例のように、学校運営の改善と

教員の能力改善などを組み合わせた重層

的な援助を行うことによって、COGESが、教

育のアクセスの改善だけでなく、教育の質

の改善にも大きく貢献できることを具体的に

示すことにより、SBMの本質と有効性を提

示し、ニジェールのおけるSBMの先導役を

勤める必要がある。（注10） 
 

注1 Rondinelli,Dennis A, et al.

(1983).Decentralization in Developing Coun-

tries:A Review of Recent Experience(Staff Work-

ing Paper No, 581) Washington DC : World Bank 

注2、4、6 Brian J.Caldwell（2005）School-based 

management(Education policy series) Internatio-

nal Institute for Education Planing 

注3 吉良直 世界銀行の教育地方分権化政策

のジレンマ（2001)開発と教育 

 注5 Ibtisam Abu-Dohou(1999) une gestion plus 

autonome des écoles、International Institute for 

Education Planing 

注7 現在このプロジェクトはオーストラリアの支

援を受け、大規模に展開されている。 

注8 JELとして知られる児童中心型教育方法 

注9 The Latin American Laboratory for Assess-

ment fo the Quality of Education の2002年の報

告 

注10 ニジェールの教育の質の問題において、

校長の能力や教員の質が一番重要で深刻な問

題であるとの共通認識がある。しかし、ニジェー

ルには校長研修制度は存在せず、また教員養成

研修が不十分で、その不備を現職教員研修によ

り補完する政策が取られているが、現職教員研

修も十分に機能していない。一方学習の質や教

員の質の問題に、住民が多くの問題意識を持っ

ていることは、住民が学校の問題を自ら分析し、

解決策にプライオリティーをつけて行っていく学校

活動計画の枠組みで現職教員研修支援や、補

習授業支援などの活動が多く実施されていること

で判明している。政府は、政策として校長研修を

含む、現職教員研修への支援をCOGESの役割と

している。しかし、その支援は、COGESが機能し

ない限り、期待できない。したがって、この支援を

実現できる可能性があるのは、COGESが機能し

ているタウアのみであり、プロジェクトとしては、将

来の活動として、COGESを通した教育の質の改

善に取り組んでいく大きな責務があると思料す

る。 
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「ボンジュール、タンティン！（おはようござ

います、おばちゃま）」―数ヶ月前に訪れた

ときには、珍妙な訪問者（筆者）を好奇心と

恐怖心の入り混じったような“くるくる眼（ま

なこ）”で凝視するだけだったはずのちびっ

子たちが、ちょっぴり誇らしげに挨拶をして

きた。「おやまぁ、この子たちったら、ちょっと

見ない間にこんなに立派になって。。。」と目

尻も下がり、すっかり孫の成長を見守るお

ばあちゃんの心境である（ちなみに筆者は

孫どころか子なし夫なしなのだが…）。 

＊＊＊ 

 昨年度１２月から準備を始め、2月中旬に

イレラ県内3村にて開園したコミュニティー幼

稚園が早2ヶ月を迎えました。このコミュニ

ティー幼稚園は、COGES学校計画のひとつ

で、教室やクラス内設備から保育者の給与

に至るまですべてがコミュニティーによって

賄われています。コミュニティーからの動員

は、財政的・物的資源に留まりません。幼稚

園の保育者も村の住人であり、コミュニ

ティーによって選ばれた人材なのです。まさ

に掛け値なしで“１００％”村の資本により運

営されている幼稚園といえます。 

 

でも―小学校就学率が５０％でその教室も

教材も充分には程遠いニジェールにおい

て、「なぜ就学前教育？」「お金を使うなら幼

稚園よりまずは小学校じゃないの？」「田舎

の村に本当に幼稚園が必要なの？」という

声も挙がるかもしれません。ニジェールのよ

うに初等教育の普及が充分でない国におい

ては、乳幼児の発達教育としてもさることな

がら、「小学校就学率の上昇」「母親の負担

軽減と女性の自立」「女子の就学率上昇」な

ど基礎教育全体の底上げがその効果として

期待されています。また、村の住民自身も

「小学校入学への準備（学校生活への適

応）」や「子供の安全確保と母親（保護者）の

負担軽減」「モラル･社会性の習得―社会生

活への適合」などをその役割として期待して

います。 

  

しかし、小学校就学も儘ならないニジェール

の現状において、就学前教育を村落住民の

イニシアチブのみで進めていくことはやはり

容易なことではありません。就学前教育へ

のニジェール全国就学率は、わずか１％

で、ほとんどが首都および都市部に集中。

公立幼稚園でも年間６０００～１２０００FCFA

もの学費を納めなければならず、まさに町

のお金持ち子弟の施設となっています。

よって、地方農村部においては、せいぜいう

わさに聞く程度で、多数の住民が実際の

「幼稚園」なんぞ見たことも聞いたこともない

という状態です。その一方で、各村コミュニ

ティー幼稚園の主要な運営者は小学校長

などバリバリの教育者たち。彼らが考える

「幼稚園」はまさにニジェールの公立幼稚園

そのものです。―つまり、そこには色々なお
-

もちゃ
- - -

や教材がなくてはならず、フランス語

や算数の基礎を小学校の準備として習うべ

きで…などなど。学力向上面重視の傾向が

根強いのです。また、村の保育者たちも公

立幼稚園のカリキュラムを基にした保育内

容の研修を受けているため、その通りに出

来ない環境に幾分戸惑い気味。その結果、

教材がない、遊具がない、お金が集まらな

い、だから何もできない、と思考停止に陥っ

てしまうこともしばしばです。限りある（かつ

わずかな
- - - -

）財源の中では、“幼稚園はこうあ

るべき”という固定観念が「袋小路」へと繋

がってしまいます。 

 

「何も特別な物がなくたって充分遊べるで

しょ。日常の「遊び」からだって子供はいっ

ぱい学べるんだから。」「幼稚園の最大の役

割は“小学校への準備”。読み書きを始める

ことがより大切だ！園児用の黒板とチョーク

が絶対必要！」、「子供を安全な環境で保

護するだけだって充分意味がある。今ある

人的・物的資源を最大限利用して、出来る

ことからはじめるべきでしょう？」「住民だっ

て子供に読み書きをしてもらいたいんだ！

でもお金がないから何も出来ない！」、「こ

の石頭！」「この世間知らず！」―とさすが

に最後のやり取りまではありませんが、そ

れこそ（特に運営者側がもつ）既存の「幼稚

園」という固定観念を打ち破ることから始め

なければなりません。 

 

村の一般家計の厳しい現実を前にして、と

てもとても教材や遊具の揃った「幼稚園」を

作り上げることは無理ですし、またその必要

があるとも思えません。そもそも１００％村

の資本なのだから、公立幼稚園に右倣えす

る必要も全くないのです。保育内容も保育

時間もすべて何でも自分たちで決めること

ができるのです。その一方で、住民の持つ

資源を超えるものはもちろん出来ません。

住民による意思決定の「自由」と住民の能

力内でしかできないという「制限」と――この

バランスの中でうまく、自分たちが望み、自

分たちで出来る“自分たちの幼稚園”を創り

あげることが必要なのです。もちろんこれは

口で言うほど簡単ではありません。何しろ

「お手本」がないのですから。その中で、手作り

のおもちゃを作ったり、村の人に遊び道具を提

供してもらったりと、すこしづつすこしづつ保育

者も運営者も模索を始めています。 

＊＊＊ 

そんなこんなで、名実共に“まっさらな更地”―

ゼロのゼロから出発した３村のコミュニティー

幼稚園はまだまだよちよち歩きで、山あり谷あ

りです。時に「本当に幼稚園へのニーズは村に

あるのだろうか？」「これは教育関係者や町の

一部の人のエゴに過ぎないのではないだろう

か？」等々思うこともしばしばです。それでも―

「引っ込み思案だったうちの子がきちんと挨拶

をするようになったのよ！」と満面の笑顔で誇

らしげに話す村のお母さんたちの姿は、少なく

ともこの試みが“ゼロ”ではないことを示してい

ます。子供も大人も無理して背伸びをする必要

はないのです。「あいさつをするようになった。」

「自分で顔を洗うようになった。」―これだけで、

こんなにも誇らしいのですから。お金はなくと

も、村にはそれこそ有益な資材がたくさんあり

ますー物知りなお年寄り、話好きのお母さん、

国中を旅した商人…。文化･伝統、社会のきず

な…伝えるべきこともたくさんあります。そんな

たくさんの村の資源をつかって、コミュニティー

幼稚園ならではの幼稚園の“かたち”――それ

ぞれの村に合った幼稚園を創りあげることこ

そ、コミュニティー幼稚園が今後発展していく道

でしょう。 

 

保護者たちが交代でやってきてこどもと遊んで

いく、村のおじいちゃんおばあちゃんが昔話を

しに訪れる。それこそこのコミュニティー幼稚園

が老若男女の入り混じる「村の集いの場」にな

ればなぁと願いつつ、今後もニジェール内のコ

ミュニティー幼稚園発展への可能性を探ってい

きたいと思っています。 

 

現在までの活動実施状況 

● 保育者研修：７日間保育者6名参加－幼

稚園視学官事務所所長担当（２月初旬） 

● コミュニティー幼稚園巡回視察（1月～４

月） 

● コミュニティー幼稚園アトリエ：保育者６

名、COGESメンバー６名参加（３月末） 

● 住民意識アンケート調査・インタビュー（４

月下旬） 

コミュニティー幼稚園よちよち歩き中！ 
就学前教育 

ちびっ子たちも元気に体操！ 

今日は何を勉強するのかな？ 
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●編集後記● 

タウアの一番暑い季節がやってきた。この

時期になると冷房のない室内にいると、手

に触れるものがすべて暑い。クーラーが

あってもよほど強力なものでないと、冷たい

風が出ているところ以外は暑い。学校に巡

回に行って帰ってくると、しばらくたっても体

の熱さが抜けず、夜になっても氷で頭を冷

やしていないと眠りにつくこともできない。さ

らにこの時期には断水、停電が多い。すべ

てが一遍にやってくるとトリプルパンチと

いったところで、もう降参するしかない。調査

団が来ても、まともなホテルもなければ、店

もなく、活動以外に見せるものもない。同じ

ニジェールでも、ニアメとタウアは本当に違

う。ニアメにはフランスから輸入された食品

や製品があるし、中華やフランスのレストラ

ンもある。停電や断水も少ないし、フランス、

イギリスと同じテレビ番組を見ることもでき

る。しかし、ドナー会議で会う先進国の援助

関係者の人たちは、雑談で、ニジェール（ニ

アメ）の生活苦ばかりを話している。その話

にはついていけない。かれらは、ほとんど地

方に足を運ぶこともなく、来たとしても、長く

て2泊といったところだ。その人たちがタウア

にやってきた。このニュースレターにも書か

れている「教育開発10ヵ年計画」合同評価

のための現地調査であった。タウアに5泊し

た。異例のことである。着いた日は断水で

あった。これに参っていたが、次の日の朝、

朝食を頼んでから、ネスカフェと粉ミルクのカ

フェオレが出てくるまで30分以上かかって、

会議に遅刻、夜仕事をしようとしたら、停電

であった。「タウア名物」の洗礼を受けたと

いったところかもしれない。 

しかし、この人たちに体験してほしかった

のは、タウアの暑さや生活の厳しさではな

く、タウアの学校を取り巻く人たちの熱さだっ

た。調査一日目は、予定した視察と訪問をこ

なしたが、2日目から、アポなしの学校訪問

を行った。大体ドナーの人たちは、準備され

た訪問を信用していない。それは、私も同じ

なので、調査団長の世銀に人に、予定して

いる学校校以外にもどんどん車をとめて、教

員や住民と話をしてみるといいとアドバイス

した。それで、調査は予定以外の訪問が中

心となった。COGESに関してはすべての調

査団員に強烈な印象を与えたようだ。アポな

しで訪問したすべての学校で、COGES委員

や教員や住民がCOGESのことを語り、

COGESが実施した活動計画で実施した活動

を見せた。タウアのCOGESが見せかけでは

なく、機能しているということを肌で感じても

らったことは、とても大きなことだったと思う。

これで、タウアCOGESモデルの全国普及が

後戻りすることはない。 

ただ、ひとつ気になったことは、世銀の人が

タウアモデルの全国普及に技術支援の必要性

をあまり考慮していなかったことだ。ここのモデ

ルを他に持っていって、そのまま必要なお金を

付ければ、タウアと同じようにCOGESが機能す

ると考えていた。今、プロジェクトがしていること

は、モデルが機能するために、ポイントポイント

でのアドバイスや介入なのである。例えば、

COGES連合の会議が予定通り開かれない、そ

の場合、プロジェクトでは、会議を開けと命令す

るのではなく、なぜ、開かれないのかを関係者

と話合い、その結論からアドバイスを行い、ス

タッフが直接会議に出向くこともある。そういう

支援こそ、モデルを機能させるために必要であ

り、プロジェクトが存在する意義であり、言い換

えれば、技術援助が必要なところなのである。

タウアで行われている女子就学促進の活動に

しろ、もう少し技術支援を行ったら効率的になる

だろうなと思うことがたくさんある。セクタープロ

グラムが進展する中で個別プロジェクト不要論

も言われているが、今後も本当の「技術」をもっ

たプロジェクトの必要性がなくなることはないだ

ろう。もちろん、そのプロジェクトが本当の「技

術」を提供できることが不可欠な条件ではある

が．．． （H) 

       

タウア名物 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－６１０－５７１ 
E-mail：Rosedesaha@aol.com   
 Onoue.Kimikazu@jica.go.jp 
Nakazawa.Junko@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートも掲載してます。 
（http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0） 

マンスリーリポートでみんなの学校の活動をリアルタイムで

知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。新しいホームページにはフォト

ギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

プロジェクト カレンダー 

200６年５月～2006年7月  
☞５月３日：ブザ県校長アトリエ 
☞5月4日～17日：ザンデール州選挙研修（全校対象） 
☞5月25日～27日：PDDE合同レビュー 
☞5月末：COGES担当官会議 
☞6月2日～3日：JICAアフリカ圏教育ワークショップ（セネガル） 
☞6月中旬：ザンデールCOGESメンバー選挙 
☞6月末：COGES担当官会議 
☞7月1日～27日：ザンデール学校計画研修・COGES連合研修 
☞7月13日～28日：プロジェクト終了時評価 

☞7月23日：COGES担当官会議 
☞7月24日：COGES連合会議 4月24日－30日は「万人のための教育」習慣で、タウアでも大イベ

ントがありました（本プロジェクトも後援）。「学校は好きですか？」と

の質問に、男の子は元気な声で「うん、大好き！」と回答。 
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今号のハイライト :  
 

●終了時評価特集 

●ＡＰＰクラブ 

●プロジェ クト解説 

       「住民参加型」  

   2006年9月 終了時評価特集号                                                 Vol.13 

7 月18日から7月28日までの11日間、
JICA本部調査団による終了時評価が行わ

れました。今回の調査では、従来の対象地

域であるタウア州に加え、新しいパイロット
地域であるザンデール州も調査対象となっ

ています。 

タウア州の現地調査では、COGESモデル
が確立されたかどうかを検証するために、

APP、コミュニティー幼稚園、学校プロジェク

トなどのCOGESやCOGES連合による活動実
施状況の確認と、COGES関係者への聞き取

り調査が行われました。 

ザンデール州では、タウア州で構築され

たCOGESモデルの汎用性の確認を目的とし
て、対象校訪問、学校活動計画・COGES連

合設置研修の視察、関係者に対するインタ

ビューが行われました。 
これらの調査結果は、ニアメのおける基

礎教育・識字省側との協議を通し取りまとめ

られ、合同調整委員会において報告され、
正式な交換文書としてその内容が日本側と

ニジェール側とで共有されました。 

 

 

 

調査結果 
評価結果の詳細は後述しますが、総合的

な評価としてはプロジェクト目標である

｢COGESを通じた住民参画型の学校運営モ
デルの強化」を含む、ほぼ全ての成果が達

成されたと判断され、上位目標とされる当プ

ロジェクトの運営モデル全国普及について
も、現時点では普及化には至っていないも

のの、ニジェール側がこのモデルを全国に

展開したいという意向が非常に強いことが明

らかになった為、達成の可能性が高いと評
価されました。 

 

 
 

課題 
一方、プロジェクト終了までの期間内に取り

組むべき重要課題は、以下2点があげられ
ています。 

①中央レベルでのCOGES政策支援 
COGESモデルの全国展開を実現する

ためには、基礎教育･識字省の強いイ

ニシアティブにより、PDDE(教育開発

10カ年計画)年間計画へCOGES政策
支援を継続的に反映し、政策実施に

必要な政府予算を確保していくことが

必要になりますが、現在その努力は十
分ではありません。この点をプロジェク

トで支援する必要性が評価団によって

提言されました。 
 

②タウアモデルの確立 

タウアのCOGESモデルとして、「みん

なの学校モデル」と呼ばれる各
COGESを機能化させるためのミニマ

ムパッケージ、つまり、民主選挙、学

校活動計画、地方行政官によるモニタ
リングについては、その有効性は証明

されています。しかし、モデルを完成す

るためには、地方行政官にCOGES連合を加
えたモニタリング体制の確立が必要となりま

す。しかし、モニタリング体制の鍵ともいえる

COGES連合が現在十全に機能しておらず、

その機能化の重要性も調査団により指摘さ
れました。 

 

 

具体的な方向性 
以上の提言を受け、当プロジェクトは、「中
央レベルのCOGES政策支援」に関し、

COGES推進室がCOGES政策を推進できるよ

うに、現在までのCOGESのさまざまな実践を
評価し、提言を行う外部COGES評価を技術、

財政面において支援します。さらに、外部評

価の政策提言をもとに、基礎教育・識字省と
ドナーが評価結果を政策としてまとめるため

のワークショ ップ、そして政策の承認を行う

ためのアトリエなどの開催もお手伝いしてい

きます。 
また「タウアモデルの確立」に関しては、現

在行っているCOGES連合の機能化に向けて

のワークショ ップ、研修などを強化するととも
に、このモデルを更に合理化し、NGOへの委

託でCOGESとCOGES連合の確立を目指す

「ザンデールモデル」の確立を目指します。 
 

さらに、当プロジェクトは、COGES連合の

“教育開発の推進役”としての役割を強化し

ていきます。COGES連合は、設置されて以
来、COGESの活動を支援するための連合会

議開催を始め、契約教員とコミュニティーの

関係改善セミナー、質の向上キャンペーンを
組織し、2005年9－10月に実施された就学促

進キャンペーン(7連合対象)では、新入学生

数を前年度比50％上昇させるなど、数々の
実績を挙げてきました。これらの成果は、行

政からの一方的な押し付けの活動ではなく、

住民のニーズを的確に汲み取った計画を、

住民が一丸となって取り組んだため達成さ
れたものです。COGES連合が中心となり、住

民共通の課題に各COGESの活力を集約し

取り組みことで、より大きく、明白な成果も出
せるのです。その上、地域住民の代表であ

るCOGES連合が、住民のニーズを反映した

教育計画や提言を、県や州の基礎教育局に
対して行い、中央レベルの教育政策へ反映

することにより、下から上への教育開発が可

能になります。COGES連合は、ニジェールの

教育開発の成功を左右するほど重要な存在
であり、COGES連合支援に当プロジェクトは

全力を尽くしていきます。 

 
 

 

最後になりましたが、ハードスケジュール
をものともせず、真摯に調査を実施してくだ

さった調査団の団員、調査に協力してくだ

さった関係者の皆様に、厚く御礼申し上げま

す。 

終
了
時
評
価
調
査
終
了
、
そ
の
結
果
は
？ 

COGESタウア州モデルの確立と全国普及を目指して！ 
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終了時評価特集 

終了時評価結果概要 
 
今回の終了時評価の結果、プロジェクト目標及び期待される成果について、ほぼすべてを達成したとの評価されました。一方、改善すべき課題

については、プロジェクト終了までの残された期間内に達成できるよう真摯に取り組んでいきます。以下、本稿では終了時評価調査団による現

地報告書をもとに終了時評価の結果概要をお伝えします。 

成果1： 

学校運営への住民参画が増大する 
 

タウア州39コミューンのプロジェクト対象1229校のうち98%にあた

る1205校が機能するCOGESを設立し、99％にあたる1220校が学

校活動計画を策定し、1115校が学校活動計画総括表を提出。そ
の結果、平均5～6の活動が実施され、動員された支出額は

189,011Fcfaであることが明らかになりました（2006年7月15日現

在）。 
この結果から、タウア州のほぼすべてのプロジェクト対

象校が機能するCOGESを設置、住民の参画により

学校活動計画策定・実施したと言えるため、プ
ロジェクトのモデル導入により住民の学

校運営への参画が増大したと判断で

きます。 

成果2： 

タウア州においてプロジェクト対象校のCOGESの能力が向上する 
 

契約教員とコミュニティーの関係改善セミナー開催、地域社会を

巻き込んだAPPクラブの実施、8パイロット校での学校プロジェクト

実施、またコミュニティー幼稚園や、セカンドチャンス・クラス等、住
民自身のイニシアティブにより現在に至るまで様々な活動が実施

されました。これらの活動実施自体が、COGESの運営能力強化

の証明であり、成果2は達成されたものと判断できます。 

 

成果3： 
機能するCOGES連合が結成される 

 

タウア州プロジェクト対象地域の39コ

ミューンは民主的選挙を経てCOGES連
合を設置し（7COGES連合は2005年6月、

32連合は2005年10月－12月設置）、現在

に至るまでCOGES連合総括会議の開催、
初期設置の7連合による「就学促進キャン

ペーン（2005年9～10月：昨年度比5,717人就

学者数増）」や39連合による「質の向上キャン
ペーン（2006年3月～6月）」を実施し、各連

合で補習授業や模擬試験を行うなど、

様々な成果を挙げました。 

しかしながら、連合の各COGESの活
動に対するモニタリングについては

能力不足が認められることから、

今後はメンバーの能力強化が必
要となります。また、モニタリン

グ実施のための交通手段・

費用が不足していることも
問題点として指摘されま

した。従って、COGES

連合の機能化には

もう少々時間を要
するものと判断

されます。 

 

成果4： 
COGES支援体制が強化される 

 

各COGESの活動支援として、COGES  

連合の連合総括会議やCOGES担当官の
月例会議でのCOGES活動のモニタリング

報告がCOGES活動支援の一つと考えられ

ますが、各会議はCOGES活動の進捗状況
報告だけでなく、情報共有や各担当官・連合

が抱える共通の問題について議論し、解決策

を模索する場ともなっていることから、COGES
支援体制が強化されていると認められま

す。しかしその一方で、COGES連合を通

したモニタリング制度は成果3でも述べ

たように改善すべき点があります。 
また、中央レベルでのCOGES政策

支援を強化するために基礎教育･

識字省、他ドナー、COGES支援
関係者との共通認識を醸成

するためのワークショップ開

催等を検討する必要があ
ります。 

従って、成果3の

COGES支援体制は

おおよそ強化され
たものと判断で

きます。 

プロジェクト目標: 
COGESを通じた住民参画型学

校運営のモデルが強化される 
 

成果1－5を評価を鑑み、プロジェクト目標
はほぼ達成されたものと言えます。しかし

ながら、モニタリングの重要な鍵となる

COGES連合の機能化については改善す
べき点が見られることから、さらなるモニタ

リングが必要となるでしょう。 

タウア州での経験を踏まえて構築されたモデルが、ザンデール州の

パイロット60校において導入され、2005年10月には選挙研修、11月
には学校活動計画研修を実施し、その結果としてパイロット校すべ

てに機能するCOGESが設置され、１校あたり平均4～5の活動実施、

210,000Fcfaが動員されたことが明らかになりました。また、これらの

研修実施はローカルNGO(ONEN)との業務委託契約によって実施さ
れ、プロジェクトによる直接介入はモニタリング数回のみと最低限に

抑えられた、非常に効率的な方法で実施されました。 

この効率的なモデルにより、プロジェクトはザンデール州での対象
校数をすでに拡大し、10コミューンに対して選挙研修及び学校活動

計画・COGES連合設置研修を実施しました。まもなくザンデールに

10コミューンのCOGES連合が誕生します。 
以上の結果から、プロジェクトが確立したCOGESモデルの汎用性は

非常に高いと言えます。 

成果5： 

タウア州で実施したCOGES運営モデルの
他州における適用可能性が高まる 
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評価項目 結果 コメント 

妥当性 非常に

高い 

本プロジェクトは、ニジェール国10ヵ年教育開発計画（PDDE）においてマネジメントの改善として、COGES政策の

実施が掲げられていることから、教育省のニーズにも合致しており、「万人のための教育（EFA）」、「ミレニアム開

発目標（MDG）」にも対応しているものと判断できる。 

また、本プロジェクトで採用した限られた資源を効果的に活用する戦略は、ニジェールの教育事情（限られた予

算、人的資源）を鑑み、極めて妥当であると考える。プロジェクト対象地域についても、タウア、ザンデールはニ

ジェールの中でも教育指標の低い地域であり、教育省の要望、地方教育行政官のやる気ともに非常に高く、本

地域を対象としたプロジェクトの実施は適切であった。 

有効性 高い（ほ

ぼ達成

された） 

プロジェクト目標の達成について、住民参加を促進したCOGESと民主的な学校運営モデルの構築については確

立されたと判断できる。しかしながら、COGES連合を活用したCOGESのモニタリング実施、及びコミューンレベル

の教育開発のモデルの構築については、現在連合モデルが試行期にあることから、モデル構築の成否はまだ

判断できない。継続してモニタリングを行ない、COGES連合の役割の明確化、効率的な運営について改善する

必要がある。また、COGES及びCOGES連合の地方教育行政官によるモニタリング･システムの構築については、

モニタリングの標準化、COGES、COGES連合からのレポートシステムの改善が必要である。 

汎用性については、二つの側面（他地域への汎用性、普及のための汎用性）を考慮する必要がある。COGES

の他地域への汎用性についてはザンデール州への普及で証明された。COGES連合の他地域への汎用性は試

行段階である。 

効率性 非常に

高い 

研修期間の短縮、研修の集中実施、現地NGOとのパートナーシップを通し、プロジェクトは多大なる努力をし、成

功している。 

インパクト 非常に

大きい 

上位目標の達成にいたるには、プロジェクトの成果に加え、COGES政策実施におけるニジェール国政府の強い

イニシアティブとドナー間でのCOGES実施方針の共有が不可欠となる。ニジェール国政府はプロジェクト成果を

高く評価し、今後ドナー技術会合等を通して関係者間でのプロジェクト運営モデルの共有を検討していることか

ら上位目標達成の可能性も高いと判断される。また、プロジェクトの成果は既に国のCOGES政策文書に影響を

与えており、政府が開発したCOGES運営マニュアルについてもプロジェクトのCOGES運営モデルが反映されてお

り、かつプロジェクトの手法が他ドナーによっても採用されている。 

持続発展性 十分 プロジェクトのCOGES運営モデルは既にCOGES政策文書へ反映されており、PDDEでもCOGES支援は重要な課

題と位置づけられ、PDDEの中間レビューでも、COGES実施の経験共有が必要であることが指摘されているが、

全国展開のための詳細な活動計画は策定されておらず、今後フォローが必要である。 

技術面では、既にCOGES監督官、COGES担当官は自らCOGES運営手法を他に伝えられるほどよく理解してお

り、その持続性は問題ないと判断される。 

組織的持続性については、COGES連合のモデル化及びCOGES推進室の能力強化が必要であり、かつ財源と

いう点においても、COGES連合のコミューン共通課題に対する活動費やCOGES担当官のモニタリング経費、

COGESを全国展開するための予算計画などが課題とされる。 

今後の課題及び活動方針 

(1)全国普及のための中央省庁・他ドナーへの働きかけ 

2004年1月のプロジェクト開始以来、当プロジェクトでは｢みんなの学校モデル｣確立に向けてタウア州で様々な取り組みを行なってきまし
た。現在、そのモデルはほぼ完成しつつあります。 

しかしながら、当プロジェクトのモデルを全国へ普及するためには、基礎教育・識字省や他ドナー等の関係者がCOGES支援、及び当プロ

ジェクトのアプローチによる取り組みとその実績に対して更に理解を深めることが必要となります。今後、当プロジェクトから更なる情報発

信・働きかけを行い、近日実施予定のPDDE技術会合や合同レビューで当プロジェクトのアプローチによるCOGES支援政策を議題として取
り上げられるような努力を行うことが必要です。 

また、類似プロジェクトを実施しているUNICEFやEU、CONCERN（国際NGO）等の他ドナーとの支援アプローチを統一するための働きかけも

必要となります。 

(2)COGES推進室の能力強化支援 

組織的持続発展性を考慮するうえで、基礎教育・識字省及びCOGES推進室の能力強化は必須です。COGES推進室とCOGES支援ドナーに
よるワーキンググループ(WG)は既に存在していますが、今後、COGES政策の方針と行動計画を確立させるために、WGの活動を活発化さ

せるための支援を行う必要があります。 

(3)COGES連合モデル化の確立 

みんなの学校モデルでは、COGES連合を活用したCOGESのモニタリング実施及びコミューンレベルの教育開発のモデル構築を目指して
いますが、上述の通りモニタリング制度については、モニタリングの標準化、COGES、COGES連合からのレポートシステムの改善等取り組

むべき点が幾つかあります。また、連合の果たすべき役割とその機能について、メンバーが理解を深めることも能力強化の点で重要にな

ります。これらを踏まえ、機能するCOGES連合のモデル構築を目指します。 

評価5項目に沿った評価結果 
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終了時評価特集 

終了時評価雑感 
ニジェールの小さな学校から  

－ コミュニティ支援は、こんこんと湧き出る地下水脈のような住民パワーを掘りあてる井戸のよう - 

ニ ジェールは貧し
い国、2005年の

人間開発報告指

数は、177か国

中最下位だっ
た。平均余命指

数、経済指数に

比べて教育指数
が低いのが特徴

だ。成人識字率

は15％程度、小
学校純就学率は

38％、アフリカ地域で最も低い。実際に村に行くと、これよりも更に低い

のではないかと思う。学校に行っていない子どもの数は多く、読み書き

の出来る大人は少ない。 
  

それでも、ニジェールの村の学校に行くと前向きな気持ちにな

る。何故だろう？ 色鮮やかな一張羅を着て来客を迎えてくれ
る子どもたちの姿が、そして一生懸命に「自分たちの学校」を

作り出すことに打ち込む大人と子どもたちの姿が私たちの心に

共感と希望を与えてくれる。 
 

 

 

  
 ゾンゴ・アロキ村でAPP活動として綺麗な模様のござを編ん

でいた子ども達。細長く編んだの帯を合わせて丸い綺麗なマッ

トが出来る。色を考えて皆と同じように編んでから合わせる。
教えているのは村の女性、子どもたちの真ん中で自分も編ん

でいた。共同作業には多くの学びがある。皆、楽しそうに作業

を続けている。子どもたちの鮮やかな手さばきに見とれてし
まった。COGESの話し合いが始まったので用意された椅子に

座ってCOGESの方々の話を聞いていた。しばらくすると小さな

手で後から肩をたたかれた。振り向くと、さっきまでござを編んでいた8

歳くらいの女の子が丸く綺麗に仕上がったマットを引きずって持って来
ていた。「これ、あげるって」。。。小鳥のような声だった。村の土の匂い

がする三色の渦巻き模様のマットは私の大事な宝物になった。 

 
 カオラ・アラッサ

ン村でCOGES活

動の一環として始
めた成人識字教

室では、20代後

半の若者が真剣

に文字を書いて
いた。いつも聞い

ている言葉を書く

ことができる興奮
と嬉しさ。taとlaを

習ってTalata (水

曜日)と、誇らしげ
に、小さな手持ちの黒板に書いている。どうして識字教室に来ようと

思ったのですか？との質問に、思慮深い口調でこう答えた。 

「村に小学校が来た時には、私は既に大人になっていました。でも、学

びたかったのです。識字教室で勉強して読み書きが出来るようになっ

たら、教育の大切さについて村の人に話をしていくつもりです」 
 コミュニティで造った質素な教室、夜間に男性の識字教室をしてい

る。新学期から、昼間は学校の教室として使い、2時間以上ある学校

の昼休みの間に、女性の識字教室も開きたいと語る村の人たち。教

室をフルに活用するマネジメント能力と意欲に脱帽。 
  

ムジヤ村では、村人総出で私達の為に昼食を作ってくれた。背筋を

しゃんと伸ばして村の女性たちの料理を監督していたオバア様は
COGESの会計役。住民の信頼を得ているゴッドマザーのような人な

のだろうか。私達の所に来て色々と世話を焼いてくれた。「COGESで

色々と話し合うのはよいことだよ。問題はたくさんある、でも、全ての
問題には『解決策という薬』があるのだからね」と含蓄の深い言葉を残

して、また、忙しそうに向こうの方に行って女性たちに指図をしてい

る。 

 
 貧困と困難の中にあってもコミュニティには力と知恵があるこ

とを実感して首都ニアメに戻った。ミニッツ協議の内容をまとめ

る時に、コミュニティ支援について原リーダーがこう言った。「コ
ミュニティは既に自分たちのニーズを満たすための力を持って

いるんです。支援は、このコミュニティ自身が持つ能力を慎重に

引き出すことです。ちょうど、こんこんと湧き出る豊かな地下水
脈を汲み出す井戸を掘るように」なるほど、この表現をそのまま

教訓に書くことにした。「え？かなり詩的で情緒的だなあ、こんな

文言をミニッツに入れちゃっていいのかな？」と思いつつ、日本

側もニジェール側も皆この表現がすっかり気に入ってしまったの
は、これがフィールド訪問で皆が感じたこととぴったり一致して

いたからだった。コミュニティは外からは見えないところに力を

持っていて、時には、コミュニティの人たち自身もそれに気づい
ていないこともある。それを引き出すことが真のコミュニティ支援

であることを、わかりやすく説明してくれた原リーダーに脱帽。 

 
 

 

 

ニジェールの小学校就学者数は伸び続けているが、それでも2015年
までに学齢児童の全てが学校に行くことは難しい。さらに、毎年のよう

に国を襲う旱魃と洪水。最貧国に対して自然やグローバル経済は厳

しい。大きな困難の中で、コミュニティと行政の協働体制を作り出して
きたのが『みんなの学校』プロジェクトだ。その中で、全力を尽くす人々

の意欲と勇気を実感できるから、ニジェールの村の学校に行くと「私た

ちも頑張らなくては」と思わされる。 
 

 プロジェクト専門家の皆さん、プロジェクトに協力するNGOの皆さん、

カウンターパートの皆さん、本当にありがとうございます。これからも

益々のご活躍を期待しています。私たちも頑張ります。             
                   

（終了時評価調査団 横関祐見子氏） 

問
題
は
た
く
さ
ん
あ
る
、
で
も
、
全
て
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問
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と
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う
薬
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が
あ
る
の
だ
か
ら
ね
・
・
・ 
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A PPクラブは、現在COGESによって実施されていま
す。今年度のAPPクラブ活動について、ブザ県ブザ地区の40

校及びコニ県サルナワ地区28校、計68校にてアンケート調査

をした結果、以下の①～③の効果が確認されまています。 

このように、APPクラブを導入することによって、児童が卒業後

に役立つ技術や知識を学ぶだけでなく、学校とコミュニティーと
の関係にも様々なよい影響を与えていることがわかってきまし

た。今回の記事では、アンケートの結果から、具体的にAPPクラ

ブにどのような効果があるのかご説明したいと思います。  
 

 

～地域に適した身近な活動で､活動経費の捻出に成功～ 
下記の活動実績表からもわかることは、APPクラブが、教員、生

徒、コミュニティーに受け入れられ、頻繁に活動が行われたとい

うことです。 これは、COGESが主体的に関わり、地域社会の

ニーズにあった、地域社会で資源調達できる活動を計画したこ
とで、達成できた成果と分析できます。地域に受け入れられたこ

とは、従来のAPP活動において弊害となっていた材料費不足等

が、地域社会からの協力によって解消したことにも伺われます。 

 

 
～児童の出席率に貢献！～ 

各学校の校長に「APPクラブを始めてから、子どもたちに変化はありま

したか？」との質問をしたところ（複数回答あり）、たくさんの肯定的な回
答が得られました。 

Ａ Ｐ Ｐ ク ラ ブ 
全体の半数が、“児童が学校を楽しんでいる”と

回答し、また、68校中38校の校長は、“児童が学
校活動に積極的になった”と回答しています。現

在のニジェールにおける学校現場では、6学年ま

でに中退する児童が多い事が問題となっていま

すが、APPクラブによって、「学校が楽しい場」へ
と変わることで、児童の中退を未然に防ぎ、残存

率の向上、さらには初等教育修了率の向上にも

貢献が期待できます。 
 

さらに、地域住民（保護者）100名に、「子どもたち

にどのような変化が見られたか」と質問したとこ
ろ、“学校に喜んでいくようになった”と答えた保

護者が半数以上に及びました。また、“児童が家

庭でAPPについて話すことが多くなった”との意

見が多いことからも、APP活動が児童に正のイン
パクトを与え、学校へ行きたいと思う意欲につが

なっているといえます。（右下のグラフ参照） 

 
加えて、今年度からの対象校であるブザ県ブザ

地区40校においては、児童の出席率が昨年度平

均87％から、今年度平均95％へと8％増加してい
ます（左下グラフ参照）。この結果からも、地域住

民の参画によるAPPクラブ（COGES活動）によっ

て、学校が児童にとって行きたいと思える場に

なっており、それが結果的に出席率の向上につ
ながったと言えます。（注：昨年度は、教員ストの

ため、1月より学校開始）  

 
 

～学校とコミュニティーの関係改善に貢献！～ 

「地域住民にどのような変化があったか?」という
質問に対して、校長先生の73％がAPPクラブを通

して「地域住民と学校との交流の場が増えた」と答えています。この

ことから、週1回の活動が児童にとっての技術習得の場になっている

だけでなく、学校と地域住民をつなぐ交流の場にもなっていることが
わかります。従来の学校は、算数やフランス語が主の教育内容であ

り、地域住民が教育内容に参加できる機会がほとんどなく、学校現

場は敷居の高い、遠いところでした。しかしながら、APPクラブの導 
                              （6ページ下「APPクラブつづき」へ   ） 

Ａ
Ｐ
Ｐ
ク
ラ
ブ
で
子
ど
も
が
変
わ
る
、
学
校
が
変
わ
る
、

コ
ミ
ィ
ニ
テ
ィ
ー
が
変
わ
る
！
！ 

 

〜
今
年
度
の
活
動
結
果
及
び
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
か
ら
〜 

 

①クラブ活動経費の確保       

       →   活動の持続発展性 

②出席率の向上  

       →   残存率向上への貢献 

③学校とコミュニティーの関係改善  

       →   学校活動の活性化 

子どもたちに変化はありましたか？（68校校長に質問）

26

33

38

0 10 20 30 40

1.学校活動に積極的になった

2.学校を楽しんでいる

3.技術が上達している

子どもたちにどのような変化がありましたか？（保護者１００人）

52

28

15

0 10 20 30 40 50 60

学校に喜んでいくよ うになった

家でAP Pの事について話す

家でも実践している

ブザ県ブザ地区40校出席率

83%

87%
89% 90% 89%

87%

90%

93%

98%
97%

98% 98% 98%

0.75

0.8

0.85

0.9

0.95

1

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

2004-2005

2005-2006

 クラブ実施状況 

APPクラブ設置 全学校にて設置 

APPクラブ開始 2005年1月上旬 

実施回数 週1回（計２８回） 

平均クラブ数 3.5クラブ 

材料費 ＊68校合計金額 1,390,225Fcfa(323,308円) 

＊1校当り  20,444Fcfa(4750円)  

＊児童1人当り  130Fcfa(30円)  

住民動員数 ①クラブ設置にかかる住民集回数； 
      平均2回(1回当り参加数 約50名) 

②APP活動：各クラブ1名及び有志参加者 
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プロジェクト解説 

 

 
 

以上の結果から、

APPクラブの実施

は、地域住民、教
員、そして、児童に

多くのよい影響を及

ぼしていることがわ
かりました。児童

が、APPクラブを通

し、学校活動に積
極的な姿勢を持つ

ことで、保護者がそ

の姿に満足し、教員も教授意欲が高まりました。さらに、特に注目した

いのは、クラブ活動を通して、保護者、地域住民が教育活動に気軽に
参加できる機会が得られたことです。つまり、APPクラブの実施によっ

て、地域住民が「教育の質」の改善へと参加できる余地が生まれたの

です。これら、学校と地域が一体となって行うAPP活動が活発に実施さ
れるならば、学校が集いの場となり、コミュニティーにより近い学校にな

るでしょう。 

   （５ページ「APPクラブ」のつづき）  

 
入をきっかけに、地域住民が教育内容に関心を持ち、参加できる場

が生まれ、学校現場の敷居が低くなり、住民にとってより身近な場へ

と変化しているといえます。  
 

さらには、98％の住民が今後もAPPクラブに協力を続けるつもりだと

答えていること、また、同様に98％の児童、校長が共にAPPクラブを

今後も続けたいと答えていることからも今年度のAPPクラブ活動が学
校と地域の関係を繋ぐ架け橋となったといえます。 

を住民集会の場で話し合います。また、COGES委員は活動

の進捗状況や結果を住民集会の場で報告し、それについて
の話し合いを行ないます。この過程も住民が村全体の活動

の決定に参加するという意味で重要です。住民集会への参

加の度合いは各COGESで濃淡がありますが、昨年9月の

「NGO-JICA評価」調査では６村落中、半数で80%以上の住
民がこのプロセスに参加しているという結果でした。また、プ

ロジェクトのパイロット24校で実施した調査では1年間で一校

当たり平均3.30回の住民集会が開催され、COGES設置前の
平均0.40回から約8倍、さらに住民集会への参加者数（各校

平均約90名）についても約8倍に増えたとの結果が出ていま

す。 
 

●分担金供出、労働力や資材の提供 

さらにCOGESの学校活動計画における住民による活動資源

の提供という形の参加があります。活動計画に基づいて策
定される予算を賄うために住民が分担金を支払います。分

担金が支払えない住民は資材や労働力を提供することも可

能です。例えばわらぶき教室の設置に伴う藁などの材料を
提供したり、設置に係る労働力を提供したりします。この過程

では住民自身が決定した活動に自分で参加するという意味

があります。これら住民による活動資金の動員は、2005-06
年度の実績では1校あたり208,586Fcfa（日本円で約５万円）

でした。 

ＡＰＰクラブつづき 

地域住民に、どのような変化がありましたか？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68校の校長に質問）

34

50

19

16

0 10 20 30 40 50 60

1.学校活動に協力的になった

2.交流の場が増えた

3.学校の訪問回数が増えた

4.COGESの活性化になった

み んなの学校プロジェクトの現在の対象校は、タウア州で約1300校に及びます。その1300校で、学校環境改善のための住民によって他に例を見ないほど多くの貢献がなされました。この成果は、プロジェクトが導入した住民参加アプローチの効率性と汎
用性を証明しているとも言えます。しかし、一般的に「住民参加」と一口に言っても、その解釈には様々なものがあります。それぞれの事

業において、その内容や目的は様々であり、活動の計画から実施まで住民の発意に基づく主体的な参加もあれば、強制労働や対価の

支払いによる動員も「参加」という言葉で括ることも出来ます。本項では、みんなの学校プロジェクトにおける「住民参加」の内容とはどの

ようなものなのか、そして主体的な住民参加を促進、維持するための要件はなにか、昨年9月に実施されたNGO-JICA評価小委員会によ
る特定テーマ評価「住民参加」（以下、「NGO-JICA評価」）の現地調査結果やプロジェクトが実施した調査とモニタリング結果をもとに考察

してみたいと思います。 

みんなの学校プロジェクトにおける住民参加の内容 

みんなの学校プロジェクトが支援しているCOGESの
活動における住民参加の具体的な内容やその度合

いは以下のようにまとめられます。 

 

●代表選挙への参加 
まず住民はCOGES委員及び保護者会役員を選出

するための投票に参加し、住民の代表を民意によっ

て選びます。この過程は自分たちの代表を自分たち
で選ぶという意思決定への参加という意味で重要な

参加の第一歩となります。NGO-JICA評価調査では

調査対象6村落中、4村落で80%以上の住民が投票に
参加し、残り2村落についても約50 6̃0％の住民が投

票に参加した、との結果が出ており、大半の住民が

COGES及び保護者会役員選挙に参加して自分の意

志を反映していることがわかります。 
 

●住民集会への参加 

次に住民はCOGESが開催する住民集会に参加
し、COGESの活動における様々な情報を得て、話し

合いによって重要事項を決定します。特にCOGESに

よる学校活動計画の策定にあたっては、住民のニー
ズに応じた住民自身で解決可能な無理の無い計画と

するため、問題の発掘・分析や解決策、予算化など

 
「
住
民
参
加
」
の
視
点
か
ら
見
た 

み
ん
な
の
学
校
プ
ロ
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ト 
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●その他の参加 

このほか、住民は子どもの学習状況の様子を見るために学校を
訪問したり、APP（生産実習活動）を行なっているところでは住民が

子どもたちに技術を教える講師として学校活動に参加したり、ある

いは子どもたちの発表会に参加したりして以前よりも住民が学校

に対して興味をもち、気軽に学校に足を運ぶ状況が生まれていま
す。また、COGESの活動をきっかけにして住民が学校教育だけで

なく地域の抱える問題について幅広く話し合い、解決に向け取り組

みを始めるといったところもあります。 
 

このように、COGESを通じて実現された住民参加は代表選挙へ

の参加や学校活動計画の枠組みの中で問題解決のために住民
自身で出来ることを住民自身が計画し実行する、という非常に主

体的な参加が実現していると言えます。 

 

 
COGESの設置によって住民や関係者はどうかわったのか？ 

では、住民参加によるCOGESの設置により、以前と比較して住

民や関係者の意識や行動にどのような変化が見られたのでしょう
か？ 

 

ニジェールの村落の地域住民に
とって、小学校というのは、あまり

身近な存在ではありませんでした。

それは、小学校が子どもの教育の

ために国家によって設置、運営さ
れ、「国家の所有物」という意識が

住民にあったからです。しかも、国

家行政による学校運営は劣悪で、
かつ教員ストライキや質の悪い契

約教員の増加などで住民は国家

が提供する学校教育に対して不信
感を募らせ、しかも校舎が村の中

心部から離れた村のはずれにたて

られていることが多く、心理的にも

物理的にも住民と学校の距離がか
け離れていました。また、COGES

の設置以前にも保護者会という組

織がありましたが、COGESのように教員と保護者（住民）との合同
組織ではなかったため、教員との関係がもつれたり、関係が悪いと

うまく機能しないといった問題がありました。さらに、保護者会は選

挙で代表を選出する仕組みが無かったため、村の権力者の意向
で代表が選ばれるなど、民主的な組織運営がなされているところ

はほとんどありませんでした。保護者から集められた分担金の使

途がうやむやにされて全く住民から信頼されず、結果として住民は

次第に組織から遠ざかり、活動が停滞するといった例が多く見られ
ました。つまり保護者会は形ばかりで機能する組織では無かった

のです。従って以前は、住民は自分達の子どもにより良い教育を

受けさせるために、学校の現状を改善したいとの思いを持っていた
にもかかわらず、その思いを形にする仕組みが無かったのです。 

 

しかしながら、COGESが設置されてからは、代表選挙や、学校
活動計画の作成、実施への参加により、学校はコミュニティのみん

なの所有物で、住民も運営に参加して自分たちでできることは自

分たちで改善しようという意識に変わってきました。COGESを通し

た住民参加によって「国の学校」から「みんなの学校」へ住民の意
識の変化を促したと言えるでしょう。 

 

教員にも大きな変化が見られます。村の学校に配属される教員

のほとんどはそのコミュニティー以外の地域の出身者であるため

外部者意識が少なからずあったり、あるいは上述のように住民が
学校や教員に対して不信感を抱いている場合もあったりするた

め、教員が学校の問題を解決するためにコミュニティーに働きか

けるきっかけがつかめずに学校とコミュニティーの距離が生じて

いました。COGESが設置されてからは学校教員とコミュニティー
住民が同じ目標にむけて協働、参加することでお互いのコミュニ

ケーショ ンが促進され、関係改善が進み、教員も住民からの協力

を得ることでいろいろな面で負担が減り、正常な教務に励む環境
が整いました。 

 

その他の関係者として、プロジェクトのカウンターパートである
COGES監督官とCOGES担当官たちにも大きな変化がありまし

た。これまでは、地方教育行政官であるにもかかわらず、移動手

段の欠如によって、各学校の教育現場に巡回することすら不可

能で、現場の状況を把握するには難しい状況にありました。プロ
ジェクトからCOGES担当官に対してモトクロスバイクを供与したほ

か、COGES関連各種研修の講師として養成するための研修及び

経験・情報共有のための月例会議の開催など彼らの能力強化を
行なってきました。彼ら自身が研修を行ない、現場の状況を巡回

モニタリングして把握することで彼らの業務に対して理解を深め

るともに、住民が積極的に活動を
実践し成果を出すことで彼ら自身

も刺激を受け、彼らの存在意義を

認識することで自信を持って業務

を遂行するようになりました。 
 

そして全ての関係者に言えること

ですが、具体的に活動を実施し、
目に見える成果を達成すること

で、それぞれの関係者が自信を深

め、更なるやる気に繋げていま
す。またうまく行かなかった活動に

ついてもなぜそうなのかを話し合

い分析することで、そこから学習し

て改善していくという継続性のあ
る学習プロセスが形成されるよう

になりました。 

 
 

主体的な住民参加を促し、持続させる要件 

上述したような主体的な住民参加を促し、さらにそれを持続発
展させていくための要件として、どのようなものが考えられるので

しょうか。 

 

●機能する組織作り 
まず第一に挙げられる重要な要件として組織化が挙げられま

す。住民が自らの力で運営でき、かつ機能する組織を作ることで

す。機能する組織とはどのような組織かというと民主的に選ばれ
た代表と民主的で透明性のある運営体制を持った組織であると

言えます。みんなの学校プロジェクトでは、COGESの住民代表を

保護者や一般住民の投票による民主的な選挙によって選出して
います。従来からある保護者会では、代表が村の権力者の意向

によって決められ、非常に排他的な代表性である場合が多いの

ですが、それに比べると民主選挙による代表選出によって、やる

気と能力を持っているとみんなが認める人を選ぶことができ、組
織の機能化にプラスに作用すると考えられます。また、組織運営

についても民主的なルール作り、活動や資源管理における透明

性といった工夫や配慮も重要です。例えば、重要な決定事項は
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プロジェク ト解説 

必ず住民集会の場で承認することや、定期

的に活動内容やその結果を広く住民に対
して報告し、情報を共有する。公正な会計

管理と定期的な報告といったことも重要で

す。前述とおり過去の保護者会の例では

不透明な会計から住民の信用をなくし積極
的な参加を阻害していました。信頼の置け

ない人になけなしのお金を託すことが憚ら

れるのは当然のことといえます。したがっ
て、常に住民とのコミュニケーショ ンを図

り、公正で透明性のある運営を心がけ、信

頼関係を保つことが、住民の参加の増大と
活動の持続性が確保されると言えます。 

 

●住民自身で出来る活動の枠組み 

第二の要件は、活動の枠組みについて
です。重要なことは住民が持っている能力

ですぐに適用可能で役に立つ実践的な活

動の枠組みを導入することです。実際に、
機能する組織が出来ても、その組織が住

民の意思を代表した活動を行わない限り、

住民にとって組織としての意義は小さくなっ
てしまうからです。COGESの活動において

は前述したとおり、「学校活動計画」の策

定、実施、モニタリング評価というプロセス

に住民が参画するのですが、活動計画は
あくまでも住民自身で解決可能なものを選

択して実施します。外部からの援助を当て

にするのではなく住民自身の力で解決でき
る身の丈にあった活動を選ぶことで、一つ

一つの活動は地味ながらも着実に成果に

つながり、成果を出すことで自信をつけ、モ
チベーショ ンを維持していくことが出来るの

です。 

 

●支援体制作り 
 基本的に上記2つの要件、あるいは後述

するような所与的な要件が揃っているとこ

ろでは、それだけで住民参加が継続してい
くところもあります。しかしながら、様々な阻

害要因があるところでは外部者からのモニ

タリング支援が必要なところもあります。こ
の場合外部者とは、行政官であったり、

COGES連合のような自主グループ組織で

す。このモニタリング支援体制を整備、強

化することでコミュニティー自身で解決策が
見出せない問題も外部者がファシリテート

することで解決される可能性が高くなりま

す。後述のように、校長のやる気が無いと
か、村長や宗教指導者の理解協力不足な

ど、外部者によるファシリテーションがこう

いったマイナス要因の解決の一助となりま
す。 

 

●実践的でわかりやすい研修 

最後の要件として、重要なことは研修の
内容です。みんなの学校プロジェクトが実

施する研修の種類は主に「選挙研修」、「学

校活動計画研修」「財務研修」ですが、研

修の対象者は一般住民ではなく、校長先生

やCOGES委員を対象としています。研修を
受けたものが村に帰って選挙の実施なり、

学校活動計画の策定実施を住民とともに行

います。したがって、具体的な活動に繋がる

実践的な内容ということを重要視して研修を
構成するよう配慮しています。必要最小限

の理論以外は実践的な内容に厳選して、現

地語でシミュレーション（寸劇）や絵などを
使って研修受講者が非識字者でも内容を

理解し、楽しく研修に参加できるよう工夫し

ています。村に帰ってすぐに実施に移せて
すぐにその効果が見えるという点において、

非常に効果的であると思います。 

 

以上の４つの要件は、関係者による働き
かけによって住民参加を促す、いわば作用

因としての要件です。言い換えると、プロ

ジェクトの住民参加アプローチはこれらの要
件をカバーするように構成されています。次

に関係者による働きかけではコントロールし

にくいような所与的な要件について考えて
みたいと思います。 

 

●住民のニーズ 

ニーズが無いところ、あるいはニーズとし
てプライオリティが低いような活動に対して

は主体的な住民参加を短期間に実現する

ことは難しいと言えます。その場合、「意識
化」という働きかけが必要になり、住民が

ニーズとして意識するようになるまでには長

いプロセスになる可能性もあります。みんな
の学校プロジェクトの場合、COGESの設置

によってこれだけ短期間で主体的な住民の

参加が実現したのは、もともと住民の中に

学校教育の改善という高いニーズが潜在的
にあったことも大きな要因として考えられま

す。このように住民参加による活動が住民

のニーズに合致しているかどうかは、参加
の質や度合いに影響を与える重要な要因

であるといえます。 

 
●コミュニティーリーダーの理解、指導力、

カリスマ性 

COGESの代表のやる気や能力もさること

ながら、村長や宗教指導者といった村の指
導者層がCOGESの活動に対して理解を示

し、積極的に協力するところは、住民の参加

度もかなり高くなります。村長や宗教指導者
といったリーダーはCOGESにとって外部者

ではありますがCOGESが村の住民組織で

ある以上、監督あるいは支援する立場にあ
るべき人々です。しかしこのような伝統的な

リーダーは世襲であり、民主的な選挙で選

ぶことはできないため、彼らの元来持ってい

る資質によって、こういった住民の参加にプ
ラスあるいはマイナスに影響を及ぼす可能

性もあります。 

 

●コミュニティー内の社会関係 

元々のｺﾐｭﾆﾃｨｰ内の社会関係の状況も
住民の参加に大きく影響を及ぼすと考え

られます。例えばコミュニティー内で敵対

するグループや派閥が存在していたり、

一部の富裕層が利権や資源を独占する
ような封建的な権力構造の上に成り立っ

ていたりする場合など健全な住民の参加

は阻害される可能性が大きいと言えま
す。一方でコミュニティーがリーダーのも

とによく纏まって連帯感があるようなとこ

ろは参加の促進要因になるといえます。 
 

●校長（教員）のやる気、リーダーシップ、

能力 

校長や教員は村の中でも数少ないイン
テリに属す人であり、彼らがCOGESの活

動に果たす役割は重要です。しかしなが

ら、COGES委員の中で学校の校長先生
は自動的に委員になれるので、選挙の対

象にはなりません。つまり住民が校長先

生を選ぶことが出来ないため、もともと学
校に配属された校長の能力、やる気、資

質などに左右されることになります。校長

がコミュニティーのリーダーや住民と良好

な関係を築き、住民の主体的な参加をう
まく引き出しているところは、COGESの活

動も問題なく非常に活発で様々なアイデ

アを実践することが出来ますが、校長の
資質ややる気に問題があり、コミュニ

ティーとの関係も悪いと主体的な住民参

加の阻害要因となりえます。 
 

このように、所与的な要件はプラスの

要因が多ければ多いほど住民参加の質

量を増大させ、マイナス要因が多ければ
多いほど住民参加を阻害することになり

ます。上述のとおり、COGESを取り巻く状

況に阻害要因があり、当事者だけで解決
が出来ない場合は、それらの要因を取り

除く、あるいは和らげるために行政官や

COGES連合といった外部の支援体制が
必要なのです。 

 

 みんなの学校プロジェクトで用いる住民

参加型の手法は上記の要件に配慮して、
短期間で具体的に実践して、成果を出す

ための工夫、配慮をしています。住民の

エンパワメントを支援するにしても外部か
ら新しい知識や技術という形で時間をか

けて能力を付加するのではなく、住民が

既に持っている、あるいは潜在的に持っ
ている能力をうまく引き出してそれを効率

的に発揮できる場を提供することに留意

しています。そして、具体的な実践と成果

から住民がその能力を自覚し、自信を身
につけながら次の活動に結びつけてい

く。こういった学習プロセスを経ることで更

なる能力強化が図られるのです。 
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プロジェクト活動データ 

数字で見る 

“みんなの学校プロジェクト” 

 03-0 4年度 
（対象171校） 

04-0 5年度 
（325校/対象329校） 

学校活動計画総数 

1校あたり平均計画数 
617活動 
3.61活動 

1,765活動 
5.43活動 

実施総数  
1校あたり平均実施数 

575活動 
3.36活動 

1,595活動 
4.91活動 

実施率 93.19% 90.37% 

学校活動計画予算総

額  
1校あたり予算総額  

1児童あたり予算総額 

 
26,414,028Fcfa 

196,126Fcfa 
－ 

98,919,811Fcfa 
304,369Fcfa 

1466Fcfa 

実施総額  
1校あたり実施総額  
1児童あたり実施額 

77,862,435Fcfa 
154,468Fcfa 
－ 

77,862,435Fcfa 
239,577Fcfa 

1,154Fcfa 

資金投入率 76.67% 78.71% 

05-0 6年度 
（1170 /対象1269校） 

7,804活動 
6.67活動 

6,934活動 
5.93活動 

88.85% 

 
281,639,934Fcfa 

240,718Fcfa 
1,835Fcfa 

244,045,081Fcfa 
208,586Fcfa 

1,590Fcfa 

86.79% 

54

359

8 78

2 04

161 6

60 6

1 69

229

222

0 500 1000 1500 2000

APP

環境

COGES機能強化

保健･衛生

インフラ整備

就学促進啓発活動

学習効率の向上

校内安全

その他

 03年度 04年度 2005年度  2006年度（0 6年7月
末現在）  

合計 

実施地区 
  ﾀｳｱ ｻﾞﾝﾃﾞｰﾙ ﾀｳｱ ｻﾞﾝﾃﾞｰﾙ 

ﾀｳｱ＋ 
ｻﾞﾝﾃﾞｰﾙ 

COGES選挙研修 
対象学校数 

参加者数 

一人当りの経費目安*  

 

171校 
171名 

 

158校 
158名 

 

905校 
905名 

 

60校 
60名 

 

——— 

 

1484校 
1484名 

11,130Fcfa 

 

2778校 
2778名 

学校活動計画研修 

対象学校数 

参加者数 

一人当りの経費目安*  

 
171校 
513名 

 
158校 
474名 

 

905校 
1810名 

 

60校 
120名 

 

——— 

 

 

372校 
744名 

10,080Fcfa 

 

1666校 
3661名 

COGES財務研修 
対象校数  
連合数 

参加者数 

 

 

——— 

 

171校 
——— 

342名 

 

 

——— 

 

 

 

——— 

 

——— 
39連合 

78名 

 

 

——— 

 
171校 

39連合 
420名 

COGES連合研修 
連合数  
対象校 

参加者数 

 

 

——— 

 

1連合 
26校 
78名 

 

38連合
1208校 
2531名 

 

 

——— 

 

 

——— 

 

10連合 
327校 
744名 

 

49連合
1561校 
3353名 

COGES/契約教員 
関係改善セミナー 

対象校数 

参加者数 

 

 

——— 

 

 

 

——— 

 

 
 

194校 
807名 

 

 

——— 

 

 

——— 

 

 

——— 

 
 

194校 
807名 

APP クラブ研修 
対象校数 

参加者数 

 

——— 

 
——— 

 

68校 
136名 

 

——— 

 

——— 

 

——— 

 

68校 
136名 

APP研修 
対象校数 

参加者数 

 

——— 

 

25校 
85名 

 

——— 

 

——— 

 

——— 

 

——— 

 

25校 
85名 

 全COGES担当官 
〔9名） 

COGES担当官 
一人あたり平均 

巡回訪問先数 1,020訪問 113.33訪問 

月平均訪問先数 145.71訪問 16.19訪問 

巡回日数 534日 59.33日 

月平均巡回日数 76日 8.48日 

バイク走行距離 49,676km 5,519.56km 

月平均走行距離 7,097km 788.51km 

ガソリン代 2,235,420Fcfa  248,380Fcfa 

月平均ガソリン代 319,346Fcfa 35,483Fcfa 

COGES担当官巡回記録（05年10月-06年4月） 

05-06年度学校活動計画カテゴリー別活動 

各種研修実績（2003年～2006年7月） 
７COGES連合における入学登録者数変遷 

―03年度～05年度― 

*一人当りの経費目安：研修実施に掛かる総経費を参加者数で割ったもの。講師

代、マニュアル代、日当･交通費、NGO業務委託諸経費等を含む。 

6 ,01 4

6 ,479

1 2,196

2 , 395

2 ,451

5 ,314

3 ,61 9

4 , 028

6 ,882

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

入学登録者数 女子 男子

03-04年度入学 04-05年度入学
05-06年度入学
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先日、日本に一時帰国した際に、書店で

本を眺めていたら、「フランツ・ファノ
ン」という評伝が目に入った。学生時

代、この著者の「地に呪われたる者」と

いう本を読んだことがあったので、思わ

ず買ってしまった。その本の裏表紙には
「精神科医であり、アルジェリア戦争に

身を投じた第三世界の解放の理論家、抑

圧と非人間化への宣戦布告の書『黒い皮
膚・白い仮面』はじめ、４冊の著書の作

者、そして、仏領アンティル

に黒い皮膚を持って生まれた
マルティニック人」とファノ

ンを紹介していた。この評伝

を読んでいて、すこしずつ「地に呪われ

たる者」の内容を思い出した。思い出し
たくらいだから、実は、ほとんど内容を

忘れていた。しかし、ずっと憶えていた

一文があった。 
 

それは、次のような文だった。「一つの

橋の建設がもしそこに働く人々の意識を
豊かにしないのならば、橋は建設されな

い方がいい。市民は従来通り泳ぐか渡し

舟に乗るかして渡っていけばよい。橋

は、空から降ってくるものであってはな
らない」この文は、人間開放の思想家と

も言われているファノンの思想の全体像

を象徴している訳ではない。覚えていた
理由は、ただ、自分にとって印象的な一

文だったからであろう。しかし、今、こ

の一文を読み返すと、援助の世界にも当
てはまるようにも思える。 

 

「COGES（学校運営委員会）は教育10ヵ
年計画の成功の鍵」だと、上の人たち
（基礎教育・識字省、ドナー関係者）が

よく言う。COGESは、上のひとにとって

みれば、地方分権化を実施する際に、中
央から権限を受け取る受け皿である。実

際、その受け皿であるCOGESの機能化に

プロジェクトが取り組んでいる。しか
し、組織としてのCOGESの意味付けは、

プロジェクトと上の人たちとは、だいぶ

違う。上の人にとってCOGESは、教育財

政のコストシェアリングとか、教育需要
の効率化など地方分権化の効果を出すた

めのツールに過ぎない。それはあたか

も、お金を入れれば製品が出てくる自動

販売機のようだ。COGESを作って、そこ
に権限を委譲すれば、自動的にことが改

善すると思っている。つまりCOGESは絵

に描いたもちなのだ。みんなの学校プロ
ジェクトがCOGESの機能化に成功したの

は、COGESという民主的な住民組織を作

り出すことが出来たからだ。COGESが住
民の教育に対する需要や意見を吸収し、

その需要や意見を実際の活動に変えるこ

とが出来るイニシアチブを持った人が組
織の代表となり、積極的に組織を動かし

たからだ。そして、その活動により、学

校に対する住民の意識を変えた。もし、
権限の受け取り手としてのCOGESに住民

組織としてのダイナミズムがなければ、

ニジェールの地方分権化は失敗するだろ

う。その意味で、恐らくファノンが書い
た一文の「橋」と言う言葉を「COGES」

という言葉に書き換えることが可能なの

だと思う。 
 

プロジェクトも２年半を過ぎた。今、感

じることは、コミュニティーあるいは、
住民には、様々な開発ニーズが

あり、そのニーズを自分自身で

解決していくやる気も能力も

あるということだ。その力
は、無尽蔵の地下水のように

豊富にある。だから、プロ

ジェクトがなすべきことは、
その地下水を地上にくみ上げ

る井戸を掘る手伝いをするこ

とだ。しかし問題なのは、井
戸により地上に水が出るよう

に住民のパワーが発揮される

２００６年９月～２００６年１１月 
☞ 9月6日  ＣＯＧＥＳ担当官会議 

☞ 9月7・8日   ＣＯＧＥＳ連合大会 

☞ 9月中～下旬 ザンデール州学校活動計画/ 
             ＣＯＧＥＳ連合研修（１８連合） 

☞ 10月  ＰＤＤＥ合同技術会議（予定） 

☞ 10月10日～24日 終了時評価調査（追加調査） 

☞ 10月24日～11月3日 研修ビデオ撮影ミッション 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour  Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－６１０－５７１ 
E-mai l：Rosedesaha@aol .com   

 konoue@yahoo.co.jp  
Nakazawa.Junko@j ica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートも掲載してます。 

（http://proj ect.j ica.go.j p/niger/6331038E0） 
マンスリーリポートでみんなの学校の活動をリアルタイムで

知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。新しいホームページにはフォト

ギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

ようになっても、上に居る人たちがその

パワーをうまく使えないということだ。
それは、上の人たちが聞く耳を持たない

か、住民の声が聞こえないか、上の人た

ちと住民とは使う言語が違うからだ。だ

から、プロジェクトの専門家がなすべき
ことは、住民の声をわかりやすい言葉に

翻訳した上、拡声し、上の人に伝え、下

から上を変えていくことなのだと思う。 
 

フランツ・ファノンは、36
歳の若さで死んだ。しか
し、彼は現代でも通用する

人間解放の思想を残した。

それを可能にしたのは、精神科医として

社会的な弱者の声を聞いていたから、い
や聞く耳を持っていたからだと思えてな

らない。 （H）   

 
 

フ ラ ン ツ ･ フ ァ ノ ン ‐ 橋 と Ｃ Ｏ Ｇ Ｅ Ｓ 

プロジェクト カレンダー 
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みんなの学校だより 
vol.１４  

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
  

2006年12月14日発行 

   2006年12月                                                       V ol.14 

と うとう「みんなの学校だより」も最終号と
なった。もっとも、来年の7月までの延長フェー
ズが決まったので、正確には最終号とは言えな

いが、プロジェクトスタッフは、この12月をデッドラ
インとして、プロジェクトを運営してきた。そういう
意味で、この号で、3年間を振り返ってみること
も意義があると思える。プロジェクトのことを知ら

ない人もこの項を読んでいるかもしれないので、
次ページに改めて、プロジェクト概要とこの3年
間の進捗をまとめてみた。参考にして欲しい。 

 

対象校が25校から2800校へ 
 この3年間のプロジェクトの進捗を数字で見て
最も特徴的なことは、対象校が、25校から
2800校に増えたことだ。対象校が増えたという
ことは、プロジェクトの直接の活動からみると、
2800校に対し、COGES設立のための研修、学
校活動計画研修、そしてCOGES連合設置研修

を行い、地方行政官によるモニタリングシステ

ムを導入したということである。 
 

 これらの研修やモニタリングシステムの導入に

よって、いったい何がどのように変わったのか。
それについては、中間評価や終了時評価の結

果を前号までに、プロジェクトのPDMを使って説

明してきた。その結果を要約すれば、「プロジェ
クトは地域のニーズを反映した学校運営への住

民参加モデルの確立に成功し、その普及もある

程度順調である」ということになる。 

 

タウア州就学率、修了率の伸び率
全国トップへ 
 しかし、もう一つ公的な評価には使えなかった
が、プロジェクトが誇れる成果がある。それは、タ

ウア州の2005年から2006年にかけての教育指
標である。最近、基礎教育・識字省の統計局か
ら教育統計の発表があり、2005年から2006年
にかけて、就学率、新入学者数、修了率のタウ
ア州の伸びが、いずれもニジェール内8州のトッ
プであることが判明した。タウア州は、2004年か
ら2005年までの上記に挙げた指標の伸び率が
非常に低く、また、今年、他州に比べ、ドナーや
識字省の人的・材的投入を特に、享受したとい

巻頭言  ３年間を振り返って 
う事実はない。つまり他にこの伸び率の要因が
あったということになる。プロジェクトは、2005年
の前半にタウア州すべての学校に上記の

COGESの研修を終え、地方行政官やCOGES

連合の支援の下、ほぼすべてのCOGESが学校

活動計画を作成した。そして、この作成された
計画が各学校で実施された。活動は様々な分

野に及びその動員金額も大きなものであった。
これらの各COGESの活動が、2005年のタウア
州の飛躍の原動力になっていることは間違い

ない。 

住民主体の教育開発 
 住民の参加なしに、トップダウンの政策やそ
の実施だけでは、教育計画の目標は達成でき

ないということは、もう明らかである。仮に政策
に、住民を巻き込むような、学校レベルへ権限

を委譲する地方分権化を含んでいたとしても、

達成の可能性は限りなく低い。それは、政策立
案者の多くにとって、COGESは、組織図の最も

下部にある一構成要素にすぎず、そこにある

住民の需要や、その需要を行動に変えた時の
ダイナミズムを理解していないからである。それ

は、政策立案者だけではなく、教育関係者もド

ナーも理解していなかった。 

 
 プロジェクトが3年をかけて証明したかったこと
のひとつは、住民が教育開発の一方の主役に

なりうるということなのである。それをドナーや政
策を決定するレベルの人間だけではなく、住民

自体にも理解してほしかった。この3年間で、ニ
ジェールの住民は、その活動の成果によって、

多くの関係者に驚きを与え、その固定化した先

入観を打ち破り、COGESや住民の力を見せつ
けることによって、住民自身による教育開発の

可能性を認めさせるようになった。ドナーも基

礎教育・識字省関係者も、住民の力なしに、

教育開発の成功が望めないということをはっき
りと認識し始めている。先に述べた指標がその

力を立証している。 

 

信じがたいハードワーク 
 3年前、同じことを話しても、誰も信じてくれな
かった。だから、成果によって証明するしかな

かった。しかもその成果は、通常のプロジェクト
の常識を破るような短時間で広い範囲で上げ

ることが必要であった。そしてプロジェクトはそれ

に成功した。短期間に成果を挙げられた理由
は、住民に教育に対するニーズも能力もあった

こと、プロジェクトの採用した効率的なアプロー

チ、研修手法などが挙げられる。しかし、忘れ

てはいけないのは、プロジェクト専門家、現地人
スタッフやCOGES担当官の信じられないような

ハードワークである。彼らの献身なしには、この

成果を短時間に達成することは不可能だった
と思う。彼らは炎天下、休日もなく働き続けた。

この努力により、プロジェクトは早い速度で進展

した。彼らのハードワークを支えたのは、住民の
熱意だったような気がする。 

 

 プロジェクトを陰で支えたのは、プロジェクトス

タッフだけではない。プロジェクト実施には、多く
の方々の支援があった。JICA本部の人間開発

部基礎教育チームの方々、特に歴代のプロ

ジェクト担当者、評価等で多くの貢献、支援を
いただいた横関さんを初めとした専門員の

方々、また、ニジェール事務所で、プロジェクト

に最初の理解と最大の支援をしていただいた
所長、そして、煩雑な事務手続きを代行してい

ただいた企画調査員、事務所員の方々。 

 

いまここで、改めてプロジェクトを支えてくれたす
べての人々に感謝を捧げたい。 

 

    ありがとうございました。 
 

     チーフアドバイザー    原 雅裕 

今号のハイライト :  
 

●ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ３年間の歩み 

●斉藤専門家送別特集 

●プロジェ クト活動報告 

    ーCOG ES連合ー  
 

写真； みんなの学校プロジェクトスタッフ・COGES担当官（2006年8月撮影） 
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プロジェクト概要 

プロジェクト概要と3年間の歩み 
和名：（技プロ/新規）ニジェール国・住民参画型学校運営改善計画プロジェクト 

（みんなの学校プロジェクト） 

英名：School for All 

実施期間：04年1月1日～06年12月31日（07年7月末までの延長が決定） 

C/P機関：基礎教育・識字省 

上位目標：COGESを通じた住民参画型学校運営のモデルが普及する。 

プロジェクト目標：COGESを通じた住民参画型学校運営のモデルが強化される。 

概要： 

 サブサハラ地域の最貧国の一つであるニジェールの教育の総就学率は52％（2005/2006年）と世界最低水準であり、か
つ教育の質も低く、地域間・男女間格差も大きい。このような状況を改善するために、ニジェール政府は、教育のアクセス、

教育の質、教育システムの改善を大きな目標とする教育開発10ヵ年計画（03－12年）を策定し、実施している。この改革の

重要な要となっているのが、教育の地方分権化政策である。 

 この政策の具体的な内容は、各学校に校長、教師代表、保護者代表、母親会代表の計6名から構成される学校運営委
員会（COGES）を設置し、教科書、文房具の受け取り・管理、契約教員の管理、補助金の運営管理の責任、さらに、就学促

進、学習の質の向上などの役割を与えることにより、学校運営の効率化や教育開発の向上を目指すものである。さらに重要

なのは、COGESを通した住民の学校運営や教育開発への参加により、住民の間に根ざす、学校への不信感を払拭し、学校
とコミュニティの心理的距離を縮めることであった。 

 このCOGES政策を支援するために2004年1月に開始されたみんなの学校プロジェクトは、枠組みのみあり、具体的な戦略

のなかったCOGES政策を肉付けし、具現化してきた。まず、COGESの設置において、民主的な選挙を導入し、COGESを、イ
ニシアチブを持った者が指導する風通しのよい組織とした。また組織の活動指針として、住民自身が学校の問題を自ら考

え、解決していく枠組みとして学校活動計画を導入し、住民による多くの教育改善活動の実施という成果を得た。住民によっ

て実施された活動としては、学校インフラの建設、整備、清掃、教室の清掃、トイレの建設、保健啓発活動から、就学促進啓

発、補習授業などの教育の質の改善活動まで多岐にわたる。さらにプロジェクトは、このCOGESの活動をモニタリングするため
の地方行政官の能力改善を通し、COGESモニタリングシステムを構築した。 

またプロジェクトでは、生徒に実際的な生産活動を教えるべく学校の教科として導入されたが、現在はほとんど廃れている

生産実習活動（APP）を、住民の参加により活性化させ、地域住民のニーズを反映させた魅力的な学校づくりを行っている。 

進捗：  

2004年1月、タウア州（人口200万人、学校数1300校）の25校を対象にプロジェクト開始し、COGES設置における民主選
挙、COGESによる学校活動計画を導入。COGES政策の進展により、2006年6月に対象支援校を25校から171校に変

更。 

2004年10月、COGES政策の進展により、対象支援校を171校から329校に増加。 

2005年1月、プロジェクト合同調整委員会で、1年間の活動の成果を報告、その成果が評価され、2月には先方政府から対
象地域拡大の要請がなされる。 

2005年7月 中間評価において、当初のプロジェクト目標がすべて達成されたことが確認され、プロジェクト目標をそれまでの

成果の普及に変更。また対象地域拡大について、ザンデール州での展開を通じて、モデルの普及展開の可能性を検討
することが、ニジェール側とJICAで合意される。 

2005年10月、COGES政策の進展により、タウア州のすべての学校を対象支援校とする。ザンデール州のパイロット校60校で

の活動開始。 
2006年7月に実施された終了時評価（コンサルタントによる詳細な調査は10月に実施）において、プロジェクト目標の達成可

能性が高いことが確認され、評価5項目いずれにおいても高い評価を得る。しかしながら、COGES連合（注）のモデル化

については、現在行っている試行的な取り組みを整理した上で、政策提言を行うべきであることから、現行プロジェクト期

間を7ヶ月程度延長することが総合的な見地から妥当であるとされた。 
2006年10月現在、タウア州においては、COGES連合の機能化を中心として活動を展開し、ザンデール州においては、ほぼ

州半数の学校において、タウアで確立したモデルを試行中。中央においては、COGES政策へプロジェクト成果を反映す

るため、COGES関連活動の外部評価、COGES政策策定アトリエ実施支援を行っている。 
  

（注）COGES連合は、ニジェールの最小の行政区分であるコミューン毎にCOGESをグループ化したもの。少数の地方行政官

で、多くの学校をモニタリングし、またコミュニティや地方教育行政との持続的な連携を構築するのは難しいことから、周辺の
COGESを一まとまりとした連合体として機能強化することとなり、2005年3月に策定された基礎教育・識字省COGES政策文

章において、COGES連合の設置が明文化された。 
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齋藤専門家送別特集 

朝から晩までAPP 
～APPと共に歩んだ２年と８ヶ月～ 

2004年 2005年 2006年 

APP担当の齋藤由紀子専門家が２００６年１２月末日に任期終了となります。帰国にあたって、２００４年３月に青年

海外協力隊シニア隊員として派遣されてから、短期専門家としての再派遣を経た現在（２００６年１２月）まで、「生産
実習活動（APP）」の可能性に懸け続けた２年８ヶ月に渡る軌跡を綴って頂きました。 

ニ ジェールにおけるAPPの歴史は、1987年、「新教育プログラム」の
一環で初等教育カリキュラムの中に導入されたことに始ま

ります。従来の理論中心の教育から、卒業後の社会生活

に役立つ知識、経験、実践技術を身につけるための教科と

して、取り入れられたのです。地域の実情を反映した生産
活動（農業、手工業、社会文化活動、家庭経済等）を各

学校、教員が自由に選択し、実施できるとしていますが、

残念ながら現在に至るまで上手く機能しているとはいえま
せん。そんな中、みんなの学校プロジェクトは、これら実用

的な活動を学校活動に取り入れ、活性化させることによっ

て、学校への住民参加を促すことができるのではないかと
考え、プロジェクトの重要な構成要素としてAPPを組み込み

ました。そこで、２００４年３月にシニア隊員として派遣され

た私に課せられた要請内容は―APPの「現状分析と解決

策の模索」、そしてAPPを通した「学校と地域の関係改善の
可能性」を探ることでした。ここに、カリキュラムの1つである

APP教科の充実を図り、地域住民が求める「機能するAPP」

を実現するため、私の２年８ヶ月に渡る試行錯誤が始まっ
たのです。 

 

 
 

現状分析から解決策の模索へ(04年3月‐05年9月) 
まず取り組んだのが、APP教科の“現状分析”です。なぜ

APP教科が機能しないのか、現在の問題点を見極め、今

後の方向性を見出す為です。実際のAPP活動現場や、基
礎教育・識字省APP関係者を招いて行った「APP現状分析

ワークショップ」から見えてきたAPP機能不全の理由は以下

の通りでした。①保護者・教員間でのAPPに対する理解不
足②活動道具や材料購入の経費が確保できない③保護

者との協力がない④教員に指導ノウハウがない⑤教員のモ

チベーション低い、ということです。―このような５つの問題
点の中でも、特にAPPに関する「教員の知識不足」は多くの関係者から

指摘される点でした。 

 

このような現状に対し、まずはAPP活動における教員側の問題に対応す
ることが先決として実施したのが、教員の能力強化を狙った

「APP教員研修」です。対象は当初のパイロット校コニ県サルナ

ワ地区全教員、計76名（25校）。この研修の中では、実践的

な活動を伴うAPPには、児童の発達に合わせた段階的な教授
が必要であるとし、児童発達心理学を組み込んだ内容にしま

した。この研修後、実際に教員のAPP活動に対する関心が増

し、25校すべての学校でオリジナリティー溢れるAPPが行われ
るようになったのです。そしてその半年後、パイロット校での活

動を評価し、さらなるAPPの方向性を見出すため「APP経験

シェアリングセミナー」を開催。結果、パイロット校全てで活発な
APPが行われ、今後も継続したいという意向が明らかになりま

した。しかし、依然として指摘されたのは、①材料費がなかな

か集まらない②教員が指導できる技術の種類、人材に限りが

ある、ということでした。つまり、いくら教員にモチベーションや指
導力があっても、活動に対する費用が捻出されなければ活動

は継続できないため、APPを行う上で、材料費の不足は決定

的な問題であるということです。また、技術の教授に関しても、
教員のみでは専門的な知識に欠け、限界があることが浮き彫

「
A
P
P
ク
ラ
ブ
」
は 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
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と
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の
架
け
橋 
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齋藤専門家送別特集 

的に様々なメッセージを送る事ができるようになるのです。 

 
 

 

 

最後の関門ー汎用性のあるAPPクラブへー(06年7‐12月) 
紆余曲折を経て、このように多くの可能性を持った「APPクラブ」に辿り
着きましたが、そんな私に最後に残された課題が“普及拡大のための

モデルづくり”でした。つまり、APPクラブをニジェール内に広め

ていく上で、“広範囲で行なわれる活動のモニタリングはどう
するか”、“「機能するAPPクラブ」をより多くの学校で、より簡

単に、より効率的に導入するにはどうすべきか”、という点へ

の対策を講じることです。まず、APPクラブの簡易な導入へ向
けては、研修を受けなくても活動が開始できるように、既存の

APPクラブマニュアルをより具体的で分かりやすく改定しまし

た。そして、補助資料として、実際の活動を行うためのヒントに

なるような活動事例集の作成にも着手しました。次に、以前
は教育主事が担っていたモニタリングの問題に関しては、財

政および物理的な制約を考慮し、現在プロジェクトで確立しつ

つあるCOGES連合のネットワーク体制を活用することに汎用
性への活路を見出しました。つまり、各COGESレベルで活動

の自己評価を規定のモニタリングシートを使って定期的に行

ない、COGES連合レベルでの会合を通して情報共有･問題
解決策の模索を行なうという構図になります。APPクラブの

COGES連合を活用したモニタリング体制はまだまだ試行段

階であり、今後の継続的な試行および評価を実施していくこ

とが不可欠ではありますが、これらの対策をもって、現在認め
られたAPPクラブの効果を最大限に生かしつつ、より現実的

で実現可能な汎用性のあるモデルとして機能することが期待

されます。 
 

 

 
2006年12月末、基礎教育・識字省APP関係者にAPPクラブ

のアプローチを紹介する「APPクラブセミナー」をもって、私の

任期は終わりを迎えます。しかし、ニジェールにおける「APP

クラブ」の歩みは今始まったばかりです。以上述べてきたよう
に、私の2年と8ヶ月を賭けて辿り着いた「APPクラブ」は、従

来のAPPが持っていた問題を解決するだけではなく、コミュニ

ティーと学校の架け橋となりえるものです。さらには、“みん
なの

学校プロジェク

ト”が理念とする
「みんなが集う、

楽しい学校」―

“みんなの学校”
を具現化する活

動だと言えるで
しょう。この可能

性溢れる「APPク

ラブ」の更なる発

展と、ニジェール
の子どもたちの

夢ある未来を祈りつつ…。 

 
2006年12月13日 ニジェール・タウアにて    

 

APP担当短期専門家 齋藤由紀子 

りになりました。そして、このセミナーやパイロット校での経験から、APPの

活性化には、やはり“地域住民の参画が鍵”であるとの結論に達したの
です。 

 

 

 

「APPクラブ」誕生(05年10月‐06年6月) 
この地域住民の参画という“APPの方向性”に“学校と地域の関係改

善”という課題を練り合わせ･･･そして生まれたのが「APPク

ラブ」です。教員と児童２者のみで行われていたいままでの
APPをより地域のニーズを取り入れた地域が望む活動にな

るよう、地域住民を巻き込み、教員・児童・地域住民の3者
協同で行う“APP”に作り変えたのです。プロジェクトが実施し

ている学校運営への住民参加モデルを応用し、機能する

COGESを通したAPPクラブの啓発および話し合いによって、
クラブ導入段階（クラブ実施決定およびクラブ選択）から住

民を巻き込み、学校活動計画へAPPクラブ活動費を組み

込むことにしたのです。これによって、地域住民からの同意

が得られ、活動費の問題を解消することができました。ま
た、APPクラブ講師としてコミュニティーの人的資源を活用

することにより、クラブの多様化・活性化を可能とし、住民の

能動的な参加を促したのです。さらには、活動選択時に地
域住民や教員だけでなく、児童の要望も取り入れたことで、

児童のより積極的な取り組みが見られるようにもなりました。 

 

2005年10･11月に「APPクラブ研修」を通し、このAPPクラ

ブをパイロット68校に導入しましたが、７ヶ月後に実施したア

ンケート調査では、APPクラブによる成果として、生活に役立つ技術の
習得というAPP教科の本来の目的に加え、「出席率の向上」、「学校と

コミュニティーの関係改善」、「クラブ活動経費の確実な捻出」に貢献し

たということが明らかになりました。活性化したAPPクラブを介して、児
童・教員・住民（保護者）が相互に刺激し合い、プラスの効果を挙げて

いることが見えてきたのです。つまり、住民の巻き込みで活性化した

APPクラブによって、児童が喜んで通学するようになり、その姿に保護

者は満足し、更なる参画･参加への動機付けとなる。また、児童の積極
的な姿勢や保護者の介入は、教員の意欲を高めることが期待でき、そ

れにより様々な学校活動の更なる活性化へと結びつく―、という訳で

す。その他にも、APPクラブの可能性は様々です。ひとつ例を挙げると、
生産実習活動を通したCOGES集金軽減の可能性です。いくつかのクラ

ブでは、活動を通して実際売れるほどの見事なものが出来ており、学校

によっては市場で売っています。その売り上げをCOGES基金に還元し、
他のCOGES活動へ貢献することが可能なのです。また別の可能性とし

て、APPクラブを通した地域への啓発活動が挙げられます。文化クラブ

で行なわれる歌、劇、詩に、女子就学促進や保健衛生、環境に関する

内容を盛り込み、村落内で発表することで、より多くの地域住民へ効率

A
P
P
ク
ラ
ブ
で 

「
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プロジェクト活動報告 

既 にご紹介した通り、みんなの学校プロジェクトは終了時評価の結果を踏まえて、2007年7月まで延長することになりました。その
延長フェーズの終了時点までに達成しなければならない「宿題」の一つが

“COGES連合の機能化”です。既に実証済みである「機能するCOGESモデ

ル」に比べて「機能するCOGES連合モデル」は試行後間もないこともあり、

モデルとしての価値を今年度一年間を通して実証する必要があるのです。
昨年度から設置され、プロジェクトが活動を支援してきたタウア州の39の

COGES連合は、就学促進や模擬試験の実施などに一定の成果を残し、

COGESとそのネットワーク組織であるCOGES連合による活動のインパクトの
大きさ、そして潜在能力の高さを提示することが出来ました。一方で、開始

初年度は、活動や運営の枠組みについては確立されたモデルがなかった

ため、手探り状態での活動の実施でした。その結果、資金不足をはじめ運
営基盤や体制に脆弱性を露呈するなど、課題も多く残りました。そこで今

年度は昨年度の問題点、課題を踏まえて、改善に向けた多くの取り組み

を実行に移しています。これらの改善点をまとめたのが以下の図です。 

 

活動の計画性向上 
昨年度の活動を通じて直面した大きな問題の一つは、連合の活動運

営資金不足でした。COGES連合は構成員（各COGES代表）が地理的に離

れた所に住んでいる為、まず彼らが集まって話し合いを行なうために移動
費などの費用が発生し、この点がCOGESとは異なり連合のハンディキャッ

プであるといえます。つまりCOGES連合の場合、会合の開催など最低限必

要な運営活動に、ある程度のお金がかかるということなのです。昨年度は

多くの連合が資金不足のため、年度後半に入って会合すら開催できなく
なる、あるいは会合を開いても参加者が少ない、といった問題がおこりまし

た。そこで、限られた資源を確実に確保して有効活用するための工夫を今

年度から導入しました。ポイントは計画性の向上です。今年度はCOGES

連合の活動計画を2種類に区別して、連合の事務局会合や総会などの
連合の運営にかかる計画を第1活動計画とし、年度初めに策定するよう

にしました。この活動計画を策定することでCOGES連合が1年間に実施

する事務局会合や連合総会の開催数が予め確定され、年間予算が概

算されます。各COGESは連合の年間予算を踏まえて、各COGESが負担
すべき金額を学校活動計画の中に組み込みます。各COGESが連合に

支払う分担金のほか、連合総会に出席する際の交通費旅費について

も、この中に組み込むことで、連合の資金確保を確実にし、総会への参
加も促進することが狙いです。COGESの学校活動計画が策定され、連

合によってそれらが回収されると連合はその内容を分析した上で、第2の

活動計画を策定します。このプロセスを経ることで、各COGESのモニタリ
ングを容易化するだけでなく、各COGESに共通する課題を見つけ、ニー

ズの高い活動を連合の活動計画として策定することが可能になります。 

これまでのモニタリングの結果、タウア州の対象コミューン全ての39連

合で年度初めに第1回の連合総会を開催し、第1活動計画の策定を完
了しました。現在、この連合の第1活動計画をもとに各COGESが学校活

動計画を策定し、連合が順次回収中です。すでに第2活動計画の策定

にも着手する連合も出てきました。これまでのところ連合の総会や事務

局会合の開催状況や参加度も昨年度に比べて格段に向上しており、機
能化に向けて順調なスタートを切ったということがいえます。 

 

改善に向けた様々な取り組み 
このほかにも、プロジェクトでは連合の機能強化に向けた様々な取り組

みを行なっています。今年9月に各連合の代表を集めて会合を開催し、

上述した新しい活動計画プロセスなど改善に向けての研修を行ない、さ
らに月例COGES担当官会議においても、モニタリングチェックポイントや

各種活動計画の集計表などのレポーティングを含めたモニタリングシス

テムを整備し、彼らのモニタリング能力の向上を図っています。その結

果、徐々に関係者の連合に対する意識が向上してきており、それは会合
の開催頻度や参加率の改善だけでなく、多くの連合がやる気の無い連合

事務局委員の交代や改選をおこない事務局の機能強化に取り組んでい

ることなどにも現れています。 
また、昨年度からもコミューン行政と連携する連合が多くありました

が、これまでのモニタリングから、コミューン行政自体も連合の活動に強

い関心を示していることがわかりました。今年度は独自のローカル予算を
持っているコミューン行政との連携を恒常化させるための戦略をすすめ、

その第1弾として来年早々コミューン長を招いたCOGES連合大会をタウ

アで開催し、連携の具体的な形を協議する予定です。この両者の連携

は、中央からの押し付けではない、現場でのニーズに基づき、現場の実
情を反映した地域発の地方分権化政策への発展にむけた流れを作ると

いう意味で、大きな可能性と期待を秘めています。 

“ここが違う、今年のCOGES連合” ～COGES連合の機能化に向けて～ 

COGES連合第1活動計画 

COGES学校活動計画 

COGES連合第2活動計画 

連合の年間活
動の予算化 

連合活動に対す
る各COGESの負
担額の確保 

COGESの活動分
析と共通課題解
決に向けた活動

計画策定 

COGESとCOGES連合の活動計画策定プロセス 

反映 

反映 

  

一
、
財
源
不
足 

 

一
、
情
報
共
有
の
低
さ 

 

一
、
事
務
局
会
合
、
総
会

の
開
催
頻
度
の
低
さ 

 

一
、
メ
ン
バ
ー
の
連
合
に
対

す
る
認
識
の
低
さ 

 

一
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ

ム
が
不
十
分 

 

一
、
活
動
の
枠
組
み
の
欠

如 

 

一
、
事
務
局
の
能
力
不

足
、
機
能
不
全 

 

一
、CO

G
ES

担
当
官
の
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
能
力
不
足 

昨年度の問題点 

改善のポイント 

 ⑤
コ
ミ
ュー
ン
行
政
と
の
連

携
の
強
化 

 ①
運
営
、
活
動
の
計
画
性

の
向
上 

 ②
事
務
局
会
合
、
連
合
総

会
の
開
催
頻
度
の
増
加 

 ③
マ
ニ
ュア
ル
策
定
（連
合

の
概
念
、
枠
組
み
の
整
理
、

明
確
化
） 

 

④
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

の
構
築 

 期待される成果 

１
．
財
源
の
確
保
に
よ
る
運

営
基
盤
強
化 

 

２
．
機
能
す
る
事
務
局
の
組

織
化
、
と
運
営
能
力
の
向
上 

 

３
．
連
合
メ
ン
バ
ー
の
意
識

向
上
と
情
報
共
有
促
進 

 

４
．
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
能
力

（CO
G
ES

担
当
官
、CO

G
ES

連
合
）の
向
上 

 

５
．CO

G
ES

連
合
の
存
在
価

値
の
向
上 

265



 

みんなの学校だより Vol.14                                              Décembre 2006   6 

このように今回の撮影が何はともあれ無事終了できたのは、撮影

クルーの「善戦の賜物」ではあることは言うまでもない…が―しかし、
住民たちの多大なる協力なしには何事も進まなかったこともまた真実

である。撮影時はちょうど収穫期に当り、村の住民にとってはまさに畑

仕事に精を出すべき大切な時であった。この期の収穫品こそ、この
後1年の「糧」なのである。そんな多忙かつ重要な時期に、連日この

撮影のために集まってくれた住民こそ、ある意味、今回の撮影の「真

の功労者」かもしれない。炎天下の中いつ終わるか分からぬ撮影に
つき合わされ、何度も何度も立ったり座ったり。突然来たよそ者に「あ

あしろ、こうしろ」と訳も分からず命令される。なんて理不尽な…。そ

れにもかかわらず、「自分たちの活動をいろんな人に見てもらうのだ」

と、損得勘定抜きに全面的に協力し、我々の我侭な要望を忍耐強
く、かつ笑顔で受け止めてくれた村の人たち―。今回の撮影は、ニ

ジェールの人々の懐の深さとその想いに改めて感じ入る日々であっ

た。住民とともに作り上げられたこの3編のビデオー今後ニジェール国
内のみならず、西アフリカ各地にてCOGESの研修教材として活用さ

れる予定である。ビデオの中で言葉として語られることと共に、そこか
ら住民たちの真摯な心意気をも読み取ってもらいたい。 

 

 
―それにしても、普段の研修等でシミュレーション（寸劇）に慣れて

いる役者（COGES担当官たち）の面々は言わずもがな、住民たちの

“玄人跣の演技力”には、心底舌を巻く。それが血によるものかはた
また風土のなせる業か―。怒涛のごとき撮影の日々の再来には

腰が引けつつも、彼らの演技はぜひとも再見したいものである。 

                                 （K） 

5日から12日までの8日間、タウア州内4村で行われた撮影
現場は、日本語とフランス語と現地語の3語が入り乱れる、
まさに―「喧騒」の場であった。ひとつの言葉を伝えるのに、2
段階、時には3、4段階を経なければならない―。そんな交
錯した意思疎通によるもどかしさの中で、“カメラ”にも“撮

影”にも慣れない住民群や即席役者団（COGES担当官、
校長、プロジェクト現地スタッフで構成）相手の撮影は、順風

満帆とは程遠く、日本国内の撮影では味わえぬ悪戦苦闘の

日々であったことは想像に難くない。素知らぬふりを決め込
んでいたものの、撮影クルーの日々憔悴を増す表情に多少

なりとも（現場ロジ担当としての）責任を感じていた者として

は、どうにかこうにか全行程を乗り切った時にはクルー以上
にほっと胸を撫で下ろしたものである。しかし、そんな悪条件

かつ強行軍にもかかわらず、丁寧に、真摯に、“プロとしての

仕事”を全うする撮影クルーの姿には、まさに「流石」の一

言。「職業魂」を見せ付けられた思いの現地スタッフ、役者、
住民共々、このビデオが素晴らしいものになると確信以上の

確信をもっている。 

コーヒーブレイク／ビデオ撮影 

“赤黒く変色した皮膚、嗄れた声、刻まれた深い眉間の皺、そして無意識に零れ出る溜息…。”11月4日にニジェール入りした撮影ク
ルーの1週間後の姿である。猛烈に照りつける太陽の下、カメラを前に興奮して大挙する子どもたち相手に大声を上げ、分刻みのスケ
ジュールと時計の針を見比べながら、遅々として進まぬ撮影に焦る―。 

みんなの学校プロジェクトの研修用マルチメ

ディア視覚教材3編（プロジェクト概要編、選
挙研修編、学校活動計画研修編）を制作す

るため、日本から撮影クルーが来二。およそ

10日間に渡ってインタビュー及び“寸劇“を含
む各種ビデオ撮影が、首都ニアメとプロジェク
ト対象地・タウアにて行われた…。 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 
～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 
（みんなの学校プロジェクト）  
 
お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour  Tous, BP165 Tahoua, NIGER 
電話/FAX：＋２２７－２０－６１０－５７１ 
E-mai l：Rosedesaha@aol .com   
     konoue@yahoo.co.jp  
     Nakazawa.Junko@j ica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートが加わりました。 

（http://proj ect.j ica.go.j p/niger/6331038E0） 
マンスリーリポートでみんなの学校の活動をリアルタイムで

知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。新しいホームページにはフォト

ギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 
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タウアの村は牧歌的である。雲ひとつない透き

通った青空を背景に、赤茶けた土塀で囲まれ

た家々が浮かびあがる。塀の中には、四角形の
土の家と、円錐形の土の穀物貯蔵庫があり、庭

では、ヤギ、羊、鶏たちと一緒に子供が遊びま

わり、女性が炊事をしている。村のあちこちにあ
る広場では、女性が集団となり、収穫したミレッ

トを木のうすでつき、それを空中にまきながら、

脱穀をしている。 
 

日本からの訪問客にこんな風景を見せると、

「のんびりしていていいですね。先進国のぎすぎ

ずした生活をおくるより幸せなんじゃないです
か。」といった感想をよく聞く。心の中で、少し違

うかなと思うが、議論はしない。所詮、他人の生

活を傍から見ていて、幸せかどうかわかるもの
ではないし、そういう人たちの論拠を完全に覆

す論拠を自分が持っているわけではない。 

 
ただ、こういう物言いを聞くたびに思い出すこと

がある。それは、COGESが主催した女子就学促

進のキャンペーンの中で、演じられた寸劇であ

る。その寸劇は、学校に行けず、早く親に結婚
させられ、毎日、育児、炊事、農作業に追われ

ている女の子が、彼女の幼馴染で学校に行っ

て看護婦になった女の子と再会し、自分の境遇
を嘆き、両親や先生に向けて女の子を学校に

行かせてほしいと訴えるという場面を

描いたものだった。筋は比較的一般
的なパターンで、女の子たちの演技

も特にうまくはなかった。ただ驚いた

のは、この劇の途中で、その劇を見

ていた何人かの女の子が大きな声
で泣き出したことだ。事情を後で聞く

と、泣き出した女の子たちも劇の中

で描かれた女の子のように、学校に
行きたいのに行けず、早く結婚させら

れて、生活に追われる毎日を送って

おり、劇の中の女の子の中に自分を
見て、現在の自分の状況を思い、泣いてしまっ

たということであった。 

 

「世の中にフェアーなことなどなにもない」という
一説で始まるテレビドラマがあった。実際、世の

中はアンフェアーなことばかりである。しかし、

上で述べた女の子のように、自分の生き方の

選択のチャンスを与えられないことほどアン

フェアーなことはない、と、ここニジェールに住
んでいると思えてくる。アンフェアーと感じるの

は自分だけなのだろうか。ニジェールの人々が

感じていないのだろうか。 
 

彼らは、大きな声や派手なジェスチャーで抗

議するわけではない。だから、わかりにくいが、
私は、彼らがそのことを意識していると思う時が

ある。例えば、今年の学校活動計画の実施結

果を取りまとめた表を見た時である。経済的に

貧しいニジェールの人々が、驚くような多くの金
を出し合い、労働力を動員し、自分に子どもた

ちの教育を改善するための活動を行った。プロ

ジェクトの導入した住民参加促進ミニマムパッ
ケージだけが、この活動の原動力になったのだ

ろうか。答えはNOである。なぜなら、このミニマム

パッケージは、人々の需要や動機が無ければ機
能しないからである。 

それから、こんなこともあった。それは、プロジェ

クトがCOGESを通した就学キャンペーンを行った

時のことである。プロジェクトは、ほとんどお金や
手間をかけず、ただ、7つのCOGES連合に属す
るCOGESに就学促進を行ったらどうですかとす

すめた。その結果、COGESは、自分たちで就学
啓発活動を組織して、例年の4倍以上の入学志
願者を集めた。こんな成果は、ニジェールで行

われたいかなる就学促進キャンペーンも出して
いない。 

 

素朴に、なんでこんなことが可能だったのだろう

いう疑問が湧いてくる。私には、これらの行動
は、世の中のアンフェアーに対するニジェールの

人々の静かな抗議に思える。自分たちはともか

く、子供たちには少しでもフェアーな世界で生き

て欲しいという親の想いが原動力なったのでは

ないかと思えるのだ。 
 

プロジェクトでは、今、セカンドチャンススクールと

いう学校を支援している。セカンドチャンス、なん
と美しい命名なのだろう。もう一度やり直せたらと

思ったことがない人はいないだろう。そして、多く

の人が、自分で勇気を出せば、やり直すことがで
きる境遇にいる。しかし、ニジェールの就学年齢

を過ぎてしまった子どもたちには、学校に入学す

るチャンスは2度とない。セカンドチャンススクー
ルは、そのこども達に、もう一度、就学出来る
チャンス、自分の行き方の選択肢を与えること

ができる学校である。 

しかし、この学校は、国によって完全に制度化さ
れておらず、援助もないので、学校の建設から、

先生の雇用、給与の支払い、すべて完全にコ

ミュニティーが支えなければ成り立たない。難し
い試みであると、援助関係者は声をそろえて言

う。 

 

だが、プロジェクトスタッフは全員成功すると思っ
ている。それは、この3年の経験を通し、ニジェー
ルの人たちのフェアーさを求める強い気持ちを

痛いほど知っているからだ。（H） 

セ カ ン ド チ ャ ン ス 

編集後記 

プロジェクト カレンダー 

2006年１2月～2007年2月 
☞12月7日  ７COGES連合会合(タウア州) 

☞12月8月  タウア州月例COGES担当官会議 

☞12月18～22日  国際学校管理セミナー（ニアメ・タウア） 
☞12月27日  APPクラブセミナー（MEB/AおよびJICA関係者対象/ニアメ） 

☞12月30日  斉藤短期専門家帰国 

☞1月16日  タウア州月例COGES担当官会議 

☞1月17日  COGES連合大会(タウア州内39連合) 
☞1月下旬  合同調整委員会（ニアメ） 

☞1月下旬  ザンデール州月例COGES担当官会議 

☞1月25日～  ザンデール州COGES連合・学校活動計画研修(１０連合) 
☞2月中旬  タウア州月例COGES担当官会議  

☞2月下旬  ザンデール州月例COGES担当官会議 

☞2月下旬  COGES連合大会（ザンデール） 

267



   

みんなの学校だより Vol.15                                                   8 Mars 2007 

ニジェール教育分野において、もっとも深刻

で緊急に解決策を探らなければならない問

題です。しかし、COGESに契約教員管理の
一部の権限を持たせるための法令を制定す

るだけでは、契約教員の管理がスムーズに

行われるとは考えにくく、現場ではCOGESと
契約教員が対立するなど混乱を招く可能性

が高くなります。また、COGESへの物品や財
務権限の直接供与は、COGESという組織が
透明性や管理能力を持っていなければ、供

与されたお金や物がうまく管理されず、逆に

多くの問題や弊害を生むことになることは明

白です。しかも、ニジェールにおけるCOGES
政策を含む地方分権化政策は、まだ、多くの

ドナーと国民教育省（旧基礎教育・識字省）が

政策の内容について議論している最中で、ニ

ジェール政府にとっても結論が出ている訳で

はありません。しかし、なぜニジェール政府

は、このような財政援助を受けるためのコン

ディョナリティ（条件）とも言えるような政策に

合意したのでしょうか。それはニジェール政府

にとっても、契約教員の給与の確保は最優先

課題ですが、外部からの資金に頼るしかな

く、世銀の条件を飲まざるを得ないのです。こ

れが世銀とニジェール政府の財政支援をめ

ぐる交渉の背景です。このような状況の交渉

は今に始まったことではなく、ニジェールの地

方分権化政策自体が世銀の財政支援の条

件（コンディショナリティ）として進められてき

たとみることもできます。 
 
PADEBの評価 
一方、PADEBの終了時評価ミッションで
は、、PADEB第1フェーズ（2004～2007年）
で予定され、現在まで実施されていない活動

を取りやめ、代わりに2007年度PDDE（ニ
ジェール国教育開発10ヵ年計画）活動計画
のうち、COGES活動にかかる実施資金を
PADEBの枠内で支出することを終了時ミッ
ションが提言し、国民教育省側はこれを承認

しました。この決定は、COGES活動以外の
分野では第1フェーズで目標を達成するのが
困難であるという理由の他に、上述した世銀

新しいCOGES政策をめぐる動き 
 2007年に入り、教育分野最大のドナー
である世界銀行の二つの調査団が来二し

ました。一つ目の調査団は、世銀の出資

する基礎教育支援プログラム（PADEB, 
Programme d’Appui au Development de 
l’Education de Base）終了時評価ミッ
ション、二つ目は世銀の財政援助評価

ミッションでした。これらの調査団がニ

ジェール政府と交わした合意事項で、

COGES政策に関連するものがありました
ので、ご説明します。 

 

世界銀行の財政援助の方向性 

 世銀の財政支援ミッション報告では、財政

支援の中期目標として、以下の3点を挙げて
います。 
（１）3,000人程度の契約教員の雇用財源の
確保 
（２）雇用された契約教員の管理（特に出勤状

態） 
（３）教育財源の地方分権化（財源に関する

権限を学校レベルに委譲） 

 
 これらの目標は、世銀のニジェールにおけ

る教育分野の優先課題を示しています。つま

り、世銀は、ニジェールでの教育へのアクセ

ス、教育の質向上のために契約教員の問題

解決は不可欠と認識し、組織の基本方針で

もある教育財源の地方分権化を、ニジェール

でも進めていこうと考えていることがわかりま

す。この世銀の財政支援戦略とCOGES政策
は直接関連があります。前者の契約教員の

管理については、COGESを契約教員の給与
の支払いに関与させることを、世銀は義務付

けています。また地方分権化政策における教

育補助金の学校レベルへの供与において

も、世銀はCOGESをその受け取り先、管理
責任組織と規定しています。実際にニジェー

ル政府は、COGESに直接補助金を出すとい
うパイロット活動をマラディ州とティラベリ州で

行うことを約束しました。 
 契約教員の問題に関しては、確かに現在の

みんなの学校だより  
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   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
 2007年3月8日発行 

                                                                        Vol.15 

進化するみんなの学校プロジェクト 
2007年延長フェーズ開始にむけて 

今号のハイライト 

●延長フェーズにむけて 

●COGES連合大会開催 
●女子就学促進 

●新プロジェクトメンバー紹介 

みんなの学校プロジェクトも開始から4年目、7ヶ月間の延長フェーズに入りました。気分も一新、新たな目標

に向け進んでいきたいと思います。本年もよろしくお願いたします。 

 

5ページ下に続く 

財政援助の戦略にも関係しています。つまり、

各学校に補助金を世銀の財政支援から支出を

行う際、供与された資金の運用管理がうまくい

くかは、COGESが機能しているかどうかが大
きく影響しているからです。そして、COGESを
機能させる支援活動として、本プロジェクトのタ

ウアモデル・ミニマムパッケージを中心とした計

画の実施が決定されました。この背景には、世

銀ニジェールの教育担当者が、去年参加した

PDDEレビューの現地調査でタウアを訪問し、
実際に機能するCOGESを見て、ミニマムパッ
ケージの成果を確認したということがその背景

にあります。 
 

世銀の戦略の問題点 
 世銀が財政援助や教育支援プロジェクトの中

で推し進めるCOGESによる契約教員の給与
支払いへの関与や、COGESに対する補助金
などの管理運営の責任委譲は、 果たしてうま

く行くのでしょうか。実は、タウア州ではすでに

州国民教育地方事務所が、契約教員の給与

支払いの条件として、各教員の出席証明書を

COGESが発行するという措置を義務付けよう
としました。しかし、この措置を実施に移す前の

説明段階で、契約教員とコミュニティー双方に

大きな疑問・誤解、不信感を巻き起こしました。

そのため、プロジェクトはタウア州国民教育地

域事務所にその措置実施の延期を申し入れ、

現在は実施が延期されています。COGESへ
の物品の供与については、COGES委員に対
する管理研修だけでは不正使用を防ぎきれ

ず、適正な管理を行うためにはCOGESが透
明性を持った成熟した組織であることが不可

欠であることをプロジェクトの経験が示していま

す。 

 これらの世銀の戦略は、現場を知らない政策

立案者が南米などニジェールとは条件の異な

る国の成功例をもとに机上で考えたもので、ニ

ジェールの実情に合うとは思えません。 

 しかしながら、世銀が融資を行う場合につけ

るコンディショナリティがニジェールの教育分野

の地方分権化を実質的に進める外部圧力に
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COGES連合 

COGES連合の機能化に向けた取り組みの
一環として、本年1月17日にタウア州プロジェ
クト対象地域のCOGES連合代表、コミューン
長、及び各県視学官を招いて、三者の連携を

考えるワークショップを開催しました。ワーク

ショップの目的は、COGES連合の機能化を図る
上で不可欠と考えられる三者の連携の枠組

みのあり方をこれまでの経験をもとに討議し、

具体的に実現可能なアクションプランを策定

することでした。 
ワークショップは、まずみんなの学校プロ

ジェクトの活動と成果の紹介、COGES連合の活
動紹介、続いてタウア州の地方分権化政策担

当部局からコミューンの概要と現状について

説明がありました。その中でコミューンレベル

での教育開発を進める上で、COGES連合、コ
ミューン、視学官事務所の連携の有用性及び

必要性が強調されました。その後、既に連携

の実績を持つ参加者から事例が紹介され、一

般化すべき連携のあり方を模索する為に意見

交換がなされました。 
 
討議の結果、ワークショップ終了時に以下

の行動計画が全体で決議されました。 
１）コミューン評議会、COGES連合、地方教育
行政の3者による正式な協議の枠組みを創
設し、教育の問題に対する取り組みを協議

する。今年度から年3回の協議を始める。 
２）コミューンの代表（教育分野担当評議委

員）をCOGES連合事務局に送る。 
３）コミューンの「コミューン開発計画」の中に

COGES連合の活動計画を取り入れる。 
４）コミューン開発計画策定過程へのCOGES連
合代表の参加。 
このほかにもコミューン、教育行政、プロ

ジェクトに対する提案事項も決議されました。

これらの決議事項は、タウア州知事代理、タ

ウア市評議会議長、タウア州国民教育（旧基

礎教育・識字）局長など関係者列席のもと、参

加者全体の承認を経て全体で発表されるとと

もに、全国テレビ、ラジオ、新聞などのメディア

にも広く広報されました。 
 
今回のアトリエでは、ほぼ全てのコミュー

ン、COGES連合代表、視学官が出席し、積極
的な発言が多く見られ、このテーマに対する

参加者の関心の高さを示していました。コ

ミューン評議会議員は民主選挙で選ばれてい

ることもあり、中央から任命

された行政官よりも地域住

民に対する貢献について熱

意とやる気を持った者が多

く、さらに実際にコミューン長

をはじめとするコミューン評

議会議員には教員や教育行

政出身者も多く、教育開発

に高い優先順位を持った人

が多いことも、この連携の

ニーズを底上げしている要

因ではないかと思います。 
現在、ワークショップ開催

から約1ヶ月半経過しました
が、これまで既にコミューン

長（あるいはその代理）が連

合の総会に出席し積極的に意見交換を行な

い、連合の活動に対する支援を始める例が

確認されました。例えば、コミューンが庁舎の

一角にCOGES連合の事務所スペースを提供し
たり、コミューンと連合が合同で就学促進の

ための啓発キャンペーンを企画実施したり、

COGES連合の機能化のための資金援助や活
動計画の実施支援を行なうなどワークショッ

プの効果が早速現場で具体的な形として見ら

れ、連携に対するニーズの高さを覗わせる結

果となりました。 
 
今後この連携がさらに進展し、恒常的に確

立されれば、COGES連合の機能化に向けより
強固な支援体制がローカルレベルで構築さ

れます。それだけでなく、コミューンレベルで

の教育開発計画の策定と実施を促進する枠

組みが形成されることにもなり、COGES連合は
学校レベル、コミュニティーレベルでの教育に

対する現場のニーズを汲み上げる組織とし

て、そして具体的な活動の実施主体として、

その存在意義が高まる可能性があるといえ

ます。 

しかしながら一方で、コミューン行政自体も

誕生して間もない地方自治体であり、その能

力と可能性は未知数です。例えばコミューン

行政の予算について政策的には国からの補

助が予定されているものの、現在のところ、

各種の税収入を基盤とするローカル予算の

みで執行されており、地域及びコミューンの

経済力によってその予算規模が異なるのが

現状です。コミューンの計画策定及び執行能

力といった行政能力も未知数です。今後は

国の地方分権化政策の進展を注視しなが

ら、過剰な期待に基づく連携ではなく、現場

のニーズや実情に応じた身の丈にあった現

実的で実施可能な連携の形を模索していく

ことから始めていく必要があると言えるで

しょう。 
 

 地方分権化したコミューン行政自治体と教

育分野のCOGES連合のような組織との関連
性は、他国の場合、政府が決定し、それを

実施することが多いのですが、実はあまりう

まくいっていないケースも多いようです。も

し、現在行われているCOGES連合とコミュー
ン行政との現場レベルのニーズに沿った連

携の形を政策レベルに反映できれば、ボト

ムアップの新しい形の地方分権化政策が誕

生する可能性も生まれてくるかもしれませ

ん。 
    

COGES連合と 

コミューン行政との連携に向けて  

 

 
 

    コミューン行政・COGES連合・地方教育行政の 

    連携を考えるワークショップ開催 
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女子就学 

突然ですが、クイズです。ニジェー

ルの女児が小学校6年間を無事卒業できる
確率は何パーセントでしょうか？正解は約

65％です1。そう言われると、ニジェール

における女子の教育環境は決して悪くない

印象を受けます。しかし、一体何人のうち

の65％なのか？を考えなければいけませ
ん。ニジェールの女子純就学率は34.4%と
言われることから,入学学齢期に当たる100
人の女子がいれば、わずか34人が小学校に
通い、うち65％、つまりは22人だけが小
学校を無事卒業できるということになりま

す。裏を返せば、5人に一人しか小学校を
卒業できないのです。さらには、2005－6
年度の6年生対象の卒業試験は例年以上に
厳しい内容だったことから、卒業できた生

徒は40%台だったことが報告されていま
す。ということは、100人中、わずか13人
しか卒業できないということになります。 
しかしながら、ニジェールの全ての地域

において同じ状況というわけではありませ

ん。図12で示すように、首都ニアメにおけ

る就学率は男女ともにほぼ100%を達成し
ており、その一方で、地方都市は軒並み低

い数値を示していることから、大きな地域

格差が生じていることは明白です。 
では、みんなの学校プロジェクト活動対

象地域であるタウア州はどうでしょうか ?  
男子の就学率は決して良いとは言えません

が、53.4%から64%に上昇し、ニジェール
国内では中間の順位に位置しています。女

子就学率も26.5%から33%と上昇しつつあ
るものの、残念ながら過去数年間、最下位

に甘んじています。しかも、男女格差は拡

大しつつあるのです。2002－3年から
2004－5年のタウア州男子就学率が10.6%
の伸びを見せたのに対し、同時期の女子就

学率はわずか6.5%に過ぎません。わずか
数年で6.5%も就学率が上昇すること自
体、驚異的な事実なのですが、着目すべき

は、就学率は上昇しているが、男女格差は

拡大する一方だ、ということです。 
 なぜ男子の就学率だけが大きな伸びを見

せるのでしょうか ? 教育問題に関心のある
皆さんの中には、「女子の就学には様々な

阻害要因がある」ことを聞いたことがある

でしょう。その理由のひとつに、「親が女

子の教育の重要性を理解していない」こと

が頻繁に挙げられます。でも…本当に娘を

持つ親はそう思っているのでしょうか？ 
 みんなの学校ニュースレターでも以前お

伝えしましたが、2005年9月に実施した
7COGES連合（202校）の住民自身による
身近な就学促進キャンペーンでは、

2004－5年の入学者数（6,479人）は、前
年度比約2倍にあたる12,196人の児童が入

学登録

したとの結果

が報告されています。この住

民の教育に対する需要の大きさに、プロ

ジェクト関係者一同驚きましたが、さらに

驚くべき点は、男子の入学登録者数が前年

比1.7倍であるところ、女子の登録者数はな
んと2.16倍だったことです。「えっ、ニ
ジェールって女子の就学率低いでしょ ?!教
育に対する需要がそんなにあるなら、就学

率はもっと高くなるはずでは ??」と思われ
た方もいると思います。筆者もそんなこと

を考えた一人です。 
「女子の教育は大事だ」。COGESのメ
ンバーはもちろん、訪問した村の誰に聞い

ても、皆同じ事を口にします。もちろんニ

ジェール国内で、娘を持つ親全員が女子教

育に対して理解を示しているとは言えませ

ん。しかし、「女子への教育は必要ない」

と考えている親は決して多くないとも言え

るのではないでしょうか。では、そう思っ

ていながらも、なぜ両親は女子を学校へ送

らないのでしょうか？あるいは学校へ送り

たくても送れない事情があるのでしょう

か？それとも女子生徒自身が学校へ行きた

くないと思うのでしょうか？誰を、あるい

は何をどうすれば女子就学率は上昇するの

でしょうか？ 
今回は、これがあればニジェールの女子就

学率が上昇するはず!!!というものを列挙し
てみました。皆さんもどうぞ一緒に考えて

みてください。 

 

 
 

【供給サイドにおける解決策】 
① 学校数、教室数が十分にある 
政府予算が常に不足する中、教室不足

はいつでも深刻な問題です。いくら入学

希望者が多くても、教室数が不足すれ

ば、受入れ可能な生徒数も決まってしま

います。ニジェールの教育開発10ヵ年計
画（PDDE）では、2012年までに就学率
92%の目標を達成するために、毎年3000
教室の建設を予定していました。しか

し、実際の建設教室数は、目標の半分程

度です。その一方で、就学率は確実に伸

びています。その理由は、毎年、住民が

仮設教室（藁葺き教室）を建設している

からです。 
しかしながら、新入生を受け入れるた

めには、教室建設だけでは十分ではあり

ません。教室には教員が必要です。就学

率を増加させるためには教室数だけでは

なく、需要に見合った教員数増加が必要

不可欠なのです。 

 

② 常に教員が学校にいて、適切な授業

を実施する 
ニジェールにおける教育分野で、現在

最も深刻な問題と言えるのが、まさにこ

の「教員」の存在なのです。現在ニ

ジェールでは、毎年3000名の契約教員を
養成、雇用することになっていますが、

まず、この人数が十分ではありません。

また、タウアなどでは、この3000名の
内、600名程度が割当られますが、 

図1：ニジェール8州における就学率推移
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Bon Courage, Jeunes Filles !!! ～頑張れ、女の子たち！～  

 MDG達成まであと8年、目標3：初等教育に
おける男女格差解消なるか？  
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内、600名程度が割り当てられますが、希望
者が少なく、その600名を採用することもで
きません。そのため、教員不足を補填する

ために、教員採用試験に一度落ちた人たち

を2次募集にかけて採用する措置も取ってい
ますが、それでも教員不足は解消されませ

ん。それは教員、特に女性教員の希望勤務

地が大きい町ばかりで、水も電気もない農

村部への赴任には、皆、非常に消極的で

す。そのため、「町中は教員余剰、農村部

は教員不足」現象が起きています。 
しかし教員が採用されても、必ずしも学

校に来るとは限りません。特に農村部では

教員が学校に居つかず、教員のいない学校

は「開店休業」状態です。COGESのメン
バーと住民は、教員のために住宅を建設し

たり、収穫した農作物を教員に届けるな

ど、教員の生活を支援する努力を行ってい

ますが、士気の低い教員は欠勤しがちで、

先生が来たり来なかったり、という環境で

は子どもたちも落ち着いて勉強ができませ

ん。または、教員組合が呼びかけて実施す

る、待遇改善のためのストライキが驚くほ

ど頻繁に起きています。ストライキにより

教員が学校に出勤しないことから、見かね

たCOGESが保護者に呼びかけ、本来は政府
が払うはずの教員の給料を、住民の分担金

で賄っている学校も散見され

ます。十分な教室数があって

も、いくら親が子どもを学校

に送っても、肝心の教員が学

校にいなければ、学校に行く

意味がありません。つまり、

教員の不足、質の低さは、ニ

ジェールの教育へのアクセ

ス、質の改善を阻むもっとも

深刻な問題のひとつであると

言えます。 

 

③ 女子生徒が安心できる学習環境 
 女子が安心して学校で勉強するために

は、女子の身体的成長に配慮した環境が

必要となります。その一つがトイレで

す。 
ニジェールの農村部ではトイレが存在

しない小学校が多くあります。仮にあっ

ても、男女共用で、平らな土地に1メートル
ほどの壁を四方に巡らせたものであり、用

を足すための穴はありません。照りつける

太陽と乾燥のおかげで、小用ならば跡形も

なく消えるからです。しかし初潮を迎える

高学年の女子児童にとってはこのようなト

イレは使用し辛く、生理中はトイレに行く

のを我慢するか、学校に行かず家にこもる

しかなく、授業に徐々についていけなくな

る可能性もあります。トイレに行くのを我

慢しても授業には集中できず、腹痛を起こ

すことさえあります。 
また、女子児童は高学年になると身体の

発達が見られることから、学校の男性教員

や同級生、コミュニティーの一部の人から

セクシュアルハラスメント等の被害に遭い

やすくなるそうです。実際、自分の娘が男

子と同じ教室で勉強することを不適切と考

えている父親、母親も少なからずいること

も判明しました。ニジェールに限らず、幾

つかのイスラム諸国では、女子が初潮を迎

えると、成人女性とみなされ、女子一人で

の外出禁止、男子との接触を禁じるところ

もあります。 
以前、タウア州国民教育（旧基礎教育・

識字）地方事務所と女子就学促進担当者に

上記の話を報告したところ、「男女別学は

不自然である」と一蹴されてしまいました

が、高学年女子の娘を持つ親のニーズは、

「女子のみの学校」にあるように思えてな

りません。 

 
④ 農村地域小学校の女性教員の存在 
学習環境への配慮と同様、女性教員も女

子就学率向上には欠かせない存在です。学

校において、同性として女子児童の声を代

弁できる唯一の存在でもあり、かつ女子

を、学校内で起こるセクシュアルハラスメ

ントから守る上でも女性教員の役割は大き

いでしょう。 
さらには、女性教員は「中等教育を終

え、労働賃金を得て働く女性」としての

ロールモデルにも成りえます。保護者の中

には、「どうせ女子を中学校ま

で行かせても、勉強についていけず、落第

して村に戻ってくるのがオチだ」と考えて

いる人もいるようですが、小学校の女性教

員は前期中等教育を立派に終え、かつ教員

養成校も出た「良い見本」とも言うべき人

たちなのです。 
しかし現実は、上記②の通り、女性教員

の多くは農村部の過酷な環境を望まず、都

市部に集中するため、結局農村部で勤務す

る教員は男性が大半を占めることになりま

す。中等教育を終えた村出身の女子が、将

来教員として自分の村に戻ってくることは

可能ではないかと考えましたが、結局、村

出身の女性にとっては中等教育どころか初

等教育すら終えること自体、決して容易な

道のりではなく、女性教員の農村部配置は

なかなか実現しそうにありません。 

 

【需要サイドにおける解決策】 
① 女子教育に対する親の意識が変わる 
 この点については言うまでもありませ

ん。COGESメンバーによる地道な啓発活
動が実を結んだ結果が、冒頭に記した就

学促進キャンペーンの功績ですが、その

活動は苦労の連続です。児童を学校に送

らない家庭を訪問しても「お前には関係

のない話だ」と断られることもあり、宗

教指導者マラブーに依頼して、金曜日の

礼拝時にコーランから引用した「児童の

教育の重要性」を説いてもらう等、様々

な知恵を絞って活動を続けています。 
女子に対する教育が重要なのはもちろん

ですが、COGESの女性メンバーの中に
は、「私が学校に行けなかったから、娘

は学校に行って頭のよい人になって欲し

い」という思いも強くあるようです。 

 

② 児童の労働時間・負担が軽減される 

 途上国では子どもたちは貴重な労働力

です。男子は大抵の場合、家畜の世話や

単純作業等による賃金労働、物売りに借

り出されますが、女子は主に、水汲み、

弟妹の世話、掃除、料理等、家で母親の

家事を手伝います。また、雨期中は、子

どもに学校を休ませてでも農作業

に借り出す親は少なくありませ

ん。資源の少ないニジェールで、

食糧確保が最重要なのは当然のこ

とです。しかし学校が始まる時期

を「雨期が終わったら」、「11

月」「12月」と思っている児童が

多いことは残念に思います（実際

は10月上旬です）。 

  女子の労働軽減と、その分学校

で勉強する時間を作るにはどうし

たら良いのか、知恵の絞り所で

す。例えば、学校の近くに井戸を

建設し、学校の帰りに水汲みがで

きれば一石二鳥です。また弟妹の

世話をすることも、幼稚園が存在

すれば母親のみならず女子の労働

軽減が可能になります。 

 

【学校外での解決策】 
① 結婚後も継続できる学習環境 

 高学年まで学校に通うことで、「婚期

を逃してしまう」ことを恐れている父親

は多いようです。ニジェールでは女子は

16歳以前の婚姻は法律により禁じられて
いますが、実際は10歳や11歳で結婚する
こともあり、いわゆる早婚のために小学

校を退学するケースが後を絶ちません。

少女が自我意識を持つ前に結婚するほう

がいいから早婚が好まれるのだ、という

話も聞いたことがあります。教育を受け

ることは重要であると理解していても、

結婚がより重要であると認識されている

のでしょう。 

女子就学 

 

 

   女の子たちは、いつもでも真剣 

271



 5 

みんなの学校だより Vol.15                                                   8 Mars 2007 

なってきたということは事実ですし、今後もこの構図は続いていくと思

われます。問題は、世銀が財政支援につける条件と、現場のニーズ

が合っていないことです。果たして、この問題を外部のドナーが是正

できるのでしょうか。課題は、世銀だけでなくニジェール側が全体とし

て、COGESに対する正しい認識を持っていないことにもあります。プ
ロジェクトは多くの機会を利用して、世銀を初めとしたドナーや国民教

育省に対して、プロジェクトの経験、知見を公開し、積極的にミニマム

パッケージ普及の必要性についての情報を流してきました。その結

果が今回のPADEBによるミニマムパッケージ全国普及実施決定に
繋がっています。しかし、それだけでは十分にCOGES政策の全体の
成功に導くことは難しいと思います。 

 
進化し、深化するみんなの学校プロジェクト 

 みんなの学校プロジェクトは、住民の主体性を最大限に引き出し

ながら教育開発を行っていくという下からの視点を持ったプロジェクト

です。逆に世銀は、教育資金をどう流すかといった上からの視点で

教育開発戦略を考えています。コミュニティーの能力強化を謳いなが

らも、世銀にとってCOGESは地方分権化のツールに過ぎず、住民の
主体性を引き出すことは二の次です。もちろん教育予算や教科書、

文房具などのCOGESへの直接供与自体が悪いわけではありませ
ん。しかし、住民参加を得た透明性を持ったCOGESがなければ、供
与された教科書や補助金の管理運営はうまくはいきません。つまり、

COGES政策の成功のためには、上からと下からの両方の視点が必
要なのです。 今後、欠けているその下からの視点を加味するため

 

いる じゃないか!」と思ったものの、果たしてMDG達成の2015年
までに初等教育完全普及、男女格差解消可能か？と聞かれれば、回

答に苦慮します。 
 もちろん、回答は難しいですが、上述のキャンペーンの効果をも

う一度別の角度から検討し、その可能性を探ってみたいと思いま

す。 
キャンペーンを行った年の対象校における新入学者数の男女比

は、それぞれ、56％、44％です。それは、その前年度の62％、
38％から大きく男女格差が改善しています。しかし、実は、この
キャンペーン結果はその成果を正確に表していません。実は、

COGESはこの年実際の新入学者数の2倍の就学年齢児童を集めてい
たのです。しかし、教員の不足のため、その半数は入学できません

でした。その入学できなかった児童の大半が女子だったのです。つ

まり、十分な教員が居れば、この年の新入学者の男女比は逆転して

いた可能性もあります。もちろん、このキャンペーンの結果を一般

化することは出来ませんが、女子就学の需要が確実にあることは、

現在までのプロジェクト活動の中で確信しています。したがって、

供給サイドの問題を解決し、COGESによる身近な啓発活動を展開
すれば、2015年までに、初等教育完全普及を実現し、男女格差をほ
ぼ解消することも可能であるとプロジェクトでは考えています。だ

た、男女格差完全解消には、さらなる需要サイドへの働きかけが重

要だと思われます。それは、女子教育の問題には今回記述しなかっ

た文化、宗教等も含め、様々な事柄が複雑に絡み合っているからで

す。 
そして、それらの地域の女子教育に関する問題、ニーズを1番把
握できる立場にあるのは、COGESです。だからCOGESによる地
道な啓発活動こそ、男女格差完全格差解消、そして、女子教育の将

来を担っているといっても過言ではないのです。実際に今年度もタ

ウア州で多くのCOGESが女子就学促進を学校活動計画に取り込ん
でおり、活動を展開しています。その活動から抽出されたベストプ

ラクティスを今後全国に展開される機能するCOGESに伝授できれ
ば、男女格差、女子教育の問題は、大幅に改善されるでしょう。今

後、プロジェクトでは、需要サイドの問題だけでなく、供給サイド

の問題をも解決すべく、中央での働きかけを強化し、男女格差解消

のためにも、努力を続けていきます。 

1 “Global Monitoring Report” (2006), UNESCO, Annex 2, 

pp310  

2 「ニジェール共和国 基礎教育識字省 教育開発10ヵ年計画実

施中間報告」（2006年5月より抜粋） 

 さて、早婚が問題かどうかはさて置き、どうすれば結婚後も

彼女たちが勉強を継続できるのかを考えなければいけません。 
結婚と同時にどうして退学する必要があるのか、との問いに

対し、娘を持つ父親は、夫以外の男性と接触を持つ機会がある

のが好ましくないと回答しています。つまり結婚後は、例え同

級生であっても男子と同じ空間にいることが許されないようで

す。それならば、彼女たちが女子校に通学すればこの問題は解

決できるようにも思えます。 
しかし前述のように女子が「自我意識を持つ」ことを恐れる

夫の中には、「教育は脅威」と捉える人もいるかもしれませ

ん。そのような人には、女子の教育がいかに家族にとって有益

かを説くための啓発活動が必要になるのでしょう。 
② 初等教育レベル以上の資格を持つ女性の雇用機会の増大 
 女子が教育を受けることで家族にもたらすメリットは様々あ

ります。衛生概念、栄養に関する知識、病気・怪我への対処

法…。賃金収入を得ることもその一つです。数年前まではニ

ジェール同様、女子教育が最重要課題であったバングラデッ

シュの好事例があります。  
バングラデッシュでは1990年代後半よりアメリカの繊維産業
が進出し、工場で働く安価な労働力として初等教育修了レベル

以上の女性が多く採用されました。バングラデッシュはニ

ジェール同様、90%以上がイスラム教徒であり、女性が外で働く
ことはあまり良しとしない環境でした。しかし、この女性雇用

機会の増大で、教育を受けた女性が賃金を生み出す可能性に気

付いた親が女児を学校に送るようになり、結果的には就学率の

向上へと結びつきました。バングラデッシュでは多くのドナー

が女子就学率向上のための協力を以前から行っていましたが、

こうした努力と民間企業のメリットが良いタイミングで重なっ

た事例と言えるでしょう。ニジェールの経済状況は決して良い

とは言えませんし、外国企業が進出する機会など、もしかした

ら今後何十年以上ないかもしれません。しかし一定レベルの教

育を受けた女性を対象とした雇用創出の機会が何らかの形で見

込めれば、親は男子だけでなく女子も学校に送るようになるか

もしれません。 

 
ニジェール女子教育に未来はあるか？ 
このタイトルを自分で書きながら、「未来はあるに決まって

延長フェーズにむけて（続き） 

女子就学 

に、プロジェクトは、今後国民教育省のみではなく、他のパートナー、特

に世銀との対話を強化していきます。さらに今年行われるミニマムパッ

ケージの全国普及を成功させるため、現在までプロジェクトが蓄積してき

た経験をもとに、COGES推進室に対する技術支援を強化していきます。

これらの活動を通し、みんなの学校プロジェクトは、タウア、ザンデールを

本拠とするパイロットプロジェクトから、住民の意向を反映し、またその力

を利用することによって、COGES政策やニジェールの教育開発政策全体

の成功を支援する全国レベルのプロジェクトへ進化していきます。 

 進化は、面での広がりだけではありません。現在までプロジェクトは、

住民組織としてのCOGESを活性化し、そのCOGESを通した住民参加を

大きなうねりとすることに成功しました。この住民の教育開発への参加

は、すでに多くの成果を上げています。しかし、その成果が、残念なが

ら、生徒たちの笑顔には直接は繋がっていません。それは、教室の中で

の主役は、住民ではなく、先生と生徒だからです。その主役の一人であ

る教員の問題は深刻で、国民教育省、前述した世銀を初めとしたドナー

も対策を考えていますが、問題を解決する糸口もつかめていません。そ

れは、それらの対策が、上からの視点作られたものであり、現場にいる

教員のニーズを反映していないからです。教員もCOGESのメンバーなの

です。COGESを通して見ると、また違った視点での対策がうまれてきま

す。それらの対策を、住民や教員を支援することによって、下からの「教

室の中の改善」を行うことも可能なはずです。みんなの学校プロジェクト

は、学校の取り巻く環境だけではなく、学校の中身の改善をも包含し、真

にニジェールの学校が、「みんなの笑顔が溢れる学校」になるよう、深化

を続けていきます。 
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1月9日に技術協力専門家養成個人研修員としてニジェールに

赴任、11日にタウア入りしました。約11ヶ月間「みんなの学校」プロ

ジェクトで実務研修を受けさせていただきます。よろしくお願いいた

します。以前より、学校は地域の人々が集う、知識や情報の集合・

発信地であると同時に、その運営により地域コミュニティー強化も

相乗効果として期待できると考えていたことから、このプロジェクト

に強い関心がありました。限られた時間ではありますが、たくさん

の事を吸収しながら自分にできることは精一杯やっていきたいと

思います。（ちなみに、よく受ける質問ですので専門家養成個人研

修について少し紹介しますと、同研修はOJTプログラムであり、研

修員が実習先を決定するものとJICAが実施するプロジェクトに派

遣されるものの2種類があり、各々4名ずつ年に2回の募集があり

ます。私は後者です。） 

研修期間を通して、JICAのプロジェクト計画及び実施運営管理

手法を学ぶとともに、住民参加促進のアプ

ローチや効果的な学校運営手法を学びま

す。その他、ニジェール側

関係者との折衝の仕方な

ども、専門家の皆さんに指

導いただきながら判断力

を養っていきたいです。ま

た、プロジェクト実施地域

を巡回し、COGES担当官

会議及びCOGES連合のモ

ニタリング、地域住民が主

体となった教育活動の組織化支援等に参加し、できるだけ現場の

声が聞けたらと思っています。 

今後、他国においても同様の学校運営改善プロジェクトが展開

されることを念頭に置きながら、ニジェールのプロジェクトが経験し

ている問題や可能性を新鮮な目で捉え、できるだけ早く業務を覚

えて、何らかの形で自分も当プロジェクトに関わったといえるように

したいと思います。 

仏語圏アフリカに住むのはセネガル（青年海外協力隊 13-2 

村落開発普及員：01年12月～03年12月）、ガボン（日本国大使館

草の根委嘱員：04年11月～06年11月）に続いてニジェールは3カ

国目となりますが、それぞれの国によって気候も違えば習慣も異

なり、驚きと発見の毎日です。熱帯であるガボンでは年間の湿度

が常に80％あり、衣類にまでカビが生えてしまう一方で、道路のす

ぐ側まで迫るジャングルにはマンゴー、バナナ、パイナップル、パ

パイヤ、パンの実などが自生しており、自然の恩恵を受けていま

す。ニジェールの乾燥しきった空気は、肌や洗濯物の乾きをはじ

め、グラスに水滴がほとんどつかないことに驚かされました。石油

による外貨獲得で潤い、底辺経済を近隣諸国からの出稼ぎ労働

者に支えられながら「わたし達は3Ｋ（きつい、汚い、危険な）仕事

をしない」と言い切るガボン人と比べると、ニジェールの人々が額

に汗しながら日々の糧を得るため少しずつでも働いている姿に好

感がもてます。セネガルと似ている気もしますが、セネガルがエネ

ルギッシュなのに対し、ニジェールの方が穏やかに感じます。より

厳しい条件下の生活によって身についたニジェール人の忍耐強さ

や優しさによるものなのでしょうか。赴任してまだ1ヶ月半、知らな

いことばかりですが、これからいろんな発見をしたいと思います。 

JICA新人海外OJTの一環で、1月15日から2ヶ月間みんなの学校プロ

ジェクトでお世話になりました。本たより編集がプロジェクト事務所での最

後の仕事となりますが、この機会に、プロジェクトOJTの総まとめとして

2ヶ月間を振り返り、学んだことをまとめたいと思います。 

OJTを始めてから、COGES連合大会・COGES担当官月例会議の実施

補助、ザンデール州での学校活動計画策定・COGES連合設置研修の視

察、COGES・COGES連合総会のモニタリングと、多くのフィールドに出さ

せていただき、自分の目でプロジェクトの与えるインパクトの大きさ、中で

も人々の変化を感じることができました。その際プロジェクトスタッフの

方々からは、コミュニティーに根付いたプロジェクト運営の視点を日々感

じさせられ、学びました。例えば先日は、タウア州に新規配属になり

COGESについて研修を受けたことのない校長を対象に、民主選挙導入・

学校活動計画策定研修の追加実施に対する支援が決定されました。当

初、プロジェクト活動に本研修は計画されていませんでした。しかし、いく

つかの学校で民主選挙の実施や学校活動計画の策定に問題があると

いう声を聞きつけ、調べてみたところ、新しくタウア州配属になり初めて

COGES活動をする校長が他にも多く存在したことが分かり、研修実施に

至りました。全国普及を視野に入れ対象校が3,000校近くになった現在

も、このように各学校のニーズも引き続き察知している事実には感心しま

した。同時に事務所内では、通常業務に加え、プロジェクトホームページ

作成、パンフレット改定など情報発信活動を中心に業務をさせていただ

きました。（これらは後日公開予定！）これらフィールドや事務所内での

OJTを通して、フィールドで得た知見を情報発信のため頭の中で整理す

る機会が与えられ、プロジェクト活動内容への理解を深めました。そし

て、その理解をまたフィールドでの活動に還元することができました。 

本プロジェクトでOJTをするにあたり、3つの目標を持って臨みました。

最初の2つは、「プロジェクトでの業務の進み方、視点を身につける」「案

件関係者（専門家、現地スタッフ、ニジェール国カウンターパート、地域住

民）の立場を知る」ですが、これは上記の業務経験を通して十分達成で

きたように思います。 

最後のひとつは、プロジェクトスタッフが普段から何気なく実行してい

る「意識されていないプロジェクト活動・工夫を見つけ出し、ミニマムパッ

ケージの明文化を補足する」ことでした。延長フェーズでの課題はプロ

ジェクトの開発したCOGESモデルの標準化と文書化であり、また本モデ

ルを今後他のプロジェクトに

も適用させることを考える

と、プロジェクト活動の明文

化は不可欠な作業であると

感じました。経験豊富な専門

家や現地スタッフの中で、新

人がプロジェクトに貢献でき

ることは何だろうと考えてい

ましたが、逆に新人だからこ

その新しい視点を活かし、プ

ロジェクトを見て、感じるこ

と、疑問、工夫を話題に出し

てみることで寄与できるかもしれないと思いました。 

ですが、プロジェクトOJTを終えてみると、それはなかなか難しい課題

でした。プロジェクトでは、関係者が各々試行錯誤しながら、常に最大限

改善に努力しており、活動要素が複雑に絡み合っているからです。また、

ミニマムパッケージの実践を通して図られているのは、教育行政官、

COGES委員、住民など関係者の能力開発・強化ですが、それは非常に

重要な役割を担っているにも関わらず、詳細まで文面には表れにくいで

す。これはカウンターパートであるCOGES監督官・担当官に特に顕著で

す。先日来訪したミッションでは、日本人のフランス語での質問がなかな

か理解されないと、『彼が言いたいのは・・・』とその意図を汲み取り代わり

に質問しているCOGES担当官の姿がありました。これはささいな例です

が、COGES監督官・担当官の能力はプロジェクトとともに日進月歩強化さ

れ、今ではプロジェクトスタッフの強力なパートナー、時には現場をよく知

るアドバイザーのような存在になっています。 

これから「みんなの学校」プロジェクトは全国展開に向けてもっともっと

加速していくと思いますが、その中でもいつまでも地元のニーズをくみ上

げながら、地に足のついたプロジェクト活動が続くことを願っています。今

回のOJTでは学ばせていただくことの連続でしたが、プロジェクトスタッフ

の視点から現地、JICA在外事務所、JICA本部を見ることができたのは非

常に貴重な経験でした。この視点をいつまでも忘れず、これから在外事務

所や本部に戻ってからも還元できるようがんばります！期待していてくだ

さい！！2ヶ月間本当にお世話になりました。  

新メンバーからご挨拶 

 
よろしくお願いします！ 

 
近藤研修員  

     宇井職員   

      先生体験中?! 
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 仕事をしていると、「この業界では」「業界の常識では」という言葉を
よく耳にする。そして、業界内では、ほかの人にはわからないような用

語、略語、隠語などを使い、他の業界人とは区別する。私自身、飲食

業に身を置いていたことがあるが、この業界の用語は、まず、挨拶か

らしてちがう。飲食業は、水商売や芸能界に近いので、夜遅くても、挨

拶は「お早うございます」という。これは、どうも夜から働く人が多いか

らそのように言うようになったらしい。コックの世界では、会社や店より

も先輩、後輩の関係が強固で、その帰属意識が強く、先輩の意向で

勤めている店を移動することなどは頻繁にある。 

 どんな業界でも、働いている人にとって一日の大半はその世界で過

ごしているのだから、否応なくその業界になじんでいく。さらにその業

界に長くいると、知らず知らずとその色に染まっていく。それはある

面、その業界で生きていくための知恵や技術を憶えていくということな

ので、必要なことだとも言える。しかし、その業界で生きていくために

は、挨拶や知恵や技術だけでなくその業界での価値基準を身に着け

ることも必要である。しかし、その価値基準は外からは想像できないく

らい強固な場合もあり、それになじみすぎると、他の世界が見えなく

なったりその業界の「常識」で物事の価値を判断するようになったりす

る。そうなると弊害も出てくる。この業界という言葉を組織と言い換え

てもいい。組織の価値観と一般的な社会の価値観とのズレが、大きな

事件を生んでいることは、オウム真理教の例を待つまでもなく、よく耳

にする。事件にならないまでも、小さなまさつは常に起こっているよう

な気がする。 
 援助業界という言葉があるが、この業界の中にもいろいろな組織が

ある。例えば、一つのプロジェクトがあるとしよう。そのプロジェクトを

巡り、援助実施機関に属する人、援助の政策決定機関に属する人、

コンサルタント会社に勤める人、民間企業で援助の一部を請け負う人

などに加え、相手側の政府関係者、他国のプロジェクト関係者など

様々違う立場の人が関わって

いる。そして、それぞれの立場

や属する組織によって、同じプ

ロジェクトでもその見え方が少

しずつ違ってくる。これらの人

たちとプロジェクトについて議

論していると、同じことを語っ

ていても、微妙な「ズレ」を感じ

ることがある。それは、その人

それぞれの考え方というより

は、その人が属している組織

の「常識」が違っていることに

根があるような気がする。だから、プロジェクトをめぐる議論で食い違

いが生じた時は、その議論を行っている人の属している組織の常識

を知らないと、議論は平行線のまま、最終的には個人的な属性に帰

結してしまうことになる。もし平行線のまま議論を続けると、議論は空

転しプロジェクトは進まず、責任をお互いに擦り付けるだけでだれも

責任は取らず、肝心の裨益者やプロジェクトの費用を負担している国

民はおいてきぼりにされることになる。 
 だから、ひとつのプロジェクトを円滑に動かし成功に導くためには、

そのプロジェクトをめぐり関わっている組織の考え方の基になる背景

を知っておくことが必要になる。そして、プロジェクト実施者にとって重

要なことは、議論する相手の立場を知っているだけではなく、自分自

身が属している組織の常識から一歩はなれ一般的な価値観を失わ

ず、客観的に状況を判断し平衡感覚を持ち続け、プロジェクトの最終

的な目標達成のために粘り強く活動を続けることだと思える。それ

は、とても難しいことではあるが。（H) 
       

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお待ちしています！ 
 

～～～編集・発行～～～～～～～～～～～～～～  
ニジェール国住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－２０６１－０５７１ 
E-mail：Rosedesaha@aol.com   

 konoue@yahoo.co.jp 
Nakazawa.Junko@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートも掲載してます。 
（http://project.jica.go.jp/niger/6331038E0） 

マンスリーリポートで「みんなの学校」プロジェクトの活動をリ

アルタイムで知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーは、ホームペー

ジからダウンロードできます。そのほか、ホームページには

フォトギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

プロジェクト カレンダー 

HPがリニューアル！ 
プロジェクトのA  to Zがわかりや
すく解説されています。 

 

3月中旬完成予定 

要チェック！ 

編集後記 業界 

2007年3月～2007年5月  
☞3月7日：ザンデール州COGES担当官会議 
☞3月6・7日：JICA青年海外協力隊カレゴロ生活改善 
   グループ派遣チーム・プロジェクト訪問 
☞3月15日：コミュニティー幼稚園研修 
☞3月20日：タウア州COGES担当官会議 
☞3月21・22日：タウア州ドナー会合 
☞4月上旬：ザンデール州COGES担当官会議 
☞4月中旬：タウア州COGES担当官会議 
☞4月10日：プロジェクトフェーズII開始事前評価調査（10日間） 
☞4月中旬：COGES政策全国アトリエ 
☞5月3日：ザンデール州COGES連合大会 
☞5月上旬：ザンデール州COGES担当官会議 
☞5月中旬：タウア州COGES担当官会議 
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みんなの学校だより 
vol.１６  

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
  

2007年7月1日発行 

   2007年4～7月                                                       V ol.16 

みんなの学校だより15号から16号までの
3ヶ月間の間にCOGESを巡り、大きな出来
事がありました。以下その出来事のつい

てご説明します。 

 

世銀の資金による機能するCOGES
みんなの学校モデル全国普及へ 
 世銀とみんなの学校プロジェクトは、プ

ロジェクト開始当初より、教育の地方分権

化やCOGESの役割、機能化などについて
議論を繰り返してきました。議論は時に

は平行線に終わり、時には歩み寄りを見

せました。議論の内容については、いま

までのみんなの学校だよりにも沢山かか

れています。主な争点は、世銀にとって

は、どのようなCOGESが、世銀が推進する
教育分野の分権化で供与される権限や

機材、資金を十分に受理、管理、運営で

きるかということでした。プロジェクトは、

COGESが世銀の望む能力を身に付けるた
めには、まず、COGESという組織を機能化
する必要があると主張してきました。機能

するCOGESとは、透明性があり、計画性能
力、イニシアチブをもち、住民への動員力

がある組織のことです。機能するCOGES
の例を、タウアのCOGESが成し遂げた
様々な成果を挙げ、説明したり、あるい

は、PDDE（教育開発10ヵ年計画）のドナー
と国民教育省合同評価の現地調査で、

実際に見てもらったりしました。その結

果、世銀も、COGESへの補助金の供与
や、契約教員管理の権限委譲の前に、

COGESを機能化する必要があると考える
ようになりました。そして、最終的に世銀

は、プロジェクトのCOGES機能化ミニマム
パッケージ（COGES委員の民主的選出、
学校活動計画の導入、地方行政官のモ

ニタリングシステムの確立）をニジェール

の全小学校に普及するという国民教育省

が提出した要請書に同意し、資金を提出

することを決定したのです。 

 

機能するCOGES世銀の資金により全国普及へ 
ミニマムパッケージの公式化 
プロジェクトは、COGES機能化モデル全
国普及の世銀資金供与決定の前に、そ

の決定を容易にするような準備を行って

います。まず、2007年のPDDE行動計画
COGES部分の年間計画にCOGES機能化ミ
ニマムパッケージの活動を入れることを

働きかけ、COGES機能化ミニマムパッ
ケージを実質的に国民教育省の政策と

し、さらに、様々なCOGES活動についての
外部評価とその評価結果によるCOGES
戦略の統一化のためのアトリエを支援し

ました。その結果、COGES機能化ミニマム
パッケージはニジェール国の正式な

COGES活性化戦略として採用されたので
す。これら一連の、今回の世銀の資金提

供決定を促進しました。 

 

資金提供決定後の動き 
世銀が機能するCOGESモデルの全国普
及が決定したのは、3月下旬で、その決
定事項が実際に動き始めたのは、5月に
入ってからです。これは、国民教育省内

のPADEBの実施プロセスの承認過程に
時間がかかったことが原因です。COGES
推進室は、世銀の決定を受け、迅速に

手続きを開始しましたが、決定プロセス

に関わる部署の手続き処理は緩慢で、

特に、この実施を実際に補助するNGO選
定には、時間がかかりました。プロジェク

トとしては、その第二フェーズの目標を、

機能するCOGESの全国普及支援と、事前
調査のミニッツにおいてプロジェクトの立

場を明確にした上で、世銀資金の支出

過程をフォローし、世銀担当者、国民教

育省次官などにその状況を通知し、手続

きの迅速化を図りました。 

その結果、ついに5月30日に普及化実施
支援NGOとして、プロジェクトが現在まで
協働してきたONENに決定し、普及化プロ
セスが実際に動き始めました。 

モデルの普及の実態 
COGES普及モデルの公式化、資金の支
出促進、そして実施決定プロセス支援な

ど実際に普及化が動き出すまでの働き

かけも非常に困難を伴いましたが、それ

以上に今後の普及活動の支援も大変で

す。プロジェクトはパイロット活動を繰り

返しながら、20校から2800校までのモデ
ル普及に3年間掛かりました。それを、
8ヶ月でしかも、経験のほとんどない41名
のCOGES担当官と6名のNGO要員が中心
となり7500校に普及することになります。
果たしてこれで、ミニマムパッケージの命

である質の高い効率的な研修やモニタリ

ングを行うことができるのでしょうか。い

やそれ以前に、参加者への通知や研修

場所の設定、研修費の管理、正確な支

払いなどできるのでしょうか。これらの問

題を解決するために、プロジェクトは全

国普及の側面支援活動を実施していま

す。第１に、研修、モニタリング実施の現

場での中心的な役割を演じるDREN（州国
民教育省事務所長）に対するセミナーを

開催しました。全国のDREN8名を集め、ミ
ニマムパッケージ普及に必要なすべて

の知識と情報を提供し、さらに、タウア、

ザンデールのDRENからは、みんなの学
校プロジェクトの経験を語ってもらいまし

た。さらには、セミナー以後の普及化へ

のプログラムを自分たちで作ってもらい、

共有し、実施してもらったのです。セミ

ナーの成果は予想以上のものでした。次

に各州のCOGES監督官、担当官を指導
し、DRENと研修費用等を管理するNGO要
員の研修が第2番目の支援となりした。
実は、この2つの活動は、国民教育省が
世銀に提出した要請書からは抜けてい

たのです。プロジェクトは、これらの支援

活動を行うことで、国民教育省の計画の

穴を埋めているわけです。今後もCOGES
監督官、担当官への再研修支援などを

通じ、全国普及を支援していきます。 

今号のハイライト :  
●プロジェ クトモデル全国普及へ 

●セクターアプローチとプロジェクト 

●数字で振り返る第1フェーズ 
●COGES連合の現状と未来 

●みんなのコミュニティー幼稚園の

今後 
 

275



 2 

みんなの学校だより Vol.16                                                  Juillet 2007 

プロジェクト解説 

ニジェールのセクターアプローチ 
 ニジェールの教育開発分野もセクター

アプローチに確実に向っている。2003年
からニジェール政府とドナー間の交渉が

始まり、バスケットファンドは2005年に設
置され、全面的ではないにしろ機能して

いたが、2006年に発覚したバスケットファ
ンド不正使用から、凍結されている。しか

し、この中断も、決して、ニジェールにお

けるセクターアプローチが後退したことを

意味する訳ではなく、今後確実に、プロ

ジェクトアプローチを取るドナーには、そ

のアプローチの変更を迫るプレッシャー

がかかってくると思われる。 

 このニュースレターの巻頭で説明したよ

うに、みんなの学校プロジェクトは、世銀

の資金を受け、プロジェクトが形成したモ

デルの普及の過程に実際に係ることに

なった。そのため、セクターアプローチに

よる活動実施の問題点と、その際にプロ

ジェクトの果たしえる役割について考えさ

せられる機会を多く与えられることになっ

た。ここで、その問題意識から、セクター

アプローチの中でプロジェクトが演じるべ

き役割を、みんなの学校プロジェクトの経

験に沿って考えてみることにする。 

  

セクターアプローチには普及モデ

ルが必要 
世銀は財政支援を梃子として、ニジェー

ルの教育分野の地方分権化を進めようと

考えている。そこで、必要になることは、

権限や資源を分権化する受け手である。

世銀は、その受け手としてCOGESを想定し
た。しかし、そのCOGESは機能していな
い。世銀にとって地方分権化を促進する

ために、その時点で必要になったことが、

COGES機能化普及モデルであった。全国
普及モデルが必要になるのは、教育分野

の地方分権化だけのことではない。例え

ば、現職教員研修の例をとってみよう。ニ

ジェールの場合は、教員自主研修として

CAPEDというモデルを採用した。この

CAPEDというのは、10年くらい前に教員た
ちが、自分たちの技量を高めるために手

弁当で始めた自主発生的研修活動で

あった。この活動に目をつけた国民教育

省がPDDE（教育開発10ヵ年計画）の中
で、現職教員研修のモデルとして規定

し、制度化し、世銀が資金を付け、全国

で実施しようとした。しかし、結果は

CAPEDがまったく機能しないという惨憺た
るものとなった。理由はたくさんあるが、

一言で要約すれば、パイロット活動を

行っていたいかなるドナーもCAPEDの機
能する普及モデルを創造できなかったと

いうことに尽きる。その結果、PDDEの第
一フェーズのテーマ別評価小委員会（教

員研修）は、このCAPEDの中止を提言し
ている。 

 

普及モデル形成に必要なこと 
 もちろんセクターアプローチ＝モデルの

普及ではない。しかし、セクターアプロー

チを実施しようとすれば、必然的に多くの

分野で、 機能する普及モデルが必要に

なってくる。そこで、本稿では、みんなの

学校プロジェクトのCOGES機能化モデル
の普及形成の経験から、ここで、モデル

普及に必要なことをまとめてみる。 

１．現状に即した普及可能なモデルの形

成 

普及モデル形成には、そのモデルの完

成度や効果だけではなく、効率性、即効

性、経済性、簡易性などが普及時点にお

いて重要になってくる。これらの点を初め

から考慮した普及モデルを開発する必要

がある。 

２．モデルの有用性の実証 

小規模、少数のサンプルで形成したモデ

ルは、上記注意点を考慮しても、普及の

際には、様々な問題点が浮上してくる可

能性が高い。したがって、全国規模でそ

のモデル普及可能性を検証するために

は、広範囲、大規模なモデルの効率性

の実証が必要である。この実証なしに、

モデルの有効性を他ドナーや裨益国を

説得するのは、困難である。 

３．普及モデルを公式化する努力 

いくら、普及モデルとして実証しても、公

式に認められなければ、モデル普及の

ための国家資金、他ドナーの資金の導

入は困難である。あらゆる機会を利用

したモデルの有用性の宣伝や、公式化

のための評価や公式化セミナー実施支

援等を行うことが必要である。 

 

みんなの学校プロジェクトの場合、上記

3番目までの過程を達成することができ
たが、モデル普及成功はそれだけでは

十分ではなかった。 

 

セクターアプローチでのプロジェ

クトの役割 
不十分な点は何だったのか。それは、

国民教育省が作る普及計画が欠陥だ

らけだったのである。つまり、国民教育

省には、モデルを普及する計画能力、

その計画を実施する能力が欠けてい

た。ニジェールだけでなく、セクターアプ

ローチ実施に必要なモデルの普及に

は、その国の行政の十分な計画能力、

実施能力が必要なのは自明の理であ

るが、それが十分ではないのが現状で

あり、ほとんどのセクターアプローチ実

施国の失敗は、この能力不足が原因で

ある。だからこそ、モデル普及段階で

も、支援が必要になってくる。そして、そ

のOJT的支援が、行政の本当の意味で
の能力強化に繋がっていく。したがっ

て、セクターアプローチの中で、プロ

ジェクトの役割として重要なことは、今

回、みんなの学校プロジェクトが実施し

たような普及モデルの形成のみなら

ず、その実施段階までの支援なのであ

る。それが、恐らくセクターアプローチ

の中でのプロジェクトの存在価値であ

り、役割であり、生き残っていく方向性

なのだと思われる。 

 

セクターアプローチの中での 

あるいは、普及モデルの作り方 

プロジェクトのあり方 
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数字で見る「みんなの学校」 

プロジェクト車輌3年半
間の走行距離総数 

約43万キロ 
赤道約10周分 

専門家月平均出張回数  

約3回 
(タウア－二アメ間 

往復1,200キロ) 

タウア事務所エアコン 

故障回数月平均 

2回 
とにかく暑い!! 

タウア事務所傾斜度 

約5度 
床が年々 

傾斜しています･･･ 

その⑥数字いろいろ 

その④モニタリング 

COGES担当官モニタリング走行距離 
タウア州COGES担当官9名、一人あたりの月平均 
2005-2006年 ⇒894キロ 箱根駅伝約21回分 

2006-2007年5月末⇒757キロ  

プロジェクト月報 

合計ページ数  

395ページ 
（2004年8月～） 

6 ,0 1 4

6 ,4 7 9

1 2 , 1 96

2 ,3 9 5

2, 45 1

5 , 3 1 4

3 ,6 19

4, 0 28

6 , 8 8 2

0
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14,000

入学登録者数 女子 男子

03-04年度入学04-05年度入学05-06年度入学

タウア州入学登録者数の変遷 
2005年～２００６年COGES連合就学促進キャンペーンの成果 

その③COGES連合活動 

66
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456

581

775

1723

1730

644

358

105

270

213

317

471

983

1438
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その他

COGES機能強化

就学促進

APP

環境

校内安全

保健・衛生

学習効率への向上

インフラ整備

2005/20062006/2007

2005/2006 

約397円 

2004/2005 

約303円 

2003/2004 

約118円 

(3)学校活動計画実施にかかる 

児童一人あたりの拠出額 

 (2)学校活動計画カテゴリー別内（2004 年度～2006年度） 

タウア・ザンデール 

COGES2,800校 
学校活動計画実施総動

員額(2005/2006年) 
約143,431,088円 

みんなの学校プロジェ

クト活動費(2007年度) 
約49,187,000円 

金額が大きい

のはどっち？ 

(1）学校活動計画実施動員額 

その②学校活動計画 

タウア州 

20校 
2004年 

タウア州 

329校 
2005年 

タウア州 

1,300校 
2005年 

タウア州・ 

ザンデール州 

2,800校 
2006年 

全国 

9,000校 
対象(2007～) 

その①対象校数の変遷 

その⑤研修実績(タウア・ザンデール) 

・選挙研修/学校活動計画研修 
・COGES連合設置研修 
・財務研修 

・APP・コミュニティー幼稚園研修等 

研修受講者数 

のべ 

15,866人 

数字で振り返る第一フェーズ 
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COGES連合 

COGES連合の現状と未来 

6月最終週には小学校の卒業試験が

行なわれ、今学校年度も終わりを迎

えようとしています。COGES連合の活

動については、現在も多くの連合が

年間活動総括総会を実施中です。し

たがって時期的に少し早いのです

が、今年度のCOGES連合の活動の総括

と今後の展望について述べてみたい

と思います。 

 

１．COGES連合の現状、今年度の活動

のまとめ 

昨年12月発行の「みんなの学校だ

より第14号」にて紹介しましたとお

り、タウア州では昨年度のCOGES連合

の経験を踏まえて、COGES連合の機能

化に向けて新しいシステムを導入

し、機能するCOGES連合のモデル作り

に取り組んできました。また、ザン

デール州でも、新たに作成した連合

設置マニュアルをもとにした研修を

実施し、全てのコミューン（55）で

COGES連合が設置され初年度から非常

に活発な活動が行なわれました。両

州でのその取り組みの結果、昨年度

から改善された点を中心に以下に纏

めます。 

①活動計画策定 

昨年度は、年間を通した活動計画

を策定していた連合はなく、ほとん

どが場当たり的に会合や活動を行

なっていました。今年度からはプロ

ジェクトが導入した計画方式で、全

てのCOGES連合が、年間総会及び事務

局会合の開催計画（第1活動計画）と

教育課題に対する改善活動計画（第2

活動計画）の2種類の年間活動計画が

策定されました。両活動計画は全て

連合の総会の場で討議、承認されま

した。 

②会議の開催状況 

 上記計画性の向上の効果は、連合

の総会及び事務局会合開催数の増加

と参加者の増加に繋がりました。一

連合あたり平均2.52回の総会を実施

し、事務局会合も5.67回実施しまし

た（5月末現在）。最後の年間総括総

会を実施中あるいは実施予定の連合

もあるため、最終的にはこの数値は

更に増えることになりますが、総

会、事務局会合の開催数はほぼ計画ど

おりに実施され、昨年度に比べると会

議の数は格段に増加しましました。ま

た、総会や事務局会合への参加者数に

ついても平均すると約8割の参加率を確

保する連合が多くありました。これは

第1活動計画に基づいて会合開催に必要

となる経費（例えば、各COGESの代表を

連合総会に派遣するための旅費や、総

会の開催時の昼食代など）を各COGESが

その学校活動計画に包含することで、

費用が確保されたことも大きな改善の

要因です。COGES連合のように、地理的

に離れたメンバーで構成される組織の

場合、そのメンバーが如何にして定期

的に集うことが出来るか、つまりメン

バーが会合出席のための移動にかかる

手段や費用を捻出できるか、がその組

織の存続を左右することはCAPED（教員

自主研修組織）の機能不全状況をみて

も明らかです。この意味でCOGES連合は

この第一の難関をクリアしたといえま

す。 

③COGESのモニタリング 

 まず、各COGESが策定する学校活動計

画の回収状況は、タウア州で1,321校中

1,220校（92.35％）、ザンデール州では

1,662校中1516校（91.22％）が連合に

よって回収されました。昨年度はCOGES

担当官が直接回収するところもあった

のに比べて、今年は、全てCOGES連合に

よって回収されています。各COGESのモ

ニタリングに関しても、ほぼ全ての連

合がゾーンごとに責任者を決めて実施

しています。しかしながら、責任者に

よる巡回型のモニタリングは移動手段

が確保できないなど、問題を抱える連

合が多くありました。巡回型のモニタ

リング以外にも、連合総会などの機会

に各COGESの活動進捗状況を報告するこ

とでモニタリングを行なう集会型モニ

タリングを行なう連合もあり、この集

会型モニタリングは、巡回型モニタリ

ングに比べてコストがかからないとい

うほかにも、問題にぶつかったときに

みんなでその解決策を考えたり、それ

ぞれの経験や情報の交換や共有も出来

るという利点があります。このように

システムを多様化することでモニタリ

ング実施の確実性が高まりました。 

④第2活動計画実施状況 

 各コミューンレベルでの教育課題に

対する活動についても多くの連合が自

主的に実施しました。主な活動内容

は、COGESの活動に関する啓発活動、

新任校長に対するCOGES研修の実施、

模擬試験の実施、などです。5月末時

点でのタウア州のCOGES連合の活動実

施状況を見ると1連合あたり3.92活動

が計画され、そのうち2.74活動が既に

実施されました。6月にも模擬試験を

実施する連合が多くあることから、最

終的に実施率は更に上昇すると思われ

ます。 

⑤コミューンとの連携状況 

 タウア州では2007年1月にCOGES連

合、コミューン、視学官事務所との連

携についてのワークショップを開催し

ましたが、その結果、多くのコミュー

ンが連合の活動に対する支援を行いま

した。総会や事務局会合の開催費用や

模擬試験、啓発活動の活動費用を支援

したり、連合総会、事務局会合にコ

ミューンの代表を参加させるなど、活

発な連携が見られました。 

⑥事務局の改選 

 連合大会やCOGES担当官による巡回

モニタリングによって、連合関係者の

意識も徐々に高まりました。連合の中

には、昨年度の事務局委員で会合など

に参加しないなど事務局委員としてや

る気と能力が備わっていない委員がい

るところでは再選挙を実施して事務局

を一新するなど、機能化に向けた取り

組みを多くの連合が行いました。ま

今年もCOGES連合の活動として模擬試験が行わ
れました。 
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た、各COGESレベルにおいても、意

識の向上を図るための啓発活動が連

合の活動として行なわれました。 

 

⑦COGES担当官のモニタリング能力

の向上 

COGES担当官によるCOGES連合のモ

ニタリング能力についても今年度を

通して向上しました。COGESのモニ

タリングについてはこれまでの活動

経験でノウハウも身につけていた担

当官ですが、連合のモニタリングに

ついては、当初モニタリングのポイ

ントも異なり、戸惑っている様子で

したが、今年度の活動によって特に

連合のモニタリングのポイントを整

理しなおし、担当官会議を通じて確

認しあうことで、彼らのモニタリン

グ能力も向上しました。 

 

 このように、今年度の活動を通して、

多くの改善点が見られ、組織としての

機能度は向上した一方で、課題も見ら

れました。一つは、財源確保の点です

が、分担金の徴収が不十分だったり、

年間を通した予算管理が杜撰で財源

不足に陥る連合が少なからず見られ

ました。自己財源が乏しい連合はコ

ミューンとの連携などで最低限の活動

を実施することが出来ましたが、更な

る財務管理のノウハウが必要であると

思われます。第二に回収された学校活

動計画の分析集計を当初連合レベル

で行なうことを意図していましたが、集

計データーの抽出について内容が難

しすぎて満足に出来た連合はあまりあ

りませんでした。COGES関連のデータ

をどの程度絞って視学官事務所から

中央に伝達すべきか、その内容と各レ

ベルでの処理能力を再考する必要が

あります。 

  

２．機能するCOGES連合に必要な要

素とは。。。 

 COGES連合の活動も2年目が終わろ

うとしていますが、これまでの経験を通

して、機能するCOGES連合とそうでな

いCOGES連合との違いがある程度明

確になってきました。その違いとは何

でしょうか?機能するCOGES連合に必

要な要素とは何でしょうか? 

以下、これまでに明らかになった機能

するCOGES連合に不可欠な要素で

す。 

①民主的な意思決定システム 

 COGES連合の事務局委員選出にあ

たって民主選挙を実施することを始め、

連合の活動や運営についての重要事

項に関する意思決定が民主的であると

いうことがまず第一の条件となります。 

②活動や運営管理の透明性 

 上記①と密接にかかわることですが、

事務局委員が行なっている活動につい

て、総会など定期的に連合のメンバー

に情報が共有されているかどうかも重

要な条件です。連合の代表が連合大会

などの会合に参加した後にきちんとそ

の内容が他のメンバーに報告されてい

るかどうか、連合の活動の進捗状況、

あるいは会計経理の内容が逐一共有

されているかどうか、など事務局が如

何に透明性を確保しているかどうかが

機能する連合の重要な条件の一つで

あるといえます。連合のメンバーは、連

合の活動状況を逐一把握することで連

合の存在意義を認識し、更なる活動へ

の参加意欲を増進させることが出来ま

す。 

③総会及び事務局会合の定期的な開

催 

 総会及び事務局会合の開催は、

COGES連合の生命線といっても過言で

はありません。総会及び事務局会合を

開催するだけの最低限の財源の確保

は連合にとって不可欠です。今年度の

経験からこれらの財源は自己財源に加

えてコミューンからの支援によりほぼ賄

えるという目途がつき、今年度導入した

新しい活動計画の方式はこれらの会議

の実施を促進確保するツールとして、

非常に有効であることが実証されまし

た。しかしながら、分担金の徴収が不

十分で、かつコミューンからの支援もな

い連合では、これらの会議を開催する

ことも厳しいといえるでしょう。 

④事務局委員のモティベーション、イニ

シアティブ 

 事務局委員、特に代表と事務局長の

やる気の能力、そしてリーダーシップを

発揮しているかどうかが重要な鍵で

す。また、事務局委員同士あるいは連

合のメンバー同士の連帯感や団結の

強さなども連合の機能に大きく左右しま

す。連合によっては、代表と事務局長

間、事務局委員と他のメンバー間など、

関係が悪くそのことが活動に悪影響を

与えている例がありました。 

⑤パートナーとの連携 

 コミューンや視学官事務所との連携も

重要な要素です。もっとも身近で頼りに

なるパートナーといえばコミューン行政

ですが、コミューンと良好緊密な関係を

持っている連合の活動は非常に活発で

す。さらにCOGES担当官によるモニタリ

ングが効果的に行なわれていることも

重要な要素です。 

 

３．今後の動き、展望 

今年4月に開催された機能する

COGESモデルの承認アトリエでは、

COGES連合については承認の対象と

なっていなかったものの、COGES連合

の必要性についてはすでに言及されて

いました。更に今般のPDDEレビューの

中でも、COGES課題グループの提言の

中で、COGES連合の経験の客観評価

（教育省主催で現地調査及び報告書作

成）を経て、モデルの承認アトリエを開

催することが来年度（2007-08年度）の

活動計画として提言されるなど、中央レ

ベルにおいても、COGES連合の全国普

及に向けた道筋が準備されようとして

います。また、二国の地方分権化政策

のなかで地方行政の主役となっていく

であろうコミューンとCOGES連合との連

携についても現場レベルだけでなく中

央、政策レベルでの調整、討議が始ま

ることが予想されます。今後は、これら

の中央での動きに合わせて現場での

経験教訓が効果的に政策レベルに反

映されるよう、現場の経験の文書化、

理論化が重要な活動になってくると思

われます。 

つづき～COGES連合 
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コミュニティー幼稚園 

―コミュニティー幼稚園における 

     UNICEFとの連携から見えてくるもの 
 
みんなの学校プロジェクトの第二フェーズ事前調査団の

来二中である4月16日、UNICEFとJICAは、コミュニティー幼
稚園分野での協力を行っていくことに合意しました。 

 

この連携の目的は、 

 ・ 「JICAとUNICEFの連携により、コミュニティー幼稚園の
信頼できるモデルを確立する」 

 ・ 「現在から2008年までに、タウアおよびザンデール州
の農村地域における就学前教育就学率を上昇させる」と

なっています。 

 

そして、具体的には、 

 ・ 「2006/2007学年度の終了時に、タウア州内でCOGES
により運営されるコミュニティー幼稚園が、少なくとも10箇
所に至る」 

 ・ 「2007/2008学年度に、タウア州およびザンデール州
内でCOGESのイニシアチブにより少なくとも20の新規コ
ミュニティー幼稚園が設置される」などを目標としていま

す。 

 

連携の背景  
ニジェールの就学前教育就学率は、世界でも最低の

水準にあり、各ドナー特にUNICEFは、この分野の改善を
目指し、長年取り組んできました。しかしながら、就学前

教育の普及は、特に、農村部で実現せず、解決策として

コミュニティーベースの幼稚園の導入を2002年から図っ
ています。しかしながら、UNICEFのコミュニティー幼稚園
の住民参加アプローチは、園の運営を支えるべきコミュ

ニティーへの啓発や、園を支えるべき住民組織の組織化

に問題があり、園が開設されたものの、住民からの運営

資金の回収が出来ず、廃園になる園が出始めました。 

 一方、みんなの学校プロジェクトは、COGESの設立、
機能化を目指し、組織の透明性を確保する委員会設立

のための民主選挙、住民間の教育開発に関するニーズ

の発掘と住民による教育開発を実施するための学校活

動計画などを導入し、COGESの機能化に成功しました。そ
して、この機能するCOGESを通して住民の教育開発のイ
ニシアチブを支援する活動の一環として、プロジェクトは、

住民からの要望が多かったコミュニティー幼稚園設立の

支援を2005年から開始しました。同プロジェクトのコミュニ
ティー幼稚園設立アプローチは、すでに設立されている

機能するCOGESが主体となり、住民が就学前教育の啓発
から、園児の募集、幼稚園教諭の雇用、給与の負担、幼

稚園舎の建設など、園の運営に関わるすべてをコミュニティーが実

施するという革新的なもので、導入したパイロット園で、住民による

完全自立運営に成功し、現在はその数は13園と増加しました。現
在も幼稚園を設立したいというコミュニティーからの要望がプロジェ

クトに多く寄せられています。 

このアプローチのもう一つの利点は、住民の需要と機能する

COGESがあれば、どこでも完全自立型のコミュニティー幼稚園が設
立できるという画期的なもので、ニジェールの就学前教育就学率

向上に大きく寄与できる可能性を持っていることです。2007年6月
にはプロジェクトの開発した機能するCOGESモデルが、世銀の資金
により全国普及されることが決定したため、上記可能性はさらに高

くなったと言えます。 

この同プロジェクトの新しい試みに注目したUNICEFより、プロジェ
クト視察の申し入れがあり、協議を重ねた結果、園の設立、運営を

同プロジェクトが支援し、教育面の支援をUNICEFが行っていくという
内容の協定文書が、2007年4月に調印された訳です。 
 
連携の意義  
この連携の基本的構図は、上述したようにプロジェクトがCOGESを
通した園の設立、運営支援を、UNICEFが教育面、特に、幼稚園教
員の養成や視学官のモニタリング経費を持つという相互補完的な

ものです。効果という意味でさらに重要なことは、機能するCOGESに
よるコミュニティー幼稚園モデルの有効性が実証された後、UNICEF
の就学前教育分野での影響力の大きさが、このモデルの公式化を

行う際には、大きな役割を演じることです。UNICEFにとっても、コミュ
ニティー幼稚園をいままで多く実施してきたわりには、自立経営と

いう面での成功例が少ないため、このニジェールモデルの成功

は、UNICEF自身にとっても、大きく評価できる出来事となると思いま
す。 
 
今後の展開  
もちろん、COGESを通した「みんなのコミュニティー幼稚園」モデルに
問題がないわけではありません。幼稚園の自立運営を維持してい

くためには、幼稚園自体がコミュニティーのニーズを反映した運

営、教育内容を行い、コミュニティーに支持される必要があります。

UNICEFが行っている幼稚園教諭研修の内容は、現地の幼稚園関
係者との間で、練り上げられたも

のではありますが、それは、どち

らかというと、公立の都市部にあ

る幼稚園向きのものです。した

がって、今後、コミュニティーの

支持を得られるかは疑問です。

現在は、UNICEFに完全に園の教
育部分は任せていますが、将来

的には、この部分も協議の対象

としていく必要があるでしょう。 
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以下、世銀とJICAのHPに掲載された

プレスリリースの内容です。 
 
2007年4月、ニジェールで、「住民
参画型学校運営改善計画（通称：み

んなの学校プロジェクト）フェーズ

II」プロジェクトの立ち上げのため
の事前調査団を派遣し、JICAが2004
年から支援してきた住民参加による

学校運営改善のモデルを、ニジェー

ル全ての小学校（約9,000校）に導入
し、学校運営委員会の機能化を支援

していく方向で合意しました。さら

に、このモデルの導入に当たって、

全ての小学校に学校運営委員会を設

置するために必要な研修費用など多

くの経費を世界銀行が支援すること

になっています。 
 
ニジェール教育省は、プロジェクト

が対象としてきた2州（約2800校）
を除いた6州（約6200校）の小学校
の校長に対して、民主的な選挙によ

る学校運営委員会設置の仕方に関す

る研修や、学校運営委員会メンバー

に対して住民参加型の学校改善活動

の計画や実施の仕方に対して研修を

行い、より住民が参加しやすい学校

運営委員会を作っていきます。教育

省からの要請に基づき、JICAが引き
続きこれら研修や学校のモニタリン

グの技術面での支援を行うことにな

りました。 
 
これら研修を行うための経費につい

ては、世界銀行が教育省に対して財

政的な支援を行うことが決定してい

ますが、この決定までのプロセスに

は、JICAプロジェクト専門家も加わ
りフェーズIの成果の共有などを踏ま
え、検討を進めてきた成果といえま

す。 

2007年4月、事前調査で合意したプ
ロジェクト枠組みについて、教育省

とJICAの間で合意文書が交わされ、
世界銀行も連署人（Witness）として
署名しました。今後、2007年8月か
らのプロジェクト開始を目指して、

教育省とさらに準備を進めていく予 

定です。 

ーーーーーーーーーーーーーーーー 

住民参画型学校運営改善計画（みん

なの学校プロジェクト）プロジェクト

は、2004年1月から2007年7月まで実施
されているプロジェクトである。本プ

ロジェクトでは、住民と学校の間に不

信感、心理的距離感が就学率の低い要

因のひとつであるとし、政府が取り組

んできた住民参加による学校運営の改

善を支援している。具体的には校長、

教員、保護者会代表、母親会代表、生

徒代表からなる学校運営委員会を設置

し、住民に学校運営に参加してもらう

ことを通して学校を自分たちのものと

感じ、それぞれの地域のニーズにあっ

た学校運営実現のための政策である。 
プロジェクトでは学校運営に住民が参

加しやすくなるための枠組みを提言し

た。学校運営に住民参加を促進するた

めに効果的な三つのポイントをプロ

ジェクトでは次のように整理し、「ミ

ニマムパッケージ」と呼んでいる。第

一に保護者からの代表を選挙によって

選出すること、第二に、誰にでもわか

りやすく参加することが可能な学校活

動計画を策定し、実施すること、最後

に住民による自主的な活動を行政がモ

ニタリングによりサポートしていく。

プレスリリース 

「ニジェールで全小学校を「みんなの学校」へ －世界銀行とＪＩＣＡによる支援－」  

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画 

（みんなの学校プロジェクト）  
 

お問い合わせ・連絡先 
Projet Ecole Pour  Tous, BP165 Tahoua, NIGER 

電話/FAX：＋２２７－２０－６１０－５７１ 
E-mai l：Rosedesaha@aol .com   

または Nakazawa.Junko@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクト 

ホームページに 

マンスリーリポートが加わりました。 

（http://proj ect.j ica.go.j p/niger/6331038E0） 
マンスリーリポートでみんなの学校の活動をリアルタイムで

知ることが出来ます。 

また「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。新しいホームページにはフォト

ギャラリーや動画もあります。是非、ご覧ください。 

プロジェクト カレンダー 

200７年7月～2007年9月 
☞7月4日 タウア州COGES担当官会議   
☞7月中旬 COGES機能モデル全国普及開始（選挙研修）  
☞7月31日 プロジェクト第1フェーズ終了 
☞８月1日  プロジェクト第2フェーズ開始 

☞８月上旬 プロジェクトニアメ事務所開設 
☞９月上旬 COGES担当官再養成研修（学校活動計画） 

☞９月上旬 第1回合同調整委員会開催 
☞９月下旬 学校活動計画研修開始（すべての学校） 
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以下蛇足である。 

この号では、私自身が、パイロットプロ

ジェクトや、普及モデルのことをいくつ

か稿を変えて書いてきた。しかし、プロ

ジェクトモデルが普及されるかどうか

は、他の稿で書いたような原則を守れ

ば、なされるといった単純な話ではもち

ろんない。様々な別なこともある。例え

ば、普及モデルとなるためには、その

分野での他のプロジェクトが開発したモ

デルとの競争に勝ち残らなくてはならな

い。 

 COGES機能化みんなの学校モデル

について言えば、プロジェクトが始まっ

た時、EU やAide et Action（フランス系

NGO）、その他NGOが学校運営改善、

あるいは学校を巡る住民参加という分

野ですでにプロジェクトを行っていた。

当然、COGESについての会議でも、主

導権を握っているのは、そのような先行

するプロジェクトの関係者だったし、発

言も自分の経験やアプローチを称揚す

るものだった。もちろん成果も経験もな

い新参者は沈黙を守るしかなかった。

例えば、Aide et Actionは、農村開発的

な総合アプローチを主張し、村に入る

時に、住民参加型の入念な調査を実施

し、学校の運営費を捻出するような収

入創出活動を導入し、学校の住民の自

主運営の実現を目指していると高らか

に語っていた。 

 私は、会議の時には黙っていたが、

いつも心の中で首をかしげていた。プロ

ジェクトが開始する前に、すでに、他の

関係プロジェクトの活動はすべて知って

いたし、実際に現場もすべて見ていた。

だから、その現実がどのようなものか

知っていた。しかし、それらのプロジェク

トはみんなの学校プロジェクトの参考に

できなかった。考えてみてほしい。たし

かに、Aide et Actionの現場はプロジェ

クトの出資によって建設された井戸が

あり、設立された穀物銀行の利益に

よって様々な学校環境改善活動が行

われているし、住民の参加も見られて

いる。しかしである。一体、一村の調査

にどのくらいの時間と費用が費やされ

ているのか。あるいは、一体、住民参

加が行われるようにするために、井戸

や穀物倉庫につぎ込んだお金がどのく

らいなのか。モニタリングは、村に住み

込んだプロジェクトで啓発員が行ってい

が、そのような費用を政府が捻出できる

のか。仮に啓発員の仕事を地方行政官

が引き継いだとして、彼らの活動費用は

負担できるのか。また、仮にモニタリン

グが行われなかったら、どうなるのか。

こういった疑問は、このプロジェクトを作

る前に、マリ、ブルキナファソ、ベナン、

トーゴなどの近隣国のプロジェクトを実

際に見たり、アジアや中南米のプロジェ

クトの文献を読んでいたときにも同様に

抱いた。見たり読んだりしプロジェクトが

開発したモデルは、理論構成はすぐれ

ていたり、少数の対象サイトでの成果は

立派だったりしたが、果たして、将来的

な普及を目指して精査されたモデルか

どうかは疑問だった。モデルの精査に

は、モデルの中で組み合わされている

活動のひとつひとつをその効果だけで

はなく、経済性や効率性から厳密に検

討した上で、ミニマムな形に形成してい

くという作業が必要なのである。この作

業は自分の考えているモデルからかけ

離れそうで、案件立案、実施者にとって

は、非常に厳しい作業である。作業中

に、様々な重要な要素を切り捨てている

ような気がするし、果たして、その要素

を抜いた場合に、同じような効果が出る

か疑心暗鬼になってくる。しかし、この過

程を通過しない限り、普及モデルとはな

りえない。精査等の作業に必要なこと

は、常識と思われている現象をもう一度

見直し、様々な角度から、想像力を最大

限に発揮し分析すること、困難と思われ

る課題には創造力を持って新しいアプ

ローチも含めて考えることが必要であ

る。 

 余談になるが、プロジェクトが「住民参

加手法」の評価対象になったことがあ

る。この調査では、評価のための様々な

視点を取り入れていた。その視点につ

いてコメントを求められたので、その手

法の費用対効果とか経済性とか普及可

能性をその視点に入れたらどうかとう提

案したが、却下された。確かに純粋に住

民参加の手法を検討したいということ

だったのかも知れないが、やはり普及す

ることができない手法など意味がないと

いわざるを得ない。 

 話を元に戻すと、みんなの学校プロジェ

クトのモデルは、他プロジェクトが開発した

モデルとの競争に勝ち残った。それは、必

然であった。2800校でその有効性を実証し

たモデルに対抗できるそれは、ニジェール

には存在しないからである。しかし、問題

は、まだまだあった。まず、モデルの有効

性を証明した後は、モデル普及のための

財源を見つけなればならない。モデルがい

くら良くても大体政府はお金がなく、PDDE

実施のほとんどの活動は外からの資金に

頼っている。だから、モデルを政府だけで

はなく、他のドナーにも売り込みむ必要が

ある。売り込みに成功してお金が見つかっ

たら、今度は、モデル普及の実施支援が

必要である。 

 そこまでする必要があるのかと思われる

方もいるかもしれない。普及モデルを提案

できたら、先方の自主努力を期待するとい

うことで終わるプロジェクトも多い。しかし、

実は、アフリカの政府を初め各省庁は、そ

の実施能力が欠如している。たから、その

欠如している部分を支援することは、モデ

ル普及成功には不可欠なのである。また

実施能力強化という意味では、概念的なこ

とを説明する研修よりも、実際の活動に即

した実施側面支援の方が、より効果的であ

る。 

 2007年8月31日から始まるみんなの学校

プロジェクトフェーズ２では、下からだけで

はなく、上からのアプローチが必要とされ

ることになるであろう。そして、この下と上

からのアプローチを完成した時に、本当の

意味でのミニマムパッケージが完成するこ

とになる。（H)  

                  

  

蛇足 

編集後記 
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みんなの学校だより  
号外（第1フェーズ最終特大号）  

 

     ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
  

2007年7月12日発行 

 

みんなの学校だよりもいよいよ第1フェーズの最終号を迎えま
した。プロジェクト開始から3年7ヶ月の間、みんなの学校だより
は、活動の進捗状況を伝えるだけでなく、プロジェクトをめぐり

現場で起こっていることを出来るだけ、リアルに発信することを

目的として書き続けられてきました。この目的がどの程度達成

できたかはわかりませんが、このニュースレターを読めば、報

告書では、見えてこないプロジェクトの歴史を読み取ることが出

来ると信じます。この第1フェーズの最終号では、プロジェクトを
支えてきた人々のプロジェクトに関する思い出や想いについて

語っていただこうと思います。 

号外ハイライト 
●歴代本部担当者 

●プロジェ クトに関わった
人々 

●プロジェクトアプローチの

応用 

●COGES担当官の思い出 
●現スタッフからの一言 

●新人紹介 
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藤田由布 / 元短期専門家 

実に、忘れられない、熱くて長い５ヶ月間でした。３年前になりま

すが、私がＪＩＣＡ専門家のデビュー戦となったのもみんなの学

校プロジェクトでした。つまり、原点です。地盤沈下が進む住

居、うっすら砂埃が顔を覆う目覚めの毎朝、協力隊時代となん

ら変わらない生活環境で過ごせたお陰で、その後に赴任した東

アフリカやアジアの国々はまるで天国のようでした。 

 

タウアのそんな大変な条件のもと、常に緊張感を保ちつつ創造

性と即効性に富んだこのプロジェクトに、幾度となく身震いがす

る感動を受けたことを思い出せます。ひとつは、指標など目で

見える数値的なプロジェクト成果も確かにスゴイのですが、むし

ろこのプロジェクトの活動過程において、行政関係者やＣＯＧＥ

Ｓの皆、そして住民が教育問題に取り組む力を獲得しているこ

とを肌で感じたことでした。そして最大の感動は、10年後に再び

この地を訪れても、このプロジェクトは現地人の手によって進

化しているだろう、と感じたことです。みんなの学校プロジェクト

では、費用対効果が高く全国に普及できるシステムを作ること

が皆の目標でしたし、また、どうしたらこのプロジェクト終了後も

システムが存続しうるか、という視点でさえも、日本人もニ

ジェール人も一緒に共有できていました。成功へのビジョンが

これほど共有できているプロジェクトは、実は珍しいのではな

いかと思います。 

 

以下の「参加の度合い」という表を見て下さい。これは、参加型

開発プロジェクトにおける対象者（国）の参加の度合いを測る

目安ですが、レベルの数字が高い方が、対象者（国）がプロ

ジェクトに対する高いオーナーシップをもつことを意味していま

す。つまり言い換えれば、プロジェクトの成功度合いを測ること

も意図しています。 

にこだわるな」と言われ、その言葉のおかげで、絵を使った教材

と研修の開発が実現しました。学校や生活に関する様々なテー

マの絵を見て、住民が自由に問題提起をして、解決のための議

論を展開させる方法です。この手法は、識字力に関係なく、弱者

の声を引き出し、住民の低就学率問題に対するオーナーシップ

を高めることを意図します。宗教などのタブー領域を侵さないか

と不安もありましたが、白熱した議論は期待以上で、学校と住民

の距離を縮めることに少し貢献したように思えます。 

 

私だけの思い出話のような文面になってしまいましたが、タウア

の地でこの偉大なるプロジェクトの熱い仕掛け人の皆様と共に

活動できたことを今でも大変幸運に感じています。そして、短い

間でしたが、私もみんなの学校ファミリー になれたことをとても
誇りに思います。このプロジェクトのお陰で、私は自己を更に磨

いて将来もニジェールの地に戻りたいと願うようになり、また、生

涯にわたり国際協力の現場プレーヤーになりたいと思うようにな

りました。みんなの学校プロジェクトの10年後が楽しみです。 

私はこれまで関わってきたプロジェクトを、この表でもって比べる

ことがよくあります。ふと思うのですが、どれだけの技術協力プ

ロジェクトが、実際にレベル７に到達できているでしょうか。本

来、全てのプロジェクトがレベル７に到達しなければ、どれだけ

単発的な成果が見られても、真の成功とは言えないのでしょう。

みんなの学校プロジェクトは、まだまだ進化している最中なので

専門家による舵取りの支援を必要としていますが、村落住民か

ら行政レベルまでもがかなり高いレベルにいるようです。 

 

村落開発モデルを作って、研修マニュアルを作って、全国を研

修巡回するといったプロジェクトはよくありますが、活動や研修

の費用額は現地スタッフが知らなかったり、村落の状況に見合

わないマニュアルが外国人専門家の手によって作成配布され、

それを元にして研修がなされていたりします。実際に、使用され

ないまま本棚で埃をかぶった‘マニュアル’は散見されます。私

も任期中、ＣＯＧＥＳ対象とした啓発活動研修を実施するにあた

り相当悩みました。そんなとき、原チーフから「型にはまったもの

プロジェクトに関わった人達 

レベル 観察可能な行動能な行動 

７ 自立発展  組織されたローカルグループは外部からの介入を待たずにイ

ニシヤティブを取る。外部的な介入はアドバイザーあるいは

パートナーとしてのみされる。 

６ 相互作用的参加  組織されたローカルグループがプロジェクトの形成・実施・評価

に参加する。これは体系的・形成的な教授―学習プロセスと、

プロジェクトの発展的な主導性を意味する。 

５ 機能的な参加  プロジェクトによって設定された目的に応えるために活動グ

ループを編成して参加する。プロジェクトの形成には影響しな

いが、モニタリングや活動の修正などには意見が尊重される。 

４ インセンティブによる

参加  

資材、訓練、集会などのインセンティブによって、労力や場所

などを提供して参加する。プロジェクトの決定には直接的に影

響しない。 

３ 相談による参加  外部の人に意見などを聞かれてそれに応える。しかしそれら

の相談の結果とられる判断や決定に影響を及ぼさない。 

２ 情報提供  アンケートなどに答える。しかしその情報の利用に関して影響

を与える可能性もない。 

１ 受動的  誘われたら参加する。プロジェクトの実施や判断に影響を及ぼ

さない。 

※出展：「参加型開発の８０のツール」FransGeifus、GTZ-IICA（スペイン語版）をICNet（株）社の伊藤拓次郎氏が和訳した 

参加
の度
合い
 

284



 3 

みんなの学校だより 号外                                                       juillet 2007 

り、最初が肝心であると今

更ながらつくづく思う。 

 

プロジェクト1年目の最初の研修後、フォローアップに何万

ＫＭを走っただろう。。。危険地帯とされていたチンタ・アバッ

ラックは、現地スタッフが巡回に行ったが、それ以外の対象校

の殆どを訪問し、住民の声を聞いて回った。4、5月の猛暑の

最中、2台の車両に分かれ、チームを組んで早朝5時に出発

し、夕方帰る毎日。現地スタッフと水を分け合い、途中の村で

羊の肉を食べながらの巡回である。もちろん、原リーダーも。

そして、やはり原リーダーは、タフだった。 

 延長フェーズには、残念ながら関わることが出来なかった

が、すでに第二フェーズへの準備が始まっていることだろう。

「3分の１の法則」で更なる激動に突入だろう。プロジェクトに

関わって以来、何かを始める時は決まってこの「3分の１の法

則」を思い出す。 

 

 思い返すとプロジェクトの最初の事務所は、教員養成学校

の敷地にある空き教室？から始まった。砂漠に近いタウアで

は、立て付けの悪い窓の隙間から容赦なく細かい砂が入って

くる。トイレも無い。クーラーは利かず、パソコンを打つ手から

汗がジワリ。そんな状況下で、走り回っていた。活動が多い

分、関わる人間も多く、その分ハプニングも多かった。傍から

見ると、「忙しいプロジェクトで大変だろうなぁ」と思うだろうが、

中にいると案外お笑い珍道中。ハプニングだらけで毎日が変

化に富んで、笑いが絶えなかった。素敵な方々に恵まれたプ

ロジェクトでの日々が、なんだか楽しかったと思えるのは私だ

けだろうか。。。 

原専門家、尾上専門家、中澤専門家、影山さん、近藤さ

ん、伊藤さん、そして、現地スタッフの皆様、本当にお疲れ様

でした。そして、いつも応援しています。 
 
 

齋藤由紀子   /  元短期専門家 ・ シニア隊員 

 

  私は、みんなの学校プロジェクトが始まって3ヶ月が経った

2004年3月から約2年8ヶ月間、ＡＰＰを通してお世話になっ

た。プロジェクトでの活動の日々は、笑いあり涙あり。任期を

終え帰って来た今でも時々、思い出すことがある。数え切れ

ないエピソードの中から、特に印象に残っている2つの事を

紹介したいと思う。 

 

「魚じゃなくて、魚の釣り方を！」 

 村に巡回に行くと、集まったＣＯＧＥＳメンバーや住民達

が、作り上げた教室やトイレ、塀などを満足げに眺めなが

ら、その時の様子や苦労話を事細かに説明してくれる。一

見、他の学校の教室と変わらない教室だが、よく見ると丁寧

な細工がしてあることに気づく。工夫を凝らした部分を「オリ

ジナルだ」といいながら、得意げに話してくれた。その話を聞

きながら、「すごい、これをみんなに見せるからね」と、その

部分をカメラに押さえるのが常だった。 

 巡回で感じたのは、どの村も他の学校のうわさを聞きつけ

ながら、真似ながらその村独自のオリジナルを追求してい

る。情報を集めながら、そこよりも上を目指そうとする姿に出

会うと決まって感じる疑問は、「限られた予算や状況の中

で、ベストを作り上げようとする姿勢の意欲の源は？」 

 ある日、1人のＣＯＧＥＳメンバーが私にボソッと言った一言

が今でも忘れられない。 

「今まで、いろんなプロジェクトがここにやってきたけど、彼ら

は、いつも魚をくれる。でも、魚は食べてしまえば、無くなっ

てしまうんだ。私たちは、みんなの学校プロジェクトから、魚

の釣り方を教えてもらったよ。」 

 シミュレーションを交えた研修や、現地スタッフによる一問

一答の丁寧な説明を通し、ともすると、分かりにくいＣＯＧＥ

Ｓのシステムがかみ砕かれ、シンプルな形になって、住民に

伝わったのだと思う。内容を十分理解した上での感想とし

て、上記の一言が、発せられたのだと思う。プロジェクトが巻

いた種に、彼ら自身が水をやり、オリジナルの花を咲かせて

いるのだと思うと、やっぱりすごいプロジェクトなのだと思う。 

 

 －「3分の１の法則」 
 赴任した当初、原プロジェクトリーダーがこんなことを言っ

た。「3年のプロジェクトの場合、最初の1年が勝負。修正や

補足の時間が後の2年。ＡＰＰでの君の任期が、2年である

なら最初の8ヶ月間が勝負ですね、大変でしょうが、頑張っ

て！」 

 この激動プロジェクトは、この「3分の１の法則」で1年目か

ら走り始めた。それはまず、「実際の現場を見なければわか

らない、実際にやってみなければわからない」からだと思う。

取り掛かりが遅いとその分、軌道修正が利かなくなってしま

う。やってみて現場の声を反映させ、生かすためにはやは

 元プロジェクト 
専門家からの一言 

プロジェクトに関わった人達 

みんな大好き, 

ＡＰＰクラブ 
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赤羽政幸 ＮＴＴラーニングシステムズプ

ロデューサー  

 

 撮影後記 

 2007年7月で「みんなの学校プロジェク

ト」の第１フェーズが終了するとのこと。

関係者の皆様におかれましては、本当

にお疲れ様でした。また撮影に際しまし

ては、多大なご努力、ご尽力をいただ

き、この場をお借りしまして心よりお礼を

申し上げます。 

 マルチメディア教材の制作に当たり、

2005年及び2006年の2度に渡りニジェー

ル・タウア州を訪れました。思い起こせば

ニジェールっていったいどこ？という無知

な状態から始まった訳です。そしていよ

いよ期待と不安を抱えた1回目のニ

ジェールロケへ出発。飛行機を降りた瞬

間の熱風には「これからどうなるんだろ

う？」と胃がキリキリしたものの、タウア

への移動中に見た風景は比較的緑が多

く、家々の立ち並ぶ景色はまるで映画の

一場面のような、のどかで美しいといっ

た印象を受けました。その後のロケは暑

いながらも比較的順調に進み、無事終

了。その際にプロジェクトメンバーからは

「これは本来のニジェールの姿ではない

ですよ」という一言が。その時にはあまり

深く考えずに、無事終了したことの喜び

と「もうニジェールへ来ることはないんだ

ろうな」という思いから全く気にしません

でした。 

 昨年それが何と2回目のニジェールロ

ケが決定したのです。内容はプロジェクト

全体の紹介と地域住民に向けたマニュ

アルビデオを作成するというかなりのボ

リュームのもの。識字率を考慮し、更に

分かりやすい内容にするために、CGア

ニメーションとドラマ組み合わせた内容を

提案しました。また現地原リーダーより

現地語で制作して欲しいとのニーズもい

ただき、ほぼ毎日のように現地とのメー

ルのやり取りを交わしながら、構成やシ

ナリオを詰めるという作業を行いました。

シナリオが決まるとそれを元に香盤とい

う撮影スケジュールを練る作業に入るの

ですが、これは撮影地の地理的状況や

協力者の関係が大きく起因するため、通

常現地で作成していただいたものに対し

て我々の希望を反映させていく形を取り

ます。しかし送っていただいたものをディ

レクターと二人で見て思わず「完璧！」と

声を揃えるほどの内容。撮影に対する理

解力の高さに驚いてしまいました。その反

面、香盤表から見えてくる撮影ボリューム

の多さとタイトさに思わず冷や汗が流れまし

たが、一度ニジェールを経験している安心

感から何とかなるかなと・・・。 

そして2度目の渡ニ。ニアメからタウアへ向

かう途中の景色の違いに、「あれ～、何か

去年と違う」。ウルトラマンのカラータイマー

よろしく頭の中で警鐘が鳴り響いたのです。

その警鐘は早速翌日から体感することに。

2日目の撮影が終わった頃には、容赦無く

降注ぐ太陽が我々の顔や腕を真っ黒に焦

し、唇からは水分を奪い去っていました。そ

こでふと頭をよぎったのが「これは本来のニ

ジェールの姿ではないですよ」という一言。

そう、ニジェールは今乾季だったのです。こ

れが本来の姿。思わず「甘かった」と誰にも

聞こえないか細い声が口をついて漏れた瞬

間でした。しかしこれはほんの序章にすぎ

ず、この後数々の珍事が待ち受けていたの

です。 

 APPの取材のため４～５時間の山道を移

動し、カウラ・ゴーガの小学校で撮影した時

のことです。既に生徒達や村人が集合し準

備万端。早速撮影を開始したのですが、大

人だけで活動しているクラブが目に留まり

ました。なぜ大人だけのクラブがあるのか

不思議に思ったのですが、今回は学校活

動の一環ということで生徒たちがメイン。時

間も限られていることから大人のクラブ活

動は撮影しなかったのです。ところが撮影も

終盤に差し掛かった時に「俺たちが撮影さ

れていない」とご立腹とのこと。間に入って

調整をしていた校長先生が困っている様子

だったので、急遽撮影をすることにしたので

す。とりあえず皆さん、満面の笑みでカメラ

に収まったことでご立腹も解消。校長先生

の顔を立てることもでき、ホッと一安心。 

 またドラマシーンのほぼ全てをフンコイガ

バス村で撮影したのですが、ディレクターか

らの演技指導を日本語で行い、それを仏語

そして現地語のハウサ語に訳して進めてい

きます。しかし撮影が進むにつれ慣れてき

た事も手伝ってか、俄かディレクターが何人

も出てきてしまったのです。ディレクターが

具体的な指示を出す前に、協力してくれて

いるCOGES委員や校長先生が先んじて演

技指導を行ってしまい、内容を確認した所、

狙いと違うことが発覚。再度演技指導をし

直すと言う事が多々起こってしまいました。

またディレクターが「カット」という言葉を発

するまで芝居を続けるのですが、ディレク

ターが言う前に現地スタッフが「カット」と発

してしまい、NGになってしまうこともしば

しばありました。今となっては酒の肴と

して笑い話になるのですが、炎天下の

中に立ちずくめで体力も消耗し、何より

も時間内に撮影が終わせるかと言う危

機感から、正直僕の顔がこわばってい

たそうです。（後述談） 

 こうした珍事、エピソードはいくつも

あったのですが、それもこれも皆さんが

一生懸命に取組んでいる証。今回の教

材制作にあたり一番の功労者であり理

解者は、村々の皆さんだと実感してい

ます。聞けば我々の撮影時期と穀物の

収穫時期が重なっていたそうなのです

が、自分たちの生活の糧である収穫を

ずらしてまで撮影に協力してくれたこと

に、彼らの並々ならぬ想いが伝わって

きました。そうした想いが、今回のマル

チメディア教材という媒体を通して形に

現れているものと思います。ある意味

我々撮影隊は恵まれていたと言わざる

を得ません。どんなに我々が頑張って

も、結局は協力してくれる皆さんの理解

がないと中身のある教材にはならない

からです。その村人たちのモチベーショ

ンを引き出してくれたのが、プロジェクト

に関わるスタッフの皆さん。日頃からお

互いに信頼関係を築いてきた賜物では

ないでしょうか。協力してくれた村々に

何度も足を運んで協力を取りつけ、撮

影隊が入るギリギリまでリハーサルを

繰り返して、順調に撮影が進むよう黒

子に徹して努力してくれたことは、感謝

の言葉もありません。 

 最後になりましたが、タウアで生まれ

たこの一滴の雫が、やがて支流をなし

ニジェールから西アフリカ諸国へとつら

なる大河となって、そこに暮す人たちに

知の恩恵をもたらすことを切に願ってい

ます。 

プロジェクトに関わった人達 
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希望できらきらし始めるのがわかる程の、まるで魔法のような効果

がありました。 

 導入の結果、前述の問題は殆ど解決したといえます。最大の効

果は、人々が「自分達の力で状況を確実に改善することができる」

という手応えを得たことです。学校が「みんなの学校」となったこと

で、「学校保健」も「みんなの学校保健（自分達の子供の問題）」と

いうように人々の意認識が180度変ったのです。驚くべきことでし

た。 

  私は現在、セネガル国において「地域の自助努力による継続

的な学校給食運営モデル作成」を目指した協力隊活動支援に携

わっており、同じ州内では今後プロジェクトの成功経験を応用した

技プロも開始され、連携が期待されています。協力隊グループ派

遣でも活用可能なシンプルかつ効果的なモデルを作ったプロジェ

クトの手法は、協力隊活動と技プロの本当に効果的な「連携」のあ

り方を示唆してはいないでしょうか？より恒久的なモニタリング体

制の確立や収入創出、資金管理の改善と浸透など残された課題

はありますが、ここセネガルでもプロジェクトのアプローチは根本

的な部分で有効だと確信しています。 

 「みんなの学校」の種は、ニジェールから風に乗ってここセネガ

ルに根を張ろうとしているのかも知れません。大切に育てていきた

いと思います。 

 

写真左「COGESアクションプランで購入された清掃用具で毎日の

清掃」 

写真中「出来上がったアクションプランをチェックする保護者」 

写真右「保護者が力をあわせてごみ処理場の設置」 

 岩田守雄 セネガル国フィールド調整員/元ニジェール国ドッ

ソ学校保健協力隊グループ派遣グループリーダーシニア隊員 

 

 私は平成13年度2次隊派遣で2年間の協力隊活動をニ

ジェールで行いましたが、その結論は、「この国の発展には初

等教育の普及と質/管理の改善が優先的かつ継続的に必要

だ」というものでした。そんな中、任期終了間際にプロジェクト

の前身となった「COSAGE」の取組みが耳に入り、大きな期待

を感じていました。 

 その半年後、シニア隊員としてドッソ学校保健協力隊グルー

プ派遣の支援業務を開始しましたが、着任早々隊員から「教

員や保護者の姿勢が他人(ドナー)任せでどうにもならない」

「学校保健に取り組もうにも学校運営自体が儘ならない」とい

う切実な声が寄せられました。「学校保健」の前提には「学校

運営改善」と「住民の自助努力」があったのです。そこでこの

「みんなの学校だより」などプロジェクトの資料を収集し日夜研

究の日々が始まりました。 

 そして1年後、「ミニマムパッケージ」をドッソ対象校に導入す

るご提案を頂き、プロジェクトの支援を得て、プロジェクトのメイ

ンパートナーである現地NGOへの業務委託という形での導入

が決定しました。正に「啐啄同時」の時機でした。 

 ミニマムパッケージの導入にはドッソの状況に合わせた応用

が必要な部分もありましたが、その際特に役立ったのはプロ

ジェクト紹介VTRです。その中でプロジェクト対象校の保護者

が現地の言葉で自分達の取組みや成果を紹介する部分が極

めて効果的であり、VTRを観た後に保護者や地域住民の目が

園教諭向けのガイド「幼稚園の生活」が使われ、保育者の心構

えや保育の流れ、手洗いなどの衛生教育等が組み込まれまし

た。また2名の隊員とカウンターパートが講師として参加し、運

動遊びや身近なものを使った遊びの活動を紹介しました。特に

稗やもろこしの茎を使った伝承遊びは馴染みやすかったよう

で、参加者自身が遊びを披露する場面もみられました。「明日

から実践できる保育活動」として皆が幼少の頃に遊んだ伝承遊

びを保育に取り入れていくことは、既存の幼稚園でももちろんの

こと、コミュニティー幼稚園の経験のない保育者にとっては特に

有効ではないかと考えています。 

 

物がない、ないと出来ない、といわれている幼児教育現場

で、隊員はニジェールで手に入るものを使っての教材・玩具づく

りの提案や遊びの重要性、それに対する教諭の意識改善、ま

た衛生教育の推進等を行なっています。しかしながら、幼児教

育の質の改善に大きく影響を与えている幼稚園の運営面や環

加藤千秋 ニジェール国フィールド調整員 

 

ニジェール就学前教育分野への隊員派遣は1991年に始ま

り、現在６名の幼稚園教諭隊員が首都や地方都市の幼稚園視

学官事務所に配属され、幼稚園巡回や講習会開催を通じて幼

児教育の質の改善に取り組んでいます。ニジェールには幼稚

園教諭養成所がない為、隊員が企画する講習会には、視学官

事務所が管轄する公立私立幼稚園や他ドナーが支援するコ

ミュニティー幼稚園の保育者も参加し、数少ない学べる場として

好評を得ています。 

 

先月COGES運営コミュニティー幼稚園13園の保育者に対す

る継続研修が行なわれました。UNICEF出資、幼稚園視学官事

務所が企画するこの研修では、隊員が関係者と作成した幼稚

プロジェクトアプローチの応用 

プロジェクトアプローチの応用 
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佐々木夕子 ニジェール国シニア隊員 

 

私たちカレゴロ地域生活改善計画協力隊グループ（以下カレ

ゴロ・グループ）は、現在、環境・保健・村落開発分野の隊員5

名から構成されており、「教育・保健・植林・農業分野における

啓発・技術移転を通じて住民の教育環境及び住環境が改善

する」というグループ目標に向かって様々な活動を展開してい

ます。活動対象村は、ティラベリ州コロ県の二つのコミューン

内の39ヶ村であるため、隊員が主導となるこれまでのような活

動形態では、到底39ヶ村をカバーすることはできませんでし

た。そこで、住民自らが地域開発の主体となり、それが持続的

に発展していくような新たなアプローチがカレゴロ・グループに

求められました。時を同じくして、それを正に体現化していた

のが「みんなの学校」プロジェクトであったので、そのノウハウ

を私たちの活動地域にも導入しました。「みんなの学校」のノ

ウハウとは、すなわち、機能する組織を作り出すための、民主

選挙の実施、学校活動計画の策定・実施・評価、地方行政官

によるモニタリングシステムという3つの要素からなるミニマム

パッケージを指しますが、2005年11月から2006年2月にかけ

て、活動対象村全てに導入しました。その結果、39校中37校

において、住民が自らの財源、資源を使って学校の環境改善

活動を行うようになりました。具体的には、1校あたり平均4.2

活動が実施され、活動のために動員された資源の平均は約

16万CFAにも上りました。また、生徒数の伸びも顕著で、ミニ

マム・パッケージを導入した2005-2006年度、生徒数は実に

1626人増加（増加率61.96％）し、2006年度でも更に649人増加

（増加率16.20％）しました。これまで、学校すらなかった村や、

学校があっても長らく閉鎖されていたような村でも、機能する

住民組織ができたことにより、住民が学校の重要性を理解し、

住民自らの財源や資源で学校を取り巻く環境改善に取り組み

始めたのです。また地方行政官が定期的なモニタリングを行

うことにより、多くの学校が抱える教員不足の問題も解消され

ました。このような住民のダイナミックな動きをさらに村レベル

まで広げ、村における様々な問題を住民自らが解決していける

ような組織作りを今後目指していきたいと考えています。 

 

（写真上） 

2006年1月にできたばかりの新しい学校であるが、生徒数は現

在300人に達している。バンコ製の教室も今年住民により建てら

れた。対象校の中で、最もCOGESが活発な村である。（ンバンガ

小） 

 

（写真下） 

2007年6月11日に行われた学校祭では、生徒たちによる就学率

促進を呼びかける歌や劇が披露され、学校に多くの住民が集っ

た。（コリア・グルマ小） 

COGES普及していくかということが目下の課題となっています。

①隊員による保育の質の向上支援、②幼稚園COGES普及支援

による園運営･環境の改善、③みんなの学校のCOGES運営に

よるコミュニティー幼稚園普及、この

「質、マネージメント、アクセスの改

善」の3点からのアプローチで、ニ

ジェール就学前教育の状況は今少

しずつ変化の兆しが見えてきまし

た。今後も引き続きUNICEF等他ド

ナーとの協力しながら、現場･上層部

のニジェール人と共に考え、ニジェー

ル幼児教育の発展を支援してい

きたいと思います。 

  ニジェールのあちらこちらで使われる  

               プロジェクトアプローチ 

プロジェクトアプローチの応用 

境改善については、隊員はなかなか介入できませんでした。

特に園運営費となる保育料の使用内容が不透明で、園環境

の改善に反映されることが少ないという問題があります。そこ

に問題意識を持つ就学前教育関係者もあり、幼稚園COGES

の普及を独自で進めるなど試行していましたが、名だけの機

能しないCOGESが点在するのみでした。同時に関係者から

はタウアで展開しているめざましい働きをするCOGESをぜひ

幼稚園でも！という強い要望がありました。そこで昨年視学

官事務所関係者を集め、COGESに関する研修及び今後の普

及に向けての会合を設けました。その後8園においてみんな

の学校プロジェクトCOGES機能化モデルミニマムパッケージ

を導入し、12月より実施してきました。そして今年6月に国民

教育省とともに行なった評価で、園運営と住民参加に非常に

効果があることがわかりました。現在はどのように機能する
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COGES担当官の思い出 

（写真下）COGES担当官による
モニタリングの様子 

Ibrahim Moussa 

コニ県COGES担当官 

タウア州のCOGES担当

官達に出会えたこと。そ

して、EPTの皆さんが

我々のすべての活動を

成功へ導くために支援

してくださったこと。 

Attikinou Abdourahamane 

アバラック県COGES担当官 

COGES担当官及び監督官の

活動への全力投資と EPT

チームからの支援 

Babacar N’Diaye 

マダウア県

COGES担当官 

満足感とEPTへ

の感謝 

Mahamat Ougagui 

ケイタ県COGES担当官 

機能するCOGES設置のための

研修を受けたこと。そして、

我々、住民が共同体として生き

るための経験を得たこと。 

Hamza Alio 

タウア県COGES担当官 

第1フェーズの思い出 

1．EPTチームからの絶え間

ない支援 

2．学校環境の改善、教育へ

のアクセス、教育関係者の

能力向上 
Salouhou Mamaga 

チンタ県COGES担

当官 

EPTの皆さんからの

支援とCOGES担当官

と監督官が全力を尽く

して働いたこと。 

Aboubacar Yacouba  

イレラ県COGES担当官 

COGES担当官と住民が共に満

足していること。      

Elh. Hamidou Abou 

ブザ県COGES担当官 

ー人と人とを結んだこと 

ーさまざまな研修を受けたこと 

ーブルキナファソを訪問したこと 

ー教育制度改革のために貢献し

たこと 

 Zakaria Seybou  

タウア州COGES監督官 

第一フェーズでは、EPTによるさま

ざまな支援のおかげで、タウア州

は他の州の鏡、模範となるような

輝かしい地域となりました。この成

功に関われたことに、喜びを感じる

とともに、誇りに思っています。そし

て、挑戦し、成功し、COGESの全

国普及のモデルとして採用された

ことを嬉しく思います。。我々を助

けてくださった人々の成功とEPTの

戦略及び専門家の方々がニジェー

ルの他地域、アフリカ全土に知れ

渡ることを願っています。 

Abdoulaye Ali   

タウア市COGES担当官 

4年間に渡る集中的な活動を通して、
住民からの強い協力のもと、私たち

は児童と教師の教育環境改善のため

に尽くしました。その結果、特にタウア

州の就学率の向上、そして、住民自ら

が学校運営を行うことで彼らに自信を

持たせることができました。当初学校

に不理解を示していた住民が、現在

ではそれを自分たちのものと感じてい

ます。間違いなくすべてを成功に収め

たと言えるでしょう。 
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現スタッフからの一言 

原 雅裕  / チーフアドバイザー 

教師のストによる長期にわたる学校閉鎖、大統

領選による学校の麻痺、雨不足のための不作と

飢餓、能率が極端に落ちる断食月、中心的現地

スタッフの不慮の死、突然の人事による中心的カ

ウンターパートの交代、多数の中心的COGES担

当官の引退、突然のCOGES政策の変更、他プロ

ジェクトの妨害など、以上、プロジェクト運営上降

りかかってきた困難を頭に浮かんできた順に書

いてみました。その他にもいろいろありましたが、

様々な困難を乗り切れたのは、多くの人の支援

によるものです。月並みですが、皆様に、あらた

めてお礼を申し上げたいと思います。                      

尾上公一 / 専門家 

みんなの学校プロジェクトが始まって3年半という月日が経

ち、第1フェーズは無事に終わりを迎えようとしています。多く

の関係者の皆様のご指導とご支援に支えられながら、ここま

で来ることが出来ました。この場をお借りして厚く御礼申し上

げます。3年間を振り返ると、悲喜こもごも本当にいろいろな

ことがありましたが、まだまだ過去を振り返って淡い感傷にひ

たるには少し早いようです。何故ならニジェール全土で「みん

なの学校」を広げていく活動が今まさに始まろうとしているか

らです。現在各州で開催されている準備会議の盛り上がりを

みると今までの活動は助走でしかなかったのかと思わせるよ

うな勢いです。大きな社会変革の始まりのようにも思えてき

ます。原チーフの「これからが正念場」という言葉を3年間事

あるごとに耳にしてきた気がしますが、まさに「これからが本

当の正念場」。次なる目標に向かって、頑張っていきたいと

思います。これからも宜しくお願いします。 

Elh. Gambobo Ibrahim / ＣＯＧＥＳ連合チーム 

「ニジェールと日本の協力の成果」    

コミュニティーの参画により学校環境の改善を支

援する、というこのプロジェクトが、ニジェール教

育分野において最も成功したプロジェクトである

ということは間違いないでしょう。学校を取り巻く

コミュニティーの力を利用したこのプロジェクト

は、3年の経験を通して、住民に学校運営の能力

があることを証明してきました。ＣＯＧＥＳ担当官

のように、各ＣＯＧＥＳに対する指導や研修に尽

力した人達のおかげで、このプロジェクトは、住

民自身が団結し、学校を発展させる力があること

に疑いを持っていた人々を納得させることができ

ました。プロジェクトメンバーの一員として、今後

決してこのような結果を残すことができないよう

なことを成し遂げることができたことに大きな喜

びを感じています。我々は、成功したチームの一

員であることに大変満足しています。 

Ibo Issa  /  政策アドバイザー 

 このＪＩＣＡみんなの学校プロジェクトの当初の目標は、ミニ

マムパッケージを基に、機能するＣＯＧＥＳの設置とニジェー

ルの全地域で適応しうるＣＯＧＥＳのモデルを試し、発展さ

せることでした。タウアとザンデールでの経験がこのミニマ

ムパッケージの適応性を十分証明したことで、国民教育省

と他パートナーをやる気にさせ、ニジェール全州へのミニマ

ムパッケージの普及に至らせたのです。この段階におい

て、プロジェクトの成功は確実なものであったと言えるでしょ

う。現在は、この機能するＣＯＧＥＳを確立させるためにＣＯ

ＧＥＳ連合のモデルを発展させ、広範な地域における各ＣＯ

ＧＥＳへのモニタリングを着実に行っています。そうすること

で、持続可能なモデルの完成となるのです。今後もがん

ばっていきたいと思い

ます。 

 

第２フェーズも 

よろしくおねがいし

ます！！ 

Kabo Ibrahim /  APP ・ コミュニティー幼稚園チーム  

タウアにおけるみんなの学校プロジェクトの3年間に渡

る第1フェーズが7月31日に終わります。このプロジェク

トは、コミュニティーの力を再強化し、彼ら自身の力によ

る学校運営を実現させました。COGES担当官を通し

て、COGES委員会を設置し、学校活動計画を作成、実

行し、そしてモニタリング活動を行ってきました。その結

果、機能するCOGES委員会、コミュニティーと学校の関

係強化、就学率の向上、学業結果における改善をもた

らしました。 

現スタッフ 

からの一言 
（写真上）タウア事務所にて、ニジェール

人スタッフと。 
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現スタッフからの一言 

近藤奈々/ 技術協力専門家養成個人研修員  

研修員として当プロジェクトに赴任してから6ヶ月、

任期が11ヶ月である私にとってはちょうど折り返し地

点です。この半年間、「ここでハルマッタンを迎えるの

はこれで4（3）度目だ。」とおっしゃる専門家の方々に

囲まれながら、自分の唯一の長所である体力だけを

頼りに、取り残されないようにやってきました。フェー

ズ1終了を目前に、ようやく慣れてきた業務のスタイ

ルがフェーズの境目でどのように変わるのか不安で

もありますが、楽しみでもあります。 

中澤順子 /  専門家 

「あ～～～～～っ」という間に赴任して1年4ヶ月が過ぎまし

た。「今日こそはのんびりできる !」と思えた週末はゼロに等

しく、様々な活動が同時進行で発生し、数週間前の出来事

すら遥か昔の出来事のように感じられる、そんな毎日でし

た。ダイエット･プロジェクトと呼ばれるだけあって、激しい活

動をこなしながら痩せていく尾上専門家、齋藤専門家を尻

目に、私と影山スタッフは例外的に体系を「維持（あるいは

膨張？）」し、フェーズ1終了を迎えてしまいました。常に猛

ダッシュの原リーダーのもと、時にはお尻を叩かれ、息切

れしながらも、皆と完走できたことを嬉しく思います。それだ

けでなく、フェーズ1の成果がフェーズ2の全国展開へとつな

がり、益々発展していく「みんなの学校プロジェクト」を通じ

て、財政支援と技術協力の連携のあり方、住民の需要を汲

み取り国策へと反映していくアプローチ、本当に多くのもの

を吸収できました。プロジェクトのメンバーをはじめ、関係者

の皆様に公私ともに支えていただき、本当にありがとうござ

いました！ 

Yacouba Amadou / COGES連合チーム  

ＪＩＣＡみんなの学校プロジェクトで、ＣＯＧＥＳ連合

チームに所属し、ＣＯＧＥＳの活動のモニタリングを

担当しています。このプロジェクトで働き、２年が経

ちましたが、その間に多くのことを学びました。はじ

めに、藤田さんからはコミュニケーションを、中澤さ

ん、影山さん、近藤さん、伊藤さんからは協力して

働くことを、そして、尾上さんからは的確な指示と柔

軟性を学びました。また、チーフである原さんのユー

モアのセンスと彼の仕事上でのアドバイスが深く印

象に残っています。最後に、みんなの学校プロジェ

クトが長く続き、それに関わったすべての人々の成

功を願っています。さようなら。Kaｌa Tonton! 

Ousseini Habou / COGES連合チーム 

すでに活動を開始していた大変活気にあふれた

このプロジェクトチームを完全なものにするため

に加わりました。このチームの活動力はメンバー

同士の相互理解から生まれるもので、それが肯

定的な結果を生むと思います。成功したこのチー

ムの一員であれたこと、そして、大変効果的な仕

事のリズムに自分が適応できたことに誇りを感じ

ています。 

Hamissou Maifada /  秘書 

このプロジェクトでの３年間の職務を通じ、自分の専門分野

に加え、他の分野における能力を身に付けることができま

した。とりわけ、民主的なＣＯＧＥＳ連合の設置のために実

施した研修、ラジオ番組を使っての啓発活動を通して、さま

ざまな力を身に付けることができました。さらに、プロジェク

トを紹介するビデオの民主選挙と学校活動計画を立てる場

面で、主役を演じることができました。このプロジェクトは住

民の行動を変えただけでなく、彼らに他の住民活動へ挑戦

する武器を与えたと思います。 

影山晃子 / プロジェクトスタッフ 

このプロジェクトで働き始めた1年7ヶ月前―私の

目尻には「“烏”の足跡」があった。それが今では

―「“烏賊”の足跡」と化している。。。この1年7ヶ

月、それだけ皆と笑い合うことが多い“笑顔の絶

えない日々”だったのだと前向きに解釈してい

る。でも…足跡の周りには“イカ墨”というおまけ

まで散在。―これはなんと解釈しましょう？ 

Hamza Djibo / 情報統計処理 

このプロジェクトを通じて、自分の知識を十分に活かすだけ

でなく、活動を通して、それらをさらに深めることができまし

た。そして、多くの経験を得、スタッフ会議を通して意見交換

をすることの重要性を学びました。最も印象深いことは、

チームで働くこと、とりわけ、日本人とニジェール人との間に

流れるすばらしい雰囲気です。 

頼りになる事務所警備

員、アジズさん 
サボリ気味の掃除夫、

オマルさん 

どんな僻地もお手の物、我らが運転手、

オマルさん、アダムさん、イブラヒムさん 
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プロジェクト解説 

プロジェクト第２フェーズ解説 
プロジェクトの要約 指標 

上位目標 

住民参画型学校運営により基礎教育の質とアクセスが

改善される 

  就学率の変化 

留年率の変化 

中退率の変化 

卒業試験合格率の変化 

プロジェクト目標 

全国に機能するCOGESを設置、維持するためのＣＯＧＥＳ
政策実施体制が強化される 

  

1 民主的選挙を通して設置されたCOGES数 
2 学校活動計画を策定したCOGES数、計画実施率 

成果 

1 すべてのレベルにおけるCOGES関係者の能力が開発、
強化される 

  

1-1 COGES政策にかかる地方教育行政官の理解度や意識のレ
ベル 

1-2 導入研修に出席した関係者の数 
1-3 研修を受けたCOGES監督官、担当官の数 
1-4 各州で策定された研修計画数 
1-5 ＣＯＧＥＳ設置研修を受講した校長の数、及び学校活動研
修を受講したCOGES委員の数 

1-6 COGES戦略の改善 

2  持続的なCOGESモニタリング体制が構築される 2-1 マニュアルが改訂される 
2-2 COGES連合モデルの承認 
2-3 設置されたCOGES連合の数 
2-4 月例会議が定期的に開催される 
2-5 COGES監督官の報告書が定期的に提出される 

3 コミュニティーベースの教育開発モデルが学校活動計
画支援によって確立される 

3-1 タウア、ザンデール州のいくつかのCOGESに対する学校活
動計画実施支援 

3-2 タウア、ザンデール州において経験シャアリングセミナーを
開催する。 
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NGOのファシリテーターそして研修の実

施準備や講師を務めるCOGES担当官です

が、彼らの活動を指揮監督する立場に

いるのがDRENであり、このDRENのイニ
ティアティブや関与が高く各方面に働

きかけを行なったところほど研修の成

功率は高いということが分かりまし
た。もしCOGESに関する活動がCOGES監

督官とCOGES担当官の業務責任範囲であ

ることから、他の行政官が関知する必
要が無いという態度であったならば、

恐らくここまで成功はしなかったと思

われます。なぜなら研修がスムーズに

行なわれた州ほどDRENが各視学官、指
導主事、その他州教育局の行政官にも

研修の意義と重要性を伝え、州を挙げ

ての活動として人員や必要となる機材
（移動のための車輌やバイク）を動員

することが出来たからです。 

次に重要と思われる要因は適切な情
報の伝達です。ニアメでの準備会議に

おいて研修の意義や重要性を初めとし

て、実施にかかる企画準備など詳細に

渡って議論をしたことも、スムーズな
研修実施に繋がったと思われます。と

いうのは、従来ドナーの援助等によっ

て行なわれる活動は、教育省など行政
が主体となって実施するよう求められ

ていますが、活動の実施に不可欠な情

報が中央から現場の地方行政まで伝達
されないことが多いのです。 

タウア州の現場においてもよく見ら

れたことですが、教育省は公電数枚を

州国民教育局にFAXするのみで、活動の
意義や具体的な実施体制や準備事項な

どについての指示がほとんどなされ

ず、現場は混乱したまま、成果が出な
いことが分かっていながら形だけでも

実施するというような活動が非常に多

いのです。こういう事態を避けるため

 

 研修準備会議などの実施を通して全国展

開の活動を側面支援しています。 
6月に全国の州国民教育局長（DREN）及

び関係行政官を招集してニアメで開催し

た機能するCOGESの全国展開にかかる準備

会議を皮切りに、7～8月には対象6州でミ
ニマムパッケージの第1の要素である

COGES設置の為の民主選挙研修が各小学校

の校長を対象に実施されました。夏季休
暇の時期で本来ならば教員はじめ多くの

行政官が休暇に入る時期でしたが、結果

的には6州全体で96.5%という高い研修実
施（受講）率となりました。また、研修

の結果、各学校にて選挙によるCOGESの設

置が実施され、その議事録が回収された

割合は6州全体で85.4%でした。多くの学
校が砂漠地帯に位置し、行政機関との連

絡体制に困難を伴う地域では、議事録の

回収が遅れているほかは、ほぼ当初の目
的を達しているといえます。各州におけ

る10月末時点での結果は表1（次ページ）

のとおりです。 
9月の中旬には再度各州の国民教育局長

及びCOGES監督官、担当官を召集して、

COGES選挙研修の結果報告や経験の共有、

さらに今後予定されている学校活動計画/
簡易財務研修に向けた準備のための会議

が開催されました。11月現在、対象6州で

は、学校活動計画/簡易財務研修が実施さ
れている最中で、来年1月上旬を目途にこ

れらの研修は完了する予定です。 

 

これまでの経験から得られる教訓 
9月に行なわれた州国民教育局長
（DREN）及び関係行政官との会議の場に

おいても、各州における活動の結果と共

にそれに伴う経験と引き出された教訓が

報告され、関係者の間で共有されまし
た。6州で実施した選挙研修の結果は既述

のとおり、期待以上の結果であったとい

えることが出来ると思います。対象6州で
合計6836校の小学校の校長を対象にした

研修を1ヶ月という短期間の間で州内をコ

ミュン毎に巡回しながら実施するという
事業は、ニジェールの関係行政官もこれ

までに経験したことの無い画期的で大規

模なスケールの活動であったと言えま

す。成功の要因は、様々考えられますが6
州の経験から言えることはDRENの活動に

対する理解、そしてイニティアティブと

関与が非常に重要であるということで
す。今回の全国普及の活動の中で、各州

において中心的な役割を果たすのは各州

に一名配置されているCOGES監督官及び

 

COGES全国普及 

はじめに 

これまでに「みんなの学校だより」で
お伝えしてきたように、現在ニジェール

では、プロジェクトが開発、実証した機

能するCOGESモデル（COGESミニマムパッ

ケージ）を全国に広げるという活動が展
開されています。この活動については、

世界銀行が全国普及にかかる資金を提供

していることもあり、JICA技プロの成果
が世銀の資金援助で面的に拡大するとい

うドナー間の連携の好例として積極的に

広報されています。このように関係者の
間では、ドナー間の連携事例として注目

を浴びているようですが、ニジェールで

進行中の全国普及活動は、ニジェール政

府、ローカルNGO、JICA、世界銀行の四者
の連携によって実施されており、関係者

にとっては過去に比類のない規模の事業

を展開しているという点で、ドナー間の
連携だけでなく、様々な教訓や知見を提

供しうる貴重な経験であるといえます。

本稿では全国普及の進捗状況も含めて、
これら一連の活動と経験の意義とそれが

示唆する事柄について考えてみたいと思

います。 

 

全国普及の進捗状況 
 まず、今回の機能するCOGESの全国展開

の実施体制について説明します。今回の

全国普及活動は世銀が国民教育省へ資金
提供を行い、同省は技術及び実施支援の

パートナーとして現地NGOであるONENと業

務委託契約を結んで事業を実施していま
す。ONENは対象各州にファシリテーター

を一名ずつ配置して、州レベルでの研修

計画策定や準備及び実施についてCOGES監
督官や州国民教育局長（DREN）をサポー

トします。みんなの学校プロジェクト

は、全国展開実施において機能するCOGES

の研修モジュールの提供及びCOGES担当官
及び関係行政官に対する講師養成研修や

ニアメで開催されたDREN関係者による全
国普及経験共有・準備会議の様子 

ニアメで開催されたDREN関係者による全
国普及経験共有・準備会議の様子 
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にも、中央でまず関係者を招集して活動

の意義や実施プロセスについての情報を
きめ細かく伝達し、また現場の責任者が

参加型で具体的な準備の進め方について

議論を行なったことが功を奏したといえ

ます。 
一方で、様々な困難や問題にも直面す

る州もありました。例えば、州国民教育

局のPADEB（世銀による基礎教育支援プロ
ジェクト）会計担当者との調整不足に

よって研修実施資金の引き出しが大幅に

遅れたり、一部の州において国民教育省
が予算計上していた見積額が不十分で

あったり、移動手段が不足したり、など

です。これらの問題については、DRENが

中心となり、州全体が一丸となって粘り
強く問題に対処することで克服すること

が出来ました。また、中央と地方との調

整連絡においても、国民教育省内での

2007年10月末現在

州 対象校数
研修受講済
校長数

研修受講率 COGES設置議
事録回収数

議事録回収率

アガデス 364 270 74.18% 77 21.15%

ディファ 396 327 82.58% 65 16.41%

ドッソ 1802 1774 98.45% 1554 86.24%

マラディ 1911 1911 100% 1911 100%

ニアメ 493 445 90.26% 362 73%

ティラベリ 1870 1870 100% 1870 100%

合計 6836 6597 96.50% 5839 85.42%

COGES民主選挙研修結果及びCOGES設置進捗状況

COGES推進室の指揮及び調整能力の不足が

露呈しました。というのも、教育省の序列
からいうとCOGES推進室長の立場が州国民

教育局長より下位にあり、各州で問題が起

こった場合に同室長が問題解決のために州

局長に介入し問題解決する直接の指揮命令
権限がないのです。しばしば委託先である

ONENが介入して問題解決せざるを得ない状

況もあり、教育省内の指揮系統という点で
課題も残りました。 

 

セクターアプローチへの教訓 
最近の世銀など大手ドナーの援助の傾向
を見ると、行政を飛び越えて、直接現場レ

ベル（学校や住民）への裨益を狙ったアプ

ローチが多いように見受けられます。能力
や体制基盤が脆弱でかつ不正が横行する既

存の行政を介する援助、あるいは行政の能

力強化を伴った援助が非効率で成果が上が

らないことに対する一つの回答なのだと思
われます。しかしながら、今回のCOGESの

全国展開という活動を通して言える事は、

ニジェールの行政にもこれだけの大規模で
インパクトのある活動を実施できる能力が

あるということです。冒頭に紹介したよう

に４者の連携による活動とはいえ、活動の
中心を担ってきたのはニジェールの行政で

す。活動を実施するにあたっての適切な情

報の伝達、特に活動の意義や重要性をその

将来的なビジョンとともに関係者に正確

に伝えることと具体的な活動の道筋を示
すことが地方の行政官を動かす上でとて

も重要であり、成功の要因であると述べ

ましたが、これまでの非効率で成果が上

がらない多くの活動にはこの視点が欠け
ていたといえるかもしれません。つま

り、ニジェールの行政には能力が無いの

ではなく、必要不可欠な情報が行き届い
ていないのです。もちろん本来ならばこ

ういった情報やきめ細かい指示は中央か

ら地方へと伝達されるべきですが、中央
の役人は具体的で的確な指示を出せるほ

ど現場の実情に精通していないのが実状

です。そういう意味で今回みんなの学校

プロジェクトが現場の経験をもとに
COGESモデルの普及という活動のコン

ポーネントだけでなく、その全国展開の

ロジスティックも含めた具体的なオペ
レーションにかかる現場の実情に即した

技術支援に注目したこと、そしてそれに

基づいて、ニジェールの行政が実施能力
や潜在能力を示すことが出来た意義は非

常に大きく、財政支援やセクターアプ

ローチのあり方にも一石を投じるもので

あると思います。  
 

 COGESモニタリング担当 尾上公一 

 
 

（表1）
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１）地方分権化政策 
① 地方分権化、分散化組織 

教育地方分権化政策は、教育行政に関する
権限の中央から地方への委譲を骨子とす

る。マリでは、中央とは教育省であり、地

方は州政府、県庁、市役所を指す。教育分

野の地方分散化組織としては、教育行政シ
ステムの再編で創設された州レベルの

「Académie：AE」と県レベルの「Centre 

d’Animation Pédagogique：CAP」がある。
分権化組織と分散化組織の関係は、分権化

組織が権限を授与され、それを行使し、そ

の行使にあたり、分散化組織が技術支援を
行うという構図となっている。教育分野の

分散化組織であるAEやCAPの主要な役割は、

各レベルの教育機関に対する教育面の指導

と規定されており、地方分権化政策におけ
るその役割は、州政府、県庁、市役所など

への技術支援に限られている。 

ニジェールの場合も、マリと同様に地方分
権化組織と教育省の分散化組織が存在す

る。構造は、ほぼ同じだが、分散化組織の

名称は、州レベルが国民教育省州事務所
（DREN)、県レベルは、視学官事務所（IEB)

とよばれ、各レベルの教育機関に対する教

育面の指導の他に、教育に関する権限を多

く保持している。 
 

②  両国の教育地方分権化の特徴 

教育の地方分権化において、通常使われて
いる権限委譲の種類の分類では、マリの場

合、技術、スケジュールを除き、知識、権

力、人員、財務のすべてか、その一部の権
限を地方自治体（小学校の場合は、コ

ミューン）に委譲されることが予定されて

いる。これは、他国、例えば、ニジェール

などに比べて、地方自治体への権限の委譲
の度合いは大きい。ただし、ニジェールの

場合は、コミューンではなく、学校レベ

ルへのより大きな直接の権限の委譲を予
定しており、両国の地方分権化はその指

向している方向性が異なっている。 

 

③ 地方分権化の現状 
マリの地方分権化政策のコミューンレベ

ルにおける権限委譲は、人員（教員）と

資機材（教材、教具）が予定され、現時
点では、文房具等の購買費教室建設費が

供与され、その管理責任を負っている。

両資金とも世銀の資金で、2010年までの3
年間で教室建設に2200万ドル、文房具購

入費に400万ドルの支出を予定している。

教育分野の地方分権化には多くのドナー

がかかわっているが、実際に資金を供与
し、政策推進の中心となっているのは世

銀である。世銀の地方分権化に対する姿

勢は、資金流通プロセスでの消失を防ぐ
ため、資金を裨益者のできるだけ近いと

ころに供与するというもので、資金補助

金も小学校に一番近い市役所からの供与
となっている。このシステムが機能して

いるかについては、世銀も現状を十分に

把握していない。この状況に象徴される

ように、マリの地方分権化の現状は、法
令などでシステムを規定しつつ、その機

能化の実証を行っている段階であると言

える。ニジェールの場合は、人員、資機
材の決定の権限は、分散化組織に留まっ

ており、学校レベルへの権限の委譲は、

教科書の管理、人員管理の一部と将来的
には運営費及び、運営管理の権限の委譲

が予定されている。この権限の委譲も世

銀が深く関わっている。しかし、政策的

にもマリのように確定された方向性があ
るわけではなく、権限委譲スケジュール

もない。また、地方分権化組織と分散化

組織の関係も明確ではなく、今後、その
形が形成されていくものと思われる。 

 

２）両国の学校委員会の役割 
 ① 定義、位置づけ 
マリは2004年に、ニジェール2005年に法

令により、すべての学校に設立すること

が義務付けられた。定義は、両国ほぼ同
じであるので、マリの場合を紹介する。

「学校運営委員会は学校の発展と運営に

向けて、対話、協議と実施の組織であ

る。宗教から独立し、政治色がなく、公

立で、加盟自由、連帯、民主的な運

営、学校生活への自発的な参加を原
則とした「共同組織」である。学校

運営委員会は、教育活動を成功に導

く風土を作り出すために、学校プロ

ジェクトを通してコミュニティーの
教育、社会、経済ニーズに応えるこ

とを目的とする。（GUIDE PRATIQUE 

DE LA GESTION DE L’ECOLEより）」
となっている。定義付けで、両国の

学校運営委員会の違いは、マリの場

合、「地方自治体より協定書により
一部の権限の委譲を受けたCGSは、学

校発展のための考察、対話、協議を

促進する。」とされており、権限委

譲を受けるのが、地方自治体である
こと、したがって、地方自治体の下

に属する組織であることが前提とな

ることを留意しなければならない。
これに対し、ニジェールの学校運営

委員会は、分散化組織である

DREN,IEBの管轄下にあり、地方分散
化組織との関係性は非常にあいまい

である。 

 

 ② 役割 
学校運営委員会での両国の違いは、あ

まりみられない。基本的には、学校運

営に関連する関係者間の連絡を計り、
学校の問題を分析し、解決策を模索し

ていくのが主な役割である。違いは、

権限の委譲として、ニジェールの場
合、教員の管理（精勤）、教科書の管

理等、カリキュラムの作成への参加な

どが予定されていることである。保護

者会との関係では、マリは明確にその
役割分担を規定している。規定による

と主に、学校運営委員会は、住民への

啓発活動を担当し、保護者会は、住民
からの教育改善活動に関する動員を行

うこととなっている。ニジェールの場

合はその規定が曖昧である。 

11月1日より12日まで、マリ国学校運営委員会支援プロジェクトの第1次事前調査にみんなの学校プロジェクトの原、尾上両専門
家が参加しました。調査は、マリ側の積極的な協力もあり、実りおおいものとなりました。また、両専門家にとっても調査を通じ、マ

リ、ニジェールにおける地方分権化、学校運営委員会の実態を比較する機会を与えられ、改めて、地方分権化と住民参加との関

係性など根本的な問題を考えなおすことができました。以下は、その成果です。 

マリの学校運営委員会の委員 

ニジェールの学校運営委員会総会 
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③ モニタリング 

学校運営委員会のモニタリングは、両国では
大きく違う。これは、学校運営委員会の管轄

が、マリの場合、地方自治体（小学校は、コ

ミューン）で、ニジェールの場合は、教育省

にあることに由来する。ニジェールの場合
は、州レベルにDRENとCOGES監督官、県レベ

ルにCOGES担当官という行政官が任命されて

おり、彼らが、学校運営委員会のモニタリン
グを担当する。マリの場合は、小学校の学校

運営委員会は、コミューンの市役所の中で、

教育担当の議員を中心に構成された「教育委
員会、Commission éducative」が担当するこ

とになっている。 

 

正式名称  Ccomité de Gestion Scolaire CGS Comité de Gestion des établissements scolai-

res COGES 
創設  「教育の地方分権化の枠組みで、すべての学

校において、CGS：学校運営委員会と呼ばれ

る参加型の組織を創設する」[法令93‐008]

の第9項（1998年） 

「CGSと名づける運営組織をすべての学校に

創設する」[法令第04‐0469/MEN‐SG 

2004]2004年3月」 

 1998年の教育基本法で、すべての学校に運営のた

めの委員会を創設することを示唆し、2002年「教

育開発10ヵ年計画」で学校運営委員会の設立を決

定。2003年、学校運営委員会の概要についての法

令を発布。2005年に全国の学校に学校運営委員会

を設置することを法令によって規定。  

構成  ‐校長 1名 

‐教員代表 1名 

‐生徒代表 1名 

‐保護者会の代表 2名 

その他、市民社会代表、コミュニティー代表

も含め、11名まで 

‐校長 1名 

‐教員代表 1名 

‐生徒代表 1名 

‐保護者会の代表 3名 

‐母親会代表 1名 

計 7名 

選出方法  民主的な選出(選挙ではない場合が多い) 民主選挙  

所管機関、担当者  市役所(教育評議会)、 

技術支援は、AE（州）、CAP（県） 

教育省分散化機関、COGES監督官（州）、COGES担当

官（県）  

活動計画  Projet d’école Plan d’action d’école 
モニタリング  市役所(教育委員会) COGES担当官、COGES連合 

財源  共益費、寄付、供与、補助金、分担金、融

資、収入創出活動の利益  

共益費、寄付、供与、補助金、分担金、融資、収

入創出活動の利益  

役割  
‐学校や学校を取り巻く真実のパートナー

シップを創造する  

‐学校プロジェクトを作成し、実施する  

‐総会で承認された書類（特に学校プロジェ

クト）を地方自治体に提出する  

‐地方自治体によって承認されたプログラム

の活動を実施する  

‐活動のモニタリング、評価を行う  

‐学校生活についてのすべての問題を分析

し、解決策を提案する  

‐学校の内部規則の適応を保証する  

‐学校校舎の維持管理を保証する  

‐学校の供与機材、サービス、学校生活の質

を保証する  

‐新入生登録（入学）を準備する 

 ‐学校開発計画の策定、実施を行う 

  

- 保護者、教員、児童他、様々な学校の関係者間

の調整を図り学校内での平安と平穏を保障する  

‐学校活動計画の作成、実施・モニタリング・評

価を行う  

‐児童と教員の精勤さについての管理とモニタリ

ングを行う  

‐就学、特に女子の就学促進活動の企画準備を行

う  

‐児童の勉学と生活の環境や学習の質の改善を目

指した活動に参加する  

‐学校の教科書、学用品の受け入れ管理を行う  

‐学校のインフラ、備品の維持管理を行う  

‐学校給食用の食糧の管理運営を行う  

‐特別カリキュラムの作成に参加する  

‐教員自主研修（CAPED）組織に参加する 

‐学校の保健衛生の改善に参加する  

‐学校環境の浄化と安全確保を行う  

 

国名 マリ  ニジェール  

学校運営委員会の現状 
以上、マリとニジェールの地方分権化政策

と学校運営委員会の制度面での違いを見てき

たが、現場の状況は果たしてどうであったの
だろうか ? 

マリでの現地調査を行なった結果、結論と

して言えることは、ドナーの介入地域以外で

はCGSは十分機能しているとは言いがたい状
況である、ということである。今回の調査で

は、18校のCGSに対して調査を行ない、「透明

性」「計画性」「動員力」「モニタリング」と
いう4つの観点から学校運営委員会の機能度

をみた結果、以下のことが判明した。 

1．活動・運営の透明性 

◆多くのCGSでメンバーの定期会合は開催
されているものの、住民集会の開催度、
地域住民の参加度は低い。メンバー間の

情報共有が出来ていても、CGSと地域住

民との間の情報共有が不十分。 

◆地方分権化政策におけるCGSとAPEのそ
れぞれの役割について、CGSメンバーだ
けでなく教員、地域住民の理解が不十分

であった。多くの学校においてAPEとCGS

との間に軋轢が見られた。つまり、APE
が徴収した親からの分担金をCGSの活動

に使うことに対して、APEが拒否感を示

マリ、ニジェール地方分権化比較  
―両国の学校運営委員会― 
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マリ、ニジェール地方分権化の構造の比較 

地方分権化続き 

 

 

 

州教育事務所
DREN

COGES監督管

県教育省事務所
Inspec tion

COGES担当官

小学校
COGES

Com mune
教育委員会

Departement
県庁

Région
州政府

連合活動計画

小学校
COGES

小学校
COGES

幼稚園
COGES小学校

COGE S
小学校

COGE S

地方分権化機構 地方分散化機構

COGES連合

幼稚園
COGES

幼稚園
COGES

ニジェール

モニタリング支援

連携（非公式）

州教育事務所
Académie

県教育省事務所
CAP

パートナーシップ
担当教育主事

小学校
CGS

Com mu ne
教育委員会

Cycle
県庁

Région
州政府

学校プロジェクト

学校開発計画

小学校
CGS

幼稚園
CGS

ノンフォーマル
CGS小学校

CGS
小学校
CGS

地方分権化機構 地方分散化機構

技術支援

小学校
CGS

マリ

の動員力があるにもかかわらずAPEの関連性

が薄い為にCGSが上手くその動員力を活かし
きれていないという状態である。 

 

4. CGSに対するモニタリング 

CGSに対する外部モニタリングの存在を調査
した結果、本来CGSをモニタリング管理すべ

きコミューンレベルにおいてもCAPレベルに

おいてもCGSに特化したモニタリングは行な
われていなかった。CGSの設置の際のときの

み、マリ政府が予算措置を取ってコミュー

ンの担当者を各学校に派遣しCGS設置を支援
を行ったが、その後のモニタリングなり、

研修の実施は、ドナーの介入地域以外は行

なわれていないことがわかった。また、CGS

を監督すべきコミューンの教育担当評議員
及び教育委員会のメンバーもCGSや彼らの権

限等について理解が不十分であり、CAPとの

連携についてもほとんど行なわれていない
状況であった。 

 

 さらにこれらCGSの機能不全の要因を分析
すると以下の点に纏められる。学校関係者

（教員、保護者／地域住民、コミューン関

係者、CAP）のCGSの意義役割 活動内容に

対する理解が不十分である 
CGSメンバーの学校運営にかかる能力が不十

分である。特に学校運営に住民を巻き込む

必要性への理解及びその具体的な手法に係
る知識と技術に乏しく、地域住民の学校改

善に係るニーズや参加へのモティベーショ

ンは高いにもかかわらず住民参加の度合い
が低い状況である。 

関係行政機関によるモニタリングが欠如し

ているだけでなく、関係者のCGSに対する理

解度も非常に低い。 
 

したがって、プロジェクトは上記の３つ

の問題点を解決することで、CGSの機能化を
図ることが目標とされる。 

し、CGSとAPEの連携が取れていないケース

が散見された。 
 

2. 活動の計画性 

◆マリのCGS政策においては、CGSレベルで学
校プロジェクトという活動計画を策定する

ことになっているが、ほとんどのCGSでは
この学校プロジェクトが策定されていな

かっただけでなく、学校プロジェクトの概

念そのものを理解していなかったり、策定
実施のプロセスに係る研修も受講していな

い状況であった。 

◆学校プロジェクトを策定していた学校で
も、数活動が策定されかつその予算規模も
莫大で外部からの資金援助を想定した活動

計画であり、「プロジェクト」という言葉

が、大掛かりなパートナーを巻き込んだ活

動計画という固定観念を植え付けている可
能性がある。いずれにせよ、住民のニーズ

と能力に応じた、身の丈にあった活動計画

を策定しているCGSはほとんど見られな
かった。 

 

3. 住民参加と動員の度合い 
CGSメンバー設置時には住民集会を開催して

選出したところがほとんどであったが、ニ

ジェールの民主選挙(無記名記入投票)方式で

メンバーを選出したCGSは皆無であった。推
薦または自薦での立候補に対して、挙手によ

る選挙あるいは、集会の承認という形で選出

したところがほとんどである。設置集会で
は、児童数に比して参加した保護者、住民は

比較的少ないといえ、さらにCGSの役割意義

が十分説明がなされていないようであった。
CGS設置以前にもAPEが比較的活動を行なって

いる例（教室や机の修復など）が見られた。

しかしながら、CGSの設置以降、関係者がCGS

とAPEとの役割の違いについて理解していな
い為、CGSとAPEがそれぞれ異なる活動を行

なっている例が多く見られた。つまり、住民

 

このようにマリの地方分権化政策と学
校運営委員会は制度上は立派に構築され

ているように見受けられるが、現場レベ

ルで十分機能しているとはいえない。し

たがってCGSも形ばかりの存在となって、
委員も自分たちの役割を認識していな

い。しかも彼らに対して助言指導行なう

立場の行政官たち（コミュン及びCAP）も
よく自分たちの役割を理解していないあ

るいはそのノウハウを持っていないとい

う状況である。これは、ニジェールにお
いてプロジェクトが介入する以前のCOGES

あるいは、プロジェクトが介入していな

い地域のCOGESと同様の状況であるといえ

る。 
これは多くの場合、地方分権化政策が

影響力のあるドナーの顔色を伺っている

官僚や彼らの手のかかったコンサルタン
トが中心になってトップダウンで観念的

に作り上げられており、具体的な現場で

の実証に基づいて作られたものではな
く、既存の行政体制や能力に見合ったも

のではないためである。あるいは少なく

ともそのようにトップダウンで作られた

政策を具体的に施行するためにどのよう
な行政体制を構築し、現場レベルに浸透

させ維持していくかというビジョンもな

いままに政策が一人歩きしている状況で
あるといえる。もちろんトップダウンの

政策であれ、それが制度として試行錯誤

され改善を繰り返してようやく現地の実
状に合ったものに進化していくべきなの

だと思われる。この意味でも現場で物事

を推進し、中央に向け政策提言できるプ

ロジェクトの意義は非常に大きいといえ
る。 

297



 7 

みんなの学校だより Vol.17                                                                                                       Novembre 2007 

 

 

 

「教員になるための研修？いえ、受けたことないです・・・」 
 これは、今年4月（少し前の話ですが・・・）、PDDE（ニジェール国教育開発10ヶ年計画）現地調

査のために、とある小学校を訪れた際、契約教員として働いている青年の口から出た言葉です。

「教員なのに一度も研修を受けたことがないの？？」筆者はその衝撃を隠しきれませんでした。

「研修を受けないで、一体どうしたら教員として働けるの？」「一般の人が教壇に立つのと、何が
違うというのか？」「彼に教える資格などはたしてあるのだろか？」という質問がのど元まで出かかりました。それ以来、学校における

「教育の質」について、悶々と筆者は考えていました。しかし、彼のケースは氷山の一角であり、教育の質はニジェールのみならず、

多くの国で見られる共通の問題となっているようです。 
 

 1990年に提唱された「万人のための教育」及び2015年のミレニアム目標達成を目指して、多くのサブサハラアフリカ諸国で教育のア

クセスが改善されつつある一方、生徒受け入れ数が急激に増加したことにより、深刻な教室数、教員数の不足などの問題が起きていま
す。また東南部アフリカなどのHIV/エイズが蔓延する国々では、教員自身もHIV/エイズのために命を落とし、教員不足は深刻化する一

方です。UNESCO統計研究所によると、サブサハラアフリカでは2015年までにあと160万人の教員が必要ともいわれます。 
各国教育省も教員数を増加させ、「先生のいない教室」を減らすための様々な努力を行っていますが、「量」の確保に追われ、教員に

なるための適切な研修を提供できないことから、上記のように普通の若者たちが、突如「先生」として教壇に立つ姿が見られるように

なるなど、いまや教育の質が大きな問題となっています。 
通常、教員のための研修は、大きく分けて➀教員になるための養成研修と、②教員なってからも能力向上のために実施される研修

（現職教員研修）の2つがありますが、サブサハラアフリカの多くの国では、現職教員研修制度そのものが存在しない国や、研修制度が

存在していても、研修講師の質、教材の質、研修実施のための予算不足等、様々な理由により研修制度自体が機能していない国が多く
あります。残念ながらニジェールは、その国の一つといえるでしょう。 

今回のニュースレターでは、このような現状に対処するために、サブサハラアフリカでＩＣＴを利用しながら教員研修を広域展開し

ているTESSAの活動紹介及びニジェールにおける教員研修と校長研修の可能性について特集を組みました。 

改善の必要性大いにあり！  

教員研修特集 

ニジェールでは教員の 

半分以上が契約教員 

ニジェールでは生徒の急激な増加に対応するために、

2003年より教員養成校の研修期間を2年間から1年間に短縮し
ました。しかしながら、それでも教員数は必要数に満たない

こともあり、ドナーの支援によって「45日間即席研修」を受

講した“即席先生”が多く誕生しています。 

また、教員数増により教育予算が圧迫されたことから、
国で雇用されている正規教員よりも待遇の低い“契約教員”

制度を導入、いまや、その数は正規教員以上となりました

（図1参照）。一方、他国では生徒の親が即席教員として働い
ているケースも多くみられるようです。 
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図1： 中西部アフリカにおける初等教育教員の形態別分布 

出典：UNESCO Institute for Statistics (2006) 
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ICTを通じたアフリカ現職教員研修パイオニア 
皆さんは‘TESSA’をご存知ですか？こ

の言葉にピンと来たあなたは現職教員研修
あるいはICTと教育のスペシャリストに違

いありません！（え、ICTを知らない？分

からない人は上司に聞いてくださいね。） 

TESSAとはTeacher Education in Sub-
Saharan Africaの略で、英国のオープン・

ユニバーシティ（the Open University：

OU、通信教育大学）とケニアを拠点として
いるアフリカ・バーチャル・ユニバーシ

ティ（the African Virtual University：

AVU）が中心となり、2005年に設立されま
した。現在は、主に英語圏アフリカ諸国の

国立大学、通信教育大学（※注1）を通じ

てITによる初等・中等教員現職教員を実施

しており、近い将来、仏語圏アフリカ諸国
での研修実施を開始する予定です。また、

AVUは現職教員研修についてNEPAD、アフリ

カ開発銀行、国連開発計画とも協力関係に
あり、サブサハラアフリカにおいて、現在

9カ国、18の大学と提携して研修を実施し

ています。 
 10月にニジェール国民教育省を訪問する

ために来二したTESSAの方々と、ニジェー

ルの現職教員制度について議論する機会が

ありました。時代の最先端をいくTESSAの
活動について皆さんにご紹介します。 

 

 TESSAはOUで実施しているプロジェクト
の一つであり、サブサハラアフリカにおい

て、正規教員資格を持たない教員、あるい

は不十分な資格しか保持していない教員に
対して適切な資格を得ることのできるコー

スや、より上の資格が取得できる研修プロ

グラムを提供しています。教材はアフリカ

で広範に使用されている5つの言語で作成
され、読み書き、算数、科学、生活技能、

社会学習の5教科、3モジュールに分かれて

います（図2参照）。また、必要とされる教
材は無料でインターネットからダウンロー

ドでき、学習内容を補完するオンライン

サービスを提供しています。研修は学校を
ベースに実施され、教室で教材をすぐに使

用できるようになっています。 

なぜサブサハラアフリカでICT? 

 公共インフラもままならないサブサハラ
アフリカで、なぜICTなのか？と思う人も

いるでしょう。  

 TESSAのスタッフに言わせれば、「アフリ
カだからこそ、ICTを利用した研修が必

要」なのです。なぜならば、サブサハラア

フリカの国々では、研修講師の能力が不十
分、教材が古すぎて現在のニーズにそぐわ

ない等、改善すべき点がいくつもあること

から、教員のための研修を開始するまでの

準備に非常に時間がかかります。一方、
ICTを利用すれば、直接学校の教員にたい

して研修を実施できることから、研修講師

育成にかかる時間がある程度節約でき、ま
た、画一的な内容の研修を実施することで

一定の質を保つこと、空間の制限がないこ

とから、研修受講者は何人でも対応できる

等のメリットがあります。また、新しい教材

も簡単にデータ更新できることから、教員た
ちは常に新しい情報を入手することが可能と

なります。この手方により、適切な研修を受

けた教員を短期間で多く輩出できることか

ら、まさにサブサハラアフリカにおける課
題－質の確保及び教員不足の解消－が解決で

きることになるのです。 

 
ニジェールにおけるTESSAアプローチの可能

性は？ 

 ではニジェールでの教員の質を改善するた
めに、このアプローチは有効な手段となり得

るのか、検証してみたいと思います。 

通信事情の点から考慮すると、首都ニアメ

以外の地域でも、中国などの進出により、州
都一部地域で無線ＬＡＮが使用できるように

なりました（余談ですが、タウア州には本

サービスはなく、当プロジェクトのタウア事
務所は未だに電話回線を使用しています。）

長期的視点で考えた場合、インターネット環

境は徐々に整備されていく可能性が高いこと
から、一部地域ではこのアプローチによる研

修実施が可能かもしれません。 

なぜ一部地域なのか？それは電気の供給が

ある地域で、OA機器の保管しやすい場所が提
供できる所でなければならず、砂漠の国ニ

ジェールでは、この条件を満たせる小学校は

決して多くないのが実情だからです。 
比較的生活環境が整っている町中の小学校

で研修が実施できるよう整備し、他の小学校

の教員が定期的に通う、つまりは教員が州都
まで来る交通費が捻出できれば、TESSAのア

プローチによる現職教員制度の確立も考えら

れるかもしれません。 

しかしながら、現在ニジェールの現職教員
制度でネックとなっているのが、まさに交通

費の確保なのです。わずか年2,3回の研修の

ための教員の交通費すら国民教育省は捻出で
きず、ドナーの支援がある一部地域でしか研

修が実施されていないのが実情です。また、

インターネットでダウンロードできる無料の
はずの教材も、紙代、インク代等を工面する

教員研修特集続き 

図2：TESSAの“生活技能”モジュール内容  

  モジュール：生活技能 

 1．習得にかかる自
己評価インパクト 

2．社会背景での児
童発達調査 

3．コミュニティーと
市民権に関連した

質問の研究 

1 どのように児童をよ
りよく知ることができ

るか 

社会ネットワークの

探究 

市民権の条件 

2 身体的発達と児童発
達に関連する研究 

広義でのコミュニ

ティー内での児童の

立場による自意識を

持つことの支援 

男性と女性に関連

する質問 

3 健康的な生活につい
て児童の考え方の

研究 

責任を持つ 仕事と就労 

4 幸福感の向上 自己評価の研究 環境破壊 

5 どのように幸福感を
向上させるか 

衝突マネジメント HIV/AIDS問題への
取り組み方法 

ことも決して容易ではあり

ません。これらの費用捻出
も難しいことから、このア

プローチでは遠い道のりの

ようにも思えます。おそら

くパイロットとして実施す
ることは可能でしょうが、

汎用性・持続性を考える

と、現状の国家予算では対
応は困難と思われます。 

そうは言っても現状を

放って置くことはもちろん
できません。時間を要する

かもしれませんが、対象者

を変えてTESSAのアプローチ

で研修を実施することも代
替案として考えられます。 

ニジェールにおいて現職教

員制度を支援する国立大学

は現時点ではありませんが、各州、県の視学

官事務所等で働く教育行政官を養成するため
の高等教員養成校が首都ニアメに１校ありま

す。ここの学生は皆、教員経験者であり、教

育行政官となるための研修を1年間学習しま

す。コース終了後は指導主事として現場に配
置され、現職教員研修を支援する責務を負う

ことから、彼らの在学中に研修を実施し、現

場赴任後に学校を巡回しながら学校の教員へ
指導するアプローチも検討できます。ただ、

100％の研修の質の確保は困難となること、

指導主事の巡回にかかるバイク・ガソリン代
の確保も課題として残ります。 

あれもだめ、これもだめではニジェールの

現職教員制度には未来がないように思えま

す。しかしながら、TESSAが長年の経験を蓄
積して作成した教材のみを利用する手もあり

ます。元来、学校ベースに利用できる内容で

あることから、5分野からなるモジュールの
うち、ニジェールの状況に見合った内容で、

かつ最小限のものを抽出し、コピー代のみを

COGESの学校活動計画に入れて支援すること
とし、各学校で自主的に校内研修を実施する

ことは可能かもしれません。 

ニジェールに必要なアプローチとは、コス

トのかからない、シンプルで、かつ教員のモ
チベーションをあげるために効果が目に見え

やすいものが適切であると思われます。 

※注：主な提携大学、パートナーはOpen 
University Tanzania, University of South 

Africa (UNISA),  Makerere University, 

University of Zambia, Ghana University 
of Education., BBC  World Service Trust, 

Commonwealth of Learning 等になります。 

参考文献等 

・Teacher Supply and Demand in Sub-
Saharan Africa, (2006) UNESCO Institute 

for Statistics 

・http://www.tessaprogramme.com 
 

     住民能力強化担当 中澤順子 
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   校長研修の必要性を考える 
    ～校長の能力強化は喫急の課題～ 

校長研修－COGES（学校運営委員会）イニ

シアチブによる校長能力強化研修 
現在ニジェールの学校教員は、入学希望

者・学校数の増加に伴って雇用された契約教

員（正規の教員養成過程ではなく即席研修を

受講）が多数を占め、校長さえ経験の浅い教
員が任命されています。このような状況下、

学校運営の地方分権化政策に伴い、各学校・

COGESへの権限委譲は進み、校長の果たすべ
き役割は以前にも増して多様化しています。

しかしながら、校長を対象とした継続的な研

修制度は存在せず、校長の能力強化につなが
るはずの現職教員研修制度（CAPED）も全国

的に機能していないのが現状です。 

 教員の質改善は「教育開発10カ年計画」

（PDDE）の中でも最優先課題の一つであり、
プロジェクトとしてPDDEテーマ別会合（教員

養成・現職教員研修）に参加する他、教員養

成・研修局及び他ドナー教育アドバイザーと
の会合など、校長（教員）研修について協議

を重ねてきました。 

そして、9月初旬、みんなの学校プロジェ
クト事務所において「校長能力強化研修準備

アトリエ」を開催しました。国民教育省教員

養成・研修局（DFIC）局長をはじめ、現場経

験の長い元視学官事務所長や現職の小学校校
長、ベルギー技術公社の教育アドバイザーも

参加した本アトリエでは、CAPEDの現状と問

題点、学校改革において新たに求められる校
長の能力及び校内・コミュニティーにおける

その役割、さらには今後必要とされる新しい

形の現職教員研修制度について議論すること
ができました。ここでその内容を一部紹介し

ます。 

 

現職教員研修制度（CAPED）の問題点 
研修の内容が理論中心で現場とかけ離れて

いる上、現在はドナーからの資金援助がなけ

れば実施されない状態となっています。研修
内容及び実施体制の両方に問題があるため、

新たな継続性のあるシステムの導入が必要で

あることが確認されました。 

新しい研修の方法と内容 

「学校」は教員指導においても基本とな
る枠組みであることや費用対効果の面か

ら、一度に全教員を対象に研修するのでは

なく、まず校長を研修し、その後校内研修

において他の教員に波及する方法が望まし
いとの結論に至りました。また、研修にお

いてある程度質を保つためにはモジュール

（マニュアル）を利用することが効果的で
あり、その内容をより実践的なものにする

ため、現場に近い視学官事務所・学校レベ

ルが策定に関わるべきであるとの意見が出
されました。 

基本的にモジュールは教員養成校での内

容を補足するものですが、大切なことは、

教員が実際の授業ですぐに使える実践的な
内容にすることです。教室の整備、板書、

質問の投げかけ方、児童の間違いの扱い

方、教員の態度など日常にかかる助言も含
みます。校長研修では、校長が授業やその

準備における要所を理解し、各校で校内研

修及び日頃の教員指導をできるようにする
ことが必要です。モジュールにはシミュ

レーションや図、漫画などを効果的に取り

入れ、参加者がモチベーションを保てるよ

うに工夫をします。 
また、校長の役割は管理運営者・教育

者・教員指導者などの複数の役割がある

上、学校の形態による業務の違い（村落部
の一人教員の校長、都市部の担任クラスを

もたない校長、複式学級を抱える校長な

ど）にも配慮しなくてはなりません。 
 

研修費用の確保 

現状では国家予算で確保することも、

（かつてのように）教員自身が研修費用を
自己負担し続けることも困難であるため、

COGESによる費用捻出の可能性が協議され

ました。研修が学校の質改善につながり、
住民にとっても有益と感じられれば、学校

設備への費用負担と同様に、COGESによる

学校活動計画を通じた研修費用（校長の移
動費など）負担も可能です。そのために

は、まず、効果的な啓発活動により、関係

者の理解を得ることが重要です。 

 
研修の試験的実施 

現職教員研修の試験的実施方法及び対象

地域について協議を行い、以下の結論に至
りました。 

・行政の地方分権化政策と整合性がとれ、

既に市役所（コミューンレベル）と協力し
ているCOGES連合があることなどから、集

団校長研修を行うグループの単位はコ

ミューンとする。 

・試験的実施の対象は100校以下にする。 

・対象校に関係する視学官及び教育指導主
事の十分な関与が必要である。 

・研修の試験的実施の関係者（講師など）

にかかる支払い等の負担は当初のみとす

る。 
・学校関係者（市、保護者会、COGES、

COGES連合、校長）の効果的なコミュニケー

ションシステムを構築する。 
・国民教育省、PTF（技術・財政パート

ナー）、リソースパーソンからなる委員会を

設置する。同委員会が計画、予算確保、モ
ニタリング評価を行う。また、同委員会は

政令により定められる。（※） 

・試験的実施は教員養成・研修局の下で行

う。 
 

委員会（※）の設立とこれから 

 今後、教員養成・研修局が中心となっ
て、現職教員研修を改善するための委員会

が発足される予定です。この委員会は、現

場の意見を反映させ、現実に則した制度を
策定していくとの見地から、国民教育省関

係者だけでなく、現職教員やドナー関係者

も含まれています。研修の企画段階から中

央が絡むことによって、準備作業がスピー
ドダウンしたり政治的になってしまうこと

への懸念もありますが、研修が公式化され

ることによって、将来的な全国展開は容易
になることが期待されます。 

教員養成・研修局より当プロジェクトに

も同委員会への参加要請が出ているため、
機能するCOGES政策を支援する上で、校長の

能力強化は必要不可欠であるとの見地か

ら、当プロジェクトも委員会の会合に積極

的に参加していく予定です。 
 

 

 JICA個別専門家養成研修員 近藤奈々 

校長研修アトリエの様子－研修の在り方につい

て白熱した議論が交わされました。 

教員研修特集続き 

タウア州Ader学校授業風景 

教員経験年数ほとんどナシ、それでも校長先生になれる？ 
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コミュニティー幼稚園 

 

2006年初めタウア州にて、産声を上げた“みんなの学校プロ

ジェクトアプローチによる「機能する」COGES（学校運営委員
会）を通したコミュニティー幼稚園”。―それはわずか3園か

らのスタートでしたが、昨年2006/2007学年度には10園が加わ

り、13園にての実施となりました。全13園が対象とした児童数

は928名に上り（女子507名、男子421名）、総計20名のコミュ
ニティー保育者と42名の住民ボランティアが各園にて活躍して

きました。コミュニティー幼稚園活動関連に対する住民からの

動員においては、クラス・トイレ建設、クラス活動ボランティ
ア等への労働提供に加え、COGESあたり平均74,300Fcfa（約2万

円）の資源投 入が実現しました（注 1）。そして、今年

2007/2008学年度にはさらに14園の新規を迎えることとなり、
合計27園にまで広がっています。まだ各COGEESによる園児の募

集が続いており、正確な児童数は出ていませんが、最終的には

およそ1600名の子どもの通園が見込まれています。 

就学前教育施設就学率が1.6%（2006/2007年度値）しかない
（かつ、農村部の数値ははるかに低いと推定される）ニジェー

ルにおいて、プロジェクトによるパイロット指定でもなく、完

全に住民の意思と資源に任せての実施であるにもかかわらず、
このようなウナギ登りの増加が可能となったのはなぜなの

かー？それは…。現在まで就学前教育サービス提供の蚊帳の外

に置かれていた農村部においても“就学前教育に対するコミュ
ニティーのニーズ”が存在していたこと、「みんなの学校プロ

ジェクト」のアプローチによりそのようなコミュニティー内で

埋もれていたニーズの表面化・具体化が可能となったこと、そ

してこれらのコミュニティー幼稚園が、たとえわずかであって
も、“コミュニティーが望む”成果をコミュニティーに還元し

てきたためではないでしょうか。 

 

 

成果 
では“コミュニティーが実感した変化”とは何なのか？－昨年

度末に実施したアンケート（コミュニティー幼稚園実施の

13COGESを対象に実施（2007年5月））によると、下記のような
点がコミュニティー幼稚園を実施した成果として住民により評

価されました。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

図1（上）：タウア州内EPT型コミュニティー幼稚園数およ

び対象園児数の推移 

コミュニティーへの効果：「意識の変化」 

● COGES活動や就学前教育および教育全般に対す

る関心・興味の向上 
● 学校とコミュニティーとの関係の親密化 

● コミュニティー全体の誇り・自信の高まり 

● 保護者の労働軽減 

学校への効果：「学校環境の向上」 

● 新入生登録の容易化 

● 就学率上昇（特に女子就学率への効果） 

子どもへの効果：「行動・振舞いの変化」 

● 活発さ、礼儀正しさの習得 

● 衛生観念の習得 

● 学校および社会生活への適応 

いつも親の後ろにおっかなびっくり隠れていたちびっ子たち

が、コミュニティー幼稚園に通いだしてから、あいさつをす
るようになり、自分の名前や親の名前を言えるようになり、

トイレの後やご飯の前に率先して手を洗うようになる…。小

さな変化かもしれませんが、保護者および周りの住民にとっ

ては、それこそ“目から鱗”の変化だともいえます。そんな
子どもたちの雄姿を見るにつけ、就学前教育への信頼ととも

にそれを可能にした自分たちの活動がちょっと誇らしく思え

てくるようです。また、コミュニティー幼稚園に通っていた
6歳児たちが、当然のこととして女の子も男の子もそろって

小学校一年生へと進んでいきます。校長先生にとっては、保

護者達に新入生登録をするよう声高に呼びかける必要もあり
ません。毎朝通園してきた子どもたちにとっては、学校に通

うのは自然なこと。時間どおりにきちんと通ってきます。

“初めての環境”に周りをキョロキョロ、ソワソワ、仕舞い

には泣きべそ…なんてこともありません。コミュニティーに
とっても、コミュニティー幼稚園設立過程や活動実施にあ

たって何度となく開かれるAGやボランティアとしての関わり

が、学校のことや子どもたちの教育をより多く知るきっかけ
となり、結果として、教育全般への興味・関心のさらなる高

まりへと繋がっていきます。 

 
…しかしその一方で、やはり農村部コミュニティーによる完

全自立運営の難しさは否めません。 

 
ミレットの茎も教室作りに欠かせな
い大切な資源です。 
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コミュニティー幼稚園続き 

 

 

問題点と戦略 
前記アンケートにて、“問題点”とし

て断トツトップで挙がったのは…やは

り、保育者報酬をはじめとした運営費
確保、資金不足の問題でした。つま

り、分担金の回収が思うようにいかな

い。お金がない、モノがない、給与が

払えない…ということです。しかし、
そこで本当に問題とすべきなのは“お

金がない”ということではなく、その

ような状態に陥った本来の原因―つま
り、「コミュニティーの住民にとって

その計画が妥当なものであったの

か？」ということです。コミュニ
ティーにとって現実的で実現可能な計

画でなければ実現できないのは当然の

こと。確かに、自分たちのみの資源で

一つの教育施設を設立・運営維持して
いくことは容易なことではありませ

ん。今までCOGESが実施してきた活動よ

りも多くの資源を要することになるで
しょう。資金の問題は、自立運営施設

に付きまとう最大の障壁だとも言えま

す。しかし、だからこそコミュニ
ティーの能力（その可能性と限界）に

見合った妥当な計画でなければならな

いと言えるでしょう。現金収入があま

りなく、かつ時期によって収入にばら
つきがある（例えば、収穫直後と収穫

前）農村部住民にとって、毎月の現金

による定額払いは決して容易なことで
はありません。とくに保護者からのみ

保育料として回収した場合、一人の保

護者に対する負担は大きく、とても農
村部の農民だれもかれもが継続的に支

払えるような額ではなくなってしまい

ます。つまり、持続可能性も汎用性も

その分低くなります。それに、そもそ
も排他的な“金持ち子弟のみの幼稚

園”となってしまったのでは、「“み

んなの”コミュニティー幼稚園」とは
言えません。 

 

そこで、昨年度末に今年度の戦略とし
てプロジェクトから提案したのが「収

穫期直後における住民全体からの（通常

の学校活動計画への完全統合による）穀
物一括払い方式」です。これは、大半が

農民である住民にとってより捻出しやす

いのは穀物であり、その時期も（家計の

ストックが最も潤う）収穫直後であり、
かつ、持続可能性を高めるには一個人の

負担を少なくして住民全体にて運営を支

えていく必要がある、という考えに基づ
いています。この戦略の利点は― ①一

年間の活動費が事前に確保されること

で、財源不足を理由とした年度中の活動
中断が起こらない。②（現金の捻出に比

べて）コミュニティーへの負担がより無

理のないものとなり、かつ一人一人への

負荷が軽減されることで、分担金の回収
がより確実になる―、その結果として活

動の持続可能性が高くなるー、その上、

幼稚園の門戸も広くなる、―ということ
です。昨年度に実施したコミュニティー

幼稚園対象の経験シェアリングセミナー

にて、この戦略の可能性を話し合った結
果、今年度実施の27園中半数以上がこの

方式を取り入れ、収穫期である現在、各

COGESの管理の下で穀物の回収が行われて

います。 
 

今後の展開 
かつての“よちよち歩き”（「みんなの
学校だより」12号参照）からこの一年余

りで曲がりなりにも飛躍した、みんなの

学校プロジェクトアプローチによる
「COGESを通した “みんなの”コミュニ

ティー幼稚園」ですが、タウア州27COGES

による活動実施という結果を引っ提げ
て、今後どこへ向かっていくのか―。み

んなの学校プロジェクトとして今年度な

にを目指していくのか―。今後、主に以

下のような展開を目指しています。 
 

ザンデール州への進出 

みんなの学校プロジェクト第一フェーズ
のパイロット地域であり、すでに「機能

する」COGESが活発な活動を繰り広げてい

るザンデール州においても、今年度、
COGESを通した“みんなの”コミュニ

ティー幼稚園活動を促進していく予定で

す。そのため現在は、各地域のCOGES担当

官とともに、各COGESの機能具合と照らし
合わせつつ、住民ニーズと実現可能性を

探っている段階です。ザンデール州農村

部における就学前教育就学率の拡大に貢
献するために、今年度中に20園の設立を

目標としています。 

 
EPT/UNICEF共同モデルの確立へ 

前回のニュースレター（「みんなの学校

だより」16号内記事“みんなのコミュニ

ティー幼稚園の今後”参照）でご紹介し

たように、2007年度4月、みんなの

学校プロジェクト（JICA）とUNICEF
はコミュニティー幼稚園分野での協

力を行っていくことで合意しまし

た。この連携の目標の一つに掲げら

れているのが、「みんなの学校プロ
ジェクト/JICAとUNICEFの連携によ

りコミュニティー幼稚園のより信頼

できるモデルを確立する」ことで
す。現在のタウア州27園と今後ザン

デール州に設立される園から経験を

抽出することで、みんなの学校プロ
ジェクトによる住民参画や運営面へ

の技術的支援とUNICEFによる教育面

への支援という相互補完的な連携関

係を骨組みとして、より住民のニー
ズに合致し、かつ妥当性の高いモデ

ルの確立を目指していきます。 

 

普及への課題 
みんなの学校プロジェクトのCOGES

機能化ミニマムパッケージが全国普
及へと至った現在、COGESを通した

コミュニティー幼稚園が、住民ニー

ズと「機能するCOGES」があればど
こでも設立できる―“高い拡大可能

性”の「強み」をもつモデルである

ということは明らかです。しかしそ

の一方で、ニジェールの就学前教育
就学率向上に大きく寄与できるよう

に、住民による完全自立運営のコ

ミュニティー幼稚園が普及するため
には、まだまだ数多くの障壁がある

ことも否めません。“普及”のため

には、機能するCOGESを通したコ
ミュニティー幼稚園が広がり、かつ

「持続していく」ことが必要であ

り、そのためには以下の点が克服す

べき課題として考えられるでしょ
う。 

 

①住民全体で支える財源システムの
安定化（妥当な保育者報酬システム

確立） 

一般的に財源不足や不安定さが住民
自立運営の教育施設最大の懸念事項

であるため、安定的な財源システム

の確立が最大の課題とも言えます。

上記「戦略」において述べたよう
に、今年度過半数のCOGESが「収穫

期直後における住民全体からの穀物

一括払い方式」を採用しています。
このシステム実行の推移を見極め、

その成否、および改良への検討を続

けていく必要があります。 

タウア州イレラ県コミュニティー幼稚園様子 
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機能化が必須課題といえます。昨年度か

ら、COGESローカルレベルでのモニタリン
グシートを用いた定期内部モニタリング

と、COGES連合レベルでのモニタリング

シートおよび連合総会を利用した情報収

集・交換、という二層のモニタリング体制
を実践してきましたが、まだまだ「機能し

ている」とは言い難い状態です。そこで、

今年度も引き続きこの体制を試みながら、
問題を抽出し、より簡素でかつ汎用性の効

くかたちへと改良を図ること必要と言えま

す。 
 

④コミュニティー幼稚園に適したクラス活

動プログラムおよび研修内容の開発 

上記のように、住民運営のコミュニティー
幼稚園が拡大し、かつ継続していくために

は、「住民のニーズ」を満たす成果を“資

本主”である住民へと還元し続ける必要が
あります。その一方で、農村部コミュニ

ティーの能力（含む資源）には限界がある

のが当然です。よって、住民の能力範囲内
でかつ住民のニーズに合致するアウトプッ

トを出すようなインプット（保育者研修、

教育内容、クラス活動プログラム）を提供

することが大切となります。言うならば、
コミュニティー幼稚園がコミュニティー幼

稚園であるがためには、それに見合う最適

なクラス活動を行うことが必然なのです。
“みんなの”コミュニティー幼稚園は、

「みんなに寄与する」コミュニティー幼稚

園です。だからこそ「みんなで支える」こ
とが可能となるのです。小さい成果であ

れ、常に住民が成果を実感し続けること

で、コミュニティー幼稚園に対する住民の

モチベーションが維持できるのです。現在
は、公立幼稚園のカリキュラムやクラス内

容を基にした保育者研修が幼稚園視学官事

務所より提供されていますが、上記のよう
なコミュニティー幼稚園の理念に照らした

上で、公立幼稚園のためのカリキュラムや

現在の研修がどれほど住民ニーズと能力に
合致し、かつ望ましいアウトプットを継続

的に還元し得るものかという点は見極める

必要があるでしょう。コミュニティー幼稚

園普及のためには、運営面のみならず、そ
の自立的な運営と継続的な活動の実現に大

いに影響を与えうる「結果」の素となる

“教育面”も含めた「コミュニティー幼稚
園モデル」を創り上げることが望ましいと

いえます。“住民がコミュニティー幼稚園

に望むこととは何なのか？”“そのニーズ
の中で、村落環境に即し、かつ村落住民・

保育者・子どもにとって実現可能なものは

何なのか？”という点を見極め、それを具

体的なクラス活動やプログラムという
「形」とし、そして、その形を生み出すた

めの効率的で適切な研修（設立および保育

者研修）を組み立てることが求められると
言えます。 

                    

＊＊＊ 
 

かつての“よちよち歩き”から少しは

成長したかに思える“みんなの”コ

ミュニティー幼稚園ですが、この先さ
らなる発展へ向けて進んでいくには、

上記の如く、まだまだ山あり谷あ

りー。決して容易な道のりではありま
せん。しかし、1か月前には下を向いて

もじもじしていた子どもたちが、胸を

張って「ボンジュール！」と言えるよ
うになった瞬間―、それを目にした大

人たちの驚きと喜びは一様です。“コ

ミュニティー幼稚園”の存在意義が証

明されたのです。COGESを通した「コ
ミュニティーによるコミュニティーの

ための幼稚園」―それは、コミュニ

ティーの“求め”に基づき、“喜び”
に繋がらなければなりません。その理

念に沿う限り、“みんなの”コミュニ

ティー幼稚園の歩みも続き得ることで
しょう。 

 

（注１）：このデータは、2007年5月時

点でのコミュニティー幼稚園活動への
投入額であるが、13園中8園が同年

（2007年）3月に開園していることか

ら、この額は、年間投入額ではなく、
ほぼ3カ月間に投入された金額である。 

 

 
         学校活動計画担当  

                  影山晃子 

 

コミュニティー幼稚園続き 

②住民主導の運営の実現 

コミュニティー幼稚園も教育施設の一つ
であるため、多くのCOGESにおいて校長

が主役となってその活動のイニシアティ

ブをとっているケースが多々見られま

す。コミュニティー幼稚園活動におい
て、校長の関与がその活性化に大いに貢

献し得るのはもちろんですが、教員には

異動が付き物であるため、持続的な活動
を可能にするには、やはりその村落に根

付いている住民が活動の軸を担っている

必要があります。既存のコミュニティー
幼稚園においても、今年度の校長の異動

により、活動の開始が遅れたり、新学期

の準備が完全にストップしてしまった

り、といった状況に陥っているところが
いくつか見受けられます。校長が替わる

たびに“振りだしに戻る”のでは、村落

での教育開発の動きも足踏みを続けるこ
とになります。それに対し、COGESメン

バーを中心とした住民が実行に際し大き

な役割を担っている場合、校長の異動が
あったとしても活動への致命的な打撃と

はならず、新校長へと順当かつ発展的に

つながっていくと言えます。実際、現在

活発な活動が実施されているコミュニ
ティー幼稚園においては、必ずしも校長

一人が主導で実施しているのではなく、

校長の関与もさることながら、他の
COGESメンバーや住民が非常に活動に積

極的であり、意識的にも物理的にも参与

しているケースが多いことが、全体的傾
向として見受けられます。その中で、校

長が各種調整や関係者との連絡、計画遂

行の後押し、住民集会の取りまとめ、住

民ニーズの具現化といった役割を節目ご
とに担っているのです。つまり、活発な

活動の実現には、住民のイニシアティブ

と校長の調整およびファシリテーション
が調和することで可能となるといえるで

しょう。プロジェクトでは今まで、コ

ミュニティーメンバーから選出された保
育者や、住民ボランティアグループによ

るクラス活動への参加、COGESメンバー

による定期的な内部モニタリング、情報

公開のための住民集会開催を勧めること
で、コミュニティー幼稚園への住民参加

を促してきましたが、上記の状況に鑑み

ると、住民がこの活動に“必然的に”組
み込まれるようなさらなる枠組み、ある

いはシステムを確立することも検討する

余地があると思われます。 
 

③モニタリング／情報収集システムの構

築 

汎用性、持続可能性のあるCOGESを通し
た自立運営コミュニティー幼稚園モデル

の構築においては、COGESおよびCOGES連

合を通した内部モニタリングシステムの

（写真上） 
2007/8年度コミュニティー幼稚園新人
保育者研修風景 
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毎回、出張のたびに、多くの逸話を作っ

てきたのに、マリの出張では、あまりエ
ピソードがなかった。短期の企画調査を

繰り返していたときは、行く国々で内

戦、反乱、クーデターに巻き込まれ、嵐

を呼ぶといわれていたこともあった。最
近は個人的なことばかりなので、少し

は、アフリカも平和で安定した国が増え

てきたのかなと実感している。マリで
起ったのも個人的な出来事であった。 

それは、出張2日目のことだった。その

朝レンタカーの運転手に携帯電話の
5000CFA（約1200円）のプリペイドカー

ドを買ってきてくれとお願いして、朝食

を食べていた。現在、アフリカ諸国の首

都の路上の物売りでもっとも多いのがこ
のプリペードカード売りで、これを商売

かアルバイトにしている若者が多い。バ

マコもその例外ではなかった。だから、
長くても5分ぐらいで帰ってくるだろう

と思った。しかし、30分たっても戻って

こない。きっと、気を利かせて、領収書
が取れる場所まで買いに行ってくれてい

るのだと勝手に解釈して待っていた。運

転手は1時間くらいしたら帰ってきた。

すぐカードを渡してくれるのかと思った
ら、車に来いという。怪訝な思いで、車

に向かうとなにか柑橘系の甘いにおいが

する。運転手は誇らしげな表情をして、
トランクを示した。そこには、山のよう

なオレンジが詰まっていた。一種唖然と

したが、次の瞬間笑ってしまった。実
は、マリでもっとも大きな携帯電話会社

の名前が、「ORANGE」で、運転手に頼ん

だときに、両手の指で四角をつくり、

5000CFAのオランジュを買ってきてくれ
と言ったのを思い出した。運転手は果物

のオレンジだと思い市場に買いにいった

のだ。今はオレンジの季節だから、とて
も安いので5000CFA分でトランクいっぱ

いになってしまった。これは自分のミス

だから、しょうがないが、量があまりに
も多い。自分で全部食べる分けにもいか

ないので、断食月明けのお祝いも迫って

いる。全部運転手へのプレゼントとし

た。 
 

それにしても、アフリカの携帯電話の普

及の勢いはすごい。ニジェールでプロ
ジェクトが始まったとき、タウア州のプ

ロジェクト関係者で携帯電話を持ってい

る人は皆無だったが、4年後、携帯電話
を持っていない関係者は皆無となった。

1300校の校長、COGESの議長もほぼみな

携帯電話を持っている。おかげで、会議

の通知や情報の収集は楽になった。しか

し、どう考えても携帯電話、そして通話
料は、この国の人々の収入を考えれば高

い。どのような発想でビジネスが導入さ

れ、どうして成功したのか、ずっと疑問

に思っていた。ただ、根本には「通じて
いたい、繋がっていたい」という人間の

基本的なニーズ（気持ち）があるのだろ

うとは考えていた。出張に行くときに飛
行機の中で読んでいた「グラミンフォー

ンの奇跡」という本で、その謎が解け

た。思っていた通りであった。 
 

みんなの学校プロジェクトのCOGES機能化

ミニマムパッケージの特徴は、簡単に言

えば人間の基本的な気持ちに着目したこ
とにある。それは、各村や国や人種を超

えてある感情で、たとえば、親の子供を

幸せにしたい、あるいは自由に自分の意
見をいいたいというものだ。だから携帯

電話が「繋がっていたい」というだれで

も思っていることを実現することによっ
て、成功したように、ミニマムパッケー

ジはどこででも基本的に通用する。もし

通用しないとすれば、問題は行政かプロ

ジェクトの方にあり、解決は可能であ
る。だから、現在実施中のミニマムパッ

ケージ全国普及は成功し、住民の需要に

沿った多くの活動がニジェール全土でな
され、そのインパクトはとても大きなも

のになるだろう。そして、その活動は、

住民たちの力により数年は続く。その証
拠もある。小学校建設計画のソフトコン

ポーネント計画のCOSAGEという小さなプ

ロジェクトは、みんなの学校プロジェク

トとほぼ同時期に、ドッソ州の17校に対
してミニマムパッケージを導入した。し

かし、COSAGEはこのパッケージを導入し

てすぐ終わってしまった。終了後、当
然、COGES担当官によるモニタリングや支

援は行われなくなった。しかし、COSAGE

を当時担当していたコンサルタントの人
が個人的に行った調査によれば、学校活

動計画の枠組みで住民により行われた活

動数は、1年後、2年後、3年後と増加し、

その実施のために住民によって動員され
た予算も増えている。ニジェールの住民

の教育開発への希望は需要、その実施能

力、動員力は、政府、ドナー、プロジェ
クト関係者が思っているより、はるかに

強い。 

 
しかし、残念ながら、その後については

楽観的な予想はもっていない。なぜな

ら、携帯電話の場合は、お金を払えば

「通じていたい、繋がっていたい」という

ニーズは満たされる。だから、繰り返し、
携帯電話は使われ、会社は儲かり、投資が

繰り返され、携帯電話網は広がっていく。

しかし、ミニマムパッケージの場合は、住

民がいくら頑張っても、よくなるのは、学
校の一部の環境、数割の生徒の成績など

で、「学校全体がよくなり、子供が幸せに

なる」ことに直接繋がらない。だから、住
民は失望し、住民による教育改善活動は勢

いを失っていく可能性もある。 

 
必要なことは、住民による教育改善活動を

孤立化させず、行政、ドナーが行う教育改

善計画に結びつけ、両者が相互補助的な役

割を演じ、実際に大きな成果を挙げていく
ことだ。結論はわかっていても、この問題

の解決は容易ではない。地方分権化政策に

しても「住民の開発政策決定への参加」を
謳っているが、実際の「参加」は形だけの

ものだ。ドナーの援助も政府の理解の枠を

でないし、プロジェクトにしても、その実
施枠組みに柔軟性がなく、現実の需要に対

応できない。 

 

現在プロジェクトは、COGESのイニシアチブ
による活動支援の一環で、コミュニティー

幼稚園の設立、運営を援助している。住民

には多くの教育の開発に関する需要があ
り、就学前教育のそれは、比較的目立たな

いものだった。では、なぜこの分野を選ん

だのか。それは、就学前教育の拡大は、ニ
ジェールそして世界の教育開発潮流に一致

し、しかも、就学前教育分野支援の大手ド

ナーのUNICEFの存在があった。つまり、住

民の需要と動員力が期待でき、開発政策に
一致し、ドナーの支援も期待できたのだ。

プロジェクトの投資は、人件費以外にほぼ

０に等しいが、プロジェクトが設置、運営
を支援するコミュニティー幼稚園の数は、

今年中に50近くなり、現在の就学前在学者

数の15％ぐらいをカバーすることになるだ
ろう。このくらいの結果を出したら、政策

決定者、ドナー関係者は、住民の活力を政

策の実施に一致させることの重要さに気づ

いてくれるかもしれない。（H） 
 

オレンジとケイタイ 

編集後記 
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vol.１８(ザンデール連帯フォーラム）特別号 

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
第2フェーズ 

2008年1月21日発行 

   2007年11月～2008年１月                                                       

ザンデールでのフォーラム 
 会場は、COGES（学校運営委員会）連
合代表、コミューン（市）長、視学
官、COGES担当官、教育分野ドナー関係

者、教員組合代表によって埋め尽くさ

れていた。そして国民教育大臣の閉会

の挨拶が終わったとき、参加者から大
きな拍手が巻き起こった。その拍手を

送る参加者の表情は、通常行われてい

るこのような会合の儀礼的なそれと
は、明らかに違っていた。満足感、達

成感、自尊心、希望、そんなものが交

じり合ったような表情をみな等しくし
ていた。スピーチを終えた大臣にも同

じような表情がうかがえた。あとか

ら、個人的に言われた賛辞よりも、そ

の表情が実際の大臣の満足感を本当に
表しているようだった。それは、2008

年１月11日18時30分、ザンデールの看

護士養成学校の大講堂で開催された
「COGES連合大会―教育開発ザンデール

連帯」と名売ったフォーラムの閉会挨

拶での出来事だった。 
 

女子就学キャンペーン 
 ザンデールのすべてのコミューンで

COGES連合が2007年1月までに結成さ

れ、今後、COGES連合全体としてどのよ
うな活動を行っていくかを話合う全

COGES連合を集めた大会が去年の5月に

開催された。この会合で、「女子の就
学向上キャンペーン」をCOGES連合の共

通活動として行うことが決定され、実

施されてきた。今回のフォーラムは、
このキャンペーンの成果発表と今後の

活動を決めるために開催された。キャ

ンペーンは、COGESが住民に対して啓発

を行い、それをCOGES連合と市役所が側
面支援するというアプローチを採用し

た。キャンペーンへの外部からの投入

は全くない。もちろん、市役所の協力

で、就学キャンペーンのクラッシック
な方法である車での巡回啓発を行った

ところもあったが、主な活動は、

COGESが中心となり、住民総会での啓

発や個々の家を回って女子の就学をさ
せない親を直接説得したり、村長やマ

ラブーなど住民に影響力をもつ人々が

率先して活動に参加するといったよう
な身近な啓発であった。現在は、ザン

デール全体の72％の学校のみのデー

ターしかないが、その途中経過だけで
もCOGESが中心となったキャンペーン

の威力とすばらしさがわかる。女子の

新入生の入学者ののび率を去年の伸び

率と比べると10倍になり、通常より
5000人多い女子生徒が入学している。

この成果は、前述したようにザンデー

ル全体の学校の72％においての結果で
あり、今後その数は増えていくことに

なる。これはいままで、ニジェールの

どの地方でも達成されたことがない、
あるいは、他プロジェクトからの多額

の資金投入による、女子への奨学金の

供与、就学している女子もしくは女子

の母親への援助、女子の家事労働軽減
のための女性グループ収入創出活動、

キャラバン式（隊を組み、巡回啓

発活動を行う）のキャンペーンな
どで達成したいかなる結果よりも

優れた成果である。 

 

キャンペーン成功の構図 
 なぜこのキャンペーンが成功し

たか、図式的に示してみたい。ま

ず、第１の条件は、COGESが機能

していること、つまりCOGESに透
明性があり、住民への動員能力が

あり、啓発能力があることが必要

であった。これにより、COGESを
通したメッセージは住民へ伝わり

やすくなった。さらに、地域全体

として共通の活動を行うためには、
COGES連合の存在が不可欠であった。

COGES連合が機能していることにより、

定期的にCOGES連合総会が開かれ、そこ

で、連合内での各COGESへの女子就学活
動のメッセージとその共同活動への統

一意思を確認することができた。ま

た、COGES連合が市役所の協力を取りつ
けるための仲介的役割を果たした。こ

れにより、COGES連合大会で決定された

統一活動のメッセージは各COGESやその
他関係者に伝達され、そのCOGESの住民

動員力と啓発力によって、多くの親が

女子を学校に送り出すこととなった。

つまり、このキャンペーンの成功の最
大の要因は、機能するCOGESとCOGES連

合が存在し、その力とネットワークを

利用したことにあった。 

教育開発のためのザンデール連帯フォーラム 
女子就学促進キャンペーン結果、COGESの力 

678
1,317

5,311

0

2,000

4,000

6,000

前年比女子入学児童の増加数

ザンデール州女子児童入

学数、5000人増加！！ 

COGESは学校運営への住民参加を促し、COGES連合は、その力を結集して教育開発に貢献できるとプロジェクトは言い続けてきましたが、
はっきりとその結果をお見せすることができませんでした。今回、その力の一端を垣間見ることができましたので、それを報告させていた

だきます。    
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 第２の条件としては、ザンデール州

教育事務所がこのキャンペーンの意義
を理解し、キャンペーン成功のための

イニシアチブを発揮したことが挙げら

れる。具体的には、いち早くキャン

ペーンの成果を予測し、必要数に応じ
た教員を確保したことがこのキャン

ペーンの第２の成功要因であった。

せっかく入学する児童が大幅に増加し
ても、その増加分に見合う教員数を配

置できなければ、児童は小学校に入れ

ない。ニジェールの現在の新しく教員
配置される大多数が新人契約教員であ

る。契約教員の給与がほぼすべて、ド

ナーから支出されているため、新しく

採用する契約教員数は、教育省とド
ナーとの協議によって決まる。今年度

も、その交渉によりニジェールは、例

年と同じ契約教員数を確保した。この
確保した人数の州ごとの配分は、各州

からの要請によって決まるために、早

く要請した州が教員をより多く確保で
きる可能性が高い。つまり、ザンデー

ル州は他州より早い時期にその就学者

の伸びを想定し、教育省本省に強くそ

の需要を申請する必要があった。そこ
で、ザンデール州教育事務所は、早い

時期に新入生募集状況に関するサンプ

リング調査を実施し、結果を予測。さ
らに、前年度より200人以上多い教員

の割り当てを確保し、教員配置の合理

化により、新入学予定の児童の受け入
れを可能となった。 

 

キャンペーンの本当の意義 
 このキャンペーンの意義はどこにあ

るのだろう。実は、女子の新入学者を
増加させることは、他国、他のプロ

ジェクトが行った就学促進キャンペー

ンでも、巨額の費用を投じれば、成し
遂げることが可能な成果で、それほど

驚くようなことではない。しかし、こ

のCOGESを通し、住民が中心になった
キャンペーンにほとんどお金がかかっ

ておらず、しかも、機能するCOGESが全国

普及した現在、ニジェールのように教育
予算が限られている国でも、全国で同じ

ようなキャンペーンが可能であるという

意味で、大きな意義を持つ。今回の

フォーラムでは、教育政策の最大の決定
権限を持つ、教育大臣にその可能性を気

づかせたという意味でも、その意義が高

い。このアプローチを使えば、ニジェー
ルは、アクセスという面だけに限定すれ

ば、EFA（万人の教育）の目標達成が可能

になる。 
 

確実に政策決定者へ 
このキャンペーンでは、確かにアクセ

スの改善、そしてEFA達成のための道筋を

示すことができたが、質の高い教育を万
人に普及することが本来のEFAの目標であ

るのに、質を忘れているのではないかと

いう意見があるかもしれない。しかし、
その意見は、ニジェールの現実を見てい

ない的外れな意見だと断言できる。ニ

ジェール政府もドナーもひとつの教育政
策のもとに、財政、人的資源を投入し、

努力しているにも関わらず、目標から程

遠い成果しか出ていない現実に、実は等

しく落胆し、前に進む気力を失ってきて
いる。このキャンペーンの成果が、どれ

だけ住民を、そしてすべての教育関係者

を勇気付けるかを想像してほしい。さら
に、教育省もドナーも可能性のあるとこ

ろに、資源を投入するようになり、成果

は拡大する。つまりこのキャンペーンの
結果は、ニジェールの教育開発を前進さ

せるひとつの突破口になるのだ。本当の

意味での質の改善には、長い資源の投入

と努力が必要であり、その努力を続ける
ためには、人々を勇気付ける短期的な成

果も必要なのである。 

また、大臣に直接その成果をアピール
しているやり方にも、中間の行政システ

ムを跳び越えているという批判もあるか

もしれない。しかし、この意見もまった
くニジェールの現実からかけ離れた意見

だといえる。現在のニジェールの教育省

は、7つの局長のポストが空席か暫定であ

ることに象徴されるように、制度的な機
能性が非常に悪い。これは、汚職に絡む

大臣の更迭にともない教育省内部改革を

その任務として送り込まれてた新任の大
臣が、内部改革を実施中であることがそ

の理由と考えられるが、以前は、もっと

機能性が悪かった。プロジェクトは、常
に、カウンターパートからの教育省内部

への情報の伝達を行っているが、実際に

は、その情報が実質的な政策決定権を持

つ、大臣まで届かない。あるいは、恐ろ
しく時間が掛かる。大臣が求めている政

策決定に必要な情報が届かないのだ。

長い目で、教育省内部の正式なルート
にこだわることも必要だろうし、その

努力を行っている。しかし、建前にこ

だわりすぎ、プロジェクトの限られた

予算と時間が無駄に浪費されるのを静
観するのは、好ましいこととは言えな

い。 

 セクターアプローチが進展する中、
今、みんなの学校プロジェクトが行う

べきことは、現状にあった教育改革モ

デルを提示し、結果を出すことによっ
て人々を勇気付け、教育改革の方向性

を示すことなのだ。 

  

ザンデール連帯、新しい挑戦 
 もちろん、フォーラムの目的は、女
子就学促進キャンペーンの結果を報告

するだけのものではなかった。今年多

くの女子（男子）児童が小学校に入学
したとしても、彼ら、彼女らが、すぐ

学校からドロップアウトしてしまって

は、このキャンペーンの成果を無駄に
することになる。したがって、フォー

ラム1日目の提言として、COGESおよび

COGES連合、そして、ザンデール州国

民教育事務所、市役所、教員組合な
ど、すべてのザンデール教育関係者

は、新しく入学した児童たち、そし

て、現在小学校に在籍している生徒た
ちの残存のために最大限の努力をする

ために連帯すると宣言した。そして

フォーラム2日目は、現在学校にいる
生徒たちを残存させるために具体的に

どのような戦略が必要なのかを議論し

た。その結果、基本的にCOGES連合、

そしてCOGESとしては、キャンペーン
と同様、なぜ、生徒が残存できないの

かを住民自身が分析し、自分たちにで

きる解決策を実施するという戦略をと
ることを決定した。また、市役所やそ

の他の関係者は、できるだけ、COGES

の活動を支援することになった。そし
て、ザンデール州国民教育事務所は、

フォーラムの中で、特に問題として指

摘された教員の不在、教員の質の悪さ

を改善するために、学校への直接のモ
ニタリングを強化することを約束し

た。 

 この生徒の残存率の改善は、就学率
を上げることより難しい課題が複雑に

交じり合っており、成果を挙げるのは

困難である。しかし、みんなの学校プ
ロジェクトはザンデールの連帯が成果

をあげると確信している。そして、そ

の成果をあげるための具体的な戦略を

支援していく。 
 

写真： 手前から、ザンデール州国民教育事務所長、ザ

ンデール州次官、国民教育大臣、奥本JICA所員、原チー
フアドバイザー、イボONEN代表 
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  ザンデール州COGES連合フォーラム開催報告 

I．日時 
2008年1月11日、12日 

II．場所 
国立保健学校大講義室（ザンデール市） 

III．参加者 
コミューン市長（55名）、COGES連合代表（各2名ずつ、

計110名）、視学官（幼稚園、ノンフォーマル、フラン

コアラブを含む、計21名）、ザンデール州保護者会代表

（1名）、ザンデール州国民教育事務所（所長、副所
長、COGES監督官、SCOFI（女子就学）担当官、統計担当

官、計6名）、COGES担当官（7名）、国民教育大臣及び

省関係者（約5名）、ザンデール州知事（1名）、ザン
デール市長（1名）、教育分野ドナー関係者、教員組合

代表（5名）、ザンデール州選出国会議員、ONEN（現地

NGO）スタッフ、JICAニアメ事務所所員、EPTスタッフ 
尚、2日目は、COGES連合代表（2名ずつ）及びDREN（州

国民教育事務所）関係者（所長、OCGES監督官、COGES担

当官）、及びプロジェクトスタッフのみの参加であっ

た。 

IV．フォーラム開催の背景・目的 
COGES連合、コミューン、地方教育行政の連携によって

女子就学向上キャンペーンに取り組むことを決議した前

回のフォーラム（2007年5月3日開催）を受けて実施した
同キャンペーンの結果を関係者に報告、共有するととも

に、今後女子就学の残存にかかる活動について可能性を

協議することを目的とする。さらに、上記の女子就学向
上という教育のアクセスについて他に比類の無い成果を

示すことで、住民が主体となる教育開発の有効性につい

て、また、その中でのCOGESとCOGES連合の意義と役割の

重要性について、特に今回来賓として参加した国民教育
大臣をはじめ、メディアを通じて広報することで広く関

係者にアピールし、今後の政策推進への後押しを期待す

るという目的も含有している。 
また、2日目は、1日目に決議された女子就学残存に向け

た活動について討議を行い、具体的な活動の可能性を探

ることと、これまでのプロジェクトによる連合活動のモ
ニタリングによって指摘されていた会計管理能力強化の

ニーズに応え、簡易財務管理研修を実施することが目的

であった。 

 

V．議事次第 
1月11日（金）

 
1月12日（土） 

 
VI．フォーラムの内容（概略） 
1日目（1月11日） 

１．プロジェクトチーフアドバイザー挨拶 

みんなの学校プロジェクトの原チーフアドバイザーによる挨
拶の要旨は次のとおり。 

住民主体による教育開発を推し進めているみんなの学校

プロジェクトでは、タウア州に引き続きザンデール州におい

てもプロジェクトからの直接投入を極力減らし、州国民教育
事務所が中心となりローカルNGOであるONENの支援によっ

て、COGES及びCOGES連合の機能強化を目指した活動を行なっ

てきた。昨年の5月に同じ会場で行なわれたフォーラムで
は、COGES連合、コミューン、地方教育行政の連携を推進し

ていくことと、ザンデール州の女子就学率の向上を目指し

て、三者の協力による女子就学啓発キャンペーンを実施する
ことが決議された。その結果は非常にすばらしく、これまで

にどこの州でも、また、いかなるプロジェクトも、成し遂げ

られなかった歴史的な成果となった。しかもその成果は、ニ

ジェール人が中心となり、最小限のリソースで、さらに、自
分たちだけで協働して出来ることを行なった結果であるとい

うことが非常に重要なことである。国家の教育開発10ヵ年計

画の目標達成が危ぶまれている中、今回のザンデール州の
人々が行なった努力と成果はニジェール全体への希望の光で

ある。今回達成した成果を今後も引き続き継続するために、

具体的には今回のキャンペーンによって入学してきた多数の
児童が途中で退学したり、挫折したりしないようにコミュニ

ティーに何が出来るかを考えて欲しい。そしてまたみんなが

力を合わせて努力を続け成果を出して欲しい。それがニ
ジェールの教育開発を推し進める力になり、子どもたちの未

来に繋がっていくと信じる。 

時間 内容 担当 

9:30～9:45 歓迎の挨拶 ザンデール州庁書記長 

9:45～10:00 挨拶 EPTプロジェクトチーフアドバ

イザー 

10:00～10:30 開会挨拶 ニジェール国民教育大臣 

10:30～11:50 女子就学向上キャン

ペーン結果発表 

－ザンデール州国民教育事

務所長 

－同副局長 

－ONENザンデール州代表 

11:50～12:20 議事運営委員選出   

12:20～15:00 食事、お祈り休憩   

15:00～16:00 参加者による討議 参加者 

16:00～ お祈り休憩   

16:30～17:30 討議のまとめ、決議事

項 

議事進行委員 

18:00～ 決議事項発表、閉会

の挨拶 

議事運営委員、国民教育大

臣 

時間  内容 担当 

8:30～10:30 女子就学残存活動

についての討議 

COGES連合代表 

10:30～12:30 簡易財務管理研修 ザンデール市COGES担当官 

グレ県COGES担当官 

12:30～13:00 その他、連絡事項   

写真： コミューン市長、COGES連合、教育行政機関関係者等、参

加者様子。 
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２．ニジェール国民教育大臣挨拶 
ニジェール国国民教育大臣の発言要旨は次のとおり。 

昨年5月に行なわれたフォーラムの結果を受けて、ザンデール
州の関係者が行なってきた女子就学向上キャンペーンは非常に

すばらしい成果を残した。特に強調したい点は、地域住民や行

政など学校に関わる異なるアクターが一つの目標に向かって活

動を起こし、具体的な成果を出したということである。今年度
の入学者登録の完了を報告した1,345校（全校数1,856校の

72.47％）の合計入学者数は、既に昨年度の47,547名を超え

55,223名に達している。これは今年度国が設定したザンデール
州の数値目標55,946名にほぼ近い数値であり、今後報告される

残りの学校の結果を加えれば大幅に目標値を超えることは間違

いない。また、女子のTBA（入学率）が昨年度の53.90%から
67.22％（上記数値同様全体の72.47%の学校の結果）に大幅に

増加していることや男女比も0.94まで向上している。この目覚

しい結果に対して、特にCOGESのメンバー、コミューン長、校

長、JICA、そしてザンデール州の全ての関係者に対して敬意を
表する。この結果については大統領と第一首相に報告したい。

今年度はPDDE第1フェーズの最終年度であり、これまでの活動

の評価分析を行なうにあたり、ザンデールでのこの結果は非常
に示唆に富んでいる。特に言えることは教育のアクセス及び質

の向上といった目標を達成するには、コミュニティーの巻き込

み、積極的な関与が非常に重要であるということである。今後
も教育開発政策を推進していく上で住民の巻き込み、住民活動

の活発化を重点としていく。 

 

３．女子就学キャンペーンの結果発表 
 まず、ザンデール州国民教育事務所長からザンデール州の教
育行政体制及び教育開発指標の現状が説明された後、同局副局

長から女子就学キャンペーンの結果が発表された。結果概要は

次のとおり（ページ下グラフも参照のこと）。（2007－08年度
の数値は全体の72.47％の学校数の数値） 

 

【ザンデール州入学者数及び入学率】 

ザンデールフォーラム続き 

  

数値による結果発表後、今回のキャンペーンにて適用された戦

略について以下のとおり発表された。尚、本発表の内容は事前
に行なわれたアンケート調査の結果が反映されている。 

全体戦略は、以下の3点であった。 

１）地域住民を巻き込んだ身近な啓発活動の実施 

２）COGES及びCOGES連合、コミューン、地方教育行政が中心と
なり、村長、伝統首長、宗教指導者など、地域の主要関係者を

巻き込んだ協働活動 

３）州国民教育事務所による通常よりも増加を見込んだ教員の
採用配置の実施 

また、異なる関係者のそれぞれの役割、活動内容が簡潔に説明

された。 
≪COGES≫ 

－地域における女子就学委員会の組織 

－地域に密着した啓発活動（戸口啓発、マラブーによる啓発、

住民集会、など） 
 

≪COGES連合≫ 

－5月開催のフォーラム内容のCOGES及びコミューン関係者へ   
 の周知 

－コミューンレベルでの会議実施と戦略策定 

－COGESの活動支援（啓発キャラバン、ラジオ啓発、コミューン
でのフォーラム開催、など） 

－異なる関係者間の調整、活動促進 

 

≪コミューン≫ 
－啓発活動の組織及び参加 

－資金及びロジスティック援助 

－コミューン評議員の動員 
－地域社会動員 

－児童の出生証の発行 

－学校関係パートナーへの連絡調整促進 
 

≪地方教育行政≫ 

－啓発活動の全体監督、入学登録のモニタリング 

－校長会議の開催 
－COGES連合及び異なる関係者間の調整 

－技術及びロジスティック支援 

－視学官事務所関係者（教育主事、COGES担当官）の巻き込み 
 

0.78
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第一学年女子児童数の増加

第一学年男子児童数の増加

ザンデール州男女入学者の伸び（前年度比増加数） ザンデール州第一学年男女比（男子を1.00とした場合の比率） 

  女子 男子 全体数 TBA女子 TBA全体 

2006-07年 21,499人 26,048人 47,547人 53.90% 58.80% 

2007-08年26,810人 28,413人 55,223人 67.22% 68.24% 
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≪伝統首長≫ 

－マラブーなどの社会的権威者の動員 
－各村の啓発委員会の調整 

－啓発活動への参加 

 
≪女性及び青年グループ≫ 

－啓発活動の組織、参加 
 

≪教員≫ 

－アニメーターとして啓発活動への参加 
 

最後に、COGES及びCOGES連合の昨年度活動のまとめが発表さ

れた。 
 

４．参加者討議 
 参加者による討議の前に、議事進行委員会が選出され、

DREN、COGES監督官、視学官、COGES連合代表、コミューン長

代表、ONEN/JICA代表がそれぞれ一名ずつ選出された。そし
て、リストに基づき参加者が発言した。 

 

１）女子就学促進キャンペーンの戦略について 
討議の第1のテーマは、女子就学キャンペーンのより効果的

な戦略アプローチ、テクニックについてであった。各参加者

が実施し効果的であったと考える戦略アプローチ及びテク
ニックの要約は以下のとおり。 

● 村長、マラブーなど村人の行動に影響力を持つアク

ターを巻き込む 

● 女性グループや青少年グループなどを巻き込む 
● 各村にCOGESのもとに女子就学委員会を編成する 

● コミューンを幾つかのゾーンに地区割りして啓発隊

が巡回する 
● 寸劇や歌などの啓発チームを編成する 

● 地域の市の日や金曜日の礼拝日を狙った啓発活動を

行う 
● コミューンレベルでの討論会、フォーラムを開催す

る 

● 特に就学率が低い村や地域を重点においた啓発活動

を行う 
● ラジオによる啓発をする 

 

２）女子就学残存に係る今後の活動について 
 討議の第2のテーマは、女子就学残存についてであった。

女子就学の残存については、参加者の多くが、教員の不在や

質の低下、更には行政のモニタリング不足や対応の不十分さ
を指摘するなど、コミュニティーで解決できる範囲を超えた

問題がのしかかっており、問題解決のためには、行政との連

携や長期的な視点を踏まえた解決策も同様に必要であること

ザンデールフォーラム続き 

  

が浮き彫りになった。また、COGESやCOGES連合が中心と

なり住民主体で出来る活動としては、次のような発言が
あった。 

● COGESによる児童の出席モニタリング 

● COGESによる教員の精勤管理 

● 早婚や家事労働など女子児童の就学を阻む問題
に対する啓発活動 

● APP（生産実習活動）など実務的科目の導入と充

実 
● 優秀児童の表彰 

● （教員不足に対して）退職した教員の採用 

● AME（母親会）の活動活性化 
● インフラの整備 

 

５．決議事項及び大臣閉会挨拶  
決議事項 

● 例外なくすべての関係者を巻き込み、就学改善
（特に女子の就学改善）のために、すべての関

係者が啓発キャンペーンを継続する 

● 登録したすべての児童が学校に留まるための残
存活動に取り組む 

 
大臣閉会挨拶 

 今回の就学キャンペーンにかかわったすべての関係者

にお礼を申し上げたい。今年度、就学率、とりわけ女子
就学率の向上において前例のない素晴らしい結果を出す

ことができた。これ（COGESローカル及びCOGES連合によ

る就学キャンペーン）がやがて教育省の正式なアプロー
チとして取り入れられることを切に願っている。今後も

このような啓発活動が持続・拡大されることが重要であ

り、そのためにもすべての情報、伝達手段を使い啓発活

動を行っていただきたい。また、今回のフォーラムの議
論を通じて、就学率改善のためには学校管理が重要だと

いうことを改めて認識したが、そのためには視学官によ

る学校訪問回数を増やすことが重要だと考えている。今
後もニジェールの教育開発改善のために一緒に取り組ん

でいきたい。 

 
2日目（1月12日） 

女子残存率向上にむけた具体的な戦略について 

前日の議論を受け、2日目は、女子の残存率向上を目

標とするための、現実的かつ実践可能な活動についての
議論がなされた。1日目のフォーラム終了時間が19時過ぎ

と長時間に渡ったことから、多くの参加者が疲れていた

はずだが、始終活発に意見が出され、白熱した議論と
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なった。各COGES連合、COGESローカルが実施する具体的

な活動については、住民自身が住民総会の場で決定すべ
きであるとの見地から、今フォーラムでは活動戦略の方

向性について話し合い、確認することとした。 

残存率向上に向けて提案された活動事項は以下のとお

りであった。 
 

１）活動実施体制 

● 視学官事務所、COGES連合、コミューン等、す
べての関係者を巻き込み、共同で活動を実施 

● 視学官事務所レベルで実施される女子就学促進

活動とCOGESレベルでの活動の調整 
● 近隣のCOGES連合間で経験シェアリングを実施

（特に女子就学促進活動で成果を挙げている連

合の経験を学ぶ） 

● AME（母親会）や女性グループの巻き込み及び
同団体の活動に対する補助金支援 

 

２）保護者を学校に目を向けさせるための手段 
● 様々な手段を講じた啓発活動（家庭訪問、キャ

ラバン隊結成、ラジオ放送、劇団バンド等） 

● 学校教育のメリットを示す（APP等により児童
が収入を得られる技術を習得、通学する児童／

通学しない児童との比較を行い、学校教育のメ

リットを示す、等） 

 
３）女子自身が通学に対するモチベーションをあげるた

めの手段 

● 成績優秀者や無欠席者に対しての褒賞制度導入 
 

４）モニタリング 

● モニタリング委員会の結成 
● コミューン、村落レベルでの地区割りを決め、

モニタリング責任者を決定 

● 欠席しがちな女子生徒の家庭訪問をCOGESロー

カル事務局メンバーで実施 
● COGESと教員をグループ化し、女子生徒の出欠

状況のモニタリングを実施 

 
また、上記の決定事項を、今回フォーラムに出席した各

COGES連合代表メンバーが各COGESメンバー、住民に対し

て、以下のプロセスを経て情報共有することも確認され
た。 

● COGES連合事務局会合を開催し、その他連合事

務局委員へ報告する。 

ザンデールフォーラム続き 

  

● COGES連合総会の場にて、フォーラムでの決

議案を報告し、今回のキャンペーンで達成さ
れた結果について発表する。 

● 各COGESにて同内容の報告をCOGES委員に対し

て行う。 

● 村レベルでの住民総会にて、同内容報告会を
行う。 

  

このように地域住民すべてに情報が行き届くこと
で、住民が共通の目標を持つことが可能となり、関係

者が一丸となり女子の残存率向上に向けた活動を展開

していくこととなる。 
また、住民レベルで解決するものとしては困難であ

るが、他のアクターにより残存率向上に貢献できる活

動として、以下のものが挙げられた。 

● コーランを学校教育へ導入する（しかし、ニ
ジェールでは公立学校（フランコアラブ学校は

除く）での宗教教育は禁止されている。） 

● 国民教育省発布の条例219条の活性化（公務員
や教員などが学校内の生徒に性的嫌がらせ等を

した場合、逮捕されるとの条例） 

 
この結果については、学年末にあたる6月末以降に

正確な残存率が算出されることから、おそらく8月以降

に確認できるものと思われる。 

 
簡易財務研修 

今回のフォーラムの機会を利用し、COGES連合代表

及び事務局長を対象に簡易財務研修を実施した。ザン
デール州で財務研修を実施するのは初めてであった

が、マニュアルの内容が比較的シンプルで誰でも使用

できる汎用性を考慮した内容となっていることから、
質疑応答を通じて、参加者の理解度の高さが伺えた。 

尚、今回は時間的制約からシュミレーションを省略

した。 

 

 

写真： ザンデール州女子就学向上キャンペーン結果発

表を行う同州国民教育事務所副所長。 

写真： 啓発活動一例 
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女子就学 

次へのステップ 
今回のザンデール州のCOGES連合によ

る女子就学キャンペーンは、昨年5月に
活動を開始し、わずか数ヶ月で驚異的

な結果を出すことができました。特に

ジェンダーギャップが激しいといわれ

るニジェールにおいて、入学生徒数の
男女比がほぼ1：1となったことは賞賛

に値すると言えます。住民主導で行わ

れたこのキャンペーンは、まさに住民
自身が的確に問題を把握し、効果的な

解決方法を実践していることを示して

います。今後の残存率向上への取り組
みについても、住民自身が主体的に実

施することで、どのドナーもなし遂げ

られなかったような結果を出すことが

期待されます。 
しかしながら、フォーラム開催中、

参加者から「入学より残存させること

のほうが難しい」との発言があったよ
うに、残存率については様々な要因が

複雑に絡んでいることから、解決策を

見つけるのは決して平坦な道のりでは
ありません。経済的貧困、早婚、家事

労働、ジェンダー配慮の欠如等色々考

えられますが、特に慣習的なものにつ

いては、住民ですら「介入は難しい」
と漏らしています。 

他方、解決可能なものもあります。 

 

残存率と教員の関係 
例えば、今回の女子就学キャンペー

ンの結果を通じて、「女子も学校に行

くべき」と考えている保護者が多く存
在することが証明されましたが、それ

にもかかわらず女子の残存率が低いの

は、その原因が需要側の問題というよ

りも、供給側の問題、つまりは学校や
教員に起因する問題が考えられます。

実際、フォーラム開催中、ニジェール

の低い就学率、残存率の問題は教員に
起因するという意見が参加者から多く

聞かれました。教員不足のみならず、

教員のプロ意識の欠如により欠勤が続
くことで、教員のいない学校に児童が

足を運ばなくなることも残存率低下に

拍車をかけていること、また、学期途

中で教員を辞めてしまう者が多くいる
ことも問題であるとの意見もありまし

た。しかし、これらはCOGESレベルで解

決できるものではなく、教員を管轄す
る州国民教育事務所や各県視学官事務

所の努力が必要となります。 

今回のフォーラムでの討議を受け、
教員管理の改善すべきとの認識してお

り、今回の就学促進キャンペーンにあ

わせ、ザンデール州国民教育局長へ

は、契約教員の給料遅配をなくす努力

を、また教員組合には、給料遅配や雇用

条件に反抗するためのストライキ実施を
見合わせるよう申し入れ、それぞれから

承諾を得ることができました。これはほ

んの一例ですが、こうしてプロジェクト

が供給側の問題を解決するためのお膳立
てをすることで、住民のニーズを汲み取

る受け皿を整えることができ、しいては

初等教育における、あらゆる状況を改善
することが可能となります。 

 

新たな取り組み 
 今回のフォーラム終了後、州国民教育

事務所長は、教員管理を改善するために

は、教員の監督機関である視学官が徹底

して現場を巡回すること、また、COGES
担当官月例会議のように、視学官も定期

的に情報交換・問題解決のための議論の

場が必要であることを強調しました。し
かしながら恒常的な予算不足で、簡単に

は実施できないのが実情です。 

そこでプロジェクトは、ザンデール州国
民教育事務所長とともに本件について協

議し、費用対効果を十分考えた上で、同

事務所長の要請に応じ、教員の現状改善

のための活動について一部支援をするこ
とにしました。 

具体的には、視学官事務所長の月例会

議開催を支援します。この会議の場で、
各視学官事務所長は毎月学校巡回報告を

し、情報共有及び問題解決に向けた議論

を行うことになります。巡回のためのガ
ソリン代は州国民教育事務所長が予算を

捻出することを約束しているため、今後

視学官は「ガソリン代が捻出できないか

ら巡回できなかった」という言い訳はで
きなくなります。 

この月例会議開催支援を行うことで、

以下の効果が期待されます。 
 

(1)巡回を通じて「教員のいる学校」へ 

教員の出勤管理等の補助をすること
は、最近COGESの役割と規定されました

が、  元来、教員を管轄するのは視学官

事務所の役割です。彼らの業務の一つに

学校の巡回があり、授業を視察した上
で、教員の教授方法等についてアドバイ

スを行うことが求められます。現職教員

研修制度が機能していないニジェールで
は、彼らの巡回が唯一の「教員の質の向

上」につながるものです。しかしなが

ら、実際は予算不足のため、学校を巡回
するためのガソリン代が捻出できず、巡

回はほぼ実施されていません。これによ

り、質の向上どころか、上司の目が行き

届かないのはいいことに、特別な理由も
なく欠勤する教員は後を断たず、学校が

学校として機能していない状態にありま

す。「もう2年以上、視学官の人が学校

の巡回に来ていない」と現状を嘆く校
長たちが多くいます。 

このような理由から、視学官が現場

に巡回に出ることで、教員の出勤状況

が劇的に改善されることが期待できま
す。また、長期的には彼らのアドバイ

スを通じて教員の質の改善にもつなが

ります。 
 

(2)多様なニーズに応える情報提供の場

へ 
この月例会議の機会を利用し、巡回

の結果を報告のみならず、様々な情報

提供、あるいは簡易研修を実施するこ

とが可能になります。 
例えば、女子にとって、学校が「過

ごしやすい環境」となるように配慮す

るには、どのようなことが必要なのか
を、この視学官たちがこの会議中に研

修を受け、学校巡回の際に校長や教員

に対して指導することが可能となりま
す。但し、教員たちが簡単に適用でき

る簡素化したモデルで、かつ効果がす

ぐに出せるものでないと、誰も取り入

れてくれません。 
また、フォーラムでは多くの参加者

が、APP（生産実習活動）を通じて児童

が技術を身につけることで、親が子供
を学校に送るインセンティブにつなが

ると発言していたことから、視学官へ

の研修を通じて、希望する学校に対し
て、当プロジェクトフェーズ1で実施し

ていたAPPクラブの導入も可能になりま

す。さらには、学校保健、環境教育、

複式学級の効果的な指導方法等、教
員、住民のニーズに合わせた情報提供

を行うことが可能となります。 

 
2月中旬には、第1回目の月例会議を

予定しています。そこでは女子の残存

率を向上させる上で、女子に配慮した
学校環境とするために教員が持つべき

視点等、また具体的にどのような活動

を実施すべきかを皆で議論します。 

 就学率向上に引き続き、残存率向上
に向けて、住民、教員、地方行政官と

と も に 一 体 と

なって、みんな
の学校プロジェ

クトはニジェー

ルの教育開発指
数向上に貢献し

ていきます。 

女子の残存率向上に向けた取り組みへの支援 
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 スピーチほど、きらいなものはな
い。それが外国語だと超がつくほど
嫌だ。もともと人の前でしゃべるの

が苦手で、とても緊張する。ただ、

最近は立場上、人の前で、しゃべる

ことが多くなった。この号の特集で
もあり、テレビ放映が予定されてい

た「教育開発のためのザンデール連

帯フォーラム」でも、仏語でスピー
チをしなければならなくなった。こ

のフォーラム自体は、ニジェールの

教育開発の方向性を変えるほど重要
なイベントであり、それに、住民の

力のすごさを是非、参加者やテレビ

を見ているひとに伝えたかった。だ

から、自分の作った原稿の仏語をス
ピーチ用に体裁を整えてもらい、

フォーラムの前日にホテルの部屋で

声を出して練習していた。伝えたい
気持ちがあっても、発音やイント

ネーションが悪くて、内容が通じな

ければ、意味がないからだ。しか
し、悪いことに、その日の夕食で、

鶏肉をかじっていたら前歯が抜け

て、へんなところから、息が抜け

て、うまく発音できない。なんと
か、抜ける空気を調整するために、

その日は、朝方まで、発音の練習を

していた。当日は寝不足のせいか、
会場の熱気のせいか、普段よりは緊

張せず、スピーチを終えた。終わっ

たとたん、少し、ぼんやりしてし
まった。このスピーチの後に、とて

もよい教育大臣の開会スピーチが

あったのだが、ほとんど覚えていな

い。あとで、テレビのニュースで結

構長くこのフォーラムのことが放映さ

れた。大臣のスピーチの場面では、他
の人が緊張した面持ちで、大臣の話を

聞いているのに、自分だけ、少し上を

向き、ぼんやりと遠くを眺めている様

子が映し出されていた。実はこういう
ことがよくある。極度の緊張の後に、

まったくその場とは関係ないことが頭

に浮かび、その場から遊離してしまう
ことが。その時は、昔パリにいたとき

のことを考えていた。 

 とても若い時期に、パリで一年ぐら
い、遊んでいた。語学留学というの

は、名目だけで、午前中は、生活費を

稼ぐために、凱旋門界隈にある日本企

業への仕出し弁当を50CCの三輪自動車
で配達し、午後は、パリスコープを片

手に、パリ中のシネマテークで古今の

名作、駄作の映画を見て暮らしてい
た。勉強しなかったので、その罰があ

たり、今でも語学には苦労している。

このパリでの一年、とても長い無駄な
時間だったようにも思えるし、限りな

くいとおしい時間にも思える。 

 人生が有限である限り、時間の無駄

使いという言葉があるのは当然だが、
無為と思える時が、必ずしも無駄であ

るとは限らない。あまり選択もせず見

た映画が、教えてくれたことも多い
し、ただ、散歩ばかりしていた時間

が、心に潤いを与えてくれたような気

がする。 
 だから、本当に自分にとって価値が

あると思えることが見つかるまで、無

駄に時間を過ごすのも悪くはない。 

ただ、空白とも思える時間の中にい

ると、自分が、袋小路に追い詰められ
た気がしてくる。 そんな時は、そこ

から一歩踏み出せばいい。そうすれ

ば、明日が見えるかもしれない。 

 しかし、実際には、前に進んでも、
明日なんて見えないことが多い。でも

それも悪くはない。生きるということ

自体、実現しない夢を繰り返しみてい
るようなものだから。 

 風の中に立つと、物語が聞こえてく

ることがある。もしかすると、実現し
なかった夢を物語にかえて、誰かが風

にたくして、語っているのかもしれな

い。だから、風の中に立ったら、言え

なかった言葉、届かなかった思いや夢
を語ろう。風が、伝えたかった人に、

自分の物語を運んでいってくれるかも

しれないから。 
 

我に返ったときは、大臣のスピーチ

は終わっていた。  （H） 

 

 

 

風の音を聞きながら ２ 

編集後記 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 

～～～～～～～～～～～～～ 編集・発行  
ニジェール住民参画型学校運営改善計画第2フェーズ 

（みんなの学校プロジェクト）  
お問い合わせ・連絡先 

Projet Ecole Pour  Tous PhaseⅡ  
 BP2728 Niamey, NIGER（ニアメ事務所）  

電話/FAX：＋227-2035-0644 
BP165 Tahoua, NIGER（タウア事務所）  

電話：＋227-2061-0571 
E-mai l：Rosedesaha@aol .com   

または Nakazawa.Junko@jica.go.jp   

みんなの学校プロジェクトファーズ２ 

ホームページ開設！  

（http://proj ect.j ica.go.j p/niger/0608872/） 
 

当ホームページでは、マンスリーリポートにてみんなの学校

の活動をリアルタイムで紹介しています。フォトギャラリーや

動画もご覧いただけます。 

また、「みんなの学校だより」のバックナンバーはホームペー

ジからダウンロードできます。是非、ご覧下さい。 
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みんなの学校だより 
vol.１9 （尾上専門家お疲れ様でした特集号） 

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
第2フェーズ 

2008年4月9日発行 
   2008年2月～4月 Vol.19 

今号のハイライト :  
● COGES連合評価の結果 

● 女子就学促進の費用対効果 

● 見返り資金によるCOGES支援 

● 統計から見た教育開発 

● 日本の技術協力の有意性 

● 尾上専門家 お疲れさまでした 
● 國枝専門家着任のあいさつ 

普及されたCOGESの機能化とCOGES連合の全国普及 
ついに、機能するCOGESの全国普及が
終わった。それは、プロジェクト開始当初
20のパイロット校から始めたことを思え
ば、夢のような話だが、一端、実現してし
まえば、今度は、クリアーしなければなら
ないハードルがさらに増えた。 
 
機能するCOGESの全国普及 
 機能するCOGESの全国普及は、ニ
ジェールのタウア、ザンデール両州を除く
地域の7500校に対して行われた。去年の
7月にCOGES委員選出のための研修が
始まり、今年の2月に学校活動研修が終
了した。実施は、資金を世銀が提供し、国
民教育省によって行われた。研修受講者
は、22500人にのぼり、研修実施期間7ヶ
月かかっている。この全国普及のために
行われた活動を具体的列挙すると以下の
ようになる。 
1. 州COGES監督官を補助し、研修計
画や実施の支援を行うNGO要員の
公募、選考、契約 

2. 県COGES担当官への講師研修 
3. 研修計画の策定 
4. 研修の実施 
この研修実施は、いままでニジェールの
教育分野において行われたもっとも大規
模な研修であり、それが、ニジェール人の
手で実施されたことは、非常に大きな成
果であると評価できる。しかし、現実に
は、この研修プログラムは穴だらけだっ
た。例えば、このプログラムには、研修を
計画・実施する州レベルの関係者への、
研修に関する情報提供の機会が予定さ
れていなかった。あるいは、研修の実施を
モニタリングするための情報収集システ
ムもなかった。 
 
問題点とプロジェクトの役割 
 国民教育省が作成した計画通り研修が
実施されていたら、実施の現場は混乱し、
期限内に研修を終えることは不可能だっ
たし、研修の質は著しく低下していたに違
いない。プロジェクトは、これらの穴を埋め
るために、手助けをしてきた。まず、研修
実施の当事者たちと研修情報を共有する
ための会合を開催し、さらに実施NGOを

通した研修の実態と問題点の把握を行
い、その修正、そして、国民教育省に対す
る問題点の通知などを行った。正直に言
えば、こんなことはすべて、国民教育省が
やるべきことだし、オーナーシップの面か
らも、プロジェクトの介入はやりすぎだと言
う人もいるかもしれない。しかし、このプロ
ジェクトの支援により、研修は成功を収
め、機能するCOGESが全国に誕生した。
そして、今回の研修実施上の問題点は、
次回の全国規模の研修に活かされること
になる。一方、このような技術支援を行わ
ない研修は効率的に行われていないし、
成果を上げていない。そして、それらの研
修実施結果からは何も学べない。それに
比べれば、今回の研修は、支援を受けな
がらも、実際の研修を実施し、成功するた
めには何が不足していて、何が必要なの
かを知ることによって、ニジェール側が学
んだことは非常に大きい。 
 
普及終了後の課題 
 COGES全国普及の研修終了と同時に、
大きな問題が発生することが、予想され
ていた。それは、世銀の資金支援が今年
2月で終了し、COGESのモニタリング体制
維持の予算がなくなってしまうことだ。勿
論、現在までの経験で、COGESはモニタ
リング体制なしでも動く。しかし、モニタリ
ングや技術支援なしでは、機能度は下が
るし、COGESに関する情報が中央でわか
らない。だから、ミニマムパッケージでい
う、地方行政官によるモニタリング体制を
整備、機能化する必要があった。現在
は、その機能化を「ニジェールの予算」（見
返り資金）で、動かそうとしている。これ
が、また動かない。現在、見返り資金の運
営に関する調印の調整から始まって、実
際の運営の細部にわたる交渉を行ってい
るが、国民教育省側内部の調整に非常に
時間がかかる。世銀の資金提供は終わっ
ているのだから、早く、この資金を支出し
なければ、COGESのモニタリング体制は
麻痺してしまう。そのため、プロジェクトで
は、この資金使用開始のために必要な手
続きの促進に全力で取り組んでいる。 
 一方、プロジェクトとしての今年のもう一

つの大きな課題に、COGES連合の全国
普及がある。タウア、ザンデール両州で経
験しているように、COGES担当官によるモ
ニタリングは、その限界があり、この限界
を補うために、COGES連合の内部モニタ
リングが必要であるし、その緊急性は高
い。COGES連合の全国普及には、まず、
プロジェクトのCOGES連合の試行モデル
が正式に承認されなければならず、その
ために、まず、外部コンサルタントによる
COGES連合評価、そして、国家レベルで
の承認が必要である。その後に全国の
COGESに対するCOGES連合研修の実施
が待っている。現在は、評価のためのコン
サルタント雇用のための手続きを国民教
育省が行っているが、それにも非常に時
間が掛かっている。 
 
COGES連合と地方分権化 
 これだけの労を要して、機能する
COGESやCOGES連合を設置してどのよう
な意味があるのか。予想できる説明は、
教育の地方分権化体制の中で、権限を委
譲される受け皿（COGES)の能力強化とい
う地方分権化の枠組みの中でのものだ。
しかし、地方分権化の議論は百花繚乱で
あり、試行されている形も様々である。し
かも、様々な地方分権化実施の成果に関
する評価が確定している例は少ない。地
方分権化の中での住民参加について言
えば、多くの地方分権化が、住民を教育
開発における決定の過程に参加させるこ
とや、責任を持たせることをその基本理念
に謳っているのに、実際には住民参加が
達成できている例は少ない。その理由を
よく考える必要がある。理由を単純化して
述べれば、地方分権化の完全なる体系を
作り出したとしても、その形だけでは、住
民参加は起ってこないということに尽き
る。それは、地方分権化政策と住民参加
は「別物」だからである。そしてそのことを
政策策定者がよく分かっていない。だか
ら、多くの地方分権化政策が想定する分
権化体制は、住民参加を促すようには出
来ていない。そこに住民参加を促すため
には、別の種類の努力が必要なのであ

(3 ページに続く) 
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COGES連合評価 

  

1月2日から2月26日までの約2ヶ月間、短期専門家とし
て派遣され、プロジェクト対象タウア州、ザンデール州に
おける学校運営委員会（COGES）連合94団体の実績と問
題点を調査しました。COGES連合とは、コミューン（市・
郡）レベルの全COGESをグループ化した組織です。調査
では、COGES連合、コミューン、COGES、地方教育行政
関係者等へのアンケート及び聞き取りを行いました。これ
らの調査結果については、国民教育省に対する発表、及
び両州のCOGES担当官月例会議にて共有されました。 
COGES連合の評価にあたっては、国民教育省の

COGES推進室長と協議を行い、主に (1) 連合運営能力、
(2) 連合活動の成果、(3) 支援体制、(4) インパクト、の視
点で評価を行いました。主な結果は以下の通りです。 
 
(1) 連合運営能力 
● 民主性： 
94連合中88連合が、コミューン内の全COGES代表に
よる投票で連合事務局の設立を行っていることが分
かりました。また、全ての重要決定事項（連合活動計
画や最終評価の承認等）についても、90以上の連合
が総会の場で、COGESの総意を得て行っており、民
主的な組織運営がなされていると言えます。 

● リソース動員能力： 
COGES連合計画の実施にあたっては、プロジェクトに
よる支援は一切行われておらず、93連合がCOGESか
らの分担金、コミューンからのわずかな支援によって
自主運営をしています。COGESからの分担金は昨年
度1連合あたり、96,741FCFA（約2万3千円）。1校あた
りおよそ3,000FCFA(約715円）が連合の活動・運営資
金として負担されています。 

● 透明性： 
COGES連合の活動には、一部の限られた役員のみ
が関与しているのではなく、総会の場を通じて、常に
COGESに対して情報共有されており、活動の透明性
は確保されていると言えます。また、91連合が会計帳
簿、92連合が分担金帳をつけており、会計の透明性
も保たれています。ただし、現場では「一つの行に収
入・支出を書いている」、「分担金帳にサインがない」
等技術的に問題がある連合やずさんな会計管理を
行っている連合が一部見受けられました。 

 
(2) 連合活動の成果 
COGES連合は、1) 個々のCOGESのモニタリング、2) コ
ミューン内の教育改善活動の実施、3) 行政・その他機関
との交渉の3つを中心に活動を行っています。これら活動
の成果は以下の通りです。 
 1)  個々のCOGESのモニタリング 
▸ COGES連合は学校活動計画票や最終評価票を収
集・分析し、「詳細に欠けている」、「実現不可能な計
画となっている」等技術的な問題がある場合には、
指導も行っています。学校活動計画票の収集率は
91.1%（2,728校分）、最終評価票の収集率は86.5％
（2,590校分）と非常に高い数値でした。 

▸ 連合は年平均3.1回の総会を開催していることが明
らかとなりました。総会参加に平均1時間42分を要
し、交通費は参加校負担となっている中で、この数
値は非常に高いと言えます。また、総会の場では経

験共有、情報共有が行われています。94連合中83連合
がゾーン責任者による巡回モニタリングを実施しており、
計画実施状況の確認や問題の解決が行われています。 

 2)  コミューン内の教育改善活動の実施 
連合の教育改善計画の中で、221活動、つまり1連合あた
り平均2.6活動が自己資金で実施されました。啓発活動（就
学促進、COGESの役割等）や質の向上を目的とした活動
（補習授業、模擬試験、教員自主研修支援）が多く実施さ
れていることが分かりました。 

 3)  行政・その他機関との交渉 
COGES連合は、コミューンと活発に連携を行っています。
コミューンからの物的支援（啓発・巡回時のガソリン、バイ
ク、総会時の食事の供与等）を受けている連合は94連合
中56連合、人的支援（総会や啓発活動等への参加）を受
けている連合は94連合中65連合であることが分かりまし
た。コミューンからの資金援助はザンデール州にて、
52.7％、その額は平均112,629FCFA（約2万7千円）となって
おり、最も多いところで、150万FCFA（約36万円）の支援を
受けた連合もありました。また、視学官事務所もCOGES連
合を情報伝達・収集・問題解決の場として利用しており、連
合をうまく利用しています。 

 
(3) 連合支援体制 
94連合中半数以上が1ヶ月に1回以上COGES担当官からモ
ニタリング・指導を受けているとしており、十分な回数のモニタ
リング・指導がなされていると言えます。COGES担当官に対
するグループインタビューでも、COGES連合活動計画、会議
議事録や会計帳簿について内容のチェック・指導を行ってい
るとしています。ただし、一部の連合について、計画・会計能
力が不足しており、COGES担当官による指導の質の向上が
今後の課題と言えます。 
 
(4) インパクト 
2007年5月頃からザンデール州で行われたCOGES連合及び
COGESによる「女子就学促進」キャンペーンにより、前年度に
比べて、女子児童が7000名以上多く入学する結果となり、男
女比率も昨年度0.83から今年度0.92へと大幅に改善しまし
た。現場インタビューでは、以前の啓発手法と違い、外部の
人間ではなく、コミュニティ内のCOGESが中心となり、啓発活

COGES連合評価 現場調査から 

COGES連合優良事例： 
卒業試験対策の補習授業支援（タウア州コニ県バザガ連合） 
 
昨年、COGES連合の活動として、コミューン内の全12校にて
卒業試験対策の補習授業を支援しました。コミューン長もこの
活動を奨励し、連合は、ランプや問題集を購入して配布しまし
た。補習授業の効果は高く、12校中7校にて試験合格率がタ
ウア州平均値より20ポイント以
上高い結果となりました。12校
の試験合格率は連合総会で発
表され、他校に刺激を与えまし
た。この成果により、住民の教
育に対する意識が向上し、昨年
は非常に時間のかかったわら
ぶき教室の建設に、今年はほと
んど時間がかかりませんでした。 
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ニジェールで、学校運営に関わるのは2回目です。2003年か
ら実施された日本の無償資金協力による小学校建設のソフト
コンポーネント（COSAGE）で、原専門家は新卒同然で何も分
かっていない私を常駐担当者として1年半働かせてくれまし
た。冷房禁止、ニジェール人スタッフとその孫との同居、2週間
続けての断水、押せどもタウアの砂に埋まる小型四駆、イスラ
ム裁判出席等々、思い起こせば、厳しくも楽しい日々でした。で
も、その頃から、ニジェールの住民の持つパワーに勇気づけら
れてきました。 
 今回の調査でも、連合に関わる人々のやる気や使命感の高
さには驚かされました。学校運営委員会（COGES）連合の事務
局役員は皆ボランティアで働いていますが、その上、役員限定
の分担金を設けているところもたくさんありました。インタ
ビューでは、「連合の活動を成功させたいので、役員限定の分
担金も支払っている。」、「ザンデールの人々の暮らしを良くす
るためには、教育は重要。ザンデールの将来のために連合活
動を真剣に行っている。」という声が聞かれました。 
 今回最も印象深かったのは、女子就学に関するキャンペー
ンです。連合・コミューン関係者の誰に聞いても、COGES連合
とCOGESを通じた啓発手法はうまくいったと話していました。
「よそ者による以前の啓発手法とは違い、今回はコミュニ
ティーのメンバーであるCOGESが啓発を行っており、啓発後、
女児が入学するまでフォローアップを行ったことが大きい」と
の声が多く聞かれました。 
 ニジェールの人々を取り巻く環境は非常に厳しいです。タウ
アやザンデールでも、時期によっては、一日一食食べられない

状況になる人々もいます。このような厳しい状況の中で、なぜ
ニジェールの人々はこんなにも一生懸命に目の前の教育課
題に立ち向かうことができるのでしょうか？ 
 女子就学促進の成果が出たコミューンでこんな話が聞かれ
ました。「連合総会で、自分たちのコミューンの女子児童の入
学者数を他の地域と比べて発表すると、皆、感激していたし、
誇らしげだった。」 目に見える形で成果が出るということが、現
場の人たちにとって非常に重要で、誇りや勇気を与えると原
専門家も話されていました。ニジェールにおけるCOGESのこ
れほどの普及や発展も、小さなことであっても自分たちで実施
した住民の実績と自信と誇りから生まれていると感じていま
す。教育やコミュニティーの発展によって、ニジェールの人々の
心や暮らしが少しでも豊かになることを願うばかりです。                                   
 最後に、調査にあたって様々な情報提供、意見交換、側面支
援をしてくださった中央・州カウンターパート、ONEN、日本人専
門家の方々に心より御礼申し上げます。学校運営委員会支援
及び教育改善全般に対する関係者の方々の熱い思いには心
打たれるものがありました。 （森本） 

動（住民総会や家庭訪問）を行ったことが、成果につながった
との声が多く聞かれました。 
 
結論 
以上のように若干の課題はあるものの、ほぼ全ての項目で、
タウア、ザンデールで試行されているCOGES連合は、非常に
高い評価を得たといえます。一部の改善を行えば、全国普及
に向けてモデル化は可能であると判断されます。近隣国で現
在、このような組織が、これほど、広範囲に住民により自主的
に運営されている例はありません。このような成果を得られた

主な要因は、「すべての重要決定事項（役員選出、計画策
定、評価等）が総会の場で構成のCOGESの総意で決められ
ており、民主的でなおかつ、透明に実施されていること。」、
「COGES連合の運営・活動実施は、プロジェクトによる支援な
しで、COGESからの分担金等ローカルリソースに頼るというア
プローチを取り入れ、COGESがそれを受け入れたこと」など
が挙げられます。 
 

地方教育行政担当短期専門家  森本 美奈子 

COGES連合評価（続） 

調査を終えて 

女子就学促進の戦略について語る女性 

（ザンデール州COGES連合大会にて） 

る。あるいは、地方分権化が、住民参加
を促し、その力を十分に活かすような体制
を作りたいのであれば、まず、住民参加を
中心とした機構を考え、その機構を活か
す形での地方分権化の形を考える必要
がある。 
 
ニジェールでは、幸か不幸かまだ、教育
の地方分散化機構と、地方分権化機能と
の関連性がはっきりしていない。すでに、
現実を考慮していない、表面的な議論が
展開されていはいるが、これから、その関
係性についての本格的な議論がなされて
いくだろう。勿論、COGES連合は、その議
論の端緒となると思われる。プロジェクトと
しては、安易にこの論戦に加わり、そし
て、吟味されていない結論が下されること
を危惧する。 
 

COGES連合の未来 
今すべきことは、多くの人たちにCOGES
やCOGES連合の実力を知らしめることで
ある。今年は、ザンデールだけではなく、
タウアでも女子就学促進キャンペーンが
展開される。ザンデールは、就学促進だ
けではなく、現在は、生徒の残存のため
のキャンペーンが進行中で、しかも、その
キャンペーンは、州国民教育事務所の視
学官の学校巡回強化のイニシアチブを
伴った形で行われている。この二つの州
で、今年は、去年以上の大きな成果が望
める。現在、進展中のCOGES連合戦略承
認プロセスを経て、来年2月までに、
COGES連合が普及されれれば、このキャ
ンペーンを全国で展開することが可能とな
り、その結果は、ミレニアム開発目標の達
成に直接大きな貢献を行うこととなるだろ
う。ここまでくれば、COGES連合の教育開
発における役割に疑問を抱く者はいなくな

るだろう。COGES連合の位置付けについ
て議論するのは、この時点でも遅くはな
い。むしろ、その時には、住民参加を優先
した形の新しい地方分権化の形が生まれ
てくる可能性がある。 
 
現在ニジェールの優先事項は、表面的な
地方分権化の制度的な整備ではなく、よ
り多くの子どもたちが、特に女の子が学校
で学べることであり、その学校には、先生
がいて、教科書があることなのだ。
COGESやCOGES連合は、これらの教育
開発における最低限の目標に、最小限の
投入で、最大限の効果を上げられる、ニ
ジェールにとって、最後の切り札なのであ
る。その実例をプロジェクトが示し続ける
ことによって、ニジェールの教育開発や教
育状況は、変わっていくだろう。 

 
チーフアドバイザー  原 雅裕 

(1 ページから続く) 
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先般、ユネスコより「万人のための教育（Education 

for All: EFA）グローバルモニタリングレポート2008」が

発刊されました。この年次報告書は、国際社会がEFA

達成に向けて取り組んでいる教育開発の進展を6つの

指標を用いて報告しています(*1)。その中の一つの指標

として、ジェンダーの視点が挙げられています。 

今年の報告によると、初等教育アクセスの点におい

て、1999年から2005年の間に多くの国で就学率の男女

格差が解消、あるいは改善されつつあり、ニジェールも

大きく改善された国の一つとして列挙されました。しか

しながら、現在でも就学率の男女比は0.80以下(*2)、す

なわち男子100人に対し女子は80人以下しか就学でき

ていないという、依然として大きな格差が存在している

ことも合わせて指摘されています。 

国民教育省によると、ニジェールの教育開発10ヵ年

計画（PDDE）が開始された2003年、男女別の総就学率

はそれぞれ54.2％、36.5％、男女格差は17.7ポイントで

した。それが、2006年には男女総就学率は63％、43％

とともに上昇しましたが、男女格差は19ポイントと拡大

しつつあることが判明しています (*3)。他国同様、ニ

ジェールでも、国民教育省をはじめ多くの開発パート

ナーが女子教育改善のために様々な協力を行ってき

ましたが、支援ドナーの数も支援額も増加する一方で、

就学率における男女格差は拡大する、そんな皮肉な現

象が起きています。 

他方、「みんなの学校だより」第18号でお伝えしたと

おり、ザンデール州ではCOGES及びCOGES連合のイ

ニシアティブにより、2007/2008年の入学登録者数が増

大し、男女格差が劇的に改善され、国民教育省関係者

をはじめ、他ドナーを驚かせる結果となりました。なぜ

関係者が驚いたのでしょうか？ それは、上述の通り、

様々なドナーが大規模な投入を行い、長期間に渡って

女子就学促進のための活動を実施してきたにもかか

わらず目に見える結果が出せないでいる一方、地域住

民が自分たちの限られた資源を駆使して、あるいはほ

とんど費用をかけずに、他ドナーが成し得なかった結

果を短期間で出してしまったからです。 

「それなりの投資があれば結果もついてくる」－そん

な援助業界の常識を覆したのが、今回のザンデール州

におけるCOGES及びCOGES連合の取り組みです。わ

ずかな投資で最大限の成果を出すことができたこのア

プローチは、費用対効果が高いと言えるでしょう。 

本稿では、ずばり、ニジェールの女子教育促進活動

の費用対効果について考えてみたいと思います。 

大規模な投資とその効果 

ニジェールではユニセフ、カナダ国際開発庁、世界

銀行をはじめ、数々のドナーやNGOが女子就学促進活

動を展開しています。今年からはアメリカ政府系の

MCC（Millennium Challenge Cooperation： ミレニアム・

チャレンジ公社）も支援を開始するなど、女子就学促進

活動は熱気を帯びるばかりです。 

2004年から2007年の4年間にわたって、これらのド

ナ ー が 女 子 就 学 促 進 活 動 に 投 じ た 額 は、

922,038,000Fcfa（約2億2,570万円相当）になります(*4)。

ちなみに、ニジェール教育分野の最大ドナーである世

界銀行は、この合計額のうち1億円以上を女子就学支

援に支出しています。そして、その投資の効果ですが、

この期間、女子の総就学率の増加は前述のとおり、

2003年の36.5％から2006年44％へと、7.5％増加しまし

た。つまりは、ニジェールにおける2億2千万円の投資

の結果、7.5％の就学率改善につながった、ということ

になります。費用対効果を考えると、果たして、この結

果が妥当なのかどうか、微妙なところです。 

 

本当に有効なアプローチ？ 

では具体的にどのような活動を実施しているので

しょうか？ 国民教育省を始め、ドナーに取り入れられ

ている活動には、女子の就学促進及び修了率向上を

目的とした、地域住民による啓発活動、教育行政官へ

のジェンダーに関する研修の実施、成績優秀な女子生

徒への報奨金、学校給食等があります。 

ここニジェールでは、女子就学啓発活動において、

COGESや母親会を積極的に巻き込んだ就学促進活動

が非常に効果的であるとの評価が高く、世界銀行、カ

ナダ国際開発庁、国際NGO、ニジェール国民教育省

等、ほぼ全てのパートナーが同様のアプローチを取っ

ています。身近な住民による啓発活動はモニタリングも

しやすく、継続的に実施可能、かつ費用がかからない

などのメリットが多くあります。さらには、地域住民に対

して影響力の強い伝統的首長、イスラム教指導者（マ

ラブー）などが女子教育の重要性を説くことで、啓発活

動の効果がさらに増すといわれています。これは「みん

なの学校プロジェクト」で積極的に取り入れている手法

でもあります。 

このように、非常に「経済的」かつ「持続的」な活動が

ある一方、資本金や研修等、ある程度の投入が必要と

なる活動も実施されています。その一つに、国民教育

省や多くのドナーが導入している「母親の収入創出活

(*1) EFAの6つのゴールは以下の通り。(1) 乳幼児のケア及び教育（ECCE）； (2) 初等教育の完全普及； (3) 青年や成人のための教育； (4) 成人
識字； (5) ジェンダー； (6) 質 

(*2) 男子の就学率を1として比較した、女子の就学率の割合 
(*3) PDDE（教育開発10ヵ年計画） 2em Phase: 2008-2010: Composant Accès, p.37 
(*4) Millennium Challenge Corporation (MCC) Threshold Program Action Plan, p.52 
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動を通じた女子の就学促進支援」があります。これは

母親会のメンバーが小規模ビジネスを立ち上げ、そこ

で得た収入から女子の就学資金に割り当てるというア

プローチで、PDDE第1フェーズにて世界銀行の基礎教

育開発支援プロジェクト（PADEB）資金により実施され

ました。経済成長率が低く、雇用機会が少ないニ

ジェールのような国では、女性が自分の労働力により

賃金を得ることは決して容易なことではありません。ま

してや、ニジェールはイスラム教徒が大部分を占め、

特に農村部の女性は収入を得るどころか、自分の意

思決定で自由に使えるお金を持つことなど大変困難

です。そんな環境下、女性が自分の力で小規模ビジ

ネスを始め、成功して収入を得ることは、自分の娘を

学校に行かせる機会を与えるだけでなく、収入を生み

出すという行為を通して自信を持つことができ、さらに

は、自分で得た収入の使い道を、自分の意思で決定

できるようになれば、女性の自立の一歩へとつながる

可能性もあります。そのような意味では、これは女子、

女性の社会進出に大きく貢献しえる活動と言えます。 

しかしながら、その成果は決して良好なものとは言

えないようです。昨年度実施されたPDDE現地調査の

結果、収入創出活動のための資金は配分されたもの

の、活動計画が不明瞭である、母親会のメンバーで資

金配分額にかかる揉め事が起きる、研修が適切に実

施されていない等、様々な問題が多発し、また資金配

分後のモニタリングもほぼ実施されず、この収入創出

活動の結果がどの程度女子の就学率及び残存率に

貢献したか、的確なデータの集計が困難であることが

判明しました。また、母親が自分の収入創出活動のた

めに、学校に送るべき娘を動員して、市場に物売りに

行かせるなど、残念な話も耳にしました。 

結局、この活動を含めた女子就学促進活動は、全

般的に、期待された成果を出すことができなかったと

結論づけられました。これらの活動は世界銀行によっ

て支援されましたが、その総額は2007年だけで

354,587,000Fcfa（約8,700万円相当）になります。 

そ れ に も か か わ ら ず、PDDE 第 2 フ ェ ー ズ

(2008－2010)でも、インパクトがそれほど見込めな

かったPDDE第1フェーズと同様の活動が盛り込まれ、

さらにはドナーも、この評価結果を吟味せずに、「国民

教育省の計画に記載されているから」との理由だけ

で、活動に予算を充てることにしてしまいました。 

また、PDDEの女子就学促進における支援対象地

域は、ニジェール全国で9,000校以上ある中、わずか

600校が対象となっています。従って、限定された学校

の状況が改善されても、そのインパクトは微々たるも

のであることから、昨年度の評価調査結果の提言とし

て、女子就学率改善のためには、汎用性のあるアプ

ローチを採用し、全国レベルで支援すべきとあります。 

費用対効果が高く、かつ汎用性のあるアプローチ、

それを具体的に提示しているのが、「みんなの学校プ

ロジェクト」が協力しているザンデール州でのモデルな

のです。 

 

今後の女子就学促進はCOGESとCOGES連合が鍵 

入学登録者数の増加だけでなく、男女格差解消に

も貢献したザンデール州での女子就学促進キャン

ペーンのアプローチのもう一つの強みは、まさにこの

費用対効果にあります。プロジェクトで支援したのは、

女子就学問題を関係者間で議論する場となった

COGES連合フォーラム開催費のみです。この費用は

約 6,000,000Fcfa（日 本 円 約 140 万 円）で す が、各

COGESで実施した活動はそれぞれ学校活動計画に

記載されていることから、地域住民の負担となります。

手法としては、市長や伝統的首長出席のもと住民総

会を開催し、女子就学についての啓発を行うものが最

も多く取り入れられており、その他、ラジオを使用した

啓発、コミューンや村等で集会が実施される際に合わ

せて女子就学の啓発も行う等、身近に実施できる活

動ばかりです。 

女子就学促進活動のための予算は、上記のPDDE

のアプローチが600校に対し8,700万円、「みんなの学

校」では1,800校に対し140万円。1校あたりの配分額

はPDDEが14万5千円、「みんなの学校」は777円。どち

らが費用対効果が高いかは歴然としています。 

このように、高い費用対効果とCOGESのネットワー

クを使った女子就学促進のアプローチに関心を抱い

た世界銀行ニジェール事務所の担当者からも、ザン

デール州での活動結果について問い合わせがありま

した。前述の通り、世銀はPDDEの女子教育活動に大

規模な予算を充てている大手ドナーの一つですが、去

る3月に実施されたPADEB中間評価にて、女子就学

活動の評価が決して高いものではなかったことから、

活動のアプローチを転換せざるを得ない状況にあるよ

うです。 

また、他ドナーのみならず、国民教育省内、州レベ

ルでも関心は高まるばかりです。タウア州国民教育事

務所長もこのアプローチに大きな関心を示し、

2008－2009年の新学期に向け、女子就学促進キャン

ペーンの取り組みを開始しました。タウア州はニ

ジェールの中でも就学率を始め、あらゆる面で男女格

差が最も大きい州でもあります。タウア州では、2005

年－2006年に7連合のみで就学促進キャンペーンを

展開し、成功した経緯がありますが、今回はみんなの

学校プロジェクトが対象としている全39連合に、国際

NGO「Concern」が活動対象地域の3連合もキャンペー

ンに参加することが決まっています。タウア州の女子

教育指標がどの程度改善されるかは、住民と教育行

政官の意思と行動にかかっています。 

今年のPDDE活動計画に、全州でのCOGES連合設

置が予定されています。COGESとCOGES連合のネッ

トワークが全州でつながる日が、遠くない未来にやっ

てきます。例えば来年、全COGES連合が一同に女子

就学向上キャンペーンを実施したら、どんな結果が出

てくるのか。そんなことを想像すると、ゾクゾクと武者

震いしてしまうのは筆者だけでしょうか。 

 
住民能力強化担当専門家  中澤 順子 
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見返り資金 

  

2008年2月19日、国民教育省大臣とJICAニジェール事務
所西本所長の間で「見返り資金」（下記注）の運用にかかる議
定書署名式が行われました。この日から、見返り資金によ
る、ニジェール国民教育省の学校運営地方分権化政策推
進支援プロジェクトが開始されました。COGES政策を推進
する上で、活動の根幹であるCOGES担当官月例会議やモ
ニタリングにかかる費用が、すべて見返り資金の支援に
よって実施されることになります。つまり、日本は今や、
COGES政策を支援する最大ドナーとなったのです。この支
援は今後3年間続く予定です。 
 
見返り資金申請の背景 
すでにご存知の方もいらっしゃるように、当プロジェクトは
世界銀行と連携して、機能するCOGESを全国の小学校へ
普及する活動を支援してまいりました（詳細は「みんなの学
校だより第16号」をご覧くださいね）。これは当プロジェクトで
開発した汎用性の高いモデル「COGESミニマムパッケージ」
を、国民教育省が有効なアプローチと認め、このアプローチ
を使って全国のCOGESを機能化させることを決定しました。
しかしその後、実施するための十分な予算がないことが明
らかになり、最終的には世界銀行の基礎教育開発支援プロ
ジェクト（PADEB）により、この「機能するCOGESモデル」全
国普及実施に必要な予算が支出されることが2007年2月に
決定しました。これにより、タウア・ザンデール州以外の6州
において、選挙研修並びに学校活動計画研修実施にかか
る費用、及びCOGES担当官月例会議開催費、巡回のため
のガソリン代等の支援を受けました。 
しかし、その世界銀行の支援が終了する2008年1月末以
降、COGES政策実施支援経費の負担を予算事情の厳しい
国民教育省に求めることは短期的には困難でした。必要な
予算をどう捻出すべきか、関係者一同頭を悩ませておりま
した。そこで浮上した案が見返り資金の運用でした。本資金
の運用申請に関しては、ニジェールを兼轄する在コートジボ
ワール日本大使館と協議を重ね、その結果、2007年12月に
外務省より見返り資金運用の承認が得られました。 
 
見返り資金によって実施される活動 
今後3年間にわたって実施される活動は、中央レベルと州
レベルに分けられます。具体的な活動は以下の通りです。 
＜中央レベル＞ 
● COGES推進室による全国COGESのモニタリング 
＜州レベル＞ 
● COGES担当官月例会議 
● 州COGES監督官及び県COGES担当官のモニタリン

グ費用（ガソリン代）及びバイク維持管理費 
● COGES事務所運営費（光熱費、文房具、電話代等） 
● NGO委託経費（州COGES監督官の支援要員） 
● 新任校長への選挙研修及び新設校COGESへの学

校活動計画研修 
● 会計監査傭上費（プロジェクト終了後実施） 
 
円滑な事業の実施、透明性の高い資金運用を目指して 
見返り資金運用にかかる一切の責任は、日本政府や

注： 無償資金協力によって供与された物資や食糧の売却代金を被援助
国政府が中央銀行などの指定口座に積み立てるもの。見返り資金の活

用は、我が国の在外公館を通じてモニタリングされる。（出典： 外務省） 

JICA事務所、プロジェクトではなく、先方政府に帰するもので
す。従って、今回の資金管理、活動実施管理もニジェール政
府や国民教育省が一切の責任を負います。 
しかしながら、多くの政府機関では、書類手続きや内部決

裁等にかなりの時間を要することが多く、国民教育省もその
例外ではありません。万一、見返り資金運用のための手続き
が停滞してしまうと、すべての活動を停止せざるを得ず、それ
はプロジェクトの活動にも多大な影響を及ぼします。例えば、
COGES担当官会議開催支援費やモニタリングのためのガソ
リン代が見返り資金から支出されなければ、プロジェクトは、
COGES担当官を通じてCOGES及びCOGES連合のモニタリン
グ状況を確認したり、会議を通じて担当官の能力強化を図っ
たりすることが不可能となります。 
このような問題を未然に防ぐために、見返り資金運用の進

捗管理を行うための「運営委員会」を設置しました。委員会の
メンバーは、国民教育省側からは財務局、計画局、基礎教育
総局及びCOGES推進室、JICA事務所から2名、当プロジェク
トから3名で構成され、月1回の定期会合を開催しています。
また、この委員会の場で、国民教育省より、JICA事務所及び
プロジェクトに対して会計管理、会計報告や活動実施状況の
定期報告も行われます。 
さらには、現場での支出が適切に行われ、逐一状況が確

認できる体制を整えるために、NGO要員を配置します。彼ら
はPADEB同様、COGES監督官の支援要員として各州に1名
配置され、技術的な支援のみならず、予算執行の直接責任
者であるCOGES監督官の会計業務も補助していきます。こう
して第三者的立場にあるNGO要員が、国民教育事務所の予
算管理に多少なりもと介入できることから、予算執行管理に
かかる透明性の確保が可能となります。プロジェクトではこの
点を考慮し、NGO要員が各州に配置された時点で、国民教
育省から各州国民教育事務所へ資金を送金するよう依頼し
ています。 
現在、国民教育省は公募によるNGO選定手続きを進めて

いますが、実際に契約を締結するまでには約2ヶ月かかるこ
とが想定されます。3月末時点の状況を考慮すると、早けれ
ば5月下旬に契約が締結され、NGOの要員が各州へ配置、
活動が本格的に開始されるのは6月上旬となります。 
  
見返り資金と技プロの補完的役割 
見返り資金の運用開始と同時に、プロジェクトはCOGES政

策実施にかかる一連の活動を技術的に支援していきます。 
例えば、州レベルのCOGES担当官会議開催については、

各担当官が行ったモニタリングの結果を皆で分析し、学校現
場での問題にどのように対処すべきか等、参加者で議論する
ことで、問題解決能力を強化することが可能となります。この
ように担当官月例会議を能力強化の場として効果的に運営
していくために、タウア州及びザンデール州での経験の中か
ら応用できるものを抽出し、マニュアル化していきます。 
このように財政的支援に技術支援を組み合わせることで、

支援がより効果的、効率的に実施されることになります。
COGES政策支援を通して、教育省や他ドナーに技術協力の
好事例を示す良い機会とも言えるでしょう。 
見返り資金が終了する3年後までに、持続的なCOGES支

援体制が確立するよう、プロジェクト関係者一同、COGES政
策関係者の一層の能力強化に取り組んでいきます。 

 
住民能力強化担当専門家  中澤 順子 
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はじめに 
昨年8月、みんなの学校プロジェクト第2フェーズがCOGES
機能化モデルの全国展開と共に始まりました。第1フェーズの
地方における機能化モデルの実施、成功、そして全国展開
へ。 
本稿では、プロジェクトの焦点も第2フェーズに入り全国に
移ったことから、ニジェールの初等教育の現状について基本
的な教育統計指標を用い、マクロな視点から現状を探ってい
きたいと思います。２号にわたり前編後編にわけ、今号では
①入学率や就学率を通して見る子どもの初等教育への参加
の度合い（アクセス）、②入学した後、生徒のどのくらいの割
合が進学、留年、そして退学し、最終学年まではどのくらいが
たどり着けるのか（内部効率）、について見ていきます。 
 
１．アクセス 
途上国の教育状況、特に子どもたちの学校教育への参加
の度合い（アクセス）を探るうえで最も代表的な指標として用
いられるのが入学率や就学率です。特に総入学率は小学校
初年度に入学すべき年齢（7歳）の子ども人口に対し実際に
入学した子どもの割合、総就学率は原則就学すべきとされて
いる年齢（7－12歳）の子ども人口に対し実際に就学している
子どもの割合を表します。それではこれら二つの指標を用
い、ニジェールのアクセスはどのようになっているのか見て行
きたいと思います。 
 
１－１．総入学率と総就学率（図１） 
図１は総入学率と総就学率の移り変わりを表すものです。
ニジェールは他のサブサハラアフリカ諸国と比べてもアクセス
において低い水準ではありますが、図が示すように、過去7年
にわたり総入学率、総就学率とも着実に伸びています。
2006/07年には、総入学率が65%、総就学率が57％に達して
います。ニジェールでは、国の教育開発10ヵ年計画（PDDE）
において2012年までに総就学率93％を目指しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－２．男女別の総入学率（図２） 
上記で全体として総入学率、総就学率が上がっているとい
うのはわかりましたが、それでは男女別ではどのように増え
ているのでしょうか。図２は男女別の総入学率の移り変わりを
示しています。見てのとおり毎年男子と女子の入学率にはほ
ぼ一定の格差があります。また特に注目すべきは、男女とも
毎年ばらばらに成長するのではなく、同じような変遷をたどっ
て増加しています。これらは毎年全体として入学率は着実に
伸びているものの、何らかの理由により男女間に固定的な一

寄稿：統計から見た教育の現状 

  

定の格差を生じさせる制約があることを示唆しています。また、
実はこの男女間格差は入学時点でこれだけ存在することか
ら、総就学率、修了率にも同じ傾向でそのまま格差が残ってい
ます。状況の改善には、入学時点に焦点を当て特別な介入を
し、男女間格差をなくす努力が必要なことを物語っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－３．男女・地域別の総入学率と総就学率（図３） 
 男女間格差もさることながら地域別格差はどうでしょうか。サ
ハラ砂漠を有する広大な国土を持ち、インフラが十分に整って
いないニジェールにおいて、都市部と農村部の差は教育の普
及に関して影響を及ぼしています。男女別・地域別の総入学
率と総就学率について示している図３によれば、総入学率、総
就学率とも同じように都市部と農村部の格差は激しいです。都
市部においては男女間に差はあるものの両方とも高い水準で
あるのに対し（100％を超えているのは学齢前後の児童も混
じっているため）、農村部、特に女子にいたっては、第一学年
への入学は約半数であり、小学校全体（全6学年）では半数以
下しか学校に行けていません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－４．総就学者における女子の割合（図４） 
初等教育における男女の就学率の平等化は、ミレニアム開
発目標（MDGs）、EFA、そしてニジェール国の教育計画におい
て重要な目標となっています。したがってこの項の最後では、
女子の教育へのアクセスにより焦点をあて、最も簡潔な指標で
ある男女比について見ていくことにします。 
図４は、総就学者における女子の割合を過去7年間にわたっ
て示しているものです。見ての通り、詳細に見ればわずかなが
ら毎年少しずつ改善されているのがわかります。過去7年で見
ると、約2％改善されたようです。 
 

(8 ページに続く) 

ニジェール国民教育省統計情報局で青年海外協力隊員として活動中の井上数馬さんよりご寄稿いただきました。 

図１　総入学率と総就学率
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しかしながら、それではこの割合は他の国と比較してど
のくらいの水準なのでしょうか。表１は2005年におけるニ
ジェールとその他の国の初等教育における女子の割合を
示しています。この表には一般的に、女子の割合が低いと
されるイスラム諸国が記載されていますが、残念ながらニ
ジェールは、特別な事情のあるアフガニスタンの次に低い
水準（41%）となっています。初等教育における男女平等を
いかに達成していくかも、ニジェールの教育分野にとって
大きな課題です。 

 
２．内部効率 
途上国において、いったん入学した生徒たちが自動的
にそのまま6年間過ごし卒業していくということは残念なが
らありません。それはニジェールにおいても例外ではあり
ません。この項では、いったん入学してからどのくらいの生
徒が進級を続け卒業できるのかについて見て行きたいと
思います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記の図５は、2000/01に入学した生徒たちが年を重ね
るに連れてどのくらいの割合で残り、2005/06に迎える最
終学年の中学校入学資格取得試験にどのくらいの割合で
合格しているかを追ったものです。その図によれば、やは
り入学した以降も、女子の方が留年や退学する割合が少
しではありますが多いと考えられます。全体的には毎年ほ
とんど同じ割合で減り続け、留年、退学なしに小学校6年
生に達する生徒は入学した生徒の中で69%しかおらず、さ
らに最終試験を突破して中学校への進学資格を得られる
のはわずか25%のみとなっています。無試験で自動的に進
級できるにも関わらずこれだけ減り、さらに最終学年に達

しても多くが中学に進学する学力が身についておらず、進
学資格を取得できないでいると言えます。最終学年の留
年率は最終学年に達した生徒の中の18%で、これらの生徒
たちは最終試験に合格するため、もう一度最終学年に留
年してやり直しています（表２）。 

  
 
まとめ 
アクセスと内部効率について見てきましたが、総合する
と以下のようなことが言えます。 
ニジェールの子どもの初等教育への参加率（アクセス）
は毎年着実に拡大しています。しかしながら、男女別で見
るとその格差は非常に大きく、国際的にも女子の割合が非
常に低く大きな改善が必要です。入学率における格差が
その後の就学率や修了率にもそのまま残ることから、特に
入学時点での男女格差をなくす努力が第一に必要で、そ
れが小学校全体の男女格差の解消に最も効果的だと考え
られます。また入学してからも女子の方が留年や退学する
率が高いので、入学した後のフォローも必要となってきま
す。そしてさらに、特に地域格差が激しいニジェールにお
いては、農村部の就学率や男女格差をどう改善するかが
全国の値を改善するポイントになってくると考えられます。 
そういった意味で、就学率が8州のうち2番目に低いザン
デール州で、2006/07年度から2007/08年度にかけて行わ
れた女子就学促進キャンペーンや連携フォーラムは、国
全体の政策や方針という観点から見ても妥当で非常に意
義のあるものだったと言えます。 
 次号後編は、最も基本的な教育インフラである学校と教
室、そして教員について見ていきたいと思います。就学率
を上げようとする中、どのくらいのペースで学校や教室が
建設され、誰がどのくらい建設費用を負担しているのか。
また、教員の需要と供給はバランスよく行われているの
か。そしてそれはどのような政策の下で進められているの
かについて紹介していきます。お楽しみに。 
 

青年海外協力隊  井上 数馬 
 

主要参考文献：（文中特に出典の記載のないもの） 

Niger Ministère de l’Éducation Nationale (2001, 2002, 2003, 2004, 2005, 

2006, 2007), Statistiques de l’éducation de base: Annuaire 2000/01, 

2001/02, 2002/03, 2003/04, 2004/05, 2005/06, 2006/07   

 

引用参考文献： 

UNESCO Institute for Statistics (2007), Global Education Digest 2007: 

Comparing Education Statistics across the World 

 

筆者紹介： 

2007年3月より青年海外協力隊（18年度３次隊統計隊員）としてニジェー

ル国国民教育省統計・情報局に配属。就学前教育、初等教育、識字教

育に関する統計の調査、情報処理、分析の一連のプロセスにおける改善

と情報の有効化を目指し、日々ニジェール官僚と共に汗を流す。ロンドン

大学教育研究所にて修士号（教育計画・経済）。 

表１　女子の割合/国際比較(2005）

ニジェール 41% スーダン 46%

ブルキナファソ 44% エジプト 47%

マリ 43% イラク 44%

セネガル 49% アフガニスタン 36%

出典：UNESCO Institute for Statistics （2007）

表２　留年率と退学率

留年率

(全体)

留年率

（最終学年）

退学率

（最終学年

含まず）

男子 4.8% 17% 6.6%

女子 5.1% 19% 8.1%

全体 4.9% 18% 7.2%

寄稿：統計から見た教育の現状 

図４ 総就学者における女子の割

合
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アフリカの多くの国同様、ニジェールにおいてもローマ宣
言、パリ宣言の精神に則って、援助効果向上を目指したプロ
グラム・アプローチ（PBAs：Programme-based Approaches）の
導入、深化が少しずつ進んできています。ニジェールの中で
も、教育分野は比較的早く2003年には教育開発十ヵ年プログ
ラム（PDDE）が出来、これに基づく中期支出枠組み（MTEF）
が策定され、毎年セクターレビューが行われています。PBAs
の導入・深化は財政支援への移行と全く同義ではありません
が、例えばニジェールではEU等の大口ドナーが「コモンファン
ド → セクター財政支援 → 一般財政支援」へと歩を進めよう
とする中、日本、あるいはJICAとしてもこの流れに対応した支
援を行うことが求められています。日本はプロジェクト型援助
の有意性および他の援助モダリティとの補完性を主張する立
場なので、当然プロジェクト型援助である「技術協力プロジェ
クト」の実施がこのPBAsの流れに沿い得るものであること、
貢献できることを財政支援との補完性の面から示していく必
要があります。 
このような新しい援助アプローチと旧来のシステムとの

ギャップに日々頭を悩ませている（？）JICA在外事務所のス
タッフ同士の情報交換、またJICA本部の援助協調担当部署
（企画調整部）へ現場の状況をフィードバックする場として昨
年度より「アフリカ地域援助協調会議」が開催され、今年度は
2月12-13日の2日間の日程で、パリのJICA欧州事務所で行
われました。 
このようなアフリカ域内でのネットワーク構築といった趣旨も
強い会議ですので、日程の中心は各参加者からの発表で
す。私は今回、「SWAPsの中での技術協力の役割について－
技プロみんなの学校を例として－」というタイトルで発表を行
いました。アフリカの中でも援助協調の進展具合は様々で、
一般的に東南部の英語圏アフリカに比べて中西部の仏語圏
アフリカではその進展が遅れています。中でもニジェールは
一般財政支援が開始されておらず、またドナーコミュニティー
の中でも技術協力締め出しの動きも決して強くはありませ
ん。そのため、ニジェールから発信するとすれば、セクター・
ワイド・アプローチ（SWAPs）が比較的進んでいると言える教
育分野、またその教育分野の中で存在感を示している「みん
なの学校プロジェクト」を取り上げることは必然的でした。 
今回行った発表のポイントは、教育開発十ヵ年プログラム
（PDDE）の実施過程において、「みんなの学校プロジェクト」で
行ってきたCOGES政策への支援がどの位置にあり、どのよう
に貢献しているのか。また、貢献しているのであればその要
因は何であるか、ということでした。PDDEでは、基礎教育に
関して総就学率を2012年には70％まで引き上げることを目標
に、アクセス、質と並んで学校運営への地域の参加促進を通
じたマネージメントの改善が目標とされています。「みんなの
学校プロジェクト」の第1フェーズはこのマネージメント改善の
ため既に枠組みとしては存在していたCOGES政策の実施を
機能させることにあったわけですが、結果的にPDDEへの貢
献は明らかで、2007年に行われたPDDEの年次レビューの報
告書を読むと、「COGESに関しては目標がほぼ達成されてい
る」と書かれています。ではこの貢献の要因は何だったのか。
このようなインパクトのある成果の要因は、PBAs、SWAPsが
進んでいるいないに関わらず、「日本の技術協力の有意性と
は？」ということを常に問われているJICA関係者にとって非常

寄稿：技術協力の有意性 

  

に興味のある点です。今回の発表では、最後にまとめと問題
提起として以下の点を参加者に投げかけました。 
● 適切なテーマの選定、またセクタープログラムの動きを常
にフォローし、先を読んで活動を行う専門家の意識・努力
によりSWAPsの中で技プロ「みんなの学校」は有効に位
置づけられている。 

● 「みんなの学校」のようにプログラムへの整合性、また成
果、費用対効果を示すことができれば技協の存在価値は
あり、セクター目標達成に貢献する可能性はある 

● 中央行政機構全体のキャパシティの低さ、非効率にどう
アプローチするのか？ 

 
果たして参加者からはどのような反応があるのかあまり予想
もできなかったのですが、質疑応答の中で、「関係者皆が
SWAPsを意識して事業を行うこと、そのためにはアドバイザー
型等の専門家が常に相手国政府やパートナーとの情報交換を
行い、根回しやアピールが必要であること」、について特に認
識が共有されたように思います。また、このような実際の現場
の経験に基づいたプロジェクト型援助の有意性の議論につい
ては今後とも発信、情報共有していくことが求められました。 
私個人としては、PDDEに直結する成果を効果的に示すため
の努力を行ってきたことも、「みんなの学校プロジェクト」が
PDDEへ貢献していることを示すための大きな要素であったか
と思います。JICAの事業は、基本的に先方政府のプログラム
との整合性が事前評価の時点で必ず確認されることとなって
おり、その意味では整合性は極端に言えばどのプロジェクトも
取れていることになります。その上で、事業の成果が相手国、
また他のパートナーからプログラムの成果に直結すると認めら
れるものであることは非常に重要で、他の技術協力においても
案件形成の時点から意識すべき点かと思います。 
今後、ニジェールでもPBAsが進み、財政支援の割合が少な
くとも今よりは増えてくることが予想されます。今回の会議にお
いて、既にこの動きが進んでいる各国からの発表は将来のニ
ジェールの姿を想像する上でも、とても興味深いものでした。
例えば最も進んでいる国の一つであるタンザニアでは、既に一
般財政支援が援助全体の４割を占め、日本も借款、無償でそ
の3.4％程度を担っていますが、タンザニアの初等教育分野で
は従来からあったバスケットファンドを取りやめ、全て一般財政
支援にシフトし、その結果として教育省がセクターレビューに対
して非積極的になってきている（セクターレビューが資金の動
向に直結しないため）現状があるようです。一般財政支援への
完全なシフトがセクタープログラムの成果達成にどのような影
響をもたらすのか？ もしかすると数年後には技術協力の補
完的な役割が改めて見直されるのではないかと思います。 
現在国民教育省では中央の機構改革が進行しているところ
です。一方「みんなの学校プロジェクト」は現在第2フェーズの
活動でCOGESがアクセスや質の改善に資することを成果で示
すためにプロジェクト・チーム一丸となって邁進中です（みんな
の学校だより第18号参照）。将来的にニジェールにおいて
PBAsが拡大・深化した暁に、このような技術協力で示された成
果を国民教育省が自らの意思で遂行していけるような中央政
府のリーダーシップを期待したいと思います。 

 
JICAニジェール事務所  奥本 恵世 

JICAニジェール事務所員の奥本恵世さんよりご寄稿いただきました。 
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留学当時、大学でアフリカの政治体制

について行われていた議論は、「アフリ

カはその部族主義の伝統、社会的な背

景から、複数政党制は適しておらず、

民主主義は育たない」であるとか、「ア

フリカにおける独裁制は、政治的安定

には必要である」など、アフリカの後進

性や特殊性を強調するものが多かっ

た。確かに1980年代の終わりまで、アフ

リカの多くの国が独裁者、単一政党や

軍部によって支配されており、複数政

党制が機能している国はほとんどな

かった。だからと言って、アフリカに民

主主義が似合わない、あるいは、適さ

ないという議論は極論であるとその当

時から感じていた。村の中に暮らしては

いなかったが、近くで見ていて、果たし

て、アフリカの伝統的な指導者を長とし

た制度に、すべての村民が満足して暮

らしているのか、あるいは、自由に自分

の意見を言えないことに対してそれをよ

しとしているのか等いろいろな疑問が

あったし、「複数政党制を導入すれば、

部族や地域を背景とした政党が乱立

し、収集のつかない混乱に陥る」という

議論に対し、疑問を持ち続けてきた。問

題は、複数政党制そのものではなく、そ

の導入の仕方なのではないか、という

のが私の見方だった。しかし、その当

時、私の意見を実証する例はなく、沈

黙を守るしかなかった。しかし、1990年

前後から、アフリカ諸国で複数政党制

が導入され、今もその体制が維持され

ている国も多い。アフリカの独裁体制

は、部族主義や地域主義を利用した為

政者やその為政者を結果的に支援した

冷戦構造によって持されてきたと見るこ

とが妥当ではないのだろうか。ただ、こ

こで忘れてならないのは、アフリカ諸国

の民主政権の誕生という歴史的な流

れに取り残され、もっとも平和だと言わ

れていたリベリアの迷走が続いたこと

だ。その理由は、多くあげられる。しか

し、根本的に、リベリアは、1980年以

前、安定した独立国ではあったが、

けっして民主的な国家ではなく、民主

的な風土も育っていなかったことが問

題だったのだと思う。なぜなら、複数政

党制、あるいは民主主義体制を本当

に支えるのは、人々の中に根付いた

民主主義であり、独裁者や政党の民

意を操るためにうそを見破ることがで

きる「教育」を受けた人々であるからで

ある。 

 

ニジェールは政変を繰り返し、独裁体

制が続いてきたが、今後再び長期の

独裁制に逆戻りすることはないだろう。

なぜなら、自分たちの意見が反映され

る組織を持った人々が、独裁制を支持

することはなく、その民主的な雰囲気

の中で、教育を受けていく子どもたち

がこの国の未来を作っていくからだ。

全国のCOGESを設置するためにニ

ジェールのほとんどの村で行われた民

主選挙の導入は、本来の目的以上

に、人々の意識を変え、村の権力構造

にインパクトを与えた。そしてCOGES

やCOGES連合を通した住民が参加し

た教育開発は、その困難な現状を打ち

破り、新たな世代を生み出すだろう。 

 

今でも遠くから聞こえてくる雷の音を聞

くと、リベリアのことを想う。そして、今

度こそ、本当の発展を平和と安定の中

で達成していってほしいと心から願わ

ずにはいられない。（H) 

 

編集後記 

リベリアでは、いつでも雷の音を聞い

ていたような気がする。部屋の中にい

て稲妻が見えなくても、空気を少し震

わせながら、その音は伝わってきた。

雨が降らず、雷鳴が聞こえない時で

も、私が交換留学生として勉強してい

た大学は、首都モンロビアから車で4

時間くらい走ったジャングルの高台の

ようなところにあったから、緑の地平線

のかなたにかかった雲を、稲妻が浮か

びあがらせていたのがよく見えた。 

 

私がリベリアの留学から日本に帰った

翌年の1980年にドウ軍曹のクーデター

があり、長く政権を独占していたアメリ

コライベリアン（アメリカから移住した解

放奴隷の子孫）の政権が転覆した。私

の居た頃にも、生活必需品に値上げ

に端を発した暴動が、首都のモンロビ

アでときどき起っていた。アフリカ政治

が一応その大学での専攻だったのに、

住んでいる国の政情には、まったく疎

かった。リベリアに着く前に聞いたアフ

リカでもっとも安定して安全な独立国と

いう話を頭から信じていて、暴動も一

時的な、民衆の不満の捌け口くらいに

しか思っていなかった。 

 

私が、その話を信じたのもまったく根拠

がないわけではない。リベリアは、アフ

リカの解放奴隷が送り込まれて、現地

人を武力征服し、1847年に独立した国

で、国自体の独立が非常に早く、しか

も、アメリカ経済の恩恵を受け、政治的

安定を享受している国であった。その

他のアフリカ諸国が、1960年前後の独

立以降、政治的に不安定で暴力的な

政権交代が頻発していたのに比べ、一

度もクーデターを経験したことのない

国だった。私が到着したころも、モンロ

ビアの町の治安も悪くなく、他のアフリ

カのイスラムの国とは違ったアメリカ的

な開放感にあふれた国だった。しか

し、1980年のクーデター後、多くの私の

学友や知り合いは、消息をたち、その

後、四半世紀にわたる混乱、内戦の歴

史が続いた。やっと、2005年11月、民

主選挙によるアフリカ初の女性大統領

が誕生した。 

 

遠い雷鳴 
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みんなの学校だより 
vol.20 

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
第2フェーズ 

2008年6月3日発行 
   2008年4月～5月  Vol. 20 

今号のハイライト :  
● フォーラムアプローチ 

● UNICEFとの連携強化へ 

● 学校保健活動の導入 

● 統計から見た教育開発 

● 伊藤さん、お疲れ様でした 

 

タウアでも女子就学キャンペーン開始 

「女子への教育は重要です！もっと地域住民への啓発

活動を行うべきです！」 多くの男性参加者に混じって、

少数の女性参加者の一人がはっきりと意見を発表したの

がとても印象的でした。それは、4月26日、タウア州にて開

催されたCOGES連合フォーラムでタウアの教育の問題に

ついて議論を行っていたときの出来事でした。このフォー

ラムは、44 COGES連合(*1)の代表各2名、44のコミューン

長、州国民教育事務所長をはじめとした教育行政官な

ど、約150名が参加し、タウアの教育全般の問題を話し合

い、解決策を模索するために開催されました。フォーラム

での議論の結果、女子就学における問題が緊急に解決

すべきと決議され、その問題解決のための議論、決議が

なされました。その結果、2008－09年の入学期に女子就

学率を改善するため、「フォーラムアプローチ」を戦略とし

て採用することを決定し、参加した関係者は、各自の責務

を誓いあい、いよいよ女子就学キャンペーンの幕開けとな

りました。 

ザンデール州で、女子入学者の増加、男女格差の改善

で、関係者を驚かす結果を出したこの「フォーラムアプ

ローチ」。このアプローチの特徴は、COGESの動員啓発

能力と、COGES連合のネットワーク力を有機的に結び付

けたところにあります。しかし、なぜ、このアプローチが、と

ても困難だと言われている男女格差の改善に驚異的な力

を発揮するのか、本稿ではその全況をお伝えします。 

 

身近な啓発がキーポイント 

親や保護者に意識変化をもたらす上で、啓発方法やそ

の手法に多くの注目が集まりますが、「誰が住民に対する

啓発を行うのか」に重点を置いている啓発キャンペーンは

多くありません。例えば、国民教育省や多くのドナーが実

施する啓発活動は、州や県に配属されている女子就学監

督官や指導主事等のメンバー、あるいはドナーに雇用さ

れたNGOのスタッフ等でキャラバン隊を結成し、農村部を

巡回するキャラバン式です。この手法は、単発的で継続

性がない上、多くの費用がかかります。しかもこの手法

に、違和感を抱く住民も多いということがわかってきてい

ます。今年1月から2月に短期専門家としてプロジェクトに

赴任した森本専門家がCOGES連合の評価のための、現

地調査を実施しました。その際、ザンデールのCOGES連

合や地域住民に女子就学キャンペーンと以前行われた

キャンペーンの違いに関する質問に対し、「今までの（女

子）就学キャンペーンは、突然知らない人たちがやってき

て、児童を学校に入れるよう話していたので、聞く人はあ

まりいませんでした。それに対し、今回のキャンペーンは、

知っている身近な人々の話なので、女の子を学校に入れ

ることの大切さがよくわかりました」と回答する声が多く聞

かれました。また、啓発活動は、COGESが開催する住民

総会や戸口訪問のみならず、結婚式、赤ちゃんの命名

祭、女性が集まりやすい井戸での水汲みの時など、「あら

ゆる日常的な機会を利用」していることがわかりました。ど

のように行動すれば具体的な結果につながるか、最も効

果的な解決策を知っているのが、実は住民自身だったの

です。住民自身が啓発活動を考え、行った、そこに成功の

秘訣の一つがあると言えます。 

また、今回のキャンペーンを通じて女子を入学させた母

親へのインタビューでは、「もともと女子の教育の大切さ

はわかっていました。でも、自分の娘を行かせようと思っ

たのは、近所の人もキャンペーンで、娘を学校に送ること

にしたからです」と回答しています(*2)。このように、同じ地

域住民による身近な啓発が良い働きかけとなって、自分

の娘を学校へ行かせるかどうか悩んでいた親の行動変容

につながり、結果としてザンデール州女子就学率の向上

へ結びつきました。 

実は、こうした「身近な人による啓発活動」の有効性

は、ある程度認識されていましたが、同時、組織的にこれ

らの啓発活動を誘発する手法は、どこにもありませんでし

た。それを可能にしたが、COGESとCOGES連合のネット

ワークなのです。 

(2 ページに続く) 

ニジェールの教育シーンを変える「フォーラムアプローチ」 
～ COGESイニシアティブを集約する場へ ～ 

(*1) タウア州の計44のコミューンの内、当プロジェクトの活動対象地域は39コミューンですが、今回は国際NGO、CONCERN等との協力の結
果、全コミューンを招聘することが可能となりました。 

(*2) 当プロジェクト作成、「女子就学促進キャンペーンインパクト調査実施報告書」（2008年5月）より引用 
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個々の活動を集約的活動へ 
～フォーラムアプローチの導入～ 
 過去において、タウア州やザンデール州では、個々の
COGESが女子就学促進活動を実施していましたが、活動
が散発的であったことから、そのインパクトを見ることは困
難でした。この活動を、すべてのCOGESで一斉に実施す
れば、大々的なインパクトを示せるのは間違いなく、その
ためには何をすべきかをプロジェクトは考えました。その手
法として、COGES連合代表や関係者をフォーラムに招き、
住民のニーズをもとに抽出した統一テーマについて議論を
行い、集団的決議を取る方法を導入したのです。この
フォーラムで決定した事項について、参加者であるCOGES
連合の代表が、各地のCOGES連合総会を通じて各
COGESに情報を伝達することになります。つまりは以下の
ような流れになります（図1参照）。 
(1) COGES連合フォーラムの開催 
州内の各COGES連合代表2名及びコミューン長や教
育行政官らが出席する、州レベルのフォーラムを開
催。地域の教育問題を討議後、統一テーマを決定。
テーマに関する問題点の掘り下げ、解決策の協議、
今後の活動にかかる決議（各関係者の具体的な活動
事項等）を行う。 

(2) COGES連合総会の開催 
フォーラム終了後、後日、各COGES連合で連合総会
を開催。フォーラム出席者はフォーラムの報告を行
い、参加者全員でテーマ（女子就学促進キャンペー
ン）について、実施の可否を討議。実施となった場合、
今後の活動計画を討議し、決議する。 

(3) 住民総会の開催 
連合総会終了後、各COGESの代表者は自分の地域
で住民総会を開催し、フォーラムの開催報告、キャン
ペーン実施の可否を議論、実施となった場合、
COGESレベルでの活動計画を策定する。 

(4) 地域住民による活動実施 
テーマ（女子就学キャンペーン）の解決に向けて各
COGESで策定された活動が、地域住民によって実施
（州内のほぼ全地域の網羅が可能） 

こうして、ザンデール州では結果を出すことができました。 
 しかしながら、忘れてはいけないことがもう一つありま
す。それは入学登録者数が増加するだけでは、必ずしも
入学率向上には結びつかないという事実です。 
 

就学児童の受入確保：適切な教員数の配置を目指す 
 教育の重要性は、既に住民の人々に認識されており、
きっかけさえあれば保護者が子どもを学校へ送るはず、つ
まり、就学に対する需要は元々ある、とプロジェクトでは考
えています。 
しかしながら、その受け皿となるべき教室や教員の数は

不足しているのが現状です。教室不足はCOGESの学校活
動計画の「藁葺き教室建設」で解決可能ですが、教員不足
に対処できるのは国民教育省のみです。ニジェールではこ
こ数年、就学者数増加に伴う深刻な教員不足に悩まされ
ています。国民教育省やドナーも少しでも多くの教員を養
成、配置する努力を行っていますが、需要になかなか追い
ついていません。 
そのため、教員の問題を理由に、就学啓発キャンペー

ンを無意味なものとして捕らえてしまう地域住民も出てい
ます。つまり、「受け皿の確保」なしには、せっかくの
COGESの啓発の努力も無に帰してしまうのです。 
このような事態を避けるため、ザンデール州の女子就学

向上キャンペーンにおいて、州国民教育事務所長や視学
官は、COGESの啓発によって増加する入学登録予定者数
の予測を事前に行い、それに見合った教員を新学期に配
置できるよう、国民教育大臣や国民教育省関係者に働き
かけました。また、州国民教育事務所長は適切な教員配
置、特に女子を多く入学させた学校に対して優先的に教員
を配置することを明言し、その結果、入学登録者数前年比

12,000人を受け入れるのに十分
な教員数を確保することができた
のです。 
 このように、COGES及び地域住
民による「啓発活動」と、教育行
政官による「適切な教員数の配
置」の両方が揃って初めて、入学
率向上という具体的な結果につ
ながるのです（図2参照）。 
 
国民教育大臣 
「ぜひ他州でもフォーラム開催を」 
 今年1月にザンデール州で開催
されたCOGES連合フォーラムに
は国民教育大臣も出席されまし
たが、このキャンペーンやフォー
ラムの効果に驚き、機会がある
ごとに国民教育省関係者に対し
て、ザンデール州の結果を語っ
ているそうです。先日、原専門家
が大臣と面談した際、大臣から
「他州からもフォーラム開催の要
請が来ている」と伝えられたそう
です。 

 しかしながら、他州で実施する

(1 ページから続く) 

(10 ページに続く) 

フォーラムアプローチ 

図1： COGES連合フォーラムを利用した情報伝達の仕組み：ザンデール州の例 

COGES 

COGES連合 
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JICA/UNICEF連携強化へ 

  

“本日のJICAとUNICEFの連携協定書署名は、ニジェール国

の就学前教育の発展にまさに結び付くものであります” 

（ニジェール国民教育省事務次官補） 

 

2008年5月6日（火）、気温40度、いつものごとく晴れ―。 

首都ニアメのプードリエ幼稚園の敷地にて、JICA、

UNICEF、国民教育省、就学前教育関係者、NGO、新聞・テ

レビ・ラジオの報道各社、そして幼稚園の子どもたちと総勢

70名が見守る中、みんなの学校プロジェクトとUNICEFがコ

ミュニティー幼稚園の促進において連携することを約束する

協定書の署名が取り交わされました。 

この協定書は、2007年4月に結ばれた前回の連携協定が

目標値をはるかに上回る成

果を残したことを受け、ニ

ジェール国の就学前教育の

発展へさらなる貢献を果た

すため、両者の連携活動の

継続と拡大を定めたもので

す。 

今回の協定書が掲げる目

標とは： 

▸ 両者活動の協働作用により、コミュニティー幼稚園の

将来性のあるモデルを強化する 

▸ 現在から2010年までに、タウア州およびザンデール

州内農村部の就学前教育就学率を上昇させる 

 具体的には、タウア、ザンデールの2州において毎年50

園、2年間で100園の≪COGESのイニシアティブと運営による

コミュニティー幼稚園≫設置運営支援を共同で行うことを約

束したものです。プロジェクトは実施サイト（対象COGES）の

選定とその運営面にかかる支援を、UNICEFは教育面への

支援を担います。 

 

冒頭のニジェール国民教育省事務次官補の言葉通り、今

回のUNICEFとJICAのコミュニティー幼稚園にかかる連携

は、今後のニジェール国就学前教育の発展の鍵を握り、特

に“質を保ったアクセスの拡大”に関しては、今後画期的な

成果をもたらす可能をもっています。 

プロジェクトが支援するコミュニティー幼稚園は、住民ニー

ズとイニシアティブに基づき、園設立、運営のために必要な

すべての資源（財政的、人的、物的）が、住民から「計画的」

に提供され、住民自身により運営されます。その設立・運営

に際して外部からの財政支援は全くない、まさに住民による

100％完全自立運営型のコミュニティー幼稚園です。そのた

め、就学前教育の公的サービスや外部支援が届きにくい農

村部においても広く拡大する

可能性を備えています。この

まさに「住民の住民による住

民のためのコミュニティー幼

稚園」ともいえる園の設立・

運営を可能にするために、プ

ロジェクトは、住民への能力

強化等の技術支援を行って

きました。 

2006年にわずか3園、262名の園児からスタートしたJICA

みんなの学校プロジェクトによるコミュニティー幼稚園支援

は、この2年間の間でスタート時の17倍の数の園が設立さ

れ、就学児童数は13倍に上昇するまでとなっています。現在

の50施設、3千名を超える就学児童数は、ほぼ全ニジェール

の就学前教育就学児童数の10％に相当します。今回の

UNICEFとの連携協定書においては、今後2年間で少なくとも

100園の増園（合計150園）を支援することが予定されてお

り、その結果、2年後には当該コミュニティー幼稚園の裨益児

童数は１万人を超える見込みです。 

初等教育が優先分野であり、就学前教育に大きな投資が

期待できない、しかもアクセスの低さが深刻なニジェール国

就学前教育分野にとって住民による完全自立運営のコミュ

ニティー幼稚園は、「アクセスの拡大に革命的な改善」をもた

らす切り札となります。 

今回のUNCIEFとの連携により、就学前教育の質の改善

に多くの経験と知見を有するUNICEFが、プロジェクトが支援

するコミュニティー幼稚園の保育者研修や教育活動支援を

担うことになります。これにより、住民による完全自立運営の

コミュニティー幼稚園においても、国際的な就学前教育の質

が確保でき、質の高い教育を提供する、住民のニーズに

そったコミュニティー幼稚園の実現が可能となりました。 

つまり、UNICEFとJICAのコミュニティー幼稚園にかかる連

携は、「就学前教育の質を保ちつつアクセスの大幅拡大を果

たす」を可能にしたのです。 

 

学校活動計画担当専門家  影山 晃子 

JICAみんなの学校プロジェクト／UNICEF 

連携協定書署名式開催 
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寄稿：学校保健活動の導入 

  

WACIPACとニジェール 
こんにちは。ガーナで実施中の「国際寄生虫対策西アフリ

カセン ター（WACIPAC）プ ロ ジ ェ ク ト」（注）の粟澤です。

WACIPACではニジェールを含む西アフリカ諸国の教育省・

保健省の対策官を招いた研修会の開催と、研修参加者が自

国での寄生虫対策を目指した学校保健活動を開始する際の

支援を実施しています。ニジェールでの活動を考えるため

に、研修終了者と共に学校保健活動の現状を把握するため

の検討会を開くことにしました。 

 

第1回学校保健会議 
ニジェールの学校保健活動の現状を把握する目的で、国

民教育省の学校保健推進室（BSS）を中心に、各州の学校

保健担当官や支援団体を交えて、学校保健活動に関する検

討会を開いたところ、授業時間割には保健衛生の授業は無

く、保健教育活動の実施は困難との発表があり、学校保健

活動はドナー支援により実施されてはいるものの、国家的な

計画は無く、また、BSSが独自に計画・実施している活動は

ない状況でした。 

一方で、青年海外協力隊（JOCV）グループ派遣「ドッソ学

校保健グループ」による保健教育活動が実施されておりまし

たが、限定された学校に人的・資金的投入がなされており、

そのままでは全国的な展開は難しく、また、すばらしい保健

教育教材が開発されてはいても、前述のとおり、保健教育授

業は課外活動等の限られた時間での実施となり、教材が活

用できないというのが現実でした。 

 

学校保健活動の導入手法 
それでは、できる限り人的、資金的投入を抑えてできるこ

とは何でしょうか？ 

学校保健推進室（BSS）の企画による学校保健活動を検

討した結果、教師自らの自己評価によって学校保健の問題

を認識させること、その認識に基づき改善活動が開始される

ことを意図して、以下の活動を実施することに決定しました。 

 

▸ JOCVの保健教材と活動実例を統合・簡易化して、「学

校環境衛生状況自己診断用紙」と「活動事例集」（問題

解決のためのガイド）を作成し、学校に配布する 

▸ 校長および教師がこの配布をきっかけに学校保健活動

を開始しうるのか観察する 

 

この狙いは、投入過多の逆を行くもので、WACIPAC周辺

国支援の限られたリソースというデメリットを逆手にとって、

“最低限の投入でどんな活動が生み出せるものか試してみ

よう”というものでした。同時に、試行実施地域の学校保健の

状況調査ができ、また、その手法がニジェールC/Pの身につ

くことも狙いでした。 

自己診断に基づく学校保健活動導入の試行 
2007年に実施された「学校の環境・保健活動の自己診断

に基づく学校保健活動導入」の試行実施地区として選定され

たのはティラベリ州でした。試行活動の流れとしては、まず州

国民教育事務所による説明会が招集され、各県視学官へ活

動実施方法の説明と各種資料の配布がなされました。その

後、視学官から各指導主事へ、そして指導主事から各学校

へ、同様の説明と資料配布が順を追って行われました。 

前述の視学官対象の説明会において州国民教育事務所

長は、「学校保健・衛生の視点は昔から重視すべきものと考

えられているが、同時に忘れがちな部分でもある。衛生面の

啓発活動は新しい試みではないが、その成果、つまり、学童

の行動変容を促すことが重要であり、これは教育の質の普

遍化にも寄与する。その意味で、教員たちが忘れられがちな

教育の側面を思い起こすよい機会となるだろう。また、このよ

うにコストのかからないアプローチを実証することは大切」

と、視学官に対して適切に説明していることからも、国家プロ

グラムの試行として理解されていると思われました。 

 

試行の結果 
本試行はティラベリ州の全小学校（1,976校）を対象にしま

したが、各学校で実施された改善活動を調べることで実施可

能な活動を明確化する目的で、直接観察による実施状況確

認調査を30校で実施したところ、2ヶ月間の短い観察期間で

はありましたが、“学校環境衛生状況自己診断用紙と活動

事例集の配布というきわめて簡単な活動にもかかわらず、

多くの学校で改善活動が開始・実施された”という結果が得

られました。 

結果からわかるように、全ての項目に於いて改善が観察

されており、何らかの改善活動を導入するという目的は達せ

たようです。この手法では、掃除回数の増加やごみ箱・ごみ

袋の設置といった、資金を必要とせず意識の向上のみで実

ニジェールにおける学校保健活動の導入 

表： 2回の観察により改善が見られた学校の割合（30校中） 

教室 校庭 トイレ 衛生活動 行動変容 その他 

23 

(77%) 

16 

(53%) 

12 

(40%) 

16 

(53%) 

14 

(47%) 

10 

(33%) 

ガーナ「国際寄生虫対策西アフリカセンター（WACIPAC）プロジェクト」の粟澤俊樹専門家よりご寄稿いただきました。 

注： WACIPACプロジェクトの活動は、以下のウェブサイトでより詳しくご覧いただけます。 

▸ ホームページ（英文・仏文）： http://www.wacipac.org/ 

▸ プロジェクト概要（和文）： http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWVDocSearchX/7290b90b17911ef2492573a7002515a5?OpenDocument#_Section5 

＜活動前＞のトイレ ＜活動後＞のトイレ 
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寄稿：学校保健活動の導入 

  

西アフリカにおける寄生虫感染症の現状 
回虫などの腸管寄生虫と住血吸虫は途上国を中心に

世界中で20億人が感染しており、内訳は回虫に感染して

いる人口が14億5千万人、住血吸虫に感染している人口

が2億人等と推定されています。西アフリカも例外ではな

く、就学児童を中心に高い罹患率が報告されています。

重度の腸管寄生虫感染が持続すると、貧血・栄養失調か

ら学習能力の低下が認められると言われており、全ての

学童に対する便検査と駆虫の実施は教育セクターにおけ

る重要な課題です。 

一方で、これまでの各国の寄生虫対策は、主に保健セ

クターによる寄生虫ごとの縦割りプログラムであり、教育

セクターとの連携はほとんどなされておらず、そのための

人的資源と情報が不足しているのが現状でした。 

 

途上国での寄生虫対策 
世界保健機関（WHO）によると、寄生虫対策には以下

の3つが実施されることが必要とされています。 

1. 定期的薬剤治療 

2. 保健教育 

3. 衛生状況改善 

このうち、定期的薬剤治療は寄生虫病による病態を改

善する直接的な対策であり、保健教育と衛生状況改善は

感染機会を減少させることで、直接的な対策を補強する

間接的な対策手法です。 

WACIPAC参加国における寄生虫対策の進行度は

様々であり、状況に応じて上記対策手法を学校保健活動

やPHC活動を活用して実施しています。 

直接的な対策活動が開始されていない場合は、費用

対効果の高いとされる定期的薬剤投与が国家的に実施

されるよう、関連諸機関同士の活動連携を支援します。こ

の協議において、教育省と保健省との協調を支援して、

学校保健活動（Heath Promoting School）による寄生虫対

策を導入させ、また、治療による病態対策のみならず、こ

の効果を持続させるために感染の機会を減少させるため

の保健教育が組み込まれた国家対策となるように計画し

ます。 

定期的薬剤治療による対策が開始されている国では、

感染の危険度を減少させるために感染力を持つ寄生虫

の摂取・接触をいかに防ぐかを考え、寄生虫自体を制圧

するための包括的な対策の導入を進めなければなりませ

ん。再感染を減少させかつ対策を長期間継続させるため

には、住民自身が寄生虫疾患対策の重要性を認識し健

康的な生活習慣を形成する必要があります。 

このような展開により、対策効果がより持続されること

のみならず他の感染症も抑制され、社会開発への貢献

が期待できます。また、上記の間接的対策により、糞便

処理が不十分であることが原因である他の疾患（下痢性

疾患など）の対策にも貢献できます。  （粟澤） 

 施可能な、簡単な改善活動が引き起こされるに過ぎませ

んが、衛生観念の定着という意味では重要な一歩であ

り、また自らの力で改善活動を開始するという習慣づけに

も有効だと思われます。 

一方で、掃除用具（バケツ、ほうき）や手洗用具（ジョウ

ロ、石鹸）の購入など、初期投資および継続的な資金が

必要となる改善については、学校運営委員会（COGES）ま

たは保護者会の支援を得て実施している学校がありまし

た。 

したがって、自己評価用紙の配布により、今まで普通と

考えていた状態に意識を向け、問題と再認識させること、

さらに活動事例を提示することで、「これをしなければなら

ない」という政策的な意思がしっかりと伝達されるなら、実

施可能な活動を促進することができそうです。 

「問題の意識化」と「政策的方向付け」のツールを用い

た今回の手法が、継続的により大きなインパクトを生み出

すためには、COGESまたは類似の組織を巻き込み、学校

での活動状況や衛生状態の報告を定例化することによ

り、学校間または地域間での競争意識を促すことが考え

られています。 

 

学校から地域へ 
学童は、学校において便所使用・手洗い習慣などの行

動変容を促されていますが、家庭においては従来の習慣

に戻らざるを得ないという矛盾した環境に身を置いていま

す。この矛盾を解消するためには、家族、地域住民の保

健衛生への理解が必要不可欠となります。また、保健セ

ンターは各地域に1箇所あるかないかですが、学校は必

ず複数存在し、地域住民にとって一番近くに存在する政

府組織でもあります。住民組織ともいえるCOGESを巻き

込み、学校から地域へと保健活動を発信していくことで、

保護者や家庭における環境改善を促し、ひいては、地域

保健の向上も期待できると言えそうです。 

 

「みんなの学校プロジェクト」への期待 
WACIPACプロジェクトは2008年12月で5年の協力期間

を終えることになります。BSSが独自にでも実施できる活

動として試行をおえた「学校の環境・保健活動の自己診断

に基づく学校保健活動導入」は、本年度の支援活動で全

国的な展開を計画しています。EPTの活動実施地である

タウアとザンデールにおけるCOGES連合を介しての導入

や、学校間または地域間での継続的なモニタリングの試

行など、原チーフアドバイザーをはじめとする関係者の

方々と情報共有し、いろいろなご意見を頂いた上で、さら

に今後の方向性を練り上げていきたいと思っています。 

 

国際寄生虫対策西アフリカセンタープロジェクト 

粟澤 俊樹 

＜解説： 途上国における寄生虫感染症の現状と対策＞ 
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はじめに 

前号の前編では①入学率や就学率を使った初等教育へ

のアクセスと②進学率、留年率、退学率、修了率など生徒

入学後を追った内部効率に関して報告しました。今号の後

編では、③教育の基本インフラとも言える学校や教室と④教

室において授業を実際に担っていく教員に関してニジェール

ではどうなっているのかを、統計を用いて見ていきたいと思

います。就学率は着実に増えていますが、その背景で学校

数や教員数はどのように変化し、どのような政策の下でそれ

らが供給されているのでしょうか。 

 

３． 学校 

３－１． 学校数（図6） 

学校は教育の基本インフラです。学校がなければ生徒が

集まる場所もなく授業も行えません。そう言った意味で、学

校の整備は教育を普及させる際、最も初段階に行われる必

要不可欠なものといえます。 

図6はニジェールにおける近年の学校数の推移を表して

います。全体的に学校数が増え続けているのが一見してわ

かります。そしてさらにその図からが示しているのは、90年

代は少しずつしか学校数が伸びず緩やかな増加カーブしか

描いていないのに対し、2000年代は増加のペースが速くな

り急速に数が伸びています。2006年には9490校に達しまし

たが、1996年の3063校、2000年の4904校から比べれば、学

校数はここ過去10年の間で約3倍、ここ過去6年の間で約2

倍になっています。これらは言い換えれば、ほんの数年前ま

では今の2分の1、3分の1くらいの規模でしかなく、それ以前

は、学校はほとん

ど増加していなかっ

たにも関わらず、こ

こ近年だけで学校

が急速に増加して

いるということで

す。これはニジェー

ルが近年教育の普

及にようやく本腰を

入れ、就学率向上

にむけて取り組み

始めたということを

示しています。 

 

３－２． 1教室あたりの生徒数（表3） 

それでは次に、現在学校また教室の供給は一定の教育

の質を確保する意味で十分行われているのでしょうか。近

年、他のサブサハラアフリカ諸国では急激なアクセスの増加

により学校や教室が十分に供給されていないところもあるよ

うですが、ニジェールではどうなっているでしょうか。 

 表3は、1校あたりの（使われている）教室数と1教室あたり

の生徒数を表しています。その表によると、ニジェールでは

平均で1校あたり約3教室あり、1教室には約42.8人の生徒が

いるようです。1校あたり約3教室と言うのは、必ずしも1つの

学校にすべての学年があるわけではなく限られた学年しか

ない、もしくは1つの教室に2学年以上が混ざって勉強してい

ると言うことです。学校ができたからと言っても、ニジェール

では必ずしも必要数の教室が備わっているとは限りません。

そして、1教室あたりの生徒数約42.8人に関しては、教育の

アクセスの拡大を目指し進行途中のサブサハラアフリカ諸

国の水準を考慮すれば、国全体としては悪い数ではありま

せん。ただニジェールにおいても、都市部と農村部、学年

（退学等に伴い高学年ほど生徒数は少ない）、教室の種類

によって教室内の人数がまったく違うなど、それらによる人

数格差は依然としてあるようです。 

 
 

３－３． 教室の種類と建設者（表4、表5） 

ニジェールでは、様々な種類の教室があります。それらは

大きく分けると、コンクリート加工・ブロック、土、わらの教室

に分けられますが、それぞれ56％、5％、38％（不明2％）の

割合でそれらの教室が建設されています（表4参照）。 

 
またそれらの教室の建設者は、表4が示すとおり、34％が

教育省、15％が援助機関・NGO等、39％が保護者の分担

金、6％が地方行政機関等（不明6％）です。表4と表5を照ら

し合わせてもわかる通り、教育省や援助機関または地方行

政機関が作る教室は大抵がコンクリート加工やブロックでで

きており、保護者の分担金で作られたものは大抵わらででき

ています。当然保護者たちがお金を少しずつ出し合って建

設するわけですから、これらはわらでできた安い教室になり

ます。しかしながら、39％の教室が保護者の負担で建設さ

れているという事実は、国（教育省）、もしくは援助機関等に

よる供給が需要に追いついていないことを示唆しています。

この分担金を集めている各学校の保護者会及び母親会の

役員は民主的に選ばれると共に、学校運営委員会

（COGES）委員6人のうち4人はそれらの委員会から選出さ

れ、COGESとは密接に関わっています。学校現場にある

COGESが、学校のニーズをよく汲み取ると共に必要なもの

を補完していく機能は、教室の供給という問題においても大

きな役割を担っています。 

 
 

 

表3　1校あたりの教室数と1教室あたりの生徒数

1校あたりの(使われている)教室数 3.0

1教室あたりの生徒数 42.8

　　　　　　　表4　教室の種類とその割合

コンクリート 土 わら 不明 合計

割合 56% 5% 38% 2% 100%

　　　表5　財政負担者別の教室建設数とその割合

国

（教育省）

援助機関、

NGO等

保護者の

分担金

地方行政

機関等
不明 合計

割合 34% 15% 39% 6% 6% 100%

寄稿：統計から見た教育の現状 

前号に続き、国民教育省統計・情報局で青年海外協力隊員として活動中の井上数馬さんよりご寄稿いただきました。 

図6　学校数
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４． 教員 

４－１． 教員数（図7） 

もう1つ学校教育に関して考慮しなければならない重要

な要素は教員です。教員が十分にいなければ授業を行う

ことはできませんし、教員の質は大いに授業の質、生徒が

学べることの質に大きく影響してきます。 

図7は2000年から2006年までの教員数の推移を総数と

男女別で表しているものです。教員の総数に関しては、

2000年の約15000人から毎年伸び続け、2006年は約

31000人にまで達しました。教員数もここ6年において約2

倍になっています。2006年における教員1人あたりの生徒

数は40人ですが、これもサブサハラアフリカ諸国の水準か

らすれば、悪い水準ではありません。また女性の教員も増

加し、2000年の女

性の教員の割合

は33％であったの

に対し、2006年に

は43％になり教員

における男女格差

は減少してきてい

るようです。これは

女子生徒への配

慮という観点から、

また女性の学校教

育への社会参加と

いう観点からも重

要なことです。 

 

４－２． 地域別の教員数（表6、表7） 

 全体的に教員の供給は一定の水準で行われているのは

わかりましたが、教員の配置はどうでしょうか。以下地域

別に、均等にバランスを取り行われているか見ていきま

す。まず教員1人あたりの生徒数を見ると、農村部41人、

都市部38人となり、わずかに都市部の方が少ないものの

平均的にはあまり差はないようです（表6）。 

 しかしながら地域別に配置されている教員の男女比を見

ると、農村部は全教員のうち男性70％、女性30％、都市部

は男性27％、女性73％とそれぞれなっています（表7）。つ

まりこれは農村と都市間において、必要とされる教員の配

置は比較的均等なものの、男女別の配置はまったく逆と

言っていいほど不均等に行われているということを意味し

ています。この理由としては、ニジェールで教員になれるく

らいの比較的高学歴とされる女性は都市部にいる可能性

が高く、電気や水がないような農村部に、またセクハラ等

を恐れて、単身赴任ができない、行きたがらないなどがあ

り、女性を都市部に配置せざるを得ない背景があるそうで

す。全体的に女性の割合が増えてきたといっても、農村部

と都市部の間には依然男女の割合において大きなばらつ

きが見られます。  

４－３． 正教員と契約教員の割合（図8） 

 また教員の雇用形態、正教員と契約教員の割合も、ここ

数年で大きく変化しています。図8は正職教員数と契約教

員数の変移を示していますが、2000年には約12000人いた

正教員は毎年減り続け2006年には約6500人に、また約

2500人しかいなかった契約教員は約23000人にまで達しま

した。そして割合も約17％だった契約教員は、78％まで占

めるようになりました。これは急速な学校建設や生徒の増

加に伴い、それらに対応するために行われているもので、

多くの教員を低待遇な契約教員という雇用のままにして、1

人当たりのコストを抑え、教員数を増やそうというもので

す。しかしながら、正教員の雇用が増えないことや、契約

教員の給与がなかなか払われないことから、頻繁に契約

教員によるストライキが行われ、学校の授業の質に大きく

影響してきています。また教育省は、教員学校へのコスト

を抑えると共に教員数をスムーズに確保するために、2001

年に教員養成校の期間を2年間から1年間にするという政

策を始めました。しかしながら休みの期間などを含めると

実質はそれ以上短くなり、十分な授業時間を確保できない

ことから2008年の

10月から2年間に

戻すことになるそ

うです。生徒が毎

年ますます増えて

いくなか、ニジェー

ルでは十分な教

員の確保をいろい

ろ苦労しながらも

行っているという

のが現状です。 

 

まとめ 

 現在、国の教育10ヵ年計画に則り就学率を着実に伸ば

し、初等教育を受けられる子どもたちを増やしている一

方、教育システムを支える学校や教員の総数は今のとこ

ろ一定レベルで供給し続けています。しかしより細かく見て

みると、学校や教室に関しては、政府に十分な財政がない

という理由から、COGES・保護者会を中心とした保護者の

分担金により何とか必要な教室数を補充しているという現

状です。また教員に関しても、歴然とした地域別な男女配

置格差が存在し、雇用体系に関しては契約教員ばかりを

増やしているという現状です。このほかにも紹介しきれな

かった問題は多々あり、乗り越えていかなければいけない

ものはたくさんありそうです。しかしながら、すべての子ども

が教育を受けられるように、ニジェールの教育開発は始

まったばかりですが着実に前に進んでいます。これからも

この進展を止めないよう、みんなの学校プロジェクトをはじ

めオールジャパンでニジェールの教育開発を脇から支えて

いければと思います。 

 

青年海外協力隊  井上 数馬 

 
主要参考文献：（文中特に出典の記載のないもの） 

Niger Ministère de l’Éducation Nationale (1995 - 2007), Statisti-
ques de l’éducation de base: Annuaire 1994/95 - 2006/07  

寄稿：統計から見た教育の現状 

図7　教員数
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図8　正教員数と契約教員数
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表7　教員の男女比（地域別）

農村部 都市部 総計

男性 70 27 57

女性 30 73 43

表6　教員1人あたりの生徒数

農村部 都市部 全体

41 38 40
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ならば、幾つかの点に留意する必要があります。まず1点

目は、COGES連合のネットワークの存在です。タウア、ザ

ンデール州以外ではCOGES連合がまだ設置されておら

ず、他州でフォーラムを開催しても、COGESにまで適切な

情報が伝達されない恐れがあります。但し、今年末から、

プロジェクトの活動として、タウア、ザンデール州以外の全

州においてCOGES連合設置のための研修が予定されて

いることから、連合が設置された州については、来年度の

入学キャンペーン実施及びフォーラム開催が可能となる条

件は揃います。 

2点目は、キャンペーン実施と同時に適切な教員数の配

置が必要である点です。この点について、教育省関係者

の認識度は残念ながら低いように思えます。前述の通り、

教員不足は深刻な問題であり、全体の教員数を増加させ

ない限り、キャンペーンを各州で実施したものの、州ごとで

教員確保の争いとなり、その結果、適切な教員数が確保

できずにCOGESや地域住民によるキャンペーンの努力が

水の泡と帰してしまうことも考えられます。このフォーラム

アプローチの明暗が、実は自分たちの手中に委ねられて

いると教育省関係者が自覚し、十分な教員数が確保でき

るようになるまでは、全州にて同時にフォーラムを開催す

ることは困難と思われます。 

国民教育省や他ドナーが効果的かつ必要性の高いと思

われる活動を選択、集中的に予算化すれば、結果は自ず

と出てくるはずです。タウア州での女子就学キャンペーン

を通じて、「就学率向上、男女格差解消」という結果を出す

ためには、国民教育省がどの活動に焦点を当てるべきな

のか、そんな問いかけができればと思います。 

 

能力強化／業務調整担当専門家 中澤順子 

(2 ページから続く) 

フォーラムアプローチ 

図2： 入学率の向上に必要な条件 

速報 ： 着実に拡がる「みんなの学校」 

 
マリ学校運営委員会支援プロジェクトが開始される！ 
ニジェールの隣国のマリで、JICAの技術協力プロジェクト「学校運営委員会支援プロジェクト」が5月1日に開始されまし

た。このプロジェクトは、みんなの学校プロジェクト（ニジェール）、教育環境改善計画（セネガル、2007年5月開始）とともに、

JICAが推進する仏語圏アフリカ学校運営改善プログラムの一翼をなすプロジェクトです。学校運営委員会の機能化と、機能

化された学校運営委員会を通した住民参加によって、学校運営と教育環境の改善を目指しています。 

プロジェクトのチーフアドバイザーは尾上公一専門家、住民参加／業務調整担当は齋藤由紀子専門家（6月下旬着任予

定）で、二人とも「みんなの学校」の経験者です。この二人の専門家を中核としたプロジェクトは、「みんなの学校」で培った経

験の上に、新しい工夫を加えて、「みんなの学校」以上の成果を上げることが期待されています。 

ニジェールからもマリへエールを送ります。 

 

みんなの学校、TICAD IV 横浜行動計画に登場！ 
去る5月28日から30日にかけて横浜で開催された「第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）」において、「横浜宣言」及び「横浜

行動計画」が採択されました（TICAD IVとは？ → http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/index_tc4.html ）。その「横浜行

動計画」では、「みんなの学校」が確立した住民参加型学校運営モデルを活用した取り組みが、具体的な活動計画として正

式に盛り込まれました！ 読者の皆さんとも共有したいので、以下、該当箇所を抜粋いたします。 

▸ 基礎教育分野： 

▻ 地方教育行政の能力向上及び「みんなの学校」プログラムを通じたコミュニティに根ざした学校運営の能力向上を

促進する。（資料1、p.11） 

▻ 西部アフリカにおいて、「みんなの学校（School for All）」モデルを基礎とした学校運営改善のためのプロジェクトを

１万校に拡大。また、コミュニティ参画型の学校運営モデルをさらに促進するため、日本社会開発基金(JSDF) に、

1,000 万ドルの特別資金枠を設置。（資料2、p.8） 

▸ コミュニティ開発分野： 

地域住民の教育及び学習の成果へのアクセスを向上し、現地生産された作物による学校給食等を通じて地域経済との

つながりを強化するため、地域住民による学校運営の参画を奨励する（「みんなの学校」）。 （資料1、p.10） 

 
出典： （資料1） 外務省ウェブサイト「TICAD IV 横浜行動計画」 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/tc4_sb/pdfs/yokohama_kk.pdf 

 （資料2） 同ウェブサイト「TICAD IV 横浜行動計画 別表」 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/tc4_sb/yokohama_bh.pdf 
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編集後記 

住民参加の成果は見えにくい。このプロジェクトの場

合、学校運営への住民参加ということが目標になってい

たから、なおさらであった。一応、住民集会の回数や人数

や、人々の意識の変遷をプロジェクトの前後で比較して、

評価することになっていた。もちろん、大きな変化はあっ

た。PDM上では高い評価となった。しかし、その評価の内

容は、プロジェクトに関わっている人以外にはわからな

い。例えば、ニジェールや日本に居る一般の人にわから

ない。ニジェールの教育省やドナーの人たちにもわからな

い。 

このプロジェクトの場合、学校活動計画の枠組みで、

人々は、自分ちの教育に対するニーズを形にし、多くの

学校の環境を改善する活動を行った。一学校あたり、5つ

の学校改善活動を自分たちの財源だけを使って実施し、

その費用は、日本円で5万円になった。これは、現場にい

ると目を見張るような動員力なのだか、この説明をしても

心から驚く人は、数少なかった。それは、ニジェールの教

育省の人の中にはもっと分からない人がいたから、しか

たないことのような気がする。きっと一般の人たちは、ぴ

んとこないだろう。そこで、いろいろ考えて、COGESも動員

力を使った就学促進活動をタウアの７コミューン（200校）

で行った。その成果も驚くべきもので、普通の4倍くらいの

新入生候補者が集まった。しかし、キャンペーン実施対象

学校数が少なすぎて、疑い深いひとは、成果を出すため

に、プロジェクトが大きな投入をしたのだろうと邪推して、

この成果はほぼ無視されてしまった。しかも、教育省は充

分な数の先生を配置できず、住民が集めた新入生候補

者のうち半数が就学できず、子どもや住民を失望させて

しまった。だから、今度は、ザンデール全校、全COGES

で、教員配置数が限られていても、住民やCOGESの力を

示せる女子の就学促進キャンペーンをやることにした。今

度は、州の教育省側ともよく話し合い、女子を多くリク

ルートした学校に優先的に先生を配置するという原則を

徹底し、しかもそのことを、COGESを通し、住民にも浸透

させた。キャンペーンは成功し、前代未聞の結果が出た。

今回は、もう、COGESやCOGES連合を通した住民の教育

開発への実力に疑問を挟むひとはいなかった。それだけ

ではない、結果を大々的に発表し、首相から、ザンデール

への人々へ感謝状が出された。住民の人たちもこの結果

に満足した。そして、やればできる、認められるということ

が、さらにモチベーションを上げている。 

住民参加という見えないものを形にして、結果として見

せるということは、大事なことだ。住民には自分たちの生

活をよくするために、行動する能力ややる気があるという

のは、普遍的な事実である。だから、住民参加型のプロ

ジェクトは、住民の能力ややる気を引き出す手助けだけ

ではなく、その努力の結果を目に見える形にする努力を

しないと、活動をより大きく、長く続けさせるための支援を

呼びこむことが出来ない。そういうことを最近はつくづく感

じている。 

タウアの北の方の学校の巡回しているときに、砂漠の

中をよく通った。そんな時、絵本の「星の王子さま」のこと

を思い起こした。それは、本の中の主人公が星の王子に

出くわす冒頭のシーンが砂漠だったからかもしれない。 

そしてその本の中の「大事なものは、目に見えない。」と

いう一説が何度も頭のなかに浮かんでは消えた。どうして

そんなセンテンスが頭の中に浮かんできたのだろうか。 

自分も、大事なもの（住民参加）は目に見えないな、とい

つも考えていたからだと思う。この５年間どのように住民

参加を目に見えるようにするか、ずっと考えてきた気がす

る、そして工夫してきた。この５年間の努力は、あの絵本

の作者であるサンティクジュペリが、子どもや大人にひと

つの重要なメッセージを伝えるために、一冊の絵本を書

いたのと同じことだったような気がする。  （H） 

見えないものを形に 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 
<< 編集・発行 >> 

ニジェール住民参画型学校運営改善計画フェーズ2 
（みんなの学校プロジェクト）  
Projet Ecole Pour Tous PhaseⅡ 
住所： BP2728 Niamey, NIGER（ニアメ事務所） 
電話/FAX：＋227-2035-0644 
E-mail： Rosedesaha@aol.com   
または  junko0524@hotmail.com 
※タウア事務所は2008年3月31日で閉鎖し、 

タウア州コニへ事務所を移転しました。 

みんなの学校プロジェクト・フェーズ２ 

ホームページ更新中！ 
（http://project.jica.go.jp/niger/0608872/） 

 

 当ホームページでは、マンスリーリポートにてみんなの学

校の活動をリアルタイムで紹介しています。フォトギャラリー

や動画もご覧いただけます。 

 また、「みんなの学校だより」のバックナンバーはホーム

ページからダウンロードできます。是非、ご覧下さい。 
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   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 
第2フェーズ 

2008年8月7日発行 
   2008年6月～7月  Vol. 21 

今号のハイライト :  
● ついに教育の質の世界へ 

● セネガル訪問記 

● 同釜飯論的技術移転論考察 

● 原さん、お疲れさまでした 

● チーフ交代の挨拶 

 

ザンデール州、卒業試験合格率が全国トップに！ 

去る7月24日に、ザンデール州視学官事務所会議が開

催されました。その会議の場で、去る6月末に実施された

小学校卒業試験の合格率において、ザンデール州が全

国トップとなる67.7％を記録したことが、州国民教育事務

所長によって報告されました。自らの前年度の結果を13.3

ポイントも上回る、文句なしの成績を上げたのです。 

2007/08年度の新学期に向けて取り組んだ女子就学促

進キャンペーンで目覚しい成果を上げたザンデール州で

は、女子就学促進キャンペーンに加え、入学させた児童

を退学させないための「残存率向上キャンペーン」、そして

「成績向上キャンペーン」を、それぞれ市町村（コミューン）

単位の学校運営委員会（COGES）連合が中心となって実

施してきました。今回の卒業試験の結果は、ニジェールに

おいてこれまで誰も示せなかった、教育の質的改善に向

けた効果的かつ自国の資源で実施可能な処方箋を初め

て実証したという点で、非常に大きな意味を持っていると

私たちは考えています。 

 

なぜ、「試験の成績」が大切なのでしょうか？ 

子どもが社会性を体得したり、勉学や課外活動に参加

する楽しさを感じたりできるかどうかといった、学業成績で

は表せない要素も、子どもにとって、そして社会にとって

大切であることは言うまでもありません。それでもなお、プ

ロジェクトとして成績向上を前面にした取り組みを支援し

たのは、現在のニジェールにおいては「卒業試験の合格

率」を高めることが行政と住民のそれぞれにとって大きな

ニーズとなっており、それは行政と住民の努力によって成

果を上げられる、とプロジェクト・チームが信じていたから

です。 

プロジェクトがフェーズ1から活動を実施してきたタウア

州とザンデール州においては、COGES連合のネットワー

クとCOGESの住民啓発力を原動力に、すでに、就学率の

全般的な向上や入学登録者数の男女格差是正といった

「教育機会」の面での成果を上げてきました。しかし、他の

アフリカ諸国もそうであるように、ニジェールにおいても、

「教育機会」の次は「教育の質」が改善目標となっていま

す。「ニジェール政府もドナーもひとつの教育政策のもと

に、財政、人的資源を投入し、努力しているにも関わら

ず、目標から程遠い成果しか出ていない現実に、実は等

しく落胆し、前に進む気力を失ってきている」（みんなの学

校だより第18号、p.2）のが現実です。また、住民側も、子

どもたちに質の高い教育を受けさせ、将来の選択の機会

を拡げさせたいと強く望んでいます。様々な「犠牲」を払っ

て子どもたちを学校に通わせるからには、卒業試験を合

格できるだけの学力は身につけてほしい、と保護者が考

えるのは当然です。 

そのような中、行政、教員、そして住民が望む教育の質

的改善を、卒業試験の成績向上という目に見える形で示

すことは、精力的に教育開発に取り組んできた関係者を

励ますばかりでなく、COGES連合とCOGESが主導する教

育の質的改善のアプローチを制度化させる絶好のチャン

スとなるでしょう。プロジェクト評価で言えば、「自立発展性

（Sustainability）」を飛躍的に高めることができるわけで

す。 

 

住民の決意と実践： COGES連合フォーラムの効果 

ザンデール州で「成績向上キャンペーン」を実施する直

接の契機となったのは、2008年1月の同州COGES連合

フォーラムでした。その目的は、同州が2007/08年度の女

子就学促進キャンペーンの成果を報告・共有すること、そ

して、入学した児童を退学させないための活動について

協議することでした。後者の問題について話し合う過程

で、教員の欠勤及び質の低下が深刻な問題であるにもか

かわらず、行政として十分な対策を打てていないことが改

めて確認されました。そんな学校に子どもを通わせても、

生活や仕事に必要な知識も技能も身につかないのは明ら

かで、保護者の理解は得られません。子ども自身も学校

生活を楽しめません。このような状況で、学校現場におけ

る教育の質を改善することは、児童を退学させないため

に不可欠な取り組みであると言えます。 

同フォーラムの終了後、決議事項をCOGES連合、そし

てCOGESへと順次伝達する過程で、成績向上と残存率向

上に必要な住民による取り組みとして、特に以下の活動

の重要性が確認され、そして実施されました。 

(2 ページに続く) 

ザンデール州、卒業試験合格率が全国トップに！ 

～ みんなの学校、ついに「教育の質」の世界へ ～ 
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▻ 受験生による試験準備を支援する （例：模擬試験へ

の支援、教員への支援、ランプ用灯油の提供など） 

▻ 全ての受験生が試験本番に出席するようにする 

▻ 試験会場を提供する村においては、受験生の滞在

に必要な手配を十分に行なう （例：宿泊先、食事、

安全、応急処置など） 

▻ 児童が学年末まで確実に授業へ出席するよう、必要

な措置をとる 

▻ 学年度終了前に前倒しで長期休暇に入ろうとする教

員に注意を払う 

 

プロジェクトが果たした役割とは？ 

では、教員が休まず出勤して、十分に準備をして授業

に臨むようになるには、行政としてどんな取り組みが必要

なのでしょうか。プロジェクトが出した結論は、視学官によ

る学校視察を活性化させるということでした。そして、それ

を最低限の投入で実現する手段として、国民教育省に対

して、州レベルの視学官事務所会議の定期開催を提案

し、試験的な導入について合意を得ました。これまでプロ

ジェクトが支援してきたCOGES担当官月例会議がCOGES

担当官の意欲を高め、担当者間の競争心を芽生えさせて

きたように、視学官についても同様の効果を戦略的に

狙ったのです。 

しかし、1人の視学官が管轄する小学校は平均しておよ

そ100校から150校に及ぶため、学校視察の効率化も重要

な課題です。現在のタウア州国民教育事務所長は、ザン

デール州グレ県視学官として在職中の2007年6月の卒業

試験において、県別成績で全国1位を達成しました。その

手腕が評価されて現職に抜擢されたのです。プロジェクト

は、その後も自ら学校視察を積極的に行なっていた彼か

ら、限られた時間内に効率的に学校視察を進めるための

秘訣として、例えば、各校で受験生の担当教員に対象を

絞って短時間で指導を行なうといった知恵を借りました。

そして、2008年2月の第1回視学官事務所会議にプロジェ

クト・スタッフも参加し、タウア州国民教育事務所長の知恵

を視学官と共有した上で、最終的には視学官たちが自ら

視察方法を決めました。 

視学官事務所会議では、州国民教育事務所長による

議事進行のもと、成績向上や児童残存率の向上に向けた

活動戦略の策定、学校視察の成果報告、及び視学官同

士の経験共有が行なわれました。「みんなの学校」では、

試験的な取り組みとして、2月、3月、4月、そして今回7月

の計4回にわたり、会議の開催費（各回約16万円）を支援

しました。また、2月を除く全ての会議について、プロジェク

トの簡易電話会議システムを活用して国民教育大臣にも

出席していただき、視学官事務所会議の意義を直接訴え

かけました。そして、ついに成績向上という具体的な成果

を示すことで、同会議の制度化に向けて確かな手応えを

得ました。 

視学官による学校視察を促すために、州国民教育事務

所長は、巡回に必要なガソリン代に対する予算措置を約

束しました。その結果、「みんなの学校」から一切の資金

的支援がなかったにもかかわらず、各県の視学官は試験

本番の直前まで各地の小学校を精力的に訪問し、教員の

出勤状況の確認、授業準備ノートの検査、教員欠員状況

の確認、及びCOGES及びCOGES連合との意見交換を行

ないました。さらに州国民教育事務所長自身も、試験本

番の前月である5月に州内各地の小学校を集中的に訪問

し、卒業試験に向けた準備状況を確認し、校長及び教員

に対して助言と叱咤激励を行ないました。 

以上のような住民と行政による努力を後押しするため

に、「みんなの学校」では、練習問題集を1,000部配布しま

した。5月末の時点で、州内の約1,000校において活用さ

れたとのことです。今回の視学官事務所会議でも、練習

問題集を活用した試験対策の効果を非常に高く評価する

声が視学官から相次ぎました。来年度以降も各学校の、

そしてザンデール州の財産として継続的に活用していくと

の意向が確認されました。 

こうした住民と行政による一連の取り組みが相乗効果

を生み、ザンデール州での快挙に大きく貢献したと考えら

れます。州国民教育事務所の関係者はもちろんのこと、

COGES連合及びCOGESの委員、そして住民たちにとっ

て、大きな自信と励みになったことでしょう。 

実は、先日の視学官事務所会議にあわせて、「原専門

家を送る会」がザンデール州国民教育事務所によって開

催されました。驚くべきことに、今回の成果を高く評価し、

自ら参加者に名を連ねた同州の教員組合の代表者から、

チーフアドバイザーとしての原専門家に対して感謝状が

授与されたのです。「子どもたちに良い教育を！」と願う住

民、行政官、そして教員の想いが一つになった瞬間に立

ち会うことができたような気がしました。 

 

今後の展望 

ついに「みんなの学校」は、住民参加による学校運営の

改善が「教育の質」を高めていく一つの道筋を示し、実証

することができました。そこで重要な役割を果たした視学

官事務所会議は、それによってニジェールが自国の限ら

れた資源で教育改善の成果を上げる見通しを示せたこと

から、早くも制度化の可能性が非常に高まってきました。 

今後は、視学官による学校視察の重要性、COGES連

合の主催する模擬試験やCOGESの主催する補習授業の

効果、住民が定期的に学校を訪れ、校長及び教員とコ

ミュニケーションを図ることの意義などについて、行政や

住民を対象とする様々な会議や研修の場でこれまで以上

に訴えていきます。そして、今回の成果を教育分野の援

助機関関係者にも積極的に広報していきます。さらには、

「教育の質」のより長期的な改善に向けて、行政と住民が

支える持続的な教員研修のあり方について検討を開始し

ます。 

 

COGESモニタリング担当専門家  國枝 信宏 

(1 ページから続く) 

ザンデール州全国トップ 
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ニレレ小学校の学校運営委員会の代表は、話し合いが終

わると、小さな校庭の隅に作られた、小さな学校菜園に案

内してくれました。そこで、乾燥した台地に植えら、そこだ

け、目に新鮮な緑の草に近づき、一束をちぎって、手渡し

てくれました。それは、40度を超す暑さを一瞬忘れさせてく

れるようなさわやかな匂いがするミントでした。 

 

これは、2008年6月5日、セネガル国教育環境改善計画

（PAES）の対象校の一校を訪れたときの出来事でした。ニ

レレ小学校は、リンゲール県の首都から、車で50分走った

ところで砂漠の中に突然現れました。教室が二つ、生徒

が40人の小さな学校です。1990年にミッション系団体の学

校として設立されたそうですが、先生が赴任しなかった

り、赴任してもすぐいなくなったり、真面目に教えなかった

り、そのため、生徒がやめてしまい、卒業生がまだひとり

もでていないそうです。 そこで、村のひとたちが一生懸命

にIDEN（視学官事務所）にお願いして、一人の先生がやっ

と赴任しました。それが、3年前のことです。その先生は、

一生懸命生徒に教えました。父兄や村の人たちは、この

先生の熱意に応え、支援をしようとしましたが、うまく形に

できませんでした。そこにPAESがやってきたのです。

PAESは、まず、学校運営委員会を民主化し、風通しのよ

い、人々が意見を言いやすい組織に変え、そして自分た

ちの力だけでできる学校活動計画を、学校運営委員会を

通して、導入しました。学校活動計画は村の人たちが、学

校に対するニーズや想いを形にできるツールです。ニレレ

小学校で、この学校活動計画の枠組みで、計画され実施

されたのが、教科書やノートやボールペンを買うことです。

先生や生徒はずいぶん助かりました。そして、私がもらっ

たミントも、先生が疲れをいやす、お茶に入れるために栽

培されているのだと思います。このミントには、住民の学

校に対する想いがこもっています。 

 

PAESは、2007年5月より、ルーガ州の285校を対象に実施

されているプロジェクトです。馬野、清野両専門家、そし

て、ETRというIAやIDENの視学官などで構成されたプロ

ジェクトチームによって運営されています。専門家もセネ

ガルのプロジェクト関係者も、みな真面目で、「僕らの一番

の仕事は学校運営委員会、コミュニティ、先生、子どもた

ちを少しでも励ますことだと思っています。」（馬野専門家）

という言葉に象徴されるように、情熱を持って働いていま

す。そして、プロジェクトの理想は、訪問した学校の中にめ

ばえ始めていると思いました。恐らく、セネガル中の生徒

や先生、そして、住民はみんなPAESが村にやっているこ

とを待っていると思います。 

 

しかし、全国にPAESを広げるためには、多くの障害が待

ち受けていると思います。明確な目標、現実的な戦略、

様々な状況に対応できる柔軟さ、忍耐、そして日々の地

味な努力が必要でしょう。様々な困難を乗り越えて、全国

の小学校に、PAESが育てつつある「ミント」が届くことを祈

りつつ、ニジェールからエールを送ります。 

                         

JICA国際協力専門員 

「みんなの学校プロジェクト」チーフアドバイザー 

原 雅裕 

セネガル「教育環境改善計画」訪問記 
～ JICA中西部アフリカ地域支援事務所ニュースレターより ～ 

「みんなの学校」のCOGES連合モデルが国家戦略として承認されました 
 

7月14日から15日にかけて、「学校運営委員会（COGES）連合モデル承認会合」が国民教育省の主催により開催され

ました。この会合は、既存のCOGES連合モデルの外部評価結果を基に、全国普及に向けたCOGES連合の「国家モデ

ル」を関係者間で承認することを目的として実施されました。当日は、中央の国民教育省関係者をはじめ、全8州の国

民教育事務所長、州COGES監督官、一部の県視学官、県COGES担当官、コミューン長、及びCOGES連合の代表が参

加をし、COGES連合の役割や機能化に向けた戦略等について話し合いました。そして、それら討議の結果、プロジェク

トがタウア州とザンデール州で2005年から試行してきたCOGES連合のモデルがほ

ぼ全面的に承認されることとなりました。 

今回のモデル承認により、行政によるCOGES活動のモニタリング、そして「フォー

ラム・アプローチ」（みんなの学校だより第20号をご参照ください）による教育改善活

動の鍵となるCOGES連合の全国普及に必要な条件が整いました。8月以降は、研

修マニュアル改定等、全国普及にかかる研修の準備作業を進めていく予定です。

ニジェールの教育を変えるCOGES連合のパワーに、どうぞご期待ください！ 

334



 4 

みんなの学校だより Vol.21                                                             Août 2008 

コラム：同釜飯的技術移転論考察 

  

COGES連合戦略承認アトリエに参加して、地方行政

官、中央行政官、ドナー関係者が、COGESやCOGES連

合について、真剣に議論しているのを聞きながら、プロ

ジェクト開始当初のことを想い出していた。そのころは、

COGESという組織は法令で、その設置が規定され、パイ

ロット的に設置が始まっていたが、COGESのことを知って

いる人、気にかけている人は稀であったし、国民教育省

の上層部も、COGESという組織について、名前だけは

知っているが、その内容について知っている人はほとん

どいなかった。それが今や、COGESは教育開発のどの

分野でも、その成功のカギとして語られているし、COGES

連合に関する討議も、その人の意見もそれほど的外れで

はなかった。COGESもCOGES連合も、完全に教育開発

10カ年計画の実施計画に取り入れられて、具体的な実

施スケジュールが国民教育省によって策定されて、ド

ナーも含めた会議で、承認され、実施されている。みんな

の学校プロジェクトはモデル形成、普及型の技術協力プ

ロジェクトと定義できるとおもうが、ここまでくれば、技術

移転はある程度成功したと判断できるのではないかと思

う。ただ、前に、みんなの学校プロジェクトの技術移転の

方法論について、問題視されたことがあった。 

その発端は、プロジェクト第2フェーズの開始当初の合

同調整委員会にあった。その委員会の中で、第2フェーズ

の内容の説明をカウンターパートではなく、小職が行って

いたことに端を発する。プロジェクト型技術協力プロジェク

トの経験の長い人から、合同調整委員会のプロジェクト

活動の説明は、プロジェクトのカウンターパートがするべ

きであるし、このことに象徴されるように、このプロジェクト

はニジェール側の巻き込みが少なく、様々な実証をプロ

ジェクトの中で行い、それを相手国側に提案する「開発調

査」的であり、技術協力プロジェクトのあるべき姿ではな

いと指摘された。その時は、その人の見方が皮相的だな

と思ったが、とても忙しかったので、その指摘に関し説明

しなかった。しかし、やはり、プロジェクトを去る前に、プロ

ジェクトの責任者として、しっかりしたプロジェクトの技術

移転に関する考え方を示しておくべきだと思い、ここの記

しておく。 

この小文のタイトル同釜論とは、カウンターパートとそ

れこそ、同じ釜の飯を食う、つまり、ともに働き、苦労を共

にしながら、プロジェクトを形成することにより、カウンター

パートに技術の移転と、オーナーシップの醸成を行うとい

う技術移転論のことで、みんなの学校プロジェクトの在り

方が、この論とはかけ離れている指摘がなされたのだと

思う。同釜飯的技術協力プロジェクトの在り方の具体的

イメージとしては、プロジェクトに対する専属のカウンター

パートが何人もいて、関係省庁の中にあるプロジェクト事

務所に専門家とともに勤務し、一緒にプロジェクト活動を

行っていくというものである。そして、苦労、辛苦をともに

し、カウンターパートがプロジェクトやプロジェクトが伝え

る技術を新に自分のものとし、そのカウンターパートによ

り、プロジェクト関係省庁のオーナーシップが醸成され、

相手国への技術移転がなされていくというものであると

思う。人によっては、解釈は少し、違うかもしれないが、だ

いたいこんなものだと思う。 

みんなの学校プロジェクトの第1フェーズは、タウアで、

このイメージとほぼ同じ形で行われていた。そして、年間

2回行われる合同調整委員会や、その他の中央で国民

教育省次官や、その他のプロジェクト関係の人に会う際

に、プロジェクトの活動や成果の報告をしていた。しかし、

第2フェーズになって、プロジェクトのベースが首都のニア

メに移り、直接のカウンターパートが基礎教育総局長や、

COGES推進室長となって、状況は変わってきた。COGES

関係のプロジェクトは複数あり、これらのみんなの学校プ

ロジェクトのカウンターパートは、同時に他の複数のプロ

ジェクトのカウンターパートであり、プロジェクト責任者と

なっていた。また、国民教育省の建物が小さいせいもあ

り、省内に部屋を持っているCOGES関連のプロジェクト

はなかった。COGESのモデルづくりをしているライバルが

たくさんいて、ライバルたちの事務所は初めからニアメに

あり、中央との関係もプロジェクトより強かった。この状態

では、同釜飯論的な環境は作りえない。もちろん、カウン

ターパートへのプロジェクトの情報の提供などは頻繁に

行っているが、複数のプロジェクトのカウンターパートで

あるCOGES推進室長が、みんなの学校プロジェクトだけ

に肩入れする態度をとれないのは当然ではないかと思っ

た。こんな状況では、プロジェクトのCOGES機能化公式モ

デルにならない限り、全国普及は行えないし、ニジェール

に対する自立発展性を持った技術協力を行ったとは言え

ない。COGES連合にしても同様なことが言えた。 

 

少し無理はあるかもしれないが、みんなの学校プロ

ジェクトが置かれていた立場、そしてニジェールの技術協

力の構図を日本の戦国時代に当てはめてみたい。織田

信長が地方から中央に攻め上がったように、プロジェクト

もタウア、ザンデールでCOGESやCOGES連合の成果を

積み重ね、地方から、中央へ進出してきた。全国統一の

過程では、信長には桶狭間の戦いや武田勝頼との決戦

のような決定的な戦闘があった。プロジェクトで言えば、

それは、去年のCOGES政策戦略承認アトリエや、今年の

COGES連合承認アトリエであったとも言える。織田信長

には、伝来したばかりの鉄砲という武器と緻密な戦略、

大胆な行動があったが、プロジェクトには、住民が成し遂

げた圧倒的な成果という武器と、その成果を国民教育省

側の需要に合わせるという戦略があった。そして勝ち

残った。 

結果論ではなく、技術協力プロジェクトの技術移転の

形には、その置かれた状況により、様々な形がありえる、

それが、プロジェクトから同釜飯論への回答です。  

（原） 

コラム： 同釜飯的技術移転論考察 
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編集後記 

昔レストランを経営していた時、自分の給与が出ないこと

がよくあった。理由は簡単で、個人営業の経営者の給与

は、店の売上から、経費（家賃、電気水道、原材料費、人

件費、借金返済、税金など）を引いた分が、自分の給与

額を上回っていればいいが、下回れば減給か、給与は出

ない。マイナスなら持ち出しとなる。とても厳しい環境だ

が、当たり前といえば当たり前のロジックである。つまり、

店の経営に失敗したら、店の経営責任者の給与は出な

いのである。 

 

そんな経験があるせいか、プロジェクトを実施していて、

自分にかかっている経費のプロジェクト総経費に占める

割合が大きいことがとても気になっていた。プロジェクト責

任者の場合、レストランの経営者のように単純なロジック

ではないが、プロジェクトが目標を達成している、あるい

はそれ以上の成果を出せるかということが、自分の存在

価値となる。その成果を出しているという実感がもてず、

居心地の悪い思いをしていた。プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）に書かれている目標を達成すれば、それ

で、いいのかというと、それも違う気がしていた。みんなの

学校の場合で言えば、住民参加によって、学校運営を改

善することが当初のプロジェクト目標であった。しかし、住

民や国民教育省の実際のニーズは、学校運営改善は入

口にすぎず、学校運営改善を通して、実際に教育のアク

セスや質が向上し、生徒の学習の質が高まるというところ

にあった。したがって、そこまでいける感覚がないと目標

が達成されたという気持ちにはなれなかった。 

 

しかし、ニジェールのタウアの教育現場の状況は、ひどい

状態だった。住民が、学校がほしくて、生徒を募集し、仮

設教室を作って、国民教育省に教員を送るようにお願い

しても、教員はいつまで経っても来ない。学校があって

も、教員がストライキなどで長期的に欠勤する、教員がい

ても、生徒に教えられるレベルに達していない。教室に教

科書はない、教員の指導書はない、教員を指導すべき指

導主事は、モニタリング費用がなく、全く学校を回ってい

ない。住民が、学校に失望するのは当然である。 

 

プロジェクトは、住民参加を促すミニマムパッケージを導

入して、大きな住民参加を得た。それは、現場にいるとと

ても信じられないような動員であったし、何年も継続的に

行われた。実際には、この住民の動員に応えるような政

府の政策は、とられておらず、学校現場では、住民を落

胆させるようなことが続いていた。痛感させられたのは、

もっとも困難な状況の中で、子どもたちの教育を改善する

ための戦いを続けているのは、国民教育省やプロジェクト

ではなく、間違いなくこの「普通の人たち」だということだっ

た。プロジェクトの活動がうまく進まず、能力不足だと思

い、何度も辞任することも考えたが、最後まで続けられた

のは、この「普通の人たち」の努力に励まされたからだ。

そして、彼らは、みんなの学校という船の帆に、強い熱い

追い風を送り続けた。プロジェクトが突き進めたのは、帆

をいっぱいに張ってその追い風を受けとることができたか

らかもしれない。 

 

今は、国も教員もこの強い風を感じ、それに応え始めよう

としている。プロジェクトは、この追い風に乗っている限

り、そして、住民の力を国や教員の努力と一致させること

ができれば、必ずもっとずっと先まで進んでいける。もし、

風がないだら、風の方向がわからなくなったら、立ち止っ

て耳をすませてほしい。必ず、風の音が聞こえてくるか

ら。 （H） 

風の音を聞きながら ～ 終わりに ～ 

本誌「みんなの学校だより」に関する 

皆様のご意見・ご感想をお聞かせください！ 
 
<< 編集・発行 >> 

ニジェール住民参画型学校運営改善計画フェーズ2 
（みんなの学校プロジェクト）  
Projet Ecole Pour Tous PhaseⅡ 
住所： BP2728 Niamey, NIGER（ニアメ事務所） 
電話/FAX：＋227-2035-0644 
E-mail： junko0524@hotmail.com 
 nobuhiro@zau.att.ne.jp 
※タウア事務所は2008年3月31日で閉鎖し、 

タウア州コニ市へ事務所を移転しました。 

みんなの学校プロジェクト・フェーズ２ 

ホームページ更新中！ 
（http://project.jica.go.jp/niger/0608872/） 

 

 当ホームページでは、マンスリーリポートにてみんなの学

校の活動をリアルタイムで紹介しています。フォトギャラリー

や動画もご覧いただけます。 

 また、「みんなの学校だより」のバックナンバーはホーム

ページからダウンロードできます。是非、ご覧下さい。 

336
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カウンターパート、現地スタッフより 

 

原さんは私にとって単なる仕事のパートナー以上の人であり、友人であり、兄弟であ

りました。彼は仕事における率直さと熱情と洞察力と実用主義、人間関係における丁

寧さ、素朴さ、寛大さを身につけた人でした。ちょうど彼の効果的で、効率的で、汎用性

のあるCOGESモデルのように、原さんは模倣すべき協力者のモデルです。なぜなら彼

は、物事が最善となるよう自分が取り組んでいるのだ、と信じているからです。  

 

国民教育省COGES推進室長 ダマナ・イサカ 

私たちは、多彩な資質を備え

た原さんを忘れることはない

でしょう。彼の分析力、計画

力、そして実行力は、プロジェ

クトに大きな力を与えてくれま

した。彼の下では、ミスは最小

限となり、失敗の余地はあり

ません。彼は原則を大切に

し、取り組むこと全てを固く信

じています。だからこそ、プロ

ジェクトが進めてきた戦略は

全て成功したのです。常に成功を求めて結束しているプ

ロジェクト・チームを5年にわたって率いてこられたのは、

彼の卓越した人材管理能力があったからこそです。現場

レベルの成果を追求する彼の哲学の下、プロジェクトは

住民参加による学校運営モデルを確立し、それは今や、

ニジェール国民の誇りとなっています。お疲れさまでし

た！ 

EPTプロジェクト政策アドバイザー イボ・イッサ 

原さんはカリスマが

あり、活動的で、常に

仕事の成功を求めてい

ます。原さん、あなたは

タウア州とザンデール

州の人々の教育ニー

ズを具体的な活動に換

えてきました。その結

果、これまで国内外の

教育専門家が誰も実

現できなかった住民参

加型教育開発モデルの構築が実現したので

す。 あなたが蒔いた木の種は、芽を出し、生長

し、花を咲かせ、そして実りました。その熟れた

果実は、今ではニジェールの国境を越えて流通

するようになったのです。ニジェール国民は、あ

なたに心から感謝しています。 

 

EPTプロジェクトCOGESチーム ハムザ・ジボ 

初めて原さんを知ったのは2004年4月のタウアでした。つまり、まさにプロジェクト開

始時にあたるタウアのいくつかのCOGESへの研修時でした。そして、その時からわず

かの間に、探求と行動の人、原さんについてわかったのです。原さんとは― 

▻ 鋭く、明晰、先見の明があり、鋭い 

▻ 完全なる確信を追求 

▻ 最後まで楽天主義 

▻ まさにブルドーザー！ 

▻ 人との仕事で不可欠な人間関係において丁寧であるため、愛想がよくて社交的 

▻ 「休憩」という言葉を知らない人。会う度毎回同じ答え―「どこから来たの？」「仕

事場。」「どこへ行くの？」「仕事場。」 

▻ などなど。。。 

彼と共に過ごすうちに、彼のモットーに慣れ、かつ採り入れることができました。つ

まり、彼のモットーとは：仕事、いつも仕事、ただ仕事だけ。原さんは、みんなの学校プロジェクトを通して日本を立

派に代表するようになり、この国を去っていきます。ある思想家は言っています。“人生とは常に二つの斜面をも

つ。そこで我々はよじ登るか、滑り落ちるがままでいるかだ。” 確かなのは、原さんは上昇する斜面をとったのだ

ということ―、なぜなら我が国、そしてとくに教育システムにおいて名声の頂点で発っていくのだから。また、“讃え

るために訪れるべきは、偉大な人が生まれた場所でも死んだ場所でもない。その人が人々の称賛を得た場所あ

るいは作品なのだ。” ニジェールは原さんが称賛を得て、彼が喜びを持って実行した仕事の場所である。よって、

原さんのCOGESをその情熱と第二の祖国であるニジェールに貢献するものとして敬意を表します。 

 

EPTプロジェクトCOGESチーム ハミドゥ・ハッサン 
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ニジェールの教育の為に尽力したことでよく知られているあなたは、あらゆる学校関係者、協力者、そしてとくに

部下たち敬服を集めています。あなたはまさに、豊かな才能と仕事への熱意、そしてニジェールへの献身的な情熱

を備えたリーダーです。少しも妥協することがない仕事への信念を持っており、この信念こそが、あなたのスタイル

の主要な性質―つまり、明晰で厳格な部分をつくりあげているのでしょう。 

ニジェールにいる間に、あなたは、まさに住民参加を通した地方分権化を夢想ではなく現実のものとすることで、

ニジェールの教育システムが麻痺状態から脱するのに多くの貢献をしたのです。具体的な行動から明白な結果を

得るというあなたの毅然とした態度こそが、あなたを誰もが認める並はずれた専門家にしていると言えます。あなた

がニジェールのコミュニティの健全で公正な強い願いを行動に移す術を心得ているのは、まさにこの専門家として

の見極めと教育分野におけるあなたの能力によるものです。これこそが、当該分野でいわゆる“専門家”と言われ

る人々とあなたを大きく隔てるものでしょう。 

あなたは常に熱意と才気と行動を仕事に注いでいました。これこそまさに、リーダーとしての非常に崇高で大い

に望まれる特質なのです。私は、ひとつの模範としてあなたに感嘆と将来への信頼を抱きました。我々部下一同

は、仕事へのエネルギーと熱狂をあなたによって掻き立てられました。ニジェールの人々は、あなたによって希望と

献身を取り戻しました。親愛なる我らがボス―あなたは、後任の方がよく認識しているように、埋め難い穴を残して

去っていきます。後任の彼女には幸運を祈ります。タウアのCOGESグループメンバー一同、無事の日本帰国と新し

い職場での大いなる成功を願っています。私たちはあなたにさよならを言うけれども、永遠のサヨナラではありませ

ん。いつかあなたに会うという希望を持ち続けている限り。なぜならニジェールはあなたの第二の祖国なのだから。 

 

ニジェール革新教育者会（ONEN） アルハジ・ガンボボ・イブラヒム 

まずなによりも、原さんが旅立つ

ことを非常に残念に思っています。

しかし、原さんのポジションに来た

三浦さんが原さんのような方である

ことを誇らしく思います。EPT全ス

タッフが今後も原さんがいた時と同

様に、原さんが目指してきたものへ

向かって進んでいくことを願ってい

ます。そしてEPTすべての運転手は

今後も尊厳と結束を持って働いて

いきます。 

 

プロジェクト運転手を代表して 

アダム・ジボ 

カウンターパート、現地スタッフより 

 

原さんのことはお会いする前から存じ上げていましたが、まさに運命

に導かれ、一緒に働くことになりました。私がみんなの学校プロジェクト

にいたこの9か月の間に、私は彼について再び知り得ることとなりました

―つまり、慎重な人で、用意周到かつ献身的な

働き者で、戦略家で改革者。彼は見通しを持っ

た上で進んで危険を冒す術を知っています。原

さんはチェスの競技者のように集中して働きま

す―全ての駒を素晴らしい腕前と勝利へと結び

付く才気を伴う戦略をもって動かしながら。この

ように、具体的で明白な成果へと達する術を

知っていたのです。原さんが去った後、長い月

日が経とうとも、ニジェールは学校運営における

彼の目覚しい働きを忘れはしないでしょう。新し

い職場で道が開けますように。そしてもう一度、

原さん、本当にありがとうございました。幸運を。 

 

EPTプロジェクト・アドミニストレータ アブ・イドゥリサ 

ニジェール政府からの贈り物 

 

着実にかつ全国規模で成果を上

げてきたEPTプロジェクトを率いた

原専門家を称え、大統領より教育

功労賞、及び国民教育大臣（左写

真）より感謝状が贈られました。 

さらに、ザンデール州国民教育

事務所は、COGES担当官月例会

議等が開催される会議室（右写真）

を「ハラ・マサヒロ会議室」と命名し

ました。 
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みんなの学校だより 
vol.22 

 

   ニジェール住民参画型学校運営改善計画 (みんなの学校プロジェクト） 

第2フェーズ 

2009年7月27日（月）発行 

 
ニジェールに来て1年が過ぎました。1年前の「みんなの学校だよ

り」では、 「この2年間の中心課題は、『学校運営委員会（COGES：コ

ジェス）連合の全国普及を支援し、連合を通じたCOGESの支援体制

を構築する』こと」と書きました。COGES連合の全国普及はほぼ終

了し、現在は連合を核としたCOGESのモニタリング支援体制を始

動、強化するために、全力投球しています。 

この1年を二言で表せば、「引っ張って伸ばす」、「引っ張る力を維

持する」ということになるでしょうか。プロジェクト活動とその成果であ

るCOGES連合のモデルを、それまでの2州から、全国普及に向けて

一気に7州（アガデス州を除く全州）に拡大、「えぃ、やぁ！」と引っ

張って伸ばしました。その結果、プロジェクトもモデルもゴム風船の

ように伸び、2州に集中していたときには1cmくらいあった「手厚さ」

が、膨らんだために3mmくらいまで薄くなってしまいました。つまり、

プロジェクトの州毎の投入と関与が減ったということです。それでも、

先行していた2州と同様の成果を上げるためにはどうするか。次

ページの記事のとおり、これまでの経験を活かし、かつ、さらに工夫

した結果、プロジェクトが「薄く」なっても、見事、元気な連合が誕生し

ました。もちろん、連合誕生の立役者は各州の関係者です。州教育

事務所長から州COGES監督官、県COGES担当官まで、一丸となり

連合設立に取り組みました。プロジェクトの関与が少ない分、イニシ

アティブを発揮しやすかったようで、連合設立への支援も彼らのイ

ニシアティブで実施されました。彼らを熱くしたものは、連合設立時

のCOGES代表者の熱気でした。妥協なく夜中まで続く連合事務局

員の「民主選挙」を目の当たりにし、州事務所長も「これはたたごと

ではない」と感じ入ったようでした。元をただせば、やはり、住民の頑

張りがプロジェクトを引っ張ってくれているのですね。 

次に、「引っ張る力を維持する」、つまり、全国に拡がったCOGES

連合という組織の機能を維持するにはどうするか。そのためには、

連合の機能を支援する刺激（＝引っ張る力）を、定期的に外部より

与えなければいけません。機能に弾みをつける強い力の例は、州

COGES連合フォーラムなどの大きなイベントです。しかし、何よりも

重要なのは、弱くても継続的な刺激、すなわち州監督官や県担当

官が日常的に行うモニタリング活動です。この資金は、国民教育省

が管理する「見返り資金」（第19号に詳細）から出ていますが、プロ

ジェクト活動に合うタイミングで支払われず、「引っ張る力がなくな

る！」危機に直面したこともありました。 

さて、これから始まる1年ですが、新たな課題は「画鋲で留める」、

「他に引っ張る力を探す」ことでしょうか。今のところ、「引っ張る力」

は、プロジェクトや「見返り資金」など外部の資金が生み出していま

す。ですから、その資金が尽きたら、力も消えます。力が消えても、

連合が機能し続けるにはどうしたら良いか、その戦略を考え、実践

しなければいけません。戦略は、ずばり、「単純化と習慣づけ」で

す。COGESの機能強化に必要な連合の機能―COGESのモニタリン

グ機能と教育開発に貢献する各種キャンペーン機能―を、うーんと

単純化し、その実施がCOGESと連合の習慣となるように、種々の情

報伝達回路を使い働きかけます。現在考えている習慣は、連合の

モニタリング機能としては「年3回の連合総会開催」、キャンペーン機

能では「女子の就学促進」や「初等教育修了試験対策」等の実施で

す。活動の習慣づけにはインセンティブが必要で、キャンペーンを

成功させ、COGESや連合に達成感を持たせることも重要です。先行

しているタウアとザンデールの2州では、キャンペーンも成果をあげ

ており、これらの活動がある程度習慣となりつつあります。そこで次

年度では弱い部分を補強し、仕上げに入ります。つまり、「画鋲を打

ち込み」、外部の力が減少・消滅しても、連合の機能が止まらない

ようにします。一方、連合元年となる他州では、最初から単純化した

必要最低限の機能の定着を目指しますので、先行2州と比べると、

短期間で効率的に画鋲留めができると目論んでいます。ただし、現

在実施しているキャンペーンが成功したらという条件付きですが。 

しかし、プロジェクトに残された1年で、本当に全ての連合が独り

立ちできるのでしょうか。見通しは、残念ながら“No”です。では、どう

しましょう？ プロジェクトが終了しても残る「引っ張る力を探す」しか

ありません。それにはまず、プロジェクトの成果を引き継ぐべき国民

教育省に、｢引っ張れ！｣と言わなければなりません。「自分の資源

を活用し、COGESや連合の支援を続けて！」と。省の既存体制を使

うのであれば、全国に散らばる初等教育視学官や指導主事を

COGESと連合の支援に取り込むのが一番でしょう。遅配の問題は

あるにしても、視学官にも主事にも、国家予算から現場を巡回する

資金が支払われているからです。プロジェクトでは、フォーラムや視

学官会議を通じて、これらの地方教育行政官のCOGES・連合のモ

ニタリングへの巻き込みを図り、既成事実を積み上げています。現

在、連合のモニタリングを担当しているCOGES監督官や担当官の

活用も、もちろん、続けてもらいたいところです。しかし、先にも述べ

たとおり、彼らのモニタリング費用は「見返り資金」から支出されてい

ます。「見返り資金」終了後も彼らの活動が継続されるためには、

「コモンファンド」（援助機関グループの共通基金）など何らかの新た

な資金源より、モニタリング費用が供給されなければなりません。そ

のためには、教育省や関係ドナーに対する根回しが必要であり、こ

れもプロジェクトにとり新たな挑戦となりそうです。 

他の可能性は、援助機関によるCOGESや連合への支援です。す

でにCOGESに対しては、様々な援助機関が様々な支援活動を展開

しています。連合に関してはどうでしょうか。COGESに比べると関与

する機関は少なく、その支援も小規模です。連合を支援する組織、

特に連合の能力強化に地道に取り組む組織を開拓し、増やすこと

も、連合という新しい組織を提案した私たちの役割と考えます。 

多くのことがあったこの1年を振り返りつつ、もっと多くのことが待

ち受ける次の1年に思いを馳せました。最後に何かまとめの言葉を

と思うのですが、何も思い浮かびません。まだ、道半ばで必死に前

を見て歩いているからかもしれません。 

 

チーフアドバイザー/教育アドバイザー  三浦 浩子 

巻頭言：往く年来る年～この巻頭言：往く年来る年～この巻頭言：往く年来る年～この111年と次の年と次の年と次の111年と～年と～年と～   
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「みんなの学校プロジェクト」（以下「EPT」）第2フェーズ
の2年目は、今フェーズで新たに対象地域として加わった6
州の各市町村における、学校運営委員会（COGES：コジェ
ス）連合の設立支援に明け暮れました。 

COGES連合とは、全国の小学
校に設立されたCOGESを、市町
村単位でグループ化した組織で
す。COGES連合の運営を担う12
名の事務局員は、設立総会にお
いて、加盟COGESの代表者から
選挙（右写真）で選出されます。 

EPTは、第1フェーズよりタウア
州とザンデール州の計99市町村でCOGES連合のモデル
構築を進めてきました。国民教育省は、COGES連合モデ
ルの外部評価調査を実施した結果、2008年10月、EPTの
COGES連合モデルを基に、全265市町村でCOGES連合を
設立する省令を制定しました。その後これまでに、5州149
市町村において新たにCOGES連合が設立され、第1フェー
ズの対象2州を含めると、ニジェールの全市町村の93.6%に
及ぶ248市町村でCOGES連合が活動しています。 

  
COGES連合を全国普及する意義 

まず、全国のほぼ全ての市町村でCOGES連合が設立
されたことで、中央の国民教育省が全国1万校以上の
COGES活動のモニタリングを行う土台が整いました。それ
までは、各県のCOGES担当官が平均200校に及ぶCOGES
を直接管轄していました。担当県内のCOGESの活動状況
を把握し、必要に応じて助言するのが県COGES担当官の
役割でしたが、一人でできる業務には当然限りがありま
す。COGES連合は、最低年3回開催する総会を通じて
COGES（各市町村に平均40校）と情報交換し、県の教育
行政と小学校を結ぶ橋渡し役を担うことが期待されます。 

COGES連合に期待されるもう一つの役割は、地域の教
育開発への貢献です。例えば「フォーラム・アプローチ」（第
20号に詳細）によるザンデール州の卒業試験成績向上
キャンペーン（第21号に詳細）では、「州フォーラム ⇒ CO-
GES連合 ⇒ COGES ⇒ 地域住民」という流れで情報伝達
と合意形成が進められました。そして、各COGESによる住
民への働きかけや受験生への支援のみならず、自治体の
協力を得たCOGES連合による模擬試験も実施され、大き
な効果を上げました。こうした情報伝達や自治体との連携
は、市町村単位のCOGES連合だからこそ担えるのです。 
  
COGES連合設立に至る取り組み 

EPTは、国民教育省によるCOGES連合設立に向けた取
り組みを、以下の流れで支援してきました。その際、各州
国民教育事務所の主体性を尊重し、州側の努力を支える
ことを心がけました。 

 

全国普及に貢献した要因 
COGES代表者に対する研修後、COGES連合の設立に

至る過程で、EPTによる資金支援は一切ありません。つま
り、研修に参加したCOGES代表者、そして研修内容の報
告を受けた地域住民がCOGES連合設立の意義と方法を
理解し、設立と加盟を決め、必要な資源を自ら調達して設
立総会を開催しない限り、設立は実現しません。そこで
EPTは、少なくとも以下の点に留意し、全国規模での確実
な設立を目指しました。 

  
▻ EPTモデルから国民教育省令への進化： 

EPTの働きかけによって制定された国民教育省令のお
かげで、自治体や教育行政の関係者は、COGES連合
の設立がEPTという「外部者」ではなく、ニジェール政府
が推進する取り組みであることを理解し、設立過程に
主体的に関与しました。 

▻ 市町村長を巻き込む仕掛け： 
各市町村での研修開講式に市町村役場代表者の出席
を求めるとともに、各州の最初の研修地で開催した研
修開講式に州知事を招き、自治体の関与と支援が必
須であることを内外に印象付けました。 

▻ 非識字者にも優しい研修： 
研修では現地語を用い、内容はCOGES連合の意義と
設立手続きに焦点を当てました。一日の最後に、参加
者による寸劇形式の演習を行い、理解度を確認しまし
た。なお、各州における研修運営は現地NGO “ONEN”
に委託し、全国展開に耐えうる効率化を図りました。 

▻ 県COGES担当官による研修と設立過程支援： 
研修後のCOGES連合設立、そして設立後の活動を見
守り、助言指導するのは県COGES担当官の役割で
す。担当官が講師を務めることで、COGES連合に関す
る理解と主体性が深まると同時に、設立前後の活動に
携わる受講者との相互関係の構築に寄与しました。 

▻ EPTによる設立過程の戦略的モニタリング： 
研修も設立総会も各市町村にとっては一回きりのイベ
ントですが、各県の担当官にとってはそうではありませ
ん。各県の活動序盤でEPTによるモニタリングを行い、
担当官に対し助言指導を行うことで、中盤以降の担当
官業務の質的改善を目指しました。 

  
勝負は最終年度 

5月から6月にかけて、全国
各地でCOGES連合の年度末
総会が開催されました。全国
248のCOGES連合が、自ら動
員した資源で着実に会議を開
催している事実は、非常に高
く評価できます。しかし、総会
の場を利用して各COGESの
活動状況を確認したり、地域の問題解決に向けた独自の
活動を実施したりという段階まで機能しているCOGES連合
は、まだそう多くはありません。全国のCOGES連合の機能
化に向け、8月からの第2フェーズ最終年度が勝負の年と
なります。 

  
モニタリング体制構築担当  國枝 信宏  

国民教育省の取り組み EPTの役割 

1．各州研修実施計画の策定 助言指導 

2．県COGES担当官対象の講師研修 研修講師 

3．COGES代表者研修の実施 助言指導 

4．COGES連合設立総会の開催支援 助言指導 

5．COGES連合設立後の活動実施支援 助言指導 

COGESCOGESCOGES連合、ついにニジェール全土へ！連合、ついにニジェール全土へ！連合、ついにニジェール全土へ！   

COGES連合全国普及 
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「3 年 間 で 36 倍！」―。

2006年にわずか3園か

ら“よ ち よ ち 歩 き”で ス

タートを切ったCOGESに

よる完全自立運営のコ

ミュニティ幼稚園。その

後コミュニティのニーズ

と動員力、そしてUNICEF

との連携に支えられ“急

成長”を果たし、2009年

現在、その数はタウア州54園、ザンデール州55園、当初の

36倍になり、合計109園に達しました。ニジェール全土です

ら2006/2007年度には400園程度（公立、私立、コミュニ

テ ィ 全 て 含 む）し か な か っ た こ と か ら 考 え る と、こ の

「COGESによるコミュニティ幼稚園」の急成長がニジェー

ル国の就学前教育分野にもたらすインパクトは少なくな

いといえるでしょう。ニジェールでは、人口の8割以上が農

村部に暮らすにも関わらず、就学前教育関連施設の3分

の2が都市部に集中しています。この「就学前教育」状況

の中で、全国津々浦々の小学校に存在する「機能する

COGES」が立ち上げ、100%コミュニティからの資源で運営

するコミュニティ幼稚園は、就学率1-2%の低い就学率が

表すとおり、これまでまさに都市部上・中流層だけの特権

であった「就学前教育へのアクセス」の“道”を農村部の一

般住民にも開いたといえます。 

そんな中、2008年8月には、国民教育省主催で開かれた

「コミュニティ幼稚園モデル承認アトリエ」にてCOGESを主

な運営母体とするコミュニティ幼稚園が国のモデルとして

承認されました。 

＊＊＊＊＊＊＊ 

「4年間で53倍へ」―。来年度2009/2010年には、UNICEFと

の連携協定書の最終年を迎えます。この年の目標値は

「タウア・ザンデールの2州で少なくとも50園を新設する」。

つまり、昨年までに設立された園に加えると、合計159園

以上、裨益園児数は約1万人に上る見込みです。現在2州

それぞれで住民ニーズとCOGESの機能具合を測りつつ、

来年度の設立サイトの選出が進んでいますが、すでに来

年度開園へ向け保育者の選出を行ったコミュニティもあ

り、コミュニティの需要と士気の高さが伺えます。その一方

で、コミュニティ幼稚園の急成長に伴い、大きな問題となっ

ているのがモニタリング。住民ニーズに基づき設立され、

住民参加により実施されるコミュニティ幼稚園活動です

が、そのような活動を持続させるのに重要なのが、住民活

動を支援するモニタリング。保育者への指導・助言をする

教育面のモニタリングももちろんですが、コミュニティ幼稚

園を“機能させ続ける”ためには機能・運営面での適切な

アドバイスや支援が重要です。しかし、急速に拡大する

「COGES運営のコミュニティ幼稚園」を十分にサポートで

きる適切なモニタリングシステムは未だ確立しておらず、

プロジェクトとしても大きな課題といえます。そのような中、

プロジェクト側の働きかけもあり、コミュニティ幼稚園が最

も集中的に設立されているタウア州イレラ県に、就学前教

育主事が来年度から配置されることになりました。通常教

育主事は、教育面の指

導がその中心的業務

となりますが、コミュニ

ティ幼稚園の運営、住

民 参 加、COGES 機 能

化の面のモニタリング

も可能となるようプロ

ジェクトとして支援をし

ていく予定です。 

＊＊＊＊＊ 

「0から1の“大変革”」

―。年間に雨が降るのは雨季の3カ月程度というニ

ジェールでは、それ以外の時期はほとんどの地が砂と土

の「茶色」に覆われています。そんな不毛地帯―「茶色尽

くしの景色」が雨季初めの一回の雨で一変することがあ

ります。一振りの雨で地中深くで息を潜めていた緑の息

吹が一斉に噴き出し、地上一面の茶色い大地が緑の大

地に変わるのです。まさに「無から有」―「0から1」の衝撃

的変化。小学校就学率60%―初等教育もままならないこ

の国で、就学率1-2%の就学前教育などさらに縁遠い農

村部コミュニティにおいて、住民による完全自立型のコ

ミュニティ幼稚園が設立・運営されるというのは、まさにこ

の「0から1」的な“大変革”といえるでしょう。これが可能と

なったのは、“地底深くに脈々と流れている地下水の如

く”まだ顕在化していない住民ニーズを汲み上げ、具現化

する仕組みを「機能するCOGES」が持つからであり、それ

ゆえに「COGESによるコミュニティ幼稚園」はニジェール

国の就学前教育状況を“大変革”させる大きな可能性を

持つと思われます。 

 

学校改善活動モデル構築担当  影山 晃子 

コミュニティ幼稚園 

昨年度（2007／2008年度）活動結果 

✧ COGESの学校活動計画内コミュニティ幼稚園

関連活動実施数平均： 4活動 

✧ 活動例）教室・トイレ建設、保育者報酬、教室

備品購入、など 

✧ 計画実施率平均： 87％ 

✧ 動員額平均： 147,165Fcfa（約3～4万円）（た

だし、ザンデール州は08年度2月以降の開園

の為、活動実施期間3カ月程度の動員額。年

間を通して活動が実施されたタウア州17園の

平均動員額は、206,049Fcfa（約4～5万円）） 

✧ コミュニティ保育者（コミュニティによる募集、

選出・雇用）数（2州合計）： 75名 

✧ クラス活動支援コミュニティボランティア数（2

州合計）： 122名 

「「「000からからから111の大変革」の大変革」の大変革」   

―――   コミュニティ幼稚園成長記コミュニティ幼稚園成長記コミュニティ幼稚園成長記   ―――   
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VOL. 0「カバの国、カバの街」

バマコ市内の通称「カバのロータリー」

突然ですが、みなさんは「カバ」という動物について、どれくらい知っていま

すか？

日本では、カバは大きな体でのそのそ歩き、いつも水の中でのんびりしている

穏やかな動物、それとも「歯磨き」のイメージでしょうか。

カバは、大人で体長 4 メートル、体重は 3 トン近くにもなり、陸上動物の中で

は象に次ぐ、超重量級巨体動物です。ご存知の通り、一日の大半を水の中で過

ごすことで、アフリカの厳しい暑さを凌いでいますが、それだけではありませ

ん。俗に「血の汗」と呼ばれる、保湿と殺菌効果に優れた粘液を皮膚から分泌

することで、自身を守り、厳しい環境と上手に調和しています。また、群れで

生活する彼らは、普段は温厚に水の中で悠々と暮らしていますが、群れが危険

に晒されると、一転して強く逞しい動物に変身し、家族や仲間を外敵から守り

ます。

340



では、ここでクイズです。

そんなカバを、国の象徴として名付けている国があります。

それは、どこでしょうか？

正解は…マリです。

「マリ」とは、バンバラ語で「カバ」。

その昔、マリ王国の時代に、「力強さ」の象徴として名付けられたそうです。

そんなマリ国の掲げるスローガンは、「Un peuple, un but, une foi」言い換え

ると、「強い信念を持ち、みんなで一丸となって、ひとつの目標に向かってい

こう」と、いったところでしょうか。

このスローガンを体現するような取り組みが今、マリの教育現場で行われてい

ます。

それは、「みんなによる、みんなのための、みんなの学校づくり」です。

保護者や教員、地域住民が一丸となって、教育の問題を自分たちの力で解決で

きるという強い信念を持ち、子どもたちが楽しく通える学校づくりを目指して

取り組んでいます。
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このみんなの力が、この「カバの国」のすべての学校に、今まさに、力強く広

がろうとしていて、私たちのプロジェクトは、まさにこのような広がりを応援

しています。

さて、マリの小学校現場では、いったいどんな取り組みが行われているのでし

ょうか？これからしばらく、様々な小学校の取り組みを、シリーズでお伝えし

ていきます。

どうぞお楽しみに。
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VOL. 1「俺は悔しい！学校に通えていれば…」

熱い想いを静かに語るサンブ・トラオレさん

初めての訪問は、クリコロ州ジョイラ県のザン・チギラ小学校です。

ザン・チギラ小学校は、マリの首都バマコ市から東南方向に国道6号線を約

80Km離れた、道路沿いの小さな村にあります。

この学校は、地域住民によって設立されたコミュニティスクールで、昨年から、

地域住民みんなで取り組む学校運営委員会（CGS）の活動が開始されました。

この学校では、子どもたちの様子を見るため、CGS委員が交替で、毎日欠かさ

ずに学校に来ています。

子どもたちがちゃんと楽しく勉強できているか、教師や子どもたちの安全や健

康が保てる環境が整っているかを見るほかに、休みがちな児童がいると、その

児童の家庭を訪問して事情を聞き、保護者の相談に乗りながら、また楽しく学

校へ行けるように手助けをしています。
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この取り組みに、静かな情熱を燃やしている男がいます。

サンブ・トラオレさんは、2009年 7月に行われたザン・チギラ小学校CGS委

員選挙の結果、「住民参加促進担当委員」に選ばれました。

休みがちな児童は大抵、その家庭環境や内面に様々な問題を抱えていることが

多いものです。そうした子どもとその親たちの話を直接聞き、一緒に解決策を

探すことは、忍耐が必要で、容易なことではありません。そんな取り組みを黙々

と続けるトラオレさんに、その想いを伺いました。

「わたしは学校に通ったことがありません。親の事情で通うことが出来なかっ

たのです。そんな自分が、地域の人たちの信頼を得て選挙で選ばれ、CGS委員

になったのです。その後の研修に参加した時です。他の学校から参加していた

CGS委員たちがとても優秀にみえて、自分も小学校へ通えていればと、悔しい

想いをしました。

でも、その研修を通じて、新しいことを学ぶ楽しさや喜びも感じました。そし

て、自分だからこそ出来ることが何かあるはずだ、と考えました。それは、こ

の気持ちそのものを、自分の体験を交えて伝えていくこと。子どもを学校に通
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わせていない親や、学校に無関心な住民に、教育の大切さを心から伝えていく

こと。それこそが自分の役割ではないか、と思ったのです。」

こんな想いが、今まさに、静かに広がろうとしています。

このカバの国のすべての学校に…
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VOL. 2「手作りの学校で…ある女の子の夢」

ファラカ中学校の第 1期生になったファトゥマタ・シディベさん

今回の訪問は、クリコロ州ジョイラ県ファラカ小学校です。

首都バマコ市から南へ約160Km行くとジョイラ県の県庁所在地であるジョイ

ラ市があり、そこから更にでこぼこ道を約30km行くとファラカ小学校にたど

り着きます。車で約2時間半、日本で言うと、東名高速で東京から静岡まで行

くような感じでしょうか。

この学校では、CGSが女子就学の促進に力を入れていますが、他のCGSとは少

し違った、ユニークな取組みが行われました。

ところで、学校へ通わせてもらえない女の子が男の子よりも多いという女子就

学の問題ですが、いったいどうして女の子を持つ親たちは、学校に通わせたが

らないのでしょうか？…遠くの井戸からの水汲みや、炊事用の薪集めなど家事
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の手伝いのため？幼い兄弟の世話のため？あるいは、男の子が優先されるた

め？…一般的には、これらが原因と言われているのではないのでしょうか。

しかしながら、ファラカ小学校のCGS委員が、女の子を学校に通わせていない

保護者の家々を訪問し事情を聞いていったところ、意外なことが判明しました。

このファラカ村では、小学校を卒業した女の子は30km離れたジョイラ市の中

学校へ進学しなければならず、そうなると親御さんにとって下宿代などの出費

も嵩み、なにより年頃の娘を自分たちの目の届かないところへ預けることその

ものが大きな心配です。娘を小学校へ通わせるということは、そういった心配

の種を抱えることになるため、そもそも小学校へすら通わせたくないというこ

とだったのです。

そこでCGSを中心に住民みんなで話し合い、村への中学校設立許可の申請と教

員の配置を県に要請しました。また、教室や机椅子などは住民が用意して、な

んと、手作りの小さな中学校が誕生したのです。

「私の家の事情では、小学校を卒業しても、中学校への進学は諦めて今ごろ家

で家事手伝いをしていたとおもいます。でも村に中学校ができたので、親も安

心して学校に行かせてくれ、家の手伝いもしながら勉強もできるようになりま
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した。将来は、医者か弁護士になりたいです。」と、ファラカ中学校の第1期

生となったファトゥマタ・シディベさん。

こんな女の子の夢が、今まさに、静かに広がろうとしています。

このカバの国のすべての学校に…
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VOL. 3「登場、みんなのドクター！！！」

コロカニ県病院 医師

デンバ・ジャラさん

今回の訪問は、クリコロ州コロカニ県のコロカニB小学校です。

コロカニB小学校は、マリの首都バマコ市から北に158Km離れたコロカニ市

内にある児童数523名（男子278名、女子 245名）の小学校です。

この学校にCGSが誕生したのは、プロジェクト2年目の 2009 年 8月。この小

学校では女性のCGS代表を中心として、地域住民みんなが学校の活動に活発に

参加しています。

この学校では昨年、3、4年生のクラスを中心に、授業中に咳をする児童が目立

ちはじめました。ちょうど世界中でインフルエンザが猛威をふるっていた頃で

す。もしこれがインフルエンザウィルスによるもので、500人以上もいる全校

児童が感染するようなことになっては一大事と、校長先生は大変心配しました。
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ところが、マリの小学校には保健室もなければ、保健の先生もおらず、児童の

疾病への対応や健康管理は全て個々の保護者にゆだねられています。さらに、

診察や費用負担は保護者にとって大きな負担となるため、保護者の中には子ど

もが重症化するまで受診させないケースも多く見られます。これでは、あっと

言う間にインフルエンザが児童全体に広がる危険性があります。

途方に暮れた校長先生は、CGS代表のセバ・トラオレさんに相談を持ちかけま

した。

事情を聞いたセバさんは事態を重く見てすぐに市に掛け合い、市が近隣の医師

達に協力を募ったところ、コロカニ県病院のDr.デンバが無償での協力を申し出

てくれました。Dr.デンバはすぐに学校へ訪問し3，4年生児童全員を無料で問

診して、治療が必要な児童には処方箋を出して薬の購入と投与を指示し、これ

によって児童全体への蔓延を未然に防ぐことが出来ました。

コロカニ小学校校長は、その活動の様子をこのように語っています。「自分ひ

とりでは到底解決出来なかったはずの問題を、CGSを通じて地域住民の協力を

得て解決することができるようになりました。これまでには無かった画期的な

出来事です。もしあのまま広がっていたら、たくさんの児童の病欠が出て、勉

強に遅れが出るところでした」そして、実際に児童の問診を行ったコロカニ県
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立病院の医師、デンバ・ジャラさんは、「地域の子供たちの健康を守るのは、

地域住民の一員として当然のことです。これからも喜んで協力しますよ」と。

このような地域住民の協力の輪が、今まさに静かに広がろうとしています。

このカバの国のすべての学校に…。
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VOL. 4「学校運営とは、信頼である！」

会計管理は信頼をつなぐ仕事と語るニャンコマ・ジャバテさん

今回の訪問は、クリコロ州ジョイラ県のサナ小学校です。

サナ小学校は、首都バマコ市から南東方向に約 195Km、車で 2時間半ほどのと

ころに位置します。児童数118名（男子83 名、女子 35名）で、1・2年生、

3・4年生、5・6年生の 3つの複式クラスからなる、小さな小学校です。

プロジェクトが始まった2008年に学校運営委員会が設置され、今年で 3年目

を迎えたこの小学校では、毎年地域の人たちは、みんなで協力しながらたくさ

んの活動を実施してきました。例えば、教室の修繕、教員宿舎の建設、井戸堀

り、トイレの建設、通学路の整備、教科書・ノートの購入などです。これらの

活動を小さな村の地域の人たちが毎年実施するのは、容易なことではありませ

んでした。
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学校運営委員会の制度が始まる以前のマリの小学校では、保護者会が学校の改

善のためにお金を集めて活動をしているところもありましたが、その多くの学

校で十分に資金が集まらず活動に支障をきたしていました。なぜなら、集まっ

たお金がどのような活動にいくら使われたのかが、きちんと住民に報告されて

おらず、学校と保護者との間に不信感が生まれ、お金を出すことを躊躇する保

護者が多かったからです。

このサナ小学校の学校運営委員会の会計役であるニャンコマ・ジャバテさんは、

このような学校と住民との間の不信を避けるために、誰が見ても分かる会計帳

簿を工夫して作り、定期的に住民に報告するほか、その帳簿をいつでも、誰で

もすぐに見られるようにするなど、透明性のある会計管理に努めています。こ

のニャンコマさんの帳簿と彼の報告は、保護者や地域住民にとても好評で、そ

の結果、毎年多くの分担金が寄せられ、計画された活動はすべて、地域の人た

ちの協力の下で確実に実施されています。

彼の仕事ぶりに信頼を寄せるのは、保護者や地域住民だけではありません。こ

の地域で活動しているデンマークの国際NGO「ボンフォンデン」も、彼がいる

学校運営委員会の存在に大幅な信頼を寄せて、教室建設の支援を決めました。
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この支援によって、毎年修繕が必要だった土壁の教室が、立派なコンクリート

の教室に生まれ変わりました。

「学校運営にとって、住民との信頼関係がとても大事です。その信頼を維持す

るためには、会計管理の透明性が鍵だと思っています。今、サナ小学校は、学

校運営委員会を通してみんながひとつになって活動しています。子どもたちの

ために使われるお金であれば、生活が決して楽ではない家庭の保護者や地域住

民でも、快く協力してくれるのです」と、会計役ニャンコマ・ジャバテさん。

このような信頼の輪が、今まさに静かに広がろうとしています。

このカバの国のすべての学校に…。
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VOL. 5「『よそ者』から『みんなの先生』へ！」

住民手作りの教員住宅の前で

村長を中央に

今回の訪問は、クリコロ州ジョイラ県のコワザナ小学校です。

コワザナ小学校は、首都バマコ市から約250Km、車で片道5時間の距離です。

その道のりの半分は舗装されていないでこぼこの砂利道で、時にはタイヤのパ

ンクを修理しながら移動しなければなりません。児童数は152名（男子 92名、

女子 60名）、1・2年生、3・4年生、5・6年生の 3つの複式クラスからなる、

小さな小学校です。この小学校の学校運営委員会は、特に先生たちへの支援に

力を入れています。
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マリの、特に農村部で小学校の先生を勤めるのはとても大変です。

中には、村から遠く離れた町からやってくる先生もいます。彼らにとって、一

番の問題は住居の確保なのですが、村の中に家賃の安い下宿先や、空き家が見

つからないこともあり、時には5km～10km離れた街からバイクで毎日通わな

ければならないため、ガソリン代が相当な額になります。

農村部の小学校へ配置されるのは若い独身男性の「契約教員」が多く、彼らが

受け取る給与だけでは生活を十分に賄うのは難しい場合がほとんどです。例え

ばこの小学校の先生の給与は月に25000フラン（約5000円）で、この中から、

食費とガソリン代を引くと、もうほとんど何も残りません。このようにして日々

の生活に追われていると、子どもたちの生活の細かいところにまで目を向ける

ゆとりが、だんだんとなくなってしまいます。

学校運営委員会の住民集会で、このような事情を知った地域の人たちは、町か

らやってきた3名の先生のために、安心して生活が出来る環境を提供すること

に決めました。まず、教員住宅とトイレを設置し、その他にも、若い独身の先

生たちのために、地域の人たちが持ち回りで食事の提供をしています。これら

の支援によって、彼らはより一層、熱心に授業に取り組めるようになりました。
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「村長さんをはじめ、地域の人々の協力で、とても働きやすい環境を作っても

らえました。雨季の激しい雨にも耐える立派な住宅を作ってもらい、さらには、

毎日の食事も支援してくださって、給与の少ない私たち若い教員にはとても助

かります。また、何よりもよそ者であった私たちを自分たちの息子や兄弟のよ

うに想ってくれ、問題がある時はいつでも相談に乗ってくれます。このように、

大切にしてくれる村長さんはじめ保護者や地域の人たちとは、まるで家族にな

ったような気持ちです。」と、ドゥラマン・バロ先生。（写真上：右から2番

目）

このような保護者、地域住民の想いが先生たちへと伝わりはじめています。

このカバの国のすべての学校に…。
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VOL. 6 「そうだ、CGS 連合で相談してみよう！」

新設されたヨロブグ-サガブグ学校運営委員会メンバー3名(中央がジャラさん)を挟み連合

代表（左）とコミュン教育担当者（右）

照れくさそうに 29校の活動進捗ノートを見せる、コロカニCGS連合代表のジョマン・ト

ラオレさん

今回の訪問は、バマコから北へ 125Km、車で 1時間半ほどの距離にあるクリコ

ロ州コロカニ県の新設校を訪問し、学校運営委員会（CGS）代表のスンゴ・ジ

ャラさんにお話を伺いました。

ジャラさんは昨年まで、ニャラコロ小学校の CGS委員でした。この小学校はこ

の地域で唯一の小学校だったため、多くの集落の子どもが毎日遠くから通って

いました。また、教室と先生の不足から、各教室では先生1人が約 100人の児
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童を教えなければいけませんでした。ジャラさんは、この状況をなんとかでき

ないものかと考え始めました。

そんなある日、いつものようにCGSの定例会に参加すべく、村から小学校まで

の道のりを歩きながら、ジャラさんは考えていました。「自分も学校へ行くの

に7kmも歩く。この距離を子どもが毎日歩くのは大変だ。CGSで教室や教員を

増やすことも話し合っているけれど、本当はこの地域にもう一つ別のあたらし

い小学校が必要なのではないだろうか。でも、それはニャラコロ小学校のCGS

だけで取り組める問題ではないしなぁ、ああ、いったいどうしたらいいんだろ

う…」

「そうだ、CGS連合（注 1）で相談してみよう！」

思い立ったジャラさんは、翌月のCGS連合の会議で相談しました。すると、会

場の皆から賛同が得られ、コロカニCGS連合として積極的に支援に乗り出すこ

とになりました。そして後日、CGS連合の総意としてコミュンへ相談を持かけ

たところ、コミュンと県教育指導センター間の協議を経て、新たに小学校が作

られることになりました。
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「私はサガブグ村に住んでいて、隣にはヨロブグ村があります。両方の村の子

ども達が同じ距離で通えるように、2つの村のちょうど中間に小学校が作られる

ことになりました。あたらしい小学校の名前は、皆で知恵を出し合って考えた

結果、『ヨロブグ・サガブグ小学校』に決まりました」と、ジャラさん。彼は

その後、その功績から住民の信頼を得て、この新設校のCGS代表に選ばれまし

た。

コロカニCGS連合代表のジョマン・トラオレさんは、「機能するCGSが集ま

ってお互いに助け合う『CGS連合』という繋がりができたおかげで、各CGSだ

けでは解決できない問題にも協力して取り組むことができるようになりまし

た」と、照れくさそうに、でも得意げに言います。

このようにCGSの間の団結と協力の輪が広がりはじめています。

このカバの国のすべての学校で…。

（注 1）学校運営委員会(CGS)を各コミュン単位でグループ化した組織。詳しくは「用語解説」

ページをご覧ください。
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VOL. 7「クラスで一番！その秘密は…」

学年テスト 1位の印である黄色の布を巻いて笑顔のドラマン君（6年生）

今回の訪問は、首都バマコから東へ 120km、車で 2時間ほど行ったところにあ

る、クリコロ州ファナ県ザンゲナブグ小学校です。この小学校では、学校運営

委員会（CGS）が中心となり、児童の学力向上に取り組んでいます。

マリの小学校では、クラス毎に月末テストが行われ、特に6年生の子どもたち

は、その総合評価で中学校への進学が決まります。マリでは、小学校へ通う子

どもの数は、近年かなり改善が見られていますが、その中で更に中学校へ進学

できる児童は、全国平均でも2人に 1人に過ぎず、特に農村部ではまだまだ狭

き門です。
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ひとりでも多くの子どもが中学校へ進学し、より高い教育を受けられるように

なることは、個々の親のみならず、地域全体の願いでもあります。

ザンゲナブグ小学校では、その願いをかなえるために、CGSが住民集会を開催

し、先生と地域住民みんなが一緒に、自分たちに何ができるのかを話し合いま

した。その結果、児童の学習意欲を高めるために、毎月のテストの度に、上位5

人の児童を表彰し、賞品としてノートとペンをプレゼントすることにしました。

また、あらゆる学力の基礎となる「文章を読む力」を身につけることが大切で

あると考え、「音読コンクール」を毎月各クラスで実施し、こちらも優秀者を

毎回表彰するようにしました。更に、テストの日には 3名のCGS委員も学校を

訪れ、子どもたちの頑張る様子を見守るようになりました。これらの活動を通

じて、子どもたちのやる気がとても高まってきているようです。

6年生のドラマン・トラオレ君は、今年度の成績でクラス1番になり、表彰を

受けました。

「前は、テストが好きじゃありませんでした。でも、近所のおじさんやおばさ

んが見に来てくれたり、頑張るとご褒美をもらえたりするようになったから、

今では一番になってほめてもらえるのがとても嬉しくて、テストが楽しくなり

ました！テストが近づくと大好きなサッカーも我慢して勉強してます！」
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と、自慢げに話すドラマン君は、7人兄弟の 4番目。家では兄弟がうるさくて

なかなか集中して勉強できません。そこで、家から少し離れた場所に自分だけ

の居場所を作り、5年生の時からこっそり利用しています。それが何処かは、誰

にも内緒。彼だけの秘密、だそうです…。

このように学校運営委員会の活動を通して、子どもたちが勉強する喜びを感じ

始めています。

このカバの国のすべての学校で…。
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VOL. 8「ジャラさんの恩返し」

子どもの頃の思い出を語るシラバ・ジャラさん

今回は、いつもとはちょっと趣向を変えて、バマコ市内の「サヘル給水施設建

設調査サービス（SEROHS）」という民間企業に勤める、環境エンジニアのシ

ラバ・ジャラさんを訪問しました。シラバさんは、主にマリ国内の井戸や給水

施設設置に関わる調査を手がけ、農村部の人々の暮らしに安全な水を提供する

仕事に携わっています。

さて、私たちが、彼のいるバマコの事務所を訪問するきっかけとなったのは、

バマコから280Km東南へ車で 4時間のところにある、クリコロ州ジョイラ県

ニャンチラ・コミュンを訪問したことでした。このコミュンでは、8つの小学校

がCGSを中心に積極的に学校改善の取り組みを行っています。その成功の秘訣

を探ろうと様々な関係者にインタビューをしたところ、多くの人から、協力者

の一人としてシラバさんの名前が挙げられたのです。
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今から52年前、シラバさんはこのニャンチラ・コミュンにある小さな村に生ま

れました。

彼の両親は学校で公教育を受けたことがなく、せめて息子にはと、小学校へ通

わせましたが、2年生の時にお父さんが、その3年後にはお母さんが、共に病

気で亡くなりました。彼を引取った叔父は、彼になんとか勉強を続けさせよう

と中学へ進学させました。その後、首都バマコの高校と大学へ通うに当たって

は、親戚のみならず地域の人たちからも様々な支援を得て、現在の地位を築く

に至りました。

成功したシラバさんは、今度は自分にも何かできないかと考え、自身の体験を

元に、まず、両親を病気で亡くす子どもを一人でも減らし、病気になっても身

近に治療を受けられるよう、給水施設と診療所の設置を支援しました。現在は、

子ども達に少しでも良い教育の機会を与えるための取り組みをしています。

「普通なら、両親を失った時点で、私は学校をあきらめなければならなかった

でしょう。ところが、地域の人たちのおかげで、教育を受け、自分の人生を自

分で切り拓くことができました。今度は私が誰かを支える番です。最近はCGS

の人々と協力して、トイレや教員宿舎の設置など、地域のニーズに応じた支援

をしています。その小学校の子どもたちがいずれ大人になった時に、今の私と
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同じような想いを抱いて、更にその子どもたちへの教育を助け、この助け合い

の連鎖がさらに大きな輪となって広がってほしいと願っています。」と、シラ

バさん。

このように、子どもたちの未来を想う協力の輪は、地域を越え、大きく広がり

始めています。

このカバの国のすべての学校で…。
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VOL. 9「水がめに込められた母の願い…」

水がめを前に、CGS代表のミナタ・トラオレさん（左から 2人目）と CGS委員

笑顔で勉強する子どもたち

今回の訪問は、クリコロ州コロカニ県のバラ小学校です。この小学校は児童数

120名、低・中・高学年の 3つの複式クラスからなる小さな学校で、首都バマ

コから北に約165Km、東京から見て福島県境ほどの位置にあります。

この小学校では、3年前に近隣の 5つの村の住民が集まってCGS委員選出の民

主選挙が行われました。そこで代表に選ばれたのがミナタ・トラオレさん、女

性でした。
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実は、プロジェクト開始前は、女性のCGS代表はほとんどいませんでした。女

性はいくら能力があり人望が厚くても、マリの伝統社会では男性を差し置いて

代表者の地位に就くことはできなかったからです。ところが、無記名投票によ

る民主選挙は、この伝統に変化をもたらし、今では本当に適した人物が、男女

を問わず代表や委員に選ばれるようになりました。

CGS代表のミナタさんは、定期的に行う住民集会の場で、活動の進捗と会計報

告を細かく丁寧に行うことで、多くの保護者や地域住民から厚い信頼を得てい

ます。その結果、住民の参加と貢献によって活発に活動が行われるようになり、

これまでに教室建設、トイレ建設、教員の給料支援、植林、学習用具の購入、

夜間のグループ学習支援等々、様々な活動が住民の手によって実現しました。

その中でも、「教室への水がめの設置」は、彼女がCGS代表になって真っ先に

実施した活動です。「なぜ、教室に水がめ？」と不思議に思うかもしれません

が、マリの小学校では、子どもたちが学校で快適に過ごすためにとても重要な

ことなのです。なぜなら、水道はおろか井戸のある学校も少なく、井戸があっ

たとしても飲み水としては安全ではない場合が多いからです。それに、年中暑

いこの国で、扇風機もクーラーもない教室の室温は時として 40度を超え、児童

が脱水症や熱中症になるなど、とても危険でもあります。
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ミナタさんが提案したこの取り組みは、住民集会の場において全員一致で採択

され、併せて、「消毒用の塩素の購入」と「村の井戸から学校への毎日の水運

び」の2つの活動も実施することになりました。今では、子どもたちが安全な

水を自由に飲むことができ、勉強にも集中できるようになりました。

「以前は、学校の現状を改善したいと思っていても、そう願うだけで、実際の

行動に移す機会はありませんでした。地域住民の信頼を得てCGSの代表になり、

みんなの協力で多くの活動を実現できるようになりました。多くの母親は、子

どもたちが健康で安全に過ごせる学校環境を願っています。これからも、その

想いを1つずつ実現していきたいと思っています」と、ミナタさん。子どもの

健康と安全を願う母親らしい配慮から実現した活動です。

このように安心して学べる学校環境の中で、子どもたちの笑顔が広がり始めて

います。

このカバの国のすべての学校で…。
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VOL. 10「育て！未来の○○！」

マルヤマ・トラオレさん

フィリップ・トラオレさん（左上 2番目）、石田隊員（右下）、教員たちと一緒に

今回の訪問は、クリコロ州ジョイラ県のウェレケラ小学校です。この小学校は、

バマコから130km離れた小集落の中心にある、児童数137名（男子77名、

女子 60名）の小さな小学校です。

この小学校では、CGSを通じた学校改善活動に対する保護者や地域住民の関心

が高く、毎年10～13もの活動が実施されています。例えば、校舎そのものも

地域の人たちによって建てられたものですし、教員宿舎の建設や教員給料の補

填、机椅子の修繕やトイレの建設、文房具購入、植林など校庭の整備、救急箱

の設置や衛生用品の購入、成績優秀者の表彰など、実に多肢にわたります。こ
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れらの活発な取り組みが高く評価され、昨年はなんと、教育識字国語省大臣も

視察に訪れ、さらには日本の無償資金協力による教室の増設も予定されていま

す。

また、昨年9月からファナ教育指導センターに派遣されている青年海外協力隊

員（青少年活動）の石田仁美さんも、子どもたちにとって楽しい学習環境づく

りを目指し、CGSと協力して、児童の学習発表会の開催（寸劇や踊りなど）や

児童会活動を支援しています。

この学校を取り巻く人々にとって、一体何が、これほどの行動を促す動機とな

っているのでしょうか。

「私たちの役割は、子どもたちが安心して楽しく勉強できる環境を整えること

です。そのためには実に多くのことが必要ですが、CGSを通じてみんなの力が

集まれば実現できることが分かりました。最近は子どもたちもみんなのために

協力することを学び始め、例えば、昨年は手洗いのための石鹸を購入しました

が、以前は粗末に使う子が多かったのに比べ、最近は皆大事に使うようになっ

てきました。このような小さな変化が、私たちにとってさらなる意欲につなが

っています。少しずつ、少しずつですが、学校の環境や、みんなの意識が変わ

り始めています」と、CGS委員のフィリップ・トラオレさん。
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5年生の女の子マルヤマ・トラオレさんは、昨年度の成績が学年第1位で表彰

を受けました。将来は何になりたい？という質問に、「小学校の先生になりた

いです。だって未来のお医者も、未来の弁護士さんも、そして未来の大統領も、

みんな先生が教えて育てるんだから…」と、はにかみながら、でもまっすぐな

眼差しで語ってくれました。

こんなウェレケラ小学校の子どもたちからどんな「未来の○○」が誕生するの

か、楽しみですね。

このように学校運営委員会を通して、地域住民や保護者、そして子どもたちが、

未来への想いでつながり始めています。

このカバの国のすべての学校で…。
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

プロジェクト活動月報（2005 年 1 月）

作成日：2006 年 2 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

1 月 1 日（日） COGES 連合総会モニタリング（タバラック） 原、ウセイニ

1 月 2 日（月） COGES 連合総会モニタリング（チンタ）  原、ウセイニ

1 月 3 日（火） APP モニタリング（コニ）

                       Tahoua→Niamey
齋藤

原

1 月 4 日（水） COGES 連合総会モニタリング（ブザ）   

サヘルオアシスプロジェクト訪問

APP モニタリング（サルナワ）

人間の安全保障ビデオ準備

大臣主催ドナー会合（ニアメ）

                       Tahoua→Niamey

ムナヒ

ウセイニ

齋藤

影山、ヤク

原、イボ

尾上

1 月 5 日（木） COGES 連合総会モニタリング（マダウア）

人間の安全保障ビデオ準備

APP モニタリング（ブザ）

世銀ニジェール事務所訪問、連携打ち合わせ

                       Niamey→Tahoua

ムナヒ、ウセイニ

影山、ヤク

齋藤

笹館所長、イボ、尾上

原

1 月 6 日（金） COGES 連合総会モニタリング（コニ）

APP モニタリング（ブザ）

人間の安全保障ビデオミッション到着、打ち合わせ

ムナヒ、ウセイニ

齋藤

尾上

1 月 7 日（土） COGES 連合総会モニタリング（タウアコミューン）

人間の安全保障ビデオ（コニ）     

Tahoua→Nimey

ムナヒ、ウセイニ

原、影山。ヤク

尾上

1 月 8 日（日） 人間の安全保障ビデオ（コニ）           

                       Konni→Niamey
齋藤、影山、ヤク

原

1 月 9 日（月） 人間の安全保障ビデオ（コニ）

PTF 会合出席

コミュニティー保育園会議

Niamey→Tahoua

尾上、影山、ヤク

原

ムナヒ

原

1 月 10 日（火） 人間の安全保障ビデオ（ニアメ）大臣インタビュー

タバスキ

井手企画調査員

1 月 11 日（水） タバスキ

1 月 12 日（木）                       Niamey→Tahoua 原

1 月 13 日（金） COGES ドナー会議 原、イボ

1 月 14 日（土）                       Tahoua→Niamey 原、イボ

1 月 15 日（日） APP 会議 原、齋藤、カボ

1 月 16 日（月） COGES 担当官会議 全員

1 月 17 日（火）             COGES 連合財務研修（タウア） 全員

1 月 18 日（水） COGES 連合大会

合同調整委員会

全員

1 月 19 日（木 ) 基礎教育省関係者プロジェクト対象校視察（ナダラ、コーサ 1 小学校） 原、イボ

1 月 20 日（金 ) APP モニタリング（ブザ）

Tahoua→Niamey
齋藤、カボ

原

1 月 21 日（土） APP モニタリング（ブザ） 齋藤、カボ

1 月 22 日（日）

1 月 23 日（月 ) 学校プロジェクト巡回（Charingue, Grado Sud）
APP モニタリング（サルナワ）

ウセイニ

齋藤、カボ
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1 月 24 日（火） 学校プロジェクト巡回 (TAbotaki, Tama)
APP モニタリング（サルナワ）

ウセイニ

齋藤、カボ

1 月 25 日（水） サヘルオアシス計画プロジェクト視察

学校プロジェクト巡回 (Kaoua Alhassane, Moudja) ウセイニ

1 月 26 日（木） 学校プロジェクト巡回 (Agueye, Touba Baggaoua)            

Tahoua→Niamey
ウセイニ

齋藤、イボ

1 月 27 日（金） ザンデール COGES 担当官会議 ザカリア、ハムザ

1 月 28 日（土）

1 月 29 日（日）

1 月 30 日（月）

1 月 31 日（火） イスラム暦新年（祝日）

（１）今月の総括

今月は、７COGES 連合の全体総会のモニタリング、人間の安全保障ビデオ撮影、タウア COGES

連合大会及び連合対象の財務研修、合同調整委員会などが主な活動であった。その他、月例COGES

担当官会議（タウア、ザンデール）、APP 担当者会議、APP モニタリングなどが行われた。さら

に、サヘルオアシスのスタッフ及びカウンターパートのプロジェクト訪問があった。COGES 関連

のドナー会合では、大臣主催のものが 2 回行われ、個別テーマの COGES 関連の会合も 1 回行わ

れ、それぞれの会合にチーフアドバイザーとコンサルタントが出席した。今月も多くの活動を

行ったが、それぞれ大きな成果を残した。特に合同調整委員会、COGES 連合大会及び財務研修を

組み合わせて行ったことは、それぞれの会合の参加者に刺激を与えるという相乗効果を生み、

活動の費用対効果を高めたことは特筆に値する。さらに、日本で行われた JICA 本部における世

銀副総裁との会合において、世銀、JICA 間でのコミュニティー開発分野における具体的な協力

案件として本プロジェクトが指名され、世銀副総裁の前でプロジェクトのプレゼンがなされ、

ニジェールにおいても、世銀、JICA の事務所長とニジェール世銀代表の会合で、COGES 分野で

の原則的協力の合意が得られた。これらは、世銀の資金による機能する COGES「みんなの学校モ

デル」の全国普及へ向けておおきな後押しとなった。さらに、合同調整委員会に出席した基礎

教育・識字省次官は、今年度 5 月にマダガスカルで行われるフランス語圏教育大臣会議で、ニ

ジェールの発表時に、ニジェールの COGES 政策及びタウアにおける本プロジェクトの活動を映

像と供に紹介したい要望をプロジェクト側に伝えており、今後の「みんなの学校モデル」の他

国への普及に向けても大きな一歩を踏み出した月となった。

（２）COGES 担当官会議

今月の COGES 担当官会議は、COGES 連合会議の前日に開催し、COGES 担当官通常活動報告の他に、

COGES 連合結成後、どのように COGES 担当官の役割が変化するかということを中心に話し合われ

た。

（３）COGES 連合財務研修

タウア州の COGES 連合が出揃い、連合全体会合を開く機会を利用し、連合組織強化の一環と

して、連合事務局に対する財務研修を実施した。研修は、参加者 78 名を 3グループに分けて行

ったが、この研修に先立つ全体会合では、COGES 連合が機能するための条件である各 COGES の機

能化（選挙及び学校活動研修の実施）の重要性と、組織としての透明性の重要性を説明し、そ

の透明性を維持するために、今回の財務管理研修が必要なことを強調した。今回の講師はCOGES

担当官が勤めたが、この研修の前日に COGES 担当官会議後、研修のシミュレーションを行った

結果、非常に効果的な研修が出来た。今後も、講師養成にも、より多くのシミュレーション訓

練を取り入れていくこととする。
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（４）タウア州 COGES 連合会議（３９連合）

去年の 12 月までの新しく結成された 32COGES 連合とすでに結成されていた７COGES 連合を加

えた 39 の COGES 連合を集めた会議を行った。会議の目的は、COGES 連合の役割の再確認と組織

としての透明性の確保であった。会議は、すでに 5ヶ月の活動実績がある７COGES 連合がその経

験からの問題点提起を行い、それにそって、全体で討議するという形の会議となった。会議の

討議の焦点は、COGES 連合事務局の運営方法、メンバーCOGES との情報伝達手段、定期総会の開

催の必要性、事務局運営費と各 COGES の分担金などに当てられた。結論としては、組織の透明

性確保のためには、情報公開、情報の伝達方法の確保が不可欠であり、各 COGES 連合は、開か

れた組織となるよう努力するというものであった。なお、会議の最終結論をまとめる部分で、

合同調整委員会に出席中の基礎教育・識字省次官、基礎教育総局長、計画局長などが参加し、

COGES 連合の発表を聞き、それを受けた演説を行い、会議は閉会した。

（５）合同調整委員会

今回の合同調整委員会よりニジェール側委員に大きな変更があった。まず COGES 推進室が次

官直属から基礎教育総局内の組織として位置づけられたことで、基礎教育総局長が新たに委員

として追加された。また基礎教育・識字省次官、計画局長、タウア州基礎教育・識字局長の人

事異動による交代などがあり、新委員にプロジェクトの活動を直接視察してもらい、プロジェ

クト理解を深めてもらうために委員会をタウアで開催した。参加者は上述の 4 名の他、COGES 推

進室長、笹館 JICA ニジェール事務所長、COGES 監督官、プロジェクトスタッフが参加して行わ

れた。会議は、チーフバイザーの挨拶の後、次官が会議の開催を宣言し、プロジェクトコンサ

ルタントからプロジェクトの概要と過去 6 ヵ月の活動のついての説明のあと、質疑応答がなさ

れた。質問の内容は、住民動員成功の理由、援助地域の他ドナーとの調整、選挙の実施方法な

どであった。その後、指標を含めた PDM 改訂版が承認され、会議は 20時に閉会された。これら

合同調整委員会参加者は、翌 19 日にタウアからニアメに戻る途中にある、2 校の COGES 校を視

察してもらった。この視察に参加者は大きな感銘を与えた。特に、訪問予定の学校に行く途中

にある学校で、偶然に遭遇した COGES の塀作りなどを見て、作り物ではない、COGES の力を実感

してもらえたことはプロジェクトにとっては大きな成果となった。

（６）APP

今月は主に、対象校の巡回を行なった。それぞれの学校によって、APP クラブ設置の進捗状況

に差はあるものの、校長と COGES 代表が中心となり、APP クラブ設置の第一段階である地域住

民への啓発がすべての学校で行なわれていることを確認した。

今回の巡回は、COGES メンバーを含めた地域住民の前で APP クラブ進捗状況や設置状況を聞

くように心がけた。現時点で啓発の段階にある学校に対しては、指導主事が APP の重要性、地

域住民と話し合いによる選択の必要性、児童に責任を与え児童主体で活動を進めることの効果等

を説明した。今後も、指導主事を中心にモニタリングが行なわれることになる。

APP 会議は、ブザ、サルナワ両コミューンの APP クラブ設置状況報告、効率的な情報収集の

ための巡回用紙改訂が主な目的であった。今回の会議では、効率的な情報共有を目指して、会

議の前日にすべての学校の基本情報をまとめた用紙を指導主事と共に準備したこと（添付資料

参照）、会議開始時間厳守を徹底したことで、進行がスムーズに運び十分な内容の話し合いがで

きた。会議内容も充実しており、巡回時の着眼点、注意点が多く挙げられた。(詳細は、別添資
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料参照)
担当の指導主事からは、すでに多くの学校でクラブが設置され、早いところでは定期的に活

動が開始されているとの報告を受け、ブザコミューンは 40 校中 24 校で、サルナワコミューン

では、28 校中 25 校でクラブが設置されているとのことである。まだ、クラブが設置されてい

ない学校が数校あるが、現在 COGES を中心に住民集会を通して APP 啓発活動を行なっている

最中である。今後の APP クラブの課題として「クラブ設置の過程の簡略化」と「APP 活動のイ

メージがつかめない学校への提案」が挙げられた。

（７）学校プロジェクト巡回モニタリング

1月 23日から26日にかけて8校を対象に実施している学校プロジェクトの進捗状況確認のた

めに巡回モニタリングを行なった。収入創出活動については 1 校を除き、いずれも予想通りあ

るいは予想以上の収益を上げており、得られた収益を COGES 活動資金としてそれぞれ計画され

た学校改善活動に投資するとともに更なる収益向上に向けた投資を行なうなど意欲的かつ堅実

な運営が行われていた。1 校のみ（Charingue 小学校）製粉機運営担当者が出稼ぎのため村を離

れ、その後後継者が見つからず活動が滞るという問題を抱えており、早急に後継者を見つける

とともに COGES による運営管理を徹底するよう COGES 担当官とともに対策を検討することとし

た。

（８）コミュニティー保育園

1 月 9 日にコミュニティー保育園の設置要請を受け、イレラ県の 3 校を集め、コミュニティー保

育園設立準備会議を行った。これらの学校は、すでに住民集会でコミュニティー保育園の設置

を決議し、その建設に掛かる活動計画を作成している。この会議では、その活動計画を検討し、

実現可能性を検証した。また就学前教育視学官から、保育士の雇用、あるいは、研修について

の説明があった。このコミュニティー保育園は、その運営においては、保育士の給与まで、運

営費すべてをコミュニティーが支出する形の完全なコミュニティーベースの保育園である。

この COGES を通したコミュニティーの需要にそったコミュニティー保育園が成功すれば、間違

いなく、ニジェールにおいて、もっとも全国普及が可能な保育園モデルとなるであろう。

（９） ザンデールのパイロット活動

1 月 27 日にザンデール州の COGES 担当官会議が行なわれ、タウア州の COGES 監督官およびプ

ロジェクトスタッフ 1 名をザンデールに派遣した。ザンデール州のパイロット 60校では既に全

ての学校において学校活動計画が策定されており、既に 100％実施済みの学校も少なからずあり、

追加の活動計画を提出している学校もあった。全体的に進捗状況は概ね良好で、いくつかの問

題点として、計画が住民集会の承認を得ていない学校が数校あったことが挙げられ、再度住民

集会で承認を得るように COGES 担当官が指導監督を行なうなどのアドバイスがなされていた。

今回はプロジェクトのカウンターパートであるタウア州 COGES 監督官が出張して参加したが、

予想以上にザンデール州での進捗が早く、関係者の高いモティベーションとプロジェクトのプ

レゼンスが薄い中での堅実な運営管理など、多くの点で驚きを隠せなかったようで強力なライ

バルの出現に刺激を受けたようであった。今後 2 つの州での活動を共有することで双方の関係

者がお互いに競争意識を持ち、相乗効果が得られることを期待したい。

（１０） 中央、他ドナーの動向
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年始から大臣主催（通常は PTF 代表フランス主催）が 2 回行われた。1回目は、準備不足のた

めに、実質的な討議はなかったが、2 回目の会議においては、PDDE 本年度計画が発表された。

計画についての実質的な討議は、次回の会合に持ち越されたが、ここでの質問に対して、大臣

が COGES に関連するドナー会合を開くことを明言し、それが実現した。この会議で特に重要な

ことは、世銀側が、本プロジェクトが COGES 普及モデルとして主張し続けてきた、ミニマムパ

ッケージ（民主選挙、学校活動計画、地方行政官によるモニタリングシステム）を始めて公式

に認め、PADEB への要請として、具体的な活動予定を COGES 推進室長に依頼したことである。現

在、プロジェクトはこのプログラム策定について、COGES 推進局長に対する技術的アドバイスを

行っている。

（11）人間の安全保障ビデオプロジェクト撮影

1 月 7～10 日にかけて、JICA で製作する「人間の安全保障」をテーマにした研修用ビデオの

撮影の為、撮影ミッション（JICA 企画調整部職員１名とビデオ製作業者 2 名の計 3 名）がプロ

ジェクトの対象校（コニ県カオラアルハッサン小学校）にて 3 日間撮影を行なった。撮影は同

対象校での COGES の活動を中心に、COGES 委員、校長、村長、保護者、母親、COGES 担

当官に対するインタビューを行なった。また、10 日にはニアメで基礎教育・識字大臣のインタ

ビューも収録された。住民への直接裨益、上（行政）からと下（住民のエンパワーメント）か

らのアプローチなど本プロジェクトのアプローチは人間の安全保障の視点と多くの点で合致し

ており、今回の撮影対象として選ばれ、撮影内容も製作者の意向に沿ったものを収録すること

が出来た。ただし、事前の打ち合わせにおいて製作者側が現地到着後に撮影内容の詳細を固め

るという姿勢であった為、対象校での準備が直前になったり、突然の変更が行なわれたりと、

プロジェクト側の調整も容易ではなかった。

（12） サヘルオアシス開発調査関係者プロジェクト視察

1 月 25 日にニジェールサヘルオアシス開発調査関係者一行（邦人 4 名、関係省庁カウンター

パート 6 名）がタウアを来訪し当プロジェクトを視察した。プロジェクトの活動紹介及び質疑

応答の後、タウア市のワダタ、ビルビス両小学校とコニ県のカオラアルハッサン小学校のCOGES

活動をそれぞれ視察した。サヘルオアシス開発調査は当プロジェクトのモデルを応用して「み

んなの学校モデル」の“村落開発バージョン”に取り組む方向で、現在、対象地域の選定段階

にあり COGES の成功モデルを有するタウア州はその有力候補として挙げられている、との事で

あった。

(13) プロジェクト運営管理

①第 3 四半期現地活動費精算報告

1 月 6 日にニジェール事務所に 2005 年度第 3 四半期の会計報告書類を提出した。今期分の精算

額は以下のとおり。

１．前期繰越分：6,191,073Fcfa
２．概算受入額：100,867,800Fcfa
３．支出額：71,324,661Fcfa
４．差引残額：35,734,212Fcfa

また、第 4四半期分の現地活動費が 1月下旬に前途資金として送金された。

②ONEN 業務委託契約
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ザンデール州のパイロット 60 校に対する COGES 支援業務の ONEN への委託に関して、10～12 月

分(6 ヶ月契約の前期分)の精算を行ない、3,861,514Fcfa を ONEN に支払った。

③COGES 連合担当スタッフ（ONEN 派遣）のムナヒ氏が 1 月に入り体調を崩し、ニアメにて長期

療養を余儀なくされた為、当分の間、残りのスタッフで COGES 連合の機能強化に関する業務を

分担していくことになる。

（１４） 課題

プロジェクトの評価の高まりと共に、プロジェクトを取り巻く環境も変わりつつある。現在、

プロジェクトは、COGES の機能化と住民参加に成功し、その基本的なモデル作りに成功したとう

のが現状であり、国家政策とあいまって、永続化するモデルの完成までには程遠い。しかし、

外部より多くの場面で、様々な貢献が求められており、そのために割く時間が多いため、日常

的な活動を通常通り展開していくのに困難が生じる危険性があり、バランスの取れたプロジェ

クト運営が求められている。

３．2 月の予定

予定 期間

 COGES 担当官会議 2 月 10 日

 JICA 教育分野アフリカ域内ワークショップ（於：ケ

ニア、尾上専門家出張参加 2 月 7~14 日）

2 月 9,10 日

 ザンデール COGES 担当官会議 2 月 20 日

 原専門家休暇終了 2 月 17 日

 COGES 連合巡回モニタリング（32 新 COGES 連合） 2 月上旬

 ７COGES 連合収入創出活動支援モニタリング及び機

材購入

2 月中旬

別添 １ COGES ドナー会合議事録

別添 2 コミュニティー保育園設置巡回報告書

別添 3 APP 会議議事録
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

プロジェクト活動月報（2006 年 2 月）

作成日：2006 年 3 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

2 月 1 日（水） COGES 連合巡回（ケイタ、ブザ） カボ、ザカリア

2 月 2 日（木） COGES 連合巡回（ブザ） カボ、ザカリア

2 月 3 日（金） COGES 連合巡回（ブザ）

コミュニティー保育園保育士研修（9 日まで）

カボ、ザカリア

2 月 4 日（土） COGES 連合巡回（ブザ、チンタ）  カボ、ザカリア、ウセイニ、

ガンボボ

2 月 5 日（日）

2 月 6 日（月） COGES 連合巡回（ブザ、コニ）

APP クラブ巡回

ウセイニ、ガンボボ

斉藤

2 月 7 日（火） COGES 連合巡回（コニ、マダウア）

Tahoua→Nimey
ガンボボ、ザカリア

尾上

2 月 8 日（水） COGES 連合巡回（コニ、マダウア、タウア県）

尾上ケニア出張（アフリカ域内教育ワークショップ、～13 日まで）

ガンボボ、ザカリア、カボ

2 月 9 日（木） COGES 連合巡回（イレラ） ガンボボ、ザカリア

2 月 10 日（金） COGES 連合巡回（タウア県） ガンボボ

2 月 11 日（土）

2 月 12 日（日）

2 月 13 日（月） COGES 連合巡回（チンタ）

2 月 14 日（火）                       

2 月 15 日（水） APP 会議 齋藤、カボ、イボ

2 月 16 日（木） COGES 担当官会議             

Niamey→Tahoua
全員

尾上

2 月 17 日（金）             原一時休暇から帰国

2 月 18 日（土）

2 月 19 日（日)                       Niamey→Tahoua 原

2 月 20 日（月)
2 月 21 日（火） Tahoua→Zinder イボ

2 月 22 日（水） ザンデール COGES 担当官会議 イボ

2 月 23 日（木)
2 月 24 日（金）

2 月 25 日（土）

2 月 26 日（日）

2 月 27 日（月） サルナワ巡回 齋藤、影山

2 月 28 日（火） ブザ巡回 齋藤

（１）今月の総会

今月は、COGES 担当官会議、APP 会議、ザンデール COGES 担当官会議などの定例月例会議の他に、

コミュニティー保育園保育士養成研修、COGES 連合モニタリングが行われた。特に、設置された

ばかりの COGES 連合に対するモニタリングは、COGES 連合設置研修、タウア COGES 連合大会にお

いて、強調された COGES 連合運営における透明性の確保が出来ているかどうかという点を確認

するために、39 すべての COGES 連合事務局を対象に行った。この巡回において様々な問題点が

判明した。また尾上専門家がケニアで行われた教育分野域内ワークショップに参加した。
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（２）COGES 担当官会議

今回の会議では、COGES 連合のモニタリングの仕方、特に、どのように COGES 連合活動計画の内

容についてのアドバイスを行ったらよいかという議論が行われた。これは、1 月の COGES 連合大

会において、COGES 連合としての活動計画の策定を決めたが、策定された計画書に問題が多いこ

とがわかったためである。議論の結果、COGES 担当官自身が、COGES 連合としての活動計画の方

向性を理解していないことが判明したため、COGES 連合のから提出された実際の計画書を見なが

ら、なにが問題なのかを参加型で議論を行い、問題点を指摘していった。会議は、夜の 10 時間

まで行われ、内容的にも充実したもので、今後の COGES 連合のモニタリングを担当する COGES

担当官にとっても有意義な内容となった。

（３）APP 会議、APP クラブ

今回の APP 会議は、コニ県サルナワ地区・ブザ県ブザ地区の担当指導主事に、新たに各県 1 名

ずつを加えた計 4 名の指導主事と共に行なった。この措置は、人事異動の多い基礎教育省にお

いて、現在活動を共にしている指導主事に異動が生じた場合、活動が停止してしまう恐れがあ

ることから、今後の活動を見据え、各県 2 名体制で行うことが妥当であると判断したためであ

る。会議のはじめに、新指導主事に対し、APP クラブを設置するに至った経緯と APP クラブの

特徴をまとめたパワーポイントを紹介し、今後の活動開始にあたって、現地コンサルタントよ

り、①効率的に計画を立てて巡回すること、②互いの巡回情報を共有すること、③各学校に対

して行なう助言は、汎用性を考えクラブの特徴を考慮し適切に行なうことなどが説明された。

新たに加わった 2 名の指導主事は、APP クラブの取り組みをとても評価しており、プロジェク

トパイロット校以外の学校へも紹介したいと考えているようである。しかし、今年度の活動は、

対象校 68 校で行なっている APP クラブ実施の結果をもとに、さらに効率的で普及可能な APP
提案のための準備と考え、対象校の活動を十分観察し、それぞれの意見を十分に出し合うこと

を目的としている。したがって、現在のところは、汎用性のある活動の追及を第一に巡回して

いくことの必要性を伝え、全体の場で意識の統一を図った。

各学校の活動は、全体の 80％（対象校 68 校中 54 校：コニ県サルナワ地区 28 校中 25 校、

ブザ県ブザ地区 40 校中 29 校）でクラブが設置されており、順調な滑り出しといえる。COGES
を通した地域住民へのアプローチによって、住民が求める活動が選出され、従来の APP として

イメージされていた裁縫・菜園・飼育という 3 大活動だけではなく、多種多様な活動が挙げら

れている。特に、地域色の強い活動に関しては、これらの活動技術を持っている教員は少ない

ため、地域住民が講師として参画しているのが特徴である。これら有志で参加している住民が

モチベーションを維持していけるよう、何らかの工夫が必要であると感じている。（例えば、

COGES から表彰する、視学官事務所から表彰する等）

また、巡回については、実際の活動の様子をできるだけ観察し、各学校が毎週定期的に APP
を行なう習慣を自然に身につけるよう指導主事側から促していくようにしたい。

（４）COGES 連合巡回モニタリング

1 月下旬から、2 月の上旬にかけて、プロジェクトスタッフ、COGES 監督官及び COGES 担当官

による 39 の COGES 連合事務局へのモニタリングが行われた。この巡回により、多くの問題点が

浮き彫りになった。（詳しくは別添の「COGES の現状」を参照）。今後、COGES 連合が機能する組

織となるためには、多くの努力が必要であり、プロジェクトとしては、一 COGES よりは、大き

な組織であるCOGES連合の機能化モデルを作り出し、新しいアプローチを創出する必要がある。
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3 月中には、COGES 連合の問題点を分析し、COGES 連合マニュアル」作成のためのアトリエを開

催することとした。

（５）コミュニティー保育園保育士養成研修

コミュニティー保育園がイレラの 3 つの COGES によって創出されることとなったが、その施設

の保育士養成のための研修を開催した。この研修の講師は、タウアの就学前教育視学官が担当

した。この視学官は、UNICEF がタウアで設立しているコミュニティー保育園の保育士の養成を

担当しているため、そのマニュアルを使った研修となった。期間は 1 週間であり、研修期間中

の研修生の日当宿泊費等など最低限の費用はプロジェクトから支出している。これらのコミュ

ニティー保育園が目指すものは、コミュニティーが設立し、外部からの資金援助なしに運営す

る完全自立型の保育園であり、保育園の持続性は、コミュニティーの需要を最大限に生かした

保育内容でしか確保できないため、研修の内容も今後の巡回などを通し収集した情報を基に改

定していく予定である。

（６）ザンデールのパイロット活動

ザンデールの COGES パイロット 60 校は、現在学校活動計画を実施中であり、多くの学校で計

画が 100％実施されたことが報告されている。4月以降、ザンデールにおける他の学校への COGES

委員の民主選挙の研修が予定されることから、自己評価の時期を早め、3月中に第 1 回目の学校

活動計画の評価を行うこととした。

（７）中央、他ドナーの動向

基礎教育・識字省では、PDDE の共同レビューの準備が進んでいる。今年予定されているレビ

ューは、PDDE の第 1 フェーズ（2003～2006）の最終年にあたり、フェーズの総括的な意味があ

り、現地調査を含む大規模なレビューとなる。現地調査は 4 月 1 日から 15 日までが予定され、

すべての州において、別々のチームが調査を行う。タウアの調査団長は、世銀のウエドラゴ氏

となった。

（８）アフリカ域内教育ワークショップ

2月 9,10日にケニアにてJICAのアフリカ各国における教育開発支援の事例の共有を目的とし

て、ワークショップが開催され、プロジェクトより尾上専門家が出席し、ニジェールでの地方

分権/学校運営委員会の取り組みの事例として当プロジェクトの経験を発表した。（詳細は別添

出張復命書参照）

（９）プロジェクト運営管理

①NGO 業務委託契約

昨年 10～12月に実施した COGES 連合研修及び学校活動計画研修の NGOへの業務委託契約につ

いて、最終精算額が確定し、最終支払いが完了した。精算額は 34,292,204Fcfa で第 1 回、第 2

回概算払い分を差し引いた今回の残額支払い額は 6,785,755fcfa。

②COGES 連合収入創出活動支援

昨年 5 月に設置した 7 つの COGES 連合による収入創出活動の支援について、それぞれ連合事

務局より提出された提案書を吟味・検討した結果、それぞれの地域で収益性が高いと考えられ

る氷やヨーグルトなどの氷菓子販売のための冷凍庫及び付属機材を購入することとした。2月下
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旬に競争入札による業者の選定を行ない、3 月上旬には機材が納入され支払いを行なう予定。

（１０） 課題

今後の課題として COGES 連合の機能化が第１に挙げられる。大規模な住民組織が自主的に機

能するためには、学校レベルとは異なった様々な仕掛けが必要であり、今後プロジェクト期間

を通したもっとも重要な取り組みとなる。貧困地域で、しかも通信事情も悪いニジェールでこ

のような組織を機能させることは、参照にする事例も少なく、当事者、関係者の努力、創意工

夫が必要である。プロジェクトとしては、それらのイニシアチブを引き出していく努力が必要

である。

３．2 月の予定

予定 期間

 学校プロジェクト対象校会議 3 月 4 日

 COGES 連合会議 3 月 6 日

 中澤専門家（業務調整/能力強化）着任 3 月 7 日

 ニジェール中等理数科プロジェクト事前調査団プロジ

ェクト訪問

3 月 11、12 日

 COGES 担当者会議 3 月 22 日

 齋藤シニア隊員帰国 3 月 22 日

 COGES 連合マニュアル作成アトリエ 3 月 23 日

 ザンデール COGES 担当者会議 3 月 15 日

別添 1：タウア県における COGES の状況（2006 年 2 月現在）

別添 2：出張復命書（第 2 回アフリカ域内教育ワークショップ）

別添 3：第 4 回 APP 会議議事録
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

プロジェクト活動月報 2006 年 3 月）

作成日：2006 年 4 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

3 月 1 日（水） COGES 連合巡回（サルナワ）

APP 巡回（ブザ）

コミュニティー幼稚園巡回（イレラ）

Kabo
齋藤

影山

3 月 2 日（木） COGES 連合巡回（ブザ）

APP 研修（ブザ）

Kabo、Zakaria
齋藤

3 月 3 日（金） APP 巡回（ブザ） 原、齋藤

3 月 4 日（土） 学校プロジェクト評価会議（8 校）  原、Ouseini、影山

3 月 5 日（日）

3 月 6 日（月） ７COGES 連合会議                      全員

3 月 7 日（火）

￥

中等理数科プロジェクト調査団来ニ（石原、岩崎他 2 名、ニアメ）

中澤専門家到着（原出迎え、挨拶同行、ニアメ）

                       Tahoua→Nimey

原

原

3 月 8 日（水） PFT 会議、中澤専門家挨拶、調査団同行（ニアメ） 原

3 月 9 日（木）                        Namey→Tahoua
                       Tahoua→Niamey

原

尾上

3 月 10 日（金）                         

3 月 11 日（土） SMASSE 調査団コニへ移動          Tahoua→Konni
Niamey→Konni
Konni→Tahoua

原、齋藤、影山

尾上、中澤

齋藤、影山、中澤

3 月 12 日（日） SMASSE 調査団タウアに移動

                       Konni→Tahoua 齋藤、影山、中澤

3 月 13 日（月） スタッフ会議

収入創出活動機材供与式典（タウア）

全員

全員

3 月 14 日（火） コミュニティー識字学校巡回

COGES 連合巡回                  

影山

Zakaria、Ganbobo
3 月 15 日（水） ザンデール COGES 担当者会議

収入創出活動機材移送開始          Tahoua→Niamey
IBO
齋藤

3 月 16 日（木） 収入創出活動移送終了

コミュニティー幼稚園巡回

齋藤シニア隊員最終報告会

影山

齋藤

3 月 17 日（金）             

3 月 18 日（土）

3 月 19 日（日)                      

3 月 20 日（月) スタッフ会議 全員

3 月 21 日（火） 収入創出活動機材供与式（タウア、タバラック、ブザ各コミューン）

Tahoua→Nimey 原、影山

3 月 22 日（水） PTF 会議（ニアメ）

齋藤シニア隊員                Niamen→Tahoua
原、

原、影山

3 月 23 日（木) 収入創出活動機材供与式（バドゲッシャリ、サルナワコミューン）

APP 会議

原、IBO
影山、原、IBO

3 月 24 日（金） COGES 担当官会議 全員

3 月 25 日（土） COGES 連合会議 全員

3 月 26 日（日） 収入創出活動機材供与式（チンタ）

収入創出活動機材購買 (コニ)
IBO
尾上

3 月 27 日（月） スタッフ会議 全員
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3 月 28 日（火）

3 月 29 日（水）                       Tahoua→Niamey 尾上

3 月 30 日（木） コミュニティー幼稚園会議

                       Niamey→Tahoua
原、影山、IBO
尾上

3 月 31 日（金）

（１）今月の総括

今月、タウアにおいては、学校プロジェクト評価会議、COGES 担当官会議、教育の質改善キャン

ペーン開始のためのCOGES連合会議、APP担当者会議、コミュニティー幼稚園関係者会議、７COGES

連合に対する収入創出活動機材供与をおこなった。またザンデールにおいては、COGES 担当官会

議を開催した。その他、ニジェール中等理数科教育強化計画事前調査団のプロジェクト訪問が

あった。また、ニアメにおいては、教育開発 10 ヵ年計画の基礎教育・識字省、ドナー共同評価

のための現地調査受入れ準備を行った。今月も多くの活動が行われたが、活動の主眼は COGES

連合の機能化であり、COGES 連合による収入創出活動、質の改善キャンペーンにしてもこの目的

を達成するための活動と位置づけられる。プロジェクト内部の動きとしては、APP 担当の齋藤シ

ニア隊員が任期終了に伴い帰国したが、同女史は短期専門家と 4 月 24 日に赴任する。また中澤

専門家（業務調整/住民能力強化）が着任し、尾上専門家がプロジェクト運営業務に専任し、原

専門家は、チーフアドバイザーに加え、教育アドバイザーとしての業務を兼任する体制となっ

た。

（２）COGES 担当官会議

今月の会議は、先月に引き続き、COGES 担当官と COGES 連合の関係、COGES 連合を通した各 COGES

のモニタリング手法確立、COGES 連合の機能化などが主な討議テーマとなった。現在指摘されて

いる問題は、COGES 担当官が COGES 連合に対する支援を行っていかなければならないが、その担

当官の COGES 連合のシステムや構造、意義などに対する認識が低いことが、COGES 連合機能化の

大きな障害となっていることである。そのため、上述したテーマが会議の議題として取り上げ

られた。会議は、終日に亘り、行われ、多くの議論がなされた。

（３）タウア COGES連合会議

今回の会議では、COGES 連合事務局の事務局長を集め、COGES 連合の機能化と連合を通した教育

の質改善のイニシアチブについて討議が行われた。

① COGES 連合の機能化

COGES 連合はその設置から一番早いもので 10 ヶ月、最後の連合設置からは 4 ヵ月が経っている

が、いまだその自主的な運営システムが確立しているとは言いがたい。特に、COGES 事務局と各

COGES の関係がその通信の困難さから良好ではなく、事務局運営費のための各 COGES からの分担

金が集まらず、事務局会議や全体会合などがおこなわれていない連合もある。これらの問題は

設立以前から予想される問題であり、研修や設立後の連合大会の中でも解決策を模索するよう

に指導してきたが、依然として状況は厳しい。今回の会合では、参加者である事務局長自身が

それぞれの問題の本質はどこにあるのかを認識してもらうことに重点を置いた。例えば、COGES

連合事務局運営費が不足しているという問題では、事務局長は各 COGES が分担金を滞納してい

ると非難した。この非難に対し、各 COGES 内では分担金が容易に集まる事実と比較してもらう

ことで、問題の本質は、事務局と各 COGES やそれを取り巻く住民との間に心理的にあることを

理解してもらうように努めた。つまり、各 COGES や住民が COGES 事務局を自分たちの代表、あ
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るいは自分たちの利益を代表していると考えられないということが結果的に分担金を払うこと

に対して消極的になる大きな理由になっているのである。問題の根本を理解することが出来れ

ば、ある程度の解決策は見つかるはずである。会議ではこれらの議論を通して、ある程度の共

通認識を得ることが出来た。距離を縮めるには、組織の透明性を向上させる情報公開が必要で

あり、情報公開のためにはより頻繁な情報交換や討議が必要となる。会議では、情報公開のた

めに最も実現可能な方法は何かを討議した。議論は、事務局委員が各 COGES を巡回するよりは、

市場などの人々が集まる機会を利用して、短時間でも全体会議を行うことが効率的で、現実的

であるという結論に行き着いた。

  

② COGES 連合を通した教育の質改善のイニシアチブ

このイニシアチブでは、特に小学校修了試験合格率改善のために、各 COGES 連合がイニシアチ

ブを取り、具体的には各 COGES が試験合格率の向上を目指した活動計画を作成し、実施する。

現在、本プロジェクトの対象校は 1209校（タウア州全小学校の 90％）であり、これらすべての

学校で一つの成果に向けた活動が行われれば、タウア全体としての合格率が向上させることも

可能である。小学校修了試験の合格率の改善がそのまま教育の質の向上を意味するわけではな

いが、このイニチアチブで目に見える効果が上がれば、基礎教育・識字省、ドナーには、COGES

連合が持つネットワークを使ったCOGESの教育開発における実力を見せることが出来、保護者、

COGES 委員や COGES 連合にとっては、大きな自信となることは間違いない。現在まで、住民が主

体となった組織がこのような広範囲のネットワークを使い、教育の質の改善で大きな成果挙げ

た例は稀であり、このイニシアチブが成功は、ニジェールの COGES の実力を世界に示すものと

なる。会議では、試験の合格率を挙げるための具体的な戦略が討議された。連合事務局長は、

多くの経験のある校長が含まれており、示唆にとんだ戦略が多く出された。それらの戦略をど

のように連合で具体化するかを話し合った。

（４）７COGES 連合に対する収入創出活動

COGES 連合機能化の一環として、プロジェクトとして、COGES 連合事務局運営費捻出のため収入

創出活動を支援している。7 つの連合がそれぞれ提出した要請書から、綿密な調査の結果、飲み

物販売と穀物貯蔵が収入創出活動として選んだ。今回は、それらの活動のための機材である冷

凍庫（6COGES 連合）とたまねぎ（１COGES 連合）を供与し、その供与式典を、地方行政関係者

などを招いて行った。COGES 連合は、それぞれ、販売委員、管理委員などを任命し、その委員た

ちの主導のもとに収入創出活動を開始している。収入創出活動は、COGES がそれまで行ってきた

教育改善活動とはまったく主旨も内容も違う活動であり、プロジェクトとしては、経営管理技

術などの情報を豊富に COGES 連合事務局に提供してきたが、今後も経営については、困難が予

想されるので、技術支援を継続して行っていく。

（５）学校プロジェクト会議

パイロット的に行われた８つの学校プロジェクトが開始されてから一年が経過したため、今回

は学校プロジェクトの評価を行うために会議を行った。学校プロジェクトと学校活動計画の違

いは、学校活動計画は、各学校の問題をコミュニティーの資源動員の限界を考慮して立案、実

施するのに対し、学校プロジェクトは、コミュニティーの資源動員の限界を越えた問題に対し、

収入創出活動から得た資金により継続的な解決策をプロジェクトとして行っていくことにある。

この学校プロジェクトのために収入創出活動の原資を本プロジェクトが支援した。
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評価は、収入創出活動の結果とその活動から得た収入による教育改善活動の 2 分野について行

った。

まず、収入創出活動については、穀物粉砕と穀物販売の 2 種類が行われたが、結果的には、穀

物販売は予想以上の収入を創出したが、一方、穀物粉砕の活動は大きな収入を得るには至らな

かった。穀物粉砕がうまくいかなかった理由は、基本的は需要が少なかったということが挙げ

られる。もちろん昨年の穀物の不作などの影響もあるが、よほど大きな町か人口が多い村で運

営管理が整備されていない限り、穀物粉砕は収入創出活動としてなりたたないという教訓を得

た。これに対し、穀物販売は穀物の購買と売却の時期さえ間違わなければ、大きな利益を上げ

ることが可能である活動であることがわかった。教育改善活動に関しては、穀物粉砕を行って

いる学校は、収入がないためにあまり活発ではなく、逆に穀物販売をしている学校の中には

得た収入により、ユニークな活動を展開しているものもある。学校プロジェクトの最終的な評

価は、現地コンサルタントの報告書提出を待ってまとめるものとする。

（６）APP 会議、APP クラブ

今回は、コニ県およびブザ県より各々2 名、計 4 名の指導主事を向かえて APP 会議を行った。

各指導主事からの報告によると、現時点までにコニ県サルナワ地区－対象２８校中全校、ブザ

県ブザ地区－対象４０校中３８校にて、APP クラブが設置済みであることが確認された。個々

のクラブで細かな問題はあるものの、全般的に見てほとんどのクラブが順調に実施されている

ようである。特筆すべきは、ブザ県ブザ地区の文化クラブ（寸劇・歌・詩の朗読）が今月より

取り組み始めた校外活動である。これはクラブの活動場所を学校内から村落内へと移し、地域

住民の前で活動を発表する活動であり、「学校からコミュニティーへの発信」として非常に興味

深く、多方面への効果が期待できる。子供がクラブの実施状況を住民に見せることで、APP ク

ラブへの住民の理解を高めることになり、また、保健や女子児童就学のテーマで劇や歌等を行

うことで、住民への啓発効果も望めるためである。このようなコミュニティーとの連帯・関係

作りはもちろんのこと、APP クラブと COGES 連合との協力体制や学校長のモチベーション向

上のための視学官事務所所長の介入等の必要性も今回の会議で話し合われた。現在のところ、

APP クラブのモニタリングを担当している各指導主事のモチベーションは非常に高く、今回の

会議でも各校の仔細に渡る巡回報告が挙がってきた。しかしその反面、現在のモニタリング体

制が個人の資質と過大な労力に依拠し過ぎている感があり、APP クラブの拡大可能性に鑑みる

と、その点で汎用性に欠けることが懸念される。よって、今後の課題としては、効率的で均質

的なモニタリング体制の考案が挙げられる。（別添「APP 会議議事録」）

（７）コミュニティー保育園

今月 30・31 日の２日間、イレラ県 3 村の COGES 学校活動計画によって 2 月中旬に開園され

た、「コミュニティー幼稚園」に関わる会議を行った。参加者は、各村より保育者全員（Djinguiniss 
2 名／Dangona 3 名／Dabnou １名）、COGES 代表、学校長の計 12 名である。今回の会議の

目的は、１）COGES メンバーおよびコミュニティー幼稚園保育者に対し、コミュニティー幼稚

園の本質に関する理解を促し、今後のコミュニティー幼稚園運営体制確立へ向けた布石とする、

２）幼稚園・保育者支援のための体制作りへの提案、および具体的な保育内容例（遊びのアイ

ディア）を提供し、コミュニティー幼稚園活性化への足がかりとする、という二点であった。

初日（30 日）は、「コミュニティー幼稚園と公立幼稚園との違い」という点を議論の切り口とし、

その違いを認識した上で、どう住民が満足する「幼稚園」を作り上げていくか、現在各コミュ
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ニティー幼稚園が直面している問題（主に資金・資材の不足）をどう解決していくか、等の点

について話し合った。これらの議論を通し、住民のニーズを知ると同時に、コミュニティー幼

稚園がどう住民の利益となるのかについて住民に説明・啓発することの重要性が認識され、そ

の為の住民集会開催の必要性が参加者間で確認された。二日目（31 日）は、現在幼稚園で計画

されている保育内容、およびその中で直面している問題点（文具の不足）の検討を行った。各

園から挙がったプログラム上の問題に対しては、「遊び」の例を紹介し、「遊び」を通して子供

が学び得るものの多様さを提示することで、硬直したプログラムへの再検討を促した。また、

コミュニティー幼稚園の目的を参加者間で再確認し、コミュニティーの可能性と限界を踏まえ

たうえで、優先づけをしながら、柔軟な思考で目的達成へと繋げることの必要性を話し合った。

今回の会合は、コミュニティー幼稚園という新しい試みを前にして、どう取り組むべきか五里

霧中といった感のある COGES メンバーおよび保育者に対し、コミュニティー幼稚園の出発点

であり、かつ今後の運営の指針となる部分－住民の需要という視点－を認識してもらうことを

最大の目的とした。その為、この二日間の話し合いだけでは、彼らが現場で直面する問題の全

てに対して答えが出たわけではない。しかし、少なくとも参加者それぞれがコミュニティー幼

稚園の意味を認識し、従来型の「幼稚園」という凝り固まった思考から抜け出すことで、様々

な問題に対して柔軟な対応策を模索していくきっかけとなったことを期待する。

（８）ザンデールのパイロット活動

今回の会議では、ザンデールにおけるパイロット 60校の学校活動計画の実施評価の取りまとめ

と、4 月から、予定されているザンデール全州における保護者会、COGES 委員選挙の具体的な日

程作りについて話し合われた。学校活動計画については、予定活動数を上回る活動が実施され

た。一校平均活動実施数 4.4 活動、一校平均活動実施予算 210000CFA、生徒一人当たり活動実

施費 962CF という結果は、タウアの初年度の実績をすべて上回った（詳しくは別添参照）。今

回は、完全な NGO 委託として、活動が行われており、タウアで確立された COGES 導入、活性化

のミニマムパッケージ（みんなの学校モデル）は、他地域でも、プロジェクトの直接の介入な

いしでも、有効であることを証明した。保護者会、COGES 選挙研修については、5 月 3 日から 2

週間に亘り、ザンデールのすべての小学校を対象に行われることが決定した。実施形態は、現

状と同じように、NGO への完全委託となる。

（９）中央、他ドナーの動向

今回の会議の主要な議題は、PTF による PDDE の合同レビューの準備特に、現地調査の準備につ

いてと共同基金の実施手続きについてであった。PDDE の合同レビューは現在の所、5月 24 日か

ら 27 日までの 3 日間が予定されているが、そのレビューに先立ち、4 月 1日から 15 日までの現

地調査が予定されている。その現地調査による情報を整理し、分析し合同レビューに反映する。

そのためには、まず、現地調査で行う作業内容の詰めが必要であり、その調査項目のドラフト

が PTF 作業班によって作成され、関係者に配布された。今後この調査項目についてコメントを

各関係者が基礎教育・識字省に送り、取りまとめられる。調査は、この項目にそって行われる。

また具体的な調査日程については、各州で前もって任命されている調査班長によって決定され

る。

ドッソの調査班長である Eu の代表より、JICA からドッソ調査班に人を入れてほしいとの要望

があった。2 つ目の議題である、共同基金について、現在監査システムが構築できず、手続き

が止まっている状況が説明された。共同基金の監査委員会は、財務省、基礎教育・識字省、PTF
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の代表から構成されるが、特に財務省のリアクションが悪く、今後さらに財務省に委員会設置

への努力を促すことを PTF 全体で要請することが決定された。

CONCERN は、本プロジェクトの支援地域であるタウア州の 2 つのコミューン（タウア州、全体で

43 州、プロジェクト支援コミューン 39州）で、活動を行っているが、活動コミューンを拡大し、

イレラ県にも活動を拡大することが決定された。現在、プロジェクトでは、イレラ県の全コミ

ューンで、ミニマムパッケージ及び、COGES 連合の結成をすでに終えており、その活動の調整の

ために、先方の依頼により会談を行った。会談の結果、CONCERN は、イレラ県の中で、もっとも

僻地となるアジャイコミューンのみを援助対象地域とし、その地域での援助も、本プロジェク

トがすでに行った COGES 活性化のための活動は行わず、CAPED（Cellules d’Animation 

Pédagogique: 現職教員研修組織）を使った現職研修強化の活動に集中することで合意した。

同 NGO の活動は、教員の質の向上を目指すものであり、本プロジェクトの活動を補足するもの

であり、同 NGO との現場での提携には大きな効果が期待できる。また、小職からは、すでに本

プロジェクトのミニマムパッケージを使って活動を行っているタウア県の 2 コミューンにおい

て、COGES 連合の結成時期を早め、今年の小学校修了試験の合格率を上昇させるために COGES 連

合によるイニシアチブに参加することを要請したが、COCERN 代表はこの要請を承諾し、具体的

に活動を委託しているローカル NGO（ONEN）に対して迅速に指示を出すことを約束した。

（１０） 中等理数科改善計画プロジェクト訪問

中等理数科教育事前計画調査団が来ニし、調査を行ったが、週末を利用し、本プロジェクトを

訪問した。今回の訪問は、調査団の団員で、本プロジェクトの本部の担当でもある石原基礎教

育第２チーム長と岩崎職員の他、ケニア SMASSE プロジェクトの専門家とカウンターパートのほ

か、ニジェールからは、同プロジェクトのカウンターパートとニジェール事務所から井手企画

調査員が参加した。訪問プログラムは、プロジェクトのパワーポイントによる紹介と学校視察

での COGES 委員、保護者、児童などとのグループインタビューによって構成した。訪問は問題

なく終了した。また、訪問の合間に、石原チーム長と岩崎職員とプロジェクトの今後のスケジ

ュールなどのついての討議を行った。

（１１） プロジェクト運営管理

①中澤専門家着任

3 人目の長期専門家（業務調整/住民能力強化）として中澤専門家が 3 月 7 日に着任した。

②齋藤シニア隊員離任

2004 年 3 月からプロジェクト付きのシニア隊員として活動を行っていた齋藤シニア隊員が任期

満了に伴い 2006 年 3 月 22 日離任帰国した。齋藤シニアは 4 月下旬から今度は当プロジェクト

の短期専門家（生産実習活動）としてプロジェクト終了時まで派遣される予定。

③NGO 契約

ザンデール州パイロット校の COGES 活動支援のために実施していた現地ローカル NGOの ONEN へ

の業務委託契約が完了し、最終精算額を確定し、支払いを行なった。第一回精算払いと今回の

精算払いの合計総額は 8,628,980Fcfa であった。

④車輌、バイクの購入

シニア隊員が離任となりシニア車輌がニアメ事務所へ返却された為、3 台目のプロジェクト車輌

（TOYOTA ランドクルーザー）を新たに本部から携行機材費として前途された資金にて購入した。

また、COGES 連合へ貸与予定のオートバイ 13 台を携行機材費にて購入した。
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３．４月の予定

予定 期間

 PDDE 共同レビュー現地調査 4 月 7～15 日

 COGES 担当者会議

 COGES 担当者会議（ザンデール） 4 月 14 日

 教育の質改善キャンペーン 4 月～6 月

 齋藤短期専門家着任 4 月 24 日

 「万人のための教育」習慣 4 月 24～30 日

別添 1：ザンデール COGES パイロット活動総括

別添２：ドッソ学校保健グループ派遣活動視察記録

別添３：APP 会議報告書
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

プロジェクト活動月報 2006 年 4 月）

作成日：2006 年 5 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

4 月 1 日（土）

4 月 2 日（日）

4 月 3 日（月）                                              Tahoua→Niamey 尾上、中澤

4 月 4 日（火） 2005 年度第 4 四半期会計報告                   

4 月 5 日（水）                        Niamey→Tahoua 尾上、中澤

4 月 6 日（木）

4 月 7 日（金） COGES 連合総会（Tabalak） 尾上

4 月 8 日（土） COGES 連合総会（Malbaza） 尾上

4 月 9 日（日） COGES 連合総会

PDDE 合同評価現地調査

尾上

世銀、EU,JICA、原

4 月 10 日（月） 世銀、EU,JICA、原、尾上

4 月 11 日（火） 世銀、EU,JICA、原、影山

4 月 12 日（水） 世銀、EU,JICA、原、

4 月 13 日（木）

                      Tahoua→Zinder
世銀、EU,JICA、原

尾上、Ibo
4 月 14 日（金）             ザンデール担当者会議  世銀、EU,JICA
4 月 15 日（土）                        Zinder→Tahoua 尾上、IBO
4 月 16 日（日)
4 月 17 日（月)
4 月 18 日（火） コミュニティー幼稚園巡回

Tahoua→Niamey
影山

原

4 月 19 日（水） APP 巡回（Bouza）
タウア PTF 会議

Niamey→Tahoua

影山

尾上

原

4 月 20 日（木)
4 月 21 日（金） APP 巡回（Bouza）

COGES 総会（B.Katami）
影山

尾上

4 月 22 日（土）

4 月 23 日（日）

4 月 24 日（月） 世界 EFA 週間（教員問題）

4 月 25 日（火） 齋藤短期専門家着任

                       Niamey→Tahoua 原

4 月 26 日（水）                        Tahoua→Namey 原、齋藤

4 月 27 日（木） APP 担当官会議 原、齋藤、影山

4 月 28 日（金） COGES 担当官会議

教員の夕べ

全員

4 月 30 日（土） 教員問題討論会

4 月 31 日（日）

（１） 今月の総括

今月は、タウアにおける PTF 合同 PDDE 評価現地調査、タウア COGES 担当者会議、世界 EFA 週間

のイベント（教員問題）などが行われた。合同評価では、タウアにおける COGES 活動も調査の

目的となっており、十分な評価がなされ、今後の「みんなの学校モデル」全国普及に向け、前

進したと評価できる。ザンデールにおける COGES 担当官会議では、5 月に予定される保護者会、
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COGES 委員選挙研修の内容、ロジの打ち合わせがなされた。今回の研修の実施者は、すべて COGES

担当官で、プロジェクト支援は、NGO を通した研修の交通費などの支払いのみとなっている。こ

の研修が成功すれば、全国普及へ向けたより効率的な研修モデルの完成に近づく。プロジェク

トの動きとしては、齋藤短期専門家（APP 担当）が着任した。

（２） タウア COGES 担当官会議

4 月 28 日にタウア州の月例 COGES 担当官会議が行なわれた。会議では、プロジェクトチーフア

ドバイザーから先の PDDE 合同評価ミッションのタウア現地調査の結果報告が行なわれた後、

COGES 連合の機能強化に向けたワークショップを実施した。COGES 連合のこれまでの活動の評価

分析を行い、機能する COGES 連合の条件、COGES 担当官によるモニタリングのポイントなどを討

議した。COGES 担当官の分析によると、事務局があまり機能していない COGES 連合では連合内の

情報の伝達共有が不十分であることや事務局の能力、指導力不足など主要因として挙げられ、

連合総会や事務局会合を定期的、計画的に開催し、同総会や事務局会合での決定事項をメンバ

ーが遵守徹底すること、などが解決策として呈示された。今回のアトリエでの結果は早速 COGES

担当官のモニタリングに反映させることで全員が合意した。今後はこれら COGES 連合の機能強

化にむけてさらにこれまでの活動経験の分析と更なる概念化を図り、６月末を目途に COGES 連

合にかかるマニュアルを作成する予定である。

（３）COGES 連合を通した教育の質改善のイニシアチブ

3 月末に実施した COGES 連合会議にて合意された COGES 及び COGES 連合による教育の

質向上キャンペーン実施にあたって、各 COGES 連合が総会を開催し、そのモニタリングを行

なった。今回のキャンペーンでは具体的に学年度末（6 月）の 6 年生の最終試験合格率の向上を

目標に COGES 連合が中心となり各地域で様々な取り組みが計画されている。例えば、6 年生

の児童を持つ保護者に対する啓発活動（試験勉強に集中させる為に家庭内の労働の軽減や子ど

もの自宅学習への関与などの呼びかけ）、夜間や週末の補習授業の実施、模擬試験の実施などが

それぞれ COGES 連合総会の場で議論された。各総会では、視学官事務所をはじめコミューン

長なども積極的に協力が表明されるなど、様々な関係者がこのキャンペーンの意義を理解し協

力を得て、非常に活発な動きを見せている。プロジェクトではこのキャンペーンに際して試験

の練習問題集 1000 冊を配布する予定である。

（４）７COGES 連合に対する収入創出活動

プロジェクト支援による７COGES 連合に対する収入創出活動が開始されてから約 1 ヶ月が経ち、

これまでの活動状況のモニタリングを行なった。1 連合を除いた 6 つの連合で収支の状況につい

て調査したところ、平均 26,980Fcfa の収支残高であった。開始前の計画では月平均 100,000～

200,000Fcfa の利益を見込んでいたが、それを大きく下回る結果となった。また、計画段階では

想定していなかった問題も発生している。開始早々最も深刻な問題を抱えているのが、イレラ

県バダギシリ COGES 連合で、販売の担当予定者が出稼ぎのため海外へ移動してしまい、代理と

してあてがわれた者も年齢的にも能力的にも運営管理が困難な人材があてがわれるなど、事務

局責任者のコミットメントも不十分で、急遽コミューン長や視学官事務所長なども含めた関係

者が対策を練り、販売担当者の人選など具体的な改善策が呈示されるまで当面の間活動の停止

することとした。そのほかの連合では、電気の供給が不十分であったり、プラスティック袋が

現地で入手が困難である、などの問題が発生している。今後は売上と収益額の向上を図るため
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により専門的な販売戦略を策定する必要がある。そのためには連合による活動の意義をコミュ

ーン内にさらに浸透させ、商売のノウハウに通じている連合あるいはコミューン内の人的資源

を積極的に活用することややモニタリング能力の向上させることが必要であると考える。

（５）PDDE合同評価現地調査（別添資料参照）

今回の現地調査の目的は、PTF 合同で、過去 3 年間の PDDE の実施状況調査の一環で行われた。

プロジェクトとしては、主要ドナー、特に世銀に「みんなの学校モデル」の有効性を示し、そ

の全国展開の弾みとすることが主要な狙いであり、そのための準備を行った。ドナー側のCOGES

に関する関心は強く、COGES 連合、COGES 監督官、担当官へのインタビューに多くの時間が割か

れた。また学校レベルの調査においても、COGES 委員、APE への聞き取り調査が組み入れられ、

ドナー側はタウアの COGES に関する多くの情報を得たことは間違いない。プロジェクト側とし

ては、COGES に関する全体的な情報を整理し、調査団側に提示し、学校訪問においても便宜を図

った。全体的にプロジェクト側の目的は達成したと評価できる。今後、PDDE の枠組みで、世銀

のプロジェクト PADEB に資金で、「みんなの学校モデル」に全国普及が進展していく可能性もあ

る。しかし、現在プロジェクトが取り組んでいる COGES 連合の機能化については、はっきりし

た目処が立っている状態ではなく、COGES 連合の機能化も含めたモデルを提示すべく、一層の努

力が求められる。

（６）EFA 週間キャンペーン

4 月 24 日から 30 日までの 7 日間は UNESCO が提唱している「万人のための教育週間」であ

り、今年は「教員の質」がテーマであったことから、タウアでも 25、27、29 日の 3 日間、教

員に焦点を当てたキャンペーンが実施された。このキャンペーンは教員協会とローカル NGO、

ONEN が主催し、本プロジェクトも後援者として参加した。初日には教員とコミュニティーの

関係改善についての討論会の実施、2 日目にはタウア州教育局上層部を巻き込んで、昨年の本キ

ャンペーンで教育局がコミットした改善策に対して、どの程度達成できたかの確認を、教員を

含む関係者で行った。最終日には、子供たちの合唱、詩の発表会などが行われたあと、関係者

全員で、来年度のキャンペーンに向けて、教育の質の向上を含む、教育環境改善を行っていく

ことを共同宣言として発表した。

（７）APP 会議、APP クラブ

4 月 19 日にコニ県サルナワ地区５校、21 日にブザ県ブザ地区６校の APP クラブ巡回視察を実

施した。APP クラブ開始に係る難しさに比べて、活動が一旦軌道に乗り出した現在、どの学校も

比較的順調に活動を進めているようである。サルナワ地区では、訪問先のほぼ全ての校長が APP

始動後の変化として、出席率の上昇、児童の積極性向上、学内活動の活発化を挙げており、APP

の実施に係る効果を高く評価する一方、ブザ地区校長はコミュニティーとの関係性が密接にな

ったことを APP 開始後の効果として評していた。このような効果に対する評価の違いからも伺

えるように、今回の巡回で浮き彫りになった両地区の違いは、クラブの主要牽引者とコミュニ

ティーの参画具合である。サルナワ地区は、訪問先各校で校長・教員のモチベーションが高く、

彼らのイニシアティブをもってクラブ活動が活発に実施されているといえる。その反面、住民

の参画具合が幾分儘ならず、APP クラブの必須要素であるべき「住民クラブ責任者」が、ほとん

どクラブ活動に参画していないことが今回明らかになった。それに対してブザ地区は、クラブ

への住民参画が比較的実現しており、各クラブの活性化の成功要因を住民のモチベーションと
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その参画に見ることができる。一見すれば、両地区共に順調な活動が展開されているが、長期

的に見て、この違いがどのように APP クラブの今後に影響してくるかは、十分に見極める必要

がある事項であろう。学期終了目前である現在、来年度および今後の拡大へ向けて、今年度 APP

クラブ設置・実施過程各段階の障害を明確化し、それへの一般化しうる対策を検討することが

今後の課題である。

また、27 日にはコニ県２名およびブザ県１名－計３名の指導主事を迎えて、APP 会議を実施

した。指導主事からの報告によると、現在コニ県・ブザ県ともに対象全校において APP クラブ

が設置され、全般的に見て順調に活動が実施されている。今回の会議では、今年度の APP クラ

ブに係る一般的な問題点を明確化し、来年度へ向けた対策を検討することに主眼を置いた。APP

会議詳細は別添参照のこと。

（８）コミュニティー幼稚園

4 月 18 日、コミュニティー幼稚園設置 3 村（Djinguiniss,Dangona,Dabnou）に対し、巡回視

察を行った。今回の巡回では、コミュニティー幼稚園に対する住民意識調査の一環として、１）

住民意識アンケート用紙配布および実施方法説明、２）住民に対するインタビュー調査、およ

び３）3 月末実施のコミュニティー幼稚園会合後の状況見分・聞き取り、を実施した。上記 3 村

共に、先月末のコミュニティー幼稚園会合を受けた住民集会が実施されていたが、現在学期の

終わりということもあり、会合や住民集会を契機とした“画期的な”変化・変革は運営面、園

内活動面ともに特に見られなかった。特に、Dabnou においては園児保護者分担金の問題で現在

も行き詰っている状態である。これに対しては、保護者直接負担の分担金制度そのものの再考

を促し、食料や労働（保育者援助）での支払いや収穫期のミレット売上金による支払い等、金

銭に代わる分担方法を住民と共に検討するよう提案した。その一方で、他 2 村においては、来

年度に向けて保護者直接負担に代わる給与支払い方法の検討を始めており、その点で来年度以

降幾分期待が持てるといえよう。その他の問題としては、タウアでの会合時に支援グループ組

織化の提案を行ったが、現在のところ 3 村共に支援グループや保育ボランティアに関しては実

施に向けて動き出してはいない。しかし、保育者負担過多状況および今後の発展を考慮した場

合、直接的なコミュニティー幼稚園の支援グループが非常に重要になってくると思われる。よ

って、コミュニティー幼稚園の必要条件としてその組織化を要請していくことも検討すべきで

あろう。インタビューから伺える住民意識に関しては、対象人数が非常に少ないため一般化は

難しいといえるが、園児保護者は概ね幼稚園に満足しており、すでに子供の行動の変化を感じ

取っているようである。ただ、幼稚園の活動内容に関する情報が園児保護者、未入園児保護者

問わず、住民にほとんど届いておらず（特に女性に対して）、またインタビュー対象者の中に幼

稚園を訪問した経験のあるものがほとんどいなかったのは、留意すべき点といえる。幼稚園の

開放性と発信性は、住民参画、保育ボランティアや支援グループの確保、さらに保護者への説

明責任のためにも不可欠な要素である。インタビュー対象者のほぼ全員が、機会があれば幼稚

園を訪問したいとの旨を述べていることから、まずは開放的な幼稚園作りの“きっかけ”とし

て「参観日」や「幼稚園開放デー」等の実施を提案していきたい。

（９）ザンデールのパイロット活動

4 月 14 日にザンデール州の月例 COGES 担当官会議が行なわれた。今回の会議では、主に 5 月か

ら実施予定のパイロット 60 校以外のすべての小学校（1,544 校）を対象にした COGES 選挙研修

実施にかかる研修内容とロジスティックの確認が行なわれた。今回のザンデール州全域にわた
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る COGES 選挙研修はタウア州で確立したモデルの今後の全国展開を視野に入れて、州単位での

研修パッケージとしてローカル NGO へ業務を委託しプロジェクトからの介入を極力抑えた形で

実施することで関係者の合意を得た。昨年度から始まったパイロット60校での活動については、

プロジェクト関係者はタウア州に駐在しており遠隔操作であるにもかかわらずザンデール州の

関係者は COGES 監督官を中心によく纏まっており、自主的、積極的に活動に取り組んでおり、

順調に進行している。この現状から判断してザンデール州はプロジェクトの介入度を抑えたモ

デルの汎用性を実証するには好条件が揃っているといえる。今回予定している研修はコミュー

ン毎に開催し、5 月 3日から 17 日の期間中に 6名の COGES 担当官及び ONEN の補助ファシリテー

ター2 名の合計 8 名が 2 人一組で講師となり 4 組に分かれ、合計 6 県 28 コミューンを巡回して

実施する。COGES 監督官、ONEN スタッフ一名がモニタリング及びロジスティックを担当し、必

要に応じプロジェクトスタッフがタウアから出張してモニタリングを行なう。

（１０）中央、他ドナーの動向

今月初旬には上述した現地調査が行われ、後半は、その結果をテーマごとに取りまとめる作業

が行われた。

（１１）プロジェクト運営管理

① 斎藤短期専門家着任

2 年間にわたりシニア隊員として APP を担当してきた同氏が、4 月 26 日に短期専門家として再

び着任した。プロジェクト終了予定の本年 12月まで APP 担当として活動する。

② ザンデールでの活動にかかる ONEN との業務実施契約

ザンデール州のパイロット 60 校以外の全ての小学校を対象にした COGES 選挙研修実施と月例

COGES 担当官会議実施にかかる業務委託契約を ONEN と締結した。今回の契約は 4 月から 6 月末

までの 3 ヶ月契約で契約見積金額は 19,706,170Fcfa。契約直後に見積額の 80％を ONEN へ概算

払いし、残額を実費精算払いで支給する。

③ 第 4 四半期現地活動費会計報告

4 月 5 日、JICA ニジェール事務所にて 2005 年度第 4 四半期会計報告を行った。前期繰越分が

173,368,400Fcfa、第 4 四半期概算受入額は 23,402,322Fcfa、合計支出額は 196,770,762Fcfa（差

引残額は－40Fcfa）となり、予算執行率は 100％となった。

④ 臨時会計役の交代

4 月 1 日よりプロジェクトの臨時会計役が尾上専門家から中澤専門家へ交代し、各引継書類を作

成の上、事務所へ提出した。

4．5 月の予定

予定 期間

 保護者会、COGES 委員選挙研修（ザンデール：対象 1544 校） 5 月 3 日～14 日

 COGES 担当者会議 5 月 28 日

 COGES 担当者会議（ザンデール） 5 月 19 日

 PDDE 合同評価レビュー（ニアメ） 5 月 25 日～27 日

 尾上専門家一時休暇 5 月 2 日～6 月 2 日
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 5 月）
作成日：2006 年 6 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

5 月１日（月） スタッフミーティング

                          Tahoua→Niamey
全員

尾上、中澤、齋藤

5 月 2 日（火）                       尾上専門家休暇開始

5 月 3 日（水） 校長アトリエ（Bouza）
ザンデール選挙研修           

原、Ibo、影山

5 月 4 日（木） コミュニティー幼稚園巡回（Dabnou）
Niamey→Tahoua

影山

中澤、齋藤

5 月 5 日（金） APP 巡回（Bouza） 斎藤、Kabo
5 月 6 日（土）                       

Tahoua→Niamey 原

5 月 7 日（日）

5 月 8 日（月）

5 月 9 日（火）

5 月 10 日（水） Niamey→Tahoua 原

5 月 11 日（木） コミュニティー幼稚園巡回（ Illela の 2 村）                      

Tahoua→Zinder
影山

Ibo、中澤

5 月 12 日（金）             APP 巡回（Bouza） 齋藤、Kabo
5 月 13 日（土） コミュニティー幼稚園巡回（Dobnou）                  

Zinder→Tahoua
影山

中澤

5 月 14 日（日)                       

5 月 15 日（月)                        Tahoua→Niamey 原、齋藤、Kabo
5 月 16 日（火） Niamey→Tahoua 原、齋藤、Kabo
5 月 17 日（水） スタッフミーティング

Tahoua→Niamey
全員

原

5 月 18 日（木) 質の向上キャンペーンにかかる巡回（Illela）
APP 巡回（Konni）

Gambobo
齋藤

5 月 19 日（金） APP 巡回（Bouza）
学校プロジェクト巡回（Tabotaki、Groud-Sud）

齋藤

影山、Osseini
5 月 20 日（土）

5 月 21 日（日）

5 月 22 日（月） スタッフミーティング

                       Niamey→Tahoua
全員

原

5 月 23 日（火） 学校プロジェクト巡回                       

Tahoua→Niamey
中澤、Osseini
原、影山

5 月 24 日（水） PTF 準備会合（ニアメ）                       原

5 月 25 日（木） 質の向上キャンペーンにかかる巡回（Tsernaoua,Madaoua） Kabo
5 月 26 日（金） 質の向上キャンペーンにかかる巡回（Abalak）

APP 巡回（Bouza）
Niamey→Tahoua、

Yacouba
齋藤

影山

5 月 27 日（土）

5 月 28 日（日） 質の向上キャンペーンにかかる巡回（Keita） 中澤、Gambobo
5 月 29 日（木） APP 会議 齋藤、Kabo
5 月 30 日（火） COGES 担当官会議

Tahoua→Niamey 中澤

5 月 31 日（水） Niamey→Tahoua 原
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（１）   今月の総括

今月、タウアにおいては、COGES 担当官会議、APP 会議などの定例月例会議の他に、Bouza にお

ける校長アトリエ、教育の質の向上キャンペーンにかかる COGES 及び COGES 連合主催の模擬試

験（小学校 6 年生対象）のモニタリングが実施された。一方、ザンデールでは月例 COGES 担当

官会議、州全域を対象とした選挙研修が 15日間に渡って実施された。また、ニアメでは当初 24

日から 3 日間予定されていた PDDE 合同評価会議が、会計検査の遅れから 6 月 14 日～16 日に延

期となった。今月も多くの活動が実施されたが、中でもザンデールの選挙研修は、プロジェク

トの介入を極力抑えた、完全な NGO による業務委託契約での実施であり、汎用性の高い「みん

なの学校」モデル全国普及に向けた第一歩となった。

（２）  タウア COGES 担当官会議

今月の会議では、現在中央で行われている PDDE の中間評価のためのテーマ別の討議の結論の

うち、COGES に関するもがプロジェクトコンサルタントから紹介された後、COGES 担当官から、

現在 COGES 連合により組織的に行われている質の改善キャンペーンでの模擬テストの実施状態

などについての報告があった。次に、COGES 連合を通した各 COGES のモニタリングについての議

論を行った。特に、6 月は学期末で、各 COGES が実施している学校活動計画の自己評価の結果の

取りまとめを行う時期となり、この自己評価の推進と結果の収集を、COGES 連合を通し、どのよ

うに行うかを話し合った。結論としては、プロジェクトが推奨している COGES 連合の定期的な

全体会合を通して、上記活動を推進することとなった。

（３） COGES 連合を通した教育の質改善のイニシアチブ

先月に引き続き、COGES 連合のイニシアチブによる質の向上キャンペーンが実施されている。

このキャンペーンの具体的な目標は、昨年度の 6 年生の卒業試験合格率、7 州中 6位を今年度は

3 位以内に引き上げることである。この目標達成のため、各 COGES は、補習授業や夜間授業、保

護者への啓発活動などを学校活動計画の枠組みで実施している。また COGES 連合も、このキャ

ンペーンのための活動計画を作成し、各 COGES の活動を支援するために、模擬試験を組織的に

行うための準備している。当プロジェクトでは、COGES 連合が作成した質の改善キャンペーンた

めの活動計画の枠組みで、支援要請を受けた試験の練習問題および回答集について、合計 2,000

冊を、6 年生が在籍する COGES 連合へ配布した。尚、国家卒業試験の実施は 6 月 28、29 日を予

定されている。

（４）  ７COGES 連合に対する収入創出活動

プロジェクト支援による 7COGES 連合の収入創出活動が開始されてから 2 ヶ月が経つ。氷・清

涼飲料販売を実施している 6 連合のうち、活動休止中の 1 連合を除いた 5 連合における今月の

収支残高は平均 42,289Fcfa となった。先月の平均収支残高 26,980Fcfa と比較すると、状況が

改善されつつあるように見えるが、実際は目標の収支残高の 5 分の一にも満たない COGES 連合

が大半を占めており、目標額の月 100,000Fcfa 以上に達したのはコニ県サルナワ COGES 連合の

130,775Fcfa だけあった。

また、運営上様々な問題が発生したことで活動を一時休止したイレラ県バダギシリ COGES 連

合は、依然として問題解決の糸口を見つけられず、現在も活動を停止したままである。

ビジネスのノウハウにかかる技術的な面だけでなく、COGES 連合メンバー間の結束力やモチベ
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ーションの有無も活動に大きく影響しているようである。メンバーが本活動の意義を改めて理

解するように努める一方で、実験的に実施している本活動が果たして今後、外部の介入なしに

持続発展性のある活動となり得るか、また汎用性のあるものかどうかを見極める必要がある。

（５）校長現状調査アトリエ

今回のアトリエは、学校運営、COGES、さらに学校における学習の質にも決定的な役割を演じる校長

の問題を検討し、その現場レベルでの解決策を探るために開催した。アトリエは、主にグループごとの

議論を中心に行い、それらの議論を総合する形で進められた。議論では、校長として、その職務実施に

おいて多くの困難があることが指摘されたが、特に、校長自身が、学校運営に関する能力及び校内の

教員への指導のための能力の不足を感じていることを、もっとも大きな問題と認識していることがわかっ

た。問題分析の結果、校長自身が導きだした解決策は、不足している能力を補う研修であった。

プロジェクトとしては、COGES における校長の役割の大きさや、現状での彼らの能力不足に関する問

題を認識しており、校長研修の必要性は将来的な COGES の発展のためにも、教員の質の問題の解決

にも、不可欠であると判断している。ニジェールにおける校長養成研修は存在せず、現職研修としてア

フリカ開発銀行が 2002 年～2004 年にかけて、学校の運営の事務能力に関する研修を実施したのみで

ある。しかし、研修内容の不備、継続性の欠如などの問題があり、大きなインパクトを与えたとは言いが

たい。現状を分析し、最適な校長研修の内容と方法を検討し、実施することが、急務である。

一方、PDDE 合同評価のテーマ別会合の教員養成、現職教員研修において、議論の結果、提案とし

て、校長の学校運営のみならず、教員指導の能力強化がもっとも大きな項目として採用された。また、

プロジェクトと研修局長との会談では、今後の校長研修実施に向け、校長研修を今後活動計画に含め

ること、その方法論としては、遠隔教育が検討されていることがわかった。

プロジェクトとしては、セネガルで実施されたような対面研修だけではなく、まとまった内容のモジュー

ルを自己で勉強できる遠隔教育（通信教育）的な研修が効率的であり、さらに教員指導と教員の自主

学習を組み合わせた新しい形の研修がもっともニジェールの現状に適していると判断する。また、継続

性を考慮すると、自主研修の形にした校長研修の導入が適している。今後、第 2 フェーズのデザインの

際に、校長研修の導入を考慮していく。（詳細は別添参照）

（６）APP 会議、APP クラブ

去年 10 月に APP クラブ設置研修を行った 68 パイロット校の活動が、6 ヶ月目に入った。学

校によってクラブ活動に濃淡があることが判明してきたため、機能している学校に対し、クラ

ブが機能するための要素を抽出するための調査を行った。（詳細は別添参照）

その結果、機能している APP クラブの特徴は、①学校（APP クラブ）からコミュニティーへ

の密な情報伝達、②コミュニティーと教員の友好な関係、③地域住民と児童主体の活動、④ク

ラブ運営費の自主捻出、であった。逆に機能していない APP クラブは、上記 4 点とも欠如して

いた。その一方で、いくつかの学校では、クラブとコミュニティーの関係が密接ではないもの

の、教員主導で活動が活発に行われているケースが見られた。しかしその場合でも、活動の持

続性においては疑問が残る。

APP クラブの効果として、①児童の積極性の向上、②出席率の向上、③地域住民の参画によ

る学校と地域住民間の関係改善、④学校とコミュニティーの情報伝達の改善などが、教員や住

民から聞かれた。このような効果が APP にあるとすれば、それは同時に、COGES 活動の促進

や強化の効果につながり、COGES 活動の永続化や充実化のための１活動として機能していく可

能性がある。
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定例 APP 会議では、活動報告のほかに、①住民参画を促す APP クラブのアプローチ、②APP
クラブ活動の COGES 連合との連帯の可能性、③APP 作品による収入創出活動、が議題となっ

た。指導主事の報告から判断すると、ブザ県に比べ、コニ県は地域住民の参画にばらつきがあ

るものの、全般的に見て順調に実施されていると判断できた。（APP 会議詳細は、別添資料参照）

（７）コミュニティー幼稚園

近々今学期の終わりを迎える（現時点では、５月末日から６月初旬から３園とも夏休みの予

定）コミュニティー幼稚園に対し、現況見分および来年度以降の方針（継続／変革／廃園等）

に関する聞き取りを主な目的として、巡回視察を実施した。今月の新たな動きとしては、プロ

ジェクトからの提案を受け、村の老婦人からなる幼稚園支援グループ（association de 
grand-mère‐祖母の会）がひとつの対象村にて結成されたことが挙げられる。まだスタート段

階であり、その効用についての是非を判断できる段階ではないが、グループメンバーの意欲的

な様子を見る限りでは、今後の発展性に期待が持てる。来学期の方針に関する聞き取りでは、3
村ともに幼稚園の存在を好意的に受け止めており、保育者給与形態および運営資金の問題さえ

解決できれば、継続への意思は COGES メンバー、保護者、住民ともに強いことが伺えた。し

かし逆に言えば、運営資金（保育者報酬、水確保の費用等）の問題を解決しない限り、当該 3
村での持続性、並びに他地域への普及可能性も安定的とはいえない。これを受け、現在どの村

においても、来年度以降の保育料および運営費回収システムの再検討を進めており、共同農場

や食料（ミレット）による支払い、収穫期一括払い等がその案として挙がっている。

今年度２月から開始したコミュニティー幼稚園であるが、この４ヶ月間、プロジェクト側・

運営者側・住民側共に、まさに手探りの中での実施であったにもかかわらず、各村とも保護者

の評判は比較的芳しく、園児出席率は常に良好な状態を保ち得た。この理由のひとつには、小

学校との併設形態による効果が考えられる。登下校を姉兄と共に出来る（保護者が送り迎えを

する必要がない）のに加え、身内がすぐ傍にいるという安心感が、園児の登園･出席を確実化し

ていると思われる。かつ、小学校校長・教員による日常的な支援･モニタリングが可能という効

用もあり、その点では幼稚園の継続可能性を高めると思われる。その一方で、小学校の状況に

左右され易く（小学校教員のストライキに伴い幼稚園も休園になるなど）、かつ、住民意識の上

でもコミュニティー幼稚園が公的教育機関と同様の位置づけとなり、住民の「所有者意識」確

立や「開かれた」幼稚園づくりの足枷となる可能性、および保育内容の学習偏重傾向を促す等、

幼稚園自体の柔軟性に影響する可能性も考えられよう。

（８）ザンデールのパイロット活動

ザンデール州にて 5月 3 日から 17 日までの 15日間、保護者代表、COGES 委員選出のための民

主選挙実施にかかる研修が実施された。この研修はコミューン単位で開催され、昨年度のパイ

ロット 60 校を除いた全小学校にあたる 1,544 校の校長が研修に参加した。この研修後、各小学

校で、研修を受けた校長が民主選挙を実施するための準備を行い、6 月 14 日までに、すべての

学校で民主的な COGES が誕生することになる。なお、今回の研修は、今後のみんなの学校モデ

ルの汎用性を高めるために、プロジェクトスタッフの直接の介入なしに、全面的に NGO 委託で

実施した。実施形式は、NGO が COGES 監督官、COGES 担当官の研修実施を支援に回り、研修の準

備、実施は、ニジェール側が行なう形で実施した。研修は、予想以上の効率性を持って行われ

た。ザンデールでは、当初から、COGES 監督官、担当官の士気が高く、コミュニティー自体の意

識も高い印象を受ける。今後プロジェクトが目指す、COGES 普及モデルの完成度を高める最適な
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地域と判断される。

（９）中央、他ドナーの動向

今月 24～26日に、基礎教育・識字省、PTF 合同 PDDE 中間評価が行われる予定であったが、会

計監査の遅れにより、直前に、来月 14～16 日に延期された。しかし、今月は、月末の評価会合

を目指し、非常に多くの会合がこの評価の準備のために開催された。評価は、財務などの監査

結果のほかに、教育の質、アクセスなどの改善をさらに詳細に分類したテーマごとの評価から

なっている。このテーマごとの評価結果は、先月ニジェール 5 州で行われた PTF と基礎教育・

識字省関係者による現地調査の結果をテーマ別に問題点を抽出し、解決策を提案としてまとめ

る形をとる。それを更に、PTF の全体会合で議論した結果を、最終的に PDDE の中間評価として

まとめる。（総合的な評価結果の報告は、来月別途行うこととする）

（１０） プロジェクト運営管理

①プロジェクト運転手の新規雇用

先月末の現地業務費によるプロジェクト新車両の購入に伴い、タウア州労働局を通じて運転

手の新規採用の公募をしたところ、約 40人の応募書類の提出があった。書類審査、面接及び実

地試験の結果、一人を選抜し、5 月 1日より 1ヶ月間の試験雇用契約を結んだ。

②短距離無線の配置

中澤専門家、齋藤専門家の赴任に伴い、新たに短距離無線が 2 台貸与された。これで当プロ

ジェクトでは、事務所に設置されている長距離無線 1 台、各自専門家に貸与されている計 4 台

を管理することとなる。

（１０）課題

中央、他ドナーの動向で述べたように、今月は、月を通し、PDDE の中間合同評価のための準備会

合が、様々なテーマ別に行われた。COGES に関する部分においては、タウアでの現地調査での報告

が最大限に反映されており、今後タウアモデルの普及へ大きな前進と捉えることができる。しかしながら、

COGES には、学校運営の改善だけではなく、女子の就学改善、契約教員の質の改善、教科書管理や

学校保健の普及などの分野でもその貢献が求められている。実際に、プロジェクト実施を通し、教育分

野の大きな課題である教育のアクセス、質の改善は、コミュニティーとの関係、つまりCOGESを通して改

善策を見つけない限り、PDDE の期間内で大きな成果を得ることは困難であることが判明してきた。しか

し、PDDE の中で、COGES に多くの役割を課している大きな理由は、地方分権化の流れを受けて、ある

いは、中央行政の非効率な運営の反動で、多くの役割を地方、あるいはコミュニティーへの責任を課さ

ざるを得ないためであり、計画として PDDE は、COGES を通した統合的な教育改善戦略を包含してい

ない。この統合的な戦略を提案できるのは、広い範囲で、COGES による教育改善活動を支援し、その

経験を有している本プロジェクトのみであり、今後、PDDE の前進に向け、COGES の統合的な活動に関

する提言を行っていかなければならない責任があると言える。しかしながら、現在の状況は、今年になっ

て、教育アドバイザーが PTF 会議に出席するようになっているが、各会議において、プロジェクトの経験

に基づいた建設的な提案を行うまでには至っていない。これは、教育アドバイザーの能力不足とそれ以

上に、プロジェクトの経験の共有のための、成果の客観的な判断材料となる定量的な評価や、あるいは、

様々な分野の中で COGES の役割を理論的に位置づけ、それを戦略として発信していくキャパシティー

がプロジェクトに欠如しているからである。

COGESには様々な分野での貢献が可能であり、それはまた、プロジェクトの可能性でもあり、PDDEの
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可能性でもある。したかって、第2フェーズの策定に向け、他のJICAの教育案件との関連性を考えなが

ら、ニジェールの全体計画の中でプロジェクトが最大限の貢献を出来るようどのように位置付けるかが、

プロジェクトデザインの際に重要な視点となる、またプロジェクトの活動の計画作成の際には、PDDE の

進展を考慮し、年 2 回行われる合同評価や 3 年ごとに行われるフェーズごとの評価のタイミングに合わ

せ、プロジェクトからの統合的なインプットが出来る活動スケジュールを作成すべきである。

5．6 月の予定

予定 期間

 学校プロジェクト会議 6 月下旬

 COGES 担当者会議（タウア） 6 月下旬

 APP 会議 6 月下旬

 COGES 担当官会議(ザンデール) 6 月 15 日

 PDDE 合同評価会議 6 月 14 日～16 日

 JICA 域内教育ワークショップ(セネガル) 6 月 2 日、3 日

 尾上専門家健康管理休暇終了 6 月 2 日

別添資料 １ 校長現状調査アトリエ

     ２ APP巡回視察報告書

     ３ APP会議議事録
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 6 月）
作成日：2006 年 7 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

6 月１日（木） Niamey→Dakar 中澤

6 月 2 日（金） JICA 域内教育ワークショップ（セネガル）                    

質の向上キャンペーンにかかる模擬試験モニタリング（Garma）     
（尾上専門家一時休暇修了）Tahoua→Niamey

中澤

Gambobo
原

6 月 3 日（土） Niamey→Tahoua           尾上

6 月 4 日（日）

6 月 5 日（月） UNICEF 就学前教育及び協力隊学校保健見学

質の向上キャンペーンにかかる模擬試験モニタリング（Tama）
Dakar→Niamey

影山

Kabo, Osseini
中澤

6 月 6 日（火） 質の向上キャンペーンにかかる模擬試験モニタリング（Tchinta）                      

Niamey→Tahoua
Gambobo、Ousseini
中澤

6 月 7 日（水） COGES 連合年間総括会議（Malbaza） Gambobo
6 月 8 日（木） 質の向上キャンペーンにかかる模擬試験モニタリング

Dosso→Tahoua
Niamey→Tahoua

尾上

影山

原

6 月 9 日（金） APP モニタリング（Bouza）
     Tahoua→Tahoua

齋藤

原、尾上

6 月 10 日（土） Niamey→Tahoua 尾上

6 月 11 日（日）                     

6 月 12 日（月）             COGES 連合年間総括会議（Allela） Kabo
6 月 13 日（火） COGES 連合年間総括会議（Kaou）

質の向上キャンペーンにかかる模擬試験モニタリング（ Illela）及び

APP にかかるアンケート用紙配布の巡回（Bouza、Konni）

Osseini

齋藤

6 月 14 日（水) PDDE 合同評価会議 (ニアメ 原出席)      Tahoua→Zinder                   Ibo, Hamza
6 月 15 日（木) COGES 連合年間総括会議（Doguerewa）

ザンデール COGES 担当官会議

尾上

Ibo, Hamza
6 月 16 日（金） COGES 連合年間総括会議（Tama）

COGES 担当官臨時会議

Gambobo
尾上 , Kabo, 

6 月 17 日（土） COGES 連合年間総括会議（Bazaga）
Zinder→Niamey
Zinder→Tahoua

尾上

Ibo
Hamza

6 月 18 日（日)
6 月 19 日（月）

6 月 20 日（火） COGES 連合総会（Tebaram）

就学前教育 COGES アトリエ

無償小学校建設予備調査

尾上

6 月 21 日（水） 技プロ、無償連携についての打合せ 原

6 月 22 日（木）                        Niamey→Tahoua 原

6 月 23 日（金） APP モニタリング及びミッションにかかる打ち合わせ（Konni）
ミッションにかかる打ち合わせ（ Illela）

齋藤

影山

6 月 24 日（土）                       

6 月 25 日（日）

6 月 26 日（月）                        Niamey→Tahoua
COGES 担当官会議

Ibo
全員

6 月 27 日（火）

6 月 28 日（水） Tahoua→Niamey 原

6 月 29 日（木）

6 月 30 日（金）
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（１） 今月の総括

今月タウアでは、教育の質キャンペーンの目標である小学校卒業試験を月末に控え、COGES 連

合主催による模擬試験が多く開催された他、COGES 連合の年間総括会議、APP クラブ活動が行わ

れ、プロジェクトでは、それらの活動のモニタリングを行った。また、月例 COGES 担当官会議

のほか、COGES 連合機能化のための臨時会議も開催された。ザンデールの月例 COGES 担当官会議

では、先月行った COGES 民主選挙研修後の選挙実施状況が主な議題となったが、1500 校中、す

でに 9 割で民主選挙が行われたことが判明した。ニアメでは、PDDE の中間評価のための合同レ

ビューが開催されたほか、就学前教育 COGES アトリエをフィールド調整員と協力して開催した

他、ドッソ学校保健協力隊グループ、また、無償小学校建設計画の調査団との連携についての

会議が持たれた。その他、セネガルで開催された JICA 域内教育ワークショップに中澤専門家が

参加した。

（２） タウア COGES 連合機能強化

① COGES 担当官会議

今月は、16日に臨時会議、26日に通常の月例会議、と二回の COGES 担当官会議を開催した。

臨時会議ではワークショップ形式で COGES 連合の機能強化に向けた取り組みとして連合事務局

の運営体制と活動状況に関する実態調査を実施するための研修を COGES 担当官に対して行なっ

た。質問項目は、連合メンバーにおける連合の意義役割の認識度から事務局メンバーの資質・

適性、会計管理や情報伝達システムなどの運営体制、活動の計画実施モニタリング体制など、

多岐にわたり、そのまま COGES 担当官が COGES 連合の活動をモニタリングする際の確認事項に

もなりうるものである。これまでのモニタリングの結果や上述の調査結果を踏まえて COGES 連

合の機能強化のための条件や教訓を抽出し、現在作成中の COGES 連合のマニュアルに反映する

予定である。

また、26 日に開催した月例 COGES 担当官会議では、それぞれの COGES 担当官から 6 月の活動

報告が行なわれた。質の向上キャンペーンの活動報告（卒業候補生に対する模擬試験の実施）、

COGES の学校活動計画年間総括表の回収状況報告、COGES 連合の年間活動総括会議の実施状況報

告、そして上述の聞き取り調査の状況報告、が行なわれた。COGES の学校活動計画総括表の回収

状況は活動計画を提出した 1264 校中 26 日現在で 928 校分が回収された。残りの総括表回収に

ついては 7 月以降の学校休暇時期の前までにすべてを回収することが確認された。質の向上キ

ャンペーン、COGES 連合の年間活動総括会議、の実施状況については後述する。

今回の会議は全国一斉に行なわれる卒業試験の直前であり、COGES 担当官も準備等で多忙であ

る為、時間を短縮し約 4 時間の会議となった。

② COGES 連合年間総括会議

6 月は各 COGES 連合による一年間の活動総括にかかる総会が 9つの連合で実施された。それぞ

れこれまでの活動の総括と会計報告、また来年度に向けた取り組みなどについて話し合われた。

どの連合も質の向上キャンペーンにかかる補習授業の実施や模擬試験の企画組織に予想を超

えた結果を残し、各 COGES の代表である総会参加者も改めて COGES 連合の意義や重要性、そし

てそのインパクトの大きさを実感した様子であった。しかしながら、ほぼ全ての連合で活動維

持のための資金繰りに苦労しており、プロジェクトはじめ外部からの支援を求める発言が少な

からずあった。現時点での情報では 7 月に 2 連合で総会が予定されているもののそのほかの連
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合での総会開催は未確認のままである。COGES 担当官からの報告によると、総会の実施について

は消極的なところが多く、その理由として、事務局委員の総会開催の意義についての意識が低

いこと（プロジェクト側からの開催の確認を行なうまでは開催の意図がはじめから無かった）、

総会実施にかかる資金が捻出できないこと、COGES 連合初年度で年間活動計画の策定が不十分で

あったこと、時期的に卒業試験やその後の休暇時期に重なっているため時間が確保できない、

などが挙げられる。しかしながら、一年を締めくくる総括の会議は連合にとって不可欠である

との認識から COGES 担当官から各連合事務局に対して極力総会を開催する方向で検討するよう

要請した。地域社会の教育開発において COGES 連合が果たす意義役割及びそのインパクトは非

常に大きいものがあるといえるが、現時点では連合の組織としての機能が未熟であるところが

ほとんどで、早急に概念の再整備を含めた、機能する運営体制のモデルを構築することが必要

である。この認識に立ち、現在、これまでのタウア州での経験から教訓を引き出し COGES 連合

の概念とその運営体制や活動事例を明記したマニュアルを作成中である。マニュアルは 7 月初

旬には完成させ、タウア州の既存の連合の機能化への参考資料とするほか、同月中旬以降に予

定しているザンデール州での COGES 連合設置研修のマニュアルとして配布予定である。

（３） COGES 連合を通した教育の質の改善イニシアチブ

COGES 連合が中心となり展開している教育の質向上キャンペーンでは、6 月末に全国一斉に行

なわれる卒業試験の合格率の向上を目指して、5 月と 6 月にかけてその模擬試験を COGES 連合の

主導により実施した。模擬試験はタウア州の 8 県 1市の計 33 コミューンで実施され、結果の報

告がなされていないチンタ県を除いた、タウア州の７県１市の計 30 のコミューンで以下のとお

りの結果報告がなされた。一般的に受験者は毎年卒業試験を準備を行わないで受験することが

多く、このように事前に模擬試験を受験することで、受験方法や問題の内容について事前にそ

の感触を得られることで、本試験でのパフォーマンスが向上することが期待される。今回は受

験資格者のうち約 86％の児童が模擬試験を受験したことになる。以下の表中の合格率について

は、低い数値が出ているが模擬試験ということで試験内容も本試験よりは若干難しく設定し、

採点も厳しく行っているためである。

受験資格者数 受験者数 合格者 合格率

8,732 7,576 1,875 24.74％

また 6 月 28、29日両日には全国一斉の本試験が実施されたが、試験の一週間前になり基礎教

育・識字省から地方事務所に試験準備のための十分な予算が確保されないとの連絡があり、現

場の視学官事務所は直前まで試験会場までの受験生の運送にかかる車輌の手配及びガソリン代

等の調達に支障が生じるところが出た。今回に限らず、毎年受験生を運送する車輌が調達でき

なかったり、雨で道路が遮断されたり、といった事情で毎年受験機会を失っている児童が少な

からずいるということであるが、残念ながら今回の質の向上キャンペーンで当初行った活動計

画の協議おいてこの対策が抜けていたことが悔やまれるところである。しかしながら今回の問

題によって COGES 連合や関係者が事前に協議し、共同で準備を行なうことの重要性を認識する

きっかけとなった。

（４） 7COGES 連合による収入創出活動

COGES 連合による収入創出活動について、氷・清涼飲料販売を行なっている 6 連合のうち活動
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休止状態のバダギシリ、6 月の収支報告が未着のタウアコミューン II をのぞいた 4 連合の売上

総額の平均は 6 月 21日現在、79,218Fcfa であった。各連合ともほぼ先月の水準と同じか若干の

伸びを示しているものの、収益が大きく改善しているところはサルナワ以外には無い。アバラ

ックでは市場の開拓の為に近隣のマルシェの日に移動販売を行なうなどなど各連合とも収益向

上のための戦略を向上する努力はしているものの、まだまだ生産管理や販売在庫管理など基本

的な運営管理が徹底していないなど一定の収益を安定して確保できる体制までには程遠い状況

であるといわざるを得ない。連合内での情報共有やモニタリングの不足なども課題として挙げ

られる。また、活動休止状態であったバダギシリではようやく総会の承認のもとで生産販売担

当者が指名され、活動を再開した。一方で玉ねぎの投機取引を計画しているガルマについては

現在玉ねぎの値段が買付時の 2 倍に達しており、運営委員会によると保存している玉ねぎの半

分を近いうちに売りに出す予定である。玉ねぎの保存状況も概ね良好であり、今後は残った半

分を更なる値上がりにあわせて売りにだす予定である。例年、8、9 月には少なくとも約 3、4 倍

の値段に上昇するとの事である。

（５） APP 巡回

昨年 11 月よりタウア州ブザ及びコニの 2 県計 68 校で実施している「APP クラブ」が、3 ヶ

月間の夏季休暇に伴い今月 23 日をもって終了した。今年度から本格的に開始した、COGES を

通した地域住民と行う APP によって、APP 活動材料が提供され、学校活動が活発になり、教員

と地域住民の関係が改善しているとの報告を受けた。また、児童も APP を楽しんでおり、学校

に通学する意欲につながっている。

一方、今年度の活動作品に関しては、展示・発表会の機会を持てず、十分な評価が実施でき

なかった学校があったことから、今後は活動の永続化の上でも、評価に関する改善が課題とな

るであろう。

現在、これらの効果の実証と今年度の APP クラブ評価を兼ね、68 校の全校長及び、ブザ、

サルナワの 100 名の児童と 100 名の地域住民（各県 50 名）を対象に、アンケート調査を実施

している。この結果を参考に、来年度に向けた APP クラブの方向性を決定する予定である。今

月の APP 会議は、6 月 28、29 日に行われる小学校 6 年生の中学進級試験のため、7 月上旬に

延期開催することとした。

（６） コミュニティー幼稚園

今年度 2 月に COGES 活動のひとつとして開始されたコミュニティー幼稚園が、先月末から今

月はじめにかけて 3 村ともに今期の活動を終了し、夏季休暇を迎えた。ひとつの村では休園に

際して住民集会を開催し、今年度のコミュニティー幼稚園活動状況を振り返り、園児保護者や

保育者からの高い評価をもって、来年度以降はさらに村落内住民全員で幼稚園を支えていこう

との意思を固めたようである。新学期開園は三村共に 10 月の予定。

（７） 就学前教育 COGES アトリエ

今月 20～22 日の 3 日間（COGES 関連内容は内 1 日半）、ニジェール全土の幼稚園視学官事

務所所長および一部地域の指導主事を対象とした COGES に関するアトリエが開催された。今

回のアトリエは、就学前教育部門へも将来的に COGES を導入することを視野に入れ、就学前

教育地方指導者レベルでの COGES に関する理解を深めようとの意図による。当プロジェクト

のスタッフが、タウア州初等教育部門における COGES 導入経験を含めた、COGES の意義、
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設立工程及びその機能、学校活動計画、住民啓発等に関する説明を行い、それを基にして、今

後の就学前教育部門における導入戦略が参加者内で議論された。

（８） 識字クラス“セカンド・チャンス”

タウア州内 2 村において、COGES 活動のひとつとして実施されている住民運営の「2nd

Chance クラス」が、今月中旬に学期終了を迎えた（来学期開校は、初等学校と同様 10 月の予

定）。夏季休暇突入直前に、2 村中 1 村において、クラスの状況見分のための小テストを実施し

た。クラス開始時の状況が不明な為、児童の達成具合、理解向上具合等の判断は出来ないが、

児童のほとんどが全くの未就学児であったことに鑑みると、多くの児童がこの半年間の授業を

通して、筆記や算数の能力を確実に取得していることが伺えた。その一方で、クラス内での児

童の理解度に大きなばらつきが出てきていることも今回明らかになった。これは、クラス内児

童の年齢が一律でない（8～11 歳）「2nd Chance クラス」の特徴が少なからず影響していると考

えられる。1 年目にこれほどの学習進度に差が出てきているのに加えて、通常学級よりも多年齢、

多彩な児童の集まりである 2nd Chance クラスにおいては、今後もこの進度のばらつきは拡大

していく可能性が大いにあろう。このようなばらつきのある学級をどのように指導していくか

は非常に難しいところであり、担当教員への教育学的な側面でのフォローアップの必要性が今

後問題となってくる可能性は高いであろう。

（９） 教員養成校の学生による Abalak 県 COGES 活動見学

  6 月 2、3 日及び 10 日の 3 日間、タウア市の教員養成校の学生 70 人が 3 グループに別れて、

Abalak 県 Kehehe 小学校の COGES を訪問した。見学に先立ち、参加する学生に対して、出発前日

に当プロジェクトで傭上しているローカル NGO スタッフより、当プロジェクト及び COGES につ

いてのプレゼンテーションを実施し、学生は基礎知識を得た上で、当日、COGES の活動及び学校

活動計画で作られたバンコの教室などを見学した。これらの学生は、教員養成校卒業後には契

約教員として各小学校で勤務することになるが、COGES の役割の一部に契約教員の管理が規定さ

れていることから、事前にこうして COGES の活動及び COGES と契約教員との関係を理解するこ

とで、将来、彼らが勤務する各小学校にて、双方の協力による学校環境改善が円滑に進むこと

が期待される。

（10） ザンデールにおける活動

  5 月上旬に実施した COGES 設置にかかる選挙研修後それぞれの学校で民主的なプロセスに

よる COGES の設置が行われた。6 月 15 日に開催されたザンデール州 COGES 担当官会議における

報告では、現在までに COGES 設置にかかる議事録を提出してきた学校（つまり民主的選挙によ

り COGES を設置した学校）は 1,313 校（研修受講学校数 1,486 校中）にのぼり、予想以上に効

率的、効果的な研修となったことが伺える。COGES 担当官からのモニタリング報告では若干の学

校で前年度に非民主的に設置された COGES とそれを支持する村長が民主的選挙による COGES メ

ンバーの改選を拒否するところがあったが、視学官事務所長や COGES 担当官が介入、説得し最

終的にはほとんどの学校で問題は収束し、無事に選挙が行なわれたとのことである。7 月中旬か

らはこれらの COGES の代表 2 名を集めて学校活動計画研修及び COGES 連合設置研修をザンデー

ル市及びその他都市部を中心とした計 10 コミューンにて行なう予定である。
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（１１） 援助協調、ドナー動向

2006 年 6 月 14 日から 16 日にかけてニジェール政府と PTF（技術・財政パートナー）によ

って行われた教育分野の合同レビューが開催された。この合同レビューは、PDDE（教育開発

10 ヵ年計画）の進捗状況を評価するために、過去 2 回開催されているが、今回のレビューは、

PDDE 開始後 3 年を経て、中間評価の位置づけを持たせることとなり、現地調査も含む、大掛

かりな評価となった。詳細は別送の報告書を参照。

（１２） JICA 域内教育ワークショップ（セネガル）

今月 2 日、3 日に、中西部アフリカ地域支援事務所の主催で、セネガルにて第 3 回 JICA アフ

リカ域内教育ワークショップが開催された。本会合には中西部アフリカ諸国だけでなく、東南

部アフリカで活動する教育分野の専門家や企画調査員、教育セクター担当の JICA事務所所員が

参加した。議題は JICA のアフリカ地域における教育協力の方向性やプログラムアプローチなど

の実務的なものだけでなく、地方分権や学校運営等、個別のプロジェクトにかかる事例発表や、

厳しい財政事情を反映した状況下で効率的・効果的な事業を実施するための案件形成のノウハ

ウについての発表など、多岐にわたる内容であった。議論もテーマごとに非常に活発に交わさ

れた。詳細は別添報告書を参照。

（１３） みんなの学校プロジェクトと無償小学校建設との連携

今月 23 日より、無償小学校建設計画予備調査団が訪二した。この調査団の目的のひとつに、

小学校建設計画と技プロとの連携の模索があり、事務所と調査団の打ち合わせに、プロジェク

トから原専門家が出席した。同専門家は、プロジェクト側からの見解をパワーポイントにより

説明し、その後討議を行った。具体的な連携の形として、小学校建設計画の対象地域であるザ

ンデールとマラディにおいて、ソフコンの内容にどのような統一性をもたせるか、小学校建設

のハードとソフトそしてプロジェクトとの連携をどのように行うかという 2 点を中心に議論が

行われた。ソフコンの方向性としては、プロジェクトのミニマムパッケージに、維持管理技術

研修とトイレの使い方研修を付け加えたものを、マラディにおいて行い、プロジェクトですで

にミニマムパッケージを実施しているザンデールにおいては、それ以外の研修のみ行うことが

大枠で合意された。小学校建設計画のハード、ソフト及びプロジェクトとの連携については、

プロジェクト側と小学校建設計画の現地責任者との定期的な会合を行うことの必要性が強調さ

れた。

（１４） プロジェクト運営管理

① 本部調査団の日程及び調査目的の変更

予定された 7 月 18 日～8 月 4 日のプロジェクト終了時評価調査団の訪問について、調査の目

的及び日程が変更された。調査団の都合により、運営指導調査に切り替え、7 月 18 日～7 月 31

日の 13 日間、プロジェクト・サイトを訪問することとなった。今回はフェーズ 2の方向性につ

いてプロジェクトとの協議が中心となる。

② プロジェクト運転手の正規雇用

5月 1日より 1ヶ月間の試験雇用契約を結んだ運転手に対して、プロジェクト終了予定の2006

年 12 月までの 7 ヶ月間、当プロジェクトの正規スタッフとして契約を結んだ。
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（１５） 課題

プロジェクト全体の課題としては、現在、プロジェクトが COGES 政策実施の中心的存在にな

ってきているにも関わらず、政策実施を推進する絶好の機会である今回のレビューで、その経

験や情報の提供が少なかったことが挙げられる。実質的に、プロジェクトのミニマムパッケー

ジ等が COGES 政策に反映される方向性にはあるが、公的な場で、関係者の共通認識を得るのに

絶好であるこのような機会に、PDDE の全体的な進展や各関係者の立場などを考慮に入れた提案

を適宜行えなかったことは残念である。この理由は、プロジェクトの経験や蓄積を、COGES 政策

の全体的な動きから分析することを怠っていたことと、分析を裏付けるような指標を取ること

を行っていなかったことが挙げられる。今後、第２フェーズのデザインを考える際にも、プロ

ジェクトの内容を始め、その実施体制にも、組織的なプロジェクトから国家政策に対する貢献

を考慮していかなければならない。

5．7 月の予定

予定 期間

 APP 会議 7 月７日及び下旬

 COGES 担当者会議（ザンデール） 7 月下旬

 COGES 担当官会議（タウア） 7 月下旬

 本部運営指導調査団プロジェクト訪問 7 月 18 日－30 日

別添資料１：第 3 回アフリカ域内教育ワークショップ出張報告書
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 7 月）
作成日：2007 年 8 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

7 月 1 日（土）

7 月 2 日（日）

7 月 3 日（月）

7 月 4 日（火）

7 月 5 日（水）                       Niamey→Tahoua 原

7 月 6 日（木）

7 月 7 日（金） APP 月例会議                 Tahoua→Niamey 原、齋藤、カボ

7 月 8 日（土）

7 月 9 日（日）

7 月 10 日（月）             終了時評価にかかる訪問学校選定打合わせ（教育主事）Konni  齋藤、カボ

7 月 11 日（火） 終了時評価にかかる訪問学校選定打合わせ Illela 影山、カボ

7 月 12 日（水) APP クラブ今年度終了にかかる活動報告（Bouza） Tahaoua→Zinder 尾上、イボ 齋藤

7 月 13 日（木) 終了時評価にかかる訪問学校 COGES との打ち合わせ Konni
ザンデール州 COGES 担当官向け COGES 連合研修講師研修

齋藤、

尾上、イボ

7 月 14 日（金） 終了時評価最終打合せ（コニ）

                       Niamay→Konni
                      Zinder→Konni
                      Tahoua→Konni

原、尾上、中澤、齋藤、影山

原

尾上

中澤、齋藤、影山

7 月 15 日（土） COGES 学校活動計画研修（Zinder Com1, Goure Com）               

Konni→Niamey
                       Konni→Tahoua

原

尾上、中澤、齋藤、影山

7 月 16 日（日) COGES 連合設置研修（Zinder Com1, Goure Com）           

7 月 17 日（月） 横関専門員到着               Tahoua→Niamey 中澤

7 月 18 日（火） 終了時評価調査団現地調査 石原 T 長、岩崎職員、増田専門員到着

終了時評価にかかる訪問学校 COGES との打ち合わせ

COGES 学校活動計画研修（Zinder Com4, Magaria Com）

斉藤、影山、ウセイニ

7 月 19 日（水） 午前 基礎教育・識字省、事務所

午後 コニへ、プロジェクトからのプレゼン

COGES 連合設置研修（Zinder Com4, MagariaCom）

調査団、原、中澤、尾上、齋

藤、影山

7 月 20 日（木） 午前、COGES 連合視察、 州基礎教育・識字事務所長、COGES
監督官面談

COGES 学校活動計画研修（Zinder Com3,5, Mirriah Com）

調査団、原、中澤、尾上、齋

藤、影山

7 月 21 日（金） 午前 APP クラブ、コミュニティー幼稚園、学校プロジェクト視察：

視察

COGES 連合設置研修（Zinder Com2, Matameye Com）

調査団、原、中澤、尾上、齋

藤、影山

7 月 22 日（土） 午前、ザンデールへ移動、午後、州基礎教育・識字事務所長、COGES
監督官面談、学校活動研修視察

                       Konni→Nimaey
                       Konni→Tahoua

調査団同行、尾上、齋藤、影

山

原

中澤

7 月 23 日（日） 研修視察、学校訪問等

7 月 24 日（月） ニアメに移動                Tahoua→Niamey
                      Zinder→Tahoua                      

中澤

齋藤、影山

7 月 25 日（火） 団内会議

COGES 学校活動計画研修（Tanout Com）

7 月 26 日（水） 基礎教育・識字省との協議

COGES 連合設置研修（Tanout Com）

7 月 27 日（木） 基礎教育・識字省との協議

7 月 28 日（金） 合同調整委員会、ミニッツ署名 調査団離二
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7 月 29 日（土） Niamey→Tahoua 尾上、中澤

7 月 30 日（日）

7 月 31 日（月）                        Niamey→Tahoua 原

（１） 今月の総括

今月タウアでは、COGES 連合による各 COGES の学校活動計画の最終自主評価表の回収、総計、学

校プロジェクトの総括、APP 活動のアンケート調査集計、分析などが行なわれたが、主な活動は、

プロジェクト終了時評価受入れ準備とその受入れであった。終了時評価は無事終了し、基礎教

育・識字省側に合同調整委員会において、その結果を発表し、討議の上、ミニッツが署名され

た。ザンデールにおいては、10 コミューン、375 校に対する学校活動、COGES 連合設置研修が行

われた。

（２）プロジェクト終了時評価 （別添参照）

7 月 18 日から 28 日までの 11 日間、プロジェクト終了時評価が行われた。評価は、現地調査、

関係者からの聞き取り、基礎教育・識字省との会議からなり、調査後、最終的な評価結果がま

とめられ、その内容につき、基礎教育・識字省側と協議した後、合同調整委員会の席で、基礎

教育・識字省次官と調査団団長が協議議事録に署名した。

（３） タウア COGES連合機能強化

COGES 連合の機能強化にかかるガイドライン（研修マニュアル）が完成した。タウア州での一年

目の経験をもとに、COGES 連合の意義や役割と運営を機能化するために不可欠と思われる要素を

タウア州の事例を紹介しながらまとめた。このガイドラインの内容はザンデール州の 10 コミュ

ーンで 7 月中旬から下旬にかけて行なわれた COGES 連合設置研修に反映され、タウア州の既存

の COGES 連合についてもその内容の浸透を図っていく。

（３） COGES 担当官会議

今月は、終了時評価が月末まであったため、担当官会議は、8月に延期された。

（４） COGES連合を通した教育の質の改善イニシアチブ

このイニシアチブにより、COGES 連合は、組織的模擬試験の実施などで、大きな可能性を見せた。

しかし、統一試験の結果は、8 州中、７位と振るわなかった。これは、直前の模擬試験などの措

置が付け焼刃に過ぎず、試験の結果に結びつかなかったことを意味しており、今後、10 月から

の COGES 連合の活動計画では、より早期に本質的な改善活動を行っていく必要があることを示

唆している。

（５） APP クラブ

今月の活動は、7 月 7日（金）に行った APP 月例会議（全国統一修了試験のため先月の会議を同

日に延期した）及び、終了時評価調査団受け入れであった。APP クラブ月例会議は、通常通り、

2 県各 2 名計 4 名の教育主事と共に行われた。会議内容は、主に学期末に実施した APP クラブ評

価のアンケート結果の確認及び分析であった。アンケートの結果、児童、教員、コミュニティ

ー、3 者共に、APP クラブによって、確実に児童が技術を身につけていること、児童が喜んで学

校に行くようになったなど、肯定的な回答が寄せられており、来年度もこの活動を続ける意思

を確認できた。また、その他のデータからは APPクラブを導入する前と後で、出席率が平均 8％

上昇した事実から、APP クラブの導入は学校出席率貢献の可能性が高いことも判明した。これら
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のアンケート結果を基に、各教育主事は APP クラブ活動報告書作成、提出予定である。

7 月 18 日（火）より開始された終了時評価団に対する APP クラブ活動発表は、上記のアンケ

ート調査内容を基に行った。21 日（金）の APP クラブ校訪問（2 校）では、雨季の多忙な農作

業にも関わらず、COGES メンバーを含めた多くの地域住民、教員、児童が集まり、平常行ってい

る APP クラブの様子を紹介した。

（６） コミュニティー幼稚園

今月のコミュニティー幼稚園関連の活動としては、プロジェクト終了時評価調査団受け入れ準

備、およびその受け入れであった。19 日には、調査団に対して「みんなの学校プロジェクトに

おけるコミュニティ幼稚園」に関するプレゼンテーションを実施した。その後 21 日には、イレ

ラ県 Dabnou のコミュニティー幼稚園が調査団の訪問を受けた。夏季休暇中の訪問であったに

もかかわらず、プロジェクト側からの依頼を受けて、ほぼ園児全員が集合し、保育者と園児に

よる園内活動の見学が可能となった。園内活動の見学後、村長、イレラ県視学官事務所所長、

幼稚園視学官事務所所長および COGES 担当官立会いの下、COGES 代表および秘書、保護者

会会長、保育者、幼稚園支援女性グループとの質疑応答を行った。COGES メンバーとの事前打

ち合わせが十分出来なかったため、万端整った受け入れ体制とは言い難く、また、特別な調査

団の訪問に、園児･保育者共に緊張が見られ、通常の園内雰囲気とは幾分異なったことは否めな

い。しかし、忙しい農耕期にも関わらず、多くの園児と保護者が集まってきたことが、コミュ

ニティー幼稚園への住民の理解と期待を表しているともいえよう。

（７） 識字クラス“セカンド・チャンス”

今月の“セカンド・チャンス”クラス関連の活動は、終了時評価調査団の受け入れ準備とその

受け入れであった。19 日には、評価団に対し、「みんなの学校プロジェクトにおける識字クラス

“セカンド・チャンス”」の概要および活動状況に関するプレゼンテーションを実施した。その

後の２１日に、“セカンド・チャンス”クラス活動視察のために、イレラ県 Moujia 村訪問が調

査団により実施された。現在は夏季休暇中であるため、今回の訪問のために特別クラスの実施

をプロジェクトから依頼したのであるが、そのような事前の訪問告知に応えて、当日は、クラ

ス児童、COGES メンバー、教員、保護者等、多くの住民が学校に会し、調査団を出迎えた。農

耕期である現在は村落住民にとって非常に重要かつ多忙な時期であるのだが、それにも関わら

ず、COGES メンバーの呼びかけに対して協力を惜しまず、調査団のために時間を割いてくれる

住民の様子から、住民の COGES 活動に対する理解に加え、両者の良好な関係が伺えた。訪問

時には、COGES 秘書である学校長からの活動報告の後、COGES メンバー、住民に対する質疑

応答および当該クラスの活動見学を行った。

（８） ザンデールにおける活動

ザンデール州では、5 月の研修後、民主的選挙を経て COGES が設置されているが、そのうち 10

コミューンの 372 校に対して、学校活動計画研修及び COGES 連合設置研修を実施した。学校活

動計画研修については、ザンデール州の 6 名の COGES 担当官及び COGES 監督官は昨年度実施し

たパイロット 60 校に対する研修で、講師としての経験をすでに有していたが、今回は新たに

COGES 連合設置研修にかかる講師養成研修を 7月 13日に行なった。COGES 連合研修は他の COGES

関連研修同様、シュミレーションを多く用いて、具体的に COGES 連合が遭遇する問題点などを

予め議論のポイントとして想定するなど、より実践的な内容にまとめた。実際の研修では、雨

410



季の農繁期にもかかわらず、ほとんどの対象校の COGES 代表が参加した。ザンデール州は文化

的に寸劇等の芸能が盛んなところと言われており、研修のシュミレーションも要点を説明する

だけで問題の本質を理解して即興で寸劇を演じるなど、非常に効果的な研修となった。研修後

は、9 月までに 10 コミューンにおいて民主的選挙によって事務局委員が選ばれて COGES 連合が

設置される予定である

（９） 援助協調、ドナー動向

7 月～8 月は、多くのドナー関係者が休暇を取るため、援助協調の動きは少なかったが、6 月に

行われた PDDE 合同レビューのエドメモワールの最終承認が行われた。この文章の COGES の項で

は、COGES に関する経験の共有と戦略文書を作成するためのワーキンググループの設置が提案さ

れている。

（１０） プロジェクト運営管理

① 第１四半期現地活動費報告

今月 7 日、2006 年度第 1 四半期分のプロジェクト現地活動費の会計報告書類を事務所に提出

した。当期の概算額は下記のとおり。

1、概算受入額 132,698,000Fcfa
2、支出額   52,693,688Fcfa
3、差引残額  80,004,312Fcfa
② プロジェクト車輌新規購入

携行機材費にて新規車輌を１台購入した。4 月より原専門家がニアメでの教育アドバイザー兼

任となり、タウア－ニアメ間の移動用車輌が必要となったため、長距離移動専用として使用す

る。今回の購入で、プロジェクト車輌は計 4 台となった。

（１１） 課題

プロジェクト終了時評価の提案として、プロジェクトに対しては、特に、ミニマムパッケージ

普及に向けて、プロジェクトの経験の文書化と普及化に向けての基礎教育・識字省への働きか

けが強調されたが、これは、月報の課題でもたびたび取り上げてきた問題で、プロジェクトの

問題意識と一致している。文書化については、すでにプロジェクト内でスケジュール化してい

たので、問題はない。しかし、基礎教育・識字省側への働きかけに関して、今後、基礎教育・

識字省内部の人事異動が行われる可能性も高く、現在までの経緯から見て、基礎教育・識字省

側が迅速に対応するかは、疑問の残るところである。8 月末までの、戦略文書策定スケジュール

の作成に対しては、その原案はすでに出来ているが、それが、基礎教育・識字省側から発出さ

れるためには、粘り強いフォローが必要となる。

（１２） 8 月の予定

予定 期間

 COGES 担当者会議（タウア） 8 月 1 日

 COGES 担当官会議（ザンデール） 8 月下旬

 プロジェクト休暇 8 月 7 日－18 日

 原専門家休暇 8 月 4 日～9 月 1 日
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 8 月）
作成日：2006 年 9 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

8 月 1 日（火） COGES 担当官月例会議 全員

8 月 2 日（水） Tahoua→Niamey 原

8 月 3 日（木）

8 月 4 日（金） 原専門家一時休暇開始

8 月 5 日（土）                       

8 月 6 日（日） Tahoua→Niamey 中澤、齋藤、影山

8 月 7 日（月） プロジェクト事務所夏休み             

8 月 8 日（火）                        Niamey→Tahoua 中澤、齋藤、影山

8 月 9 日（水）

8 月 10 日（木）             

8 月 11 日（金）

8 月 12 日（土)
8 月 13 日（日)
8 月 14 日（月）

8 月 15 日（火）                       

8 月 16 日（水)                      Tahoua→Niamey  齋藤

8 月 17 日（木）

8 月 18 日（金） ONEN 主催 APP アトリエでのプレゼンテーション 齋藤

8 月 19 日（土）                                            Niamey→Tahoua 齋藤

8 月 20 日（日）

8 月 21 日（月） スタッフ会議

8 月 22 日（火）

8 月 23 日（水）

8 月 24 日（木）

8 月 25 日（金）

8 月 26 日（土）

8 月 27 日（日） Tahoua→Zinder
Niamey→Zinder

尾上

イボ

8 月 28 日（月） ザンデール COGES 担当官会議 尾上、イボ

8 月 29 日（火） Zinder→Tahoua 尾上、イボ

8 月 30 日（水） スタッフ会議

8 月 31 日（木）                       

（１） 今月の総括

今月は 7 月末の終了時評価の結果を踏まえて、COGES モデルの外部評価やモデル承認のための

国内ワークショップの実施計画が策定されるなど、早速中央レベルで評価調査団の提言を反映

した、全国普及に向けた動きが始まった。ザンデール州では 7月の研修を経て 10コミューンで

の COGES 連合設置が順調に行われた。ニジェールでは 8 月は夏季休暇の時期にあたり、学校関

係、官公庁、援助機関も一斉に休暇に入るため、当プロジェクトも 5 日から 19 日までの 2週間

をスタッフの休暇にあてて、活動を休止した。8 月後半は、主に 9 月初旬に予定されている COGES

連合大会の準備を行なった。

（２） COGES 担当官会議

8 月 1 日にタウア州 COGES 担当官会議を開催し、COGES 担当官の 7 月の活動報告のほか、プロ

ジェクトより終了時評価及び合同調整委員会の結果報告、APP 年間総括報告、COGES 連合のマニ
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ュアル完成にかかる説明などが議題であった。活動報告では、6月末の卒業試験の結果が視学官

事務所ごとに発表され、残念ながら質の向上キャンペーンの実施にもかかわらず、タウア州の

合格率は 38.53％で、予想を下回る結果となった。また、COGES 連合については、7 月上旬に完

成したマニュアルの内容について各 COGES 担当官に対して説明をおこなった。9月 7,8 日にはタ

ウアの COGES 連合の代表を集めた会議を開催し、マニュアルに沿った形で連合の機能強化に向

けた研修を行なうことが決められた。

（３） 「APP クラブ」活動発表

  8 月 18 日（金）、NGO「ONEN」からの依頼を受け、「APP クラブ」の活動発表をニアメ

にて行った。目的は、当 NGO が Aid et Action 及び Enfant de monde（スイス）からの資金

援助を受け、ニアメ市内の 5 地区 5 校にて試験的に実施している、「２nd Chance 学校」プロジ

ェクトのカリキュラム内容に APP クラブを導入する可能性を探るためである。発表対象者は、

5 校の教員（5 名）、指導主事（2 名）、ONEN 当プロジェクトスタッフ（5 名）の計 12 名であ

った。

はじめに、APP クラブの効果及びいくつかの活動事例をパワーポイント及びビデオにて紹介

し、その後質疑応答内にて補足説明を行った。

①児童、教員、地域住民への啓発活動、②自由な活動選出、③各クラブでの責任者選出の 3
段階の設置過程の重要性と地域住民を巻き込んだAPPの実施による活動の永続性を説明したと

ころ、「教科としての APP」に重点を置き、教員主導で行う APP が慣例として捕らえていた参

加者からは、地域住民を巻き込んだ新しい視点での APP クラブのアプローチに驚きと期待の声

が多くあげられた。

現在、彼らが実施している「２nd Chance 学校」は、COGES のような組織が存在しない。

しかしながら、地域住民を巻き込んだ「APP クラブ」を実施するためには、COGES に類似し

た組織を作る事が不可欠であるとし、第一段階として、児童の保護者を集め、同様の組織を設

置することを決定した。今回のプレゼンテーションを期に、10 月上旬の新学期に向け同 NGO
によって、「２nd Chance 学校」における APP クラブが試験的に実施される事になる。

（４） ザンデールにおける活動

ザンデールでは 8月 28 日に COGES 担当官会議が開催された。7 月に 11 コミューンを対象に行

なわれた学校活動計画及び COGES連合設置研修のモニタリングが行なわれ、8月中に10の COGES

連合が設置された。なお Tanhia コミューンは COGES数が 4 のみであるため、TANOUT コミューン

と合同して連合を設置することになった。したがって、研修を受けた 11 のコミューンのすべて

で COGES 連合が設置されたことになる。また、9 月にはザンデール州の残りの 17 コミューンを

対象に実施する方向で準備を進めることが決められた。

（５） 中央、援助協調、ドナー動向

7 月末に行なわれたプロジェクトの終了時評価の結果調査団から、プロジェクトの成果（プロ

ジェクトによって確立されたモデル）に対する外部評価の実施とそのモデルを正式に国家政策

として反映させ、全国普及への具体的戦略を策定し、政策文書化するための国家ワークショッ

プを開催することが提言として基礎教育省に対して示された。同省はこの提言を取り入れ、早

速今年度中の活動計画としてまとめる作業に入った。今年度中に実施する為の活動資金は同省

で確保することは難しい為、ドナーに対して資金援助を要請するものと思われるが、本プロジ
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ェクトとしては、プロジェクト成果のスケーリングアップのための絶好の機会であると判断し、

これを積極的に支援する方向で検討を進めている。

（６） プロジェクト運営管理

① NGO 業務委託契約

7 月に実施されたザンデール州での 10 連合に対する学校活動計画・COGES 連合設置研修に

かかる NGO への業務委託契約について最終精算額が確定し、最終支払いが完了した。精算額

は 11,794,000Fcfa で、第 1 回概算払い分を差し引いた 1,685,704Fcfa を支払った。

② プロジェクト事務所夏季休暇

今月 5 日から 19 日までの 2週間、プロジェクトスタッフの夏季休暇とし、その間活動を休

止した。

③ デスクトップ・コンピュータ及び衛星回線インターネット設置

当プロジェクトの学校活動計画にかかるデータや統計情報処理等の情報集積のために現在

使用しているコンピュータが頻繁に故障することから、携行機材費にてデスクトップを購入

することとし、現在、業者を選定中である。

また、当プロジェクト事務所では電話回線によるインターネットを使用しているが、通年

アクセスポイントに接続しにくく、また使用中に回線が切断される等、業務に支障をきたす

ことが以前から問題であった。しかし近日、衛星回線によるインターネット設置を取り扱う

業者がタウアでも業務を開始したことから、携行機材費にて、同インターネット設置にかか

る機材の購入を検討している。ちなみに、電話回線でのインターネットはデータ送受信に時

間がかかることから費用がかさむが、衛星回線を使用する場合は、月定額の支払いで回線速

度も速くなるため、効率的かつ経済的であると思料される。

（７） 課題

まず、基礎教育・識字省による外部評価と国内ワークショップの実施計画について、プロジ

ェクトからの資金援助を行なう方向で検討中であるが、現在のところそのための追加予算の確

保が確実ではない状況であり、当初予定していた活動の縮小の可能性も検討せねばならず厳し

い予算の執行管理が強いられることになる。より一層の経費節減と効率化を図りつつ、追加予

算確保に向けた努力を続けていきたい。

また、9 月 7、8 日のタウア州の COGES 連合大会は、機能する COGES 連合のモデルの確立に向

けた重要な会議となるため、入念にその準備を行ない大会に備えたい。

（８） 9 月の予定

予定 期間

 COGES 担当官会議（タウア） 9 月 6 日

 COGES 連合大会(タウア) 9 月 7、8 日

 ザンデール州学校活動計画・COGES 連合設置研修

（17 コミューン）

9 月 12 日－22 日
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 9 月）
作成日：2006 年 10 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

9 月 1 日（金） 原専門家一時休暇終了

9 月 2 日（土）

9 月 3 日（日）

9 月 4 日（月）

9 月 5 日（火） スタッフ会議                      

Niamey→Tahoua
全員

原

9 月 6 日（水） タウア州 COGES 担当官月例会議 全員

9 月 7 日（木） タウア州 COGES 連合大会 全員

9 月 8 日（金）

Tahoua→Niamey   原

9 月 9 日（土） 外部コンサルタント募集のための官報での告知（締め切り 9 月 22 日）

Tahoua→Zinder Ibo
9 月 10 日（日）             

9 月 11 日（月） ザンデール州学校活動計画、COGES 連合設置研修 (17 コミューン)
9 月 12 日（火)
9 月 13 日（水)
9 月 14 日（木）

9 月 15 日（金）                       

9 月 16 日（土)                     

9 月 17 日（日）

9 月 18 日（月）

9 月 19 日（火）                                        Naimey→Tahoua       原
9 月 20 日（水）

9 月 21 日（木）                       Tahoua→Niamey 原

9 月 22 日（金）

9 月 23 日（土） ラマダン開始

9 月 24 日（日）

9 月 25 日（月）

9 月 26 日（火） 理事訪問にかかる打合せ (Konni)              尾上、Gambobo
9 月 27 日（水） 国家教育評議会

COGES 連合事務局会議（Bangui）
原

影山、Kabo
9 月 28 日（木） 国家教育評議会

COGES 連合総会 (Badaguichiri)
原

齋藤 , 影山 , Kabo, Gambobo
9 月 29 日（金） COGES 連合事務局会議 (Tsernaoua)

COGES 連合事務局会議（Bagaroua）
齋藤、影山、Kabo
Gambobo

9 月 30 日（土） 理事訪問にかかる打合せ（Malbaza）
COGES 連合事務局会議 (Tajae)

尾上

Gambobo

（１） 今月の総括

今月は、タウア州では、COGES 連合大会、COGES 担当官会議が行われた。COGES 連合大会

は、現在までの COGES 連合の様々な問題を共有し、その解決策を話し合い、今後の方針を決

め、具体的な活動スケジュールを決定することが第１の開催目的であったが、この目標はほぼ

達成した。また、この会合において、APP、コミュニティー幼稚園、セカンド・チャンスクラ

スなどの意義、効果、設立プロセスなどについて会合参加者に説明した。この情報は、COGES
連合から各 COGES へ伝達され、各 COGES の要望が高く、条件を満たせば、COGES 連合ベ
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ースで各活動を支援することを、プロジェクトでは検討する。ザンデール州では、17 のコミュ

ーンにおいて、学校活動計画と COGES 連合設置研修が行われた。これで、ザンデール州のほ

ぼ半数のコミューンにおいて、COGES 連合が結成されることとなる。また、COGES 政策支援

においては、COGES 外部評価の実施を支援することとし、評価実施コンサルタントの募集、選

考を基礎教育・識字省とともに行った。選考が終われば、外部評価は 10 月から 2 ヶ月間行われ

る。

（２） タウア州 COGES担当官会議

今月の COGES 担当官会議は 9 月 6 日に開催され、翌日、翌々日に開催される COGES 連合大会で

予定されている連合の機能化に向けた研修の準備に多くの時間が充てられた。研修は昨年度の

活動経験を踏まえて作成された COGES 連合マニュアルに沿って、連合事務局がその運営改善に

取り組むための方向付けを行なうことを意図しており、その準備を COGES 担当官とともに行な

った。内容としては、連合が抱える問題点を再整理して寸劇にまとめ、また、現実的で実現可

能な活動計画の策定方法を導入するための説明と内容の確認を行なった。午後からは、視学官

事務所長が会議に合流して、プロジェクトの終了時評価の結果の報告をおこない、プロジェク

ト及び COGES 政策の今後の方向性について説明し、視学官事務所のより一層の関与と協力を要

請した。

（３） タウア州 COGES連合大会

今回は、新学期を前にタウア州における 2 日間の COGES 連合大会を開催した。討議内容として

は、１）これまでの活動を通した COGES 連合の問題点の整理、解決策の模索、２）試験合格率

向上キャンペーンの結果分析と今後の方向性、３）７COGES 連合による収入創出活動の評価、４）

COGES による教育開発活動の紹介（APP、コミュニティー幼稚園、セカンドチャンススクール）

であった。非常に重要な議題が多く、大会準備のために、多くの時間を費やし、新しい議論手

法も導入した。大会の成果を図るには時期尚早だが、収穫の多い会合であった。

（４） COGES連合巡回モニタリング

上述の COGES 連合大会後の連合の取り組み状況についてモニタリングする為に、9 月中旬よ

り COGES 担当官及びプロジェクトスタッフが各連合の事務局会合及び連合総会の巡回を開始し

た。この時期に行なわれる会合と総会は上述の連合大会の内容を連合の各メンバーへ報告し、

情報を共有する機会であるとともに、今年度の連合の活動計画や事務局の機能化を話し合う機

会でもある。COGES 担当官からの報告によると会合の開催状況は予定よりも若干遅れ気味になっ

ており、その理由はいくつか考えられるが、今年は、新学期の前後がラマダンにあたっている

こと、昨年よりも収穫期が遅れていること、それに伴って教員の職務開始時期も遅れている、

と言った理由が考えられる。しかしながら、時期は遅れるものの、ほとんどの連合が事務局会

合と総会の開催準備計画を進めていることが確認できた。これまでの巡回から、事務局の体制

に機能障害が生じているところでは、事務局委員の改選を行なった連合や、限られた資源で効

率的で現実的な事務局体制作りを目指して改革を進める連合などが既にみられた。

（５） APP

「COGES 連合大会」2日目の 9月 8 日（金）、タウア州 39COGES 連合代表（各 2 名）計 78 名に

対し、APP クラブプレゼンテーションを行った。目的は、COGES 連合を通した、COGES への効率
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的な情報伝達である。今後、COGES 連合から伝えられた情報によって、APP クラブを学校活動計

画に組み込んだ COGES に対しては、APP クラブマニュアルを配布予定である。

また、現在までの APP クラブを「より汎用性のある APP クラブモデル」として確立するには、

モニタリングを昨年までの教育主事主導から、COGES 連合主体に移行していく必要がある。した

がって、今年度は、APP クラブ対象校 68 校（ブザ県ブザ地区 40 校及びコニ県サルナワ地区 28

校）のうち、APP クラブを継続する意思のある COGESを引き続き APP クラブパイロット校とした

上で、当 2連合をパイロット連合とし、「COGES 連合を通した APP クラブモニタリングシステム」

を構築していく。

（６） コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

昨年度、５つの村落（COGES）にて実施されてきたコミュニティー幼稚園およびセカンド・チ

ャンスクラスであるが、今年度は、より広い範囲の COGES に「持続可能性を重視した設立／運

営モデル」を提案し、その有効性（発展可能性・汎用性）を探っていく予定である。

その第一歩として、今月７・８日に実施された COGES 連合大会にて、COGES 連合からの代表参

加者に対し、COGES 学校活動としてのコミュニティー幼稚園およびセカンド・チャンスクラス推

進のための情報提供を行った。村落の教育開発に繋がる両活動の概要および利点を説明し、各

COGES連合の総会を通して、COGESローカルにこれらの情報が行き渡ることを目指すものである。

今後は、COGES 連合総会へ随時参加し、設立手順等の追加情報を提供するとともに、各COGES の

当該活動に対する需要の動向を考慮しつつ、個別の啓発・促進活動、および各活動の始動へ向

けた支援を進めていくこととする。

（７） ザンデール州での活動

9 月 11 日から 22 日にかけて、ザンデール州の 17 コミューン（計 525 校）を対象に学校活動計

画及び COGES 連合設置研修を ONEN への業務委託により実施した。前回 7 月に実施した研修

同様 COGES 担当官が研修講師を務め、ONEN 所属の講師も補助として参加した。研修は毎日

3 地区毎に分かれて、1 日目が学校活動計画、2 日目に COGES 連合設置研修を実施し、特に大

きな障害も無く、予定通りに研修日程を消化した。Mirriah 県など、事前の研修への召集連絡が

不十分だったところがあり、約 20 校の欠席があったが、全体的に対象校の出席率は 96.19％と

農繁期にしては高い出席率であったといえる。また、前回同様、参加者のモチベーションや取

り組み意欲は高く、研修内容が効果的であると同時に、まだ研修を実施していないコミューン

に所属する学校、COGES 関係者から研修の実施に対する問い合わせがあるなど、この種の研修

に対する地域のニーズが非常に高いことを示唆している。研修後は COGES 担当官が巡回して

連合の設置状況や活動計画の策定をモニタリング支援していく。

（８）COGES 政策

7 月に行われた終了時評価の提言を受け、プロジェクトでは、COGES 政策の推進のため、

COGES 活動の外部評価、政策提言のためのワーキンググループ、政策の認証のためのアトリエ

を支援することとしたが、外部評価については、コンサルタントの雇用のための募集が官報に 9
月初旬に告知され、基礎教育・識字省に審査の結果、9 月中にコンサルタントが雇用された。調

査は、10 月から 2 ヶ月間行われる。

（９） 中央、援助協調、ドナー動向
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9 月上旬に基礎教育・識字省は、PDDE の第 4 年（2006.10～2007.9）のアクションプランのド

ラフトを作成し、PTF に対し、そのドラフトを配布した。この計画の内容は、6 月に開催され

た合同レビュー、それに先立つ現地調査、ワーキンググループの結果を反映され、特に、COGES
に関しては、プロジェクトの経験が活かされた内容となっている。COGES 部分に関しては、別

添を参照してほしいが、現在までのみんなの学校プロジェクトが提案してきたことが、すべて

取り入れられたものとなっている。

今年 6 月の PDDE コモンバスケットの会計監査に関連して発覚した公的資金不正、横領問題は、

政府の行政関係の捜査が終了し、現在は検察が民間の基礎教育・識字省調達機材等の業者の不

正に関する調査を引き続き行っている。現在までの逮捕者の中には、前基礎教育・識字省次官、

財務局長なども含まれている。捜査は最終段階となり、近日中にその全貌が明らかにされる予

定。

（１０） 国家教育評議会

この会議は、PDDE の最高決定会議と位置づけられており、関係各大臣、基礎教育・識字省関

係者、保護者会代表、市民代表、NGO 代表、PTF 代表などが参加して行われる。今年は、9 月

27 日、28 日に開催され、去年の PDDE の実施状況、各州の就学状況、卒業試験の結果等の報

告の後、上述した 2006/2007 年の PDDE のアクションプランが発表された。特に、プロジェク

トにとって重要な点は、このアクションプランがこの会議で、正式に承認されたことである。

予算化については、先日の閣議で、基礎教育・識字省は COGES をその予算確保の優先事項と

することを正式に公表しており、これで、みんなの学校プロジェクトモデルの全国普及に一歩

近づいたと言える。もちろん、基礎教育・識字省の予算、ドナーの出資しているコモンファン

ドの部分も多く、今年の実施に至るかは難しい問題も多いので予断を許さないが、少なくとも

COGES が国家レベルでその認知度を上げていることだけは確かである。

（１１） プロジェクト運営管理

① プロジェクト事務所の就業時間変更

ニジェール政府は、官公庁の業務効率化のため、通常の午前、午後の就業体制を改め、2 年間試

験的に、昼休みなしで、午後早めに終業する勤務体制とすることを 9 月 15 日の閣議決定にて発

表した。この発表を受け、プロジェクトでは月曜日から木曜日までは 8 時～13 時半、14 時～16
時、金曜日は 8 時～13 時半までを就業時間として暫定的に設定した。

② ザンデール州学校活動計画及び COGES 連合設置研修にかかる ONEN との業務委託契約

今月 1 日、ザンデール州 17 コミューンを対象とした学校活動計画研修、COGES 連合設置研

修の実施および月例 COGES 担当官会議実施にかかる ONEN との業務実施契約が締結された。

今回の契約見積金額は 21,169,390Fcfa で、契約直後にその 80％を概算払いとして支払い、契約

終了後に残金を実費精算にして支払うこととする。今回の契約が施行されることで、全 55 コミ

ューン中、28 コミューンが研修を受講したことになる。

③ 事務所人員配置変更

今月 27 日より、事務所内の配置換えを行い、プロジェクトリーダーおよび政策アドバイザー

の下、COGES 連合支援班、コミュニティー活動支援班、総務班の 3 班体制となった。また、

COGES 事務所には今まで当プロジェクトのスタッフ 2 名を配置し COGES 監督官の業務を支

援していたが、COGES 政策を支援している他ドナーと COGES 事務所の関係を考慮した上で、
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COGES 監督官はどの援助機関に対しても独立性を保つことが適切と判断し、今回の配置換えに

伴い秘書 1 名のみを COGES 事務所へ配置することとした。

④ みんなの学校プロジェクト延長

2006 年 7 月に実施された終了時評価調査団が訪ニした際、当プロジェクトの活動を 2007 年

7 月末まで延長することが提案され、JICA 本部を中心に関係機関との協議が行われていたが、

今月中旬に延長に向けた手続きが開始されたとの通知を受けた。従って、2007 年 1 月から 7 月

末までの 7 ヶ月間、プロジェクトが延長されることとなる。

⑤ 現地活動費追加予算申請

終了時評価調査団の提言を受け、基礎教育・識字省が COGES 政策における外部評価、全国

レベルでのワークショップ開催等の実施方針を打ち出した。当プロジェクトもこれらの活動が

COGES 政策を推進していく上で非常に重要な活動とみなし、積極的に支援を行っていく方針で

ある。しかしながら、今年度予算策定時にはこれらの活動支援を想定していなかったため、予

算獲得のために、現地活動費 3,590 千円の追加申請を本部に対して行った。

⑥ マルチメディア教材作成

JICA 社会開発部 JICA－NET 主管のマルチメディア教材作成について、当プロジェクトの選

挙研修及び学校活動計画研修にかかるビデオが同研修副教材として作成されることになった。

使用言語はフランス語及びハウサ語であるが、内容はどの国でも使用できる汎用性のあるもの

である。制作会社は 11 月 3 日にニジェール入りし、帰国する 14 日までの 11 日間ですべての撮

影を撮り終えることとなる。効率的に撮影を行うために、ロケーション、キャスティング等、

現在から入念な準備を進めている。

⑦ 理事訪問及び終了時評価コンサルタントにかかる準備

10 月 10 日から 13 日までの 4 日間、JICA 上田理事がニジェールを訪問することが決まり、

プロジェクト現地視察のためにタウア州を訪問する他、世銀との連携強化をはかるための会談

が予定されている。また、終了時評価にかかる追加調査としてコンサルタント 1 名が 10 月 17
日より 31 日までの約 2 週間、ニジェールに滞在する予定である。7 月に実施された終了時評価

調査で確認された当プロジェクトの実績の再確認、及び終了時評価が実施された 7 月以降、当

プロジェクトのモデルによる全国展開に向けて、基礎教育・識字省や他ドナー間でどのような

進展が見られたかについての聞き取り調査を実施する予定である。

（１２） 課題

プロジェクトが現在抱えている課題は、プロジェクト成果の拡大と、成果の政策への反映、

プロジェクト機能の効率化である。プロジェクトは、課題である COGES 連合の機能化を達成す

るために、9 月上旬に、COGES 連合大会を開催し、各 COGES 連合がそれぞれの会合を開催できる

よう指導し、現在、プロジェクトスタッフは、そのモニタリングを行っている。しかし、この

課題は、早急に解決できるような方策はなく、COGES 連合、COGES 担当官、プロジェクトスタッ

フの地道に努力が必要であり、延長フェーズの終わりまでに、ある程度の方向性を見つけるこ

とを目標とする。プロジェクトでは、この課題に対処するために、プロジェクトの機構改革を

行い、COGES 連合の機能化を対象とするチームと、COGES 連合による教育改革のチームを強化し

ているが、今後、さらなる投入が必要である。一方、プロジェクト成果の政策への反映につい

ては、具体的にはミニマムパッケージの普及化は、様々な政治的要素も絡み、単純にその実現

を構図として示すことは困難であるが、現在進めている外部評価への支援などの政策決定プロ

セスへの支援などを粘り強く続けいくことが肝要である。
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（１３） 10 月の予定

予定 期間

➢ 中西部アフリカ地域支援事務所所員との打合せ 10 月 4 日

➢ 上田理事ニジェール訪問 10 月 10－13 日

➢ タウア州 COGES 担当官月例会議 10 月 9 月

➢ 終了時評価調査団現地調査(コンサルタント) 10 月 17 日－31 日

➢ ザンデール州 COGES 担当官月例会議 10 月下旬

別添、PDDE 第 4 年目行動計画（COGES 部分）
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 10 月）
作成日：2006 年 11 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

10 月 1 日（日）

10 月 2 日（月）

10 月 3 日（火） 外部評価コンサルタント選考（ニアメ） 原、IBO、COGES 推進局長

10 月 4 日（水） 中西部地域支援事務所森下所員との打ち合わせ（ニアメ）

Tahoua→Niamey
原、尾上

尾上、中澤、影山

10 月 5 日（木） 影山休暇開始（20 日まで）

10 月 6 日（金） COGES 連合総会モニタリング（Tesrnaoua）
Niamey→Tahoua

齋藤、Kabo, Gambobo, Ousseini
尾上、中澤

10 月 7 日（土）

10 月 8 日（日）         

10 月 9 日（月） タウア州 COGES 担当官月例会議

COGES 外部評価準備会合 (ニアメ)

Tahoua→Niamey

尾上、齋藤

UNICEF 、 CONCERN 、 原 、

ABOUDOU
中澤

10 月 10 日（火）               COGES 連合総会モニタリング（Sabon Guida）
上田理事ニジェール訪問

尾上、Gambobo

10 月 11 日（水） 午前中、外務省、基礎教育・識字省訪問、午後、コニへ

Niamey→Konni
Tahoua→Konni   

理事、笹館所長、原、

原、中澤

尾上、齋藤

10 月 12 日（木) コニ県にて COGES,COGES 連合活動視察

  COGES 連合総会モニタリング（Malbaza）

理事、笹館所長、原、尾上、中

澤、斉藤、スタッフ全員

Kabo, Gambobo
10 月 13 日（金)   ドッソ学校保健を視察後、ニアメへ

  夕刻、隊員と懇談後、ニアメ発

  COGES 連合総会モニタリング（Bagaroua）
Konni→Niamey
Konni→Tahoua

理事、笹館所長、原

Gambobo
原

尾上、中澤、齋藤

10 月 14 日（土） COGES 連合総会モニタリング（Akoubounou、Tahoua ComI) 尾上、中澤、齋藤、Hamza
10 月 15 日（日） COGES 連合総会モニタリング（Keita） Yac
10 月 16 日（月) コミュニティー幼稚園開園にかかる打合せ

外部評価準備会合（ニアメ）                

齋藤、Kabo
UNICEF 、 CONCERN 、 原 、

ABOUDO、IBO
10 月 17 日（火） 終了時評価追加調査（コンサルタント 1 名）

10 月 18 日（水） 原専門家とのインタビュー、ニアメ→タウア

COGES 連合総会（Bouza）及び学校プロジェクトモニタリング

APP クラブ開始にかかる打合せ（Bouza）
尾上、Gambobo, Ousseini
齋藤、Kabo

10 月 19 日（木）   視学官、DREBA、COGES 担当官、専門家インタビュー                    
10 月 20 日（金） 学校視察、COGES へのインタビュー

外部評価準備会合（ニアメ）

影山休暇終

UNICEF 、 CONCERN 、 原 、

ABOUDO、IBO

10 月 21 日（土）   タウア→ニアメ   

  マルチメディア教材作成準備にかかる打合せ（Tahoua 県）                齋藤

10 月 22 日（日）   ラマダン明け休日

10 月 23 日（月） COGES 連合総会モニタリング（Bazaga）
COGES 外部評価（タウア 27 日まで）

尾上

10 月 24 日（火）   原専門家インタビュー

  マルチメディア教材作成準備にかかる打合せ（Tahoua 県） 齋藤

10 月 25 日（水）   基礎教育・識字省次官等インタビュー、世銀
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  COGES 連合総会モニタリング（Garahanga） 尾上

10 月 26 日（木）   UNICEF, CONCERN
COGES 連合総会モニタリング（ Abalak,Bouza, Karofane, 
Galma、Badaguichiri）

Tahoua→Zinder

尾 上 、 齋 藤 、 影 山 、 Kabo, 
Gambono, Ousseini
Ibo

10 月 27 日（金）   COGES 担当官月例会議（ザンデール）

  COGES 連合総会（Tajae）
Ibo
Gambobo,Yac

10 月 28 日（土）   COGES 連合総会（Illela、Keita,Deoule）
  マルチメディア教材作成準備にかかる打合せ

Zinder→Tahoua

尾上、斉藤、影山、Kabo、Yac
斉藤、影山

Ibo
10 月 29 日（日）   マルチメディア教材作成準備にかかる打合せ 斉藤、影山

10 月 30 日（月） COGES 連合総会（Allela、Tahoua ComII） 尾上、影山、Kabo、Ousseini
10 月 31 日（火）   COGES 連合総会（Tebaram）

Niamey→Tahoua
Ousseini
原

（１） 今月の総括

今月は、定例のタウアとザンデールの COGES 担当官会議の他、中西部アフリカ地域支援事務

所の森下所員の会談し、上田理事のプロジェクト訪問、終了時追加調査が行われた。また、COGES

連合の機能化を目指し、先月の COGES 連合大会で決定した、各 COGES 連合の総会が行われ、プ

ロジェクトスタッフによるモニタリングを行った。また、APP クラブについては、COGES 連合を

通した運営モニタリングシステムの確立を目指し、すでに APP クラブが設立されている２コミ

ューンにおいて活動を行った。コミュニティー幼稚園、セカンドチャンスクラスについては、

すでに、設立条件等の情報は、各 COGES に対し、COGES 連合を通し伝達してあり、各 COGES 連合

からの要望の取りまとめを行っている。

（２） JICA 上田理事プロジェクト訪問

新しく人間開発部の担当となった上田理事がニジェールを訪問され、みんなの学校プロジェ

クトを視察された。プロジェクトサイトにおいては、COGES の会合、COGES 連合の会合、学校活

動計画で実施された活動、APPクラブの活動などを視察された他、ニアメにおいては、基礎教育・

識字省大臣と会談された。（詳しくは別添２参照）

（３） タウア州 COGES担当官会議

今月の COGES 担当官会議は 9日に行なわれた。会議の内容は、１）COGES 担当官による COGES

連合モニタリング報告、２）新しいレポーティングシステムとレポート様式についての説明、

３）COGES 連合に関するアンケート結果の報告、４）今後の活動計画、などであった。COGES 連

合の動きについて、先月月報にも報告したとおり、今年は、一般的に収穫時期が遅れておりそ

れにともない児童及び教員の着任が遅れていること、学校開始時期がラマダンに重なっている

こと、バスケットファンドにかかる不正事件の影響で同ファンドから支出が計画されていた契

約教員の給与支払いや学校備品の供給が遅れていること、などの理由で学校の開始が遅れてお

り、COGES 連合の会合自体も 9 月中の実施はメンバーが集まりにくい状況であった。10 月 9 日

までに事務局会合を開催したところは 18 連合、連合総会を開催した連合は 2 連合であり、来月

の COGES 担当官会議の開催が予定されている 11 月上旬までにはすべての連合が総会を開催し、

運営計画を策定すべく各連合に対して周知することとした。その他、COGES 連合を含めた COGES

のモニタリング支援体制を強化するために、情報伝達のシステムを整備、明確化して、各種レ

ポートのひな型について説明、配布した。
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（４） COGES連合巡回モニタリング

今月は COGES 連合の事務局会合及び連合総会の開催に伴い、COGES 担当官とともにプロジェク

トスタッフもその巡回に多くの時間を費やした。10月末時点で事務局会合を開催した連合は23、

連合総会を開催した連合は 20 であった。9 月の COGES 連合大会時に話し合われたとおり、事務

局委員が会合に参加しなかったり、やる気がなかったり、といった問題を抱えている連合では、

事務局委員の改選を含め、機能改善に向けた取り組みを行なう連合が多く見られた。また、連

合代表をはじめ事務局委員を務めている教員が人事異動により、他のコミューンに移るケース

も見られた。したがって新たに事務局委員を改選するにあたっては、教員がポストを独占しな

いように、特に連合代表のポストは教員以外のコミュニティーメンバーから選出するように配

慮している。連合の運営費不足の問題については、昨年度は計画性に問題があったため、今年

度から運営及び活動に計画性を持たせ、1 年間の会議の開催数、時期など実現可能な計画を予め

策定しその予算を計上した上で、各 COGES が連合に支払う分担金などを COGES の学校活動計画

の中に予め組み込むという方法を取り入れた。今回の巡回モニタリングを通じて、コミューン

市長をはじめコミューン行政関係者が COGES 連合に強い関心を示すケースが少なからずあるこ

とが分かった。独自のローカル予算を持っているコミューン行政との連携を強化することで連

合の運営活動費の財源確保のオプションになるだけでなく、将来的な地方分権化の枠組み構築

の可能性を示していると言える。連合総会の開催は 11 月中旬まで計画されており、今後も COGES

担当官だけでなく、プロジェクトスタッフも極力、総会をモニタリングしていく計画である。

（５） APP（生産実習活動）クラブ、コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

現在、各 COGES 連合にて COGES 連合事務局会合及び連合総会が実施されており、その連合総

会内では、事務局から COGES ローカルに対して、当該３活動に関する情報提供も行うこととな

っている。それを受け、タウア州 39 連合の中で今後積極的な活動が見込まれるいくつかの COGES

連合を対象に、連合総会への参加を通した、APP クラブ、コミュニティー幼稚園、セカンド･チ

ャンスクラス活動の積極的な推進活動を実施した。現在まで、計５つの COGES 連合に参加し、

当該３活動に関する適切な情報伝達が行われているかを確認した上で、設立手順や追加情報等

の補足説明を行った。（イレラ県バダギシリ連合、コニ県サルナワ連合、アバラック県アクブヌ

連合、ブザ県ブザ連合、コニ県アレラ連合）。今後も引き続き連合総会内での情報提供活動を行

うと共に、当該活動に興味を示すCOGESローカルおよび連合の動向に注視していく予定である。

また、APP クラブについては、すでにクラブが設立されている２コミューン（ブザ県ブザ連合、

コニ県サルナワ連合）において、COGES 連合を通した運営モニタリングシステムの確立を目指し

た働きかけを行った。一方のコミュニティー幼稚園、セカンドチャンスクラスについては、昨

年設置された 5 つの COGES ローカルと、運営及び内容に関する見直し及び今後の方向性につい

ての話し合いをもった。

（６） ザンデール州での活動

9 月に実施された、17 コミューン、528 校を対象にした学校活動計画及び COGES 連合設置

研修の結果、17 コミューン全てにおいて第 1 回目の総会が行なわれ、民主選挙による事務局委

員選出によって COGES 連合が設置された。これでザンデール州の 55 コミューン中 27 コミュ

ーンで COGES 連合が設置されたことになる。また、先行して設置された 10 連合については、

COGES 担当官のモニタリング報告によると設置後の活動も順調に進み、10 連合の全てが年間
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会議開催計画（第 1 活動計画）を総会で承認し、視学官事務所に提出済みである。各連合とも

総会は年間 3~4 回、事務局会合は年間 8~12 回の開催計画が立てられている。また、27 日の

COGES 担当官会議では、11 月以降に予定されている残り 27 コミューンのうち 17 コミューン

での学校活動計画及び COGES 連合設置研修の実施計画が協議された。

（７） COGES外部評価支援

プロジェクトが支援し、基礎教育・識字省が行う COGES 外部評価の内容につき、UNICEF、CONCERN

を含めた会議を、JICA 事務所の会議室において、3 回行った。会議において、コンサルタント

の TOR と成果について議論し、合意にいたったので、プロジェクトは、コンサルタントとの契

約を交わした。コンサルタントは、来月から 2 ヶ月の期限で、調査を行い、その結果を COGES

政策承認アトリエで発表する。

（８） 中央、援助協調、ドナー動向

月初めに、PTF 会議が開催され、その中で、基礎教育・識字省不正問題、PDDE 第 4 年次アクションプ

ランの内容について話合われた。不正問題に関しては、別添の通りまとめた。PDDEの第 4年次アクショ

ンプランに関しては、今後、テーマごとに別々の話し合いを行うこととなったが、その後、基礎教育・識字

省からの通知はなく、会議は行われていない。

（9）中西部地域支援事務所森下所員との打ち合わせ

今回の打合せは、みんなの学校プロジェクトの類似案件がセネガルにおいて立ち上がること

を受けて、その案件立案にプロジェクトの経験を活かすための情報提供を目的として行われた。

セネガルとニジェールの地方分権化の構図は異なり、また、学校運営委員会等の構成が違うた

め、その違いを越えてどのように、プロジェクトが得た経験をセネガルに適応させるかが議論

の焦点となった。特に、セネガルの場合、ボトムアップ型の教育計画策定への道筋をつけるた

めの地方教育行政改善計画（開発調査）がすでに行われており、その計画との関係付けなどか

らの学校運営委員会強化という発想があり、学校運営員会機能化の視点が抜けていることが、

話し合いの中で浮かびあがってきた。その結果、やはり、学校運営委員会の機能化には、組織

の透明性や村民全体の住民参加への仕組みが必要不可欠であるという結論が導き出され、学校

運営委員会設立過程の問題点など、詳細な部分まで詰めることが出来た。プロジェクトとして

は、セネガル案件への協力を行うこととし、具体的には 12 月下旬に、セネガル、ブルキナ、マ

リなどの教育分野地方分権化の関係者をニジェールに招いた「仏語圏アフリカ地域学校運営改

善セミナー」を開催することとした。

（９）プロジェクト運営管理

① 終了時評価にかかる追加調査

10 月 17 日より 31 日までの 2 週間、今年 7 月下旬に実施された終了時評価にかかる追加調査

がコンサルタント 1 名により実施された。タウアでの現地調査はほぼ終了していたことから、

ニアメにおける基礎教育識字省や COGES 政策を支援する援助パートナーの動向が調査の中心と

なった。

② 第 2 四半期現地業務費会計報告

今月 5 日、2006 年度第 2 四半期分のプロジェクト現地活動費の会計報告書類を事務所に提出
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した。当期の概算額は下記のとおり。

1、概算受入額      0Fcfa

2、支出額   62,733,939Fcfa

3、差引残額  17,270,373Fcfa

なお、第 2 四半期分の現地業務費が 6 月に送金されたことから、今期の受入額はゼロとなって

いる。

③ 第 3 四半期現地業務費前途資金受入

今月 10 日、第 3 四半期現地業務費の送金がなされた。受入金額は 24,219,243Fcfa である。

また、先般、当プロジェクトの携行機材費残額、1,440,137 円を現地業務費に振り返るための

変更手続き依頼がニジェール事務所より本部に公電で発出されたことから、近日に送金される

見通しである。

④ 現地活動費追加申請

7 月に実施された終了時評価調査団による提言を受けて、基礎教育・識字省が COGES 政策にか

かる外部評価調査、全国レベルでのアトリエ開催、COGES 政策戦略書策定にかかる文書化を実施

する方針を打ち出した。この決定に伴い、当プロジェクトでも上記の活動を積極的に支援する

こと、また 2006 年度予算計画策定時には想定していなかったザンデール州全校での学校活動計

画、COGES 連合設置研修実施について予算不足が生じることから、必要となる経費を追加するこ

とで本部との合意を得、9 月より 2,701 千円の追加申請をしていた。JICA ニジェール事務所と

の協議を経て、今月末に承認を得たことから、近日中に送金される見通しである。

⑤ 外部評価調査にかかるコンサルタントとの業務委託契約

今月 5 日、COGES 政策推進にかかる外部評価調査のためのコンサルタント契約が締結された。

本調査は、本年 7 月訪二した JICA 終了時評価調査団の提言を受けて基礎教育・識字省（MEB／A）

により実施決定がなされたが、MEB/A が本調査にかかる費用を捻出するのが困難であったため、

当プロジェクトにより財政的支援を決定した。なお、コンサルタントによるこの調査結果は報

告書として提出されるだけでなく、年明けに開催予定の全国レベルアトリエにて関係者に発表

することも予定されている。

⑥ 事務所業務時間（ラマダン明け以降の時間帯について）

ラマダン明けに伴い、当プロジェクト事務所の業務時間が以下のように変更となった。

月～木：8：00－12：00、13：30－16：30

金  ：8：00－13：00、14：30－16：30

なお、上記業務時間は、金曜日以外は JICA 事務所と同様に設定している。

（１０） 課題

今月から、学校が始まり、本格的に、COGES 連合の機能化、APP クラブ、セカンドチャンススクール、コ

ミュニティー幼稚園設立への活動が始まった。ニジェールの学期は、もともと短く、しかも教員の配置手

続きの遅れ、教員による給料遅配に対するスト、文房具などの配布の遅れ等で、更に短くなり、学校が

ある期間に集中的に活動を行わなければならないことが多い。しかし、様々な訪問もこの時期に重なり、

プロジェクトは、その訪問のため、多くの労力が時間を費やすことになる。訪問や視察にはそれぞれの

意義や目的があり、非常にプロジェクトにとって価値があるが、やはり、ある程度の調整をしない限り、ス

タッフへの負担は非常に大きなものとなってきて、プロジェクト本来の活動の遅れや支障をきたすことが

あることは否めない。今後は、本部とも連絡を蜜にし、視察等の調整を行う必要がある。
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（１１） 11 月の予定

予定 期間

➢ マルチメディア教材作成ミッション 11 月 3－14 日

➢ タウア州 COGES 担当官月例会議 11 月 13 日

➢ ザンデール学校活動計画、COGES 連合研修 11 月中旬から約 2 週間（予定）

➢ 中澤専門家一時休暇 11 月 3－28 日

別添１．基礎教育・識字省バスケットファンド資金不正使用問題の教育開発への影響、及び世

銀の立場

別添２．上田理事出張報告書（一部）

別添３．終了時評価報告書ドラフトの一部（世銀同行）
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 11 月）
作成日：2006 年 12 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

11 月 1 日（水） 撮影隊受け入れに掛かる準備（Toudouni,ToubaBaggawa）
外部評価コンサルタント現地調査（コニ県、イレラ県）

                      Thaoua→Niamey

影山

Gambobo
原、尾上

11 月 2 日（木） 撮影隊受け入れに掛かる準備（KaouraGoga）
外部評価コンサルタント現地調査（タウア県）

COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Konni）

斉藤

Gambobo
Yac

11 月 3 日（金） マルチメディア撮影隊にアメ到着 (打ち合わせ )
COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Takanamat）

             COGES ﾛｰｶﾙ住民集会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Kossa I)
Thaoua→Niamey

原

Yac
影山、Kabo
中澤

11 月 4 日（土）    撮影隊タウアへ

  撮影隊受け入れに掛かる準備（FounkoyeGabass）
中澤休暇開始（28 日まで）

Niamey→Tahoua

影山

尾上

11 月 5 日（日） 撮影(Toudouni)
       COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Madaoua／Tamaya)

影山

Gambobo,Kabo／Yac
11 月 6 日（月）   RD/MM 打合せ(基礎教育・識字省 )

撮影(Touba Baggawa)
COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Bambaye）

原

影山

Yac
11 月 7 日（火）             RD/MM 打合せ (基礎教育・識字省 )

撮影(Kaoura Goga)     

        COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Kao、Azeye, Bangui)
                    Niamey→Tahoua

原

影山

尾上 , Gambobo, Ousseini
原

11 月 8 日（水） 撮影(Founkoye Gabass)
      COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tillia, Ourno, Garahanga)

影山

Ousseini,Yac
11 月 9 日（木) COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tassara, Illela, Karofane) Gambobo, Kabo, Yac、Zakaria

影山

11 月 10 日（金) COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tabotaki、Azarori, B.Katami)    

Tahoua→Zinder

Yac, Zakaria, Ousseini
影山

Ibo
11 月 11 日（土）       COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tchinta, Allakaye, Tama)

              

尾上 , Yac, Gambobo          

影山 , 
11 月 12 日（日） 影山

11 月 13 日（月)   タウア COGES 担当官会議

     ザンデール州 COGES 連合。学校活動研修（28 日まで）     

スタッフ全員

11 月 14 日（火）                    Tahoua→Niamey
UNICEF 担当者ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ訪問に掛かる準備（タウア県）

原

影山、Ganbobo
11 月 15 日（水） UNICEF 担当者ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ訪問 (イレラ県内 3 校視察) 影山、Kabo
11 月 16 日（木） UNICEF 担当者ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ訪問 (タウア県内 2 校視察) 影山、Ganbobo
11 月 17 日（金） プロジェクト延長フェーズ R/D M/M 署名 原、笹館所長

11 月 18 日（土）

11 月 19 日（日）

11 月 20 日（月）

11 月 21 日（火）    Zinder→Tahoua
  Niamey→Tahoua

Ibo
原

11 月 22 日（水） スタッフミーティング           Tahoua→Niamey 原

11 月 23 日（木）

11 月 24 日（金）   COGES ﾛｰｶﾙ住民集会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Toullou／ｲﾚﾗ県)      影山
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11 月 25 日（土） COGES 連合 /AGR,ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Bouza) 尾上

11 月 26 日（日） COGES 連合ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tabalak)         Yac
11 月 27 日（月） COGES 連合 /AGR ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tsernaoua) Ganbobo
11 月 28 日（火）

11 月 29 日（水） JOCV 調整員・隊員プロジェクト訪問 (ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ)
COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tillia)

Niamey→Tahoua

原、尾上、斉藤

Ganbobo
原、中澤

11 月 30 日（木） JOCV 調整員・隊員プロジェクト訪問 (タウア市・コニ県学校視察 )
COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tassara)

COGES 連合 /AGR ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Badaguichiri)

斉藤、Hamza
Ganbobo
Yac

（１） 今月の総括

今月は、定例の COGES 担当官会議（タウア、ザンデール）、COGES 連合モニタリングの他に、タ

ウアでは、プロジェクトの視覚教材作成のためのマルチメディアチームによる撮影、ザンデー

ルでは、17 コミューンの学校に対する COGES 連合、学校活動計画研修が行われた。また、ニア

メでは、プロジェクト延長フェーズの R/D と M/M 署名のための準備が行われ、署名に至った。

（２） タウア州 COGES 担当官会議

タウア州の COGES 担当官会議は、13 日に行なわれ、COGES 連合総会の巡回モニタリングの結果

について、COGES 担当官及びプロジェクトチームの双方から報告がなされた。その後モニタリン

グ結果の分析、課題の抽出・整理、及び今後の活動計画について話し合われた（モニタリング

の結果については後述）。その他、APP クラブ及びコミュニティー幼稚園等 COGES 関連活動にお

ける、マニュアル作成を含む進捗報告が行なわれた。今後の活動予定として、１）各 COGES に

おける COGES の活動計画の策定と連合による同計画の回収、分析、２）各 COGES の活動計画を

反映させた COGES 連合による第 2 活動計画（課題活動計画）の策定、などが確認された。来月

の会議は 12月 8 日に開催予定で、その前日に 7 連合で実施している収入創出活動の撤退につい

ての協議が行なわれる予定。

また、今年度からマダウア及びチンタの COGES 担当官が退職となり、後任が既に任命されて

いるマダウアについては、今回の会議にも新旧 2 名の CGOES 担当官が参加し、交代の報告と挨

拶が行なわれた。チンタについては後任が任命され次第、引継期間を経て正式に交代する予定

である。これで昨年度から今年度にかけて 9 名の COGES 担当官のうち 5 名が交代することにな

った。現在のところ、交代によるプロジェクト活動への支障は特に無いが、これまで COGES に

関する活動経験やノウハウを備えた COGES 担当官が退職し、関係性を絶つのは残念である。今

後も何かしらの形で彼らが貢献できる枠組みを検討する必要がある。

（３） COGES 連合総会巡回モニタリング

11 月 11 日までに 39の COGES 連合のうち 37 連合で第 1 回連合総会が開催され、全体の総会出席

率は 72％にのぼり、開催率、出席率ともに良好であったといえる。連合の年間会議開催計画及

び年間運営予算計画をまとめた第 1 計画を策定した連合は 11 月末時点で 31 連合であった。こ

れまでの連合の巡回モニタリングの結果を総括すると、良かった点として、１）9 月 7、8 日に

タウア州で行なった COGES 連合大会での議題は概ね問題なく各 COGES メンバーに連絡が行き届

き、主要議題として話し合った連合の機能化改善について、昨年機能していなかった事務局で

は、会合に参加しない委員の改選などの改善案が議論され採用されるなど、多くの連合で改善

への試みが実施されていること、２）連合の年間計画策定能力が身についたことで活動や予算
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運営の計画性が向上したこと、２）コミューン長を始め、コミューン行政の連合に対する関心

が高く、連合総会にも参加して連合の活動に対し積極的に協力の意向を示していること、など

が挙げられる。また、課題、問題点としては、１）連合の中には地理的制約により参加者の移

動が容易でない地域があり、その対策を講じる必要があること、２）新任校長に対して COGES

に関する研修が行なわれていない、あるいは 2005 年 4 月に全ての小学校に COGES が設置された

ときの研修の質が良くなかったため、活動が停滞しているところがあること、３）上述のとお

り活動と予算運営の計画性は向上したものの、独自の予算確保（自己資金）については今のと

ころ会議等の最低限の運営費用を確保することで精一杯である連合が多いこと、などが分かっ

た。今後は、連合の課題活動実施に対する支援について具体化するとともに連合財源の多様化

（コミューン行政ほか地元パートナー団体との連携の強化、収入創出活動、信用組合の活用な

ど）に向けた戦略づくりを行なう。

（４） APP（生産実習活動）クラブ、コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

先月に引き続き、今月前半も各地で開催されている COGES 連合総会の巡回モニタリングを実施

し、上記３活動に掛かる情報提供を行った。また、現在、学校活動計画作成過程にある COGES

ローカルの需要動向に注視しつつ、当該活動に対する需要が見込める COGES への個別対応（住

民集会における情報提供、および計画立案に対する助言等）を実施している。今後は、挙がっ

てきた各 COGES の学校活動計画の中で、当該活動を計画しているものに対し、妥当性・継続可

能性の点から検討した上で、活動実現へ向けた支援を行っていく予定である。

個別の活動としては、まず APP クラブにおいて、昨年度作成された「APPクラブ」マニュアル

の改訂版が完成し、現在、活動事例集等のより実用的な資料作成に取り組んでいる。コミュニ

ティー幼稚園及びセカンドチャンスクラスにおいては、各関係者と調整を行いながら、来年度

初め実施予定の研修へ向けた準備を進めている。

その他、コミュニティー幼稚園関連において、今月１５・１６日にかけて、UNICEF 就学前教

育担当者がプロジェクトを訪問し、昨年度コミュニティー幼稚園を実施したイレラ県内２COGES

を含む計５校（イレラ県内３箇所、タウア県内２箇所）における COGES 活動を視察した。

（５） ザンデール州での活動

11 月 13 日から 28 日まで、ザンデール州の 17 コミューン（437 学校）を対象に学校活動計画及

び COGES 連合設置研修がローカル NGO である ONEN へ業務委託契約にて行なわれた。今回の研修

は地域的に過疎地域が多く含まれるが、全体的な研修の出席率は非常に高い結果であった。ま

た、先行して研修が行なわれた地域では既に COGES 連合が活動を始めている。しかしながら、

COGES 担当官は、研修講師としての活動が中心となっているため、COGES 及び COGES 連合のモニ

タリングに充てる時間が十分確保出来ていないのが現状である。ザンデール州での研修は、こ

の後 1 月に予定している残りの 10 コミューン対象が最後であり、COGES 担当官らによる本格的

なモニタリングはこの後から行なわれることになる。

（６） マルチメディア教材制作

今月３日、当プロジェクトの視覚教材（概要編、選挙編、学校活動計画編ビデオ）制作のため

の撮影チームがニジェール入りし、同月１４日までの１０日間、タウア州内４村落（Toudouni、
ToubaBagawa、Kaoura Alassane、Founkoye Gabass）および首都ニアメにて、各村落住民の全面的

な協力の下、各種撮影および関係者へのインタビューを行った。今回撮影した映像およびイン
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タビューを用いて、COGES に掛かる研修（選挙研修、学校活動計画研修）時のビデオ副教材が作

成されることとなり、今後ニジェール国内のみならず、周辺諸国においての活用が期待される。

（７） 国際学校管理セミナー

12 月下旬開催予定されているセネガル地域事務所との連携による、国際学校管理セミナーの準

備を進めた。地域事務所と協議の上、セミナー開催の旨をニジェール側に報告し、ニジェール

側からは、共催という形でセミナーを行うこととなった。内容等の詰めは、11 月末までに行う

予定。

（８） 中央、援助協調、ドナー動向

今月は、PTF会合が予定されていたが、基礎教育・識字省バスケットファンド不正使用事件後の、

融資再開の交渉が手間取り、PTF 会合は開かれなかった。

（９） COGES 外部評価

プロジェクトが COGES の政策推進支援に一環として、財政的な支援を行っている COGES 外

部評価は、コンサルタントによる現地調査が終了し、報告書のドラフトが提出された。このド

ラフトについては、基礎教育・識字省の COGES 推進室、及び本プロジェクトがまず、内容を

検討し、不明な点等をコンサルタントに指摘した。今後、この指摘を受けて、コンサルタント

が第２ドラフトを作成し、COGES 関連ドナーに提示する予定となっている。

（１０） JOCV 調整員・隊員によるプロジェクト視察

今月２９・３０日に、協力隊調整員およびタウア州内に赴任した隊員３名によるプロジェクト

視察が行われた。初日は、プロジェクト概要および APP クラブに関するプレゼンテーションを

実施し、翌日、タウア市内２校、サルナワ１校（APP クラブ実施校）にて COGES 活動の現場視察

を行った。上記隊員中２名はプロジェクトが関与する COGES との関わりで活動を進めていく

ことを目指しており、今回の訪問は、協力隊と当プロジェクト間の協力体制確立へ向けた第一

歩として行なわれたものである（隊員グループ派遣との協力体制に関しては、下記「課題」お

よび添付資料を参照のこと）。

（１１） プロジェクト運営管理   

① プロジェクト延長手続促進

プロジェクトの延長が決定され、専門家任期延長のための A１フォームの取り付け、新フェ

ーズのための R/D、M/M の締結準備のための活動を行い、A１フォームは、11 月初旬にニジ

ェール外務所から担当日本大使館へ発出され、R/Dと M/M は 11 月 17 日に締結された。

② プロジェクト予算関係

  延長フェーズ期間中の予算計画を策定し、本部に対して申請を行った。計画額（現地活動

費）は次のとおり。

－2007 年 1～3 月分：47,860,800Fcfa（予算獲得済み分）＋28,955,427Fcfa（不足分申請額）＝

76,816,227Fcfa
－2007 年 4～7 月：72,289,280Fcfa(申請額)
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③ ONEN 業務委託契約

上記（５）に記載のとおり、ザンデール州の 17 コミューンを対象にした学校活動計画及び

COGES 連合設置研修の実施のため、ローカル NGO である ONEN と業務委託契約を 11 月 1
日に締結した。契約見積額は、19,495,300Fcfa で契約締結直後に 80%を概算払いし、業務完了

後精算を行ない、残額を追給する。

（１２） 課題

① 情報管理、発信

現在、プロジェクトの作成した文章、書類等は多岐にわたっているが、その情報の管理が不

効率であり、プロジェクトの拡大に伴い、プロジェクト内での情報の共有の必要性も高まって

いる。今後、プロジェクトの情報をスタッフが瞬時に共有し、プロジェクトから外部に向けて

より多くの情報発信を目指すとすれば、まず、プロジェクト内の情報管理システムを構築する

必要がある。以下対策例である。

〇情報の集中管理

情報の一元管理する。：会議議事録、月報、ニュースレター、連絡事項、モニタリング結果、

会議資料（ニアメ、タウア、ザンデールからのアクセスも考慮）

〇情報の共有化

情報の共有化のため、インタネット常時接続の導入、各コンピューターのネットワーク接続を

行う。インタネット会議の可能性も検討。

〇情報の発信

- HP の多言語化。仏語、英語への翻訳

- プロジェクト研究学術論文の作成、発表

- プロジェクト事務所（タウア、ザンデール）及びニアメ事務所のプロジェクト情報センタ

ーの開設

② 協力隊グループ派遣との協力体制〈別添参照〉

タウア地域には、プロジェクトが活性化した COGES を中心に活動の展開を目標とした隊

の派遣が現在 2 名行われ、今後、さらに 6 名の隊員の派遣が予定されている。今後、プロジ

ェクトとしては、これら隊員へのプロジェクト情報の提供のパッケージ化と将来的には隊員か

らの現場の情報の提供をシステム化し、今後の共同の活動を模索していく必要がある。

③ プロジェクト経験の文章化

終了時評価で提言されたプロジェクト経験の文章化については、今月撮影が行われたプロジ

ェクトマニュアルの視聴覚教材を皮切りに、順次行っていく予定であるが、第 2 弾として、

COGES 連合の経験の文章化（仏語、日本語）を、コンサルタントを雇用して行っていく。雇

用時期は、4 月から 1 ヵ月を予定する。コンサルタントの TOR については、

〇EPT の COGES 連合の活動のまとめ（アプローチ、投入、成果、問題点、可能性）

〇地方分権化政策から見た COGES 連合とコミューン政府との連携の可能性

地方分権化政策におけるコミューンの権限（特に教育分野）

現在の政策進展状況と現状

COGES 連合とコミューン政府との連携例（現地調査）
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〇コミューン政府と COGES 連合の今後のあり方の提言

（１３） 12 月の予定

予定 期間

7COGES 連合会合 12 月 7 日

タウア州 COGES 担当官会議 12 月 8 日

ザンデール州 COGES 担当官会議 12 月下旬

国際学校管理セミナー（ニアメ、タウア） 12 月 18 日～22 日

APP セミナー（官公庁対象／ニアメ） 12 月 27 日

APP 報告会（JICA 対象／ニアメ） 12 月 27 日

斉藤短期専門家帰国 12 月 30 日
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2006 年 12 月）
作成日：2007 年 1 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

12 月 1 日（金） APP アトリエ準備にかかる出張（Bouza）
Thaoua→Niamey

齋藤

原

12 月 2 日（土） COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Akoubounou） Gambobo
12 月 3 日（日） COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Tamaya） 尾上、中澤

12 月 4 日（月）  COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Bazaga）
Niamey→Tahoua

Ousseini
齋藤

12 月 5 日（火） COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tebaram) Yac
12 月 6 日（水）        COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Tajae）

Niamey→Tahoua
Yac
齋藤、Ibo

12 月 7 日（木）             ７COGES 連合収入創出活動にかかる会議 尾上 , Gambobo, Ousseini
12 月 8 日（金）    COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Bagaroua）

COGES 担当官月例会議

仏語圏アフリカ学校運営管理セミナー準備（Konni）       

Yac
全員

中澤

12 月 9 日（土) 仏語圏アフリカ学校運営管理セミナー準備（Kaoura AL）

Tahoua→Niamey
尾上、Gambobo
Ibo

12 月 10 日（日)
12 月 11 日（月）       COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Allela)

COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Bambaye)
Tahoua→Niamey

Gambobo  

尾上

中澤        

12 月 12 日（火） Niamey→Tahoua 原、中澤

12 月 13 日（水) セミナー訪問校打ち合わせ（Konni） 尾上

12 月 14 日（木）            COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Tabotaki）
Tahoua→Niamey

尾上

原、中澤

12 月 15 日（金） セミナー訪問校打ち合わせ（Kaoura AL） 尾上

12 月 16 日（土） セミナー受け入れ準備（Konni） 影山

12 月 17 日（日）

12 月 18 日（月） Tahoua→Niamey
仏語圏アフリカ学校運営管理セミナー

（中西部アフリカ地域支援主催）於：ニアメ

尾上、Hamza

12 月 19 日（火）     午前：各国プレゼン

午後：コニ移動

Tahoua→Konni

原、尾上、中澤

齋藤、影山、Gambobo
12 月 20 日（水）    午前：学校視察（4 校）

   午後：プロジェクト説明、討議

全員

12 月 21 日（木）     午前：ニアメ移動

    午後：討議

  Konni→Tahoua

原、尾上、中澤、影山

齋藤、影山、Gambobo
12 月 22 日（金）    午前：コミュニティーと学校のパートナーシップ 閉会

12 月 23 日(土)                       Niamey-→Tahoua     尾上、中澤、影山

12 月 24 日（日） Tahoua→Niamey  齋藤

12 月 25 日（月）

12 月 26 日（火） Niamey→Tahoua         尾上、中澤、影山

12 月 27 日（水） APP アトリエ         齋藤専門家帰国報告会 全員

12 月 28 日（木）

12 月 29 日（金） 齋藤専門家帰国

12 月 30 日（土） Niamey→Tahoua 尾上、中澤、影山

12 月 31 日（日） タバスキ
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2006 年の総括

2006 年は、今年はみんなの学校プロジェクトにとっては、大きな飛躍の年となった。プロジェ

クトの年間の活動を主に、COGES 連合の機能化、ザンデール州への普及、学校活動計画支援、COGES

政策確立支援の 4 点から、総括する。

タウア、COGES 連合機能化

タウアにおいては、その有効性がほぼ証明されている COGES の従来の所謂、学校運営住民参加

のためのミニマムパッケージ（民主選挙研修、学校活動計画研修、地方行政官によるモニタリ

ング）に、COGES 連合研修を加えた、新しい学校運営住民参加体制確立のためのミニマムパーケ

ージの完成に向けた試行を行った。この試行は、県レベルで COGES 担当官と COGES 連合による

モニタリング体制の確立と、COGES 連合を中心とした COGES を通した住民をより教育開発への参

加を目指すものであり、さらに、その住民参加と国家教育開発、地方分権化との調和、融合を

図るという意味合いがあった。この成功の成否は、COGES 連合の機能化にかかっていた。COGES

連合の機能化とは、一言で言えば、各 COGES とその代表機関である COGES 連合を有機的に結び

つけ、相互補完的な関係性を強化していくことである。具体的には、COGES 連合事務局と各 COGES

を通した住民の関係性の強化することである。各 COGES と住民の関係と、COGES 事務局と住民の

関係は、直接民主制と間接民主制との関係に例えることができる。つまり、COGES 事務局委員は

住民の直接選挙で選ばれ、その運営すべてが住民総会によって決定されていくといういわば、

直接民主制ともいえる運営プロセスの透明性により住民参加に成功した。しかし、COGES 事務局

委員は、各 COGES の代表によって選ばれるため、間接民主制における日本の政府と国民の関係

性にも例えられる関係となり、その関係性は希薄となる。したがって、COGES 連合事務局と住民

の関係性を強化するためには、いかに、事務局の運営に住民の意思を反映させ、その運営状況

を住民に知らしめるかが、その透明性確保には不可欠な条件となる。この条件を満たすために

は、COGES 連合事務局自体の機能化を進めるとともに、COGES 連合と各 COGES の代表を通した住

民との情報の流通ができるシステム構築が必要となった。プロジェクトとしては、この 2 つの

目標を達成するために、COGES 連合事務局に対しては、その目的や意義、機能なとの啓発を図り、

情報の流通については、COGES 連合会合の定期的な開催を保証するシステムを導入した。これら

の方策は、ある程度の成果を上げつつある。しかし、先に上げた例をとれば、国民がその政府

を支持するかどうかは、その政府が国民に利益を尊重し、納得できる有効な政策を実施できる

かどうかにかかっている。同様に、COGES 連合の場合も、住民が COGES 事務局を積極的に支援す

るかどうかは、事務局の活動の有効性にかかっており、今後のプロジェクトの目標は、COGES 連

合の事務局の活動内容の指導が中心となる。

ザンデール州への普及（汎用モデルの試行）

ザンデールでの拡大したミニマムパッケージの導入は、ザンデール 54 コミューン中、44 コミュ

ーンで終わり、残りは、2007 年 1 月に終了する予定となっている。ザンデールでのミニマムパ

ッケージ導入の意義は、国家レベルへのモデルの汎用性を高めるために、モデル導入とモニタ

リングのための COGES 監督官、担当官の能力強化、研修実施支援等を現地 NGO に実施を委託し

たことにある。実施に関しては、タウアで試行したモデルを導入したこともあり、選挙実施状

況などは、タウアのそれを上回る効率性を上げている。学校活動研修及び COGES 連合研修につ

いても、研修の実施、その後の活動状況を見ると、NGO 委託によるモデル導入の可能性は非常に

高まっているとえる。しかし、COGES 連合については、その成否は、タウアのモデルの完成度に
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かかっている。

学校活動計画支援

学校活動計画支援については、現在、APP 活動、コミュニティー幼稚園、セカンドチャンススク

ール支援を行っている。この 3 活動のうち、コミュニティー幼稚園、セカンドチャンススクー

ルについては、開始から現在までの実施期間が短く、現在まだ、COGES による汎用モデルの開発

を施行しているところである。APP については、3年間の実績を踏まえ、年末に APP セミナーを

基礎教育・識字省関係者の参加を得て実施し、その成果のとりまとめを行った。成果としては、

APP が盛んにならなかった原因を分析し、機能する COGES を通じよりコミュニティーを巻き込む

形でその内容と継続性の可能性を示し、具体的に生徒の学習態度、教師の教授のモチベーショ

ンを上げることに成功したことである。この新しい APP の方法論は、APP クラブの実施にプロジ

ェクトの成果である機能する COGES を利用することにより、機能する COGES があれば、どこに

でも普及できる可能性を示した上、APP クラブ実施の過程で住民と学校の心理的距離を縮めるこ

とで住民参加を推進し、COGES 機能を強化するという相互補助的な効果をだせる画期的なもので

ある。しかし、APP には、COGESのような強い政策的な潮流がなく、現在プロジェクトが試行し

ている APP クラブを政策レベルへ反映し、国家モデルとすることには、非常に困難である。そ

の意味では、今後は、APP クラブを学校活動計画の重要な一活動と位置づけ、COGES 政策の中で、

全国普及を目指す方向性を模索する。

COGES 政策確立支援

中央レベルでの活動については、今年 4 月から本格的に行うようになった。COGES 政策確立支援

での主な活動は、まず、PDDE2007 年度 COGES 活動部分作成支援、PDDE の共同レビューへ準備会

合、現地調査、本会議への参加、プロジェクト終了時評価結果の教育関係者への流布、COGES 外

部評価支援、学校管理委員会地域会議等であった。これらの活動の成果としては、プロジェク

トのミニマムパッケージは基礎教育・識字省とドナー関係者の共通認識となりつつあり、COGES

政策実施の予算が付けば、このパーケージが普及されることはほぼ確実となったことである。

しかしながら、肝心の予算は、基礎教育・識字省コモンファンド不正使用事件の余波を受け、

現在まで、確定されていないため、その確定が大幅に遅れている。ミニマムパッケージの普及

は、基礎教育・識字省が主導で行うべきであるが、財源については、柔軟な考え方をもち、コ

モンバスケットからの支出が困難な場合は、本プロジェクトがその第２フェーズの中で、ミニ

マムパッケージの普及の技術的な支援だけではなく、財政的にも、主要な役割を演じることも、

オプションとして考慮すべきと思料する。

プロジェクト活動

会議：

タウア、ザンデール COGES 担当官会議開催支援（各 12 回）、タウア 39COGES 連合大会開催支援

（4 回）、COGES 連合総会開催支援（各 COGES 連合平均 3 回）、APP担当官会議開催支援（10 回）、

７C０GES 連合 AGR 会議開催支援（3 回）、

研修：

COGES 連合研修、学校活動研修（ザンデール、44 連合、1300校）、APP クラブ設置研修（68校）、

コミュニティー幼稚園教諭養成研修（3 園）、セカンドチャンススクール（2 校）
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調査団受入等：

サヘルオアシスプロジェクト視察団（3 日間）、 Smasse ケニアプロジェクト視察団（3 日間）、

PDDE 合同評価現地調査団（1 週間）、UNICEF 調査団（3 日間）、プロジェクト終了時及び追加評

価団(25 日間)、上田理事(4日間)、森下職員（セネガル案件打合せ 1 日間）、人間の安全保障ビ

デオ（10 日間）、マルチメディアプロジェクトビデオ（12 日間）計 68日間

セミナー：

学校管理委員会地域セミナー（5 日間）、APP セミナー（1 日間）

（１） 今月の総括

今月は、定例の COGES 担当官会議、COGES 連合モニタリングの他に、ニアメ、コニで仏語圏ア

フリカ学校管理委員会セミナーと APP セミナーを開催した。仏語圏アフリカ学校管理委員会セ

ミナーにはニジェールの他、マリ、ブルキナファソ、セネガルの教育省からの参加者のほかに、

中西部アフリカ地域支援事務所員、企画調査員、専門家が参加した。本セミナーにおいては、

討議、視察からなる予定を無事終了し、多くの成果を残すことができた。APP セミナーは、齋藤

専門家帰国に伴う報告会という意味合いもあり、基礎教育・識字省に対するものと、隊員を対

象としたものを開催した。

（２）タウア州 COGES 担当官会議

今月の COGES 担当官会議は 12 月 8 日に行なわれた。COGES 担当官によるモニタリング報告で

は COGES 連合による COGES の学校活動計画の回収状況、第二活動計画（課題活動計画）の策定

状況、COGES による分担金の回収状況などが確認された。その他、COGES 連合による第 2 活動計

画策定における留意点や今年度の活動支援についてプロジェクトから説明を行ない、次回の会

議までのモニタリングポイントの確認を行なった。今年度は昨年度のように質の向上キャンペ

ーン（最終試験合格率アップ）のように全連合に共通した課題に対する活動支援ではなく、そ

れぞれの連合で各 COGES に裨益する、あるいはコミューン全体の教育課題に対する取り組みに

対する支援を一定の条件（連合機能強化に向けた積極的な取り組みなど）をもとに個々に対応

して行なう方向で検討、協議された。

（３） COGES 連合総会巡回モニタリング

上述の COGES 担当官による報告の結果、12月 8 日時点での状況は以下のとおり。

１）COGES 学校活動計画：対象校のうち約半数の COGES の学校活動計画が連合レベルで回収済み

２）連合第 1 活動計画：全 39連合が策定済み

３）連合第 2 活動計画：15 連合（うち 10 連合が総会にて承認済み）

これまでの月報においてすでに報告したとおり、今年は学校の開始時期が遅れたため、学校

活動計画の策定も若干遅れ気味である。したがって、学校活動計画をベースに策定されるCOGES

連合の第 2計画も、12 月 8 日時点で 10連合のみが策定と総会での承認ともに完了している状況

である。その後のモニタリングによって、COGES の学校活動計画の策定・回収及び連合の第 2 活

動計画の策定は順調に進んでいる様子である。昨年度に比べると今年度は多くの COGES 連合で

それぞれが抱える問題、課題に応じた活動計画を策定し始めている。また、事務局委員の改選

など機能強化に取り組む連合も先月に引き続き見られた。詳細状況の確認は次回の COGES 担当

官会議（2007 年 1 月中旬）の際に行なわれ、その時点において、大半の連合が学校活動計画と

連合の第 2活動計画の策定回収を完了する予定である。
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（４） ７COGES 連合収入創出活動にかかる会議

12 月 7 日に収入創出活動支援を行なっている 7 連合の代表を集めて、収入創出活動の総括会

議を行なった。氷及び清涼飲料販売を実施している６COGES 連合については、収益率が当初計画

を大きく下回る結果となり、各連合レベルでの改善努力にもかかわらず、今後の改善の見込み

が低いとの判断から、同活動を停止することで各連合代表、タウア州基礎教育識字局長、プロ

ジェクトとの間で合意がなされた。なお、玉ねぎの投機取引で大きな収益を上げているガルマ

COGES 連合については、活動を継続することとなった。今後、収入創出活動については個々の連

合に対して活動支援を行なうのではなく、中央で一元化した収入創出活動に切り替えていく方

向で検討している。

（５） APP（生産実習活動）クラブ及び APP セミナー

今月 27 日、基礎教育･識字省およびニジェール国内 APP 関係者を対象とした「APP クラブセミナ

ー」を開催した。今回のセミナーは、3年に渡り、APP の発展に尽力してきた齋藤専門家の任期

終了に伴う活動報告会として、プロジェクト概要およびプロジェクトが推進する「APP クラブ」

の現在までの軌跡と成果を発表し、その経験を関係者間で共有することを目的とするものであ

った。“機能する COGES”によって住民参画を促し、その住民参画によって実現可能性･持続発展

性を高めた“新しい形の APP”に対し、あくまでも学校の教科として固定した APP 観を抱いてい

た参加者からは、その斬新な発想と今後の可能性に対し、高い評価と関心を示す声が大いに聞

かれた。特に、住民参画･住民参加により APP の旧来の問題を解決したという点で、APP クラブ

がこの教科の目指すべき方向性を示唆するものであることが認められたといえよう。

さらに上記セミナーに併せ、JICA ニジェール事務所および協力隊員向けのセミナーも同日に

開催された。ここでは、前述の内容に加え、APP に関わる教育分野の隊員のみならず、保健、農

業、村落開発など様々な職種の隊員を前に、APP クラブと隊員活動との関わりに関する将来的な

可能性にも触れるものであった。地域住民を巻き込んだ APP クラブは、児童への教育的な意味

合いもさることながら、地域住民の生活と深く結びつくという意味でも意義深いものである。

そのため、様々な職種の隊員による介入が、個々のクラブの発展のみならず、コミュニティー

開発へ向けたひとつの糸口としても寄与する余地は大いにあろう。

今年度の APP クラブの状況に関しては、今月初めから現在、各 COGES の学校活動計画に関す

る情報がプロジェクトに随時集まってきている。この学校活動計画状況をみると、昨年までの

APP クラブ対象地域であるブザ県ブザ地区およびコニ県サルナワ地区の各校のみならず、他の県

や地区からも、APP を学校活動計画に盛り込んでいる状況が伺われ、今後の広がりが大いに期待

される。その一方、各校の学校活動計画を照査すると、パイロット地域として APP クラブを導

入した 2 地域（ブザ、サルナワ）以外では、非常に凝り固まった APP 像に基づいてクラブ選択

を行なったと予想される計画内容であった。これは、地域住民との協働による APP の実施がも

たらす可能性に対する認知が依然として低いことを示しているといえよう。そのような状況か

ら、APP に関心を示す全ての COGES に対して「改訂版 APP マニュアル」や「事例集」を配布し、

APP クラブの可能性への理解を促すことが必須といえる。特にパイロット各校の経験を大いに盛

り込み、初めて APP クラブに取り組む学校であっても、即時にスタートが切れるような具体的

でかつ分かり易い「事例集」は、プロジェクトが推進する APP クラブ普及に不可欠なものとい

える。今後は、APP 活動を計画している全ての COGES に対し、上記のマニュアルおよび事例集の

配布を行ないながら、APP 活動を新規に希望する COGES を中心に、個別にクラブ設立および実施
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へ向けた支援を随時提供していく予定である。また、昨年度のパイロット校である二地区に関

しては、COGES 連合を通したモニタリング体制の確立へ向けて、自主モニタリング実施状況に注

視していくこととなる。

（６） コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

上記 APP クラブにて述べたように、今月初めから現在、各 COGES の学校活動計画に関する情

報がプロジェクトに随時集まってきている。しかしながら現在のところ、当該二活動の実施を

計画する COGES は必ずしも多くない。これは“当該活動に住民の関心や需要がない”というよ

りもむしろ、当該活動自体が COGES 活動として目新しいものであるということと(COGES 側に実

施ノウハウがない)、これらの活動が各 COGES にとって過度な負担であるとの印象を与えている

ことが原因と思われる。つまり、これらの活動に関心をもっていたとしても、住民への負担の

大きさと実施に掛かる複雑さが予測されることから、なかなか実施に踏み切れないでいる COGES

が多いということである。昨年度から、なるべく地域住民の負担を抑え、持続可能性を重視す

る運営方法の模索に努めてきたが、その戦略に関する情報提供が各COGESに対し不十分であり、

通常 COGES が足踏みする箇所への対応策を事前に提示出来なかったことがこの状況へと結びつ

いたと思われる。

今後の動きとしては、当該活動への住民需要の動向と今後の発展可能性を考慮しながら、現

在実施を希望している COGES の活動を通して、より簡易で持続可能な運営方法を模索し、COGES

の学校活動として実現可能性の高いモデルを確立していくことが必要であろう。また、今後こ

れらの活動を広めていく為には、実際に当該活動を実施している COGES の経験や戦略を他の

COGES と共有できるよう、様々な場を通して情報提供・宣伝活動を実施していくことも求められ

るといえる。

コミュニティー幼稚園保育者および、セカンド･チャンスクラス教員に対する今年度の研修は、

各 COGES の開園・開講準備状況に鑑みながら、来月下旬より随時実施していく予定である。

（７）ザンデール州での活動

ザンデール州では 11 月の研修の結果、17 コミューン中、16 コミューンで COGES 連合が設

置された。残りの 1 コミューンは 1 月 8 日に総会を開催予定であり、その際に連合の設置が予

定されている。なお、12 月中旬に基礎教育識字省から今年度の人事異動の発表（一部）があり、

ザンデール州基礎教育識字局長の移動が発表された。新局長は先に行なわれた仏語圏アフリカ

学校運営管理セミナーにも出席し、非常に積極的であることから、今回の人事異動がザンデー

ル州でのプロジェクト活動の実施についてマイナス要因よりもプラス要因の方が大きいと考え

る。

（８） 仏語圏アフリカ学校運営管理セミナー

プロジェクトは、セネガル中西部アフリカとニジェール基礎教育・識字省との共催で、「仏語

圏アフリカ学校運営管理セミナー」を 12月 19 日より 22 日までの日程で開催した。セミナーに

は、ニジェールのほか、ブルキナファソ、マリ、セネガルの教育省および、JICA 関係者、NGO、

計 33 名が参加した。日程は、セミナー開催初日である 19 日に、ニアメで、各国からの地方分

権化及び学校運営委員会の状況の報告の後、コニへ移動した。翌日、みんなの学校プロジェク

ト対象校の視察（計 4 校）後、プロジェクトの説明を行い、21 日にはニアメに戻り テーマご

とのグループディスカッションを行い、その議論の結果を、22 日の公開セミナーで発表した。
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最後に、その発表をベースとし、「学校とコミュニティーのパートナーシップ」をテーマとした

議論を行った。議論の結論としては、各国の地方分権化の違いを越えた、学校運営委員会機能

化の共通点が抽出された。

セミナーは、最終日の公開議論が、急に決定された PTF の新しい議長国を決める会合と重な

り、他ドナーの出席が見られなかったことが残念であったが、１）他国の地方分権化、学校管

理委員会の現状と相違点を各国が認識できたこと、２）学校運営委員会の機能化の要素として、

みんなの学校モデル（ミニマムパッケージ）が必要であると結論付けられたこと、３）地域内

での情報交換、情報共有のセミナーの重要性が認識されたという意味で非常に意義のあるセミ

ナーであったと結論付けることができる。

今後、みんなの学校広域プログラム群構想の進展と合わせ、同地域、同分野に共通の問題意

識を持つ、IIEP、Plan international、COMFEMEM（フランス語圏諸国教育会議）との連携を視

野に入れ、政策決定者レベルの拡大セミナーの開催を模索すべきであろう。政策決定者レベル

セミナーに現場の経験からのフィードバックを含ませることにより、セミナーの成果はより具

体的に政策レベルに反映され、その効果は飛躍的に上がると思料される。

（９） 中央、援助協調、ドナー動向

COGES 政策への予算計上が期待される 2007 年度の PDDE 活動計画予算を含む基礎教育・識字省

予算は、最終的な国会での承認を待っている状態である。この待機が長引いている理由は、活

動計画への予算配分に国家予算以外のドナーからの財政援助等が含まれており、その部分の予

算の確定が出来ないためである。コモンバスケットを含む財政援助は、基礎教育・識字省のコ

モンバスケット不正使用事件の余波で、その新しい管理体制の構築への交渉が、基礎教育・識

字省とドナーの間で、続いており、新しいモダリティーの確立が待たれている。

PTF においては、現在まで議長国であったフランスの任期満了に伴い、新しい議長国の選出を

行っている。

世銀関係では、2007年度の財政支援の検討を行うミッションが1 月初旬に予定されている。

（１０） COGES 外部評価

10 月から 2ヶ月にかけて行われた外部評価の第１ドラフトは 12 月に提出されたが、第１ド

ラフトを検討した、UNICEF、CONCERN、みんなの学校プロジェクトから、多くの疑問が提出され、

その報告書のフォームから改善することとなり、その改善のための時間的余裕を見て、COGES 政

策承認アトリエは、1 月の下旬に開催を予定する。

（１１） プロジェクト運営管理   

① 在外事業強化費追加申請

当プロジェクトの終了予定が当初の2006年12月末から2007年7月末に延長決定となったこと

を受け、本年度第4四半期の活動にかかる予算（在外事業強化費）を本部へ申請した。その結果、

本部より、経常経費、COGES政策策定支援、COGES連合支援、ザンデール州研修費等として、計

20,680千円の予算が認められた。

② タウア事務所年末年始休み

  年末年始にかかる祝日のため、タウア事務所を 12 月 26 日より 1 月 2 日まで休暇とすること

にした。
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（１２） 課題

今回のセミナーの開催に向け、プロジェクトとしては、全力で開催準備を行い、セミナー自

体は、大きな成果を上げたと評価できるが、やはり、最大の効果を上げるためには、より綿密

な事前の準備が必要であることを再認識した。会議の効率を上げるための、事前アンケートと

その取りまとめ、議事内容に事前の打合せと、視察内容の調整等がより十分に行われていれば、

このセミナーだけで、現在まで、書かれている西アフリカの地方分権化についてのいかなる報

告書を超える内容の報告が出来たと思われる。セミナーの有効性は今回で証明されたので、次

回は、地域レベルで 1 年間程度の準備期間とそのためのマンパワーを是非、用意していくべき

であろう。

（１３） 1 月の予定

予定 期間

ザンデール州 COGES 担当官会議 1 月 4 日

齋藤専門家、帰国報告会（於：JICA 本部） 1 月 5 日

セネガル調査団員プロジェクト視察 1 月 4 日～8 日

原専門家パリ出張 1 月 9 日～12 日

個別専門家研修員、近藤氏ニジェール赴任 1 月 9 日

新人職員研修、宇井職員、当プロジェクト研修開始 1 月 15 日（約 2 ヶ月間）

タウア州 COGES 担当官会議 1 月 15 日

タウア州 COGES 連合大会 1 月 16 日

プロジェクト合同調整委員会 1 月 22 日

ザンデール州学校活動計画及び COGES 連合設置研修(10 連合) 1 月 30 日

尾上専門家休暇一時帰国 1 月 23 日～2 月 22 日

別添：COGES 連合モニタリング集計表
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 1 月）
作成日：2007 年 2 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

1 月１日（月） 休み

1 月 2 日（火） 休み

1 月 3 日（水） 年始                                       Niamey→Zinder Ibo
1 月 4 日（木） COGES 担当官会議（ザンデール） Ibo
1 月 5 日（金） 馬野調査員団員ニアメ着

齋藤専門家帰国報告会（JICA 本部）

COGES 連合モニタリング（Garhanga）
COGES 連合モニタリング（Bangui）

原

齋藤

尾上、Yac
Gambobo

1 月 6 日（土） 同団員コニ視察   

Konni 年頭スタッフ会議（午後）

プロジェクト説明      

Niamey→Konni
Zinder→Konni
Tahoua⇔Konni

原

全員

原、尾上、IBO
原、馬野

Ibo
スタッフ全員（尾上を除く）

1 月 7 日（日） ニアメに移動

                      Konni→Niamey
                      Konni→Tahoua

原、馬野

尾上、Ibo
1 月 8 日（月）  ニジェール事務所への調査報告

コミュニティー幼稚園モニタリング（イレラ県）

                      Tahoua→Niamey

笹館所長、原、馬野

影山

中澤

1 月 9 日（火） 近藤研修員ニジェール赴任

原専門家パリ出張

1 月 10 日（水） COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Galma)
Tahoua→ Niamey

Ousseini
Ibo

1 月 11 日（木）             Niamey→Tahoua 中澤、近藤

1 月 12 日（金） コミュニティー幼稚園研修にかかる打ち合わせ〈Dabnou〉
COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Tabalak）
原専門家ニジェール帰国

影山

Ousseini

1 月 13 日（土) コミュニティー幼稚園研修にかかる打ち合わせ〈Dabnou〉 影山

1 月 14 日（日)
1 月 15 日（月） 宇井職員 OJT 開始

コミュニティー幼稚園研修（Dabnou）
Niamey→Tahoua

影山、Kabo
原、Ibo

1 月 16 日（火） COGES 担当官会議（タウア） 全員

1 月 17 日（水) COGES 連合大会 全員

1 月 18 日（木） Tahoua→Niamey 原、Ibo
1 月 19 日（金）

1 月 20 日（土） COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Tchinta) Yac
1 月 21 日（日） Tahoua→Niamey 尾上、中澤、Gambobo
1 月 22 日（月）

1 月 23 日（火） 合同調整委員会

COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ(Azeye)／ｺﾐｭﾆﾃｨｰ幼稚園開設にかかる打

合せ(Tagalatt)

原、尾上、中澤、Ibo、Gambobo
影山、Kabo、Ousseini

1 月 24 日（水） 尾上専門家休暇（2 月 23 日まで）

セカンド･チャンスクラスモニタリング（Kossa I/Moujia）
Niamey→Tahoua
Niamey→Zinder

影山、Kabo
中澤、Gambobo
Ibo

1 月 25 日（木） コミュニティー幼稚園分野における連携のための UNICEF との協議 原、影山、Kabo
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COGES 連合総会モニタリング（Abalak）
COGES 連合総会モニタリング（ Illela）
COGES 担当官研修準備会合

Tahoua→Niamey
Tahoua→Zinder 

Ousseini
Yac
Ibo
影山、Kabo
近藤、宇井

1 月 26 日（金）                      Niamey→Tahoua
ザンデール COGES 連合、学校活動研修（～2 月 7 日まで）

影山、Kabo

1 月 27 日(土) COGES 連合モニタリング（Akoubounou） Ousseini
1 月 28 日（日） Zinder→Tahoua

Zinder→Niamey
近藤、宇井

Ibo
1 月 29 日（月）

1 月 30 日（火） AGR 打合せ（Galma）及び UNESCO コンサルタント訪問にかかる

準備（Konni）
Gambobo、Yac

1 月 31 日（水） UNESCO 西アフリカ地域事務所コンサルタント、プロジェクトサ

イト視察

Niamey→Tahoua

Gambobo

原

（1） 今月の総括

今月は、タウア、ザンデールの COGES 担当官会議の他に、タウアでは、COGES 連合大会（アト

リエ：地方分権化組織と COGES 連合の協働にむけて）を開催した。ニアメで、コミュニティー

幼稚園分野での共同活動を協議するために UNICEF と会談の他、合同調整委員会を開催した。ザ

ンデールでの学校活動計画、COGES 連合設立研修が 1 月末に始まった。この研修により、ザンデ

ールのすべての学校において、機能する COGES と COGES 連合が設立されることとなる。また、

セネガルの教育環境改善プロジェクト（みんなの学校プログラム）の事前調査に先立ち、将来

的に上記プロジェクトの専門家となることが予定されている馬野氏の他、UNESCO 西アフリカ地

域事務所コンサルタントがプロジェクトを視察した。

（2） 合同調整委員会開催（会議議事録は、別添３参照）

今回の合同調整委員会は、過去 6 ヵ月の活動報告のほかに、特に、ミニマムパッケージにおけ

る教育改善への貢献、そして、COGES 連合機能化への取り組みを紹介した。現在、基礎教育・識

字省内部で、COGES 普及に関する議論が行われている時期でもあり、基礎教育・識字省次官から

は、「プロジェクト内部での NGO の役割」、「COGES 設立における民主選挙の意義と効果」につい

ての質問があった。この質問への回答に関し、次官からは、回答の内容を文章化してほしい旨

の要望があり、委員会会議後、すぐに説明文を作成し、次官に提出した。就学率などのタウア

全体への影響についての説明は、ミニマムパッケージ普及に向け、参加者に非常に強いインパ

クトを与えた。

（3） タウア州 COGES 担当官会議

今月の COGES 担当官会議は 1月 16 日に開催された。主な議題は、翌日の COGES 連合大会（コ

ミューン、COGES 連合、教育行政との連携についてのアトリエ）についての情報提供、月例活動

報告（主に COGES 連合の活動モニタリング）及び課題と問題点についての確認、討議を行なっ

た。COGES 担当官の報告によると、今年度の COGES 学校活動計画の回収については、合計 1307

校中 980 校が策定し、連合を通して、視学官事務所に回収されている。未回収の学校活動計画

に関して、COGES 連合を通した回収が遅れている理由は様々考えられるが、まず学校の開始時期

が遅れて学校活動計画の策定自体が遅れていること、新設された学校の校長が COGES の研修を

受けておらず COGES が存在しない学校があること、校長を含め教員が学校に着任していない学
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校が存在すること（あるいは着任していても学校に出勤していない）、COGES 連合の情報連絡体

制が整っていないこと、などが挙げられる。これらの問題に対して、新任校長への研修や COGES

に関する再研修については既に連合の活動計画の中に組み入れている連合もあり、プロジェク

トとしても研修マニュアルの複製やその他の教材、また必要に応じ、講師の派遣など支援して

いくとともに、連合の連絡体制不備による回収の遅れについては、引き続き改善する努力を促

していく。

さらに今年度の連合の活動計画（課題活動）である第 2 活動計画については、39 連合中 34 連

合が策定と連合内の承認を終え、提出された。内容を大きく分類すると、COGES に対する COGES

の活動の再啓発活動、模擬試験の実施、就学促進啓発活動、CAPED 支援、などが計画されている。

プロジェクトではこれらの活動計画のうち、連合の活動として妥当性の高いものについて、こ

れまでの各連合の活動実績（会議の開催や参加度、機能化への取り組み）などを考慮したうえ

で、技術・資機材等の側面支援を行なう計画である。

（4） タウア州 COGES 連合大会

COGES 連合機能化のための支援活動の一環として、1 月 17 日にタウア州のプロジェクト対象

地域の COGES 連合メンバーとコミューン長、及び各県の視学官及び COGES 担当官を集めて、3 者

（コミューン、COGES 連合、地方教育行政）間の連携を考えるアトリエを開催した。アトリエで

は、教育の地方分権化政策の一環である COGES とプロジェクトの活動紹介に関するプレゼンテ

ーション、並びにニジェールの地方分権化政策（コミューン行政）についてのプレゼンテーシ

ョンを行なった後、視学官を含め地域社会で教育開発を推進するアクターとして、どのような

連携が可能であるのかを実際の現場での経験を踏まえて討議を行なった。事例の発表では既に

多くのコミューンで COGES 連合の活動に対してコミューン長が支援を行なっていることが紹介

され、それらの事例をもとに今後どのような連携のあり方が望ましいのか、討議と提言を行な

った結果、以下の決議事項が全体で承認された。

１）コミューン評議会、COGES 連合、地方教育行政の 3 者による正式な協議の枠組みを創

設し、教育の問題に対する取り組みを協議する。今年度から年 3 回の協議を始める。

２）コミューンの代表（教育分野担当評議委員）を COGES 連合事務局に送る。

３）コミューンの「コミューン開発計画」の中に COGES 連合の活動計画を取り入れる。

４）コミューン開発計画策定過程への COGES 連合代表の参加。

（その他、詳細は別添４報告書参照）

これまでのモニタリングを通して言えることは、現場レベルにおいてこの３者の連携に対す

る期待は大きく、実際に今回のアトリエではほぼ全てのコミューン、COGES 連合代表、視学官が

出席し、積極的な発言が多く見られたことからも、このテーマに対する関心とニーズの高さを

示しているといえる。今後この連携が進展すれば、COGES 連合の機能化に向け大きな支援体制が

ローカルレベルで構築されるだけでなく、コミューンレベルでの教育開発計画の策定と実施を

促進する枠組みが形成されることにもなり、COGES 連合は学校レベル、コミュニティーレベルで

の教育に対するニーズを汲み上げる組織として、そして具体的な活動の実施主体としての役割

など、重要なアクターとしてその存在意義が高まる可能性がある。しかしながら一方で、コミ

ューン行政自体も誕生して間もない地方自治体であることから、今後は国の地方分権化政策の

進展を注視しながら、過剰な期待に基づく連携ではなく、現実的で実施可能な連携の形を模索

していくことから始めていく必要がある。
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（5） タウア州 COGES 連合総会巡回モニタリング

今月は、連合大会や合同調整委員会など大きなイベントが続いたため、その準備等でプロジ

ェクトスタッフによる総会等へのモニタリング巡回は限りがあり、COGES 担当官を中心とするモ

ニタリングとなったが、主に連合の第２活動計画の承認を議題とした総会には極力スタッフも

参加して指導助言を行なった。各連合の確認項目の進捗は、上記 COGES 担当官会議の項、及び

別添５一覧表のとおり。

（6） APP（生産実習活動）クラブ、コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

APP クラブにおいては、昨年度のパイロット校以外にもそのアプローチを広める為、現在

APP 活動を学校活動計画内に挙げている COGES に対し、APP クラブマニュアルの配布を行

なっている。現時点での集計結果によると、タウア県内８校、マダウア県内３８校、チンタ県

内９校、コニ県内５６校（内２６校は昨年度パイロット校）、ブザ県２６校（昨年度パイロット

校）にて APP 活動が計画されている。今後は、APP クラブマニュアルを配布した学校におけ

る活動状況に関する情報収集に努めると共に、昨年度のパイロット地域であるブザ県ブザ地区

およびコニ県サルナワ地区にて、COGES 連合を通した自主モニタリング体制の確立へ向けた

活動を実施していく予定である。つまり、各校 APP クラブ活動の機能状況に注視すると共に、

モニタリング用紙を含めた自主モニタリング体制の実現可能性、実用性、有効性を見極め、必

要に応じた改良を図っていく。

コミュニティー幼稚園は今年度新たに 1COGES が加わり、イレラ県内計 4 村落にての実施

が現在までに確定した。それを受け、今月 15 日に、住民から選出された保育者、各 COGES の

代表及びコミュニティー幼稚園担当者、さらに COGES 連合（Badaguichiri、Illéla）代表、イ

レラ県 COGES 担当官を集め、コミュニティー幼稚園アトリエ研修を開催した。研修は EPT ス

タッフとタウア幼稚園視学官事務所・指導主事が担当し、コミュニティー幼稚園の理念や目的

の説明、プログラム・園内活動説明、活動実践（指導主事によるデモンストレーション）に取

り組んだ。現状としては、２村落では、既に１１月より今年度の活動が開始されており、新規

を含めた２村落においても、今月末には活動が開始された。また、上記４COGES の他にも、実

施希望を表明しているところもあり、今後、COGES による学校活動計画として確定した時点で、

再度、研修を実施する予定である。

その他、UNICEF との間で、コミュニティー幼稚園における協力関係を結ぶこととなり、

今月２５日には、UNICEF 就学前教育担当者との協力体制の枠組みに関する会合をもった。

UNICEF との連帯は、UNICEF、EPT 両者がそれぞれの得意領域で介入し、互いに補完しあい

ながら、コミュニティー幼稚園のより機能的なモデル化を目指すというものである。今回の話

し合いでは、基本的にこちらの意向・提案がほぼ通り、コミュニティー幼稚園のサイトの選出、

設立過程、および COGES による運営面を EPT が担当し、保育者の研修、園内物資の支援、幼

稚園視学官事務所によるモニタリング支援の面を UNICEF が持つという大枠が決まった。この

決定事項を文書化し、2 月末には正式な合意が UNICEF、JICA 間で結ばれる予定である。（別

添１．２参照）

セカンド・チャンスクラスに関しては、今年度新たに実施を計画している COGES はなく、

当面は、昨年度実施したイレラ県の２COGES のみとなる見込みである。しかし、現在のところ

当該クラスの運営上の問題や、さらには COGES 自体の機能上の問題により、両 COGES とも

に幾分足踏み状態にある。そのため今後は、逐次に渡るモニタリングや情報収集を通して各

COGES および活動の状況把握に努め、適宜、問題解決へ向けた支援を行なっていく予定である。
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（7） ザンデール州での活動

11 月上旬より実施していた 17コミューン対象の学校活動計画・COGES連合設置研修について、

研修終了後はモニタリングが実施されていたが、1月 8 日をもって今回の研修対象全てのコミュ

ーンにおいて第 1 回 COGES 連合総会が開催されたことが確認された。従って、研修を終えた 45

コミューン全てにおいて COGES 連合が設置されたことになる。今月下旬より開始した 10 コミュ

ーン対象の研修を終え、COGES 連合の設置が確認されれば、ザンデール州全域で機能する COGES

及び COGES 連合が活動することになる。

また、既に設置された 27 連合の活動状況については、1 月上旬現在、事務局内会合実施数平

均 2.7 回、連合総会開催数平均 1.2 回、各 COGES の学校活動計画回収率約 57％であることが判

明した。1 番古い COGES 連合でも設置されて約半年しか経過していない状況において、日本人専

門家の介入等なく自発的な活動を展開していることから、期待以上の成果を示していると言え

るであろう。

しかしながら、各 COGES の学校活動計画表収集率が低い COGES 連合も若干あることから、機

能化に向けた問題分析とその戦略を立てる必要がある。残り10コミューンの研修実施とともに、

引き続き ONEN の業務委託によるモニタリングを継続し、動向を注視していく。

（8） 中央、援助協調、ドナー動向

１月の中旬より、世銀のプロジェクトの PADEB のミッションが来ニして、世銀のプロジェクト

である 2007 年度の活動及び PADEB の第１フェーズ（2003～2007）の評価及び、今後の第 2 フェ

ーズの活動について基礎教育・識字省と会議を行っている。それにともない、COGES に関しても、

その評価や今後のアプローチについての議論が行われ、COGES 推進局長も、世銀との会議を行っ

ている。この会議で浮き彫りにされたのは、COGES政策推進（ミニマムパッケージの全国普及）

に関し、基礎教育・識字省内部での抵抗勢力がまだ存在していることである。基礎教育・識字

省内部の調整がつかない限り、COGES 政策の進展は望めず、今後は、COGES 政策のビジョンを共

有するためのアトリエの開催に向け、努力を行っていく必要がある。なお、COGES 推進室の管轄

部署である基礎教育総局の局長が定年退職することとなった。

（9） COGES 外部評価

外部評価は、コンサルタントの評価報告書の内容について、COGES 推進室、みんなの学校プロ

ジェクト、UNICEF、CONCERN からコメント修正という作業を 3回行っているが、各者の満足のい

く評価報告書にならず、報告書の関係者への配布、アトリエの開催の時期が遅れている。今後、

この報告書の完成へ向けて、集中して作業を行う。

（10） プロジェクト運営管理

① プロジェクト予算関係

今月 7 日、JICA ニジェール事務所に対して 2006 年度第 3 四半期（2006 年 10 月～12 月）に

かかる当プロジェクト在外事業強化費会計報告を行った。報告内容は以下の通りである。

前期繰越分：   17,270,373 Fcfa
今期概算受入額： 46,413,233 Fcfa
今期支出額：  54,752,999 Fcfa

また、1 月 4 日、第 4 四半期在外事業強化費の前途資金として 74,876,087Fcfa が送金さ
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れた。

② ONEN 業務委託契約

上記（7）の通り、ザンデール州において 2006 年 11 月より実施していた 17 コミューン対象

の学校活動計画・COGES 連合設置研修およびモニタリングが 1 月中旬に業務完了したことから、

1 月 15 日に精算を行った。最終精算額は 19,317,691Fcfa で、第 1 回概算払い分を差し引いた

3,721,451Fcfa を 1月 15 日に支払った。

また、19 日には、最後の 10 コミューン対象の同研修及びモニタリングについての業務委託契

約が締結された。契約期間は 2007 年 1 月 19 日から 3 月 20 日の約 2 ヶ月間である。今回の契約

見積金額は 16,304,640Fcfa で、契約直後に約 80％を概算払いとして支払い、残額は業務完了後

に実費精算をして支払うこととする。

③ 新人事体制

JICA 技術協力専門家養成個人研修の一環として、今月 9 日より近藤氏がニジェールに赴任し

た。本研修は 11 ヵ月に及び、当プロジェクトの活動を通して、みんなの学校アプローチを通し

た教育開発支援のあり方を学ぶとともに、JICA 技術協力プロジェクトにおけるマネジメントに

ついても業務調整の仕事を一部担当して習得する。

また JICA 新人職員としてニジェール事務所に於いて OJT を受けている宇井職員が、OJT の一

環として今月 15 日より当プロジェクトでの業務を開始した。主な業務内容はプロジェクト内部

でのデータ整備、当プロジェクトホームページ更新、COGES 連合、各 COGES 活動支援を予定して

いる。

（11） 課題

プロジェクトやミニマムパッケージの普及をとりまく環境は改善されている。プロジェクト成

果に関する情報は、仏語圏アフリカ学校運営管理セミナー、COGES 連合大会、合同調整委員会な

どに関する情報の提供（TV,ラジオ、新聞報道、PTF への会議報告書の送付）などにより流され

ており、プロジェクトやニマムパッケージに対する評価は高まっている。また、外部評価のド

ラフトを見ても、ミニマムパッケージと相反するアプローチを採用しているドナーもなく、PTF

の鍵を握る世銀においても、去年の PDDE合同レビューの現地調査などを通し、その有効性に対

する認識を持っていることは確認できている。しかしながら、外堀はほぼ埋まっているにも関

わらず、ミニマムパッケージの普及がいつになるかの予測は難しい。その理由は、基礎教育・

識字省コモンバスケット資金不正使用事件の余波による予算策定、実施プロセスの遅れだけで

はなく、地方分権化政策実施が、基礎教育・識字省内部の主導権争いや各ドナーが持つ独自の

利害に関係していることに由来する。基礎教育・識字省内部では、汚職一新のために外部から

抜擢された信任の大臣の下で、今後の人事をめぐり、水面下での主導権争いが行われている。

この争いの余波は、政策の実施面においても、その政策の良し悪しではなく、誰が主導してい

るかによってその動きに反対する動きが、様々な場面で、実施プロセスを遅らせる要因になっ

ている。また、各ドナーの利害に関し、特に世銀は、地方分権化推進という組織の方針があり、

ニジェールの財政支援などに関しても、その支援の何％かを地方レベルに直接供与することな

どのコンディショナリティーを付与している場合があり、COGES 政策の進展とは関係なく、物品、

補助金などの COGES への直接供与などが行われる可能性が高い。

地方分権化の中で考えた場合、ミニマムパッケージの普及は、教科の指導法などの普及とは

違う様々な障害があることを前提として、今後の方向性を決定していく必要がある。その方向

性決定の際に、このような政策の進展に障害が多い分野で、一プロジェクトが、ここまで政策
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全体に影響を及ぼすことができるようになった要因を検証することが、逆の意味で、今後のさ

らなる成功を導きだす必要条件になると思料する。最大の成功要因は、間違いなく住民の残し

た圧倒的な成果である。この成果をプロジェクトが広い範囲に広げ、その成果をドナー、中央

の基礎教育・識字省関係者に効果的に宣伝を行ったことも大きな要因であったと考えられる。

この面では、COGES 政策の一元的な実施を推進しながらも、実施が遅れていくことも考慮に入れ、

プロジェクト自体の対象地域の拡大やプロジェクトと同じアプローチをとり、考え方も近く、

COGES 政策推進予算を持つ、UNICEF や CONCERN との協力を通して、ミニマムパッケージの効果

の拡大を図ることもオプションとして、考えていく必要があると思われる。

（12） 2 月の予定

予定 期間

ゼンデール州学校活動計画、COGES 連合研修終了 2 月 7 日

タウア州 COGES 担当官会議 2 月 14 日

ザンデール州 COGES 担当官会議 2 月中旬

COGES 政策確定アトリエ 2 月下旬

別添資料：

1) UNICEF との会議議事録（1 月 9 日）

2) UNICEF との会議議事録（1 月 25 日）

3) 合同調整委員会議事録（1 月 22 日）

4) タウア COGES 連合大会報告書（1 月 17 日）

5) COGES 連合総括表
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 2 月）
作成日：2007 年 3 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

2 月１日（木）   ザンデール COGES 連合、学校活動研修（～7 日まで）

UNESCO 西アフリカ地域事務所コンサルタントプロジェクト視察

（Konni, Tahoua, Com）

コミュニティー幼稚園設立にかかる住民集会モニタリング（Keita）
Tahoua→Niamey

Ibo
原

Gambobo
影山

原

2 月 2 日（金） CPCOGES との会談

APP 活動ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ及び COGES 連合との打ち合わせ（Tsernaoua）
原、Ibo
影山

2 月 3 日（土）

2 月 4 日（日）

2 月 5 日（月）  世銀との会談（ニアメ）

杉山企画調査員、水口企画調査員、中野 IEC 専門家

EPT 関係省庁表敬及びプロジェクトサイト視察

原

宇井、近藤、Yacouba、

2 月 6 日（火） UNICEF との会談（ニアメ）

COGES 連合総会モニタリング（Galma）
APP 活動モニタリング（Tsernaoua）

原

中澤、宇井、Gambobo
影山

2 月 7 日（水） COGES 連合総会モニタリング（Konni）
APP にかかる COGES 連合との打ち合わせ（Bouza）
COGES 政策にかかる世銀との打ち合わせ

コミュニティー幼稚園にかかる UNICEF との打ち合わせ

中澤、宇井、Gambobo
影山

原

原

2 月 8 日（木）             C.P.COGES との会談 原、Ibo
2 月 9 日（金）

2 月 10 日（土) APP 活動モニタリング（Bouza） 影山

2 月 11 日（日) APP 活動モニタリング（Bouza）
COGES 連合総会モニタリング（Tamaya）

影山

Ousseini
2 月 12 日（月） Concern との会談（Niamey）

COGES 連合総会モニタリング（Akoubounou）
原

Ousseini
2 月 13 日（火） Niamey→Tahoua Ibo、Kabo
2 月 14 日（水)   COGES 担当官会議（Tahoua） 全員

2 月 15 日（木） 全員

2 月 16 日（金） コミュニティー幼稚園活動モニタリング（Illela）
COGES 連合総会ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ（Tsernaoua）

影山

Kabo、Yacouba
2 月 17 日（土）

2 月 18 日（日） Tahoua→Zinder Ibo
2 月 19 日（月） セカンドチャンスクラス活動モニタリング（Kossa, Moujia） Kabo
2 月 20 日（火） COGES 担当官会議（Zinder） Ibo
2 月 21 日（水） Tahoua →Niamey 影山、Ibo
2 月 22 日（木） 就学前教育にかかるパートナー会議

UNICEF との会議

原、影山

原、影山

2 月 23 日（金） UNICEF との会談

コミュニティー幼稚園にかかる住民集会モニタリング（Djinguiniss）
尾上専門家帰任

原

Kabo、宇井

2 月 24 日（土） Niamey→Tahoua 尾上、影山

2 月 25 日（日）

2 月 26 日（月） COGES 連合総会モニタリング（Bazaga）
スタッフミーティング

Yakouba
全員

2 月 27 日（火） Niamey→Tahoua 原、Ibo
2 月 28 日（水） COGES 連合総会モニタリング（Tillia） Ousseini、Yacouba
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（1） 今月の総括

今月は、月例の COGES 担当官会議(タウア、ザンデール)が開催された他、タウアでは、集中

的に、COGES 連合大会へのモニタリングが行われた。ザンデールでは、学校活動計画と COGES 連

合結成のための最後の研修が終了し、ザンデールのすべての県で、COGES 連合が結成されること

となった。今後は、この COGES 連合の機能化と COGES 連合を通した各 COGES の活性化が行われ

る。ニアメでは、UNICEF とのコミュニティー幼稚園の普及モデル確立を目的とした連携につい

ての話し合いが行われ、世銀とはミニマムパッケージの普及に関し、教育 10 ヵ年計画のうち、

2007 年度 COGES 関連箇所へのファイナンスのための打合せを行った。この打合せの後、世銀は、

ミニマムパッケージ導入のための基礎教育・識字省から PADEB に対する要請書に署名した。今

後、プロジェクトは、PADEB の資金で実施されるミニマムパッケージの全国普及に向けた活動へ

の側面支援も行っていく。

（2） タウア州 COGES 担当官会議

今月の COGES 担当官会議は 14 日に開催された。COGES 担当官によるモニタリング報告では、

COGES 連合の学校活動計画回収状況、COGES 連合の第二活動計画の策定状況、連合の活動予算に

かかる各 COGES の分担金回収状況等が確認され、十分に機能していない COGES 連合の問題点に

ついて議論がなされた。尚、連合の第二活動計画が 39 連合すべて提出されたことも合わせて確

認された。

また、先月の担当官会議の際に、校長の異動等により学校活動計画が依然として策定されて

いない COGES が多く存在する状況が報告されたが、ほぼ全ての連合の第二活動計画において、

COGES メンバーや校長に対する研修を計画していることから、プロジェクトより各連合に対して

研修未受講の校長を対象に交通費及びマニュアル配布の支援を決定した。各連合で実施される

研修は、連合のメンバーが講師となり、COGES 担当官は研修をモニタリングし、必要に応じて助

言を行うことになる。今後、プロジェクト等の介入がなくとも COGES 連合がより自発的に、ま

た継続的に実施でき、かつ汎用性の高い研修制度の構築を念頭に置く必要がある。

また COGES 担当官 9 名のうち、昨年の人事異動で 5 名が新担当官に替わったことを受け、14

日の午後及び 15日に、これら新 COGES 担当官を対象に、他 4名の COGES 担当官が講師となって、

選挙研修・学校活動計画研修・財務研修・COGES 連合設置研修を実施した。先般、社会開発部

JICA-Net で作成された当プロジェクトのマルチメディア教材を使用し、座学を一通り終えた後

にシュミレーションを実施した。しかし担当官の中でも理解度にばらつきがあることから、上

述した各 COGES 連合主催の学校活動計画研修の際、新 COGES 担当官とともに当プロジェクトス

タッフが同行し、能力強化を図っていく予定である。

（3） タウア州 COGES 連合総会巡回モニタリング

上述の COGES 担当官会議において報告された COGES 連合モニタリングの内容は以下の通りで

ある。

① 学校活動計画：対象校 1,316 校中約 85％にあたる 1,126 校の COGES 学校活動計画が連合レ

ベルで回収済み

② 連合第二活動計画：全 39 連合策定・総会にて承認済み

また、今月開催された 11COGES 連合総会のモニタリングについては、1 月に実施された COGES

連合大会での、コミューン長と COGES 連合の活動連携が提唱されたことを受け、多くの連合総
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会でコミューン長が出席し、連合が直面する問題や活動にかかる議論を参加者と交わしていた。

中には、コミューン長が自ら会議の議事進行を行ったり、COGES 連合の拠点となる事務所を提供

する等の連携も見られる。また、COGES 連合の中には、小学校 6 年生を持つ親の経済的負担軽減

のために、卒業試験受験料を免除するようコミューン長に働きかけるといった動きもあり、連

合とコミューンが一体となった、住民主体の教育開発改善のための活動が徐々に活発化してい

る。

その一方で、機能化まで至っていない COGES 連合も散見されることから、今後はこれらの連

合を中心にフォローを行っていく必要がある。

（4） APP（生産実習活動）クラブ、コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

APP（生産実習活動）クラブ

今月のＡＰＰクラブに関する動きとしては、まず、昨年度のパイロット地域であるブザ県ブザ

地区とコニ県サルナワ地区のＣＯＧＥＳ連合事務局メンバーと、自主モニタリングシステムに

関する会合を実施した。この会合では、ＣＯＧＥＳ連合を通した自主モニタリングシステム確

立を目指し、モニタリングシステムおよびその中での連合の役割、モニタリングシートの説明

等を行なった。ブザ地区においては、連合事務局メンバーがＡＰＰクラブ活動の推進に非常に

積極的な姿勢を示しており、自主的な啓発巡回等も実施している。よって、今後も連合との連

絡を密にしながら、各ＣＯＧＥＳの情報を収集すると共に、自主モニタリングシステムを機能

させるべく働きかけていく予定である。

今年度の各校におけるＡＰＰクラブ活動実施状況に関しては、プロジェクトスタッフによる

各ＣＯＧＥＳの巡回モニタリングやＣＯＧＥＳ連合総会（サルナワ地区）を通して、活動実施

状況の聞き取りや情報収集を行なった。その結果、今年度の学期開始の遅れや契約教員のスト

ライキ等が大きく影響し、ＡＰＰクラブ活動の開始もかなり遅れていることが明らかとなった。

特に、サルナワ地区においてはその傾向が強く、ＡＰＰ実施を計画している２１校中わずか３

校のみが現在までに活動を開始しているという状況である。ブザ地区に比べてサルナワ地区の

遅延が目立つ理由としては、ブザ地区ではコミュニティーがＡＰＰ活動の主要なアクターとし

て介入している傾向が強いのに対し、サルナワ地区は教員主導、もしくは教員のみによるクラ

ブの実施が主流である点が考えられる。つまり、ＡＰＰクラブにおける“住民参加”の有無、

もしくはその介入具合が、ＡＰＰ活動の発展性および持続性を左右するということが明白にな

ったといえよう。

コミュニティー幼稚園

コミュニティー幼稚園研修を先月中旬に実施したが、その後、今年度新規に開始した１園を含

め、イレラ県内４園すべてにおいて活動が開始されたことが確認された（内、２園は既に１１

月から開始済み）。また、新たにイレラ県内７ＣＯＧＥＳ、ケイタ県１ＣＯＧＥＳよりコミュニ

ティー幼稚園活動の実施希望が現在までに挙がってきている。今後は、実施を希望している村

落における住民需要と当該活動に対する理解を充分見極めたうえで、コミュニティー幼稚園実

施準備に対する技術的支援を行なっていく。さらに、来月には新規コミュニティー幼稚園に対

する研修および全保育者に対するフォローアップの為の継続研修を実施する予定である。

先月に引き続き、今月もコミュニティー幼稚園におけるＵＮＩＣＥＦとの協力体制確立へ向

けた話し合いが行なわれた。今月２回実施された会議（７日、２２日）の結果としては、正式

な連携合意文書の取り交わしに向け、今後も定期的な会合を通して、内容詳細に関する話し合
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いを継続していくと共に、正式な協力体制確立の準備として現場レベルでの協力を開始してい

くことで合意した（別添資料：ＵＮＩＣＥＦ会議議事録（２月７日、２２日）参照）。その他、

２２日には、ＵＮＩＣＥＦと基礎教育識字省就学前部門主催による就学前教育協議会が開催さ

れた。これは、就学前教育分野関係者（中央・地方行政官、国内･国外ＮＧＯ、各種団体等）が

一堂に会し、ニジェール国全体としての同分野発展へ向けた共通認識を深め、今後の相互協力

関係の余地を模索することを目的として開かれたものである。現在まで、ＵＮＩＣＥＦを除い

ては比較的個々のアクターが独自かつ小規模に取り組んでいた分野であるだけに、国としてそ

の状況を把握し、統合的な成果へと結びつけたいという意図もあろう。今後も定期的に同協議

会は開催される予定である。（別添資料：協議会議事録）

セカンド･チャンスクラス

セカンド･チャンスにおいては、今月の初めよりイレラ県内２クラスともに活動が開始された。

今月に実施した巡回視察の結果から見ると、Moujia においては、活動開始後は比較的順調にク

ラスが進められているものの、KossaＩに関しては、運営上の問題も含め、まだまだ注視してい

く必要がある。今後は、プロジェクトスタッフによる定期的なモニタリングを通して、両クラ

スの活動状況を見極めつつ、今年度の活動に必要なマニュアル配布や研修の必要性および実施

方法についての検討を進めていく予定である。

今月中旬より、イレラ県を拠点とした学校活動計画支援の為のモニタリング担当スタッフが増

員された。その結果、イレラ県に集中しているコミュニティー幼稚園およびセカンドチャンス

クラスに対してより頻繁なモニタリングと詳細な情報の収集が可能となる為、各ＣＯＧＥＳが

直面する個別の問題解決に資するのみならず、両活動のより適切なモデル確立へ向けて貢献す

ることが期待されよう。

（5） ザンデール州での活動

  先月 26 日より実施されていた 10 コミューン対象の学校活動計画・COGES 連合設置研修が 2

月 7 日に終了し、これでザンデール州全校（1,662 校）において学校活動計画が策定され、各コ

ミューンで COGES 連合が設置されることとなる。ちなみに今回研修対象の COGES 連合の設置に

ついては、2月中旬から 3 月中旬にかけて実施が予定されている。

すでに設置されている COGES 連合の活動について、第 1 回研修対象となった 10連合において

は、昨年 9 月以降、ほぼ毎月事務局会合を開催し、約 74％の COGES 学校活動計画を回収したこ

とが報告されている。また、第 2 回目研修で設置された 18 連合は、事務局会合実施回数は設置

後の11月から今年2月中旬までの約4ヶ月の間に平均3回開催され、学校活動計画回収率は78％

となっている。中でも、先月の時点で回収率が非常に低かった Mirria 県において、全コミュー

ンの学校活動計画回収率が 50％以上に達したことから、COGES 連合が徐々に機能しつつある様

子が伺える。第 3 回研修対象の 17 連合についても、すでに事務局会合を毎月開催、学校活動計

画回収率は 50％以上を超えていることが報告されている。

今後も引き続き現地 NGO への業務委託を通して、COGES 連合活動のモニタリングを中心に支援

を実施していく。また、4 月にはザンデール州 55 連合を対象とした COGES 連合大会開催の実施

が予定されている。

（6） 中央、援助協調、ドナー動向
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PADEB(世銀基礎教育支援プロジェクト) 別添参照

１月の世銀の PADEB の終了時評価ミッションで、2007 年度 PDDE 実施計画に世銀が PADEB の枠

組みでファイナンスすることが決まったことは、前回の月報で報告したが、その後、世銀、COGES

推進室と頻繁に協議を行い、要請書の内容の詰めと、その説明を側面支援として行った。要請

書の内容は、タウア、ザンデールのミニマムパッケージの普及の経験を元にしたものであるこ

とから、世銀、COGES 推進室とも、果たして、その計画が実施可能なものなのかを知りたいとい

う理由で、プロジェクトにアドバイスを求めてきたことが、これら一連の協議の背景である。

これらの協議の結果、世銀側は、計画内容に納得し、基礎教育・識字省の PADEB の要請書に署

名を行った。これにより、世銀資金によるミニマムパッケージの全国普及が行われることが決

定した。

（7） COGES 外部評価

外部評価は、現在、コンサルタントによる報告書が、基礎教育・識字省内で検討されている。

この検討後、各ドナーに配布され、ドナーからのコメントを反映された上で、アトリエで承認

される。

（8） プロジェクト運営管理

① JICA 関係者プロジェクト訪問

今月5日、教育・農業分野担当としてニジェールJICA 事務所に先月赴任した杉山企画調査員、

水口企画調査員（保健分野担当）、中野専門家（保健分野 IEC 短期専門家）及び Hassan（チュニ

ジア人第 3 国専門家、一部参加）が当プロジェクト活動視察のためタウアを訪問し、タウア市

内外の小学校を訪問、COGES のメンバーと会談後、学校活動計画によって実施された保健衛生啓

発活動、藁葺き校舎等を視察した。

また 20 日、21 日には、ニジェール人 JICA 本邦研修参加者で結成される同窓会のメンバーの

うち、基礎教育・識字省関係者約 12 名が、JICA ニジェール事務所の支援により当プロジェクト

を訪問、タウア市内近辺 4校を訪問し、COGES メンバーとの会談を行った。また EPT スタッフに

よるプレゼンテーションの際は、参加者から数多くの質問が飛び、EPT の活動にかかる彼らの関

心が高いことを覗わせた。

② ONEN スタッフ増員

学校活動としてコミュニティー幼稚園を計画・実施する COGES が昨年度より増加したことを

受け、学校活動計画支援／モニタリング担当として今月 15 日より ONEN のメンバーを 1 名増員

した。

（9） 課題

世銀のミニマムパッケージ普及のための資金提供（基礎教育・識字省から PADEB への資金

要請に対する認可）が決まり、今後は、プロジェクトとして、ミニマムパッケージ普及への側

面支援を行う必要性が高くなった。基礎教育・識字省が世銀に提出した要請書の内容は、ほぼ、

プロジェクトが提示したミニマムパッケージ普及のためのロードマップを参考にしているため、

大筋では問題はないが、資金が PADEB から基礎教育・識字省に流れ、そこから各 DREBA に

降りてくると、プロジェクトの経験がそのまま活かせない部分もあり、その状況にいかに対応

するかなど、COGES 推進室を支援する必要があると思われる。考えうる支援とは、まず、PADEB
の資金の流れ、活動までのスケジュールを考慮しながら、各州の DREBA 事務所長と COGES
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監督官への COGES 経験シェアリングセミナーの開催が考えられる。このセミナーでは、具体

的には、タウアとザンデールの DREBA 事務所長が中心となり、実際にタウアとザンデールの

COGES はどのように機能化されていったかといった全体的な説明と、DREBA 事務所長、

COGES 監督官の役割、研修組織化の用意の手順、交通費の計算の仕方など具体的な仕事につい

て説明を行い、あとは、個々の意見交換を行うといったものである。そのセミナーの後、各州

で視学官を集めた情報共有の会が行われるように指導する。また、NGO の要員に関しては、各

州への赴任の前に、集中的な研修が必要であれば、プロジェクから技術的支援を行うことが考

えられる。一方、プロジェクト第 2 フェーズの活動内容に関連して、PADEB 以後のモニタリン

グ体制など、世銀も含め基礎教育・識字省との協議を持ち、具体的な戦略を詰めていく必要が

ある。また、現在実施中の COGES 連合の機能化を初めとしたプロジェクトのすべての活動は、

今後、合理性と費用対効果を考えた全国普及モデルとしての視点で検証していく。

（10） 3 月の予定

予定 期間

タウア州 COGES 担当官会議 3 月中旬

ザンデール州 COGES 担当官会議 3 月 7 日

カレゴロ生活改善グループ派遣チームプロジェクト訪問 3 月 6，7 日

コミュニティー幼稚園研修 3 月中旬

別添資料 １：会議議事録(UNICEF 2 月 7 日)
     ２：会議議事録(UNICEF 2 月 22 日)
     ３：会議議事録（UNICEF 協議会 2 月 22 日）

     ４：会議議事録（世銀 2 月 6 日）

     ５：会議議事録（世銀 2 月 14 日）

     ６：会議議事録（次官 2 月 16 日）
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 3 月）
作成日：2007 年 4 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

3 月１日（木） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tassara）
Tahoua→Niamey

Yac, Ousseini
原

3 月 2 日（金） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Déoulé）
コミュニティー幼稚園候補地モニタリング（Illela 県内）

Hamissou、宇井

影山、Harouna
3 月 3 日（土）

3 月 4 日（日） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Badaguichiri）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Madaoua）
コミュニティー幼稚園にかかる住民集会モニタリング（Illela 県内）

尾上、Ousseini
Hamissou,Zakaria，近藤

影山、Harouna
3 月 5 日（月）  COGES 連合新任校長研修モニタリング（Arzarori）

コミュニティー幼稚園にかかる住民集会モニタリング（Illela 県内）

青年海外協力隊カレゴログループ派遣チームタウア視察（～ 7 日）

Tahoua→Madaoua

Yacouba、Gambobo
影山、Harouna

Yacouba, Gambobo
3 月 6 日（火） ザンデール COGES 評価調査（3 月 14 日まで）

COGES 連合新任校長研修モニタリング（Bangui）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Kao）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Bazaga）

Tahoua→Zinder
Niamey→Zinder

尾上、Ibo
Yacouba, Gambobo
Ousseini
Hamissou, Hamza、宇井、近藤

尾上

Ibo
3 月 7 日（水） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Sabon-Guida）

COGES 連合新任校長研修モニタリング（Garhanga,/Tabotaki）
Madaoua→Tahoua

Yacouba, Gambobo
Ousseini, Hamissou, 近藤

Yacouba, Gabmbobo
3 月 8 日（木）             COGES 連合新任校長研修モニタリング（Abalak）

COGES 連合新任校長研修モニタリング（Dogeraoua）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Keita）
タウア市内校長研修に関するインタビュー

Niamey→Tahoua

Gambobo
Yacouba
Ousseini, Hamissou
原、中澤、近藤

原

3 月 9 日（金） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tama）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tsernaoua）
タウア市内小学校視察及びムジア小学校視察

APP 活動モニタリング（Bouza）（～10 日）

Tahoua →Niamey

Yacouba
Ganussiou, Kabo
原、中澤、宇井、近藤

影山

原、宇井

3 月 10 日（土 ) COGES 連合新任校長研修モニタリング（Bagaroua）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tchinta）

Ousseini, Hamissou
Yacouba

3 月 11 日（日) COGES 連合新任校長研修モニタリング（Allela） Ousseini, Hamissou
3 月 12 日（月） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Allakaye）

COGES 連合新任校長研修モニタリング（Bambeye）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Manzou）
コミュニティー幼稚園活動モニタリング（ Illela）

Tahoua→Madaoua

Ousseini, 
Hamissou, 近藤

Yacouba, Gambobo
影山、Kabo
Yacouba, Gabmbobo

3 月 13 日（火） COGES 連合総会モニタリング（ Illela）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Ourno）
CAPED 校長研修視察（Tébaram）

Hamza、影山、Kabo、Harouna
Yacouba, Gambobo
中澤、近藤

3 月 14 日（水 ) COGES 連合新任校長研修モニタリング（Galma）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tillia）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tajae）

Madaoua→Tahoua
Zinder→Tahoua
Zinder→Niamey

中澤、Yacouba, Gambobo
Ousseini
Hamissou
Yacouba, Gabmbobo
尾上

Ibo
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Tahoua→Niamey 近藤

3 月 15 日（木） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Karofane）
コミュニティー幼稚園研修（Tahoua）

Ousseini
影山、Kabo、Harouna

3 月 16 日（金） COGES 連合新任校長研修モニタリング（B/Katami）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（ Illela）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Takanamat）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tahoua Commune）

Niamey→Tahoua

Hamissou
Ousseini
Gambobo, Yacouba

近藤

3 月 17 日（土） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Akoubounou）
COGES 連合新任校長研修モニタリング（Konni）

3 月 18 日（日） COGES 連合新任校長研修モニタリング（Tébaram） Hamissou
3 月 19 日（月） Niamey→Tahoua 原

3 月 20 日（火） COGES 担当官会議（Tahoua）
Tahoua→Niamey

全員

原

3 月 21 日（水）

3 月 22 日（木） タウア州ドナー会合（DREBA）

コミュニティー幼稚園活動モニタリング（Illéla）
尾上、Gambobo,Hamza
影山、Harouna

3 月 23 日（金） タウア州ドナー会合（DREBA）

コミュニティー幼稚園活動モニタリング（ Illéla）
尾上、Hamza
影山、Harouna

3 月 24 日（土） セカンドチャンスクラス研修にかかる打ち合わせ（Moujia）
3 月 25 日（日）

3 月 26 日（月）                      Tahoua→Niamey 近藤

3 月 27 日（火） セカンドチャンスクラス研修（Moujia） 影山、Kabo、Harouna
3 月 28 日（水）

3 月 29 日（木） タウア州 COGES テーマ会合

PTF 会議（Niamey）
尾上、Ousseini
原、近藤

3 月 30 日（金） フェーズ２事前評価調査対処方針会議（JICANet） 原、近藤

3 月 31 日（土） COGES 連合総会モニタリング（Konni） 尾上

（1） 今月の総括

今月は、月例の COGES 担当官会議(タウア州、ザンデール州)が開催された他、タウア州

では、学校活動計画の研修を未受講の約 500 名の新任校長への追加研修が行われた。研修の

効果は高いと評価できるが、多くの新任校長が誕生するのは全国的な状況であり、より効率

的で恒常的な追加研修システムを構築する必要がある。また、州国民教育省事務所長のイニ

シアティブによるタウア州援助協調会議が行われ、その中で、分野毎の小委員会が定期的に

行われることとなった。 ザンデール州では、先月、すべての県で COGES 連合が結成され、

拡大ミニマムパッケージ導入が終了した。そこで、ザンデール州における COGES 及び COGES

連合の活動評価を行うための調査を実施した。調査結果では、COGES 及び COGES 連合の高い

パーフォーマンスとポテンシャリティが示され、NGO 委託によるより全国普及に適したザン

デールﾓﾃﾞﾙの可能性が明らかとなった。中央では、PDDE 合同レビューの開催が 6 月末に決

定し、今後その準備のためのテーマ別グループ会合、国民教育省・ドナー共同現地調査、各

分野評価などが並行的に行われることとなった。

（2） タウア州 COGES 担当官会議

今月の COGES 担当官会議は、3 月 20 日に開催された。主な議題は、１）COGES 担当官によ

るモニタリング活動報告、２）COGES 連合による新任校長研修総括、３）COGES のレポーテ

ィングシステム構築についての討議、４）プロジェクトによるザンデール州での活動評価報

455



告、などであった。COGES 担当官の今月の主な活動は連合による新任校長に対する COGES 関

連研修の支援とモニタリングに費やされ、20 日までに 35 の COGES 連合が研修を完了した。

会議の場では研修の総括が行なわれ、今回の研修の問題点、そして今後の同活動のあり方に

ついて話し合われた（詳細は後述）。その他、COGES の学校活動計画は 90％が連合によって

回収済みであることが確認された。COGES 担当官の報告によると、連合の機能化に関して、

これまでに多くの連合がその機能化に向けた取り組みを行なってきている。例えば、会合に

出席しないなどやる気の無い事務局委員の交代、今回の新任校長研修やCOGES 委員に対する

啓発活動など全体的な意識の向上、コミューン長との連携の強化など、これらの取り組みが

徐々に功を奏してきており、全体的に改善の方向に向かっているという認識が共有された。

（3） タウア州 COGES 連合活動モニタリング

今年の 2 月から 3 月にかけて、これまでに COGES 関連の研修を受講していない新任校長に

対する研修を COGES 連合の活動計画の一環として実施した。これらの校長が研修を受けてい

ないことで学校活動計画の策定が遅れるなど、連合の機能化においても阻害要因となってい

るとの認識のもと、連合のイニシアティブを前提にプロジェクトの支援によって 35 の連合

が同研修を実施した。

プロジェクトからの支援内容は、マルチメディア教材として作成された研修ビデオ教材

CD－ROM を各連合に配布し、電気が無くテレビ等の機材が使えない地域の連合については、

プロジェクトチームが機材とともに出張し、研修をサポートし、また参加者の旅費の補助と

して交通費分を支援した。COGES 担当官も講師あるいは講師補助として、参加した。合計で

約 500 名の新任校長が研修を受けたことになるが、様々な課題も残った。それは、異動数の

差はあるものの校長の人事異動は毎年行なわれるもので、今年行なった方法はプロジェクト

の支援なしで継続することはほぼ不可能であること、また、連合によって講師となる連合ス

タッフの能力に差があり研修の質が一定に保てないこと、などであった。これらの問題点を

踏まえて、将来的に持続可能な研修方法を担当官会議の際に話し合った結果、オプションと

して、①毎年度始めに教育主事の管轄区で開催される校長会議の機会を利用して研修を行な

うこと（講師は COGES 担当官）、②教員養成学校のカリキュラムあるいは特別授業として

COGES 研修のコマを設ける、③CAPED の会合の機会を利用する（COGES 担当官、連合が支援）、

④上記の機会に研修が受講できなかった校長については、数人程度の少数であれば連合の活

動の範囲内で実施する、などの提言が出された。

（4） APP（生産実習活動）クラブ

今月の APPクラブ関連活動としては、ブザ県ブザ地区における APP 活動巡回視察、および

コニ県サルナワ地区の連合総会モニタリングを通した情報収集を行なった。これらの活動を

通して明らかとなったのは、契約教員によるストライキが、先月に引き続き、今月の APP 活

動にも悪影響を及ぼしていることであった。昨年度から活発な活動を展開し、今年度も始業

と同時に APP クラブを開始していた学校ですら、契約教員のストライキによる休校（週３～

４日間のストライキ、実質的に授業は週１日のみ）の為、活動を停止している。その一方で、

コミュニティーとの関係が深い農村部においては、契約教員のストライキによる休校自体が

無く、そのお陰で APP 活動も行なわれているというケースが少なからずみられた。つまり、

たとえ住民参加、住民イニシアティブを体現し、住民講師による APP クラブ活動ではあって

も、他の授業が無い中で APP活動のみが独立して実施されることは、ほとんどあり得ないと
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いうことである。コミュニティーとの関係性を強めることで、APP活動実施の可能性を広げ

てきた「APP クラブ」であるが、それでもなお、学校や教員の事情にその活動、もしくは存

在自体が大きく左右されるということは、現状においては否めない事実だといえよう。この

状態を、APP クラブがまだそれ程成熟していない証拠とみるか、APP 活動の不可避な「性」

とみるかは、それに対応する戦略も含めて十分検討する必要があるといえる。今年度は、収

穫期のズレによる始業自体の遅れ、契約教員ストライキによる度重なる休校と、APPクラブ

にとっては難儀続きの一年である。しかし、常に不安定な要素を抱えるニジェールの学校に

おいて、このような状況は決して例外ではなく、これらの悪条件を生き抜く力が、APP クラ

ブの存続の為には不可欠であろう。そして、生き残れる APP クラブへ向けた戦略作りもまた、

APP クラブの汎用性と共に、今後の大きな課題のひとつであるといえる。

来月からは、契約教員ストライキも終わり、授業が通常通り実施される予定である。これ

による APP クラブの順調な始動および再開が大いに期待される。しかしながら、教員ストラ

イキによる頻繁な休校の影響で、コミュニティーとの距離が開いてしまい、学校側が APP活

動開始へ向けた住民への呼びかけを躊躇する例も見られたことから、授業の再開がすぐさま

自動的に APP 活動実施へ繋がるとは安易にいい難い。よって、今後も各校の APP 実施状況に

関する情報収集に努める必要がある。

（5） コミュニティー幼稚園

今月前半は、新規にコミュニティー幼稚園実施を希望している COGES を訪問し、住民の理解

度、モチベーションの高さ、実施可能性を見極めるとともに、設置プロセスを説明するため

の巡回を重点的に行なった。その結果、今月新たに７村落（８COGES）がコミュニティー幼

稚園活動を行なうことを決定し、それを受け、今月１５日、新規にコミュニティー幼稚園を

始める７村落（イレラ県内６箇所、 ケイタ県内１箇所）の COGES メンバーおよび保育者を

対象に、コミュニティー幼稚園活動開始へ向けた立ち上げ研修を実施した。今回も、導入部

分にコミュニティー幼稚園に関する説明を盛り込み、保育内容の説明から実践を行なう 1 日

の研修プログラムとした。また、より具体的・実践的な研修を目指し、遊具製作、その遊具

を用いた活動デモンストレーション、公立幼稚園活動視察をプログラムに組み込んだ。そし

て、前回と同様に、COGES 活動・住民活動としてのコミュニティー幼稚園への理解、参加意

識、責任感を高めるために、保育者のみならず COGES メンバーを含めた参加者全員が、保育

研修を含む全研修内容に参加することとした。今回の研修を受けた新規 COGES が加わったこ

とで、タウア州内に 12 のコミュニティー幼稚園が実施されることとなった。今後は、個別

のモニタリングを通して、新規コミュニティー幼稚園の立ち上げ状況に注視していくととも

に、今回の研修の有効性を測るために、研修内容の活動への反映状況をも見定めていくこと

になる（詳細は、別添「コミュニティー幼稚園研修実施報告書」参照のこと）。

既存のコミュニティー幼稚園に対しては、通常の活動実施状況に加え、運営の安定性、自主

モニタリングの実践状況、活動への住民参加具合を中心に状況を見分しながら、より発展可

能性のある「コミュニティー幼稚園モデル」確立へ向けた成功要素の見極めに努めていく。

また上記活動に加え、さらなる新規コミュニティー幼稚園の設立可能性も探っていく予定で

ある。

（6） セカンドチャンスクラス

先月より本格的に活動を再開した二つのセカンドチャンスクラスであるが、特にひとつの
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クラスでは、非常に順調で活発なクラス活動が実施されている。また現在、当該クラス活動

への「APP クラブ」導入を提案しており、それを受け、両村落共に住民集会での話し合いが

計画されている。この APP クラブ導入により、クラス活動の更なる活性化、児童の生活力向

上、さらにはコミュニティー自体の発展へと結びつくことが望まれる。

さらに今月２７日には、２年目を迎えたセカンドチャンスクラスのコミュニティー教員に

対し、継続研修を実施した。今回の研修では、より実践的な知識を提供するために、二言語

教育学校の校長を講師として迎え、講師による児童を交えた模範授業やコミュニティー教員

による実践授業を含めた、現場での活動に直接的に寄与するような内容とした。「現役」校

長による実践は、児童の扱いから授業の進め方まで参考になる部分が多く、コミュニティー

教員にとっても大いなる刺激となったようである。また、セカンドチャンスクラス活動にお

いては、クラス運営や指導方針等に関する支援や助言が可能なことから、住民の理解や支援

はもちろんのこと、校長の関与が非常に重要といえる。よって、今回の研修では、COGES 代

表と共に、校長も研修に参加することとした。その結果、校長自身が当該活動における自身

の役割を認識すると共に、研修自体の活性化にも繋がり、非常に良い効果をもたらしたとい

える。今後は、今回の研修の成果を見極める為にも、継続的なモニタリングを実施し、クラ

スの実施状況および授業への反映状況を見ていくこととなる。さらに、今回の講師によるフ

ォローアップモニタリングの実施も検討する予定である。

（7） ザンデール州での活動

3 月 6日から 14日にかけてこれまでに ONEN への業務委託によって実施してきたザンデー

ル州での活動の成果及び進捗状況をモニタリング評価するために現地調査を行なった。調査

は、プロジェクト専門家（尾上）とプロジェクトアドバイザーのイボ氏、ザンデール州 COGES

監督官の 3 名を中心として実施された。調査対象はザンデール各県の 9COGES 連合及び

17COGES を選定した。調査の結果、タウアでの教訓と経験を活かしたより汎用性の高いモデ

ルの確立に向けて順調に活動が進んでいることが確認された。調査結果概要については別添

出張復命書参照。なお、3月 7 日の COGES 担当官会議の場で 5月 3 日にザンデール州の連合

大会を開催することが暫定的に決定した。

（8） 中央、援助協調、ドナー動向

6 月末の PDDE 合同レビュー開催が決定し、その準備が今後行われることになるが、今回

のレビューは、PDDE の第 1 フェーズの最終年にあたり、フェーズ全体の評価も行われ、第 2

フェーズの方向性と予算のプライオリティーなどを決定する重要な会議となる。

（9） COGES 外部評価

COGES外部評価に調査報告書が出来上がり、コンサルタントから国民教育省に提出された。

このドラフトの内容が、4 月 9 日から 3 日間行われる COGES 政策承認アトリエで討議され、

修正されたものが、正式な COGES 政策文書として承認される。

（10） プロジェクト運営管理

① 携行機材費によるデスクトップ型コンピュータ購入

今月 19 日、JICA ニジェール事務所及び本部の承認を得て、在外事業強化費の一部、

1,229,977Fcfa を携行機材費に振り替え、デスクトップ型コンピュータを購入した。同コン
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ピュータは、当プロジェクトの情報処理担当現地スタッフが学校活動計画にかかるプロジェ

クトのデータベース構築整備作業等を行うことを目的としている。尚、本コンピュータ及び

無停電電源装置購入にかかる合計額は 1,189,177Fcfa である。

② ザンデール州での ONEN との業務委託契約終了

1 月 19 日から 3 ヶ月間にわたり実施されていた、ザンデール州 10 コミューンを対象とし

た学校活動計画・COGES 連合設置研修実施及び活動モニタリング体制支援にかかる ONEN
との契約が 3 月 20 日に終了し、精算を行った。最終精算額は 13,271,412Fcfa であり、1 月

26 日に第 1 回概算払いとして支払った 12,740,816Fcfa を差し引いた 530,596Fcfaを残額と

して支払った。

  

③ 外部評価調査にかかるコンサルタントとの業務委託契約終了

COGES 政策推進にかかる外部評価調査実施のため、昨年 10 月にコンサルタントと契約

を交わしたが、今月 23 日、成果品となる報告書及びマニュアル(予算管理、人事管理、物品

管理)を提出し、契約を終了した。尚、本調査結果は来月 9 から行われる、COGES 政策に

かかる全国アトリエにて発表される予定である。

（11） 課題

PDDE の合同評価を前に、COGES 政策を巡る動きは加速度を増した感がある。まず、世銀の

財政援助ミッションの中で、ティラベリ州、マラディ州における文房具費の COGES への直接

供与が決定し、COGES による教員の精勤管理を行うことが義務付けられた。次に、アフリカ

諸国教育分野運営改善プログラム(世銀主導、フランス、ノルウエー、アイルランド共同出

資)による、COGES への補助金直接供与パイロットプロジェクトが今年新学期から始まる。

これらの動きに伴い、世銀は、そのプロジェクト PADEB の資金で機能する COGES を全国に設

置することを決定した。その機能する COGES の概要を決めるアトリエが４月初旬に開催され

る。これらの動きは、教育分野の地方分権化、特に財政面、人事管理面での分権化が進むこ

とを意味しているが、果たして、その分権化の担い手である COGES が与えられる新しい役割

を演じられかどうかは、五里霧中な状態であった。しかし、ここにきて、PADEB がみんなの

学校モデルを全国普及する決定を行ったことにより、みんなの学校プロジェクトは、その第

２フェーズにおいて、自らが開発したミニマムパッケージによって「機能」し始めた COGES

が、与えられた様々な役割を旨くこなしていくために、新たな COGES や COGES 担当官への能

力開発のための研修などを開発していく必要がでてきた。

（12） 4 月の予定

予定 期間

タウア州 COGES 担当官会議 4 月 25 日

ザンデール州 COGES 担当官会議 4 月中旬

COGES 政策承認全国アトリエ 4 月 9 日～11 日

事前評価調査団 4 月 10 日～20（27）日

PDDE 合同レビュー現地調査 4 月 15 日～30 日

PDDE テーマ別グループ会合 4 月 3 日～
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 4 月）
作成日：2007 年 5 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

4 月 1 日（日）

4 月 2 日（月）  コミュニティー幼稚園 EPT/ユニセフ合同ミッションにかかる準備

（Illela）
Tahoua→Niamey

影山

中澤

4 月 3 日（火）

4 月 4 日（水） コミュニティー幼稚園 EPT/ユニセフ合同ミッション（～6 日）

DFIC（現職教員研修関係）訪問

COGES 連合総会モニタリング（Garhanga）
Niamey→Tahoua

原、影山、Kabo
中澤、Ibo、近藤

原

4 月 5 日（木）             合同レビュー現地調査テーマ別（COGES）グループ会合

COGES 連合総会モニタリング（Galma）
Tahoua→Konni

中澤

Gambobo
原、影山

4 月 6 日（金） 合同レビュー現地調査テーマ別（就学前教育）グループ会合

COGES 連合総会モニタリング（Bouza）
COGES 連合総会モニタリング（Dogeraoua）

Konni→Niamey

原、近藤

Ousseini、影山

Yac
原

4 月 7 日（土) Niamey→Tahoua 近藤

4 月 8 日（日) Tahoua→Niamey 尾上

4 月 9 日（月） COGES 政策承認アトリエ（～11 日） 原、尾上、中澤、Ibo
4 月 10 日（火） プロジェクト第 2 フェーズ事前評価調査団来ニ（～20 日）

COGES 住民集会モニタリング（Kossa）
原、尾上、中澤

Kabo
4 月 11 日（水) 事前評価調査団国民教育省表敬及び世銀協議

COGES 連合総会モニタリング（Bagaroua）
COGES 連合総会モニタリング（Tajae）

Tahoua→Niamey

原、尾上、中澤

Ousseini
Yacouba
影山、Kabo

4 月 12 日（木） 事前評価調査団国民教育省ミニッツ協議

EU 及びベルギー技術協力援助協議

UNICEF 協議及び協力協定書署名

COGES 連合モニタリング（Galma）

原、尾上、中澤、Ibo
原、尾上、中澤、影山

原、影山、Kabo
Gambobo

4 月 13 日（金） 事前評価調査団 Concern、カナダ技術協力援助、仏大協議

COGES 連合総会モニタリング（Tsernaoua、Badaguichiri）
タウア市内学校インタビュー及びアンケート

コミュニティー識字教室視察（Guidan Roundji）
Niamey→Tahoua

Niamey→Guidan Roundji

原、尾上、中澤

Ousseini、Gambobo
Yac
影山

中澤、Kabo
影山

4 月 14 日（土） 事前調査団ミニッツ打合せ（国民教育省会議室）

Guidan Roundji→Tahoua
影山

4 月 15 日（日） 事前調査団団内打合せ（JICA 事務所）

Tahoua→Dosso
中澤

4 月 16 日（月） 事前調査団ミニッツ打合せ

PDDE 合同レビュー現地調査（～30 日） 中澤、Aboudou
4 月 17 日（火） 事前調査団ミニッツ署名

事前評価調査団学校視察にかかる準備打ち合わせ／コミュニティー

幼稚園活動モニタリング（ Illéla）
事前評価調査団タウア州視察（Konni,Tahoua）（～19）

Niamey→Konni

影山

尾上、Ibo
尾上、Ibo

4 月 18 日（水） 事前評価調査団 COGES 連合協議、学校視察（Malbaza、Illela）
〃タウア州 DOREN 表敬

尾上、Ibo、影山
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Konni→Tahoua 尾上、Ibo
4 月 19 日（木） 事前評価団にアメに移動

                      Tahoua→Niamey 近藤

4 月 20 日（金） 事前評価団カレゴロ視察 (学校保健活動等 )
事前評価調査団帰国（石原団長、岩崎団員）

國枝調査団員ザンデール州視察（～24 日）

Tahoua→Zinder 尾上、Ibo
4 月 21 日（土） COGES 連合総会モニタリング（Konni）

Dosso→Tahoua
Yac
中澤

4 月 22 日（日）

4 月 23 日（月） コミュニティー幼稚園活動モニタリング（Keita）
小野寺ジュニア専門員（保健）によるプロジェクト訪問（～25 日）

ザンデール州 COGES 担当官会議

影山

尾上、Ibo、國枝

4 月 24 日（火） スタッフ会議（Konni）國枝団員参加

Niamey→Konni
Zinder→Konni→Tahoua

原

尾上、Ibo
4 月 25 日（水） タウア州 COGES 担当官会議（國枝団員参加）

Konni→Niamey
全員

原

4 月 26 日（木） 國枝団員にアメに移動

4 月 27 日（金） 國枝団員カレゴロ視察

マルチメディア教材上映会（Touba Baggawa）
國枝団員帰国

原

影山

4 月 28 日（土） Niamey→Tahoua 近藤

4 月 29 日（日） マルチメディア教材上映会（Founkoye Gabass） 影山

4 月 30 日（月）

（1） 今月の総括

今月は、定例の COGES 担当官会議のほか、タウア州では、先月に引き続き COGES 連合総会

のモニタリングが行われ、ザンデール州では、5 月初旬に予定されているCOGES 連合大会（ワ

ークショップ）の準備が行われた。さらに、プロジェクト第２フェーズ事前調査団が来ニし、

国民教育省やドナーとの一連の会議を行い、UNICEF とは、コミュニティー幼稚園分野での

連携についての合意を、国民教育省とは第 2 フェーズの概要について 17 日、ミニッツを交

わした。その他、中央では、COGES 政策承認アトリエが 3 日間に亘り開催され、COGES 政策

についての統一的な戦略が決定された。また、PDDE の合同レビューに向けたテーマ別グル

ープ会合と現地調査が 4 月 15日から 2週間行われた。

4 月は、上記のようにさまざまな活動が行われたが、COGES 政策の今後の方向性を決定付

ける重要な動きがあった。COGES 政策アトリエでは、ミニマムパッケージが COGES 政策実施

戦略として正式に採用され、PADEB はこのミニマムパッケージの全国普及への資金の提供を

決定し、実際に全国普及への活動が開始された。このような時期に事前調査団の調査が重な

ったことは、プロジェクトの今後の活動の予測性を高める意味で好都合であったと思われる。

（2） プロジェクト第 2 フェーズ事前評価調査団

4 月 10 日より 10 日間に亘り、プロジェクトの第 2フェーズのプロジェクトデザインを行

うために事前調査が行われた。今回の調査では、世銀の資金によるミニマムパッケージの全

国普及におけるプロジェクトの役割、そして、全国普及後の COGES 政策の行方やモニタリン

グなどのリカレントコストの負担などが重点的に協議された。詳細な調査結果については、

別添１「プロジェクト第 2 フェーズ事前評価調査団報告書」を参照。
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（3） タウア州 COGES 担当官会議

タウア州の COGES 担当官会議は、25 日に行なわれた。議題は、第 2 フェーズ事前評価の

結果報告、COGES 承認全国アトリエの結果報告、担当官活動報告、連合による模擬試験の実

施、連合機能化評価調査の実施について、であった。担当官からの報告によると、会議の開

催状況、学校活動計画の回収状況、分担金の回収状況ともに着実に進歩していることが確認

された。しかしながら、分担金の回収が十分ではない連合も多く存在している。また、多く

の連合が 4月から 6月にかけて模擬試験の実施計画を立てており、既に幾つかの連合では第

1 回の模擬試験を 4月末に実施している。プロジェクトでは、連合からの申請に基づき、連

合の活動状況や機能度を条件として、試験用紙のコピーなど最小限の支援を行なう予定であ

る。

（4） タウア州 COGES 連合活動モニタリング

現在、プロジェクトの COGES連合チームでは、今年度から導入した COGES 連合機能化に向

けた取り組みの成果を評価するために、約 10～15 の COGES 連合を対象にして調査を行なっ

ている。これは通常の COGES 担当官によるモニタリング報告のみでは、把握し切れなかった

機能化に不可欠なポイント（例えば、総会や事務局会合への参加度や議事内容、会計管理状

況など）についてより詳細な情報を収集し、タウアの COGES 連合の機能化の進度及び傾向を

分析し、次年度にむけた更なるモデルの強化に資することを目的としている。

（5） APP（生産実習活動）クラブ

今月に入り、契約教員によるストライキがある程度収まりを見せ、多くの学校で通常の学

校活動が再開されるようになった。それにあわせ、APP クラブもようやく学校活動計画に従

った活動が進みつつあるようである。今月実施したブザ連合モニタリングでは、ブザ地区で

APP 活動を計画しているほとんどの学校で活動が既に開始されており、契約教員のストライ

キの為に活動を休止していた学校も、ストライキ終了後直ぐに再開しているとの報告が上が

ってきた。その一方で、今年度ブザ地区・サルナワ地区で試行を試みた「モニタリングシー

トを用いた自主モニタリングシステム」は、今年度の試行ではその有効性の検証や可否の判

断もおぼつかない状態であるといわざるを得ない。ともかくも、今年度の APP 活動の実施自

体が不安定な状態にあり、定期的な活動すらなされないという状態では、自主モニタリング

システムの実施可能性すら判断する段階に至っていない。APP クラブ活動実施自体が不定期

であったのに加え、モニタリングシートの実施・回収をある程度各 COGES や COGES 連合の自

主性に任せた為、その回収状況（回収量、回収時期等）は芳しいものではない。さらに、一

部回収されたシート内の記入内容も不十分であったり、稚拙なものであったり、全く情報収

集の主旨を理解していなかったりと、現場でのモニタリングに代わる情報源としての役割を

担い得る域にはまだ程遠いといえる。自主モニタリングの主旨から、その方法、シートの記

入からその意味づけに至るまで、来年度へ向け、COGES 連合や COGES に対して理解を促すよ

う再度説明をしていくのはもちろんであるが、それと同時に、モニタリングシート内容の簡

素化を含めた、モニタリングシートおよびシステム推進へ向けた戦略の検討をすることが必

須であろう。

一方、APP クラブは、カレゴロ生活改善協力隊グループ派遣の対象地域でも、去年から導

入され始めた。カレゴロの APPクラブは、巡回モニタリングの頻度等も多きこともあり、比

較的順調に機能している。APP クラブのほか、カレゴロでは、ドッソ学校保健のパッケージ
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も導入されており、APP クラブの新しい可能性が、カレゴロで試されていく可能性もあるの

で、注視、支援を行っていく必要がある。別添６「カレゴロ視察報告」参照

（6） コミュニティー幼稚園

今月４、５日の２日間、UNICEF と EPT プロジェクトとの共同ミッションが実施され、

UNICEF 就学前教育担当者と EPT プロジェクトリーダーを中心とした視察団にて、計 6 箇

村、７COGES による７つのコミュニティー幼稚園を訪問した（別添２：「共同ミッション

報告書」）。そして 13 日には、第２フェーズ事前評価調査団とともに UNICEF を訪問し、

就学前教育―コミュニティー幼稚園における UNICEF と EPT プロジェクトとの連携、お

よびそれを定める協定書に関する協議を実施した。この協議を経たことにより、今月中旬、

JICA 側事前評価調査団代表と UNICEF 側ニジェール事務所代表との署名をもって、両者

での正式な協定書の取り交わしがなされた。これにより、UNICEF と EPT プロジェクトと

のコミュニティー幼稚園に関わる連携確立が正式に進められることとなる。ただし、今回の

協定書は連携の大枠を定めたものにすぎない。よって、今後もこの連携の具体的な内容に関

して、UNICEF との協議を重ねていくこととなる。その一方で現場レベルにおいては、既

に協定書を反映した連携が進められつつあり、来月にもプロジェクト対象の COGES 運営コ

ミュニティー幼稚園における全保育者を対象に、UNICEF 出資・幼稚園視学官事務所主催

の保育者研修が実施される予定である。

先月中旬の研修実施後、新規コミュニティー幼稚園全てに対するモニタリングを行ったと

ころ、全ての幼稚園で既にクラス活動が開始されたことが確認された。これで、今月末まで

に、COGES のイニシアティブにより実施されるコミュニティー幼稚園はタウア州内で１３

箇所、対象児童数は計 810 名（女子 383 名 男子 427 名）に上る。

（7） セカンド･チャンス

今月のセカンドチャンスクラスは、運営上の状況見分に加えて、先月末に実施したコミュ

ニティー教員に対する研修がどの程度各クラスの授業に反映されているか、その後の活動状

況視察の為、プロジェクトスタッフによる個別モニタリングを実施した。その結果、クラス

教員や学校長からの聞き取りを通して、いずれのクラスでも研修内容を踏まえた上で、改善

に向けた取り組みが行なわれていることが確認された。さらにひとつのクラスでは、通常小

学校の児童と共に、共同で APP クラブ活動を実施する試みも開始されている。

（8） ザンデール州での活動

ザンデール州では、23日に COGES 担当官会議が行なわれた。今回の会議には、フェーズ 2

事前評価調査団の國枝団員（JICA 人間開発部特別嘱託）及びプロジェクトからイボ氏と尾

上専門家が参加した。議題は、フェーズ 2 事前評価の結果報告、COGES 承認全国アトリエの

結果報告、COGES 担当官月例活動報告、5 月開催予定のザンデール連合大会準備、などであ

った。COGES 担当官の活動報告の結果、学校活動計画は 1,662 校中 1,431 校分が COGES 連合

を通して回収された（回収率 86.10%）。また、連合総会及び事務局会合も順調に開催されて

おり、第 2 活動計画についてもほとんどの連合が策定、承認済みであった。しかしながら、

調査団の視察で訪問した連合では、連合の活動計画の内容に、本来 COGES の活動として行な

うべき類の活動（例えば、夜間学習用のランプや燃料の購入など）が計画されているなど、

活動の妥当性に対する理解が不十分であるケースが見られた。したがって、これらの点も含
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め、COGES 担当官の総合的なモニタリング能力の強化が、これからのザンデールの重点課題

と言える。

5 月 3 日に開催予定の連合大会については、今年 1月にタウアで開催した COGES 連合、コ

ミューン、及び地方行政との連携についてのフォーラムの形式を踏襲し、実施することとし

た。ザンデールでは 3 者の連携のほか、10 月の新学期に合わせて女子の就学を増加させる

ためのキャンペーンの採択も計画されている。

（9） 中央、援助協調、ドナー動向

   今月から、6 月末の PDDE 合同レビューに向けて、様々な活動が行われている。それらの活

動は、2006 年の PDDE の活動計画の評価を行うためのテーマ別会議（女子就学、地方分権化、

教員研修、教員雇用、就学前教育など）及び、現地調査（4 チーム、8 州、2 週間）他、教

育革新活動評価、会計監査などである。これらのそれぞれの活動の結果を統合する形で、

PDDE の合同レビューが行われる。当プロジェクトからも現地調査に一部参加した。別添３：

「PDDE 合同レビュー現地調査報告書」参照

（10） COGES 承認全国アトリエ

4 月 9 日から 3 日間、国民教育省の主催で機能する COGES の全国普及を前にアプローチの

統一基準を承認するためのアトリエが行なわれた。本アトリエはプロジェクトの終了時評価

の提言を踏まえて、教育省が策定した全国普及に向けた活動計画の一環として実施された。

本アトリエに先立ち、各ドナーの支援によって各地で用いられている COGES のアプローチの

分析、評価が外部コンサルタントによって実施され、そのコンサルタントによる報告書に基

づいて協議を行なった。コンサルタントによる調査結果発表のあと、アトリエは、①COGES

の基本戦略アプローチに関する事項、②財務人事管理マニュアルの内容検討、③学校インフ

ラ及び備品管理マニュアルの内容検討、の 3つのテーマに分かれてグループディスカッショ

ンを行ない、最終日にそれぞれのグループの結果を発表した。第 1 グループの COGES の基本

戦略アプローチについては、教育省関係者及びドナー間においても EPT のアプローチの優位

性が認められ、合意が得られた。その他諸管理マニュアルについては、内容が専門的過ぎる

ため、非識字者が多数を占める COGES 委員の能力に応じて単純化・簡略化すべきとの意見が

出、合意を得た。アトリエの結果は公式に教育省の戦略文書に反映させることになり、改め

て全国普及に向けた EPT アプローチの採用が公式化されることになる。

（11） プロジェクト運営管理

① 2006 年度第 4 四半期及び 2006 年度会計報告

4 月 4 日、JICA ニジェール事務所に対して 2006 年度第 4 四半期会計報告及び 2006 年

度にかかる会計報告を行った。詳細は以下のとおりである。

【在外事業強化費】

今期受入額：73,646,110Fcfa
今期支出額：82,576,717Fcfa
差引残額：    0Fcfa

         【携行機材費】

              今期受入額：1,229,977Fcfa
              今期支出額：1,230,107Fcfa
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               差引残額：  －130Fcfa
(上記マイナス分は小職の負担とする)

尚、第 4 四半期の受入額は 74,876,087FCFA であったが、2007 年 3 月 7日付公電 NI /HM 
-048「ニジェール住民参画型学校運営改善計画にかかる在外事業強化費の一部携行機材費

への振替について」、2007 年 3 月 8 日付公電 HM/NI-028「ニジェール住民参画型学校運営

改善計画にかかる在外事業強化費の一部携行機材費への振替の承認について」、ならびに

2007 年 3 月 13 日付ニジェール事務所による事務連絡「在外事業強化費の減額ならびに携

行機材費の増額について」に基づき、1,229,977FCFA を携行機材費に振替、同金額を差し

引いた額、73,646,110F が実際の受入額であった。

また、2006 年度在外事業強化費執行率は 100％であった。会計報告の詳細は以下の通り

である。

(通貨単位：Fcfa)
受入額 支出額 残額

第 1 四半期 132,698,000 52,693,688 80,004,312
第 2 四半期 0 62,733,939 17,270,373
第 3 四半期 46,413,233 54,752,999 8,930,607
第 4 四半期 73,646,110 82,576,717 0

252,757,343 252,757,343 0

② 平成 19 年度第 1 四半期在外事業強化費にかかる前途資金入金

平成 19 年度在外事業強化費にかかる実施計画額は、第 1 四半期、第 2 四半期分（フェー

ズ 1 終了予定の 7 月末まで）で合計 72,289,280Fcfa を申請し、本部の承認を得た。うち、

第 1 四半期分については、4 月 5 日に 10,000,000Fcfa、4 月 12 日に 53,560,710Fcfa が入

金された。

（12） 課題

今月の、COGES 政策アトリエや事前調査における様々な会合を通し、COGES 政策あるいは、

教育分野においてみんなの学校プロジェクトの占めている位置が明確になってきた。プロジ

ェクト開始当初、本拠がタウアにあることもあり、中央ではあまり認知されたプロジェクト

ではなかった。しかし、対象地域の急激な拡大や、その拡大した地域での大きな成果、そし

て、教育関係者や世銀担当者への地道な宣伝・啓発活動が実を結び、現在では、COGES 政策

関係者の間では中心的なプロジェクトと認知されており、そして、そのアプローチの効率性

については、議論の余地がないほど明確に理解されている。

一方、世銀よりミニマムパッケージの全国普及への資金提供が行われ、COGES 政策アトリ

エでも戦略でミニマムパッケージが採用されたことは、プロジェクトの活動やアプローチが

認められたという意味では喜ばしいことではあるが、背景には、世銀などの思惑（政策）も

あることに留意しなければならない。世銀の政策やそれを認めざるを得ない政府に COGES の

舵取りを任せておくことは、土台部分の堅牢さの検証もなく、急激に上位部分の建設を行う

といった危うさを伴っている。

恐れなければならないのは、プロジェクトが全国規模になり、その活動が地方分権化や教

育政策に直接影響を与えるようになったことで、プロジェクトの進展の原動力になったコン
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セプトを忘れてしまうことである。プロジェクトの成功の理由は、COGES の主体を住民に据

えたことであり、彼らの力が最大限に発揮できる場と組織を用意したことであり、COGES を

政策的なレベルの絵に描いたもちから「主体性を持った自主的な組織」に作り変えたことに

ある。それが、COGES の土台となっている。地方分権化の中の「COGES」や、全国規模での

ミニマムパッケージの普及や、PDM で中での COGESに関する議論は、生きている住民組織で

ある COGES を構図化し、矮小化する危険性を含んでいる。

現在、みんなの学校プロジェクトが実施、成功した住民組織としてのCOGES は、その規模

や、その成立過程の短さでは、いままでにない住民参加の成功例といえる。今後、ニジェー

ルでは、新しい住民参加と地方分権化を結びつける、世界でも稀な成功例が現出するかもし

れない。しかし、稀な例ということは、逆に先例がないことを意味する。今後のプロジェク

トの方向性を、ニジェールとは違った背景をもつ先例の決まった型にはめようとするのは、

プロジェクトを失敗に導くか、効果を大幅に減少させてしまう可能性が高い。

プロジェクトが目指す COGES は、主体的に住民のニーズを反映した COGES が行う教育開発

であり、決して、地方分権化の役割だけを忠実に果たす COGESではない。プロジェクトがそ

のことを声だかに主張しないのは、現状で COGES を巡る様々な論議をその実践において、圧

倒できるまで COGES が成熟していないからであり、決してその主張を変えた訳ではない。プ

ロジェクトは、そのことを忘れずに、個々の COGESの成熟を図っていく必要がある。

（13） 5 月の予定

予定 期間

タウア州 COGES 担当官会議 5 月 24 日

ザンデール州 COGES 担当官会議 5 月下旬

ザンデール州 COGES 連合大会 5 月 3 日

原専門家休暇 5 月 8 日～15 日

中澤専門家休暇 5 月 11 日～29 日

伊藤スタッフニジェール赴任 5 月 7 日
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 5 月）
１．今月の活動、人の動き、イベント                  作成日：2007 年 6 月 1 日

日時 活動 担当、出張者

5 月 1 日（火） Tahoua→Zinder 尾上、Hamza
5 月 2 日（水） COGES 連合総会モニタリング（Tahoua） Hamissou

5 月 3 日（木）             ザンデール州 COGES 連合フォーラム 尾上、Ibo、Hamza
5 月 4 日（金） APP クラブ活動モニタリング（Bouza）

Zinder→Tahoua
影山、近藤

尾上、Hamza
5 月 5 日（土) COGES 連合モニタリング（Akoubounou） Oussseini
5 月 6 日（日) Tahoua→Niamey 中澤

5 月 7 日（月） 伊藤研修員ニジェール赴任

COGES 連合総会モニタリング（Galma）（～8 日）

中澤

Gambobo、Hamissou、Yacouba
5 月 8 日（火） タウア COGES グループ会合

コミュニティー幼稚園活動モニタリング（Illela）
原専門家休暇（～15 日）

尾上、Ousseini
影山

5 月 9 日（水) コミュニティー幼稚園活動モニタリング（Keita）
Niamey→Tahoua

影山

伊藤、Kabo、Hamza
5 月 10 日（木） COGES 連合モニタリング（Galma、Malbaza） Yacouba
5 月 11 日（金） COGES 連合総会モニタリング（Takanamatt）

中澤専門家休暇（～29 日）

Ousseini

5 月 12 日（土） COGES 連合総会モニタリング（Akoubounou） Ousseini
5 月 13 日（日）

5 月 14 日（月） 学校プロジェクトモニタリング（Kaola Allasane） Ousseini
5 月 15 日（火） COGES 連合総会モニタリング（Keita）

原専門家休暇より帰任

Yacouba

5 月 16 日（水） COGES 連合総会モニタリング（Tahoua Commune 1 ） 尾上、Yacouba

5 月 17 日（木） COGES 連合総会モニタリング（ Illela, Konni, Galma）
Niamey→Tahoua

尾上、Yacouba, Gambobo, Yac
原

5 月 18 日（金） スタッフミーティング

Tahoua→Niamey
全員

原

5 月 19 日（土） 幼稚園 COGES パイロット校評価調査同行（Tahoua 市） 尾上

5 月 20 日（日）

5 月 21 日（月） COGES 連合調査（Badaguichiri）
5 月 22 日（火） COGES (Tchinta) Ousseini
5 月 23 日（水） UNICEF 教育担当者との会談

Niamey→Tahoua
原

Ibo
5 月 24 日（木） タウア州 COGES 担当官会議

プロジェクト第二フェーズ RD 署名

Tahoua→Niamey

全員

所長、原、杉山

Ibo
5 月 25 日（金） ベルギー教育専門家との会談

COGES 連合模擬試験モニタリング（Tahoua Commune II）
原

尾上、伊藤

5 月 26 日（土） コミュニティー幼稚園経験シェアリングセミナー（～ 27 日）

Niamey→Tahoua
影山、Kabo、伊藤、近藤

原

5 月 27 日（日） Tahoua→Niamey 原、尾上

5 月 28 日（月）

5 月 29 日（火） 中澤専門家休暇より帰任

マリ教育省地方分権化促進室アドバイザーとの会談 原、尾上

5 月 30 日（水） PDDE テーマ会合（就学前教育）

Niamey→Tahoua
原

中澤、尾上

5 月 31 日（木） COGES 住民集会モニタリング（Guidan Fako） 伊藤
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（1） 今月の総括

今月は、タウア州では各 COGES 連合の総会のモニタリングを行い、今年度の連合の活動の評

価を行い、その結果が COGES 担当官会議にて共有された。また、コミュニティー幼稚園教諭の

ための研修が、UNICEF の技術・財政支援を受け、行われ後、プロジェクト主催の経験シャアリ

ングセミナーが開催され、共有できる成果・解決すべき問題点が話し合われた。ザンデール州

では、COGES 連合フォーラムが開催された。このフォーラムは、全 COGES 連合事務局委員のほか、

州・県の教育省関係者及び市長などが参加して行われ、今後の COGES 連合の地方分権化の中で

の役割や、任務などについて協議され、認識が共有された。また、月末には、マリ教育省の地

方分権支援局所属のコンサルタントのニジェール及びみんなの学校プロジェクトの調査の便宜

を図った。

また、4 月のプロジェクト第 2 フェーズの事前調査から引き続き行われていた協議が終了し、5

月 24 日に国民教育省と JICA の間で RD が取り交わされ、正式に 2007 年 8 月 1 日から 3 年間の

第 2 フェーズ開始が決定した。

（2） タウア州 COGES 担当官会議

今月の COGES 担当官会議は 24 日に開催された。議題は、担当官の月例活動報告と、COGES 連

合の機能化度評価についてのディスカッション、などであった。連合の機能度の評価のディス

カッションでは、今学校年度から導入した COGES 連合の機能化への取り組みを振り返りその成

果について議論をした。議論に入る前に、プロジェクトが実施した 14 連合の聞き取り調査の結

果を 10 の項目ごとに発表した後、担当官の意見、感想を出し合い、総括評価を行なった。全体

的に、昨年度に比べて COGES 連合の会合開催数や参加者の参加率、活動の実施数など向上する

など、多くの改善点が確認され（内容については後述）、今年度の改善に向けた取り組みが功を

奏していることが担当官の間でも確認された。また、昨年度多くの COGES 連合が怠っていた年

度総括総会など、今年度残りの時期で実施すること、など今後の課題に対する改善を引き続き

行なうことも確認された。現在、ほとんどの COGES 連合が模擬試験を独自の活動計画に則って

実施しており、これらの活動が終了次第、年間総括の会議が 6 月にかけて行なわれる予定であ

る。

（3） タウア州 COGES 連合活動モニタリング

今月は COGES 連合の機能度を確認、今年度の取り組みの効果を評価するための聞き取り調査を

14 の COGES 連合に対して行なった。調査項目は 10項目に及び内容はそれぞれ、連合運営活動の

計画性、会合の開催及び参加状況、COGES のモニタリング状況、教育課題に対する活動状況、財

務管理、事務局委員の能力、パートナーとの連携、情報伝達システム、文書管理、克服すべき

課題、であった。本調査及び担当官が毎月モニタリングしているチェックポイントを纏め、さ

らに上述の担当官会議でその内容について担当官と議論した結果、以下のような結論が導かれ

た。

① 昨年度に比して多くの COGES 連合において、総会や事務局会合開催数及び参加者の出席率

が向上し、今年度から導入された新しい活動計画方式が非常に効果的であったことが実証

された。5 月 24日時点での一連合あたり平均総会開催数は 2.65、平均事務局会合開催数は

6.27 であった。

② COGES のモニタリングに関して、各 COGES の学校活動計画回収率は 92％（1,321 校中 1,220

校）であった。また、今年度は全ての連合がゾーン（地区割り）制を採用し、ゾーンにお
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けるモニタリングと連合の会合、総会の場での集会型モニタリングを併用するなど、それ

ぞれの連合が地域の特性に即したシステムを導入するなどの工夫がみられた。

③ 教育課題に対する活動について（連合第 2 活動計画）、一連合平均 3.92 活動が計画され平

均 2.74 活動が実施ずみである（実施率は 69.93％）。なお、4 月から 6 月にかけて多くの連

合が模擬試験を計画しており、最終的な実施率は、更に上昇する。

④ コミューンとの連携については、聞き取り調査を実施した 14 連合のうち半数以上がコミュ

ーンからの支援（資金援助、物資支援、など）を受けており、資金や物資支援以外でもコ

ミューンの代表が連合の会合や活動に参加するなど活発な連携事例が見られた。しかしな

がらコミューン行政と視学官事務所との 3 者の定期的な協議を実施している事例はこれま

でのところまだ無く、協議を主導するアクターの欠如が原因と思われる。

昨年度機能していなかった連合が、事務局委員の改選によって、一転して非常に活発化す

るケースが見られた。

６．財務管理については、透明性の確保の点で工夫が足りない連合が多く見られた。また、連

合の財源については、昨年度に比べて分担金回収額の増加等多くの改善点があったものの、

全体的に財源不足は否めない。

以上は現時点における暫定的な結論であるが、連合の活動は 6 月まで行なわれ、ほとんどの連

合が 6 月に年間活動総括の総会を予定しているため、最終的な連合の機能活動評価はそれ以降

に纏める予定である。

また、今月は多くの連合が卒業試験の模擬試験を実施し、連合の機能化に向けた取り組みの成

果が高い連合から優勢順位をつけて、プロジェクトから試験用紙のコピー、ノートなどの支援

を行なった。

（4） APP（生産実習活動）クラブ、コミュニティー幼稚園及びセカンド･チャンス

① APP（生産実習活動）クラブ

今月の初め、ブザ県ブザ地区にて、今年度の活動状況に関する情報が未入手であった学校

を中心に個別の活動モニタリングを実施した。その結果、今月まで活動状況の報告がなか

った COGES においては、やはり今年度の活動実施に問題を抱えているケースがほとんどで

あった。比較的村落特有の問題を抱えている COGES もあるものの、基本的に各 COGES が APP

活動開始および実施の障壁として挙げている問題は、APP クラブ活動に特化した問題という

よりは、COGES 活動・運営の全般にわたる財源システムや活動の計画性にまつわる問題が主

であった。それに加えて、契約教員ストライキによる休校が今年度の活動実施に多大なる

負の影響をもたらしたことは明らかである。ただ、多発かつ長期化した契約教員によるス

トライキの影響下においても、最終的に、ブザ県ブザ地区においては、APP クラブ活動を学

校活動計画内で計画した３３COGES 中、２５COGES が今月時点で活動実施中であり、５COGES

が今年度は未実施、３COGES は情報なしという状況であった。

今年度は、完全に APP 活動の計画および実施を各 COGES の自主性に完全に任せ、昨年度ま

でのような個別モニタリングはほぼ皆無という条件下であったが、その中でもこれだけの

COGES が曲がりなりにも活動を継続しているという状況は、幾分なりとも注目に値するとい

えよう。そのような自主的に積極的な活動を実施している COGES のほとんどが語るのが、

「APP クラブ活動の習慣化」である。つまり、昨年度の経験を経て、教員、児童、住民の三

者が共に、APP クラブ活動を学校活動の中で当然行うもののひとつとして認識し、完全に学

469



校生活もしくは日常生活のリズムの中に組み込まれ、習慣化しているために、実施に際す

る困難や障害・抵抗がないという点である。APP クラブ活動の効果を一旦理解し、学校およ

び住民全体がその活動実施を学校生活や日常生活の中に統合し、習慣化したならば、その

継続は決して難しいものではなかろう。しかしその一方で、その習慣化までの道のりは、

決して容易いものではない。いかに APP クラブに汎用性を持たせるか、どこに拡大発展の

可能性を見出すかという点は、常に当該活動の大きな問題である。今年度は、昨年度対象

地区に対してはそれぞれのイニシアティブに任せ、それ以外の地域に対しては、マニュア

ルの配布という手段での APP クラブの発展拡大を図ったが、マニュアル配布のみでの各

COGES による自主的な APP クラブ立ち上げは、やはりそれ程の効果は期待できない。それに

対して、APP クラブ発展のためには習慣化までの道のりに対する個別の対応がより有効、も

しくは必須であるとするならば、今後、協力隊員との連携等も含めた新たな戦略を検討す

る必要があろう。

② コミュニティー幼稚園

今月 26･27 日、現在コミュニティー幼稚園を実施している１３COGES の代表者 2名ずつおよ

び保育者、４COGES 連合からそれぞれ１名が一同にタウアに会し、それぞれの当該活動に関

する経験知を共有し、来年度につなげるための「コミュニティー幼稚園経験シェアリング

セミナー」を開催した。関係地域の COGES 担当官も含め、合計参加者は５０名に上り、活

発な議論が繰り広げられた。このセミナーの目的は、

ア．今年度コミュニティー幼稚園活動の教訓及び経験共有

イ．コミュニティー幼稚園に共通する問題の認識と現場に即した解決策の模索

ウ．来年度へ向けた戦略およびスケジュールの提示

であった。その目的を踏まえ、当セミナーのプログラム構成を、

① 各 COGES から今年度活動概要の発表、

② 当該活動評価アンケートの結果発表、

③ 優良事例紹介、

④ コミュニティー幼稚園機能化へ向けたディスカッション、

⑤ 来年度へ向けた戦略と活動スケジュールの提案、

とした。概ねコミュニティー幼稚園にかかる最大の問題は財源であるため、今回のセミナ

ーは、プロジェクトから最終的に、「（幼稚園に通っている子どもの保護者のみならず）コ

ミュニティー全体から穀物による収穫期（活動開始前）の一括払い」という財源システム

方式を提案し、それに対して現存のコミュニティー幼稚園が来年度の戦略として前向きに

受け入れることを狙ったものである。また、来年度までのスケジュールを具体的に示すこ

とで、来学期の自主的で順調な活動開始と継続に至ることを意図している。さらにこの中

心的課題に加え、各 COGES が抱えやすい問題への解決策および機能化のための改善すべき

点として、村落資源（人的･物的）の有効活用、計画性の向上を議題としてセミナーを進め

た。事前準備の甲斐もあり、議論の逸脱や空中分解もそれ程なく、プロジェクト側の意図

にほぼ沿う形でセミナーを終えることが出来たといえる。今後は、今回の提案をセミナー

内での議論で終わらせることなく、確実に来年度へと繋がるよう、セミナー参加者による

住民への報告会（住民集会）のモニタリングを適宜実施し、この戦略の浸透を強化してい

くこととする。

今月はこの活動に加え、このセミナー開催に合わせて、１３COGES を対象に、コミュニティー幼
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稚園活動の評価アンケートを実施した。このアンケートでは、コミュニティー幼稚園活動計画

および実施状況、成果、運営面での問題点と解決策、クラス活動面での問題点･解決策、来年度

への展望をトピックとしており、これらの質問への回答を通して（このための住民集会実施）、

各 COGES が村落住民と当該活動および成果に関する情報共有および問題解決への模索、来年へ

の展望を見出すことを意図して実施したものであり、その結果は、上記セミナーにおいても共

有し、問題解決への糸口とした。

その他、来年度以降の実施 COGES 拡大へ向け、関係 COGES 担当官を集め、コミュニティー幼稚

園立ち上げの条件説明やその戦略、各 COGES へのアプローチ方法、等の説明会合を実施した。

今後は、可能性のある COGES に対する個別訪問、説明・啓発活動を進めていく予定である。

（5） ザンデール州「OCGES 連合、コミューン行政、地方教育行政の連携を考えるフォーラム」

ザンデール州では、5 月 3日に COGES 連合、コミューン行政、地方教育行政の連携についてのフ

ォーラムが行なわれた。これは、今年 1 月にタウアで開催されたフォーラムと同様の主旨で、

ザンデール州内の COGES 連合の代表（各 2 名づつ）、コミューン長、視学官及び COGES 担当官が

一同に会し、3 者の連携について議論することを目的として開催された。まず、教育の地方分権

化政策（COGES）とその現状についての紹介のあと、プロジェクトの活動紹介、そしてコミュー

ンを含むニジェールの地方分権化政策とその現状についての紹介をそれぞれの関係者から行な

った。特に今回は、政策で定められているコミューン行政の教育分野における権限内容（学校

のインフラ整備、備品の管理）など、コミューン長でさえも理解が行き届いていないなど、今

回のプレゼンテーション及び討論を通じて、関係者の理解が深まる機会となった。また連携に

かかる討議でも非常に積極的で前向きな発言を行なう参加者が多く見られ、関係者の参加率も

ほぼ 100%に達するなど関心の高さを反映して、盛会裏に終了した。討議の結果採択された決議

事項は、以下のとおり。

① 教育に関する問題を協議するために、コミューン評議会、COGES 連合、教育地方行政、

及び学校のパートナーを集めた協議会を設置する。

② コミューン開発計画（PDC）の策定委員会に COGES 連合の代表が参加する。

③ COGES 連合は、2007 年 10 月の新学期に新入生の入学率、特に女子の入学率を向上させ

るために、COGES を通じた身近な啓発活動の計画を策定する。

今回のフォーラムの特徴は、上記③のとおり、参加者が新入生の就学促進のための啓発活動に

共同で取り組むことを表明したことである。タウア州では最初に設置した 7 連合が就学促進の

啓発活動を実施し、入学登録率が 2 倍に増加するという結果をだしており、今回ザンデール州

の全 COGES 連合が取り組み、同様の成果をもたらすことが出来れば、同州の就学率向上に大

きく貢献できるだけでなく、COGES とそのネットワークが非常に効果的な教育開発の推進主体

であるということを広く関係者に認識してもらう機会となりうるという意味で今後の進捗状況

を注視する必要がある。

（6） 中央、援助協調、ドナー動向

現在、6 月下旬に予定されている合同レビューに向けて、PTF、教育省との合同レビューの準備

としてテーマ別会合が行われている。プロジェクトあるいは JICA として、現在は、COGES と就

学前教育と教員養成のテーマ別会合に出席している。その内、今回は、就学前教育の会合につ

いてまとめる。（別添１参照）
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（7） その他（PADEB の資金による機能する COGES の全国普及）

現在まで、国民教育省が機能する COGES 全国普及実施を行う NGO の選定を行っていたが、5 月

30 日に、プロジェクトと共に機能する COGES のモデル化を行ってきた ONEN の落札が決まった。

これで、第２フェーズで想定していた PADEB の資金による機能する COGES の全国普及支援の活

動がスムーズに行われることになる。ただ、COGES 担当官のモニタリング用のバイクの購入に関

しては、入札手続き等が始まっていない。

（8） プロジェクト運営管理

① 伊藤スタッフ、プロジェクト業務開始

当プロジェクト現地研修員伊藤さやか氏が、今月１０日に着任した。同氏は昨年 8 月から本

年２月まで JICA ニジェール事務所にインターンとして勤務し、その際に当プロジェクトの活動

に何度か関わった経緯がある。

② JICA 本部人間開発部プロジェクト担当者の交代

当プロジェクトの本部担当者であった岩崎職員が人事異動のため人間開発部より総務部付と

なった。後任の担当者は國枝特別嘱託となる。

（9） 課題

PADEB 資金による機能する COGES の全国普及のための実施 NGO の入札を ONEN が落札したことに

より、6 月よりプロジェクトが開発したミニマムパッケージの全国普及のための実際の活動が開

始されることになる。プロジェクトとしては、この全国普及の支援を行っていくが、これによ

りミニマムパッケージの普遍性が問われることになる。さらに、プロジェクト関係者が実施者

に関与しない形で、いかに、各研修の実施や質の確保を間接支援していくか非常に難しい問題

が山積している。対象校は 7500 校、対象研修者は 22500 人、保護者会選挙や、学校活動計画の

ための住民総会に参加する人数は、数百万人となる。これらの数字は、もはや、一プロジェク

トの想像力を超えるものである。しかし、もし、研修が成功すれば、その成果は、教育分野の

枠を超え、ニジェール社会全体に大きな影響を与えていくと思われる。今後は、研修講師の質

の確保や、研修に直接関わるアクターに関する、研修実施に関わる情報の提供（研修）など、

今後の全国普及のための一つ一つの活動に対する活動を検証し、その活動がスムーズにいくよ

うな支援活動を柔軟に行っていくことが必要になる。

（10） 6 月の予定

予定 期間

DREN 対象 COGES 導入研修 6 月 5，6 日

タウア州 COGES 担当官会議 6 月 21 日

ザンデール州 COGES 担当官会議

PDDE 合同レビュー 6 月 20 日～
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 6 月）
作成日：2007 年 7 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

6 月 1 日（金）

6 月 2 日（土) COGES 連合モニタリング（Tchinta） Yacouba
6 月 3 日（日) Tahoua→Niamey 尾上、中澤

6 月 4 日（月） COGES 連合総会モニタリング

PDDE グループ会合（就学前教育）

Gambobo、Hamissou、Yacouba
原

6 月 5 日（火） DREN 対象 COGES 導入研修（～6 日）

PDDE グループ会合（就学前教育）

原、尾上、中澤、Ibo、近藤

原

6 月 6 日（水) COGES 連合総会モニタリング（Malbaza）
Tahoua→Niamey

Gambobo
影山

6 月 7 日（木） PDDE グループ会合（教員養成・現職教員研修） 原、中澤、近藤

6 月 8 日（金） 影山スタッフ離任

Niamey→Tahoua 中澤、近藤

6 月 9 日（土） Niamey→Tahoua 尾上

6 月 10 日（日）

6 月 11 日（月） サヘル協力会議

COGES 連合総会モニタリング（Allela）
Niamey→Zinder

原

Gambobo
Ibo

6 月 12 日（火）

6 月 13 日（水） PTF 会合

COGES 連合総会モニタリング（Dogaraoua）
原

Ousseini
6 月 14 日（木） スタッフミーティング

Zinder→Konni
Niamey→Konni
Tahoua→Konni

全員

Ibo
原

尾上、中澤

6 月 15 日（金） COGES 連合総会モニタリング（Takanamatt）
COGES 総会モニタリング（Illela）JEC 関係

Konni→Niamey
Konni→Tahoua

Ousseini
近藤

原、Ibo
尾上、中澤

6 月 16 日（土）

6 月 17 日（日） 機能する COGES 全国普及（ニアメ COGES 担当官会議、研修、2
日間）

Tahoua→Maradi

IBO、原

尾上

6 月 18 日（月） 機能する COGES 全国普及（マラディ州 COGES 担当官会議、研修、

2 日間）

COGES 連合総会モニタリング（Bouza）
COGES 連合総会モニタリング（Bazaga）

尾上、ザンデール PF、Ali

Ousseini
Gambobo

6 月 19 日（火） DREN 主催コミュニティー幼稚園視察 Kabo、近藤

6 月 20 日（水） 機能する COGES 全国普及（アガディス州 COGES 担当官会議、研

修、2 日間）

PDDE 合同レビュー（～22 日）

COGES 連合総会モニタリング（Garahanga）
DREN 主催コミュニティー幼稚園視察

Maradi→Tahoua

Zakaria,Atikinou

原

Ousseini
Harouna
尾上

6 月 21 日（木） 機能する COGES 全国普及（ティラベリ州 COGES 担当官会議、研

修、2 日間）

IBO

6 月 22 日（金） JEC 設置 COGES 総会モニタリング（Guidan Daouda） Kabo、近藤

6 月 23 日（土） 機能する COGES 全国普及（ドッソ州 COGES 担当官会議、研修、

2 日間）

COGES 連合総会モニタリング（Tajae）

IBO

Ousseini
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6 月 24 日（日） COGES 総会モニタリング（Guidan Karou）
Niamey→Tahoua

近藤

原

6 月 25 日（月） スタッフミーティング

Tahoua→Niamey 原、中澤、伊藤

6 月 26 日（火） JICA ニジェール事務所主催経理研修 中澤

6 月 27 日（水） 小学校卒業試験開始式

Niamey→Tahoua
尾上

中澤、伊藤

6 月 28 日（木）

6 月 29 日（金） 原専門家休暇（～7 月 17 日）

6 月 30 日（土） COGES 連合総会モニタリング（Konni） Ousseini

（1） 今月の総括

今月は、タウア州では、COGES 連合のモニタリングが行われたほか、DRENを中心としたコ

ミュニティー幼稚園のモニタリングが行われた。そのコミュニティー幼稚園では、来学期に

向けた需要調査を行った。ザンデール州でも、COGES 担当官会議、COGES 連合へのモニタリ

ングが同様に行われている。機能する COGES の全国普及については、業務委託 NGO の選出が

終わり、ONEN が最終的に契約を落札した。これにより実質的な全国普及の活動が開始され

た。プロジェクトは、この全国普及の支援として、8 州の DREN を集めた、「機能する COGES

全国普及のためのアトリエ」を開催した他、各州で行われた、研修計画作成のための COGES

担当官会議と COGES 担当官を対象とした「保護者及び COGES 委員選出のための選挙研修」の

ための講師研修に、この研修に経験の深いプロジェクトスタッフやタウア州及びザンデール

州の COGES 監督官、担当官を応援人員として派遣した。また、PDDE の合同レビューが行わ

れ、同計画第一フェーズの評価と第二フェーズの枠組みが議論された。

（2） タウア州 COGES 担当官会議

今月のタウア州 COGES 担当官会議は、月末に小学校の卒業試験が実施され、その前後は

COGES 担当官も業務に動員されるため、6 月中の開催は取りやめ、7 月 4 日に実施すること

となった。

（3） タウア州 COGES 連合活動モニタリング

今月の COGES 連合の活動としては、模擬試験の実施及び年間総括総会であった。模擬試験

の実施については 6月中旬にかけて行なわれた。模擬試験は各 COGES のニーズも高く、ほと

んどの連合で活動計画に入っており、財源が限られている中、それぞれコミューンや視学官

事務所そして地域住民と協力しながら、実施にこぎつけていた。プロジェクトでは、会議の

開催状況や分担金の徴収状況など連合の機能度評価の結果、合計 11 連合に対する文房具等

の支援を行なった。また、6 月は 13 連合で年間総括総会が開催され、多くの連合が年間の

活動のまとめを行なった。その内容で共通することは、昨年度に比べて多くの活動が行なわ

れ、連合自体が活発化したということである。課題としては、分担金の回収が不十分であっ

たなど、財源確保の問題や各学校レベルでの教員及び住民に対する更なる啓発活動などが挙

げられていた。年間総括会議の開催時期について、6 月の学期末までに開催されることが望

ましいが、模擬試験及び本試験などの活動が 6 月までかかることや雨期の農作業が始まる時

期で特に住民代表の集まりが悪くなるなど、会議開催に支障をきたす連合が見られた。

（4） APP（生産実習活動）クラブ

今年度は契約教員ストライキの多発により、APP クラブの活動実施は非常に不定期なもの
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となり、特にサルナワ地区においては惨憺たる結果に終わった。自主モニタリングシステム

も含めて今後どのように APP 活動を発展させていくのか、新年度を迎えるにあたり今一度

検討したい。

また、プロジェクト第 1 フェーズ中に各小学校で生まれた様々な APP 活動をまとめるべ

く、APP 優良事例集第 1 版の仕上げ作業を行う予定である。

(5) コミュニティー幼稚園

今月は、先月末に行った「コミュニティー幼稚園経験シェアリングセミナー」の報告会及

び新規のコミュニティー幼稚園設置にかかる住民総会のモニタリングを中心に活動を進め

た。経験シェアリングセミナーにおいて最も重点をおいた、学校活動計画の一本化（年度途

中に開始したコミュニティー幼稚園は小学校とは別に活動計画を策定した）及び新財源シス

テム方式（コミュニティー全体から穀物による収穫期（活動開始前）の一括払い）はセミナ

ーに参加した全ての COGES で受け入れられ、2007－2008 年の新年度から採用される見込

みである。今年度に同じ方法で分担金を集めた COGES は順調であったため、他の COGES
における資金難解消が期待される。

新規コミュニティー幼稚園の創設については、コミュニティー幼稚園の主旨・条件をよく

理解し、更にその住民に意欲のある COGES が設立に向け準備を開始している。現段階では

イレラ県において６幼稚園が設立される予定である。今後は、新学年度開始（10 月初旬）

にむけ、設立準備にかかる幼稚園運営管理（自主モニタリングを含む）研修、保育者の導入

研修などを準備していく。

また、6 月 18 日～21 日にかけ、国民教育省州事務局により COGES 設立のコミュニティ

ー幼稚園にかかる評価ミッションが行われた。6 月末ともなると隣接の小学校に合わせ、既

に夏期休暇に入っているところもあったが、実際に訪問できたところについては、COGES
代表・小学校長・保育士からヒアリングを行った。資金不足等 COGES の機能に関する問題

もあげられたが、コミュニティー幼稚園設置によるアウトプット（地域で子供を育てるとい

う考えや幼稚園に通う子供にみられる成長）は概ねどの幼稚園も良好であり、コミュニティ

ー幼稚園の有効性が認められた。また、この機会に、幼稚園視学官事務所から Djinguiniss
コミュニティー幼稚園に対し、ユニセフ支援による物品供与（机・イス・児童用ミニ黒板・

おもちゃ教材等）があった。ユニセフと EPT プロジェクトの連携により、保育者研修と同

時に物品供与も行われる予定であるが、供与対象となる幼稚園（COGES）のクライテリア

については、‘ばら撒き’にならない様改めて協議を行っていく必要がある。

(6) 校長研修

現在ニジェールの学校教員は、入学希望者・学校数の増加に伴い雇用された契約教員が多

数を占めており、その質の改善が喫緊となっている。プロジェクトでは、学校運営（人事管

理）及び教育の質（教員の授業方法指導）において重要な役割を担う校長を対象とした研修

を検討しており、第 2 フェーズに向け、資料・情報収集を開始した。同研修はモジュールを

使用した研修とし、基本的には各校長がモジュールに沿って自習、コミューンレベルの校長

会で意見交換し、その結果を各校に持ち帰り校長から他の教員に対し校内研修することを想

定している。今月は情報収集として、教員レベル調査（アンケート及び調査者による授業観

察）及び校長実務調査（インタビュー）を行った。

475



(7) 機能する COGES全国普及に向けた活動

○ これまで、プロジェクトがタウア州、ザンデール州で協働してきた ONEN が、今回の機

能する COGES 全国普及の入札を落札し、実際の全国普及のための活動が始まった。プロ

ジェクトとしては、まず、DREN を対象とした「機能する COGES の全国普及のためのアト

リエ」（詳細は別添参照１）を開催し、実際の普及のための準備や、実施における技術

的な問題、その他の情報を提供した。この会議は非常に重要なものであり、今後も全国

普及の節目、節目において、合同調整委員会など機会を利用し、開催していく必要があ

ると思われる。また、この会議を終えた後、すぐに、各州で、研修計画作成に必要な情

報が集められ、研修計画が作成された。さらに、各 COGES 担当官を集めた最初の月例会

議が開催され、研修計画の細部が詰められた後、COGES 担当官を講師として養成するた

めの研修が ONEN の要員を中心に行われた。これらの月例会議、研修を支援するために、

プロジェクトは、プロジェクトの要員や、経験豊富なタウア州、ザンデール州の COGES

監督官及び担当官を派遣した。（詳細は別添２を参照）

○ 今回の全国普及において、就学前教育施設も対象とすることが正式に決定された。これ

は、昨年、正式に教育省から法令として、幼稚園に対して COGES を施設することが発布

されこと、JICA 加藤フィールド調整員（就学前教育担当）による全国8 幼稚園に機能す

る COGES 設置を計画、実施後の国民教育省による評価結果が上々であったことなどが、

この国民教育省の決定を促した背景である。プロジェクトとしては、幼稚園施設が多く、

当初の研修予定予算の中で、就学前教育施設をカバー仕切れないニアメやドッソ州の

DREN を財政的に支援し、ニジェールにおけるすべての基礎教育施設に対する機能する

COGES 設置を支援する。

(8) 中央、援助協調、ドナー動向

6 月 20 日から 3 日間、ニジェール教育関係者、ドナー関係者約 150 名を集めた PDDE 合

同レビューが開催された。このレビューの目的は、PDDE の第１フェーズ（2003 年-2007
年）の活動実績を評価し、第２フェーズ（2008 年~2010 年）の大筋の方針を決定すること

にあった。（詳細は別添参照）

(9) プロジェクト運営管理

① 在外事業強化費第 2四半期分送金

今月 29 日、今年度在外事業強化費第 2 四半期分として 8,728,570Fcfa が本部より送金され

た。フェーズ 1 における在外事業強化費としては本送金が最後であり、7 月末のプロジェク

ト終了時には 3 年 7ヶ月にわたる在外事業強化費の報告を行う予定である。

② 影山スタッフ離任

昨年 1 月から当プロジェクトの現地スタッフとして活動していた影山スタッフが今月 8 日

日本に帰国した。影山スタッフはコミュニティー幼稚園、APP、セカンドチャンスを担当し

たが、特にコミュニティー幼稚園では UNICEF との連携促進、タウア州での COGES コミュニ

ティー幼稚園設立等に尽力してきた。現在は近藤研修員が業務を暫定的に引き継ぐこととす

る。

③ 会計担当者経理研修

今月 26 日、技術協力プロジェクト臨時会計役及びフィールド調整員を対象に、ニジェー
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ル事務所主催による会計研修が実施され、当プロジェクトからは臨時会計担当役の中澤専

門家が出席した。会計報告にかかる一連の流れ、様式の統一化等について、事務所経理担

当者より説明がなされた。

(10) 課題

今月は、プロジェクトが推し進めてきた様々な目標達成に向けた大きな進展があったこと

は、上述してきた。この進展により、このプロジェクトは、学校運営改善プロジェクト群の

推進役としての地位を確立しただけではなく、セクターアプローチの中でのプロジェクトが

どのように演じていけばいいのかのといった現在技術プロジェクトが直面している問題へ

の解答を提示できるプロジェクトとなった。第２フェーズにおいては、さらに重要な役割を

様々な面で演じていくと思われる。

しかし、第２フェーズの 2007 年度分現地活動費は 1000 万円ほど、カットされ、予定され

ていた重要な活動を取りやめたり、縮小せざるを得なくなったりした。プロジェクトは、小

規模なパイロット活動を行う時期は終わり、全国規模の活動を支援する立場にあり、予算縮

減をスタッフの努力で補うことができるレベルではなくなってきている。今後このような状

況が続くと、事前評価で、ニジェール側と合意した機能する COGES の全国普及における資金

分担の約束をも守れない状態になりかねない。本部として、是非、JICA の基本的戦略であ

る選択と集中ということを考慮した上で、善処をお願いしたい。

(11) 7 月の予定

予定 期間

タウア州 COGES 担当官会議 7 月 4 日

ザンデール州 COGES 担当官会議 7 月 6 日

第 1 フェーズ終了 7 月 31 日

別添１：機能する COGES の全国展開にかかる準備会合報告

別添２：尾上専門家出張復命書

別添３：教育開発 10 ヵ年計画（PDDE）合同レビュー報告書（プロジェクト関連部分中心）

別添４：会議議事録（国民教育省アラブ教育局）

別添５：会議議事録（COGES 推進室）

別添６：教育開発 10 ヵ年計画第 1 フェーズ実施報告書（抜粋要約）
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」
（プロジェクト活動月報 2007 年 7 月）

作成日：2007 年 8 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

7 月 1 日（日)
7 月 2 日（月） タウア州教育セクター別校長会視察 中澤、近藤

7 月 3 日（火） Niamey→Tahoua Ibo
7 月 4 日（水) タウア州 COGES 担当官会議 全員

7 月 5 日（木） COGES 連合活動モニタリング（Badaguichiri）
Tahoua→Zinder

Ousseini
Ibo

7 月 6 日（金） ザンデール州 COGES 担当官会議

COGES 総会モニタリング（Toullou quartier）JEC 関係

Ibo
近藤

7 月 7 日（土）

7 月 8 日（日）

7 月 9 日（月） COGES 連合活動モニタリング（Galma）
Zinder→Niamey

Tahoua→Niamey

Gambobo
Ibo
中澤、伊藤

7 月 10 日（火） タウア州幼稚園 COGES 設置研修

COGES 連合活動モニタリング（Galma）
尾上 , Hamissou, Yacouba, 近藤

Gambobo
7 月 11 日（水）

7 月 12 日（木）

7 月 13 日（金） COGES 総会モニタリング（Amadouk）JEC 関係

Niamey→Tahoua
Kabo、近藤

中澤、伊藤

7 月 14 日（土） COGES 総会モニタリング（Kowette）JEC 関係 近藤

7 月 15 日（日）

7 月 16 日（月） 学校プロジェクトモニタリング（Moujia,Kaora Alassan） Ousseini
7 月 17 日（火） 原専門家休暇より戻り

COGES 連合総会モニタリング（ Illela） Gambobo,Kabo，近藤

7 月 18 日（水） 学校プロジェクトモニタリング（Agueye,Touba bagawa）
見返り資金協議（COGES 推進室）

Ousseini
原

7 月 19 日（木） Tahoua→Niamey 中澤

7 月 20 日（金） COGES 連合活動モニタリング（Galma）
学校プロジェクトモニタリング（Tabotaki,Grado Sud）
COGES 総会モニタリング（Founkoye gabass）JEC 関係

コーラン学校視察（Bagga）
安全対策協議会（Niamey）

Gambobo
Ousseini
Kabo，伊藤、近藤

伊藤

中澤

7 月 21 日（土） 協力隊員へのプロジェクトプレゼンテーション 中澤

7 月 22 日（日） Niamey→Zinder
Niamey→Tahoua

Ibo
中澤

7 月 23 日（月） ザンデール州 COGES 担当官会議

見返り資金会合（Niamey、基礎教育局長）

世銀との会談（Niamey）

Ibo
原

原

7 月 24 日（火） Niamey→Tahoua
Zinder→Tahoua

原

Ibo
7 月 25 日（水） タウア州 COGES 担当官会議 全員

7 月 26 日（木） Tahoua→Niamey 原、Ibo
7 月 27 日（金） 世銀コンサルタントの会談（補助金） 原

7 月 28 日（土）

7 月 29 日（日） Tahoua→Niamey 近藤

7 月 30 日（月）

7 月 31 日（火） 第 1 フェーズ終了

478



（1） 今月の総括

今月は、プロジェクト第 1 フェーズ最終の、そして第２フェーズ開始の直前の月に当たるた

め、取りまとめ的な活動と第二フェーズ準備の活動が行われたが、基本的に両フェーズに断続

はなく、通常の活動も行われた。タウア州、ザンデール州の両州で、COGES 担当官月例会議が月

末開催され、COGES 連合のモニタリングの結果が報告された。これらのモニタリングの結果を反

映した「COGES 連合マニュアル」の改訂が行われ、完成した。このマニュアルは、COGES 連合全

国普及に向けた重要なツールとなる。また、プロジェクトでは、第２フェーズの活動のひとつ

となるモジュール中心型の校長自主研修に向けたモジュール作成の準備を行っている。ニアメ

では、PADEB 以降の全国普及を果たした COGES のモニタリング費用等の資金として、我が国食糧

援助（KR）等の見返り資金使用のための根回しを行った。

7 月 31 日までに、会計処理等の事務処理を済ませ、みんなの学校プロジェクト第 1 フェーズ

は、すべての目標を達成し、終了した。

（2） タウア州及びザンデール州 COGES 担当官会議、COGES 連合機能化

タウア州のCOGES担当官会議は先月末最終試験のため延期になっていた6月の担当官会議を

7 月 4 日に、7 月の担当官会議を 25 日にそれぞれ開催した。4 日、25 日の会議とも、各担当官

の活動報告が行なわれ、各 COGES の年間活動総括表の回収状況、COGES 連合の年間活動総括会議

の開催状況などの確認を行なった。25 日の会議では、州教育局長も終日参加し、COGES 連合の

機能化を中心にこれまでの活動の総括を行なった。また、参加者全員で第 1 フェーズでの活動

の成功を称えるとともに、第 2 フェーズ開始にあたって、プロジェクトのプレゼンスが低くな

るため COGES 監督官や担当官のみならず州教育局長、視学官、教育主事も含め全ての教育行政

関係者がより一層主体的に COGES の推進及びモニタリング活動に従事し、教員に対しても COGES

の活動が国家政策として義務であるということを徹底させていくことの重要性が確認された。

ザンデールにおいても今年度最後の COGES 担当官会議が開催され、タウア州同様、連合の活

動状況の確認が行なわれた。COGES 連合の機能度にかかる両州の今年度末の結果は以下のとおり。

項目 タウア州 ザンデール州

対象 COGES 連合数 39 55

対象学校数 1,324 校 1,666 校

COGES 学校活動計画回収率 91.50％（1217 校） 97.29％（1620 校）

COGES 年間活動総括表回収率 84.20％（1119 校） 88.30％（1471 校）

1 連合あたり平均年間総会開催数 3.00 2.95

1 連合あたり平均年間事務局会合開催数 6.26 7.15

連合年間活動総括総会を開催した連合数 21 53

COGES 連合の機能化に関しては、今年度一年間の活動を通して、改善された点として、連合機

能化の鍵となる総会及び事務局会合の開催数が、昨年度に比べ格段に増加し、メンバー間の情

報共有が促進されたほか、学校活動計画や活動総括表の回収についても今年度は連合自身によ

って回収が行なわれ高い回収率が得られた。COGES のモニタリングについては総会の場で各

COGES 代表が進捗を報告し、経験を共有するといった、集会型のモニタリングやゾーンごとに責

任者を決めてモニタリングを実施するなど様々な工夫を行なう連合多く見られた。その他、コ

ミューンとの連携が進み、連合機能が強化された他、昨年度機能しなかった事務局委員の改選

によって機能するようになったことなど、様々な改善点が確認された。一方で、問題点、課題
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も残り、例えばタウア州では年度終わりの連合の年間総括総会を現時点で開催していない連合

が 18 連合残っていること、活動計画の内容が非現実的であったところが見られ、財源不足に陥

る連合があったこと、財務管理のノウハウが不十分であること、などの問題点が挙げられる。    

タウア州の場合、第 1 フェーズでのプロジェクト活動の経緯から、ザンデール州に比べてプロ

ジェクトのプレゼンスが高く、その分行政（特に視学官、教育主事など）の関与が相対的に低

いことが指摘されており、フェーズ 2 からは、プロジェクトの直接的な介入を減らしていく方

向で、行政を中心とした活動及びモニタリングに移行し、ザンデールと同様の実施体制に移行

していく。現在、国民教育省が作成している PDDE の来年度活動計画によると、COGES 連合のモ

デル評価と承認、全国普及への活動が予定されており、プロジェクトの活動計画どおりに中央

での活動が計画されていることは、非常に好ましいことであり、モデル承認に向けて更なる精

緻化をすすめていく。

この他、COGES 連合関連の活動として、これまでの活動モニタリング、4～5 月に実施した連

合の機能化調査、年間活動総括会議の内容などから、今年一年の活動を通して得られた教訓を

引き出し、それらをまとめて昨年度作成した COGES 連合マニュアルを大幅に補強、改訂しその

ドラフトが完成した。特に旧マニュアルで抽象的だった項目内容をより具体的に整理し、連合

が実施すべき様々な活動の中でも重要度、優先度を示しながら説明を加えた。改訂の主なポイ

ントは、連合の基本的概念の再整理、活動の種類と枠組み、プロセスの説明、COGES のモニタリ

ングシステム及びモニタリングポイントなどである。本ドラフトはカウンターパートをはじめ

とする関係者に回覧共有してフィードバックを得た後に最終版を確定する。

（3） コミュニティー幼稚園

先月に新規設立が決定したイレラ県の 6 幼稚園に加え、今月は、同県に 2幼稚園が、そして、

タウアコミューンに、2 幼稚園が新たに設立されることが決定し、これで、タウア州のプロジェ

クト対象コミュニティー幼稚園は 26 園となった。来学期のこれらの園の生徒は、2000 人に及ぶ

と予想され、ニジェールの就学前総就者の 8%、特に農村においる就学者3313 名の 6 割を占める

ことになる。

さらに、UNICEF が既に介入するチンタ県の 3COGES の住民がコミュニティー幼稚園創設に向け

意欲を示し、話し合いを進めている。当地域では UNICEF の他、世界食糧計画も給食プログラム

を展開しており、住民は様々な支援を享受している。住民に対しては、援助による幼稚園では

なく、住民が運営のすべてを行うという、コミュニティー幼稚園の主旨・条件をしっかり理解

させることが必要となる。

APP（生産実習活動）については、APP 優良事例集第 1 版が完成した。今後、APP を学校活動

に導入する意欲を示している COGES へ配布していく。また、校長研修や小学校で活動する協力

隊員及びそのカウンターパートを対象とした研修の際の参考資料として利用することになる。

（4）校長研修

先月に行った教員レベル調査及び校長職務内容調査の結果を踏まえ、教育指導主事・教員養

成校講師・高い評価を受けている校長など関係者へのインタビューを行い、さらにモジュール

の内容について更に検討を重ねた。

教員レベル調査

当初から予想されていた通り、教員のモラル及びフランス語能力の低さがみられた一方、授
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業準備はある程度行われていること（90%）がわかった。しかし、その準備方法や授業での教授

法が適切とはいえない教員も多く（全体の 4～3分の 1）、授業の質にはまだまだ改善の余地があ

るといえる。教員が児童に教えるのを苦手とする科目については、フランス語・理数科目の他、

APP も挙げられた。プロジェクトの APP マニュアル及び優良事例集の配布も念頭に置き、研修に

反映させていく。

校長職務内容調査

規模も所在地（都市・村落部）も異なる小学校の校長の職務を一纏めにすることはできない

が、1 クラスしかない小学校（1 学年）の校長、2～6 クラス（全学年が揃っていない）の小学校

の校長、7 クラス以上の大規模の校長の 3 種類に大きく分類し、同調査を行った。調査の対象と

した校長は COGES 担当官及び教育指導主事から高い評価を受けている校長であり、どの校長も

それぞれモチベーションが高かった。契約教員のストライキにより授業時間が少ない中で、ほ

とんどの校長が授業のない水・土曜の午後などに補修（特に修了試験を控える 6 年生対象）を

行っている上、他の教員の指導（授業視察及び授業準備ノートの確認）も行っていた。時間を

有効に利用し、校長としての適切な任務を果たすため、3 種類の校長のそれぞれのモデルをモジ

ュールの中で提示する。

校長研修のモジュールは、教員養成校で研修を受けられなかった教員向けの職業倫理及び公

式文書作成等の基本的な事項から、より多くの小学校修了者輩出を目指す実践的な試験対策、

そしてプロジェクトが第 1 フェーズを通して関わってきた COGES による学校運営までを網羅す

る、包括的なものにする予定である。

（5） COGES 機能化モデル全国普及

  COGES 機能化モデル普及は、現在のところ、順調に進展している。ドッソ州を除き、他の州

では、選挙研修が無事終了した。この普及は全国規模となるため、研修の実施、その内容に

ついてプロジェクトは、懸念を持っていたが、研修計画、実施についての DREN に対しての情

報伝達のためのアトリエの効果が上がり、実施体制が十分に整えられたため、大きな問題は

なかった。研修の質についても、COGES 推進室、ONEN のモニタリングから、一定のレベルに

達していることが報告されている。これらの成果に対し、各 DREN から COGRS 推進室に感謝が

伝えられている。それは、現在まで、ニジェールにおいて、すべての学校をカバーする研修、

しかも質の高い研修が行われたことは一度もなく、その困難な研修を実施した COGES 推進室

への賛辞の意味合いでの感謝であった。また、すべての研修が行われた訳ではないので判断

するのは早計とは思われるが、プロジェクトが開発したモデルの普遍性は非常に高いことが

証明されつつある。

（6） 2008 年度 COGES 活動計画 （別添参照）

現在 COGES 推進室が PDDE の COGES 関連部分の活動計画を作成中である。この計画書の中に、

プロジェクトが予定している活動、特に、COGES 連合モデルの確定と普及のための活動が予定通

り記されることになった。この計画書が公認されれば、プロジェクトの活動が国家計画として

承認されることとなる。

（7） 見返り資金

2007 年 2 月に世銀の「基礎教育支援プロジェクト（PADEB）による COGES 設置、活性化モデ
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ルの全国普及費用の支出（366,421,500FCFA〈8,800 万円相当〉）が、国民教育省と世銀間で合

意され、2007 年度の COGES 全国設置の立ち上げ研修費用及びリカレントコストについては、

世銀によって支援されることとなった。しかし、世銀の支援が終了する 2008 年 2 月以降につ

いては、ニジェールの政府予算事情が極めて厳しい状況にあること、また、コモンバスケット

の活用は 2006年4月の資金の不正利用発覚以来、再開のめどが立っていないことが原因で、

一次、資金の確保が暗礁に乗り上げた。そのため、資金獲得を目指し、我が国の KR 援助等の

見返り資金使用の検討を始めた。ニジェール JICA 事務所の特に杉山企画調査員の協力のもと、

プロジェクト近藤研修員が原案を書き、外務省等の意向を確認した上で、現在は、ニジェール

国の財務省、国民教育省の根回しをしている。この資金が確保されれば、プロジェクト第２フ

ェーズ中のまだ、未成熟である COGES の運営費がある一定期間確保され、地方分権化政策の進

展を促進することができる。

（8） 幼稚園 COGES 設置研修

タウア州の幼稚園 49 園及びザンデール州の 56 幼稚園に対する COGES 設置研修がそれぞれ 7

月 10 日、7 月 16日に行なわれた。これは、現在実施中の全国の小学校への COGES 設置に合わせ

て国民教育省が急遽幼稚園への COGES 設置を決定し、今回の全国展開の対象外となっているタ

ウア、ザンデール両州の幼稚園に対する COGES 設置研修を同省がプロジェクトに対して要請し

たことを受けて、プロジェクトで実施を決定した。タウア州については、研修当日、雨の影響

等もあり、欠席者が 10 数名ほど出たが、研修内容は参加者に非常に好評で参加者の理解度も非

常に高かった。幼稚園への COGES 設置については、既に全国で 8 園のパイロット幼稚園が良好

な成果を収めており、今後、幼稚園への機能する COGES の導入が就学前教育の現状を改善し、

更にコミュニティー保育園との経験の共有が進むことが期待される。

（9） プロジェクト運営管理

① フェーズ 1 にかかるプロジェクト活動終了

7 月 31 日、3 年 7 ヶ月にわたるプロジェクトフェーズ 1 が終了を迎えたことから、7 月 27 日

をもってプロジェクト業務を終了し、ONEN スタッフ及び事務所スタッフとの雇用契約すべてが

終了した。尚、フェーズ 2 は 8 月 1 日開始予定である。

② 在外事業強化費にかかる会計報告

上記同様、プロジェクトフェーズ 1 終了にあたり、7 月 31 日、第 2 四半期在外事業強化費会

計報告（7 月分のみ）を行うとともに、プロジェクトフェーズ 1にかかる会計報告もあわせて行

った。詳細は以下のとおりである。

【平成 19 年度第 2 四半期分】

前期繰越分：14,884,361Fcfa

概算受入額： 8,728,570Fcfa

            支出額：23,612,931Fcfa（数字が変更になる可能性あり）

差引残額：0（数字が変更になる可能性あり）

【プロジェクト在外事業強化費合計支出】

          概算受入額：693,288,775Fcfa

            支出額：693,288,775Fcfa（数字が変更になる可能性あり）

差引残額：0
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③ フェーズ 2 にかかる事務所体制

8 月 1 日から開始となるフェーズ 2 では、プロジェクトの活動が全国対象となることから、プロ

ジェクト事務所をニアメとタウアの両方に設置することとし、現在ニアメ事務所の立ち上げ準

備を行っている。専門家の配置は二アメ 3 名、タウア 1 名の専門家を予定している。

（10） 課題（別添参照）

2006 年度 COGES 活動計画の中で述べたように、世銀が推進する補助金の COGES 直接供与が実施

されることがほぼ確定的となった。この計画は、対象地域の 1000 校を様々な基準で選出し、そ

の半数のみに補助金を支出し、その効果を、評価し、今後の補助金政策の動向に影響を与える

とても重要な計画である。当初は、全国で 1000 校選ぶ予定であったが、大臣がタウア州、ザン

デール州以外は、COGES が機能していないことを理由に、急遽対象地域を、ザンデール、タウア

州に変更したという経緯がある。この対象州の変更は、プロジェクトに大きな課題をもたらし

た。プロジェクトは、現在まで、COGES の機能化を目標として COGES メンバーやコミュニティー

の能力開発や組織の活性化のための活動を展開し、その機能化に成功してきたが、地方分権化

による権限の委譲に対応する能力強化は、行なってこなかった。それは、権限の委譲スケジュ

ールが政策レベルで確定されておらず、またその決定もシステマティックに行われているもの

ではなかったからである。しかし、今回のように、現在までのプロジェクトの成果が認められ

て、急遽、タウア、ザンデールの両州において権限委譲のテストが行われることになり、そし

て、補助金による成果が上がらなければ、現在まで積み重ねられてきた COGES 機能化の実績を

疑われかねない状況となる。プロジェクトとしては、国民教育省、世銀と協力して、この計画

が成功するような最大限の努力をしていくが、その協力のための活動は、現在のプロジェクト

の削減された予算の中で行っていくことは困難である。

今回のことに限らず、みんなの学校プロジェクト第二フェーズにおいては、プロジェクトが

小さな領域のパイロットプロジェクトから、その活動が直接国家政策に影響するプロジェクト

に成長したこと、プロジェクトが状況の変化に柔軟に対応しなければ、政策それ自体が成功し

なくなることなどを認識する必要があると思われる。

8 月の予定

 8 月 1 日 第 2 フェーズ開始

 8 月上旬 プロジェクトニアメ事務所開設、引越

 8 月 19 日～9 月 7 日 尾上専門家休暇一時帰国
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 8 月）
作成日：2008 年 9 月 1 日

１． 今月の活動、人の動き、イベント

日時 活動 担当、出張者

8 月 1 日（水） みんなの学校プロジェクト第 2 フェーズ開始

8 月 2 日（木）

8 月 3 日（金） タウアより荷物の運搬

Tahoua→Niamey 尾上、中澤

8 月 4 日（土）            

8 月 5 日（日）

8 月 6 日（月） スタッフミーティング

中澤専門家セネガル出張 (パスポート更新 10 日まで )
全員

8 月 7 日（火）

8 月 8 日（水） 世銀会談（COGES 対象補助金）

大臣との会談（見返り資金）

8 月 9 日（木）

8 月 10 日（金） コミュニティー幼稚園新規設立 AG（Founkoye Gabass） 伊藤

8 月 11 日（土）

8 日 12 日（日） Niamey→Tahoua 尾上

8 月 13 日（月） スタッフミーティング 全員

8 月 14 日（火） Tahoua→Niamey
伊藤スタッフ休暇（29 日まで）

尾上、伊藤

8 月 15 日（水）

8 月 16 日（木） マリ新案権立ち上げテレビ会議

事務所開きセレモニー

原、尾上、中澤、近藤

全員、JICA 事務所他

8 月 17 日（金） 世銀との会談（補助金）

日本国象牙大使館ニジェール担当官へのブリーフィング

JICA ニジェール事務所西本新所長赴任

原、イボ

原

8 月 18 日（土）

8 月 19 日（日） 尾上専門家休暇（9 月 7 日まで）

8 月 20 日（月） スタッフミーティング

8 月 21 日（火）

8 月 22 日（火）

8 月 23 日（木 )
8 月 24 日（金） COGES イニシアチブによる校長能力強化 DFIC 協議

笹舘 JICA ニジェール事務所所長離任

原、中澤、イボ、近藤

8 月 25 日（土） イボ政策アドバイザー休暇（9 月 2 日まで）

8 月 26 日（日）

8 月 27 日（月）

8 月 28 日（火）

8 月 29 日（水）

8 月 30 日（木 ) 国民教育省、財務省予算編成会議

西本新所長プロジェクト事務所訪問、プロジェクトの説明

原

原

8 月 31 日（金） 就学前教育課長、タウア就学前教育視学官との会談 原、伊藤

（1） 今月の総括

みんなの学校プロジェクトプロジェクト第２フェーズが開始された。開始月に当たる8月は、

プロジェクト立ち上げのための人員雇用、契約 NGO の募集、事務所整備などの事務処理の業務

が中心になったが、9 月に予定される重要な会議、アトリエのための準備も進めた。機能する

COGES 全国普及の活動については、保護者会、COGES 委員の民主的な選出のための校長研修が、
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ドッソ州で 8 月 16 日に終了し、これですべての州で研修が終了したことになる。最終的な研修

結果報告、選挙の実施結果はまだ報告されていないが、現在までの視察、伝聞の印象では、全

体的には成功したと判断できる。この研修の最終的な評価は、9月の州教育事務所長会議でなさ

れる。

（2） COGES 連合機能化

今月は、学校関係が夏休み期間にあたるため、タウア、ザンデール両州の COGES 担当官会議

の 8 月の実施は繰り延べて 9 月初旬に実施することとなった。本期間中、プロジェクトスタッ

フは、COGES 連合の新マニュアルを再度内容の確認、見直し作業を継続し、最終版を完成させた。

本マニュアルは、前回のマニュアルでカバーされていなかった連合の機能化において重要なポ

イントを纏めているため、今後連合自身が機能向上させる上で参照するだけでなく、COGES 担当

官にとっても、モニタリングの参考資料として活用することも意図されている。

（3） コミュニティー幼稚園

13 の既存コミュニティー幼稚園に加え、14 の幼稚園（イレラ県 8 園、タウアコミューン 3
園、チンタ県 3 園）が新規に設立されることになり、10 月以降、タウア州にて、計 27 の幼稚

園が開始することになった。プロジェクトとしては、9 月以降、それらの COGES に対し、園

の開始に向けての準備（穀物による分担金支払い、保育者選出、園児・クラス数の変化、等）

を促していくことになる。さらに、10 月中旬に、14 の新規コミュニティー幼稚園の COGES
メンバー及び保育者を対象にした幼稚園立ち上げ研修をプロジェクト側から支援することにな

っており、今後、視学官事務所との調整、講師を勤めることになる COGES 担当官との打ち合

わせを進めていく。

（4） COGES 機能化モデル全国普及

8 月 16 日にタウア州、ザンデール州を除く全国での保護者会、COGES 委員の民主的な選出プ

ロセス研修が終了した。この研修の結果報告はまだ出来ないが、研修が全国の規模でつつがな

く行われた意義は非常に大きい。このような研修が現在まで行われたことはなく、この研修を

組織化できたことは、国民教育省にとっても大きな経験になったと思われる。

また、9 月中旬には、全国の COGES 担当官を対象にした学校活動計画研修の講師研修が予定さ

れており、今回は財務研修をより簡略化した形で同研修に取り込んで実施すべく準備を進めて

いる。これまでプロジェクトで実施してきた学校活動計画研修では財務研修は含まれておらず、

限られた対象校のみにおいて教育省のモジュールを用いて実施していた。しかしながら既存の

教育省の財務研修モジュールでは、研修に丸一日かかることと研修の内容が COGES 委員の能力

と比して非常に高度で複雑な内容となっていることから、今回内容を大幅に簡略化し、COGES 委

員にも容易に理解し実施できる必要最小限の内容で効果的な研修となるように効率化を進めて

いる。

（5） 見返り資金

現在、見返り資金の申請プロセスは、国民教育省と財務省の交渉が終わり、国民教育省で最

終的な要請書を作成中である。この要請書の作成が終了すれば、外務省に発出され、外務省か

ら、象牙日本大使館に発出される予定である。
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（6） 補助金供与パイロット計画（別添１参照）

国民教育省主管、世銀支援する COGES に対して直接補助金を供与し、その効果を評価するこ

とを目的とした計画がこの 9 月に行われることは、先月の月報でも報告した。この計画に対す

る技術協力の要請がプロジェクトに対し、非公式になされ、現在、具体的な協力を行っている。

補助金が効果的に使われるか否かは、COGES の能力、成熟度だけではなく、そのほかに、さまざ

まな要素があると思われる。プロジェクトとしては、この計画への協力を通し、将来的な COGES

の権限の委譲に備えた活動を準備し、全国レベルで実施できるように、準備していく必要があ

る。

（7） コーラン学校実態調査（別添２）参照

コーラン学校は全国に 50 万校あるといわれ、生徒数は小学校の生徒数を凌駕するといわれて

いる。しかしながら、実態はあきらかではなく、その実態の一端を知るために、簡単なコーラ

ン学校の調査を行った。サンプル数も少ないため、一般化することが出来ないことは言うまで

もない。しかし、この調査結果は多くの示唆に富むものと言える。

（8） マリ案件準備、勉強会

本年 10 月に実施が予定されている、マリの学校運営委員会支援プロジェクトの第 1 次事前評

価調査の準備として、8月16日に本部人間開発部基礎教育チームと中西部アフリカ支援事務所、

及びニジェールの関係者の間でテレビ会議にて案件の勉強会を行なった。内容は、マリ教育分

野の基礎統計、ドナー活動状況、及び地方分権化政策の概要、についてそれぞれ担当者が発表

を行なったあと質疑応答及び追加情報の交換共有を行なった。今後は、9月末の対処方針会議に

向けて調査項目やロジの体制などを整え、早めの準備を行なっていく必要がある。

（9） プロジェクト運営管理

プロジェクト運営管理

① フェーズ 2 開始にかかる二アメ事務所開設及び人員配置

8 月 1 日より当プロジェクトフェーズ 2 が開始された。今フェーズでは、タウア州、ザンデ

ール州の学校現場だけでなく、政策レベルでの活動も合わせて実施されることからニアメ事務

所を新規開設し、タウア事務所との 2 事務所体制を取ることとした。それに伴い、日本人関係

者の人員配置は、二アメに原チーフアドバイザー、尾上専門家、中澤専門家、近藤研修員、タ

ウア事務所は 9 月末赴任予定の学校活動計画専門家、伊藤スタッフとすることとした。

② フェーズ 2 開始にかかる第 2 四半期在外事業強化費および携行機材費送金

8 月 2 日、フェーズ 2 開始にかかる第 2 四半期分在外事業強化費が以下の通り、ニジェール

事務所より送金された。

ニアメ口座：33,782,410Fcfa
タウア口座： 6,400,000Fcfa
合   計：40,182,410Fcfa

なお、フェーズ 2 では 10 月より臨時会計役 2 名体制とし、予算管理はタウア口座とニアメ口

座の別に分けて実施される。

また、携行機材費は 42,800,000Fcfa を確保しており、プロジェクト車両、プリンター等を購

入する予定である。
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③ タウア州、ザンデール州 NGO 業務委託契約にかかる入札告示

フェーズ 1 実施期間中、ザンデール州での機能する COGES 活動支援をローカル NGO との

業務委託契約で実施してきたが、ローカル NGO を通して活動を実施することの効率性、優位性

が実証されてきた。ついてはフェーズ 2 においても、ローカル NGO と業務委託契約締結し、

機能する COGES 活動支援をタウア州、ザンデール州にて実施することとし、8 月 14 日、ロー

カル NGO を対象に、本業務にかかる一般競争入札告知を全国紙にて行った。その結果、8 月末

時点で 2 つの NGO から入札意思表明があったため、今後これら 2NGO を対象に選定が行われ

る。

（10） 課題

以下は、タウア州のイレラ県に派遣され、COGES を中心として、改良かまどの普及を図ってい

る隊員の報告書からの抜粋である。

『評判にあるように確かに COGES は、これまでの COGES が存在していなかったゼロの状態に比

べれば、学校建設をしたり設備や教材を整えたり、と無から有への飛躍的な成功を遂げたとい

っていい。しかし、まだまだ駆け出しの状態であり、COGES が順調に回り続ける状態にはないと

思われる。これは、各小学校の機能だけに留まらず、COGES をモニタリングする側でも同じこと

が言えると思う。なぜならば、COGES をモニタリングする側の人である視学官事務所の COGES 担

当官や指導員（Conseillers）、小学校校長からはよく、「EPT は交通費を少ししかくれない」「モ

ニタリングのために俺たちは自腹を切っている」「仕事が多くて大変だ」「まったく、日本人は

仕事ばかりしていて疲れるよ」という言葉をよく耳にする。彼らは、自主的に自分の国の将来

の発展を考えて働いているという感じはあまり受けない。むしろ、EPT に動かされているという

印象を受ける。』

正直に言って、この隊員が見聞きした現場の人たちの言葉は、プロジェクトにとって必ずし

も否定的には聞こえない。たとえば、モニタリングに自腹を切っているという、COGES 担当官の

言葉は、ニジェールの地方行政官の実態を知っている人には信じられない事実と写るに違いな

い。そんなことはあり得ないと言下に否定されるような気がする。EPT に動かされていると感じ

ながらも、いままで、どのドナーもその能力を信じられなかったニジェールの地方行政官がこ

れだけの仕事を成し遂げたことは驚異に値する。また、研修を参加費だけを目当てに参加して

いた教員や校長が、交通費の少なさに文句を言いながら、受けた研修の成果を実施したという

ことの事実の方が重い。事実の受け止め方はともあれ、この現場の生の声は、多くの教訓を含

んでいる。たとえば、COGES 担当官の意識の問題である。タウア州における COGES 機能化の活動

は、その活動がパイロット的であるという意味で、プロジェクト主導で行われてきた。勿論、

すべての会議、セミナー、アトリエには、州教育事務所長、視学官、COGES 監督官、COGES 担当

官が参加し、イニシアチブを取るように計らってきたが、同じ機能化をプロジェクトの存在を

ほぼ消して、パッケージ化の導入という形でNGOの要員にほぼ任せたザンデールにおける、COGES

担当官のパーフォーマンス、COGES の活動実績が、タウアを追い越そうとしている。この現象は

なにが意味するのか。尾上専門家が、ニュースレター等で分析しているように、様々な要因が

考えられるが、その要因のひとつにこの隊員の報告書にある地方行政官の「EPT に動かされてい

る」という言葉に象徴されるようなタウア州の COGES 関係者のプロジェクトに対する依存心が
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あることは否定できない。この傾向は、コミュニティーレベルではなく、地方行政官に強い。

今回、意識的にタウア州からのプロジェクトの存在を「うすく」したのは、このような背景が

あるからである。今後、ニジェールのすべての州が同じ条件におかれ、COGES 政策を実施するこ

とになり、COGES の活動は、国の活動、自分たちが行わなければならない活動だということをタ

ウアの地方行政官が体感できるとき、彼らの意識は変わっていくと思われる。

また、同隊員は、COGES の未成熟さを挙げている。COGES が未成熟であることは、プロジェク

トも十分認識しているし、例外的に機能していない COGES があることも知っている。COGES の未

成熟さや機能していないという問題は、COGES に行った研修の質や、行われた選挙の実態、COGES

の機能化以前の村自身の深刻な問題がることなどが深く関連している場合が多い。プロジェク

トが創造した COGES 機能モデルは、大多数の村の COGES の機能化を目指したものであり、対象

校が少なく、すべての COGES にプロジェクトの目が直接届く場合とは違い、プロジェクトが問

題別の個別対応することはできない。むしろ、対応すべきなのは、COGES 連合や COGES 担当官で

あり、プロジェクトが現在支援しているのは、連合や担当官が COGES の成熟化や問題解決の役

割を演じるため意識変革や能力強化の活動である。

プロジェクトが発展し対象がマクロレベルにと感じられる現在、プロジェクト関係者にとっ

て、特に必要なことは、今回の隊員の報告のようなミクロの情報に注視し、その情報から問題

点を抽出し、解決策を模索することである。特に、プロジェクトの基本、そして原動力はコミ

ュニティーにあり、コミュニティーレベルの問題からは、視線をはずしてはならない。

この隊員の報告書の他に、杉山企画調査員より、プロジェクトアプローチの分析が中間報告

書でなされているので、そのコメントを別添として記す。（別添 ３）

９月の予定

 9 月 4～7 日 COGES イニシアチブによる校長能力強化のためのアトリエ

 9 月 11 日、13 日 タウア及びザンデール COGES 担当官会議

 9 月 18～19 日 学校活動計画再研修（COGES 担当官 41 名、COGES 監督官 6
名）

 9 月 20 日 選挙研修結果総括、学校活動計画研修実施計画作成アトリエ(州
国民教育省事務所長 8 名、COGES 監督官 8 名対象)

 9 月 20 日 合同調整委員会
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「ニジェール国住民参画型学校運営改善計画」

（プロジェクト活動月報 2007 年 9 月）
作成日：2007 年 10 月 1 日

今月の活動、人の動き、イベント

（1） 今月の総括

今月の活動は、機能する COGES 全国普及の支援が中心となった。まず、全国の COGES
担当官と NGO の啓蒙員を対象とした学校活動計画講師研修を実施した。この研修に向け、

学校活動研修マニュアルを改訂し、財務研修マニュアルを作成した。実際の研修において

は、タウア、ザンデールの COGES 担当官が講師を勤め、その講師としての能力を見せた。

日時

9 月 1 日（土）

9 月 2 日（日）

9 月 3 日（月）

9 月 4 日（火） 校長能力改善のためのアトリエ（7 日金まで） 原、中澤、近藤、IBO
9 月 5 日（水） 原、中澤、近藤、IBO
9 月 6 日（木） 原、中澤、近藤、IBO
9 月 7 日（金） 尾上専門家帰任 原、中澤、近藤、IBO
9 月 8 日（土）

9 月 9 日（日） Niamey→Tahoua IBO
9 月 10 日（月） COGES 担当官会議 (Tahoua)

学校保健会議

UNICEF との会議

CONCERN、ベルギーとの会議

IBO、伊藤、Gambobo
原、中澤

原、中澤

原、中澤

9 月 11 日（火） 財務研修、学校活動計画マニュアルの改訂最終作業

Tahoua→Niamey
尾上、Hamza
伊藤、IBO

9 日 12 日（水） スタッフ会議      全員

9 月 13 日（木）

9 月 14 日（金） COGES 推進室長との打合せ（OR 研修、DREN 会議、合同調整委員

会）

原、尾上、中沢、IBO

9 月 15 日（土）

9 月 16 日（日）

9 月 17 日（月）

9 月 18 日（火） COGES 担当官会議（ザンデール） 原、尾上、IBO
9 月 19 日（水） 学校活動計画講師養成研修（全国 COGES 担当官対象、ニアメ） 原、尾上、中澤、伊藤、 IBO、

Hamza
9 月 20 日（木） 原、尾上、中澤、伊藤、 IBO、

Hamza
9 月 21 日（金） COGES 経験シェアリングセミナー（全国州国民教育事務所長対象）

合同調整委員会

9 月 22 日（土）

9 月 23 日（日 )
9 月 24 日（月） Niamey→Tahoua 伊藤

9 月 25 日（火） 国家教育評議会（26 日まで）

タウア就学前視学官との会談

原

原

9 月 26 日（水）

9 月 27 日（木）

9 月 28 日（金） 影山専門家赴任 JICA 事務所挨拶

9 月 29 日（土）

9 月 30 日（日 )
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またこの研修の一部時間を使い、選挙研修の結果と総括、問題点などについての議論を行

い、その結果を、翌日に開催された州教育局長を対象とした経験者シェアリングセミナー

において発表した。この経験シェアリングセミナーにおいては、各州教育事務所長からの

研修結果についてのコメントと、今後の研修に向けての問題点解決のための具体的な方策

が述べられた。この二つの研修、及び会議は、全国規模の研修の内容を把握し、その改善

と成功への道筋を示し、実施者のエンゲージメントを直接引き出したという意味では画期

的な会議となった。この会議には、ドナー関係者も興味を示し、世銀、CONCERN、ベル

ギーからの参加があった。また、第 1 回目の合同調整委員会においては、プロジェクト活

動や、その委員会の構成などについての説明と討議がなされた。また、コミュニティー幼

稚園については、連携のための協議を UNICEF と行った。PDDE の第 2 フェーズに関して

は、PTF と国民教育省との会議は延期されたが、PDDE の最高決定機関と位置づけられる

国家教育評議会において、PDDE の第 2 フェーズの活動計画が承認された。

（2） 合同調整委員会

プロジェクトフェーズ２の第１回合同調整委員会が９月２１日に開催された。フェーズ

２からは、全国８州の州国民教育局長（DREN）も委員会のメンバーとして参加した。州

国民教育局長は R/D 締結時に参加していなかったため、今回プロジェクトのフレームワー

クや MEN が PDDE の活動の一環としている COGES の全国展開との関連性などについて

の説明を行なった。質疑では、PDM の指標等の問題点を指摘する参加者もあったが、フェー

ズ 2 が始まったばかりでもあり、現時点で変更は時期尚早であるとの判断から今後活動を

行っていく上で変更修正の必要があれば、合同調整委員会の場で協議、合意した上で決定

することが確認された。

（3） COGES 担当官会議（タウア、ザンデール）

タウアの COGES 担当官会議は 9 月 10 日に開催された。議事内容は、通常の活動報告に

加えて、新学期に向けての COGES 活動（学校活動計画の策定など）の準備事項の確認、

プロジェクトフェーズ 2 の概要説明及び機能する COGES の全国展開に係る活動報告、視

学官事務所レベルでの COGES 関連のデータベース構築試行、コミュニティー幼稚園にか

かる連絡、などであった。

一方で、ザンデールの COGES 担当官会議については、後述のニアメでの COGES 担当

官を対象にした講師研修に合わせて、その前日である 9 月 18 日にプロジェクト事務所にて

行なった。議事内容は、COGES 担当官の活動報告のほか、プロジェクト第 2 フェーズの概

要説明、COGES 連合とコミューンの連携による新学期女子就学促進キャンペーンの活動進

捗確認であった。女子就学促進キャンペーンでは、各 COGES 連合ともそれぞれ独自の戦

略アプローチで活動計画を策定していることが確認された。その内容は、住民に影響力の

ある伝統的首長、宗教指導者、女性を巻き込んだ啓発活動、人が集まるマルシェやお祈り

の日を利用した定期的な啓発活動、寸劇やビデオの上映、などである。
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（4） 学校活動計画講師養成研修（全国 COGES 担当官対象、ニアメ）（別添 1 参照）

9 月 19、20 日の 2 日間に渡って、機能する COGES の全国展開にかかる活動の第 2 弾であ

る学校活動計画研修、及び財務研修のための講師養成研修を全国の COGES 担当官に対し

て行なった。学校活動計画研修についてはタウア及びザンデールの COGES 担当官がそれ

ぞれ一名ずつ講師として務め、彼らに加えて両州の現場経験豊富な COGES 担当官が適宜

情報を捕捉しながら進め、多くの参加者にとって他州の同僚が講師を務めることで参加者

のモチベーションを高める効果があった。この他、財務研修については、今回の全国展開

に合わせて従来のモジュールをより現場の COGES 委員のレベルに応じた内容に簡略化し

て研修を行った。（詳細は別添報告書参照）

（5） COGES 経験シェアリングセミナー（全国州教育事務所長対象）（別添 1 参照）

上記 COGES 担当官講師養成研修に引き続いて 21 日に全国の州国民教育局長、COGES
監督官、そして各州に配置されている ONEN アニメーターが一同に会して先に実施された

選挙研修の結果報告及び今後予定されている学校活動計画研修の実施計画策定準備にかか

る協議を行なった。7、8 月に 6 州で実施された選挙研修の結果について、6 州全体で、研

修を受講した対象小学校の校長の数は、下表のとおり、6,818 名中 6,278 名（92.08％）で、

COGES 委員選出にかかる議事録の提出があった学校は校長が研修を受講した 6,278 校中

4,094 校（65.21%）であった（詳細は別添報告書参照）。各州とも数々の困難や問題に直面

しながらも、州国民教育局長のイニティアティブのもと、COGES 監督官、担当官、ONEN
アニメーターなど地方行政の関係者が一丸となって研修の実施に向けて努力した結果であ

り、全国の全ての小学校の校長に対する研修の実施という過去に比類のない大規模な事業

を行政のイニティアティブで遂行できたことは、大いに評価できると言える。今後、更に

学校活動計画研修の実施が控えており、各州ともその準備と実施に今回の経験を活かしな

がら取り組んでいくことが参加者全員で確認された。（会議の詳細は、別添報告書参照）。

（6） コミュニティー幼稚園 （別添 2 参照）

10 月からの本格的な活動開始を前に、UNICEF、国民教育省就学前教育課との事前会議

を行った。会議では、タウアにおけるコミュニティー幼稚園の設置状況と今後の活動の予

定を報告した。特にUNICEFとは、今後の連携の方向性と具体的な共同の活動となるコミュ

ニティー幼稚園教諭の研修について話し合った。今後、UNICEF、プロジェクトのコミュ

ニティー幼稚園担当者の着任を待って、新たな会議を開催する。

現場では、本年度、タウア州（タウアコミューン、イレラ県、ケイタ県、チンタ県）の計

27 の既存・新規コミュニティー幼稚園が新学期を迎えようとしている。農繁期、新学期開

始の延期（公式には 10 月 15 日予定）、さらに、断食月も重なり、住民の学校活動開始準備

が遅れることが大いに考えられる状況である。財源不足が問題となった前年度の経験を受

け、今年度は、ほぼすべての COGES が新財源システムの導入（コミュニティー全体から

穀物による収穫期（活動開始前）の一括払い）を決定していることから、収穫期直前の今、

住民への穀物による一括払いのリマインドが大変重要となっている。プロジェクトでは、
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現在、校長を通じて、新学期前から、園開始に向けての準備（穀物支払いのリマインド、

園児の登録、保育者の選出、等）を進めるよう促しており、9 月月末から 10 月第 1 週目に

かけて、学校活動計画（コミュニティー幼稚園の活動を含む）策定の住民の合意をえるた

めに住民集会を開催予定の COGES が多数出てきている。また、新規コミュニティー幼稚

園設置予定の COGES についても、保育者の選出、園児の登録、等を開始しており、COGES
による住民への啓発活動の成果、コミュニティー幼稚園への住民の強い期待が伺える。

（7） APP クラブ

タウア州に位置するタウアコミューン、イレラ県、コニ県の隊員が COGES への APP クラ

ブ導入に向けて活動を展開している。各隊員が各々の活動地域で、10 の COGES を選出し、

その代表メンバーを対象にした APP クラブ研修の実施を 11 月下旬より予定している。プ

ロジェクトからは、当研修への講師の派遣、APP クラブ優良事例集の配布、また、導入方

法やプログラムの立て方など、技術的な面においても支援をしていく予定である。

（8） 校長能力改善セミナー

9 月 4 日から 7 日までの 4 日間、ニアメのプロジェクト事務所において、地方分権にかか

る校長能力強化アトリエを実施した。本アトリエには国民教育省教員研修局局長、職員、

また現場経験の長い元視学官事務所長や現職の小学校校長、ベルギー技術公社の教育アド

バイザーも参加した。

地方分権化政策の進展に伴い、各学校・COGES への権限移譲が進む中、学校運営の中心

である COGES、とりわけ校長の役割が非常に重要であることは以前から認識されているが、

ニジェールには校長のみを対象とした継続的な研修制度は存在せず、校長の能力強化につ

ながるはずの現職教員研修制度（CAPED）も全国的に機能していないことから、教員の質

改善は PDDE の中で最優先課題の一つとなっている。

このような状況を踏まえ、本アトリエでは学校運営及び教育の質改善にかかる校長の能

力強化を念頭に置き、現職教員研修制度の現状と問題点、学校改革が進む中での従来とは

異なった、校長に求められる能力及び校内・コミュニティーにおけるその役割等について

議論した。また、議論は、今後必要とされる新しい形の現職教員研修制度やその内容にも

及び、非常に内容の濃いアトリエとなった。本アトリエにはタウア市内の現職校長も参加

しており、政策決定者である国民教育省やドナー関係者が教育現場で起きている問題・実

態を知る絶好の機会でもあったことから、様々な質疑応答が繰り広げられた。詳細につい

ては来月の月報にて報告する。

今後、教員研修局が中心となって、現職教員研修を改善するための委員会を発足する予

定である。この委員会は、現場の意見を反映させ、現実に則した制度を策定していくとの

見地から、国民教育省関係者だけでなく、現職教員やドナー関係者も含まれている。教員

研修局より当プロジェクトにもメンバーとして参加してほしいとの要請が出ており、当プ

ロジェクトでも機能する COGES 政策を支援する上で、校長の能力強化は必要不可欠であ

るとの見地から、当委員会の会合に積極的に参加していく予定である。
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（9） 見返り資金

ニジェールから我が国への見返り資金の使用申請書は、国民教育省から外務省に発出さ

れ、ニジェール外務省から、象牙大使館に発出された。

（10） 補助金供与パイロット計画

前月の月報で詳細に紹介した補助金供与パイロットは、世銀内部の予算支出の遅れによ

り、3 週間延期された。プロジェクトでは、学校活動研修の空き時間を計画担当者に提供し、

同計画担当者は、タウア、ザンデールの COGES 担当官への説明を行うことが出来た。

（11） プロジェクト運営管理

(ア) 近藤研修員帰国

JICA 個別専門家養成研修生として、1 月より当プロジェクトに赴任していた近藤

研修員が 9 月 9 日、日本に帰国した。この 9 ヶ月間、近藤研修員は業務調整、コ

ミュニティー幼稚園、APP、校長研修等を担当し、プロジェクトの活動に大きく

貢献していただいた。

(イ) 影山専門家の着任

9 月 28 日に影山専門家が着任した。同専門家は、タウアをベースとし、COGES
イニシアティブを支援する活動を担当する。

(ウ) NGO 業務委託

タウア・ザンデール州での機能する COGES ローカル・COGES 連合活動支援に

かかる業務委託契約について、先月末までに 2件のNGO から入札意思表明があっ

たが、選考の結果、当プロジェクトと今まで活動を進めてきた ONEN が選定され

た。

今回の契約期間は 2007 年 9 月から 2008 年 3 月末を予定しており、毎月実施さ

れる COGES 担当官月例会議開催支援及び COGES 連合大会開催支援（各州 1 回

開催、10 月頃を予定）を委託することとなる。

（12） 国民教育評議会別添 （別添 3 参照）

（13） 課題

6 月以降、機能する COGES の全国普及が始まり、その結果が懸念されたが、この月報で

も報告しているように、選挙研修の結果が COGES 担当官対象の研修と、各州の教育局長

を対象とする経験シェアリングセミナーにおいて報告され、検証された。報告によれば、

問題は多くあったが、全国レベルで展開されたニジェール国がイニシアティブで始めて

取った研修が実施されたと総括できる。特に重要なのは、今回の会議で、研修の結果が総

括され、その結果に対して、研修を受けなかった校長に対する再研修の実施と、新たな学

校活動研修を実施する関係者、特に、州教育局長のエンゲージメントが表明されたことに

ある。このエンゲージメントにより、研修の実施やその質が確保され、機能する COGES
の全国普及の成功の可能性が高まったと判断できる。COGES 政策の支援を主な目的とする
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プロジェクト第 2 フェーズの中でも、今月行われた 2 活動は、その意義、そして費用対効

果からみても重要な活動となった。会議の運営も良好であったが、運営は、基本的に COGES
推進室が行っており、COGES 政策実施への技術支援の成果も確実に成果をあげていると考

えられる。今後重要になってくることは、さらに、COGES 政策実施のニジェール政府のオー

ナーシップを醸成していくことにある。オーナーシップの醸成に大切なことは、自国の資

金で、自分たちが実施するという事実であり、今回の機能する COGES の全国普及は、世

銀から資金が出ているものの、現場での管理は国民教育省が行っており、このことが、今

回の各局長の研修成功への強いエンゲージメントの表明の原因の一つになっていると考え

られる。今後の COGES 政策の実施は、見返り資金などの自国資金を中心に行われていく

と予想され、プロジェクトとしては、教育省のイニシアティブを支援する形で、しかも、

学校レベルの効果を常にモニタリングしながら、政策実施への貢献を行っていくことが必

要となる。

10 月の予定

 10 月 1 日~10 月 12 日 原専門調査家、尾上専門家 マリ教育案件第 1 次事前評価

 10 月 17 日 コミュニティー幼稚園立ち上げ研修

 10 月 29 日～11 月 2 日 コミュニティー幼稚園新規保育者研修

 10 月末 COGES 連合大会（タウア州、ザンデール州）

以上
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